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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【グリーンイノベーション ①】 


事項名 


 


民有林における開発許可の見直し① 


規制・制度の概要 


 


・ 発電設備を民有林に設置する場合、「森林の土


地の保全に著しい支障を及ぼすおそれが少な


く、かつ、公益性が高いと認められる事業」は


開発許可が不要となっており、一般電気事業


者、卸電気事業者、特定電気事業者が発電施設


を設置する際に許可は不要である。一方で、そ


の他の発電事業者による設置には許可が必要


である。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 10 条の２第１項第３号 


・ 森林法施行規則第３条第 18 号 


改革の方向性（当初案） ・ 一般電気事業者、卸電気事業者、特定電気事業


者が発電施設を設置する場合に許可が不要で


あるにも関わらず、発電事業者が設置する場合


には許可が必要であるのは、合理性に欠けてい


る。電気事業制度上、発電市場は自由化されて


おり、発電事業者間の競争上も許可条件が異な


ることは問題があると言わざるを得ない。 


・ したがって、再生可能エネルギー施設であれ


ば、事業主体によらずその事業に公益性を認


め、許可要件の見直しを行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 開発行為に係る都道府県知事の許可の例外に


ついて規定する森林法第 10 条の２第１項第３


号の「森林の土地の保全に著しい支障を及ぼす


おそれが少なく、かつ、公益性が高いと認めら


れる事業」については、 


① 公益性が高いと認められる事業として土地


収用法その他の法令により土地を収用し又


は使用できる事業であるかどうか 


② 行政官庁により十分な指導監督が行える旨


法令の規定により担保されている事業であ


参考資料１ 
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るかどうか 


というメルクマールに照らして、森林法施行規


則において限定列挙されているところである。


・ 一般電気事業者、卸電気事業者、特定電気事業


者（以下「一般電気事業者等」という。）は、


電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）におい


て、電気供給義務が課せられており、一般電気


事業者等の設置する発電施設は、公共の利益と


なる事業に必要な土地等の収用又は使用に関


して定めた土地収用法第３条第１項第１７号


に規定する「電気事業法による一般電気事業、


卸電気事業又は特定電気事業の用に供する電


気工作物」に該当し、高い公益性が認められる。


・ これに対し、発電事業者（特定規模電気事業者、


卸供給事業者。以下「発電事業者」と総称する。）


は、このような電気供給義務が課せられておら


ず、発電事業者が設置する発電施設は、土地収


用法の対象にもなっていないことにかんがみ


ると、必ずしも公益性が高い事業であるとは言


い難い。 


・ なお、許可不要の取扱いとするには、公益性が


高い事業というだけでなく、行政官庁により十


分な監督が行えるかどうかについても検討す


る必要があるところ、一般電気事業者等は事業


実施にあたり電気事業法第３条の許可を経済


産業大臣から受けている一方、発電事業者は同


条の許可が不要であり、行政庁による監督が十


全に行うことができないことが懸念される。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 林地開発許可不要の取扱いについては、公益性


が高く、行政官庁により十分な指導監督を行え


ることを前提としており、これらに合致しない


開発まで許可不要とした場合には、地域住民の


生活に密接に関連する国土保全、水資源のかん
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養等の森林の諸機能と十分な調整がとれない


形で開発行為が行われるおそれがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地熱発電や風力発電といった再生可能エネル


ギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギー


であり、エネルギー自給率の向上、長期的なエ


ネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済に


資するものである。平成 22 年６月に閣議決定


されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、今


後も導入効果を定量的に評価しながら、適切に


普及を進める必要がある。 


・ 森林等においては国土保全の観点が重要であ


るが、一般電気事業者が発電設備を設置する場


合に許可が不要であるにも関わらず、その他の


民間の発電事業者は許可が必要となっており、


合理性に欠けている。許可取得が国土への影響


を確認するためのものであるならば、事業主体


によらず同一の取扱いとすべきである。 


・ 電気事業法に基づく指導監督は、あくまで電気


事業の的確な遂行の観点から行うものであり、


当該法の目的の範囲を超えて指導監督を行う


ほどの裁量権を法所管行政官庁が持ち合わせ


るものではない。また、電気事業者が発電設備


を新設する場合も「許可」ではなく「届出」で


可能とされている。そもそも電気事業制度上、


発電市場は自由化されており、発電事業者間の


競争上も許可条件が異なることは不合理であ


る。 


・ 少なくとも特定規模電気事業者については、災


害時等非常時における供給命令の対象となっ


ている等の点から、他の電気事業と同様、電気


事業法においては公益特権の対象となってい


る。また、森林法上の公益性を判断するにあた


り、供給義務の有無や土地収用法第３条の対象


に該当するか否かは絶対条件ではないはずで


ある。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た
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な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギーの導入促進の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備の開発許可に係る新たな


る判断基準を創設すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 森林地域は日本の国土の６割を占めるが、その


山稜部分は、風況も良く、かつ、住居からも離


れているため、風力発電設備の立地に適してい


る場合が多い。また、地熱発電に係る有望地域


も存在する。 


・ 開発許可が不要になることで、事業実施に係る


期間の短縮及びコスト削減に繋がる。 


・ 低炭素化社会の実現といった課題解決のため


にも、森林地域における再生可能エネルギー施


設設置を促進することには一定の公益的な意


義がある。 


改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備であれば、事業主体によら


ず民有林における設置を柔軟に認める方向で、


許可のあり方を見直すとともに、関係者へ周知


徹底すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション ②】 


事項名 


 


民有林における開発許可の見直し② 


規制・制度の概要 


 


・ 林地開発許可を得る場合において、開発行為に


係る森林について権利を有する者の「相当数の


同意」を証する書類が必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 10 条の２第１項 


・ 森林法施行規則第２条第２号 


改革の方向性（当初案） ・ 林地開発許可の申請にあたって、原則として全


ての地権者（登記簿謄本上の所有権登記者）の


同意が必要であるが、実際には所有権登記者の


死亡後数十年が経過して相続人が不明の場合


や、数十人もの共有名義の土地で一部名義人が


不明な場合なども多く、かかる場合に開発許可


の取得が極めて困難となっている。 


・ したがって、「相当数の同意」について、地権


者不明の場合は、固定資産税納税者の同意書で


代替可能とするなど、合理的な範囲で認めるよ


うにすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 土地の開発行為を行おうとする者は、当該土地


に係る権原を有する者の同意を得ることが私


法上不可欠である。林地開発許可制度において


も、開発事業の実現可能性の有無を審査するに


当たって、当該開発行為の実施予定地に係る正


当な権原を有する者の同意を確認することと


している。 


・ 他方、申請段階においては、必ずしも計画の熟


度に自ずと限界があることも念頭に置き、上述


に係る具体的な運用基準（国から都道府県への


技術的助言）としては、「開発行為に係る森林


につき開発行為の妨げとなる権利を有するす


べての者の3分の2以上の者から同意を得てお


り、その他の者についても同意を得ることがで


きると認められる場合」になっているか否か


で、審査することとしており、許可の取得に係
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る負担の軽減に努めているところである。 


・ 御指摘の「固定資産税納税者の同意書で代替」


させることについては、固定資産税納税者と正


当な権原を有する者とは必ずしも一致しない


場合があり、林地開発許可制度のみならず、一


般的に地権者の確認手段として有効であるか


どうかについては、疑念がもたれる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「固定資産税納税者の同意書で代替」した場


合、申請者が林地開発許可を得たとしても、当


該土地について法律上の権原を取得するもの


ではなく、固定資産税納税者と正当な権原を有


する者とが一致していなければ、正当な権原を


有することにならず、民法上適法に開発行為を


行うことはできない。 


・ このような不適法な開発を許可した場合、権原


のないまま開発が行われ、遡及して開発許可を


取り消さなければならない事態等が発生する


事となり、林地開発許可制度の厳格な運用を著


しく阻害することとなる。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 林地開発許可の申請にあたっては、「相当数の


同意」が必要であるが、実際には相続人が不明


の場合や、共有名義の土地で一部名義人が不明


な場合なども多く、かかる場合に開発許可の取


得が極めて困難となっている。 


・ また、「相当数の同意」であっても、実態とし


て全ての地権者の同意書の取付けが求められ


ることから、共有名義の場合に地権者を探した


てるのに数年を要する場合がある。 


・ したがって、名義変更漏れなど林地の所有者が


不明の場合が多い実態を踏まえ、事実上全員の


地権者の同意書が必要となる現在の運用は合


理的な内容に見直すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 森林法施行規則第２条第２号に「相当数」とい


う規定があるにも関わらず、運用細則において


「開発行為に係る森林につき開発行為の妨げ


となる権利を有するすべての者の３分の２以


上の者から同意を得ており、その他の者につい


ても同意を得ることができると認められる場


合を指す」とされており、実態として全員の同


意書の取付けが求められることから、共有名義


の場合に地権者を探し当てるのに数年を要す


る場合がある。 


・ ５年以上にわたって地権者の相続人を探して


も全地権者を見つけることができなかった場


合に（相続人総数 100 名以上）、同意書取付が


残る１名であったとしても許可は得られず、継


続調査が求められた事例がある。 


・ 隣接地権者の同意取付をも許可要件とする都


道府県も存在する。 


・ 路網整備については、平成 22 年 11 月森林・林


業基本政策検討委員会の最終とりまとめ「森


林・林業の再生に向けた改革の姿（案）」にお


いて、「必要な路網の設置に当たっての土地の


使用について、所有者が不明な場合にも対応で


きるように手続の改善を図る」とされており、


これに係る事前の調査においても、所有者の所


在が把握できないという課題が指摘されてい


る。 


・ こうした現状を踏まえ、再生可能エネルギー導


入促進という観点からも、開発許可に係る同意


書取付け要件の見直しを図るべきである。 


改革案 ・ 林地開発許可の申請にあたっての「相当数の同


意」について、開発行為の妨げとなる権利を有


する全ての者の３分の２以上の者から同意を


得ていることとするべきである。＜平成 23 年


度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション ③】 


事項名 


 


国有林野における許可要件・基準の見直し① 


規制・制度の概要 


 


国有林野は「公用、公共用又は公益事業の用に


供するとき」であれば、貸付が可能とされている。


一般電気事業者等の公益企業を除く事業者が発電


事業を行う目的で５haを超える国有林野を使用す


る場合、以下の要件が求められる。 


・ 自己消費が過半以下で、残る全てを一般電気事


業者に売電すること。 


・ 当該事業が、地方公共団体の定める基本構想


等、地域の振興計画に位置付けられているこ


と。 


＜根拠法令＞ 


・ 国有林野の管理経営に関する法律第７条 


・ 国有林野を自然エネルギーを利用した発電の


用に供する場合の取扱いについて（平成 13 年


９月７日付け 13 林国業第 65 号林野庁長官通


知） 


改革の方向性（当初案） ・ 事業の公共性・公益性が求められ、事業形態が


「発生電力の半分以上を一般電気事業者に売


電する」ものに限定されているため、発電事業


者が一般電気事業者以外の民間事業者や卸電


気取引所向けに発生電力を売電する場合には


５ha を超える貸与を受けることができない。 


・ 構造改革特区第 18 次提案における全国展開を


行う規制改革事項として「発生量の過半を一般


電気事業者へ売電すれば、余剰発生量を一般電


気事業者以外に売電したとしても公益性は相


当程度確保できるとし、通知改正を行うことに


より、一般電気事業者以外への売電を可能とす


るよう規制の緩和を行う。」という閣議決定が


なされたが、小売分野の６割が自由化対象であ


るにもかかわらず、依然として一般電気事業者


への過半の売電によって事業の公益性を担保


するという運用が残ることとなるのは不合理
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である。 


・ これに加えて、地方公共団体の定める基本構想


等、地域の振興計画は３～10 年に１度策定さ


れ、柔軟な見直しが行われないことから、タイ


ミングが合わない場合は事業実施が可能とな


るまでに長期間を要してしまう。また、基本計


画等に「森林地域における自然エネルギー発電


の推進」と盛り込むだけでは認められないな


ど、運用も不明確である。 


・ さらに、通達の内容が発電事業に限定されてお


り、その他のエネルギー供給については適用対


象外となっている。 


・ したがって、通達における地方自治体への基本


計画等への位置付け要件を撤廃するとともに、


再生可能エネルギーであればその事業に公益


性を認める方向で現行の貸付要件を見直すべ


きである。また、熱供給や蒸気供給等、再生可


能エネルギー発電附属のエネルギー供給事業


にも貸付を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 国有林野の貸付は、国有林野の管理経営に関す


る法律第７条第１項の各号のいずれかに該当


しなければ行うことができず、民間事業者に発


電事業の用に供することを目的として、面積制


限なく貸付するには、当該事業が同法第７条第


１項第１号の公益事業に該当するものでなく


てはならない。 


・ そのため、当該事業の公益性を担保する必要が


あり、「地方公共団体の策定する地域の振興計


画に位置付けられていること」及び「発生量の


過半を一般電気事業者への売電すること」は、


当該事業の目的が一般電気事業者が行うもの


と、同等とみなす上で必要最小限の要件である


と考えており、これらの要件を緩和することは


困難である。 


・ なお、地方公共団体の策定する地域の振興計画


等への位置付けの確認方法については、振興計
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画等への記載があれば、記載の程度等にかかわ


らず、地方公共団体から書面をもって計画に合


致している旨の確認を行うことと指導してい


る。 


・ また、熱供給や蒸気供給等、再生可能エネルギ


ー発電附属のエネルギー供給事業の用に供す


ることを目的とした貸付について、民間事業者


から事業計画等に基づく具体的な貸付の要望


があれば、貸付の是非を検討し、貸し付けるこ


ととした場合に、財務省との協議を行うことと


なる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 例えば、地域振興と無関係に、特定の企業に発


電量の９割を供給し残る１割を一般電気事業


者に売電するような民間企業から申請があっ


た場合でも、面積の制限なく貸付を行えること


となり、貸付の対象となる国有林野が行政財産


として国土の保全、水源かん養、木材の安定供


給等のため保有・管理されていることを考慮す


れば、地域住民をはじめとする国民的理解を得


ることは困難と考える。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地熱発電や風力発電といった再生可能エネル


ギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギー


であり、エネルギー自給率の向上、長期的なエ


ネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済に


資するものである。平成 22 年６月に閣議決定


されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、今


後も導入効果を定量的に評価しながら、適切に


普及を進める必要がある。 


・ 国有林は森林の３割（国土面積の約２割）を占


めており、風力発電のポテンシャルが高い地域


に多く存在していることから、再生可能エネル


ギーの導入促進が期待できる。 


・ さらに、国有林を含む国有財産の有効活用を図
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ることは、財政収入増加の観点からも検討の余


地があると考えられる。 


・ しかしながら、一般電気事業者等の公益企業を


除く事業者が発電事業を行う目的で５ha を超


える国有林野を使用する場合、「発生電力の半


分以上を一般電気事業者に売電する」「地方公


共団体の定める基本構想等、地域の振興計画に


位置付けられている」必要があるため、当該発


電事業者が一般電気事業者以外の民間事業者


（すなわち特定規模電気事業者）や卸電気取引


所向けに発生電力を売電する場合等には５ha


を超える貸与を受けることができず、事業計画


を断念せざるを得ない場合がある。 


・ 電気事業制度上、発電市場は自由化されてお


り、一般電気事業者以外への売電によるグリー


ン電力証書市場の形成・拡大や、それによる再


生可能エネルギーの供給拡大が注目されてい


る中、発電事業者間の競争上も貸付条件が異な


ることは不合理である。 


・ また、地元市町村の支援が得られる場合であっ


ても、基本構想等の振興計画変更までに時間を


要するとともに、計画の見直しが柔軟に行われ


ない場合には、次期策定まで数年待つ必要が生


じてしまうことは問題といえる。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、「公共


性・公益性」の基準を見直し、新たなる判断基


準を創設すべきである。 


・ したがって、国有林野における貸付要件・基準


については、通達における地方自治体への基本


計画等への位置付け要件を撤廃するとともに、


熱供給や蒸気供給等、再生可能エネルギー発電


附属のエネルギー供給事業も含め、再生可能エ


ネルギーであればその事業に公共性・公益性を


認める方向で現行の貸付要件を見直すべきで


ある。 
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具体例、経済効果等 ・ 電気事業分野では規制改革が進み、特定規模電


気事業者向け供給や電力取引所向け等の電気


供給に関する発電事業であっても、不特定の電


気需要に応じた供給といった観点からは事実


上公益性の高い事業になっており、実態を踏ま


えた見直しを行うべきである。 


・ 青森の風力発電による電気を特定規模電気事


業者が購入し、これを電力会社の送電網を利用


して東京都のビルに売電するといった、グリー


ン電力取引の活用など、一般電気事業者以外へ


の再生可能エネルギーの売電ニーズは高まっ


ている。また、国有林は風力発電のポテンシャ


ルが高い北海道・東北地方に多く存在してお


り、グリーン電力市場形成による再生可能エネ


ルギーの導入拡大といった観点、行政財産の有


効利用といった観点からの期待は大きい。 


・ 地熱発電の有する特性である電気の安定性を


高く評価する事業者が自由に電気を購入でき


るようになれば、追加の国民負担なくして一定


の買取価格下における発電所の開発が期待さ


れる。しかし、通常地熱発電所設備（蒸気生産


設備を含む）は５ha 以上占有することが必要


であり、国有林における新規事業計画を断念せ


ざるを得ない場合がある。現行の通知内容で


は、従来認められていた地熱発電向けの蒸気生


産事業の扱いが不明確であるため、事業実現に


向けた手続き上の透明性が低い。 


・ 地方自治体の基本構想への位置付けが必要で


あるという要件が設けられたため、仮に地元市


町村の支援が得られる場合であっても、構造改


革特区制度で認定されていた頃と比較すると


貸付が認められるまでの期間が長期化してい


る。 


改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、通達


における国有林野の貸付要件について、売電先


にかかわらず、自治体の同意書があれば、再生
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可能エネルギー発電の事業に公共性・公益性を


認めるべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ また、熱供給や蒸気供給等、再生可能エネルギ


ー発電附属のエネルギー供給事業についても、


再生可能エネルギーの発電設備と同様の条件


で貸付を認めることを明確化すべきである。＜


平成 23 年度中措置＞ 


 







 


14 


 【グリーンイノベーション ④】 


事項名 


 


国有林野における許可要件・基準の見直し② 


規制・制度の概要 


 


・ 一般電気事業者等の公益企業を除く民間事業


者が発電目的や発電用の蒸気生産目的で年額


30 万円以上の国有林野の貸付を受ける場合、


「事業の公共性・公益性」が認められる必要が


ある。 


＜根拠法令＞ 


・ 予算決算及び会計令第 99 条、102 条の４ 


改革の方向性（当初案） ・ 一般電気事業者等の公益企業を除く民間事業


者が、再生可能エネルギー発電や地熱発電の用


に供する蒸気を生産する目的で国有林野の貸


付等を受ける場合、当該事業が公益事業とみな


されないことから、林野庁・財務省間の個別協


議が必要となり、結果的に年額 30 万円以下（２


ha に相当）の場合に貸付対象が限定されてし


まい、事業実施を断念せざるをえない。 


・ したがって、現行の貸与要件を見直し、再生可


能エネルギーの普及に資するのであれば、電気


以外のエネルギー供給事業（熱供給や蒸気供給


等）であっても随意契約による貸付を認めるべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【林野庁】 


・ 予算決算及び会計令第９９条第２１号（公共


用、公用又は公益事業の用に供するため必要な


物件を直接に公共団体又は事業者に売り払い、


貸し付け又は信託するとき。）の規定を適用さ


せて、随意契約により国有林野を貸付しようと


する場合は、同令第１０２条の４の規定により


その都度財務省との協議が必要となる。（財務


省と包括的に協議が整っている事案は除く。）


・ この協議は、事業計画等の具体的な貸付の内容


をもって、個別の事案について行うものであ


り、民間事業者が行う再生可能エネルギーの普


及に資する電気以外のエネルギー供給事業（熱







 


15 


供給や蒸気供給等）の用に供することを目的と


した貸付について、協議の可能性が全て排除さ


れるものではないと認識している。 


・ このため、民間事業者から事業計画等に基づく


具体的な貸付の要望があれば、貸付の是非を検


討し、貸し付けることとした場合に、財務省と


の協議を行うこととなる。 


 


【財務省】 


・ 国有林野を民間事業者に貸し付ける場合には、


国有林野が国有財産法上の行政財産であるこ


とから、先ずは、当該財産を管理する林野庁に


おいて当該財産を貸し付けることの是非につ


いて検討されるものと承知している。 


・ 財務省としては、林野庁において国有林野を民


間事業者に貸し付けることとした場合におい


て、それを随意契約により貸し付けるものとし


て林野庁から具体的な協議があった場合には、


協議に預かることとなる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【林野庁】 


・ 個別により対応可能 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地熱発電や風力発電といった再生可能エネル


ギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギー


であり、エネルギー自給率の向上、長期的なエ


ネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済に


資するものである。平成 22 年６月に閣議決定


されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、今


後も導入効果を定量的に評価しながら、適切に


普及を進める必要がある。 


・ さらに、国有林を含む国有財産の有効活用を図


ることは、財政収入増加の観点からも検討の余
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地があると考えられる。 


・ 地熱発電の事業実施形態としては、地熱発電の


用に供する蒸気を生産する事業者と、その蒸気


を利用して発電を行う発電事業者の独立した


２社が共同スキームを組んで実施する方式が


あるが、この事業形態をとる場合、蒸気生産会


社が必要とする土地の賃借料が 30 万円を超え


れば、現行の貸付条件下では事業実施を行うこ


とができず、計画を断念せざるを得ない場合が


ある。 


・ 低炭素社会の実現という新たな国民的課題が


生じている中、再生可能エネルギーの導入促進


の重要性を鑑み、「公共性・公益性」の基準を


見直し、新たなる判断基準を創設すべきであ


る。 


・ また、地熱発電事業の特性を鑑み、地熱蒸気を


地下から取り出し、発電事業者に販売する蒸気


生産事業者についても、当該事業が発電事業者


との共同スキームであることが明確である場


合には、発電事業の一環と看做すことで当該事


業に公共性・公益性を認めるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 貸付金額が 30 万円を超える場合、その事業に


「公益性・公共性」が認められることが随意契


約による貸付の前提条件となっているが、再生


可能エネルギーに係る発電事業等に公益性を


認めるという方向へ考え方を転換すべきであ


る。 


・ 地熱発電の用に供する蒸気生産事業者と、その


蒸気を利用する発電事業者の独立した２社が


共同スキームを組んで実施する方式は、現行稼


動している地熱発電所の６割が該当している。


この事業形態をとる場合、蒸気生産会社が必要


とする土地の賃借料が 30 万円（２ha に相当）


を超えれば、現行の貸付条件下では事業実施を


行うことができない。（なお、蒸気と発電を分


割して実施する事業形態での既存施設のうち、
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蒸気生産に係る敷地が２ha 以内のものは１箇


所のみ）。 


・ 電源開発促進法が廃止されるまでは、発電用に


蒸気を供給する事業者にも国有林の貸付が認


められてきたが、現在は、当該事業の運営に必


要な広さの国有林を借用することが実質的に


不可能となっている。過去に貸付けを認められ


ていた事業形態が、国の制度変更の都合で認め


られなくなり、結果として新たな事業展開が阻


害されていることは不合理である。 


・ 仮に民間事業者への国有林の貸付が財務省と


の個別協議に委ねられるとしても、どういう場


合であれば貸付が認められるのかが明らかで


なければ、予見可能性に欠ける。風力発電や地


熱発電等においては、調査や環境アセスに多額


のコストがかかるが、最終的な国有林貸付手続


きの段階で貸付が認められる要件が明らかで


なければ、その事業リスクは極めて高い。 


改革案 ・ 再生可能エネルギーの普及に資するのであれ


ば、電気以外のエネルギー供給事業（熱供給や


蒸気供給等）であっても事業の主体によらず、


その事業に公共性・公益性を認める方向で現行


の国有林野の貸与要件を見直すとともに、貸付


が認められる場合について明確化すべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑤】 


事項名 


 


保安林における許可要件・基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 保安林内に発電設備を設置する場合、「保安林


の指定解除」または「保安林内作業許可」のい


ずれかの手続きが必要となる。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 26 条第１項及び第２項、26 条の２第


１項及び第２項、34 条第２項 


改革の方向性（当初案） ・ 保安林内作業許可における「保安林の指定の目


的の達成に支障を及ぼすと認められる場合」の


判断が自治体毎に統一されていないため、作業


許可で設置可能な場合もあれば保安林指定解


除を求められる場合がある。 


・ また、保安林内における発電設備の設置にあた


って、保安林の指定解除を行う場合の要件とし


て、「指定理由の消滅」又は「公益上の理由の


発生」を証明する必要がある。「森林法に基づ


く保安林及び保安施設地区関係事務に係る処


理基準」においては、「公益上の理由」が適用


される場合を土地収用法による収用の場合等


に限定されているため、土地収用法に規定され


る電気事業者以外の民間の発電事業者は「指定


理由の消滅」を証明するために、地点選定に係


る様々な資料の提出（地域内での風況や経済性


比較等）が求められる。 


・ 水源涵養等公益的機能を有するとされる保安


林の指定が近年増加傾向にある中、保安林の指


定解除は極めて限定的であり、再生可能エネル


ギーの開発が非常に困難な状況となっている。


・ したがって、保安林の指定目的や指定状況を再


精査するとともに、再生可能エネルギーであれ


ばその事業に公益性を認め、保安林指定解除要


件を見直すべきである。また、保安林を再生可


能エネルギー発電設備に供する場合の許可要


件（保安林内作業許可及び保安林指定解除手続
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き）に係るガイドラインを策定すべきである。


・ また、風力発電については、環境アセス法の手


続きも導入が予定されているが、保安林におけ


る許可要件との重複がないよう、調整を図るべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省】 


・ 保安林内における作業許可に係る事務は、都道


府県に対する法定受託事務であり、国が定める


処理基準に基づいて適正に実施されるもので


あることから、統一性は維持されていると考え


る。また、保安林は、国土の保全を期するとい


う公益の確保を目的として指定されている重


要性に鑑みて、指定の解除に当たっては、公益


性が失われることのないよう厳格に審査する


ことが重要である。 


・ 特に、御指摘の「公益上の理由」による解除に


ついては、森林を保安林として存続させてその


機能を発揮させるという必要性と、その森林を


他に転用することの必要性を比較衝量して、後


者の方の公益性がより大である場合に限って


行うものであり、他に転用する場合の公益をよ


り厳格に捉えなければ、保安林の保全機能によ


り保持される公益を犠牲にすることにつなが


りかねない。こうした点に留意して、制度の運


用としては、憲法上保障された私有財産権に配


意しつつ、「公共の利益となる事業に必要な土


地等の収用又は使用」を特定している土地収用


法及び同様に法令に同種の根拠を置く事業の


場合に限定して「公益上の理由」による解除の


対象を厳格に運用することとしている。 


・ 仮に、特に法令に根拠を持たないものについて


までも、「公益上の理由」による解除を対象と


することにするとなれば、法令に基づき保安林


の保全機能を保持するとした公益との関係に


おいて法的安定性を失するのみならず、際限な


く解除の可能性を広げることにつながり、保安
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林の保全機能により保持される公益を徒に犠


牲にすることとなり、特に環境問題が多様化・


高度化する中で、現実的ではないと考えてい


る。 


【環境省】 


・ 環境影響評価法に基づく環境アセスメント手


続は、事業者が、地方公共団体や一般の意見を


聴取しつつ、事業の実施が環境に及ぼす影響を


あらかじめ調査・予測・評価し、環境保全対策


の検討を行った結果を評価書としてとりまと


めるものであり、森林法に基づく保安林の指定


解除等のための手続とは、制度目的が異なるこ


とから、手続には特段の重複は生じないものと


思料する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【農林水産省】 


・ 保安林における作業許可や指定の解除につい


ては、森林法第 25 条第 1 項に規定する指定の


目的に照らして判断されるものであり、特段の


法令の根拠なく再生可能エネルギーであるこ


とのみに着目した規制の緩和を行うことは、保


安林の指定の目的である地域住民の生活に密


接に関連する国土の保全、水資源のかん養等保


安林の公益目的の保全に支障を来すおそれが


ある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地熱発電や風力発電といった再生可能エネル


ギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギー


であり、エネルギー自給率の向上、長期的なエ


ネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済に


資するものである。平成 22 年６月に閣議決定


されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、今


後も導入効果を定量的に評価しながら、適切に


普及を進める必要がある。 


・ 保安林は日本の森林の約５割（国土面積の約３







 


21 


割）を占めるが、その山稜部分は風況も良く、


かつ、住居からも離れているため、風力発電設


備の設置に適している場合が多い。また、地熱


発電に係る有望地域も存在する。適切な場所を


選定し、発電設備設置が柔軟に認められるよう


になれば、更なる再生可能エネルギーの導入促


進が期待される。 


・ また、海岸線沿いの飛砂防備保安林への風力発


電設置により、街の観光シンボルとなっている


事例もあり、地域活性化にも貢献できる。 


・ しかしながら、保安林内に発電設備を設置する


場合、保安林内作業許可における「保安林の指


定の目的の達成に支障を及ぼすと認められる


場合」の判断が自治体毎に統一されていない。


・ また、作業許可で設置可能な場合や保安林指定


解除を要する場合があり、手続きのプロセスに


ついて明確化を行うべきである。 


・ また、保安林の指定解除を行う場合の要件とし


て、「指定理由の消滅」又は「公益上の理由の


発生」を証明する必要があるが、「公益上の理


由」が適用される場合を土地収用法による収用


の場合等に運用通達上限定しているため、土地


収用法に規定される電気事業法上の電気事業


に従事しない民間の発電事業者はこれを理由


に解除を求めることができない。これに関し、


再生可能エネルギーは低炭素化や長期的なエ


ネルギーの安定供給（エネルギー自給率の向


上）に資するものであり、保安林の有する公益


的機能とも比較衡量しうるものである。また、


発電設備は、電気事業法上の保安規制等でも位


置づけられており、法的根拠は存在している。


・ 現状では、電気事業に従事しない民間の発電事


業者は「指定理由の消滅」により、保安林解除


申請を行うこととなるが、その際、その地点で


しか開発できないことを示す様々な資料の提


出（地域内又は日本全国での風況や経済性比較
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等）が求められている。電気事業制度上、自由


化されている発電市場において許可条件が異


なることは発電事業者間の競争上も問題があ


るといえる。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギーの導入促進の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備設置に係る新たなる判断


基準を創設すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 旧規制改革会議における平成 20 年ヒアリング


において「保安林の指定は財産権の制約を伴う


ことから必要最小限度の面積としている」とい


う回答を得ているが、森林の半数が保安林指定


を受け、保安林整備臨時特措法失効後も年々増


加傾向にあることを鑑みると、再度保安林の指


定目的や選定基準について見直しを行うべき


である。 


・ 水源涵養機能を有している保安林であっても、


適切に整備が行われないことによって、必ずし


もその機能が発揮されているとは言い難い場


合もある。また、海岸線の第１級保安林であっ


ても、虫害などによって飛砂防備の保安林機能


を有していない地点も存在し、風力発電等の設


置によってむしろ機能が回復するという指摘


もある中、保安林の現状に係る実態把握と整理


が必要である。 


・ 指定解除の申請にあたっては、好風況地点で土


地の改変が少ないといった説明を行うが、当該


地点でしか開発ができないという不存在の証


明のため、近隣の複数県においても当該地点以


外に適地が存在しないという調査を求められ、


許可が長期化した事例もある。 


・ 保安林指定解除に際し、代替機能を有する施設


設置を行うことで指定理由が消滅すると考え


られる場合であっても、保安林解除が認められ


ない場合もある。 
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・ 風力発電に関しては、系統連系上の量的制約も


ある。また、今後、環境アセス法に基づいた法


的手続きの導入が予定されている。当該プロセ


スには相当の負担を要することからも、設備設


置に係る手続きを簡素化したとしても、保安林


の公益的機能を大きく損ねるほどの乱開発に


繋がることは想定しがたい。 


改革案 ・ 保安林の指定目的や指定状況を再精査すると


ともに、再生可能エネルギー導入の重要性を鑑


み、再生可能エネルギー設備であれば事業主体


によらず設置を柔軟に認める方向で、保安林指


定解除要件を見直すべきである。＜平成 23 年


度中措置＞ 


・ その上で、保安林を再生可能エネルギー発電設


備に供する場合の許可要件（保安林内作業許可


及び保安林指定解除手続き）に係るガイドライ


ンを策定すべきである。＜平成 23 年度中措置


＞ 


・ 風力発電については、環境アセス法の手続きも


導入が予定されているが、保安林における許可


要件との重複がないよう、調整を図るべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション ⑥】 


事項名 


 


農地における開発許可の見直し① 


規制・制度の概要 


 


・ 第一種農地の転用は公益性がある等、相当の理


由がないと認められない。 


＜根拠法令＞ 


・ 農地法第５条 


・ 農地法施行令第 18 条 


・ 農地法施行規則第 35 条、37 条 


改革の方向性（当初案） ・ 第一種農地の転用が認められる「相当の理由」


に該当する「公益性の高いと認められる事業」


として、土地収用法の対象事業が挙げられてお


り、この対象とならない民間の発電事業者によ


る再生可能エネルギーの円滑な導入が阻害さ


れている。 


・ また、「相当の理由」に該当する「特別の立地


条件を必要とする」事業のうち、従来は「土石


その他の資源の採取」として発電設備設置のた


めの農地転用が認められていたが、国の見解に


よって当該解釈が認められなくなったという


指摘もある。 


・ したがって、再生可能エネルギーであればその


事業に公益性を認め、許可要件の見直しを図る


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 第１種農地は、原則として転用を許可すること


ができないが、土地収用法第３条に規定する公


益性が高いと認められる事業の用に供される


場合等には、例外的に許可することができるこ


ととされている。 
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・ 土地収用法第３条第 17 号の電気事業法に係る


事業を営もうとする者は、電気事業法第 3条第


1項に基づき経済産業大臣の許可を受けなけれ


ばならないこととされている。 


・ したがって、御提案の民間の発電事業者が、電


気事業法第３条第１項に基づく許可を受けた


場合には、御提案の再生可能エネルギー関連の


設備を第１種農地に設置することは可能であ


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 太陽光発電や風力発電といった再生可能エネ


ルギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギ


ーであり、エネルギー自給率の向上、長期的な


エネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済


に資するものである。平成 22 年６月に閣議決


定されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、


今後も導入効果を定量的に評価しながら、適切


に普及を進める必要がある。 


・ 農地については、道路も整備されており、風況


が良いなど、風力発電設備の立地に適している


場合が多い。また、日照の関係上太陽光発電に


係る有望地域も多く存在しており、適切な場所


に設置することで、更なる再生可能エネルギー


の導入が期待できる。 


・ 第一種農地の中には耕作放棄地も少なくなく、


例えば、農地として利用することが不可能な土


地を活用することで、作業道等の整備による利


便性向上や観光客の到来によって地元農家に


よる売店の売上向上など、地域資源を活用した


新たな農産業育成に貢献することも可能であ


る。 


・ 第一種農地の転用は公益性がある等、相当の理


由がないと認められないが、「相当の理由」に


該当する「公益性の高いと認められる事業」と


して、土地収用法の対象事業が挙げられてお


り、この対象とならない民間の発電事業者によ


る再生可能エネルギーの円滑な導入が阻害さ
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れている。 


・ 農地法上の公益性を判断するにあたり、土地収


用法第３条の対象に該当するか否かは絶対条


件ではないはずである。 


・ また、「相当の理由」に該当する「特別の立地


条件を必要とする」事業のうち、従来は「土石


その他の資源の採取」として発電設備設置のた


めの農地転用が認められていたが、特段の説明


もなく解釈変更により認められなくなったと


いう指摘もあり、発電事業者の事業実施に際し


ての障害となっている。 


・ 電気事業制度上、発電市場は自由化されてお


り、発電事業者間の競争上も許可条件が異なる


ことは問題がある。また、農地転用許可を受け


るために電気事業法上の許可を求めるという


のは本末転倒である。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギーの導入促進の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備の設置許可について、新た


なる判断基準を創設すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現在は、公益性を有するとされる電気事業者が


100％出資する子会社による発電事業であっ


て、資金面や人的対応において実質的に卸電気


事業者が実施する場合であっても、その公益性


が認められず、柔軟な事業経営が阻害されてし


まっている。 


・ 「特別の立地条件を必要とする」事業として現


行法上規定される流通業務施設、休憩所、給油


所には特別の立地条件が必要である理由が不


明であるという指摘もある一方で、再生可能エ


ネルギーの導入のみならず、農業に必要な選果


場や車両の駐車スペースの確保も困難である


という意見もあり、要件の見直しを行うべきで


ある。 


・ 農林水産省がスマートビレッジプロジェクト
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で掲げる農村における地産地消という観点か


ら再生可能エネルギーによる自給体制を進め


ていく中で、再生可能エネルギー発電事業等に


も公益性を認めるべきである。 


改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備であれば、事業主体によら


ず、農業経営条件が悪いため、耕作放棄されて


いるなどの第一種農地を中心に設置を柔軟に


認める方向で、許可のあり方を見直すべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑦】 


事項名 


 


農地における開発許可の見直し② 


規制・制度の概要 


 


・ 一般電気事業者、卸電気事業者、特定電気事業


者が送電用電気工作物等を設置する場合は農


地転用許可が不要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 農地法第５条第１項第７号 


・ 農地法施行規則第 53 条第 11 号 


改革の方向性（当初案） ・ 一般電気事業者、卸電気事業者、特定電気事業


者が送電設備を設置する場合には農地転用許


可が不要とされている一方で、その他の発電事


業者による設置には許可が必要であるのは、合


理性に欠けている。電気事業制度上、発電市場


は自由化されており、発電事業者間の競争上も


送電設備に係る許可条件が異なることは問題


があると言わざるを得ない。 


・ したがって、再生可能エネルギー施設であれ


ば、事業主体によらずその事業に公益性を認


め、許可要件の見直しを行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 土地収用法第３条第 17 号に規定され、公益性


が高い収用対象事業となっている「電気事業法


による一般電気事業、卸電気事業又は特定電気


事業の用に供する電気工作物」に関する事業の


うち、電柱等の送電用電気工作物等の設置に係


る事業については、道路沿いの農地等を利用し


て電柱等を設置し電線を通じて送電すること


が一般的であり、この場合、立地選定に代替性


の余地がなく、かつ、農地を大規模に転用する
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ことが想定されず周辺農地への影響が少ない


ことから許可不要としているところである。 


・ 同号に規定する一般電気事業等を行う者は、電


気事業法第3条第1項に基づき経済産業大臣の


許可を受けなければならないこととされてい


る。 


・ 一方、一般電気事業等以外の電気事業法第２条


第７号に規定する特定規模電気事業（同法第


16 条の２に規定する届出のみで営業が可能）


や自家用の発電等については、特定の需要先に


のみ電気を供給する事業であることから、土地


収用法第３条に規定する収用対象事業とはさ


れておらず、転用許可対象事業である一般電気


事業者等と同様に取り扱うことは困難である。


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 太陽光発電や風力発電といった再生可能エネ


ルギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギ


ーであり、エネルギー自給率の向上、長期的な


エネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済


に資するものである。平成 22 年６月に閣議決


定されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、


今後も導入効果を定量的に評価しながら、適切


に普及を進める必要がある。 


・ 優良農地の確保は重要であるが、一般電気事業


者、卸電気事業者、特定電気事業者が送電設備


を設置する場合には農地転用許可が不要とさ


れている一方で、その他の発電事業者による設


置には許可が必要とされており、合理性に欠け


ている。 


・ 電気事業分野では規制改革が進み、特定規模電


気事業者は、自由化された小売市場において、


不特定の需要先に電気の供給を行っている（自


ら送電線を敷設して販売することも可能）。ま


た、災害時等非常時における供給命令の対象と


なっている等の点から、他の電気事業と同様、


電気事業法においては公益特権の対象となっ


ている。 
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・ また、電気事業制度上、発電市場は自由化され


ており、発電事業者間の競争上も許可条件が異


なることは問題がある。農地法上の公益性を判


断するにあたり、土地収用法第３条の対象に該


当するか否かは絶対条件ではないはずであり、


実態を踏まえた見直しを行うべきである。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギーの導入促進の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備の開発許可に係る新たな


る判断基準を創設すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 優良農地の確保は重要であるが、電気事業制度


上、発電市場は自由化されているにもかかわら


ず、許可条件が異なることで、手続きの長期化


とコスト増に繋がっており、発電事業者間の競


争上も問題がある。 


・ 民間の発電事業者であっても、発電設備から系


統に繋ぐまでの鉄塔等の送電設備を構築する


必要があり、その際、農地を利用せざるを得な


い場合がある。 


・ この場合、立地選定に代替性の余地がなく、か


つ、農地を大規模に転用することが想定されず


周辺農地への影響が少ないという点について


は、設置する発電事業者によらず同一である。


改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備であれば、事業主体によら


ず、農地への設置を柔軟に認める方向で許可の


あり方を見直すべきである。＜平成 23 年度中


措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑧】 


事項名 


 


農用地区域内における開発許可の柔軟化 


規制・制度の概要 


 


・ 農用地区域からの除外手続きについて、一般電


気事業者、卸電気事業者、特定電気事業者が事


業に供する電気工作物を設置または管理する


場合は、発電の用に供する場合を除き届出で可


能である。 


＜根拠法令＞ 


・ 農業振興地域の整備に関する法律第 11 条、13


条、15 条の２第１項第６号 


・ 同法施行規則第 37 条 


改革の方向性（当初案） ・ 農用地区域内の農地を転用するためには、当該


区域から除外するための手続きが必要（市町村


長による農業振興地域整備計画の変更手続き


等）であり、地権者・森林組合・農業協同組合


等の関係者の同意が求められるため、手続きに


時間を要している。一方で、一般電気事業者等


が事業に供する電気工作物を設置または管理


する場合は、発電の用に供する場合を除き、当


該手続きが届出で可となっており、不合理であ


る。 


・ したがって、再生可能エネルギーであればその


事業に公益性を認め、許可要件の見直しを図る


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「電気事業法に基づく一般電気事業者、卸電気


事業者及び特定電気事業者が行う電気事業の


用に供する電気工作物」等の土地収用法に規定


され公益性が高いと認められる対象事業であ
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って、立地選定の余地がなく、農業上の利用や


農業施策等への支障が少ないと認められる電


線等の設置又は管理に係る行為については、公


益性が特に高いと認められる事業の実施に係


る行為のうち農振整備計画の達成に支障を及


ぼすおそれが少ないと認められるものとして、


農用地区域内の農地等における開発許可を不


要としているところである。 


・ このため、御提案のように、再生可能エネルギ


ーに係る事業であることのみをもって、電気事


業法等における位置付けにかかわらず、また、


立地選定の適否を問うことなく農用地区域内


の農地等における開発許可を不要とすること


は困難である。 


・ なお、開発許可不要の行為についても、農用地


等以外の用途に供するものとして、農振整備計


画を変更し農用地区域から除外することが必


要である。 


（開発許可が不要な行為の届出については、農


用地区域内の農地等の管理上、地方公共団体が


必要と認めて求めているものと考えられる。）


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 太陽光発電や風力発電といった再生可能エネ


ルギーは、石油等に代わるクリーンなエネルギ


ーであり、エネルギー自給率の向上、長期的な


エネルギーの安定供給を通じて、広く国民経済


に資するものである。平成 22 年６月に閣議決


定されたエネルギー基本計画等を踏まえつつ、


今後も導入効果を定量的に評価しながら、適切


に普及を進める必要がある。 


・ 農用地区域内の農地を転用するためには、当該


区域から除外するための手続きが必要であり、


地権者・森林組合・農業協同組合等の関係者の


同意が求められるため、手続きに時間を要して


いる。 


・ 一方で、一般電気事業者等が事業に供する電気


工作物を設置または管理する場合は、発電の用
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に供する場合を除き、当該手続きが不要となっ


ており、不合理である。 


・ 電気事業分野では規制改革が進み、特定規模電


気事業者は、自由化された小売市場において、


不特定の需要先に電気の供給を行っている（自


ら送電線を敷設して販売することも可能）。ま


た、災害時等非常時における供給命令の対象と


なっている等の点から、他の電気事業者と同


様、電気事業法においては公益特権の対象とな


っている。 


・ 電気事業制度上、発電市場は自由化されてお


り、発電事業者間の競争上も許可条件が異なる


ことは問題がある。農振法上の公益性を判断す


るにあたり、土地収用法第３条の対象に該当す


るか否かは絶対条件ではないはずであり、実態


を踏まえた見直しを行うべきである。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギー導入の重要性を鑑み、「公益性」


の基準を見直し、再生可能エネルギー設備の開


発許可に係る新たなる判断基準を創設すべき


である。 


具体例、経済効果等 ・ 農用地区域内から農用地区域外にするための


農業振興地域整備計画の変更には、30 日間の


縦覧等を含む一連の手続きで半年近くを要し、


その上で農地転用手続きが必要となるため、届


出と比較して事業実施までの期間長期化に伴


うコスト増を招いている。 


・ 発電事業者であっても発電設備から系統に繋


ぐまでの鉄塔等の送電設備を構築する必要が


あり、その際、農用地区域の農地を利用せざる


を得ない場合がある。 


・ この場合、立地選定に代替性の余地がなく、農


業上の利用や農業施策等への支障が少ないと


認められるという点については、設置する発電


事業者によらず同一である。 
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改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、再生


可能エネルギー設備であれば、事業主体によら


ず、農用地区域内への設置を柔軟に認める方向


で許可のあり方を見直すべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑨】 


事項名 


 


農地法面を利活用した太陽光発電設備設置に係る


基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 農用地区域内の農地に売電目的で太陽光発電


設備を設置する場合、農用地区域内の土地を農


用地区域から除外するための農用地区域の変


更及び農地転用の許可が必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 農業振興地域の整備に関する法律第 15 条の２


・ 農地法第４条、５条 


改革の方向性（当初案） ・ 農村地域の農地に占める畦畔率は高く、太陽光


パネル設置による未利用地の活用が期待でき


るが、農用地区域からの除外や農地転用手続き


に時間や事務コストを要することから、利活用


が進んでいない。 


・ したがって、農地の有効活用の観点から、未利


用地である畦畔法面部分であれば太陽光発電


設備の設置にあたって農地転用の許可を不要


とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 農地の畦畔・法面については、耕作の用に供さ


れている土地（本地）のたん水機能等を維持・


管理するために必要不可欠なものであること


から、農地法における農地と判断されていると


ころである。   


・ また、農地法では、農地の区画及び形質に変更


を加えて住宅等の用地にする行為等は、農地を


農地以外のものにするものとして、第４条及び


第５条に規定する都道府県知事等の農地転用


の許可を要することとされている。  
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・ 御提案の畦畔・法面への太陽光発電設備の設置


については、農地の耕作、維持・管理に支障が


及ぶ可能性があるため、一律に農地転用の許可


を不要とすることは困難であるものの、当該設


備の形態や設置の方法等によっては、農地の区


画及び形質に変更を加えたとまでは認められ


ず（畦畔のたん水機能を損なわない）、農地転


用許可が不要とされる場合も考えられること


から、個別の当該設備の設置に係る事業計画ご


とに本地及び畦畔・法面への影響について農地


転用許可権者（地方公共団体や農業委員会）に


相談して頂く必要がある。 


・ なお、当該設備の設置の実態等について調査・


検討の上、必要に応じ、農地転用許可権者が、


当該設備の設置に当たって農地転用許可が必


要か否かについて判断する際の基準となるよ


うな通知の発出も検討したい。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 農村地域の農地に占める畦畔率は高く、日照条


件が良好な場所が多いことから、太陽光発電設


備設置による未利用地の活用が期待できるが、


農用地区域からの除外や農地転用手続きに時


間や事務コストを要することから、利活用が進


んでいない。 


・ 農村地域の農地の畦畔においては、農業従事者


の高齢化に伴う草刈等の管理が負担となって


おり、太陽光発電設備の設置によって再生可能


エネルギーの導入が促進されるとともに、大幅


な管理コストの削減が期待できる。 


・ したがって、中山間地域の希少な土地である、


畦畔・法面を太陽光発電用地として利用可能と


することにより、従来は不利とされていた地形


条件を有効に活用し、農村での再生可能エネル


ギー導入促進と農家経済の増大を図るべきで


ある。 


具体例、経済効果等 ・ 農村地域の農地は、日当たりは良いが農地に占


める畦畔率も高く、農業従事者の高齢化に伴う
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草刈等の管理が負担となっている。法面の管理


費用は平坦地と比較して作業時間で 1.5 倍、費


用負担でも２倍近い負担となっていることか


ら、太陽光発電設備の設置によって、大幅な管


理コストの削減が図れる。 


・ 例えば畦畔 100 ㎡を利用し、10Kw の太陽光発


電設備を設置した場合、年間 10,500kwh・252


千円の売電収入を得ることができる（非住宅用


高圧・太陽光発電設備単独設置 24 円/kw で計


算）。 


また、現在の畦畔管理コストについては、水田


30a の作業試算で、10a あたり 17,173 円、平坦


地 8,720 円という試算結果もある。 


・ 農地転用を行うことなく、畦畔への太陽光発電


設備設置が認められている事例もある。 


・ 現在は発電の農業利用（ハウスやモーターでの


利用等）以外での利用が認められないなど、未


利用地の有効活用が阻害されてしまっている。


改革案 ・ 農地の有効活用の観点から、未利用地である畦


畔・法面部分であれば太陽光発電設備の設置に


あたって、農地転用の要否及び、転用許可の要


否に係る判断基準を明確化し、関係者へ周知徹


底を行うべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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 【グリーンイノベーション ⑩】 


事項名 


 


補助金返還義務の見直し 


規制・制度の概要 


 


補助金対象事業に係る目的外利用や収益納付に


ついて、以下の「できる」規定が存在する。 


・ 補助事業者等が、補助金等の他の用途への使用


をし、その他補助事業等に関して補助金等の交


付の決定の内容又はこれに附した条件等に違


反したときは、補助金等の交付の決定の全部又


は一部を取り消すことができる。 


この場合、当該取消に係る部分に関し、すでに


補助金等が交付されているときは、期限を定め


てその返還を命じることができる。 


・ 補助事業等の完了により補助事業者等に相当


の収益が生ずると認められる場合においては、


補助金交付の目的に反しない限り、補助金等の


全部又は一部に相当する金額を国に納付すべ


き旨の条件を附することができる。 


＜根拠法令＞ 


・ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する


法律第７条、17 条、第 18 条 


改革の方向性（当初案） ・ 補助金適正化法は、補助金の交付申請や決定等


に関する基本的事項等を規定したものであり、


収益納付等の補助条件の付与、補助金の他用途


への使用による補助金の返還について、「でき


る」といった規定を置いている。これを踏まえ、


環境技術開発や間伐事業等の環境関連補助金


をはじめとする補助金交付要綱においても、収


益納付や他用途への使用に係る補助金返還規


定が置かれている。しかし、これが実質的には


補助金の返還等の義務規定として機能してい


るという実態があるため、事業者等からは、補


助金により取得又は整備した用地等の有効利


用が妨げられたり、交付を受けた補助金額を貸


借対照表上の預かり金として処理せざるを得


ないために補助金本来の効果が減殺されたり
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しているとの指摘が寄せられている。 


・ したがって、補助金適正化法を所管する財務省


においては、あくまで、収益納付等の補助条件


の付与や補助金の返還は法律上「できる」規定


であり、補助の目的や事業の性質によっては収


益納付を課す必要がないこと及び補助の目的


が損なわれない範囲であれば補助金返還を求


める必要がないこと等について明確化すると


ともに、一定のルールに基づき、各省庁が独自


の判断で交付要綱の内容を定めることをでき


るようにするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 補助金適正化法は、補助金所管省庁が、補助金


の交付に付随して条件を附すことができる旨


や、補助金の他用途使用や補助条件違反があっ


た場合には、補助金の交付の決定を取り消すこ


とができ、また、取消に係る部分についての返


還を命じなければならない旨を規定していま


す。 


・ 税金の有効活用を図る観点から、各省庁におい


ては、補助金が公正かつ効率的に使用されるよ


う、補助事業者に補助条件を附し、補助金によ


り取得した財産が有効活用されるよう配意す


るとともに、他用途使用や条件違反といった補


助の目的に照らし、不適正な事案に対しては、


その事案の内容に応じて交付決定を取り消す


などしています。 


・ 財務省としては、各省庁は、これまでも、補助


事業の性格や補助の目的を踏まえて、交付要綱


等を定めるとともに、不適正な事案の内容に応


じて交付決定の取消の要否を判断しているも


のと承知しており、このたびの要望について


は、既に実現されているものと考えられます。


・ なお、具体の事案に照らし補助条件を付さない


こととすること等は、各省庁が当該補助事業の


性格や補助の目的を踏まえて、引き続き個別具


体に適切な判断をすべきものと考えられます。
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 補助金適正化法に基づき、環境技術開発や間伐


事業等の環境関連補助金をはじめとする補助


金交付要綱において、収益納付や他用途への使


用に係る補助金返還に係る規定が定められて


いる。 


・ しかしながら、実質的には当該規定が補助金の


返還等の義務規定として機能し、補助金により


取得又は整備した用地等の有効利用が妨げら


れたり、交付を受けた補助金額を貸借対照表上


の預かり金として処理せざるを得ないことか


ら、補助金本来の効果が減殺されてしまってい


る。 


・ 圃場整備事業や森林の間伐事業等、過去に補助


金の対象となった用地であっても、発電設備の


設置等による利用が一部である場合や既に休


耕地等になっており、合理的であると判断され


る場合については、補助金を返還することなく


利用を認めるべきである。 


・ 環境技術開発等に係る補助事業については、国


際競争力強化のためのコスト削減の原資とし


て補助金を最大限有効活用できるよう、収益納


付が必要な条件は限定的なものとすべきであ


る。 


・ 特に、産業発展や雇用創出のために交付する補


助金については、当該補助金の交付によって将


来的に収益が発生し、補助対象企業の成功が産


業全体の成長へ波及する効果こそが補助金交


付の成果であり、雇用創出等の効果によって公


益への貢献も認められることから、収益納付を
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義務づけなくとも、公益と私益のバランスを失


するものではない。 


・ したがって、補助の目的や事業の性質によって


は収益納付を課す必要がないこと及び補助の


目的が損なわれない範囲であれば補助金返還


を求める必要がないこと等について、合理的な


判断で補助金が適正に運用されるよう留意し


つつ、一定ルールを明確にするべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 再生可能エネルギーの発電設備設置に係る土


地所有者等との協議において、補助金返還の可


能性が生じた場合には、当該手続きを回避すべ


く、別の土地を探すよう促される場合や事業計


画事態を断念せざるを得ない場合がある。 


・ 森林組合等による間伐補助事業の場合、補助金


返還による開発許可すら認められない場合も


ある（規定期間は開発そのものが不可能とされ


る）。 


・ 返還の可能性を有する補助金については、バラ


ンスシートの預り金として計上されることで、


収益納付期間終了まで内部留保として扱う必


要が生じてしまうという指摘もある。メガソー


ラー開発や蓄電池等、今後の成長が見込める分


野において、国際競争力強化のための補助金が


預り金として処理せざるを得なくなると、無利


子融資を受けていることと同じ状態となり、補


助金を直ちに有効活用することができない。 


・ 収益納付があるため補助金申請を断念する企


業も存在し、補助金の本来の目的である雇用創


出・地域活性化に繋がらない場合もある。 


・ 補助金返還や収益納付規定は交付要綱上で義


務化されている場合もあるが、「できる」規定


であっても運用上は義務が課せられている実


態があるという指摘がある。また、財務省との


関係で、交付要綱上、当該規定を盛り込まない


対応は認められないという指摘もある。 


・ 補助金返還や収益納付が交付要綱上「できる」
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規定であったとしても、返還命令や収益納付命


令を出さなくてよい場合が明確化されていな


ければ、補助金執行担当には交付要綱を厳格に


運用して命令を出すインセンティブが生じる。


改革案 ・ 関係省庁間において、①収益納付等の補助条件


の付与や他用途使用等の場合の補助金の返還


命令は、補助金適正化法上「できる」規定に基


づくものであり、補助の目的や事業の性質によ


っては収益納付を課す必要がないこと及び補


助の目的が損なわれない範囲であれば補助金


返還を求める必要がないこと、②交付要綱は各


省庁が財務省に協議することなく独自の判断


で定めるという原則の下、各省庁が独自の判断


で交付要綱に収益納付規定を設けない或いは


補助金返還を求めないとすることができるこ


と、について改めて確認すべきである。＜平成


22 年度中措置＞ 


・ 各省庁においては、収益納付や返還義務に係る


運用実態を把握し、現在の予算執行状況が適切


かどうか、例えば、雇用創出を目的として交付


する補助金において収益納付を求めることに


より、かえって補助金の本来の目的の達成を阻


害していないかどうかを見直し、上記の解釈に


則って、各省庁が執行している補助金交付要綱


中の収益納付や補助金返還規定の要否を検討


し、その結果に基づいて必要な措置をとるべき


である。また、省庁横断的に補助金の適正な執


行と運用を確保するため、関係省庁間にて、当


該検討結果について情報の共有を図るべきで


ある。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑪】 


事項名 


 


市街化調整区域における風力発電機付随設備に係


る設置許可の柔軟化 


規制・制度の概要 


 


・ 市街化調整区域における建築物等の建築は都


道府県知事の許可が必要である一方で、風力発


電機の設置については許可が不要となってい


る。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市計画法第 29 条、34 条 


・ 都市計画法施行令第 21 条第 14 号 


改革の方向性（当初案） ・ 市街化調整区域における建築物等の建築は都


道府県知事の許可が必要である一方で、風力発


電機の設置については許可が不要となってい


る。 


・ しかしながら、風力発電機に付随する管理棟・


変電設備等が建築物と看做されるため、結果と


して風力発電の設置が認められない場合があ


る。したがって、風力発電機に付随する設備で


あれば、許可不要である旨明確化すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


１．現行制度の概要  


・ 都市計画法第２９条第１項の規定により、都市


計画区域又は準都市計画区域内において、建築


基準法第２条第１号に定める建築物又は都市


計画法第４条第１１号に定める特定工作物の


建設の用に供する目的で行う土地の区画形質


の変更（以下、「開発行為」という。）をしよう


とする者は、都道府県知事等の許可を受けなけ


ればならないこととしている。 


・ また、都市計画法第２９条第１項ただし書、同


項第３号及び同法施行令第２１条において、健


康で文化的な都市生活及び機能的な都市活動


を確保していく上で必要不可欠であって、適正


かつ合理的な土地利用及び環境の保全を図る


上で支障がない公益上必要な建築物を定めて


いる。同法施行令第２１条第１４号により、電
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気事業法第２条第１項第９号に規定する電気


事業のうち、 


 一般電気事業（同項第１号：一般の需要に


応じ電気を供給する義務あり） 


 卸電気事業（同項第３号：一般電気事業者


にその一般電気事業の用に供するための


電気を供給する義務あり） 


 特定電気事業（同項第５号：特定の供給地


点における需要に応じ電気を供給する義


務あり） 


の用に供する同項第１６号に規定する電気工


作物を設置する施設である建築物については、


公益上必要不可欠な建築物として開発許可が


不要としている。 


・ 一方、同項第７号に規定する特定規模電気事業


の用に供する同項第１６号に規定する電気工


作物を設置する施設である建築物については、


一定規模の電気需要者へ電気を供給するもの


であり、法令上の供給義務がなく、一般電気事


業、卸電気事業及び特定電気事業とその公益性


に差が存することから、許可不要とはされてい


ない。 


 


２．風力発電機及びその附属設備について 


・ 風力発電機については、建築基準法第２条第１


号に定める建築物又は都市計画法第４条第１


１号に定める特定工作物にあたらないため、開


発許可の対象ではない。 


・ また、風力発電機に附属する施設については、


当該施設が、都市計画法施行令第２１条第１４


号の規定に該当する場合は、開発許可が不要で


ある。 


・ 風力発電機に附属する施設が、都市計画法施行


令第２１条第１４号の規定に該当しない場合


は、都市計画法第３４条第１４号の規定によ


り、当該施設に係る開発行為が、開発区域の周
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辺における市街化を促進するおそれがなく、か


つ、市街化区域内において行うことが困難又は


著しく不適当であるかどうかについて、開発審


査会の議を経て都道府県知事が個別に判断す


ることとしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 風力発電機の付属設備であればすべからく許


可不要とする場合、都市計画法施行令第２１条


第１４号において、事業の公益性・公共性の観


点から、開発許可が不要な施設を限定している


ことと齟齬が生じるため。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 風力発電等の再生可能エネルギーは、石油等に


代わるクリーンなエネルギーであり、エネルギ


ー自給率の向上、長期的なエネルギーの安定供


給を通じて、広く国民経済に資するものであ


る。平成 22 年６月に閣議決定されたエネルギ


ー基本計画等を踏まえつつ、今後も導入効果を


定量的に評価しながら、適切に普及を進める必


要がある。 


・ 市街化調整区域における風力発電機の設置に


ついては許可が不要となっているが、これに付


随する管理棟や変電設備等は建築物に該当す


ることから都道府県知事の許可が必要とされ、


許可がおりない場合には、結果として風力発電


事業が実施できない場合がある。 


・ こうした状況や低炭素社会の実現という新た


な国民的課題が生じている点を踏まえ、再生可


能エネルギーの導入促進の重要性を鑑み、風力


発電機付随の管理棟・変電設備等については、


一体的に発電設備と看做すことによって、開発


許可を不要とすべきである。 


・ なお、電気事業分野では規制改革が進み、特定


規模電気事業者は、自由化された小売市場にお


いて、不特定の需要先に電気の供給を行ってい
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る（自ら送電線を敷設して販売することも可


能）。また、災害時等非常時における供給命令


の対象となっている等の点から、他の電気事業


と同様、電気事業法においては公益特権の対象


となっている。 


具体例、経済効果等 ・ 風力発電機の手続きが不要化されていること


による迅速な事業化などのメリットを最大限


に発揮することができない。 


改革案 ・ 再生可能エネルギー導入の重要性を鑑み、風力


発電機に付随する施設であれば、市街化調整区


域における許可は不要である旨明確化すべき


である。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑫】 


事項名 


 


発電水利権許可手続の合理化 


規制・制度の概要 


 


・ 新規水力開発に伴って発生する減水区間に対


しては、河川維持流量の放流が義務付けられて


いる。河川維持流量は河川現況調査を実施し、


河川管理者の審査を経て決定されるが、特に生


息魚類に関する影響評価が重要とされている。


・ 「正常流量検討の手引き（案）」「発電維持流量


調査の手引き（案）」によると、生息魚類に関


する影響評価においては、減水区間内の捕獲調


査等によって他の魚種より流量を多く必要と


する代表魚種を選定し、既往の知見に基づき必


要な水深や流速を設定することが求められる。


＜根拠法令＞ 


・ 河川法第 23 条、24 条、26 条 


・ 河川法施行規則第 11 条 


改革の方向性（当初案） ・ 小規模な水力発電に関しては、減水区間が短


く、周辺環境に与える影響が小さいと判断され


る場合も多い。しかしながら、その他の案件同


様、減水区間に対する維持流量決定のための河


川現況調査等を行う必要があるため、特に生息


魚類・動植物調査についての影響評価に多大な


労力とコストを要している。 


・ したがって、周辺環境に与える影響度を規模要


件等から明確化し、周辺環境に与える影響が小


さいと判断される水力発電設備の設置につい


ては、河川影響調査の見直しにより、審査手続


きの簡素化を図るべきである。また、水利権更


新時においても、使用水量に変更のない単純更


新の場合は、発電規模の大小に拘わらず、流量


審査を省略する等手続きの簡素化を図るべき


である。 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 河川法第 23 条に基づく水利使用許可を行う際


には、河川の適正な利用及び流水の正常な機能


の維持に支障を与えることがないこと等を確


認する必要がある。具体的には「動植物の生息


地又は生育地の状況」、「漁業」、「水質」、「景観」


等の観点から維持流量を設定し、これに既得の


水利権に係る水利流量を加えることで正常流


量を設定し、これを超える流量について取水を


許可できることとしている。 


・ 水利使用許可は、河川環境や水利使用等の状況


は河川ごとに異なることから、河川の適正な利


用及び流水の正常な機能の維持に支障を与え


ることがないかについて案件ごとに河川管理


者が適切に判断する必要がある。このため、


個々の水利使用について「周辺環境に与える影


響度を規模要件等から明確化」することは困難


であることから、ご提案のような審査手続の簡


素化を図ることは適切ではない。 


・ また、発電の水利使用許可の更新は原則として


２０年ごとに行っており、更新に際して、使用


水量の変更がない場合であっても、河川環境や


地域住民の要望等の水利使用を取り巻く社会


情勢が変化している場合があることから、河川


管理者が改めて河川の適正な利用及び流水の


正常な機能の維持に支障を与えることがない


かについて適切に判断する必要がある。このた


め、ご提案にある発電規模の大小にかかわらず


流量審査を省略する等の審査手続の簡素化を


図ることは適切ではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 仮に流量審査を省略する等の審査手続の簡素


化をした場合には、河川管理者が予期しない形


で河川環境に悪影響が生じる恐れがあるほか、


漁業権者や既得の水利権者に損失が生じる恐
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れがある。また、水利使用の許可更新時におい


ては、河川環境の回復を願う多くの国民の期待


を裏切ることになることが想定される。 


・ なお、他の水利使用に従属する小規模な水力発


電については、平成１７年３月に水利使用許可


手続に必要となる申請書類の大幅な省略を可


能としたほか、「小水力発電を行うための水利


使用の許可申請ガイドブック」を平成２２年３


月に公表するなど、水利使用許可の申請者の負


担軽減に努めてきたところである。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 貴重な水資源を有効活用し、再生可能エネルギ


ーの導入拡大を推進するためにも、周辺環境に


与える影響の度合い等、発電規模に応じた合理


的な基準を定めることによって、小水力発電の


円滑な普及促進を行うべきである。 


・ 小規模な水力発電に関しては、減水区間が短


く、周辺環境に与える影響が小さいと判断され


る場合も多い。しかしながら、その他の案件同


様、減水区間に対する維持流量決定のための河


川現況調査等を行う必要があるため、特に生息


魚類・動植物調査についての影響評価に多大な


労力と時間とコストを要している。小水力発電


の普及拡大に向けて、これらの調査等に係る手


続きの簡素化を図るべきである。 


・ 発電ガイドライン対象外の水力発電施設につ


いては、使用水量に変化がない単純更新の場


合、「期間更新」扱いとして流量審査等を行う


ことなく手続きを簡素化している例もある。発


電ガイドライン対象の水力発電施設について


も同様の扱いとするとともに、その取扱いにつ


いて明確化すべきである。 


・ 河川法施行規則第 40 条において添付図書を省


略できる場合を「許可に係る行為が軽易なもの


であることその他の理由により添付図書の全


部を添付する必要がないと認められる場合」と


規定しているが、許可担当者と許可申請事業者
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との間で合理的な調査範囲等について適切に


検討できるよう、この考え方を明確化すべきで


ある。 


・ 環境省による再生可能エネルギー導入ポテン


シャル調査（平成 21 年度）において、中小水


力発電の導入ポテンシャルは 80～1,500 万 kw


と推計されており、許可の見直しによって、導


入に係る期間とコストが削減され、更なる普及


促進が期待できる。 


具体例、経済効果等 ・ 維持流量の決定にあたっては、舟運、漁業、景


観、塩害の防止、河口閉塞の防止、河川管理施


設の保護、地下水位の維持、動植物の保護（特


に魚類）、流水の清潔の保持、流水の占用の 10


項目について調査検討を行う必要があるが、特


に動植物の保護に係る生息魚類・動植物調査に


１年以上の調査期間を要している。減水区間が


短く周辺環境への影響が小さい場合や、使用水


量に変化のない許可期間延長に係る単純更新


の場合は、魚類の捕獲調査を行うことなく、既


往文献調査や現地での聞き取りなどによって


代替可能とすべきである。 


・ 更新時等において、10 項目のうち数項目に限


定した調査で判定可能とされる場合がある一


方、河川管理者の判断により魚類調査の対象魚


種を合理的な理由無く変更され、再調査を余儀


なくされる場合もある。当該調査には多大なコ


ストを伴うことから、担当官の裁量の範囲を限


定的にする方向で、統一的かつ合理的な判断基


準を国が示す必要がある。 


・ 水利権更新時の手続業務実態について、以下の


報告もある。 
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・ 添付図書の簡素化について、現在は、許可担当


者の裁量の幅が大きすぎるため、実態を鑑みる


と不合理もしくは過剰と思える調査内容であ


っても、事業者側は許可を得るために指示に従


わざるを得ないという現状がある。 


・ 単純更新時において、発電事業者から調査の簡


素化が可能である旨許可担当者に説明、提案を


行い、担当者からも全ての調査を実施する必要


がないと理解が得られたとしても、簡単な調査


で良いとする地元の同意なければ許可できな


いとされた事例もある。 


 平均 最大 


申請書提出～許可に


要した期間 


４年６ヶ月 14 年 10 ヶ月 


資料作成時間 100 人日 400 人日 


提した資料総量 40 ㎝ 150 ㎝ 


資料作の外注費用 4,500 千円 15,000 千円 


改革案 ・ 周辺環境に与える影響度を合理的な根拠に基


づいて規模要件等から明確化した上で、周辺環


境に与える影響が小さいと判断される水力発


電設備の設置については、河川影響調査等の見


直しにより、審査手続きの簡素化を図るととも


に、当該根拠を公表するべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 


・ 水利権更新時において、使用水量に変更のない


単純更新の場合は、発電規模の大小に拘わら


ず、流量審査を省略する等手続きの簡素化を図


るべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑬】 


事項名 


 


自然公園内における小水力発電設備設置に係る審


査手続の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 自然公園法において、改変面積が１ha 以上で


ある場合には動植物調査等によって、申請に係


る行為が当該行為の場所又はその周辺の風致


又は景観に著しい影響を及ぼすおそれの有無


を確認するための環境影響評価を行う必要が


ある。 


・ また、改変面積が１ha 未満であっても、風致


又は景観に著しい影響を及ぼすおそれの有無


の確認が必要という判断がなされたときにつ


いても同様の調査が求められる。 


＜根拠法令＞ 


・ 自然公園法第 20 条第３項、21 条第３項、22 条


第３項、33 条第１項 


・ 自然公園法施行規則第 10 条第３項４項、11 条


改革の方向性（当初案） ・ 自然公園内に小水力発電設備を設置する場合


には、河川法に基づく水利権許可に加えて自然


公園法に基づく環境影響調査が求められる場


合があるが、特に動植物調査（トラップ調査、


植生調査など）については、１年半以上の調査


期間を要するなど多大な労力が必要となって


いる。 


・ したがって、許可に係る当該調査の要否を判断


する基準（「著しい環境影響を及ぼすおそれの


有無を確認する必要があると認められたと


き」）を明確にすべきである。また、河川法手


続きの場合と同様、周辺環境に与える影響が小


さいと判断される小規模な水力発電設置や既


設設備を利用した発電設備の設置については、


環境影響調査の見直しにより、審査手続きの簡


素化を図るべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 自然公園法施行規則第 10 条第 3 項に基づく当


該調査の要否の判断は、改変面積が 1ha 未満で


あっても、例えば、河川において堰を設置する


ことで長区間にわたって減水区間が生じるこ


とにより河川生態系に重大な影響を及ぼすお


それがあるなど、開発行為によって慎重な判断


を要する場合もあることから、その行為の内


容、開発により影響を及ぼすおそれのある自然


環境の状況などをもとに、個別具体に行ってい


るところである。 


・ なお、御指摘のような周辺環境に与える影響が


小さいと判断される小規模な水力発電設置や


既存設備を利用した発電設備の設置について


は、個別具体に当該調査を不要と判断する等、


既に審査手続の簡素化に心がけているところ


である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記のとおり、個別具体の状況によってその対


応は多種多様であることから、基準の設定は困


難である。 


・ なお、当該調査は、文献調査と現地調査の組合


せなどスクリーニングを十分に実施すること


により、必ずしも 1年半以上の調査を要するも


のではない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 貴重な水資源を有効活用し、再生可能エネルギ


ーの導入拡大を推進するためにも、周辺環境に


与える影響の度合い等、発電規模に応じた合理


的な基準を定めることによって、小水力発電の


円滑な普及促進を行うべきである。 


・ 自然公園内に小水力発電設備を設置する場合


には、河川法に基づく水利権許可に加えて自然


公園法に基づく環境影響調査が求められる場


合があるが、特に動植物調査（トラップ調査、


植生調査など）については、１年半以上の調査
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期間を要するなど多大な労力が必要となって


いる。 


・ 自然環境保全の観点は重要であるが、自然公園


法上の審査や運用基準の明確化を行うととも


に、周辺環境に与える影響が小さいと判断され


る小規模な水力発電設置や既設設備を利用し


た発電設備の設置については、審査に係る調査


の簡略化を行うことによって、手続きの迅速化


を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 周辺環境に与える影響が小さいと判断される


小規模な水力発電設置や既設設備を利用した


発電設備の設置については、改変面積が１ha


以上であっても、動植物調査を既往文献調査な


どで代替可能とするなど手続きの簡素化を図


るべきである。 


・ 改変面積が１ha 未満の場合に、「風致又は景観


に著しい影響を及ぼす」判断基準が環境部局に


よって異なっており、審査や運用基準の明確化


を図るべきである。 


・ 動植物調査は多大なコストを伴うことから、ど


ういう場合であればどのような調査を行うべ


きなのか、裁量の範囲を限定的にする方向で明


確化すべきである。 


改革案 ・ 自然公園法に基づく許可に係る環境影響調査


の要否を合理的な根拠に基づいて判断する基


準を明確にするとともに、当該根拠を公表する


べきである。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ 周辺環境に与える影響が小さいと判断される


小規模な水力発電設置や既設設備を利用した


発電設備の設置については、既往の文献調査や


聞き取り調査のみで可とするなど、環境影響調


査の簡素化を行うことにより、審査手続きの迅


速化を図るべきである。＜平成 23 年度中措置


＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑭】 


事項名 


 


小水力に係る従属発電に関する許可手続の見直し


規制・制度の概要 


 


・ 発電目的での水利利用の場合、河川法に基づく


許可手続きが必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 河川法第 23 条、24 条、26 条 


・ 河川法施行規則第 11 条 


改革の方向性（当初案） ・ 小水力発電の設置について、農業用水の排水路


など既許可水利権の許可水量の範囲内での従


属発電は、河川の流量に新たな影響を与えない


ことから、既許可水利権者と協議を前提に許可


手続きを届出で可とするなど、手続きの見直し


を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 小水力発電に係る従属発電に関する許可手続


きの簡素化は重要と考えている。 


・ このため、平成１７年に必要申請書類の大幅な


省略を可能とし、簡素化を行ったほか、平成２


２年３月には、「小水力発電を行うための水利


使用の許可申請ガイドブック」を公表し、申請


の簡便化を図っている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 本年開催された規制・制度分科会の第１クール


では、「小水力発電の導入円滑化」について、


従属発電に係る許可手続きを届出制にするこ


とも含めて議論した上で、「規制・制度に係る


対処方針」（平成２２年６月１８日閣議決定）


において、下記の事項について平成２２年度中


に措置することとした。 


１．一定規模以下の小水力発電目的での従属発


電による水利使用について、従属元の水利使


用の処分権者が都道府県知事である場合、特


定水利使用の対象外とする。 


２．慣行水利権に従属する小水力発電に関する


水利使用の許可申請手続きについて、①許可


水利権に切り替えた上で、簡素化された手続


きを行う、②慣行水利権はそのままで、通常
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の申請手続きを行う、のいずれかとすればよ


い旨、河川管理者等関係者へ通知する。 


３．水利権の許可に係る標準処理期間は、行政


手続法の施行に伴う通達において、既に国土


交通大臣が行うものにあっては１０ヶ月、各


地方整備局が行うものにあっては５ヶ月を


目安とする旨明示しているが、改めて周知す


る。当該期間を超過する場合には、これまで


と同様に行政手続法に基づき申請者の求め


に応じてその理由を周知する。 


・ これを踏まえ、１．については、河川法施行令


の改正等の作業を行っており、また２．及び３．


については、周知文書発出等の準備を行ってい


るところである。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 従属発電に係る水利権の許可を届出制とする


ことは、第１クールで主張した通り、 


（１）公平な第三者（河川管理者）による、従


属発電を行おうとする者が河川から特別


の利益を受けることが適当な者であるか


否かの判断がなされなくなる。 


（２）発電の水利使用は、できる限り多く取水


したいというインセンティブが働きやす


い特徴を有しており、従属発電の内容が従


属元の水利権の許可の範囲内のものであ


るかについての河川管理者による審査・管


理が行われないこととなると、不適正な取


水により、他の水利使用者や河川環境に悪


影響を及ぼすおそれがある。 


（３）不適正な発電水利権使用に対して、許可


取消、停止などの適切な対応が困難とな


る。 


・ などの理由から、適当でない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 貴重な水資源を有効活用し、再生可能エネルギ


ーの導入拡大を推進するためにも、周辺環境に


与える影響の度合い等、発電規模に応じた合理


的な基準を定めることによって、小水力発電の
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円滑な普及促進を行うべきである。 


・ 農業用水の水路など既許可水利権の許可水量


の範囲内での従属発電について、申請手続きの


簡素化は進んでいるが、許可制である以上、河


川管理者との事前協議や許可申請に係る調査


が必要となり、依然として小水力発電を実施し


ようとする事業者にとっての手続き面及びコ


スト面での負担が大きいという現状がある。 


・ 取水後であれば河川の流量に新たな影響を与


えず、発電目的であれば最終的に放水する水量


にも変化はないことから、水利使用者間での協


議の結果、既に許可を得ている目的の達成に支


障がないことの合意が得られた場合において


は、許可手続きを不要とするべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 権利関係については、本来従属発電を行う者が


従属元と私契約により権利関係を整理すべき


事項であり、許可制を敷くことで担保するもの


ではない。少なくとも、従属発電に伴い、新規


の水利使用者が発生しない場合（すなわち既に


許可を受けた水利使用者が従属発電を新たに


行う場合）においては権利関係の問題は生じな


いと考えられる。 


・ 水利権の許可手続きに際しては、流量審査等専


門的知識を有することから、既許可水利権者が


更なるコストをかけて手続きを委託する場合


もある。 


・ 農業用水の水路など、当初の水利使用目的を達


成した水を利用する場合には、河川法上の手続


きが不要化されているところであるが、そもそ


も取水後に発電目的で使用するのであれば河


川の流量に新たな影響を与えないことから、水


利使用者間での協議の結果、既に許可を得てい


る目的の達成に支障がないことの合意が得ら


れた場合においては、当初の目的を達成する前


での利用についても、手続きの見直しを図るべ


きである。 







 


58 


改革案 ・ 農業用水の水路など既許可水利権の許可水量


の範囲内での従属発電設備の設置については


河川の流量に新たな影響を与えないことから、


既許可水利権者との協議を前提に許可手続き


を届出で可とするなど、手続きの見直しを図る


べきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑮】 


事項名 


 


ダム水路主任技術者の取扱いの見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 水力発電所においては、設備の工事、維持及び


運用に係る保安の監督を行うため、一定要件に


おいてダム水路主任技術者の選任が必要であ


る。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 43 条、44 条 


・ 電気事業法施行規則第 52 条 


改革の方向性（当初案） ・ 一定規模以上の水力発電設備については、保安


の監督を行うダム水路主任技術者を選任する


必要があるが、その外部委託は認められていな


い。このため、新規に水力発電事業に参入しよ


うとする小規模事業者等が、実務経験要件が必


要な有資格者を確保することは困難な状況と


なっている。 


・ したがって、ダムを有する大規模水力発電所等


と比較して、公衆や第３者に対するリスクが小


さいと考えられる小水力発電所については、ダ


ム水路主任技術者の外部委託を可能とするべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 一定の要件を満たす自家用電気工作物(事業用


電気工作物のうち、電気事業用以外のもの)の


設置者は、保安管理業務を委託する契約につき


経済産業大臣の承認を得ることで電気主任技


術者の外部委託が可能である（既述）。 


・ 他方、ダム水路主任技術者については、その保


安の監督対象である設備の特性から外部委託


を認めていないものの、安全性の技術的検討を


実施した結果、出力２００ｋW未満かつ最大使


用水量１ｍ３／ｓ未満等の一定の要件を満た


す水力発電設備については、そもそもダム水路


主任技術者の選任を不要とする見直しを実施


することとしている。（下記、「見直し予定及び


その内容」を参照。） 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


小型の水力発電設備については、関係事業者等


の要望を踏まえて審議会で技術的検討を行った結


果、そもそも、ダム水路主任技術者の選任を不要


とする結論を得た（平成２２年３月３１日小型発


電設備規制検討 WG 報告書）。 


具体的には、以下の小型の水力発電設備につい


ては、ダム水路主任技術者の選任及び工事計画の


届出を不要とすることとしている（平成２２年度


中に速やかに措置予定）。 


・ ダムを有さない出力２００ｋW未満かつ最大使


用水量１ｍ３／ｓ未満の水力発電設備 


・ 上下水道施設等の敷地内の水力発電設備 


この規制緩和により、今後開発の可能性がある


農業用水路や砂防えん堤等の未利用落差を利用し


た小水力発電設備の大半において、ダム水路主任


技術者の選任が不要となる。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 一定規模以上の水力発電設備については、保安


の監督を行うダム水路主任技術者を選任する


必要があるが、その外部委託は認められていな


いため、新規に水力発電事業に参入しようとす


る小規模事業者等が、実務経験要件が必要な有


資格者を確保することは困難な状況となって


いる。 


・ ダム水路主任技術者選任の要件緩和について


は、平成 22 年１月に小型発電設備規制検討ワ


ーキンググループの報告書が取り纏められた


通り、一定条件における選任不要化等の対応を


早急に行うべきである。 


・ 加えて、当該対応を行ってもなお、ダム水路主


任技術者の選任を必要とする規模の発電設備


を有する事業者につき、有資格者の確保が困難


な場合があることから、当該事業者が小水力発
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電の適切な維持管理を行えるよう、ダム水路主


任技術者の外部委託化を可能とするべきであ


る。 


・ さらには、有資格者の増大のためにも、一定の


講習等による免状交付を認めるなどの措置も


検討するべきである。 


具体例、経済効果等 ・ ダム水路主任技術者選任の要件については、平


成 22 年１月に小型発電設備規制検討ワーキン


ググループの報告書が取り纏められ、選任不要


化の範囲の拡大が認められたところであるが、


農村振興のために農業用水を活用した中小水


力など、選任不要化の要件 200kw を超える場合


もある。ダム水路主任技術者の有資格者は、電


力会社や公営電気事業者などの一部の既存事


業者に限られるという指摘もあり、特に農村で


の有資格者の確保が困難となっている。 


・ 同様に、未利用落差による水力発電で選任不要


となる要件として、「発電施設が敷地内に設置


されている」必要があるため、土地利用の関係


で敷地外に発電設備を設置する際は選任が必


要となる。 


・ ダム水路主任技術者は、学歴及び実務経験に応


じて免状が交付されるため、土木工学に関する


知識や実務経験を有する人材の確保が困難で


ある。ノウハウのある既存の事業者による資格


者派遣を可能とすることで、資格保有に要する


期間を経ずに小水力発電の導入が可能となる


とともに、新たなビジネスモデルの創出にも繋


がる。 


・ 自家用電気工作物の設置者は、大臣の許可を得


れば免状を交付されていなくとも選任可能と


されているが、土木工学以外の高校卒の場合は


認められないなど、法的基準より厳しい要件が


課せられている場合がある。 


・ ダム水路主任者の免状について、一定の講習や


資格試験の実施等による交付も認めるなどの
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措置も検討すべき。 


改革案 ・ ダム水路主任技術者選任の要件緩和について、


平成 22 年１月に小型発電設備規制検討ワーキ


ンググループの報告書が取り纏められた通り、


一定条件における選任不要化等の対応を早急


に行うべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ その上で、ダムを有する大規模水力発電所等と


比較して、公衆や第３者に対するリスクが小さ


いと考えられる小水力発電所については、ダム


水路主任技術者の外部委託を可能とするべき


である。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑯】 


事項名 


 


太陽光発電設備の緑地への算入 


規制・制度の概要 


 


・ 都市緑地法に規定されている緑化率に参入さ


れる「緑化施設」には、太陽光発電施設が含ま


れていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市緑地法第 34 条、35 条、39 条、40 条 


・ 都市緑地法施行規則第９条 


改革の方向性（当初案） ・ 太陽光発電を含む再生可能エネルギーの導入


促進によって CO2 の排出削減に寄与すること


が可能である。一部自治体の独自条例によっ


て、建築物上の太陽光発電設備を緑地面積に代


替できる場合があるが、こうした独自条例と比


較して、都市緑地法・都市計画法等に同様の規


定がないため、建築主にとって太陽光パネルを


設置するインセンティブが少ない。 


・ したがって、太陽光発電の更なる導入促進を図


るためにも、集合住宅やビルなどの屋上に太陽


光発電設備を設置した場合は、環境貢献という


観点から都市緑地法に規定されている緑化率


に参入される「緑化施設」に、太陽光発電施設


を含めるようにすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 都市における緑地は、都市のオープンスペース


として、良好な都市環境の保全、防災、レクリ


エーション、良好な都市景観の形成など様々な


機能を有しており、都市住民が健康で文化的な


生活をする上で不可欠なものである。都市緑地


法に基づく緑化地域制度等は、こうした機能を


有する緑地が不足し、建築物の敷地内において


緑化を推進する必要がある区域において、緑化


率の最低限度を定めることにより緑地の確保


を図ることを目的とするものである。このた


め、太陽光発電施設がＣＯ２削減につながるも


のであっても、これだけを理由に全国一律に緑


化施設として、その面積を算入することは適当
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でないが、都市緑地法では、緑化地域等におけ


る緑化の義務付けが太陽光発電施設の設置を


妨げることのないよう、市町村長が同法 35 条


3項の許可をすることにより義務付けの適用を


除外することが可能となっており、これによっ


て、市町村が自らの判断で太陽光発電施設の整


備を促進することも可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


・ 都市緑地法に基づく緑化地域制度等は、多様な


機能を有する緑地が不足し、建築物の敷地内で


緑化を推進する必要がある区域において、緑化


率の最低限度を定めることにより、緑地の確保


を図ることを目的とするものであり、ＣＯ２の


排出削減に寄与するという理由で、全国一律に


太陽光発電施設を緑化施設の面積として算入


することは制度の趣旨に沿わない。 


【補完措置の有無】 


・ 市町村長が自らの判断で緑化率に関する義務


付けの適用を除外とすることは可能。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 太陽光発電を含む再生可能エネルギーは、石油


等に代わるクリーンなエネルギーであり、エネ


ルギー自給率の向上、長期的なエネルギーの安


定供給を通じて、広く国民経済に資するもので


ある。平成 22 年６月に閣議決定されたエネル


ギー基本計画等を踏まえつつ、今後も導入効果


を定量的に評価しながら、適切に普及を進める


必要がある。 


・ 先進的な自治体の独自条例によって、一定規模


以上の建築物の新築または改築時に規定され


る緑化面積に、太陽光発電設備も緑地として算


入可能としている場合があるが、都市緑地法・


都市計画法等に同様の規定がない。 


・ したがって、再生可能エネルギー導入促進の観
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点から、都市緑地法においても同様の措置を講


じることによって、建築主にとって太陽光パネ


ル設置へのインセンティブがもたらされるよ


うな仕組みを検討すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 都市緑地法の対象として緑地率が定められて


いる自治体は限られているものの、太陽光発電


設備の緑地への代替を可能としている自治体


の先進的な取組みを評価し、政府方針として法


律に規定することによって、その他の自治体へ


の波及効果が見込める。 


改革案 ・ 太陽光発電の更なる導入促進を図るためにも、


環境貢献という観点から都市緑地法に規定さ


れている緑化率に参入される「緑化施設」に、


太陽光発電施設を含めるようにすべきである。


＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑰】 


事項名 


 


地域冷暖房に係るエネルギープラント附属工作物


の都市公園における占用の容認 


規制・制度の概要 


 


・ 都市公園に公園施設以外の工作物その他の物


件又は施設を設けて都市公園を占用するとき


は、公園管理者の許可を受けなければならない


が、占用対象に「地域冷暖房施設」は含まれて


いない。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市公園法第６条、７条 


改革の方向性（当初案） ・ 都市公園の公園区域を立体的に定める立体公


園制度の利用により、都市公園の地下に地域冷


暖房施設を設置することは可能であるが、地上


部分は都市公園区域内となるため、地域冷暖房


施設に付随する施設（煙突や冷却塔）を地上部


分に設置することは認められていないため、実


質的に利用することが不可能となっている。 


・ したがって、公共の安全を確保し、美観などへ


配慮する技術的基準を満たすことを前提に、都


市公園の占用を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 既に平成１５年の規制改革要望に対応して、立


体都市公園制度を創設し、都市公園の地下に多


様な施設を設置することを可能としたところ


であり、この制度を活用して、従来の占用によ


らず地域冷暖房施設を設けることが可能とな


っている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 既存の都市公園の地下に地域冷暖房施設を設


ける場合にあっては、公園管理者と協議の上


で、立体都市公園制度の活用に伴う当該都市公


園の区域の変更により、地上部に煙突や冷却塔


を設けることは可能である。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地域冷暖房の利用は、省エネルギー効果が高


く、今後も普及拡大を図るべきである。 


・ 立体公園制度の利用により、都市公園の地下に


地域冷暖房施設を設置することは可能である


が、地上部分は都市公園区域内となるため、地


域冷暖房施設に付随する施設（煙突や冷却塔）


を地上部分に設置することは認められておら


ず、実質的に利用することが不可能との指摘が


ある。 


・ 既成市街地において、地域冷暖房のプラントス


ペースを確保することは困難であり、工事費用


も割高になるため、公共の安全確保などへ配慮


することを前提に、都市公園の有効利用を可能


とする方向で、制度整備を進めるべきである。


・ これによって、地域冷暖房の普及が促進され、


既成市街地におけるエネルギーの面的利用に


よる省エネルギー、低炭素化に貢献できる。 


具体例、経済効果等 ・ 平成 20 年規制改革要望に対して、「地域冷暖房


施設に付属する冷却塔等の構造物が地上部分


を占用した場合、都市公園の効用を阻害し、公


園利用に著しい支障が生じる可能性があるた


め、占用物件として認められない」という回答


がなされたが、煙突を時計台と一体化させる、


冷却塔は休憩所や便所等の上屋に設置する等


の対応を行うことで、公共の安全確保など都市


公園の効用へ配慮した設置が可能である。 


・ 都市公園の想定規模は、建蔽率の設定等によっ


て左右されるが、4,000 ㎡（一般的な地区公園


が該当）～20,000 ㎡（比較的大規模な都市公


園が該当）という試算結果もあり、都市公園の


効用や公園利用を阻害することなく導入可能


な公園も多数存在する。 


・ 例えば、一定要件において地域冷暖房施設の設


置が見込めるのは都心部における都市公園 58


箇所中 10 箇所、33 箇所中 15 箇所という指摘


もあり、大都市部においても公園利用に支障が
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ない範囲での活用が可能である。 


・ 景気低迷などの影響により、再開発地域に伴う


事業拡大の機会が減少している中、既成市街地


におけるエネルギーの面的利用の進展が期待


される。 


改革案 ・ 既存の都市公園の地下に地域冷暖房施設を設


ける場合にあっては、公園管理者と協議の上


で、立体都市公園制度の活用に伴う当該都市公


園の区域の変更により、地上部に煙突や冷却塔


を設けることが可能である旨、周知徹底すると


ともに、当該協議が円滑に進むよう必要となる


手続きやルールについて明確化すべきである。


＜平成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション ⑱】 


事項名 


 


下水熱・河川熱等の未利用エネルギーの活用ルー


ルの整備 


規制・制度の概要 


 


・ 河川法 


熱源として河川水を活用する場合には、流水占


用や河川区域内の土地の占用、工作物の新築等


について河川管理者の許可を受ける必要があ


る。また、熱利用にあたっては公益性・公共性


が求められる。 


・ 港湾法、海岸法、漁港漁場整備法 


熱源として海水や運河の水を活用する場合に


は、区域内の工事や占用について管理者等の許


可を受ける必要がある。 


・ 下水道法 


熱源として未処理下水又は下水処理水を活用


する場合には、施設又は工作物等の設置につい


て公共下水道管理者と連携・協力して進める必


要がある。 


・ 工業用水法、建築物用地下水の採取の規制に関


する法律 


特定の地域において、熱源として地下水を採取


しようとする場合、揚水設備の断面積が一定規


模以上のものは禁止、一定規模以下のものでも


許可を受ける必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 河川法 


・ 港湾法 


・ 海岸法 


・ 漁港漁場整備法 


・ 下水道法 


・ 工業用水法 


・ 建築物用地下水の採取の規制に関する法律 


改革の方向性（当初案） ・ 下水（処理水・未処理水）や河川、海、運河、


地下水の熱利用は省エネルギー効果も高く、未


利用エネルギーの有効利用として普及拡大を


促進する必要があるが、下水道法等、各種法律
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において熱利用に関する考え方が規定されて


いないため、手続きに時間を要したり、施設整


備が進まず、熱利用計画が頓挫する場合があ


る。 


・ したがって、下水熱や河川熱等を利用した熱供


給事業を行う際に必要となる手続きやルール


を明確化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【環境省】 


・ 以下のように現行制度で対応可能である。 


【経済産業省】 


・ 工業用水法は指定地域における工業用途の地


下水採取による地盤沈下防止等を目的とした


ものである。 


・ 工業用水法における「工業」とは、製造業、電


気供給業、ガス供給業及び熱供給業をいい、同


法においては御指摘の熱供給業の用に供する


地下水を採取しようとする場合等における各


種の手続が規定されていることから、現行法で


対応可能と考える。 


【国土交通省】 


（河川） 


・ 河川水の熱利用のための水利使用の取扱いに


ついては、「ヒートポンプを用いた河川水熱利


用のための水利使用の取扱いについて（平成９


年３月３１日付け建設省河川局水政課長、建設


省河川局河川環境課長、建設省河川局開発課長


通知）」を発出しており、ヒートポンプを用い


た河川水熱利用を行うことを目的とする水利


使用許可の審査方法等を明確化し、手続を簡素


化しているところである。 


（港湾） 


・ 港湾法においては、第３７条第１項の規定に基


づき、港湾区域（水域）又は港湾隣接地域（陸


域）において占用等をしようとする者は、港湾


管理者（地方公共団体等）の許可を受けなけれ


ばならない旨を規定しているが、港湾区域（水







 


71 


域）又は港湾隣接地域（陸域）における占用等


に係る事務、港湾施設の占用等に係る事務は、


各港湾管理者が各地方の実情に応じ、自らの判


断と責任において処理できる「自治事務」とし


て整理されており、各港湾管理者が条例等を定


めて処理しているところ。 


・ このため、各港湾管理者が具体の事務処理を遂


行する上で必要となる、許可要件その他の事項


について、国が一律に定めることはできない


が、港湾管理者に対し検討を促す文書を発出す


ることとする。 


（下水） 


・ 下水熱利用については地球温暖化対策等に資


するものであり、普及拡大が重要であると考え


ているが、ポテンシャルが限られていること


や、放流先の水温への影響、利用にあたっての


対価設定の考え方等が整理されていないこと


から、利用に関して必要な手続き、ルール等の


明確化を進め、普及拡大に向けた環境整備を図


る必要がある。 


【国土交通省、農林水産省】 


（海岸法） 


・ 海岸法においては、第７条第１項等の規定に基


づき、海岸保全区域等において占用等をしよう


とする者は、海岸管理者（都道府県知事等）の


許可を受けなければならない旨を規定してい


るが、当該事務は、各海岸管理者が各海岸の実


情に応じ、自らの判断と責任において処理でき


る「自治事務」として整理されており、各海岸


管理者が条例等により処理しているところ。 


・ 海岸において熱供給事業を行う際に必要とな


る手続やルールについては、現在検討している


風力発電施設を対象とした許可基準の考え方


のうち、海岸の防護、環境、利用等の観点が応


用可能と考える。 


【農林水産省】 
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（漁港漁場整備法） 


・ 第３９条第１項の規定に基づき､漁港の区域内


の水域又は公共空地において占用をしようと


する者は、漁港管理者（地方公共団体）の許可


を受けなければならない旨規定しているが、漁


港の区域内の水域又は公共空地における占用


に係る事務は、各漁港管理者が地方の実情に応


じ、自らの判断と責任において処理できる「自


治事務」として整理されており、各漁港管理者


が条例等を定めて処理しているところ。 


・ このため、各漁港管理者が具体の事務処理を遂


行する上で必要となる許可要件、その他の事項


について､国が一律に定めることはできない


が､適正な導入が図られるよう環境整備を図る


必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【環境省】 


・ 工業用水法における「工業」とは、製造業、電


気供給業、ガス供給業及び熱供給業をいい、同


法においては御指摘の熱供給業の用に供する


地下水を採取しようとする場合等における各


種の手続が規定されている。 


・ 建築物用地下水の採取の規制に関する法律に


おいて、「建築物用地下水」とは、冷房設備、


水洗便所等の用に供する地下水をいい、御指摘


の冷房設備等のために地下水を採取しようと


する場合等における各種の手続きが規定され


ている。 


・ なお、未利用エネルギーの利用のために地下水


を採取して、熱利用を行う際の技術的なガイド


ラインの検討を行っているところである。 


【国土交通省】 


（港湾） 


・ 港湾区域内の占用等の許可は、港湾管理者が行


う自治事務であり、各港湾管理者が各港湾の実


情に応じてするべきものであるが、港湾区域の


占用等に関し、平成２２年度中に港湾管理者が
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行っている事務についての実態調査を行い、そ


の結果を踏まえ港湾管理者に対し検討を促す


文書を発出することとする。 


（下水） 


・ 現在、有識者、地方自治体、民間事業者から構


成される「官民連携による下水道資源有効利用


促進制度検討委員会」を設置し、下水熱を含む


下水道資源の有効利用促進に向けた検討を行


っており、今年度末に上記の課題に関する基本


的な考え方を整理し、来年度以降ガイドライン


を取りまとめる予定。 


【国土交通省、農林水産省】 


（海岸法） 


・ 現在、国土交通省及び農林水産省において「海


岸保全区域における風力発電施設設置のあり


方に関する検討会」を設置し、風力発電施設の


設置に関する海岸法に基づく占用許可の審査


項目について検討を進めており、平成２２年度


中に結論を得、２３年度の早期に各海岸管理者


に通知することとなっているところ。 


【農林水産省】 


（漁港漁場整備法） 


・ 適切な導入が図られるようガイドラインの検


討を進めていく予定である。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 下水（処理水・未処理水）や河川、海、運河、


地下水等の持つ未利用の熱エネルギーの活用


は、地産地消の再生可能エネルギーの利用であ


り、省エネルギー効果も高く、普及促進を行う


べきである。 


・ しかしながら、下水道法等、各種法律において、


熱利用に関する考え方が規定されていないた


め、事前協議や手続きに時間を要したり、施設
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整備が進まず、熱利用計画が頓挫する場合があ


る。 


・ また、河川水の利用にあたっては、熱利用者に


公共性・公益性が求められるため、河川近傍に


あるビルでも民間企業単体での熱利用ができ


ないといった課題がある。省エネに資するとい


う観点から、環境に影響を及ぼさないことを前


提に柔軟な判断を行うべきである。 


・ したがって、従来の法制度には存在していなか


った「熱利用」という概念を規定することによ


って取水・放水温度の幅や工作物設置許可基


準、許可申請先、申請可能事業者、対価の概念


等の諸ルールを整備する等、熱利用の円滑化に


向けて運用の明確化と簡素化を図るべきであ


る。 


・ 熱交換設備の設置の場所によっては、複数の法


律が適用となる場合もあることから、各水系毎


のルールは可能な限り共通の考え方のもと策


定・整理されるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 海水の利用は、凍結温度が真水より低いことか


ら、河川水よりも有利な熱源であり、外気温に


比べて 10％程度の熱効率がアップするという


指摘もある。放水温度に関する規定がなく、個


別協議を行う必要があることから、手続きが長


期化してしまう。 


・ 河川の利用にあたって、取水方法や水利権の手


続きで数年を要した事例があり、ルールの明確


化による手続きの簡素化・迅速化を行うべきで


ある。 


・ 下水道法に基づく熱利用の場合、対価に対する


考え方が規定されていないため、対価は不要で


ある旨、周知徹底すべき。同様に、民間事業者


による取水に係る運用や放水温度についても


不明確であるため、自治体の同意までに時間を


要してしまう。 


・ 下水の未処理水の熱交換設備に必要な土地・建
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物の権利は下水道管理者が保有する必要があ


るという判断がなされる場合があり、事業者が


実施を断念する場合がある。 


・ 都市部の比較的規模の大きな業務用のビルに


おいては、空調用の熱源として、地下水熱の利


用が検討されるケースがあるが、還水するにも


関わらず、揚水規制によりそもそも事業化の検


討すらできないケースや小さな断面積での揚


水となり経済性が発揮できずに普及の阻害要


因となっているとの声がある。 


・ 近年では、揚水規制を徹底したことで地下水位


の上昇が問題になっている場合もあるという


指摘がある。 


改革案 ・ 下水熱や河川熱等を利用した熱供給を行う際


に必要となる手続きやルールを明確化・簡素化


すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ また、これらの手続やルールの検討に当たって


は、関係省庁（国土交通省、環境省、経済産業


省、農林水産省）が連携し、事業者の利便性に


も配慮したものとするべきである。その際、内


閣府がフォローアップ主体となって進捗管理


を行うべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション ⑲】 


事項名 


 


潜熱回収型給湯器ドレン排水処理に関する行政手


続の統一化 


規制・制度の概要 


 


・ 特別の事情により公共下水道管理者の許可を


受けた場合等においては、土地の下水を公共下


水道に流入させるために必要な排水管、排水渠


その他の排水施設の設置は不用である。 


＜根拠法令＞ 


・ 下水道法第 10 条 


・ 下水道法施行令第８条第１項第１号 


改革の方向性（当初案） ・ 下水道法の解釈として、下水道管理者の許可が


あれば、潜熱回収型給湯器のドレン排水のよう


に水質基準を満たす正常な水は、汚水ではなく


雨水としてみなし排出してよいとされている


が、自治体毎に取扱いが異なっている。 


・ したがって、潜熱回収型給湯器ドレン排水を雨


水排出として認めることを明文化し、各自治体


へ周知徹底すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 下水道法において、水質基準を満たす正常な水


であっても、生活又は事業に起因・付随する不


用な水については、汚水に該当することとして


おり、自治体の判断にかかわらず潜熱回収型給


湯器ドレン排水は汚水である。しかしながら、


土地・建築物で発生した汚水を例外的に下水道


の雨水管へ排出することについては、下水道法


施行令第8条第1項第1号の規定により条例に


定めるところとしている。潜熱回収型給湯器ド


レン排水の雨水管への排出を明示的に認める


条例の制定を自治体が検討する際の判断材料


として、水質や公衆衛生の観点から国がガイド


ラインを示すことを検討したい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ ガイドラインの策定等の検討 







 


77 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 公共下水道管理者の許可を受けた場合等にお


いては、土地の下水を公共下水道に流入させる


ために必要な排水管、排水渠その他の排水施設


の設置は不用であるが、潜熱回収型給湯器のド


レン排水のように水質基準を満たす正常な水


として証明がなされているものであっても、雨


水排出として取扱えるかについての判断が、自


治体毎に異なっており、普及の障害となってい


る。 


・ したがって、既に一定の水質基準を満たす清浄


水であることが明らかな場合については、自治


体の判断に委ねるのではなく、統一的基準を明


文化すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 潜熱回収型給湯器のドレン水が雨水排出とし


て認められない場合、新規に戸当たり数万円の


コストをかけて別に配管を敷設する必要があ


り、普及の制約となっている。 


改革案 ・ 自治体が潜熱回収型給湯器ドレン排水を雨水


排出として認めることができるよう、水質や公


衆衛生の観点からガイドラインを策定し、周知


徹底すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション 20】 


事項名 


 


温室効果ガス排出量に関する報告の一元化・統一


化 


規制・制度の概要 


 


・ 省エネ法、温対法、東京都環境確保条例それぞ


れについて、温室効果ガスの排出量等の報告義


務がある。 


＜根拠法令＞ 


・ エネルギーの使用の合理化に関する法律第 15


条、92 条 


・ 同法施行規則第 17 条、18 条 


・ 地球温暖化対策の推進に関する法律第 21 条の


２、21 条の 10 


・ 東京都環境確保条例 等 


改革の方向性（当初案） ・ 省エネ法が特定事業者に対して毎年提出を求


めている定期報告書・中長期計画書、温対法が


特定排出者に提出を求めている温室効果ガス


算定排出量等の報告書について、現行では省エ


ネ法が事業者の主たる事務所（本社）所在地を


管轄する経済産業局及び当該事業者が設置し


ている全ての工場等に係る事業の所管官庁、温


対法が当該特定排出者の事業を所管する全て


の大臣に同じものを提出するよう求めている。


・ また、東京都環境確保条例も含め、適用対象や


義務内容が少しずつ異なっており、個別の対応


が必要となっている。 


・ したがって、政府・行政機関での情報共有によ


る報告内容の統一化、さらにでき得れば、情報


センター等に集約された情報を各府省や自治


体が必要に応じて個別に引き出す体制の整備


を図ることで、手続きに係る事務の合理化・簡


素化を行うべきである。 


担


当


府


省


の


上記改革の方向性への 


考え方 


【環境省・経済産業省】 


・ 省エネ法はエネルギー原単位の向上に加え、エ


ネルギー管理システムの導入、エネルギー管理


士の選任など、燃料資源の有効な利用の確保を


目的とするものであり、温室効果ガスの排出量
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を抑制の促進等を目的とする温対法や東京都


環境確保条例とは性格を異にするもの。 


・ 他方、エネルギーの使用に伴うＣＯ２排出量に


ついては、省エネ法に基づく報告をもって温対


法に基づく報告とみなす旨温対法で規定して


おり、手続きに係る事務の合理化・簡素化が図


られている。 


・ また、上記のような国及び自治体の取組は密接


に関連するものであるため、事業者の負担軽減


に向けて、両者の報告等に整合性が図られるよ


う働きかけを行う。 


・ なお、温対法に基づいて事業者等から報告され


た排出量情報等は、環境大臣・経済産業大臣に


よって、事業者別、業種別、都道府県別に集計


して公表し、更に、開示請求があった場合には、


事業所別の排出量情報等を開示しており、各府


省や自治体が必要に応じて個別に引き出す体


制が既に整備されている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 省エネ法が特定事業者に対して毎年提出を求


めている定期報告書・中長期計画書、温対法が


特定排出者に提出を求めている温室効果ガス


算定排出量等の報告書について、現行では省エ


ネ法が本社所在地を管轄する経済産業局及び


当該事業者が設置している全ての工場等に係


る事業の所管官庁、温対法が当該特定排出者の


事業を所管する全ての大臣に同じものを提出


するよう求めており、事務手続きが煩雑化して


いる。 


・ また、東京都環境確保条例のように、各自治体
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が独自に規定しているものも含め、適用対象や


義務内容が少しずつ異なっており、個別の対応


に係る事務コストが増加している。 


・ 実質的には共通する部分の多い報告を個別の


省庁や自治体に対して行うことが求められて


いることは、個々の企業において莫大なコスト


が発生するとともに、極めて非効率である。 


・ 地球温暖化対策は、国、地方自治体、事業者を


含めて国全体で一体として取り組むべき課題


であり、情報の集約化・一元化を図ることで、


手続きに係る事務の合理化・簡素化を行うべき


である。 


具体例、経済効果等 ・ 省エネ法と自治体の条例では、例えば省エネ法


における「エネルギー使用量」や「判断基準の


作成」などが重複している実態があり、事業所


がこうした条例設置都市に所在している場合


には、事務コストが負担となっている。 


・ 国や自治体が収集したデータが利活用されて


いないという指摘もあり、事業者の負担感が増


す要因ともなっている。 


改革案 ・ 事業者負担の軽減に向けて、省エネ法、温対法、


自治体の条例に係る報告様式等の整合性が図


られるよう、自治体へ働きかけを行うべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ また、省エネ法、温対法の次期改正時には、自


治体が独自に条例を制定するにあたって、事前


に所管省庁へ協議することで調整を図る旨規


定すべきである。＜平成 23 年度以降措置＞ 
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【グリーンイノベーション 21】 


事項名 


 


農地におけるガス事業の公益特権の整備及び明確


化① 


規制・制度の概要 


 


・ ガス事業者が事業に供する場合は農地転用許


可を取得する必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 農地法第５条 


・ 農地法施行規則第 53 条 


改革の方向性（当初案） ・ 電気事業者が送電用電気工作物等の敷地に供


するために農地の権利を取得する場合、認定電


気通信事業者が線路・中継基地等の施設に供す


るために農地の権利を取得する場合等につい


ては転用許可が不要となっているが、ガス事業


においては、農地転用の許可が不用とは認めら


れていない。 


・ また、農地転用が認められた場合にも、仮設用


地については、地方公共団体ごとに取扱いにバ


ラツキがある。 


・ したがって、公益性対象となる事業を見直し、


農地転用許可の基準を見直すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 第１種農地は、原則として転用を許可すること


ができないが、土地収用法第３条に規定する公


益性が高いと認められる事業の用に供される


場合等には、例外的に許可することができるこ


ととされており、「電気事業法による一般電気


事業、卸電気事業又は特定電気事業の用に供す


る電気工作物」（同条第 17 号）及び「ガス事業


法によるガス工作物」（同条第 17 号の２）につ


いては、第１種農地においても転用許可が可能
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となっているところである。 


・ このうち、一般電気事業者等が設置する電柱等


の送電用電気工作物の設置については、道路沿


いの農地等を利用して電柱等を設置し電線を


通じて送電することが一般的であり、この場


合、立地選定に代替性の余地がなく、かつ、農


地を大規模に転用することが想定されず周辺


農地への影響が少ないことから許可不要とし


ているところである。 


・ 一方、ガス事業法に基づき許可等を受けたガス


事業者が設置するガスの導管については、通


常、道路に埋設されるものであり、仮に農地に


埋設する場合は当該農地及び周辺の農地への


影響を及ぼすおそれがあることから許可を要


することとしている。 


・ したがって、御提案のように、ガス事業である


ことをもって、ガスの導管も含め当該事業に係


る農地転用許可を不要とすることは困難であ


る。 


・ なお、農地転用が認められた場合の仮設用地の


取扱いについて、地方公共団体ごとにバラツキ


があるとのことについては、具体的な内容を御


教示頂ければ、国が主催する都道府県の農地転


用担当者会議等を通じて、農地転用許可事務の


運用の適正化を図るよう周知徹底することを


検討したい。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 電気事業者が送電用電気工作物等の敷地に供


するために農地の権利を取得する場合等につ


いては農地転用許可が不要となっているが、ガ


ス事業においては、転用の許可が必要とされて


いるため、円滑なインフラ整備が行えず、ガス


管敷設時期の遅延によるコスト増に繋がって


いる。 


・ 近年、天然ガスの普及が促進し、ガス導管の延


伸による需要地同士を連結する敷設ニーズが


高まってきている。本来、土地収用法において
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公共の利益となる事業と看做されている電気


事業とガス事業で取扱いが異なることは不公


平である。 


・ 省エネ・省 CO2 化に資する天然ガス供給拡大の


観点からも、農地転用許可不要の対象となる事


業にガス事業を追加するべきである。 


・ また、農地転用が認められた場合にも、設備設


置のため、機材の保管や重機等の搬入出用や立


て杭用として一時的に利用する仮設用地につ


いては、地方公共団体ごとに取扱いが統一され


ていない。 


具体例、経済効果等 ・ ガス事業については、電気事業者や認定電気通


信事業者と同様、土地収用法や道路法など他の


法律において公益性の高い事業という取扱い


がなされているにも関わらず、農地転用にあた


って許可取得に差異があるのは不合理である。


・ ガス導管の敷設に係る建設コストは、長期間を


要する許認可手続きが設備建設コストを高額


なものとし、ガス供給インフラの発達を制限し


ているという指摘もある。 


・ また、電気とガスはオール電化やコジェネな


ど、エネルギー間で競争を行っていることから


も、許可手続きによるコスト負担によって公平


な競争に影響が及ぶことは問題である。 


・ ガスの導管敷設についても、電気工作物同様、


道路沿いの農地等を利用して敷設することが


一般的であり、この場合、立地選定に代替性の


余地がないなど、周辺農地への影響は少ない。


・ 水路や道路、線路の敷設は農地転用許可が不要


とされているが、ガス工作物と同様、農地の掘


削が必要である。 


・ 仮設用地について、自治体毎に設置される農業


委員会等における解釈が統一されておらず、農


地転用申請を求められる場合もある。 







 


84 


改革案 ・ 立地選定の面から代替性がなく、農道を利用す


るガス工作物を敷設する場合について、農地転


用許可を不要とすべきである。＜平成 23 年度


中措置＞ 


・ 農地転用が認められた事業実施に際し、機材の


保管や重機等の搬入出用、立て杭用として一時


的に仮設用地を利用する場合については、農地


転用許可は不要である旨、周知徹底すべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 22】 


事項名 


 


農地におけるガス事業の公益特権の整備及び明確


化② 


規制・制度の概要 


 


・ ガス事業法によるガス工作物の設置又は管理


に係る行為は、農用地区域内での開発行為に関


して都道府県知事の許可が不要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 農業振興地域の整備に関する法律第 15 条の２


・ 同法施行規則第 37 条 


改革の方向性（当初案） ・ 農業振興地域の整備に関する法律においては、


ガス事業法によるガス工作物の設置又は管理


に係る行為は公益性が特に高いと認められる


事業として、農用地区域内での開発行為に関し


て都道府県知事の許可を不要と規定されてい


るが、都道府県によっては届出・除外許可申請


が必要とされる場合もあり、ガスパイプライン


の敷設等に支障が生じている。 


・ したがって、都道府県知事の許可が不要とされ


ていることを各都道府県向けに周知徹底すべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ ガス事業法に基づき許可等を受けたガス事業


者がガス工作物（ガスの製造に係るものを除


く）を設置又は管理する場合等、公益性が特に


高いと認められる事業の実施に係る行為のう


ち、農振整備計画の達成に支障を及ぼすおそれ


が少ないと認められるものについては農用地


区域内の農地等における開発許可を不要とし


ている。 


・ このことについては、地方公共団体に対してガ


イドラインにより既に周知しているところで


あるが、都道府県等によりその取扱が異なると


のことであれば、今後、地方公共団体に対し、
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農林水産省が主催する都道府県の農振制度担


当者会議等の場を通じてあらためて周知徹底


を図ることを検討したい。 


・ なお、これらの許可不要とされる開発行為の都


道府県への届出等については、農用地区域内に


ある農地等の管理上、地方公共団体が必要と認


めて求めているものであると考えられる。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 法的に農用地区域内での開発行為に関して都


道府県知事の許可を不要と規定されているが、


都道府県によっては除外許可申請が必要とさ


れる場合があり、ガスパイプラインの敷設等に


支障が生じている。 


・ したがって、改めて周知徹底を行うことによ


り、運用の統一を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 農用地区域内から農用地区域外にするための


農業振興地域整備計画の変更には、30 日間の


縦覧等の一連の手続きに半年近くを要し、その


上で農地転用手続きが必要となるため、届出で


足る場合と比較して事業実施までの期間長期


化に伴うコスト増を招いている。 


改革案 ・ ガス事業法によるガス工作物の設置又は管理


に係る行為は、公益性が特に高いと認められる


事業として、農用地区域内での開発行為に関し


て都道府県知事の許可が不要とされているこ


とを周知徹底すべきである。＜平成 23 年度中


措置＞ 
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【グリーンイノベーション 23】 


事項名 


 


道路への設置許可対象の範囲拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 道路に工作物、物件又は施設を設け、継続して


道路を使用しようとする場合においては、道路


管理者の許可が必要であるが、許可対象に再生


可能エネルギー発電設備や充電施設等が含ま


れていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法第 32 条、33 条 


改革の方向性（当初案） ・ 道路管理者に道路への設置許可申請ができる


工作物等の範囲に発電施設が含まれておらず、


法面への太陽光パネル設置などの検討さえで


きない状況となっている。また、今後普及が進


むと考えられる電気自動車用の充電施設の設


置についても、取扱いが不明確である。 


・ したがって、道路の構造に影響を与えない再生


可能エネルギー発電設備や充電施設について、


許可申請の対象施設として追加すべきである。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電設備について】 


・ 「再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ発電設備」がどのようなもの


か明らかではないが、占用許可対象物件として


追加するに当たっては、当該物件が道路構造及


び交通の安全に与える影響を勘案し、設置場所


の基準、構造の基準等を検討する必要がある。


【充電施設について】 


・ 「充電施設」がどのようなものか明らかではな


いが、箱形の電気自動車充電機器であれば、道


路法第３２条第１項第１号の工作物に該当し、


道路区域内に電気自動車のための充電機器の


占用を許可した事例も存在する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 高速道路の法面という未利用地の有効活用に


よって、太陽光発電の普及拡大が期待できる。


・ しかしながら、現状では道路管理者に道路への


設置許可申請ができる工作物等の範囲に発電


施設が含まれておらず、法面への太陽光パネル


設置などの検討さえできない状況となってい


る。また、今後普及が進むと考えられる電気自


動車用の充電施設の設置についても、取扱いが


不明確である。 


・ 既に高速道路の法面への太陽光発電設備の設


置事例もあり、こうした先進的取組みを全国的


に推進していくとともに、電気自動車用の充電


施設についてもインフラ整備が円滑に行える


ようにすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 高速道路の法面は雑草等が生えているのみの


場合が多いが、太陽光発電設備を設置すること


によって、CO2 削減に貢献できる。 


・ 高速道路の法面への太陽光発電設備の設置事


例もある一方で、設置は認められないのではな


いかと指摘する声もある。 


・ 電気自動車用の充電設備は、箱形のみならず、


ポール型やコンセントのみの場合もあり、料金


メータや駐車スペースの取扱いも含めて、現状


の取扱いが不明確である。 


改革案 ・ 道路の構造に影響を与えない太陽光発電設備


について、占用許可対象物件として追加すべき


である。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ 電気自動車のための充電機器については、道路


区域内の占用許可申請の対象であることを明


確化し、関係者へ周知徹底すべきである。＜平


成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション 24】 


事項名 


 


電気自動車に係る急速充電器の設置促進 


 


規制・制度の概要 


 


・ 電気の需要場所については、一の建物内及び


さく、へいその他の客観的な遮断物によって


明確に区画された一の構内など、「一の需要場


所」を定義付けている。 


・ 一般電気事業者の供給約款においては、需給


契約の単位として、「一の需要場所（電気事業


法施行規則と同定義）」については、「一需給


契約」を結ぶ旨を定めている。（なお、供給約


款については電気事業法に基づき経済産業大


臣が認可） 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法施行規則第２条の２第２項 


・ 電気事業法第 19 条に基づく、各一般電気事業


者の電気供給約款に規定。   


改革の方向性（当初案） ・ 電気事業法施行規則においては、「一の需要場


所」は「一の需給契約」とされており、同一敷


地内で複数の契約を締結することができない


ため、駐車場・コンビニエンス・マンション（共


用部）等で急速充電器を設置する場合に事業者


は複数の機器分をまとめて契約しなければな


らず、電気料金の増加（低圧契約から高圧契約


となる等）を理由に機器の設置が進展しない。


したがって、行政は電気自動車にかかる急速充


電器の設置促進の観点から、一般電気事業者に


対して、選択約款により、「一の需要場所」で


「複数の需給契約」が対応可能な旨を周知し、


選択約款での対応を促すべきである。 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 一般に、需要場所の概念が明確化されず、一の


需要場所内において需要を自由に分割するこ


とを可能とすると、自由化分野と規制分野の区


分を恣意的に変更することも可能となってし


まう。また、需要の分割に伴い、電気の供給に


必要な配電線、柱上変圧器、計量メーター等の
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配電設備に対する投資や維持運営のためのコ


ストが発生し、そのコスト上昇分は電気料金の


値上げとなることから、特定の者の負担を軽減


するため、社会全体の負担で支えることにつな


がる。このような恣意的な運用を防止する観点


から、一定の客観的なルールを設けることは合


理的と考えられる。 


・  EV 充電器を設置する場合に、現行の「一の


需要場所」の定義に合致しつつ、別途の契約を


締結することが可能となるケースも考えられ


る。なお、一般電気事業者が選択約款で対応し


ようとする場合は、負荷平準化や業務効率化が


見込まれることが要件となる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中であり、その結果について一


般電気事業者に周知する方向で検討。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 電気事業法施行規則においては、「一の需要場


所」は「一の需給契約」とされており、同一敷


地内で複数の契約を締結することができない


ため、駐車場・コンビニエンス・マンション（共


用部）等で急速充電器を設置する場合に事業者


は複数の機器分をまとめて契約しなければな


らない。このため、電気料金の増加（低圧契約


から高圧契約となる等）や他の事業者が土地の


一部を賃借し、個別に機器設置に伴う電力契約


を締結する等の対応ができないことなどによ


り、機器の設置が進展しない。 


○ 一方、低圧部分が規制されている現状において


は、自由化分野と規制分野の区分を恣意的に変


更することを防止する一定の客観的なルール


も必要である。 


○ したがって、電気自動車にかかる急速充電器の
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設置促進の観点から、一般電気事業者に対し


て、選択約款により、「一の需要場所」で「複


数の需給契約」が対応可能な旨を周知し、選択


約款での対応を促すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 電力契約における「一構内・一需要場所」とい


う基準について、電気自動車の急速充電器の設


置等、自らが使用する電気ではないものについ


て、「一構内・複数需要場所」という考え方を


導入すべきである。具体的には、コンビニスス


トア等の敷地内に電気自動車の急速充電器を


設置する場合、店舗で使用する電力とは別に、


他の事業者やフランチャイズ本部が土地の一


部を賃借するなどして、専用契約を締結できる


ようにしてほしい。 


・ 電気自動車の充電設備を月極駐車場に設置す


る場合、駐車場事業者の電力受給契約とは別


に、電気自動車の使用者とも契約ができるよ


う、「一の需要場所」における複数の電力受給


契約を可能とすべきである。現行制度では、駐


車場事業者の電気代が増加することから、設置


を断わるケースが多い。電気自動車の普及促進


の観点から、改正が必要である。 


改革案 ○ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


(制度環境小委員会)等において、電気自動車に


かかる急速充電器の設置促進の観点から、一般


電気事業者の選択約款の拡充により、「一の需


要場所」でも「複数の需給契約」が対応可能と


なる方向で検討し、結論を得る。その上で、一


般電気事業者に対して、選択約款の早期拡充を


促し、併せて、その旨を国民に広く周知する。


＜平成 22 年度中検討・結論、結論を得次第措


置＞ 


 







 


92 


【グリーンイノベーション 25】 


事項名 


 


需要家による再生可能エネルギーの選択肢拡大に


向けた部分供給取引の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 電気の需要場所については、一の建物内及びさ


く、へいその他の客観的な遮断物によって明確


に区画された一の構内など、「一の需要場所」


を定義付けている。 


・ 一般電気事業者の供給約款においては、需給契


約の単位として、「一の需要場所（電気事業法


施行規則と同定義）」については、「一需給契約」


を結ぶ旨を定めている。（なお、供給約款につ


いては電気事業法に基づき経済産業大臣が認


可） 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法による規制はなし。 


※「適正な電力取引についての指針（第二部Ⅰ


２（１）①イⅲ）」において、自由化分野で複


数の電気事業者の電源から１需要場所に対し


て供給を行う形態である「部分供給」は可能で


ある旨規定。   


改革の方向性（当初案） ・ 再生可能エネルギーから発電されるグリーン


電力を直接購入しようとする場合、「一の需要


場所」は「一の需給契約」とされており、同一


敷地内で複数の契約を実施できないことから、


自らの総需要を上回るグリーン PPS の発電能


力を確保しなければならず、グリーン電力の利


用が進展しない。したがって、行政は再生可能


エネルギーの選択の柔軟化を図る観点から、自


らの需要の一部をグリーン PPS より電力購入


する、もしくはテナントビルに入居している事


業者及びビルオーナーがグリーン PPS より電


力購入することを可能とするよう、一般電気事


業者に対して、選択約款により、「一の需要場


所」で「複数の需給契約」が対応可能な旨を周


知し、選択約款での対応を促すべきである。 


＜追加分＞  
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・ 「適正な電力取引についての指針」において、


部分供給とは、「複数の電気事業者の電源から


１需要場所に対して、各々の発電した電気が物


理的に区分されることなく、１引き込みを通じ


て一体として供給される形態」と示していると


ころ。グリーン PPS を含む特定規模電気事業者


からの電力の購入については、自由化領域であ


り、複数の電気事業者の電源から一需要場所に


対して供給を行う形態についても、電気事業法


上、特段の制限はない。 


・ しかしながら、部分供給に関する規定は当該指


針のみであり、具体例も記載されていないた


め、一般電気事業者とグリーン PPS の両者を活


用したグリーン電力の利用が可能となること


について、周知されているとは言い難い。 


・ したがって、需要家側からの再生可能エネルギ


ーの選択肢の拡大を通じ、再生可能エネルギー


の普及を促進し、併せて、電力市場における公


正かつ有効な競争を促進する観点から、経済産


業省と公正取引委員会により、「適正な電力取


引についての指針」における部分供給の概念


で、対応可能なものと対応不可能なものの具体


的事例（項目）を早急に明らかにする。その上


で、一の需要場所において、一般電気事業者と


グリーン PPS の両者を活用したグリーン電力


の利用が可能である旨を広く国民に周知する。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【経済産業省】 


・ グリーン PPS も含む特定規模電気事業者から


の電力の購入については、自由化領域であり、


御指摘のような複数の電気事業者の電源から


一需要場所に対して供給を行う形態について


も、電気事業法上、特段の制限はない。その上


で、「適正な電力取引についての指針」におい


て部分供給として、一般電気事業者が拒否した


場合に独占禁止法上違法となるおそれのある


ケース等について具体的に記載されている。 
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・ なお、このような自由化領域においては、制度


上、選択約款は存在しない。 


＜追加分＞ 


【公正取引委員会】 


・ 公正取引委員会は、規制改革により市場原理の


導入が進展しつつある電気事業分野において、


独占禁止法違反行為の未然防止の観点から、従


来より、「適正な電力取引についての指針」（以


下「指針」という。）を策定し、当該分野の取


引について独占禁止法上問題となる行為等を


明らかにしている。 


・ 指針作成の趣旨としては、電気事業制度改革の


理念である経営自主性の最大限の尊重、電気事


業法・独占禁止法違反に問われるという直接的


な行政介入の最小化を図るための環境を整備


することにある。 


・ したがって、グリーン電力が利用可能である旨


の周知（特定エネルギーの普及・促進）につい


ては、そもそもの指針作成の趣旨と整合しない


ため、指針の記載によって対応することは適当


ではない。 


・ なお、他省庁において、グリーン電力を含めた


新エネルギー導入・普及促進に向けた取組みが


なされており、グリーン電力が利用可能である


旨の周知の場としては、指針よりも適している


ものと認識している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【経済産業省】 


・ 現行制度において対応済。 


【公正取引委員会】 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 「適正な電力取引についての指針」において、


部分供給とは、「複数の電気事業者の電源から


１需要場所に対して、各々の発電した電気が物


理的に区分されることなく、１引き込みを通じ


て一体として供給される形態」と示していると


ころ。グリーン PPS を含む特定規模電気事業者


からの電力の購入については、自由化領域であ


り、複数の電気事業者の電源から一需要場所に


対して供給を行う形態についても、電気事業法


上、特段の制限はない。 


○ しかしながら、部分供給に関する規定は当該指


針のみであり、具体例も記載されていないた


め、一般電気事業者とグリーン PPS の両者を活


用したグリーン電力の利用が可能となること


について、周知されているとは言い難い。 


○ したがって、再生可能エネルギーの選択の柔軟


化による公正かつ有効な競争を促進する観点


から、「適正な電力取引についての指針」にお


ける部分供給について、一般電気事業者とグリ


ーン PPS の両者を活用したグリーン電力の利


用が対象となることを明確化すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 改正省エネ法や東京都条例をはじめ、国・各自


治体レベルで省エネ・省 CO2 に向けた取り組み


が求められている。各需要家はそれぞれの事業


形態に応じて省エネ・省 CO2 に取り組んでい


る。 


・ しかし、再生可能エネルギーから発電されるグ


リーン電力を直接購入し、ゼロエミッションを


達成しようとすると、自らの総需要を上回るグ


リーン PPS の発電能力を確保する必要がある。


また紐付けられた発電と消費を併せるための


社会的に見て不必要な需要調整を強いられる


ことになる。 


・ 自らの需要の一部をグリーン PPS より電力購


入する、もしくはテナントビルに入居している


事業者及びビルオーナーがグリーン PPS より
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電力購入することを可能とするためには、一需


要場所の複数需給契約を認める制度への改定


が効果的である。 


改革案 ○ 需要家側からの再生可能エネルギーの選択肢


の拡大を通じ、再生可能エネルギーの普及を


促進し、併せて、電力市場における公正かつ


有効な競争を促進する観点から、経済産業省


と公正取引委員会により、「適正な電力取引に


ついての指針」における部分供給の概念で、


対応可能なものと対応不可能なものの具体的


事例（項目）を早急に明らかにする。その上


で、一の需要場所において、一般電気事業者


とグリーン PPS の両者を活用したグリーン電


力の利用が可能である旨を広く国民に周知す


る。＜平成 23 年度上期措置＞ 
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【グリーンイノベーション 26】 


事項名 


 


リチウムイオン電池の取扱いに係る制度整備 


規制・制度の概要 


 


・ リチウムイオン電池については、消防庁通達に


より、第４類の危険物を電解液として内蔵する


危険物と解されている。 


 


＜根拠法令＞ 


・ 消防法第２条第７項、消防法第１０条、消防


法第１６条 


・ 消防危第 48 号（平成８年４月２日付、消防庁


危険物規制課長通達） 


 


改革の方向性（当初案） ・ 国内におけるリチウムイオン電池の取扱いは、


第４類第２石油類とみなされ、危険物扱いとな


っており、国際基準となる国連勧告に整合した


区分とはなっていない。これにより、輸送のみ


ならず、電池の製造、貯蔵、電池を用いた蓄電


設備の設置等において、過剰な取扱い設備が要


求されている。したがって、輸送等の安全確保


を前提にしつつ、国際基準にキャッチアップし


た合理的な制度整備を行うべきである。さら


に、我が国が国連勧告に整合していない理由に


ついても、説明責任を果たすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


 


１ 国連勧告との整合性について 


 国連勧告で求めている打撃試験や熱試験等


の 7 種類の試験基準に適合するリチウムイオ


ン電池は、消防法に規定する運搬容器の性能以


上の性能を有していることから、国内で運搬す


ることにおいて支障はなく、基準の見直しは必


要ない。 


 以下にその理由を示す。 


 危険物を運搬する場合、危険物を収納する容


器から危険物が漏出し、火災に至る危険性があ


ることから、危険物を収納する容器について、
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危険物が漏出しない構造にすることが必要で


ある。リチウムイオン電池の電解液は引火点が


40℃程度であるため、消防法別表第１備考第


14 の規定により危険物（引火性液体（第４類


第２石油類））に該当する。リチウムイオン電


池は危険物である電解液を収納する容器であ


ることから、運搬時の破損等による引火性液体


の漏出を防止するため、リチウムイオン電池は


引火性液体を運搬する容器の性能を有する必


要がある。 


 消防法は国内における危険物の運搬に関す


る基準を規定しており、消防法に規定する引火


性液体を運搬する容器は、落下試験、気密試験


及び内圧試験の基準に適合する必要があるが、


これらの試験は国際的な危険物の輸送に関す


る基準を示したものである国連勧告で規定さ


れる引火性液体（クラス３）を収納する容器に


関する試験と同一のものであり、国連勧告との


整合が図られている（国連勧告において引火性


液体はクラス３に区分され、国際輸送時に引火


性液体を収納する容器に関する試験基準が規


定されている。）。 


 国連勧告において、リチウムイオン電池は電


池そのものが危険物とされており、航空輸送に


おいても安全であるようクラス９（その他）に


分類され、引火性液体（クラス３）を収納する


容器の試験と比較して厳しい試験が課せられ、


打撃試験等の７種類の試験において一定の性


能を有する必要があるとされている。国連勧告


におけるクラス９の試験基準に適合するリチ


ウムイオン電池は、引火性液体（クラス３）を


収納する容器の性能以上の性能を有すること


から、リチウムイオン電池は消防法に規定する


引火性液体を運搬する容器の性能以上の性能


を有するものであり、国内での運搬は可能であ


るため、消防法がリチウムイオン電池の輸送に
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おいて障害とはなっていない。 


 


２ 規制の適正性（電池の製造等に過剰な設備


が要求されるとの意見）について 


 国連勧告は危険物の国際輸送に関する基準


を示したものであり、危険物を貯蔵し、又は取


り扱う工場の構造、設備等については、各国の


国内法において危険物の火災・爆発危険性に対


する安全確保方策が規定されている。 


 消防法において、危険物を一定量以上貯蔵し


又は取り扱う施設は、建築物は不燃材料で造


る、窓等には防火設備を設ける、床は危険物が


浸透しない構造とする等の必要最小限の安全


対策を講ずることとされており、これらの安全


対策を講ずる必要があるものは、リチウムイオ


ン電池を大量（電解液約２ミリリットル、出力


３．７ボルトのパソコン用リチウムイオン電池


約 50 万本に相当）に製造又は貯蔵する施設で


ある。 


 過去に消防法の許可を受けず、法で求める安


全対策を講じていなかったリチウムイオン電


池の製造工場において、３００万本の電池が焼


失する火災や、異常加熱によるリチウムイオン


電池の電解液の外部漏出が原因で延べ面積１，


２３０㎡の工場が全焼する火災が起きたこと、


及び火災時にリチウムイオン電池が火炎等に


曝されると、電池に収納されている電解液が気


化し、外部へ可燃性ガスが噴出することによる


火災の拡大危険性があることに鑑みても、リチ


ウムイオン電池を大量に製造又は貯蔵する施


設は、製造所等として必要最小限の安全対策を


講ずる必要があり、基準の見直しは必要ない。
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


・ リチウムイオン電池を大量に製造し、又は貯蔵


する施設について、必要な安全対策を講じない


と火災発生の危険性が高まるとともに、火災が


発生した場合の周囲への拡大危険性が高まる。


・ また、この問題点に対する補完措置はない。 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


 


○ 国内におけるリチウムイオン電池の取扱いは、


消防法第４類第２石油類（消防危第 48 号（平


成８年４月２日付、消防庁危険物規制課長通


達）とみなされ、危険物扱いとなっており、国


際基準となる国連勧告に整合した区分とはな


っていない。これにより、輸送のみならず、電


池の製造、貯蔵、電池を用いた蓄電設備の設置


等において、過剰な取扱い設備が要求されてい


る。 


○ 輸送に関しては、消防法は国内における危険物


の運搬に関する基準を規定しているが、消防法


に規定するこれらの試験は国連勧告で規定さ


れる引火性液体（クラス３）を収納する容器に


関する試験と同一のもの（第４類第２石油類を


運搬するもの）となっており、国連勧告に整合


した区分（クラス９、非危険物）とはなってい


ない。さらに、電池の製造、貯蔵、電池を用い


た蓄電設備の設置等についても、引火性液体


（クラス３）を前提とした危険物の扱いである


ため、全ての取扱いに第４類第２石油類の適用


を受け、例えば一定以上のリチウムイオン電池


を貯蔵する場合（電池容量が 1,000L 以上）は


危険物貯蔵所等の扱いを受けるなど、国際的な


取扱いに比して過度な規制を受け、競争力が阻


害されている。 
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○ したがって、リチウムイオン電池の取扱いにつ


いて、国連勧告との整合性を図る観点から、一


律に第４類第２石油類（国連勧告クラス３に相


当）としての危険物扱いするのではなく、事前


に一定の安全試験（国連勧告が要求するもの）


を実施したものについては、輸送のみならず、


電池の製造、貯蔵、電池を用いた蓄電設備の設


置等で国連勧告と同様（クラス９、非危険物）


の扱いとすべきである。 


〇 さらに、我が国が国連勧告に整合していない理


由についても、説明責任を果たすべきである。


具体例、経済効果等 ・ 消防法危険物 第 48 号において、リチウムイ


オン電池を第４類の危険物とみなされている。


この基準において、いくつかの矛盾や不明点が


生じたり、過剰な要求がされたりしており、今


後大形リチウムイオン電池の普及拡大の障害


になると予想される。これに対し、輸送につい


ては、国際ルールである国連勧告(UN３４８０)


に準拠させるとともに、リチウムイオン電池は


第４類の危険物ではなく、国連勧告にもあるよ


うに、別のカテゴリーの危険物として取り扱わ


れるべきである。 


・ リチウムイオン電池は、電池製造（危険物一般


取扱所）段階から、電池製品倉庫（危険物屋内


貯蔵所）、運搬（危険物運搬容器規制）、まで含


め自動車メーカー納入前の倉庫（危険物屋内貯


蔵所）、にまで影響がある。封口後の電池は安


全性が高い為、封口後のリチウムイオン電池は


非危険物としての扱いが妥当との判断があれ


ば、車載用リチウムイオン電池の製造段階での


生産設備施設投資・取扱い・運搬・保管費用な


どに大幅な軽減が見込まれる。 


・ 蓄電設備の設置場所にあたって電池の電解液


総量が 200l 以上になると少量危険物扱いとな


り、設置場所は各種の規制を受ける。1000L 以


上の場合は、危険物貯蔵所又は取扱所となる。
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これによる不都合として 


・ a)設置する部屋は、防火構造とし、漏出電解液


を流出させないための、ためますを設置し、排


気（換気）設備も必要。 


・ b)引火点 45℃以下の電解液を使用している場


合は、設置する部屋の電気設備は防爆仕でなけ


ればならない。 


・ c)ビルの電気室は地階に設置される場合が多


いが、現行規定では、地下室への設置が 大幅


に制限される。（地盤面より下への設置が認め


られない） 


・ d)LIB 電池システムを設置する建物に、自家発


電設備やボイラー用の燃料を貯蔵している場


合、危険物としての量は、それら燃料との合算


となるため、実質的に LIB 電池システムを設置


できない。（小規模の電池システムでも、消防


法の規制対象になることが有り得る） 


 


改革案 ○ リチウムイオン電池の取扱いについて、国連勧


告との整合性を図る観点から、一律に第４類第


２石油類（国連勧告クラス３に相当）としての


危険物扱いするのではなく、事前に一定の安全


試験（国連勧告が要求するもの）を実施したも


のについては、輸送のみならず、電池の製造、


貯蔵、電池を用いた蓄電設備の設置等で国連勧


告と同様（クラス９、非危険物）の扱いとする


方向で検討し、結論を得る。なお、当該対応が


できない場合については、我が国が国連勧告に


整合していない理由について、書面等により事


業者に明示し、説明責任を果たす。＜平成 22


年度検討開始、平成 23 年度中結論＞ 
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【グリーンイノベーション 27】 


事項名 


 


一般家庭の共同設置大規模太陽光のみなし自家消


費 


規制・制度の概要 


 


・ 現在、一般家庭が太陽光発電を導入した場合、


余剰電力はプレミアム（48 円/kWh）で販売が


可能だが、集合住宅等では構造上の制約によ


り、発電設備を設置できない場合もあり、不公


平感が生じている。 


＜根拠法令＞ 


・ エネルギー供給事業者による非化石エネルギ


ー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な


利用の促進に関する法律（エネルギー供給構造


高度化法） 


・ 平成 21 年経済産業省告示第 278 号（最終改正：


平成22年３月29日 経済産業省告示第66号）


改革の方向性（当初案） ・ 現在、一般家庭が居住の用に供する家屋につい


ては、太陽光発電設備を導入した場合、余剰電


力はプレミアム（48 円/kWh）で販売が可能だ


が、集合住宅等では構造上の制約により、発電


設備を設置できない場合もあり、不公平感が生


じている。したがって、太陽光発電設備を設置


できない集合住宅・団地等において、近隣の空


き地に共同で太陽光発電設備を設置した場合、


その発電設備の発電量と各一般家庭の消費電


力量を差し引いた分を「みなし余剰電力」とし


て、一般家庭が居住の用に供する家屋の余剰電


力と同様に買取対象とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 再生可能エネルギーの全量買取制度に関する


プロジェクトチームにおいて本年７月に示し


た制度の大枠では、「住宅等における小規模な


太陽光発電等については、省エネインセンティ


ブの向上等の観点から例外的に現在の余剰買


取を基本とし、今後具体的な方法について検討


する」としているところ。集合住宅等に係る買


取方式については、太陽光発電の導入拡大に加


え、制度の簡明性や円滑な実施といった観点を
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踏まえつつ、制度の詳細について検討してい


く。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 総合資源エネルギー調査会新エネルギー部


会・電気事業分科会買取制度小委員会において


検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 現在、一般家庭が居住の用に供する家屋につい


ては、太陽光発電設備を導入した場合、余剰電


力はプレミアム（48 円/kWh）で販売が可能だ


が、集合住宅等では構造上の制約により、発電


設備を設置できない場合もあり、不公平感が生


じている。 


○ したがって、太陽光発電設備を設置できない集


合住宅・団地等において、近隣の空き地に共同


で太陽光発電設備を設置した場合、その発電設


備の発電量と各一般家庭の消費電力量を差し


引いた分を「みなし余剰電力」として、一般家


庭が居住の用に供する家屋の余剰電力と同様


に買取対象とすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現在、家庭用太陽光の買取制度があるが、都市


部の多くを占める集合住宅居住者は PV を導入


しづらい。 


・ これらの需要家にも PV 導入による地球環境貢


献への意識の高い需要家もおり、需要地と離れ


た未利用地に共同で PV を設置し、自らの屋根


に設置したものと同様の効果が得られるので


あれば、導入費用を負担するという者も少なく


ない。 


・ 遠隔地に PV をマンションの住人が共同で設置


し、その PV の発電量と各一般家庭の消費電力


量を差し引いた分を『みなし余剰電力』として、


戸建の余剰電力と同様に買取対象とすること
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により、不公平感が軽減され PV の導入も進む。


改革案 ○ 総合資源エネルギー調査会 新エネルギー部


会・電気事業分科会買取制度小委員会におい


て、太陽光発電設備を設置できない集合住宅・


団地等については、近隣の空き地に共同で太陽


光発電設備を設置した場合、その発電設備の発


電量と各一般家庭の消費電力量を差し引いた


分を「みなし余剰電力」として、一般家庭が居


住の用に供する家屋の余剰電力と同様に買取


対象とする方向で検討し、結論を得る。＜平成


22 年度中検討・結論＞ 
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【グリーンイノベーション 28】 


事項名 


 


マンション高圧一括受電サービスの普及促進に向


けた規制の見直し、高圧一括受電サービス普及促


進に係る電気事業法に基づく「主任技術者制度の


解釈および運用（内規）」の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 自家用電気工作物の設置者には、技術基準適合


維持、保安規程の制定・届出、主任技術者の選


任または保安管理業務の外部委託が義務付け


られている。（約９割の自家用電気工作物は、


自家用電気工作物の保安管理業務を外部委託


している。） 


・  自家用電気工作物の保安管理業務を外部委託


する場合は、１年に１回以上、停電を伴う点検


（保護継電器と遮断器の連動動作試験等）を実


施することが義務付けられる。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４


３条第１項 


・ 電気事業法施行規則（平成７年通商産業省令第


７７号）第５２条第１項、第２項、第５２条の


２、第５３条第２項第５号 


・ 電気事業法施行規則第 52 条の 2 第一号口の要


件、第一号ハ及び第 2号ロの機械器具並びに第


一号二及び第二号ハの算定方法等並びに第 53


条第 2項第五号の頻度に関する告示 第４条 


・ 主任技術者制度の解釈及び運用（内規）（平成


21・04・15 原院第 1号） 


改革の方向性（当初案） ・ マンション高圧一括受電サービスで設置する


電気工作物は自家用電気工作物としての点検


を求められるところ。 一般電気事業者による


電力提供の場合（電気事業の用に供する電気工


作物の場合）は、４年に１回の各住戸の定期調


査のみで停電は要求されないが、マンション一


括受電サービスでは１年に１回以上の停電を


伴う点検を求められる。したがって、一般電気


事業者とその他の事業者のイコールフッティ
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ングを図るという 観点から、自家用電気工作


物の適切な保安運用を実施している事業者に


関しては、一般電気事業者と同等の電力提供条


件となるよう停電を伴う点検を不要とすべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 保安管理業務の外部委託をする場合において


は、電気工作物の設置者自らが電気主任技術者


を選任している場合と保安体制が異なる（常駐


と非常駐）ことから、点検頻度（1年に１回以


上の停電を伴う点検など）等を定めているも


の。 


・ 当該点検頻度については、外部委託先が行う保


安管理業務が不適切である事例があったこと


等から、平成１９年に電力安全小委員会の下に


設置されたワーキンググループの報告書を踏


まえて、平成２１年に外部委託契約書等に記載


すべき事項として明確化が図られたものの１


つである。 


・ 外部委託が認められている自家用電気工作物


は、高圧送電系統に接続されるものであり、そ


の危険性や事故等（感電、火災、他者の停電を


伴う波及事故を含む。）の発生するリスクは、


マンションに設置されるからといって、大規模


店舗やビル等に設置されるものより小さいと


言えるものではないことから対応は困難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ マンションにおける自家用電気工作物におい


て、設置者自ら電気主任技術者を選任している


場合と同等の保安が確保されなくなる。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ マンション高圧一括受電サービスで設置する


電気工作物は自家用電気工作物としての点検


を求められるところ。  


○ 一般電気事業者による電力提供の場合（電気事
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業の用に供する電気工作物の場合）は、４年に


１回の各住戸の定期調査のみで停電は要求さ


れないが、マンション一括受電サービスでは１


年に１回以上の停電を伴う点検を求められる。


本件にかかる一般電気事業者と取扱いの違い


についての明確な根拠はない。 


○ また、保安管理業務の外部委託をする場合にお


いては、電気工作物の設置者自らが電気主任技


術者を選任している場合と保安体制が異なる


とのことであるが、高性能な機器の採用及び活


線状態で故障を事前に察知する常時監視を実


施することにより、以前は停電を伴う点検が不


要であったところ。常駐と非常駐による根拠


が、明確になされていない。 


○ したがって、一般電気事業者とその他の事業者


のイコールフッティングを図るという 観点か


ら、自家用電気工作物の適切な保安運用を実施


している事業者に関しては、一般電気事業者と


同等の電力提供条件となるよう停電を伴う点


検を不要とすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ マンション高圧一括受電サービスで設置する


電気工作物は自家用電気工作物であり、保安管


理業務は外部委託しているが、現在の自家用電


気工作物の保安管理業務外部委託の規制にお


いては、自家用電気工作物の点検に伴いマンシ


ョン全館が停電するため、一般電気事業者と同


等の設備であるにもかかわらず、一般電気事業


者のユーザーよりもマンション高圧一括受電


サービスのユーザーの方が利便性を損なって


いる。 


・ この一般電気事業者より厳しい電力提供条件


により、マンション開発業者からマンション高


圧一括受電サービスが採用されず、普及が阻害


されている。 


・ 一般電気事業者による電力提供の場合（電気事


業の用に供する電気工作物の場合）、４年に１
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回の各住戸の定期調査のみで停電は要求され


ないのに対し、マンション一括受電サービスで


は１年に１回以上の停電を伴う点検を求めら


れるようになった。 


・ 高性能な機器の採用及び活線状態で故障を事


前に察知する常時監視を実施することにより、


以前は停電を伴う点検が不要であったところ


が、本規制により無条件で１年に１回以上停電


を伴う点検が必要となった。 


・ 自家用電気工作物の適切な保安運用を実施し


ている事業者に関しては、一般電気事業者と同


等の電力提供条件となるよう停電を伴う点検


を不要とすべきである。 


改革案 ○ マンション高圧一括受電サービスについて、一


般電気事業者とその他の事業者の設備競争上


のイコールフッティングを図るという観点か


ら、例えば高性能な機器の採用及び活線状態で


故障を事前に察知する常時監視を実施するこ


と等により、自家用電気工作物の適切な保安運


用を実施している事業者に関しては、一般電気


事業者と同等の電力提供条件となるよう停電


を伴う点検を不要とする方向で検討し、結論を


得る。＜平成 22 年度検討開始、平成 23 年度中


結論＞ 
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【グリーンイノベーション 29】 


事項名 


 


家庭用電気料金メニューの拡充  


規制・制度の概要 


 


・ 一般電気事業者の選択約款においては、時間帯


別・深夜料金メニュー等に関する取扱いを定め


ている。（なお、選択約款については電気事業


法に基づき経済産業大臣が認可） 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 19 条第６項に基づく、各一般電


気事業者の電気供給の選択約款に規定。   


改革の方向性（当初案） ・ 家庭用電気料金については、電力使用量に応じ


た料金メニューが主体となっており、需要家の


省 CO2 化、負荷平準化等のインセンティブを与


える料金メニュー（例えば、家庭における電気


自動車の料金メニュー（夜間の充電料金）やス


マートメーターの設置需要家を対象とした細


かな料金メニュー（30 分単位等））とはなって


いない。したがって、行政は需要家の省 CO2 化


等を推進して行くためにも、一般電気事業者に


対して、選択約款により、料金メニューの変更


が対応可能な旨を周知し、対応を促すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 需要家サイドにおける省エネや低炭素エネル


ギー活用を図るため、エネルギー需給情報を利


用した需給マネジメントを行うための制度環


境整備のあり方の１つとして、料金メニューの


活用について、検討を行う。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 家庭用電気料金については、電力使用量に応じ


た料金メニューが主体となっており、需要家の


省 CO2 化、負荷平準化等のインセンティブを与


える料金メニュー（例えば、家庭における電気


自動車の料金メニュー（夜間の充電料金）やス


マートメーターの設置需要家を対象とした細


かな料金メニュー（30 分単位等））とはなって


いない。 


○ 需要家サイドにおける省エネや低炭素エネル


ギー活用を図るため、エネルギー需給情報を利


用した需給マネジメントを行うための制度環


境整備のあり方の１つとして、料金メニューの


活用は必要とされているところ。 


○ したがって、需要家の省 CO2 化等を推進して行


く観点から、一般電気事業者に対して、選択約


款により、料金メニューの変更が対応可能な旨


を周知し、電気自動車用及びスマートメーター


用の新たな料金メニューを積極的に構築する


よう対応を促すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 電気料金の設定は、発電・送電・配電により生


じたコストを平均化して設定しているが、例え


ば、夜間での使用は原子力の利用に資するもの


であり、CO2 削減への貢献という観点で安価に


するなど、クリーンな電源にもとづく料金設


定、需給に応じた料金設定等、料金制度の柔軟


な運用が必要である。 


・ 現在、自由化が認められている分野において


は、30 分単位で需要家の電力使用量情報が取


得できる。（取引所取引においても 30 分単位で


価格が決定している。）したがって、一般家庭


にもスマートメーターが導入されれば、30 分


単位での料金制度を作ることは可能である。 


・ 公正取引委員会及び経済産業省は平成 21 年 3


月に「適正な電力取引についての指針」を改定


したところである。平成 11 年に部分自由化さ


れた範囲において、一般電気事業者が、その供
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給区域を越えて、他の一般電気事業者の供給区


域に参入したケースは、わずか１例しかない。


一般電気事業社間の市場競争が進展しない状


況を是正し、電気料金の低廉化と事業者選択の


拡大の観点からユーザー利益を拡大すべく、一


般電気事業者間競争の促進のためのルール作


り（市場整備）について、早急に検証・検討を


進め、指針として明らかにして欲しい。 


改革案 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


(制度環境小委員会)等において、需要家の省


CO2 化等を推進して行く観点から、一般電気事


業者に対して、選択約款により、料金メニュー


の変更が対応可能な旨を周知し、電気自動車用


及びスマートメーター用の新たな料金メニュ


ーを積極的に構築するよう対応を促す。併せ


て、その旨を国民に広く周知する。＜平成 22


年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション 30】 


事項名 


 


需要家のロードカーブ情報の取扱い 


規制・制度の概要 


 


・ 電気事業法上の規定はない。 


・ 経済産業省（資源エネルギー庁）のスマートメ


ーター制度検討会にて検討中。 


＜根拠法令＞ 


・ － 


改革の方向性（当初案） ・ 需要家の電力使用量情報（時間帯別のロードカ


ーブ情報）については、「需要家のもの」との


認識が広がりつつあるが、個人情報の保護、セ


キュリティ確保等に配慮した開示ルールが未


整備であるなど、情報の取扱が明確化されてい


ない。また、スマートメーターから情報を集約


し、複数の需要家をまとめて管理するエネルギ


ーマネジメントサービスの提供事業者等につ


いても、新規産業の創出を図る観点から、その


位置付け（電気事業法の取扱い等）の明確化が


必要である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電力使用情報については他の情報と同様、現行


の個人情報保護制度の対象であり、当該制度の


範囲内において現行も対応可能。 


・ 更に、省エネや低炭素エネルギー活用を図るべ


く、エネルギー需給情報を活用した需給マネジ


メントを行うための、制度環境整備のあり方に


ついて検討を行う。 


・ なお、電気事業法の規制対象は電気の供給事業


であり、エネルギーマネージメントサービスの


提供事業はその対象ではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 需要家の電力使用量情報（時間帯別のロードカ


ーブ情報）については、「需要家のもの」との


認識が広がりつつあるが、個人情報の保護、セ


キュリティ確保等に配慮した開示ルールが未


整備であるなど、情報の取扱が明確化されてい


ない。 


○ 省エネや低炭素エネルギー活用を図るべく、エ


ネルギー需給情報を活用した需給マネジメン


トを行うための、制度環境整備のあり方につい


て検討を行う必要があるとされているところ。


○ また、スマートメーターから情報を集約し、複


数の需要家をまとめて管理するエネルギーマ


ネジメントサービスの提供事業者等について


も、新規産業の創出を図る観点から、その位置


付け（電気事業法の取扱い等）の明確化が必要


である。 


具体例、経済効果等 ・ 個人のロードカーブ情報について、マンション


等で高圧の一括受電を活用し、時間帯別の電力


サービスを受けている需要家については、電力


使用量の情報が還元されている。低圧需要家に


ついても、スマートメーターの設置を契機とし


て、同様に還元すべきである。 


・ 今後、太陽光発電が大量に導入された場合、系


統維持にかかるアンシラリーサービスコスト


（電源・流通設備を一体的に制御することによ


り周波数を適正な範囲に維持するサービス）が


増加することも想定される。エネルギーマネジ


メントサービスの提供事業者が地域内で需要


家の電力需給を調整する機能を持てば、系統安


定化に資すると考えられ、これらを活用する仕


組みの構築は有効である。 


・ 将来的なスマートコミュニティの姿は、一括受


電が地域単位で発展した形ではないか。例え


ば、地方公共団体等が地域内での電力需要をま


とめ、これに一般電気事業者や特定規模電気事


業者が供給する仕組みも考えられる。 
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改革案 ○ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


(制度環境小委員会)等において、需要家の電力


使用量情報（時間帯別のロードカーブ情報）に


かかる個人情報の保護、セキュリティ確保等に


配慮した開示ルールの整備など、情報の取扱い


に関する方向性について検討し、結論を得る。


＜平成 22 年度中検討・結論＞ 


○ 併せて、スマートメーターから情報を集約し、


複数の需要家をまとめて管理するエネルギー


マネジメントサービスの提供事業者等につい


て、新規産業の創出を図る観点から、その位置


付け（当該事業者は電気事業法の対象外である


等）の明確化を図る。＜平成 22 年度中措置＞
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【グリーンイノベーション 31】 


事項名 


 


特定電気事業制度の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 特定電気事業者は、正当な理由がなければ、そ


の供給地点における需要に応ずる電気の供給


を拒んではならず、需要家への供給義務を負


う。一方、一般電気事業者には、特定電気事業


の供給区域に対する供給義務はない。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 24 条の３ 


改革の方向性（当初案） ・ 特定電気事業制度については、平成７年の制度


改革以降で当該制度を利用した事業者が僅か


６社であり、一事業者のみで需要家への最終供


給責任を負う制度では、電気と熱を効率的に併


用し、運営することが難しいとの指摘がある。


したがって、地域エネルギーの効率的な利用に


資する一定規模・範囲の特定電気事業者につい


て、一般電気事業者等の複数の電源より、常時


電力の供給（系統連系）を受けることが可能と


なる制度とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  分散型電力供給システムのあり方について、


エネルギーの効率的な供給の観点に加え、適正


な競争環境の整備や需要家保護といった視点


も踏まえ、制度のあり方について検討を行う。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分


科会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 特定電気事業制度については、平成７年の制度


改革以降で当該制度を利用した事業者が僅か


６社であり、一事業者のみで需要家への最終供


給責任を負う制度では、電気と熱を効率的に併


用し、運営することが難しいとの指摘がある。
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○ したがって、地域エネルギーの効率的な利用に


資する一定規模・範囲の特定電気事業者につい


て、一般電気事業者等の複数の電源より、常時


電力の供給（系統連系）を受けることが可能と


なる制度とすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 特定電気事業においては、ピークに合わせた設


備の保有が義務付けられている。また、当該エ


リア内の電気の同時同量を担保する必要があ


り、熱主電従による高効率運転が難しい。つい


ては、系統電力の購入を行うことで効率的な事


業運営を可能とすべきである。 


・ 再生可能エネルギーを利用して、工場や集合住


宅にて大容量の発電を行い、それらを利用する


と同時に、電気自動車への充電などに利用す


る。その際、電気事業法にて電力供給義務が発


生するが、これら運用上の緩和、または廃止し、


系統からのバックアップを受けられるように


することで、不安定な再生可能エネルギーの利


用、用途の拡大につながる。 


改革案 ・ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


（制度環境小委員会）等において、地域エネル


ギーの効率的な利用に資する一定規模・範囲の


特定電気事業者について、一般電気事業者等の


複数の電源より、常時電力の供給（系統連系）


を受けることが可能となる等、特定電気事業制


度の柔軟化の方向で検討し、結論を得た上で、


速やかに措置する。＜平成 22 年度中検討・結


論、結論を得次第措置＞ 
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【グリーンイノベーション 32】 


事項名 


 


特定供給の関係性の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 特定供給は、電力の供給者と需要者間におい


て、生産工程、資本関係、人的関係、取引等関


係、組合設立の何れかの密接な関係がある場合


に認められる。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 17 条、電気事業法施行規則第 21


条 


改革の方向性（当初案） ・ 特定供給については、電気事業法施行規則にお


いて、電気の供給者と需要者の資本関係・人的


関係・組合設立など、関係性が強く求められて


いるが、許可要件が厳格であり、電気の融通が


広く普及しない。電気の融通を促進させる観点


から、例えば、①電気の供給者・需要者の両者


が、共同で融通設備に投資し、電力の売買契約


を締結した場合や②子会社が分社化した場合


等については、組合等を設立せずとも特定供給


の関係性を満たすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 分散型電力供給システムのあり方について、エ


ネルギーの効率的な供給の観点に加え、適正な


競争環境の整備や需要家保護といった視点も


踏まえ、制度のあり方について検討を行う。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 特定供給については、電気事業法施行規則にお


いて、電気の供給者と需要者の資本関係・人的


関係・組合設立など、関係性が強く求められて


いるが、許可要件が厳格であり、電気の融通が


広く普及しない。 
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○ 電気の融通を促進させる観点から、例えば、①


電気の供給者・需要者の両者が、共同で融通設


備に投資し、電力の売買契約を締結した場合や


②子会社が分社化した場合等については、組合


等を設立せずとも特定供給の関係性を満たす


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 密接な関係としての組合設立（供給者と供給の


相手方が共同して組合を設立し、かつ長期にわ


たり継続して発電設備を保有する等）では、共


同して長期に事業リスク等を負うことを懸念


して企業の参入が進まない。 


・ 電力融通の円滑化の観点から、子会社が分社化


した場合についても、特定供給の「人的」要件


を満たして欲しい。 


改革案 ・ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


（制度環境小委員会）等において、電気の融通


を促進させる観点から、例えば、①電気の供給


者・需要者の両者が、共同で融通設備に投資し、


電力の売買契約を締結した場合や②子会社が


分社化した場合等については、組合等を設立せ


ずとも特定供給の関係性を満たすこと等、特定


供給制度の柔軟化の方向で検討し、結論を得た


上で、速やかに措置する。＜平成 22 年度中検


討・結論、結論を得次第措置＞ 
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【グリーンイノベーション 33】 


事項名 


 


特定供給の対象となるエリア概念の拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 特定供給については、専ら一の建物内又は経済


産業省令で定める構内（さく、へいその他の客


観的な遮断物によって明確に区画された一の


構内「一の需要場所」）の需要に応じ、電気を


供給するための発電設備により電気を供給す


るときなどを除き、経済産業大臣の許可を受け


なければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 17 条、電気事業法施行規則第 21


条 


改革の方向性（当初案） ・ 現行の特定供給の制度では道路を隔てた建物


間は電気事業法における「一の需要場所」には


該当しないため、自由な電力融通ができない。


したがって、地域コミュニティを活用した電気


の融通を促進させる観点から、「一の需要場所」


のエリア概念を拡大すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 分散型電力供給システムのあり方について、エ


ネルギーの効率的な供給の観点に加え、適正な


競争環境の整備や需要家保護といった視点も


踏まえ、制度のあり方について検討を行う。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 現行の特定供給の制度では道路を隔てた建物


間は電気事業法における「一の需要場所」には


該当しないため、自由な電力融通ができない。


○ したがって、地域コミュニティを活用した電気


の融通を促進させる観点から、「一の需要場所」


のエリア概念を拡大すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 地域一帯でマイクログリッド（例えば、複数の


再生可能エネルギー発電設備を地域で保有し、


地域内で電力融通を行う）を行う場合、「一の


需要場所」でないことから特定供給ができず、


コミュニティ内での最適なエネルギー利用が


構築できない。 


・ 電気の融通の実施にあたっては、コスト面の観


点から、需要家の歯抜け（電気の融通に参加し


ない世帯）を防ぎ、一定の低炭素化に資する広


域的な地域を「一の需要場所」とすべきである。


改革案 ○ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


（制度環境小委員会）等において、地域コミュ


ニティを活用した電気の融通を促進させる観


点から、例えば道路を隔てた建物間での電気の


融通を可能とするなど、特定供給制度の「一の


需要場所」のエリア概念の拡大等、特定供給制


度の柔軟化の方向で検討し、結論を得た上で、


速やかに措置する。＜平成 22 年度中検討・結


論、結論を得次第措置＞ 
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【グリーンイノベーション 34】 


事項名 


 


低圧託送料金制度の創設 


規制・制度の概要 


 


・ 一般電気事業者の託送供給約款においては、一


般電気事業者及び特定規模電気事業者（電力小


売を行う事業者）等が、発電・調達した電気を


一般電気事業者が運営する送配電網を介して、


需要家に供給する取扱いを定めている。（なお、


託送供給約款については電気事業法に基づき


経済産業大臣が認可） 


＜根拠法令＞ 


・ 電気事業法第 24 条の３に基づく、各一般電気


事業者の電気供給の託送供給約款に規定。 


改革の方向性（当初案） ・ 託送料金制度は、高圧以上の送電線の利用ルー


ルしか設定されていないため、太陽光発電が設


置できない集合住宅等において、近隣の空き地


に共同で太陽光発電設備を設置し電力融通を


行う場合などの際に、既存の電力線を利用でき


ない。また、地域レベルでの低圧の電力受け渡


しについて、既存の電力線を利用できない。し


たがって、行政は既存の電力線を活用して円滑


な電力融通を行う観点から、一般電気事業者に


対して、選択約款により、低圧託送の利用が対


応可能な旨を周知し、対応を促すべきである。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 特定規模電気事業者（PPS）については、託送


義務は存在するが、太陽光発電の余剰買取制度


が存在し、低圧が自由化されていない現状では


低圧託送のニーズが限定的と考えられる。ただ


し、今後、再生可能エネルギーの固定価格買取


制度の導入に伴う競争環境整備、分散型電力供


給システムのあり方等を検討する中で、託送制


度についても検討を加えることとしている。 


・ なお、当事者間の合意に基づき一般電気事業者


が託送を行う行為については、電圧を問わず制


度上禁止されていない。 


・ また、託送料金制度においては選択約款制度は
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存在しない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、総合資源エネルギー調査会電気事業分科


会において検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 託送料金制度は、高圧以上の送電線の利用ルー


ルしか設定されていないため、太陽光発電が設


置できない集合住宅等において、近隣の空き地


に共同で太陽光発電設備を設置し電力融通を


行う場合などの際に、既存の電力線を利用でき


ない。また、地域レベルでの低圧の電力受け渡


しについて、既存の電力線を利用できない。 


○ したがって、行政は既存の電力線を活用して円


滑な電力融通を行う観点から、一般電気事業者


に対して、低圧託送が相対契約等で対応可能な


旨を周知し、対応を促すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現在、既設の配電網のある場所は、自営線を引


けない状況にあり、特別高圧及び高圧までの料


金メニューしかない。太陽光発電の買取制度の


導入拡大は、配電網の利用が不可避となること


から、低圧部分の託送料金は必要となる。 


改革案 ○ 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会


（制度環境小委員会）等において、既存の電力


線を活用して円滑な電力融通を行う観点から、


一般電気事業者の低圧託送による相対契約等


が対応可能となる方向で検討し、結論を得る。


その上で、一般電気事業者に対して、当該対応


の早期実施を促し、併せて、その旨を国民に広


く周知する。＜平成 22 年度中検討・結論、結


論を得次第措置＞ 
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【グリーンイノベーション 35】 


事項名 


 


ガス導管事業の用に供する導管の道路占用許可 


規制・制度の概要 


 


・ ガス導管の敷設については、道路法における道


路占用の特例が、ガス事業法に定める一般ガス


事業又は簡易ガス事業の用に供するガス管に


限定されており、ガス導管事業の用に供するガ


ス管については対象となっていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法第 32 条、第 33 条、第 36 条、道路法施


行令第９条、国土交通省事務連絡（平成 16 年


３月 30 日付、国土交通省道路局路政課道路利


用調整室課長補佐通達） 


改革の方向性（当初案） ・ ガス管の敷設については、一般ガス事業または


簡易ガス事業の用に供するガス管については


道路占用許可が特例的に与えられているが、ガ


ス導管事業はその対象となっておらず、円滑な


ガス導管整備ができない。したがって、低炭素


社会の実現に向けた導管敷設促進の観点から、


ガス導管事業（一般ガス事業の供給区域外を含


む）についても、一般ガス事業の用に供するガ


スインフラと同様の取扱いとすべきである。 


＜追加分＞ 


・ エネルギー基本計画においては、省エネ、省


CO2 化の観点から、天然ガスへの燃料転換の加


速及び低廉かつ安定的な天然ガスの供給を拡


大するためのガス供給網の拡大を掲げている


ところ。ガス管の敷設については、一般ガス事


業または簡易ガス事業の用に供するガス管に


ついては道路占用許可が特例的に与えられて


いるが、ガス導管事業はその対象となっておら


ず、円滑なガス導管整備ができない。 


・  特に、ガスパイプラインに関しては、道路に


おける敷設が一般に長大であり、複数の地方公


共団体を跨ぐこともあることから、調整に時間


がかかる。さらに、道路法第 33 条の許可要件
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では、道路管理者が道路の敷地外に余地がない


場合に許可できるとしたものであり、一定条件


を満たした場合においても、特定の場所で円滑


な敷設が進まない恐れもあり、敷設計画が立て


にくい。 


・ 一方、国土交通省は、経済産業省からガス導管


事業者によるパイプラインの設置計画等の情


報提供を受け、当該情報を関係道路管理者に


対して提供しているところ、情報提供のみで


は円滑な設置に対応しているとは言い難い。 


・ したがって、省エネ・省 CO2 化に資する天然ガ


ス供給拡大のためのガスパイプラインの敷設


円滑化という公共性の高さ及び政策的課題の


実現の観点から、経済産業省及び国土交通省


は、事業者によるパイプラインの設置計画等を


関係道路管理者に情報提供することにとどま


ることなく、両省が協議のうえ、道路占用許可


を優先的に取扱うことができる方向で対応を


検討し結論を得る。その上で、国土交通省は関


係道路管理者に対して、当該事務の取扱いを通


知すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


【国土交通省】 


・ 道路法第３６条に基づく占用の特例の対象と


するか否かの判断にあたっては、一般公衆の生


活と密接な関係を有し、公益性が高いという観


点から、個別の事業法において一般利用者に対


する役務提供義務を設けていること等を踏ま


えて判断しているところであり、ガス導管事業


に係るガス管について特例の対象とすること


は困難である。ただし、道路法第３３条の基準


に適合すれば、ガス導管事業に供するガス管の


占用は可能である。 


・ なお、国土交通省においては、経済産業省から


ガス導管事業者によるパイプラインの設置計


画等の情報提供を受け、当該情報を関係道路管
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理者に対して提供するなど、円滑な設置に配慮


している。 


＜追加分＞ 


【経済産業省】 


・ 道路法３６条の道路占用の特例の対象に、ガス


導管事業の用に供するガス管を新たに加える


べきである。仮に、現行規定のまま運用の改善


によって対応することとする場合は、国土交通


省において、道路占用が許可されるための具体


的要件（道路の敷地外に余地がない場合の判断


基準）を明示した上で、道路管理者は、道路占


用許可申請の内容が道路法第３３条の基準に


適合している場合には、速やかに当該占用許可


を行うよう措置されたい。理由は以下の通り。


・ エネルギー基本計画（平成２２年６月閣議決


定）において、天然ガスは、化石燃料の中で最


も CO2 排出が少なく、新規供給源も立ち上が


ってきていることから、低炭素社会の早期実現


に向けて重要なエネルギー源であり、天然ガス


シフトを推進すべきとされた。特にガスインフ


ラネットワークについては、天然ガスへの燃料


転換の加速、低廉かつ安定的な天然ガスの供給


を拡大することから、その拡大、連携強化を目


指すことが明記されている。経済産業省では、


ガスのインフラネットワークの整備について、


天然ガスシフトの基盤となる重要な課題とし


て、ＷＧを設置して検討しているところ。 


・ このように、ガスインフラネットワークの整備


は、低炭素社会の実現の観点からも、エネルギ


ー安定供給の観点からも重要であるが、その促


進のためには、ＬＮＧ基地間や供給区域間を結


ぶ、長大なガス導管事業の用に供するガス管の


敷設が有効。 


・ ところが現行規定の下では、ガス導管事業の用


に供するガス管は道路占用許可の特例の対象


外とされており、しかも、ガス事業者がどのよ
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うな情報を管理者に提供すれば道路占用許可


が下りるのか必ずしも明らかでなく、道路管理


者によって対応にばらつきがあるなど、道路占


用許可にかかる申請前後の調整に長期間を要


することがしばしばある。長大なガス導管事業


に供するガス管について道路占用許可が円滑


に進まなければ、大幅な工期長期化・コストア


ップにつながり、ひいては整備主体たるガス事


業者の投資判断にも影響が出て、ガスインフラ


ネットワークの整備に支障が出るおそれがあ


る。 


・ 国土交通省は、特例を認めるための要件として


公益性を要求するが、ガス導管事業は、一定の


公益性を有している。その現れとして、ガス事


業法は、ガス導管事業を営もうとする場合には


事前に届け出なければならないこととしてい


る（法第２２条の５及び第３７条の７の２）。


また、同法は、一般ガス事業者（ガス導管事業


を営む場合を含む。）及びガス導管事業者に託


送供給義務を課している（法第２２条第６項及


び第３７条の８）。さらに、一般ガス事業者へ


の卸供給を通じて最終的には小口需要家にガ


スを送り届けており、小口需要家への供給とい


う観点からは、特例が認められている一般ガス


事業者と、実態として同様の重要な役割を果た


している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ エネルギー基本計画においては、省エネ、省


CO2 化の観点から、天然ガスへの燃料転換の加


速及び低廉かつ安定的な天然ガスの供給を拡
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大するためのガス供給網の拡大を掲げている。


○ ガス管の敷設については、一般ガス事業または


簡易ガス事業の用に供するガス管については


道路占用許可が特例的に与えられているが、ガ


ス導管事業はその対象となっておらず、円滑な


ガス導管整備ができない。 


○ 特に、ガスパイプラインに関しては、道路にお


ける敷設が一般に長大であり、複数の地方公共


団体を跨ぐこともあることから、調整に時間が


かかる。さらに、道路法第 33 条の許可要件で


は、道路管理者が道路の敷地外に余地がない場


合に許可できるとしたものであり、一定条件を


満たした場合においても、特定の場所で円滑な


敷設が進まない恐れもあり、敷設計画が立てに


くい。 


○ 一方、国土交通省は、経済産業省からガス導管


事業者によるパイプラインの設置計画等の情


報提供を受け、当該情報を関係道路管理者に対


して提供しているところ、情報提供のみでは円


滑な設置に対応しているとは言い難い。 


○ したがって、省エネ・省 CO2 化に資する天然ガ


ス供給拡大のためのガスパイプラインの敷設


円滑化という公共性の高さ及び政策的課題の


実現の観点から、経済産業省及び国土交通省


は、事業者によるパイプラインの設置計画等を


関係道路管理者に情報提供することにとどま


ることなく、両省が協議のうえ、道路占用許可


を優先的に取扱うことができるよう、対応を検


討すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 平成 16 年に創設されたガス導管事業に対して


は、道路占用許可特例の対象となっていないこ


とから、円滑なガス導管整備が困難となってい


る。 


・ エネルギー基本計画においては、低炭素社会の


実現に向けて、一般ガス事業の供給区域外を中


心としたガスインフラネットワークの整備促
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進が課題とされており、一般ガス事業の用に供


するガスインフラと同様に、円滑な整備促進が


求められている。 


改革案 ○ 省エネ・省 CO2 化に資する天然ガス供給拡大の


ためのガスパイプラインの敷設円滑化という


公共性の高さ及び政策的課題の実現の観点か


ら、経済産業省及び国土交通省は、事業者によ


るパイプラインの設置計画等を関係道路管理


者に情報提供することにとどまることなく、両


省が協議のうえ、道路占用許可を優先的に取扱


うことができる方向で対応を検討し、結論を得


る。その上で、国土交通省は関係道路管理者に


対して、当該事務の取扱いを通知する。＜平成


23 年度中検討・結論・措置＞ 
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【グリーンイノベーション 36】 


事項名 


 


行政によるガス工事・通信工事跡の受託復旧費用


の抑制 


規制・制度の概要 


 


・ 道路管理者は、ガス工事・通信工事後、道路の


構造を保全するために必要があると認める場


合又は道路占用者の委託があった場合には、道


路の占用に関する工事で道路の構造に関係の


あるものを自ら行うことができる。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法第 38 条、国土交通省道路局路政課道路


利用調整室課長補佐通達（平成 20 年３月 25 日


改革の方向性（当初案） ・ 道路占用事業者（一般ガス事業者、通信会社等）


が道路工事を行った場合、原則として、当該事


業者が舗装復旧を行うこととなっているが、地


方公共団体によっては、行政が受託復旧を行


い、その復旧費用を占用事業者に支払うよう命


じてくる場合があり、復旧費用は自社で復旧す


るより割高となっている事例もある。したがっ


て、工事の効率性、費用負担等を勘案し、施工


を行った道路占有事業者が行う、または道路占


有事業者を含めた競争入札により、舗装復旧を


行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 道路の占用に関する工事については、本来、道


路占用者が行うべきものであるが、当該工事


が、道路の構造又は交通に支障を及ぼすおそれ


にかんがみ、道路管理者が「道路の構造を保全


するために必要があると認める場合」等におい


ては、道路の占用に関する工事で道路の構造に


関係のあるものを自ら行うことができること


とされている。 


・ 当該工事は、競争入札等により施工者を決定し


ており、同工事のうち占用に関する工事に係る


費用は、道路占用者の負担となるが、当該工事


の完了後に精算するなど、工事の落札状況に応


じた適切な額となるよう留意することとして


いる。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 道路法第 38 条においては、道路管理者が自ら


占用工事を行うことができるのは「道路の構造


を保全するために必要があると認める場合」又


は「道路占用者の委託があった場合」に限定さ


れている。 


○ これにより、道路占用事業者（一般ガス事業者、


通信会社等）が道路工事を行った場合、原則と


して、当該事業者が舗装復旧を行うこととなっ


ているが、地方公共団体によっては、行政が受


託復旧を行い、その復旧費用を占用事業者に支


払うよう命じてくる場合があり、復旧費用は自


社で復旧するより割高となっている事例もあ


る。 


○ 当該工事は、競争入札等により施工者を決定し


ているとの回答であるが、入札が徹底していな


いとの指摘もあり、道路占用事業者（一般ガス


事業者、通信会社等）を入札に参加させない合


理的な理由もない。 


○ したがって、工事の効率性、費用負担等を勘案


し、施工を行った道路占有事業者が行う、また


は道路占有事業者を含めた競争入札の徹底に


より、舗装復旧を行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ コスト面での非効率性はもとより、占用事業者


による自社復旧であれば、道路施工時におい


て、近隣住民等に対する工事説明等を実施して


いることから、自社責任かつ迅速・円滑に施工


できることから、道路利用者の不利益も最小限


に抑制できる。 


・ 国土交通省道路局路政課道路利用調整室課長
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補佐通達（平成 16 年３月 30 日付）では、道路


管理者がガス事業者に対して、工事を行う時期


を明確にしていない場合や道路管理者が求め


る復旧工事に係る費用が実績に応じたもので


ないとの指摘から、道路法の規定に基づく適切


な取扱いの徹底を周知しているところである


が、改善が図られていないとの指摘もあること


から、取扱いの見直しが必要である。 


改革案 ○ 道路占用事業者（一般ガス事業者、通信会社等）


が道路工事を行った場合について、工事の効率


性を高め、費用負担等を軽減する等の観点か


ら、施工を行った道路占有事業者が行う、また


は道路占有事業者を含めた競争入札の徹底に


より、舗装復旧を行う方向で検討し、結論を得


る。その上で、関係道路管理者に対して、当該


事務の取扱いを通知する。＜平成 23 年度中検


討・結論・措置＞ 
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【グリーンイノベーション 37】 


事項名 


 


ガス事業託送約款料金算定規則における減価償


却費算定方法の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ ガス導管事業者が新規に導管を敷設する場合、


託送供給料金の算定基礎となるガス導管の減


価償却にかかる耐用年数は法人税の定める耐


用年数（鋳鉄製導管：22 年、鋳鉄製導管以外


の導管 13 年）を上回る 30 年が適用される。 


＜根拠法令＞ 


・ ガス事業託送供給約款料金算定規則第７条（別


表第１第１表）、減価償却資産の耐用年数等に


関する省令（別表第二） 


改革の方向性（当初案） ・ ガス導管事業者が敷設するガス管については、


新規敷設導管について単独料金を設定した場


合、他の導管の託送料金水準に比べて高額とな


るため、財務会計上採用している減価償却とは


別の計算方法（30 年）で算定しているが、一


般ガス事業者が供給区域外で同様にガス管を


敷設した場合には適用されない。したがって、


低廉な託送料金水準による需要家利益の拡大


を図る観点から、一般ガス事業者が行う供給区


域外のガス導管事業についても、ガス導管事業


者と同様の取扱いとすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 一般ガス事業者が行う供給区域外のガス導管


事業についても、託送料金算定の基礎として、


30 年の減価償却費算定方法を認めるかどうか


については、今後、実態を踏まえながら検討を


行う予定。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在、「低炭素社会におけるガス事業のあり方


検討会」において導管敷設に関するインセンテ


ィブについて検討中であり、本要望についても


その中で取り上げる予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  
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改革事項に対する 


基本的考え方 


○ エネルギー基本計画においては、省エネ、省


CO2 化の観点から、天然ガスへの燃料転換の加


速及び低廉かつ安定的な天然ガスの供給を拡


大するためのガス供給網の拡大を掲げている。


○ ガス導管事業者が敷設するガス管については、


新規敷設導管について単独料金を設定した場


合、他の導管の託送料金水準に比べて高額とな


るため、財務会計上採用している減価償却とは


別の計算方法（30 年等）で算定しているが、


一般ガス事業者が供給区域外で同様にガス管


を敷設した場合には適用されない。 


○ したがって、ガス供給網の敷設促進及び低廉な


託送料金水準による需要家利益の拡大を図る


観点から、一般ガス事業者が行う供給区域外の


ガス導管事業についても、ガス導管事業者と同


様の取扱いとすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 一般ガス事業者が行う供給区域外のガス導管


事業については、供給区域内を含めた料金設定


ができないため、単独料金を設定した場合、新


規敷設導管敷設時と同様の課題を内包してい


る。 


・ エネルギー基本計画においては、低炭素社会の


実現に向けて、一般ガス事業の供給区域外を中


心としたガスインフラネットワークの整備促


進が課題とされており、低廉な託送料金水準に


よる天然ガスシフトを加速させる観点から、対


応が必要である。 


改革案 ○ 低炭素社会におけるガス事業のあり方検討会


において、ガス供給網の敷設促進及び低廉な託


送料金水準による需要家利益の拡大を図る観


点から、一般ガス事業者が供給区域外で行うガ


ス導管事業について、ガス導管事業者と同様に


託送料金の算定に財務会計上採用している減


価償却とは別の計算方法（30 年等）を適用す


る方向で検討し、結論を得た上で、速やかに措


置する。＜平成 22 年度中検討・結論、結論を
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得次第措置＞ 
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【グリーンイノベーション 38】 


事項名 


 


準工業地域におけるバイオガスの製造の適用除外


規制・制度の概要 


 


・ 準工業地域内においては、可燃性ガスの製造に


かかる事業にかかる建築物は、建築してはなら


ない。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 48 条第 10 項、同別表第２（用途


地域等内の建築物の制限）、建築基準法施行令


第 130 条の９の５ 


改革の方向性（当初案） ・ 下水処理場等で発生する消化ガスには都市ガ


スの原料となるメタンが多く含まれており、都


市ガスの原料として利用することが可能であ


るが、準工業地域内では可燃性ガスの製造事業


にかかる建築ができないため、当該製造ができ


ない。製造工程が消化ガスに含まれる不純物除


去等であり、高度な製造技術を要しないことか


らも、建築基準法の適用除外とすべきである。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 建築基準法第４８条は、用途地域ごとの目的に


応じて各用途地域に建築することのできる建


築物の用途を制限しているが、個別の計画につ


いて、特定行政庁が安全上若しくは防火上の危


険の度若しくは衛生上の有害の度が低いと認


め、又は公益上やむを得ないと認めて許可した


場合には、可燃性ガスの製造工場を建築するこ


とが可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り、現行制度で対応可能。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り、現行制度で対応可能。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


○ 下水処理場等で発生する消化ガスには都市ガ


スの原料となるメタンが多く含まれており、都


市ガスの原料として利用することが可能であ


るが、準工業地域内では可燃性ガスの製造事業


にかかる建築ができないため、当該製造ができ


ない。 


○ 建築基準法では、特定行政庁が安全上若しくは


防火上の危険の度若しくは衛生上の有害の度


が低いと認め、又は公益上やむを得ないと認め


て許可した場合には、可燃性ガスの製造工場を


建築することが可能としているところ。一方、


可燃性物質であるアセチレンガスの製造につ


いては、建築基準法施行令で適用除外とされて


いる。 


○ したがって、下水処理場を所有する地方公共団


体の公共性の高さ及び省エネ・省 CO2 化に資す


る政策的課題の実現の観点から、製造工程が消


化ガスに含まれる不純物除去等であり、高度な


製造技術を要しない下水処理場等で発生のバ


イオガスについて、建築基準法施行令で適用除


外とすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ バイオガスは、エネルギー利用という点では十


分に利用されていない。特に、下水処理場等で


発生する消化ガスは、通常、自家使用以外に利


用用途がなく、自家使用を超える余剰分につい


ては廃棄されている。今後、こうした余剰消化


ガスを都市ガス品質まで高度に精製し、活用す


ることが期待されている。 


・ 用途地域における用途制限については、経済社


会の変化、国民のニーズ、技術進歩等に対応し


て、不断に見直すべきである。 


・ 政府は、地球温暖化防止、循環型社会の形成等


の観点から、バイオマスの利活用推進を進めて


おり、2009 年６月に施行されたバイオマス活


用促進基本法では、バイオマスを供給する関連


事業の創出のため、必要な施策を講ずることと
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している。今後のバイオガスの利活用推進に向


けた取組みを阻害することのないよう、現実的


な対応をすべきである。 


・ 本緩和により、下水処理場を所有する地方公共


団体での取組みが進展する。 


改革案 ○ 下水処理場を所有する地方公共団体の公共性


の高さ及び省エネ・省 CO2 化に資する政策的課


題の実現の観点から、製造工程が消化ガスに含


まれる不純物除去等であり、高度な製造技術を


要しない下水処理場等で発生のバイオガスに


ついて、建築基準法施行令で適用除外とする方


向で検討し、結論を得た上で、速やかに措置す


る。＜平成 23 年度中検討・結論・措置＞ 
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【グリーンイノベーション 39】 


事項名 


 


ガスパイプラインのインフラ整備に資する占用許


可要件等の柔軟化・明確化 


規制・制度の概要 


 


【概要】 


○河川 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


・河川縦断時の埋設許可要件については、河川敷


地の占用許可に関して、「工作物は、原則として


河川の縦断方向に設けないものであり、かつ、


洪水時の流出などにより河川を損傷させないも


のであること」、工作物設置許可に関して、「河


川の縦断方向に上空又は地下に設ける工作物


は、設置がやむを得ないもので治水上支障のな


いものを除き設けないものとすること」、「縦断


的に設置しないことを基本とするものとするこ


と。」と定められている。 


＜河川区域内での防護装置＞ 


・河川区域内での防護装置については、「圧力管を


設置するときは、二重構造とするものとするこ


と」と定められている 


○道路 


＜農業用道路の占用許可要件＞ 


・農業用道路は、土地改良法により、土地改良施


設と規定されており、土地改良施設をガス工作


物の設置の用に兼ねて供する場合には、地方公


共団体等との協議を行うことができると規定し


ている。（許可要件については明確となっていな


い。） 


＜港湾道路の占用許可要件＞ 


・港湾道路は、港湾法により、港湾施設と規定さ


れており、港湾区域内の工事には港湾管理者の


許可が必要と規定している。（許可要件について


は明確となっていない。） 


＜高速道路の占用許可要件＞ 


・高速道路については、道路法による道路とされ


ており、道路法により認められる義務的占用の
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対象として規定されている。 


○公共用地等 


＜公共用地等における占用許可要件＞ 


・ 個別法（河川法・道路法等）に定めのない公共


用地（例えば、法定外公共物（いわゆる赤道）


や企業団地の形成を目的とした用地取得で区画


等が未整備の用地等）は、国有財産法及び地方


自治法において、その用途又は目的を妨げない


限度において、貸し付け、又は私権（地上権等）


を設定することができるとされている。 


・また、都市公園については、公園管理者は、公


園の占用が公衆のその利用に著しい支障を及ぼ


さない場合等に限り、許可を与えることができ


ると規定している。 


＜根拠法令＞ 


○河川 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


・河川法第 24 条、建設省河政発第 67 号（平成 11


年８月５日付、建設事務次官通達）第８第２項


第５号、国河治第 71 号（平成 14 年７月 12 日付、


工作物設置許可基準）第４第６項、第 17 第１項


第１号 


＜河川区域内での防護装置＞ 


・河川法第 26 条第１項、国河治第 71 号（平成 14


年７月 12 日付、工作物設置許可基準）第 17 第１


項第２号 


○道路 


＜農業用道路の占用許可要件＞ 


・土地改良法第２条第２項第１号、法第５６条第


２項 


＜港湾道路の占用許可要件＞ 


・港湾法第２条、港湾法 37 条１項、各港湾管理者


（地方公共団体等）の定める条例等 


＜高速道路の占用許可要件＞ 


・道路法第 32 条 


○公共用地等 
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＜公共用地等における占用許可要件＞ 


・国有財産法第 18 条、地方自治法第 238 条の４ 


・都市公園法第６条 


改革の方向性（当初案） ○河川 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


・河川縦断時の埋設許可要件については、単に工


作物を河川縦断方向に設けないという規定では


なく、治水上問題とならない場合は原則可とすべ


きである。 


＜河川区域内での防護装置＞ 


・圧力管については、安全性の確保が検証されれ


ば、必ずしも二重構造とせず、治水上問題となら


ない仕様による設置の許可とすべきである。 


○道路 


＜農業用道路・港湾道路の占用許可要件＞ 


・農業用道路及び港湾道路については、許可要件


を明確化し、道路法に準じた取扱い（義務的占用）


とすべきである。 


＜高速道路の占用許可要件＞ 


・高速道路については、道路法に基づく義務的占


用の対象であるが、許可基準（手続き・技術的基


準）が明確でないことから、一般道路等と同様に


整備（一般道の場合、条例等で明記）すべきであ


る。 


○公共用地等 


＜公共用地等における占用許可要件＞ 


・公共用地等における占用許可については、個別


協議等により占用可能となっている。 道路と同


様に義務占用の対象とするか、または公益的事業


施設に優先的に占用を許可すべきである。 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省】 


・ 土地改良区の所有する農業用道路（主にあぜ道


等）におけるガスパイプラインのインフラ整備


を行う具体的事例が想定されうるのかは必ず


しも明らかではなく、また、これらは私人間の


協議で決定されるものであり、特段土地改良法
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で規制しているものではない。なお、同法第５


６条第２項については、土地改良区の管理する


土地改良施設が他の用途に供されることが適


当となった場合に、その管理の方法等について


土地改良区が地方公共団体等に協議を請求す


ることができるものであり、本件のように事業


者から協議を行うことを規定しているもので


はない。 


・ また、地方公共団体が所有する農業用道路につ


いては、上記の公共用地等と同様の扱いとなっ


ている。 


 


【国土交通省】 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


 多くの場合、河川は軟弱で不安定な状態である


ことから構造物の設置には細心の注意が必要であ


る。堤防等においては地盤の状況によっては不均


一な数ｍ単位の大きな沈下を生じたり、洪水によ


る大きな洗掘を受ける可能性があるため、工作物


の埋設は治水上問題となることが多い。このため、


やむを得ない河川の横断等にあたって、基礎の対


策を十分に施した橋梁や河川から十分深い安定し


た地下のトンネル等の方法の場合に限って認めて


いるところであり、上記方向性に対応することは


困難である。 


 


＜河川区域内での防護装置＞ 


 圧力管が損傷した場合には、内容物が噴出し、


河川水の汚染や堤防の損傷による破堤など重大な


被害を生じるおそれがある。このため、施設の十


分な安全性の確保を求めるものであり、安全性を


確実に確保するための技術的な基準として、圧力


管は二重構造とすることとしている。 


 


＜高速道路の占用許可要件＞ 


道路法第３６条に基づく占用の特例（義務占用物
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件）の対象は、道路法に基づく、全ての道路を対


象としており、その許可基準も同様である。 


 


＜港湾道路の占用許可要件＞ 


 港湾法においては、第３７条第１項の規定に基


づき、港湾区域（水域）又は港湾隣接地域（陸域）


において占用等をしようとする者は、港湾管理者


（地方公共団体等）の許可を受けなければならな


い旨を規定しているが、港湾区域（水域）又は港


湾隣接地域（陸域）における占用等に係る事務、


港湾施設の占用等に係る事務は、各港湾管理者が


各地方の実情に応じ、自らの判断と責任において


処理できる「自治事務」として整理されており、


各港湾管理者が条例等を定めて処理しているとこ


ろ。 


 このため、各港湾管理者が具体の事務処理を遂


行する上で必要となる、許可要件その他の事項に


ついて、国が一律に定めることはできないが、港


湾管理者に対し検討を促す文書を発出することと


する。 


＜公共用地等（都市公園）＞ 


 ガスパイプラインについては、都市公園法第７


条第３号「水道管、下水管、ガス管その他これら


に類するもの」として占用物件の対象となるもの


であり、現行制度において都市公園本来の機能を


阻害しない範囲で設置が認められており、都市公


園における個別の物件・施設の許可にあたっては、


各自治体において公益性等を考慮の上、判断され


るもの。 


・   


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【国土交通省】 


＜公共用地等（都市公園）＞ 


 都市公園法に基づき、占用物件の地下占用に


ついては、各自治体において公益性等を考慮の


上、公園計画や公園利用との整合・調整を図り


つつ認めているところであり、ガスパイプライ
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ンについても現行制度で対応可能。 


 


＜港湾道路の占用許可要件＞ 


港湾区域内の占用等の許可は、港湾管理者が行


う自治事務であり、各港湾管理者が各港湾の実


情に応じてするべきものであるが、港湾区域の


占用等に関し、平成２２年度中に港湾管理者が


行っている事務についての実態調査を行い、そ


の結果を踏まえ港湾管理者に対し検討を促す


文書を発出することとする。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 【国土交通省】 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


多くの場合、河川の地中部は軟弱あるいは変動


しやすい状態にあることから、堤防下に圧力管


路等を縦断的に埋設すると、地盤沈下等に伴い


周辺に空洞を生じ、洪水時に浸透を助長して破


堤等の甚大な被害を生じることが懸念される。


また、縦断占用は堤防の補強や河川を横断する


他の工作物の施工や構造に大きな制約を与え


たり、水防活動の杭打ち等の支障となるなど、


治水上の支障となることが考えられる。 


 


＜河川区域内での防護装置＞ 


現状では、「安全性の確保が検証」されている


か「治水上問題とならない仕様による設置」が


想定している構造としては、二重構造以外には


ないため、ただちに変更することは困難と考え


ているが、そのような構造が新たに実用に供さ


れるのであれば、ご提示して頂ければ検討して


まいりたい。 


 


＜公共用地等（都市公園）＞ 


地下に埋設されるガスパイプラインについて、


都市公園法において、一定の基準に適合する場


合に一律に許可を与えなければならないとす


ること（義務占用）は、樹木の良好な生育、地
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下水の涵養等を阻害することもあり得ること


から、適当ではない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


○河川 


＜河川縦断時の埋設許可要件＞ 


・現行制度においては、河川が軟弱で不安定な状


態であるとの認識のもと、やむを得ない河川の横


断等にあたってのみ、埋設を認めているところ。


建設省河政発第 67 号（平成 11 年８月５日付、建


設事務次官通達）では、河川縦断時の埋設許可要


件について、「工作物は、原則として河川の縦断


方向に設けないものであり、かつ、洪水時の流出


などにより河川を損傷させないものであるこ


と」、「河川の縦断方向に上空又は地下に設ける工


作物は、設置がやむを得ないもので治水上支障の


ないものを除き設けないものとすること」、「縦断


的に設置しないことを基本とするものとするこ


と。」と定められており、縦断時の埋設許可が原


則禁止であることが記載されているが、技術的基


準などの要件が明確に定められているとは言い


難い。 


・本件は、河川近傍のガス管敷設に伴い、河川の


一部を縦断する必要が生じた場合の技術的基準


の明確化を求めるものである。 


・したがって、河川近傍のガス供給網の円滑な敷


設の観点から、河川縦断時の埋設許可要件につい


て、単に工作物を河川縦断方向に設けないという


規定ではなく、治水上問題とならない技術的基準


等を明確化すべきである。 


＜河川区域内での防護装置＞ 


・河川区域内で圧力管が損傷した場合には、内容


物が噴出し、河川水の汚染や破堤など重大な被害


を生じるおそれがあることから、河川区域内での


防護装置については、「圧力管を設置するときは、


二重構造とするものとすること」と定められてい
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るところ、二重構造としなければならない技術的


基準などの要件が明確に定められているとは言


い難い。 


・したがって、川近傍のガス供給網の円滑な敷設


の観点から、河川区域内での防護装置について、


単に圧力管を設置するときは、二重構造とするも


のとすることというという規定ではなく、一重構


造を可能とする治水上問題とならない技術的基


準等を明確化すべきである。 


○道路 


＜農業用道路・港湾道路の占用許可要件＞ 


（農業用道路） 


・農業用道路（主に、耕耘機等の小型車や、トラ


クター・コンバイン等のように大型でも低速度の


農業用機械が通行できる舗装道路等が対象（地方


公共団体及び土地改良区が所有）となる。いわゆ


るあぜ道ではない。）にかかる占用許可要件につ


いては、土地改良法で規制しているものではない


ところ、農業用道路を所有する地方公共団体及び


土地改良区等が判断する要件が明確化されてい


ない。 


・一方、農業用道路の規制については、その機能


や交通管理施設は道路法等を準用している。 


・したがって、社会インフラの整備にかかる農業


用道路の占用許可要件等について、円滑かつ統一


的な運営を図る観点から、道路法に準じて（義務


的占用）の取扱いが可能となるようすべきであ


る。 


（港湾道路） 


・港湾道路にかかる占用許可要件については、港


湾法において、港湾区域（水域）又は港湾隣接地


域（陸域）において占用等をしようとする者は、


港湾管理者（地方公共団体等）の許可を受けなけ


ればならない旨を規定しているところ、港湾道路


を管理する港湾管理者が判断する要件が明確化


されていない。 
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一方、港湾道路の規制については、その機能や交


通管理施設は道路法等を準用している。 


・したがって、社会インフラの整備にかかる港湾


道路の占用許可要件等について、円滑かつ統一的


な運営を図る観点から、道路法に準じて（義務的


占用）の取扱いが可能となるようすべきである。


＜高速道路の占用許可要件＞ 


・高速道路については、道路法に基づく義務的占


用の対象であるが、許可基準（手続き・技術的基


準）が明確でない。 


・したがって、高速道路にかかる占用許可要件に


ついて、円滑かつ統一的な運営を図る観点から、


一般道路等と同様に整備（一般道の場合、条例等


で明記）すべきである。 


○公共用地等 


＜公共用地等における占用許可要件＞ 


・ガスパイプラインについては、都市公園法第７


条第３号「水道管、下水管、ガス管その他これら


に類するもの」として占用物件の対象となるもの


であり、現行制度において都市公園の機能を阻害


しない範囲で設置が認められているところ、都市


公園における許可については、個別協議等による


ものとなっている。 


・したがって、社会インフラの整備にかかる都市


公園の占用許可要件等について、円滑かつ統一的


な運営を図る観点から、都市公園の機能を阻害し


ない範囲で、道路と同様に義務占用の対象とする


か、または公益的事業施設に優先的に占用を許可


すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ エネルギー基本計画においては、天然ガスへの


燃料転換の加速、低廉かつ安定的な天然ガスの


供給を拡大するため、ガス供給網の拡大、連携


強化を目指すとしている。 


・ 今後未整備エリアに長距離にパイプラインを


整備するなかで河川近傍に敷設するケースが


多くなっていくことから、通常の埋設が認めら
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れれば、コストダウン・工期短縮が可能となる。


・ 農業用道路及び港湾道路について、道路法上の


道路と同様に義務占用が認められれば、占用許


可取得にかかる時間を短縮できる。また、占用


条件が明確化されれば、個別折衝によらず、浅


層埋設など通常の道路で行われる工事の許可


を受けることができる。 


改革案 ○河川 


＜河川縦断時の埋設許可要件・河川区域内での防


護装置＞ 


・河川近傍のガス供給網の円滑な敷設の観点から、


河川の一部を縦断する場合における埋設許可要


件について、単に工作物を河川縦断方向に設けな


いという規定ではなく、治水上問題とならない技


術的基準等を明確化する方向で検討し、結論を得


る。＜平成 22 年度検討開始、平成 23 年度中結論


＞ 


・また、河川区域内での防護装置についても、単


に圧力管を設置するときは、二重構造とするもの


とするという規定ではなく、一重構造を可能とす


る治水上問題とならない技術的基準等を明確化


する方向で検討し、結論を得る。＜平成 22 年度


検討開始、平成 23 年度中結論＞ 


 


○道路 


＜農業用道路＞ 


・社会インフラの整備にかかる地方公共団体及び


土地改良区が所有する農業用道路の占用許可要


件等について、農林水産省は円滑かつ統一的な運


営を図る観点から、地方公共団体等が行っている


事務についての実態調査を行い、道路法に準じた


（義務的占用）取扱いや、占用条件の明確化が可


能となる方向で検討し、結論を得る。その上で、


関係地方公共団体等に対して、当該事務の取扱い


を通知する。＜平成 22 年度検討開始、平成 23


年度中結論・措置＞ 
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＜港湾道路＞ 


・社会インフラの整備にかかる港湾道路の占用許


可要件等について、国土交通省は円滑かつ統一的


な運営を図る観点から、港湾管理者が行っている


事務についての実態調査を行い、道路法に準じた


（義務的占用）取扱いや、占用条件の明確化が可


能となる方向で検討し、結論を得る。その上で、


関係港湾管理者に対して、当該事務の取扱いを通


知する。＜平成 22 年度検討開始、平成 23 年度中


結論・措置＞ 


 


＜高速道路の占用許可要件＞ 


・高速道路については、道路法に基づく義務的占


用の対象であるが、許可基準（手続き・技術的基


準）が明確でないことから、円滑かつ統一的な運


営を図る観点から、一般道路等と同様に整備（一


般道の場合、条例等で明記）するよう検討し、結


論を得る。その上で、関係道路管理者に対して、


当該事務の取扱いを通知する。 


＜平成 22 年度検討開始、平成 23 年度中結論・措


置＞ 


○公共用地等 


＜公共用地等における占用許可要件＞ 


・社会インフラの整備にかかる都市公園の占用許


可要件等について、円滑かつ統一的な運営を図る


観点から、都市公園の機能を阻害しない範囲で、


道路と同様に義務占用の対象とするか、または公


益的事業施設に優先的に占用を許可するよう検


討し、結論を得る。その上で、関係地方公共団体


に対して、当該事務の取扱いを通知する。＜平成


22 年度検討開始、平成 23 年度中結論・措置＞ 


 








 


150 


【グリーンイノベーション 40】 


事項名 


 


事業系一般廃棄物の３Ｒ促進 


規制・制度の概要 


 


・ 事業者は、一般廃棄物の運搬または処理を委託


する場合には、一般廃棄物の収集運搬又は処分


業の許可を有する者等へ委託しなければなら


ない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の


２第６項 


改革の方向性（当初案） ・ 事業系一般廃棄物について、廃棄物の量および


形状から自治体が処理困難な場合がある。この


ような場合、排出事業者が産業廃棄物として処


理委託をすることは、排出事業者責任の見地か


ら適切であり、かつ自治体の負担を軽減する結


果となる。 


・ したがって、事業系一般廃棄物について、排出


事業者が産業廃棄物処理業者へ委託すること


を可能とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物処理法上、市町村は、一般廃棄物の処理


について、統括的な責任を有するものと解され


ているところ、市町村による一般廃棄物の処理


が困難であることは、当該市町村が一般廃棄物


処理業の許可をする基準となっており、処理困


難な事業系一般廃棄物については、一般廃棄物


処理業者による処理を確保することが可能で


ある。 


・ 御要望のように事業系一般廃棄物を産業廃棄


物として処理委託をすることができるとした







 


151 


場合、当該廃棄物の一般廃棄物・産業廃棄物の


区分が排出事業者の判断に委ねられることと


なるが、現在、一般廃棄物の総排出量の約３


０％（平成２０年度）が事業系であることから、


排出事業者の判断により一般廃棄物の処理体


系が多大な影響を受けることになる。 


・ 市町村は区域内の一般廃棄物の発生量及び処


理量を見込んで、一般廃棄物を円滑・完全に処


理する体制を整備するが、事業系一般廃棄物か


産業廃棄物かの区分を排出事業者の判断に委


ねてしまうと、市町村が事業系一般廃棄物の発


生量を適切に見通して、その収集運搬・処分に


係る計画を定めることが極めて困難となり、市


町村の一般廃棄物処理事業に著しい支障が生


じる。 


・ つまり、一般廃棄物の発生量及び処理量が排出


事業者の判断で大きく変動するため、市町村が


適正な規模を見込んで整備した一般廃棄物処


理施設が過大なものとなり、公費の無駄が発生


し、一般廃棄物処理に従事する人員が過剰にな


り、大きな社会的コストが生じたり、逆に、見


込みを大幅に超える事業系一般廃棄物を市町


村が処理することとなった場合、その処理が滞


り、生活環境保全上の支障が生じたりすること


になる。 


・ これまで、事業系一般廃棄物のうち、その排出


や処理の実態から見て産業廃棄物として処理


することがふさわしいものについては産業廃


棄物に区分を変更しており、直近では、平成１


９年に、物流業に係る木製パレットを産業廃棄


物に移行させている。廃棄物の適正な処理が可


能な体制を確保しつつ、御要望の趣旨にお応え


するには、同様の方法により対応することが適


当である。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 一般廃棄物・産業廃棄物の区分に関わらず、同


一性状の廃棄物は一括で処理を行う方が効率


的・効果的であり、経済コストの削減が可能と


なる。また、排出事業者が適正処理できるもの


については、事業者自身が再資源化・適正処理


に積極的に取り組んでいくことが肝要である。


・ 特に事業系一般廃棄物について、廃棄物の量お


よび形状から自治体が処理困難な場合、産業廃


棄物施設で処理を行わざるを得ない状況が生


じており、実態に応じた見直しを行うべきであ


る。 


・ 現在は、汚染者負担原則に立ち、排出事業者責


任により処理すべきものを産業廃棄物とし、そ


の他を一般廃棄物としているが、法施行時から


の処理技術向上も踏まえ、広域的処理によって


規模の経済を働かせ、効率的な適正処理を進め


るという観点から、本来は廃棄物の性状・排出


量・処理困難性等に応じて、排出事業者が委託


先を柔軟に選択できるよう、見直しを行うべき


である。 


・ 但し、排出事業者の判断によって一般廃棄物の


処理体系が大きく変動する可能性も考慮し、ま


ずは広域的にリサイクルを促進する上で障害


となっている紙くず・木くずについて、一般廃


棄物・産業廃棄物の区分を見直すべきである。


具体例、経済効果等 ・ 消費期限の切れた食品廃棄物や非常食、引越し


時に企業などから大量に排出される一般廃棄


物や、ブロック塀・砂利、ふとん、マットレス


のような自治体の処理困難物については、結果


的に産業廃棄物処理施設で処理を行わざるを


得ない場合が多く、実態に応じた見直しを行う


べきである。 


・ 引越に伴う不要家具類は、引越運送業者の引き


取りが可能となっているが、市町村による引取


りが困難であり、産業廃棄物処理施設で処理を


せざるをえない場合がある。 
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・ 自治体の処理困難物は、自治体が選定する適切


な処理業者に再委託できることとなっている


が、この場合、処理費用は一旦自治体を介する


こととなり、発生頻度を鑑みても、法律に則っ


た適正な運用は極めて困難である。 


・ 大量排出に備え、自治体が処理施設の稼働率に


余裕を持たせている場合もあり、効率的処理が


行えないことによって処理費用の増加に繋が


っているとすれば問題である。 


・ 廃棄物の区分については、平成 14 年 11 月 22


日に中央環境審議会において取りまとめられ


た「今後の廃棄物・リサイクル制度の在り方に


ついて（意見具申）」において、廃棄物の性状、


排出量、処理困難性等の問題から、市町村責任


の下で処理が円滑に行われているとは言い難


いものについて個々に産業廃棄物へ振り分け


ていく考え方が適当であるとされているとこ


ろである。当該考え方に則り、改めて一般廃棄


物・産業廃棄物の区分を見直すことについても


検討すべきである。 


・ 例えば、業種限定を受けている産業廃棄物の紙


くず、木くずは、同一の製品、性状であっても


排出場所の事業者の業種により一般廃棄物と


産業廃棄物に区分されるが、一般廃棄物の処理


責任は市町村であるため、産業廃棄物と比較し


て広域的かつ効率的にリサイクルを行う際の


障害になっているという指摘がある。これらは


あらゆる事業活動から発生するが、指定業種か


ら排出されるもの以外は一般廃棄物とされて


いる。昭和 45 年の法施行時から処理技術は向


上しており、業種限定が単に大量排出を根拠と


しているのであれば、見直しを行うべきであ


る。 


改革案 ・ 木くず及び紙くずについて、産業廃棄物の業種


指定を撤廃するべきである。＜平成 23 年度中


措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 41】 


事項名 


 


一般廃棄物処理業の許可取得の柔軟化 


規制・制度の概要 


 


・ 一般廃棄物の処分を業として行おうとする者


は、当該業を行おうとする区域を管轄する市町


村長の許可を受けなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第


６項 


改革の方向性（当初案） ・ 一般廃棄物の業の許可は、自治体が策定する一


般廃棄物処理計画に基づいて行われるが、それ


を理由に過度に厳しい規制が課せられること


によって新規参入が阻害されることがあって


はならない。 


・ したがって、特に処理計画に明確に定めること


の難しいという理由で、経済実態の変化に応じ


た事業系一般廃棄物の処分業に関する柔軟な


許可取得が妨げられている実態がある場合に


は、国が当該自治体に事実上の改善勧告を行う


ことなどによって、その改善に努めるべきであ


る。その第一歩として、事業系一般廃棄物処分


業の許可についての実態調査を行うべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 一般廃棄物処理業の許可を与えるかどうかは、


一般廃棄物処理計画等に照らし、市町村が自治


事務として行う一般廃棄物の処理を円滑完全


に遂行するのに必要適切であるかどうかとい


う観点から、これを決すべきものであり、市町


村長の自由裁量に委ねられているものと解さ
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れている。 


・ また、新規許可については、判例において、「既


存の許可業者等によって一般廃棄物の適正な


収集及び運搬が行われてきており、これを踏ま


えて一般廃棄物処理計画が作成されているよ


うな場合には、市町村は、これとは別にされた


一般廃棄物収集運搬業の許可申請について審


査するに当たり、一般廃棄物の適正な収集及び


運搬を継続的かつ安定的に実施させるために


は、既存の許可業者等のみに引き続きこれを行


わせることが相当であるとして、当該申請の内


容は一般廃棄物処理計画に適合するものであ


るとは認められないという判断をすることも


できるものというべきである」（平成 16 年１月


15 日最高裁第１小法廷判決）とされていると


ころである。 


・ 地方公共団体の自治事務に対しては、地方自治


法第２条第 13 項において、国の特別配慮義務


が定められているほか、国の関与は法律上厳し


く制限されている。そのような中で、市町村が


適法に行った一般廃棄物処理業許可の判断に


国が関与し、市町村の自由裁量を制限すること


は、地方公共団体が自らの判断と責任において


行政を実施する仕組みに改めていくという地


域主権改革の趣旨にもそぐわない。 


・ 以上のことから、許可についての実態調査は、


十分な必要性が認められない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 一般廃棄物処分業の許可に係る審査において


は、「一般廃棄物処理計画」における発生量を


超える場合は許可がおりないことが多いとい


う指摘があるが、本来は処理計画に規定される


適正な処理を行う能力を有しているか否かに


よって判断されるべきである。実際、能力検定


試験に合格し、適正な知識と技能を有していれ


ば許可をおろす自治体も多く存在している。 


・ 産業廃棄物処理施設の許可について、同様の性
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状の一般廃棄物を処理する場合は届出で可能


とされているが、当該処理を業として行う場合


には業の許可を取得することが困難であるた


め、有効に活用することができていない。 


・ 産業の育成という観点でも、新規参入を阻害す


ることによって高度な新技術の導入や事業者


間の競争が行われないことは問題である。 


・ 今後更にリサイクルを促進させていく必要性


を鑑みると、経済実態に左右され、処理計画に


明確に定めることが難しい事業系一般廃棄物


の処分業に関する許可取得について、適切なリ


サイクルを行うような場合には柔軟な許可取


得を可能とするべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 排出事業者責任に基づき、排出事業者が３Ｒを


推進するにあたって、処分業の許可を有するも


のが限定されているため、廃棄物の処理方法及


び処理先の選択肢が制限されてしまっている


という指摘がある一方で、能力認定試験に合格


し、適正な知識と技能を有していれば許可がお


りる自治体とそうでない自治体があり、新規参


入が阻害されているという指摘もある。 


改革案 ・ 処理計画を厳密に定めることが難しい事業系


一般廃棄物の処分業に関する柔軟な許可取得


が妨げられている実態がある場合には、国が当


該自治体に事実上の改善勧告を行うことなど


によって、その改善に努めるべきである。その


第一歩として、事業系一般廃棄物処分業の許可


についての実態調査を行うべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 42】 


事項名 


 


企業グループでの産業廃棄物の自ら処理の促進 


規制・制度の概要 


 


・ 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物


を自らの責任において適正に処理しなければ


ならない。また、運搬または処分を委託する場


合、委託先は収集運搬または処分の業の許可を


取得している事業者でなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第３条、７


条、11 条、12 条、14 条 


改革の方向性（当初案） ・ 廃棄物を排出する事業者とそれを減量・リサイ


クル可能な事業者との関係が持分法適用の関


係会社の場合であっても、廃棄物処理法上で企


業グループとしての自ら処理は認められない


ため、減量・リサイクルをするために廃棄物処


分業の許可を取得する必要があるとの運用が


されている。この結果、企業グループにおける


３Ｒが阻害されている。 


・ したがって、同一グループ企業内や同一敷地内


における一体的な事業で発生する廃棄物につ


いて、責任の所在が明確である場合には、事業


を一体とみなすことによって、自ら処理を可能


とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 他者の産業廃棄物の収集又は運搬並びに処分


を業として行おうとする者については、廃棄物


処理法上、産業廃棄物処理業の許可が必要とさ


れている。これは、①産業廃棄物は、自由な処


分に任せているとぞんざいに扱われるおそれ
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があり、生活環境保全上の支障を生じる可能性


が常にあることや、②産業廃棄物の処理委託契


約は、逆有償の関係（当該産業廃棄物の受け渡


しと同時に処理料金を受領）にあるため、産業


廃棄物処理業者が、処理コストを捻出せず、不


法投棄等の不適正処理を行いやすいインセン


ティブが働くこと、等を踏まえ、業として産業


廃棄物の処理を行う行為を一般的に禁止した


上で、必要な施設・能力等を有し、かつ、欠格


要件に該当しないことを審査したうえで、産業


廃棄物の処理を適正に実施することができる


と認められる者についてのみ当該行為を行う


ことができることとしているものである。 


・ 企業グループといえども、各企業は別個の法人


主体であり、その目的及び業務内容等も当然の


ことながら異なっている。仮に、他者の排出し


た産業廃棄物を処理するに当たり業の許可を


不要とすると、前述の処理業許可制度の趣旨が


担保できなくなるので、これを悪用して自ら処


理であると称した無許可での廃棄物処理行為


が行われ、しかもこのような違法行為に対する


行政処分等もできなくなってしまうおそれが


あり、結果として産業廃棄物の不適正処理の温


床となりかねない。 


・ したがって、御提案の内容への対応は困難であ


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 廃棄物処理法において、産業廃棄物の処理は事


業者自らが行うことを原則としており、最大限


自ら処理を行うことで資源の有効活用を行う


べきである。 


・ 廃棄物処理法上における排出者責任の対象は、


個々の法人格という運用がなされているため、


企業グループ協同による３Ｒ推進が可能であ


っても、廃棄物処分業の許可を取得するのは非


現実的であることから、法人毎に廃棄物の処理


または委託を行う必要があり、事務処理の煩雑
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化やコスト増に繋がっている。 


・ グループ企業の廃棄物ボイラ施設が近隣にあ


る場合であっても、自社の施設ではないという


理由で廃棄物燃料を別途委託処分せざるを得


ないような場合もあり、エネルギーの有効利用


や低炭素化の推進という観点からも問題であ


る。 


・ グループ企業や一体的な事業で発生する廃棄


物については、その性状・構造に関する情報が


企業間で共有され、高度な処理・リサイクル等


につながることが期待される。こうした取組み


を円滑に推進する観点からも、一体的な処理は


有効と考えられる。 


・ 事業を一体としてみなすことは、排出事業者に


よる自ら処理を進めることを目的としている


のであって、処理業許可制度の趣旨から逸脱す


るものではない。また、自ら処理と称した無許


可での廃棄物処理行為に対しては、現行法に規


定されている罰則の対象となることによって、


行政処分を行うことは可能であり、このことが


産業廃棄物の不適正処理を引き起こすもので


はない。 


・ また、「事業者」の解釈は、その自己処理責任


をどの範囲の者に及ぼすかの問題であると同


時に、産業廃棄物処理業の許可を要する者の範


囲をどう解するかにもかかわる問題であり、廃


棄物を排出する事業者が複数であってはなら


ない根拠はない。むしろ「排出事業者」を限定


することによって、逆に産業廃棄物処理業の許


可を要する者の範囲を広げ、国民の営業の自由


に対する制約を拡大する結果をもたらす可能


性があるという東京高裁の判決も出ている。 


・ 不法投棄防止の観点は必要であるが、責任の所


在が明確である場合には、一体として排出事業


者とみなすことによって自ら処理を認めるべ


きである。 
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具体例、経済効果等 ・ 経営上の理由等によって分社化した場合、従来


の自ら処理が適用されず、更なるコストをかけ


て廃棄物処理業者への委託を行うか、子会社が


処理業の許可をとる必要が生じるため、大きな


負担となる。 


・ 廃棄物を自己処理できる親会社が商品を製造


し、その子会社が卸売業として販売するケース


など、廃棄物の性状としては同じものである


が、子会社が親会社に処理委託をするとした場


合に、親会社は処理業の許可を取得しなければ


ならない。 


・ 製造工場やコンビナートなど、同一敷地内にお


いて一体的に事業を行う場合、個々の法人格毎


に廃棄物の処理を行うことで事務処理の煩雑


化やコスト増に繋がっているという指摘があ


る。 


・ 連結の一つのグループに属するような資本関


係がある場合、実態として親会社が経営をコン


トロールしており、別法人であっても、子会社


が何らかの瑕疵を起こした場合には親会社に


も株価等を通じて、社会的・経済的責任が課さ


れることからも、責任の所在が明確である場合


には一体的な処理を認めるべきである。 


改革案 ・ 同一グループ企業内や同一敷地内における一


体的な事業など、サプライチェーンと工場敷地


内で発生する廃棄物について、責任の所在が明


確である場合には、事業を一体とみなすことに


よって、自ら処理を可能とするべきである。＜


平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 43】 


事項名 


 


関連性の強い複数排出事業者の連携による３Ｒの


促進 


規制・制度の概要 


 


・ 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物


を自らの責任において適正に処理しなければ


ならない。また、運搬または処分を委託する場


合、委託先は収集運搬または処分の業の許可を


取得している事業者でなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第３条、７


条、11 条、12 条、14 条 


改革の方向性（当初案） ・ テナントビル、ショッピングモール、商店街な


ど、複数の事業者が共同して３Ｒを推進するこ


とが適切かつ可能な場合がある。このような場


合、マニフェストはビルの管理会社等が自らの


名義で交付等の事務を行ってもよいとされて


いるが、委託契約は個々の事業者が締結する必


要がある。しかし、個々のテナントが処理委託


契約を締結することは現実的ではなく、かつ複


数の排出事業者の連携による３Ｒを阻害して


いる。 


・ したがって、当事者間の契約に基づき、これら


のグループを代表するものが排出事業者とな


ることで、全体の廃棄物の３Ｒ促進および適正


な処理委託を可能とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行制度下で対応可能と考


える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 契約締結に関し、委任状を交付し委任するので


あれば、各テナント会社はその排出事業者責任


までをも転嫁しうるものではないが、ビル維持


管理会社等が一括して委託契約を締結するこ


とは可能である。 


・ なお、廃棄物処理法上、産業廃棄物の処理を委


託する場合には、当該産業廃棄物の処分の場所
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や、受託者の許可の範囲等を記載した委託契約


書により行うことを義務付け、委託者である排


出事業者に、受託者が適切に当該産業廃棄物の


処理の事業を行えるかどうかを確認させ、排出


事業者責任の徹底を図っているところであり、


この趣旨からは、委託者である排出事業者が受


託者と自ら直接契約を締結することが望まし


い。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 廃棄物処理法において、産業廃棄物の処理は事


業者自らが行うことを原則としており、最大限


自ら処理を行うことで資源の有効活用を行う


べきである。 


・ 排出事業者が、自ら処理の責任を果たす上で、


同じ商業施設等に入居している複数の会社お


よび個人事業者など、同一エリアにおいて一体


的に企業活動を行っている複数の会社等が連


携し、３Ｒへの取組みを推進することは有効で


ある。 


・ マニフェストはビルの管理会社等が自らの名


義で交付等の事務を行ってもよいとされてい


るが、委託契約は個々の事業者が締結する必要


があり、入れ替わりの多いテナント等との契約


に係る事務コストが煩雑化している。 


・ 複数の会社が共同して開催する展示会等の会


場から排出される廃棄物など、契約に基づき、


代表者が排出事業者となることで全体の廃棄


物の３Ｒ促進および適正処理を行っている事


例もあり、責任の所在が明確な場合について、


こうした取組みを促進すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 「事業者」の解釈は、その自己処理責任をどの


範囲の者に及ぼすかの問題であると同時に、産


業廃棄物処理業の許可を要する者の範囲をど
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う解するかにもかかわる問題であり、廃棄物を


排出する事業者が複数であってはならない根


拠はない。むしろ「排出事業者」を限定するこ


とによって、逆に産業廃棄物処理業の許可を要


する者の範囲を広げ、国民の営業の自由に対す


る制約を拡大する結果をもたらす可能性があ


るという東京高裁の判決も出ている。 


改革案 ・ テナントビル、ショッピングモール、商店街な


ど、複数の事業者が一定エリアにおいて事業活


動を行っている場合等、廃棄物の排出管理が共


同で行われている場合、契約締結に関し、管理


契約または委任状等の方法による委任により、


ビル維持管理会社等が一括して自らの名義に


おいて委託契約等の事務を行うことが可能で


あることを周知徹底する。＜平成 23 年度中措


置＞ 
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 【グリーンイノベーション 44】 


事項名 


 


動脈物流を活用した食品リサイクルの促進 


規制・制度の概要 


 


・ 事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物


を自らの責任において適正に処理しなければ


ならない。また、運搬または処分を委託する場


合、委託先は収集運搬または処分の業の許可を


取得している事業者でなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第３条、 


７条第１項、第６項、12 条、14 条 


・ 同法施行令第２条 


・ 同法施行規則第 10 条の３ 


・ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法


律第 19 条、第 21 条 


改革の方向性（当初案） ・ 廃棄物処理法においてはフランチャイズチェ


ーンの本部および加盟店が一体として排出事


業者となり、３Ｒを推進することが認められて


いないため、店舗への商品配達の戻り便を利用


した売れ残り商品等の回収を行うことができ


ない。そのため、店舗ごとの排出量が少量であ


るフランチャイズチェーン業態のリサイクル


率向上が阻害されてしまっている。また、動植


物性残渣は業種によって産業廃棄物か否かが


規定されており、大量排出する場合であっても


一般廃棄物として処理を行う必要が生じてい


る。 


・ したがって、本部等の責任において適正処理を


行う場合には、許可を取得することなく動脈物


流を活用した収集運搬を広域的に行えるよう


にするとともに、食品リサイクル法における対


象事業者であれば産業廃棄物として取扱うべ


きである。 


担


当


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省・環境省】 


・ 以下のように既存制度で対応可能である。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【農林水産省・環境省】 


・ 廃棄物は、不要物であるために占有者の自由な


処分に任せるとぞんざいに扱われるおそれが


あり、不法投棄等の生活環境保全上の支障を生


じる可能性を常に有していることから、法によ


る適切な管理下に置く必要がある。 


・ そのため、廃棄物処理法では、一般廃棄物の処


理を業として行う場合は、原則として市町村長


の許可を受けなければならないとしている。 


・ 一方、食品リサイクル法においては、再生利用


品の使用を促進するため、再生利用事業計画の


認定を受けた場合には、当該計画の範囲内にお


いて、認定事業者である食品関連事業者の委託


を受けて再生利用事業に利用する食品循環資


源の収集又は運搬を業として行う者は、廃棄物


処理法上の一般廃棄物の収集運搬業の許可を


不要とする特例制度を設けており、本検討項目


はこの特例制度を活用することにより、対応可


能となっている。既にコンビニエンスストア等


も農畜産物の購入可能なスーパーマーケット


等と組んで認定を受け、再生利用に取り組んで


いる実績もあり、広域的にチェーン展開してい


る事業者にも活用されている。 


・ このため、本検討項目については、まずは、当


該認定制度の利用を検討していただきたいと


考える。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ コンビニエンスストア業態のようなフランチ


ャイズチェーンにおいては、再資源化を行うに


当たって、需要予測の精緻化による食品廃棄物


の発生抑制に努めることはもちろんのこと、各


店舗からの排出量が少量であることなどから


効率的な回収を行う際の課題が多く、広域的な
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回収によって経済合理性のある仕組みを構築


することが有効である。 


・ 配送センターから各店舗に商品を配送する際


に食品循環資源を同時に回収する「戻り物流」


を活用した仕組み作りの検討が開始されてい


る。戻り物流の活用は、物流コスト削減のみな


らず、個々の加盟店が一般廃棄物処理業者に個


別に収集運搬を委託した場合と比較して CO2


削減効果も高く、低炭素社会の構築にも貢献で


きるが、現在は廃棄物処理法等の厳格な規制に


よって、効率的な回収による再資源化処理が阻


害されてしまっている。 


・ 食品リサイクル法においては、肥料化または飼


料化が求められるが、賞味期限切れの弁当等の


食品廃棄物は塩分含有量が多く、肥料化に適し


ていない場合もある。また、飼料化にあたって


は、腐敗を防止する必要があることから、都心


部から遠方のリサイクル施設まで冷蔵車で運


搬する必要が生じ、多大な費用負担に繋がる場


合もある。 


・ また、食品リサイクル法の特例措置である再生


利用事業計画（リサイクルループ）の認定を受


けることによって、収集運搬に係る業の許可が


不要となるが、同時に再資源化された肥飼料か


ら作られる農畜産物の 50％以上を購入する義


務が生じるため、全国展開を行うコンビニエン


スストア業態のように規模が大きく、商品ライ


フサイクルの早い業態においては、企業の商品


開発要件及び安定的な引取り量が折り合わな


い。こうした業態の特性により、スーパーなど


との共同申請は容易ではない。 


・ したがって、適正かつ効率的な食品リサイクル


を促進するためにも、同一チェーン内での収集


運搬について、チェーン本部が受け渡しに係る


トレーサビリティを確保し、衛生管理等の責任


を負うなどの一定の要件を満たす場合につい
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ては、本部・加盟店舗・収集運搬事業者を一体


とみなし、一般廃棄物処理業の許可を不要とす


るべきである。 


・ また、動植物性残渣は業種によって産業廃棄物


か否かが規定されており、大量排出する場合で


あっても一般廃棄物として処理を行う必要が


生じており、食品リサイクル法の対象事業者が


取扱う動植物性残渣は産業廃棄物として取扱


うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ コンビニエンスストアから発生している賞味


期限切れの弁当・惣菜等の食品廃棄物の発生量


は約 11～12kg/日、全国 42,000 店で推計する


と、年間約 17 万トンにも達している。業態毎


に食品リサイクルの目標値はあるものの、単体


重量のある廃食油や倉庫での期限切れ商品と


いった分母の大きい分によって店舗のリサイ


クル率を上げている現状があるという意見も


ある。実際、食品小売業別の食品リサイクル率


目標 45％に対し、平成 20 年度コンビニエンス


業態のリサイクル率は 20％程度に留まってい


る。 


・ 食品リサイクル法の特例を検討したことがあ


る企業は多いにも関わらず、実際に取得してい


るコンビニエンスストア等の業態はわずか２


件であり、対象店舗も加盟店舗の一部に限定さ


れていることからも、特例制度が有効に活用さ


れているとは言い難い。 


・ 一方、自社の車で広域的に回収することによっ


て委託と比べて大幅なコスト削減を実現して


いる企業もある。 


・ 配送センターから各店舗に商品を配送する際


に食品循環資源を同時に回収する「戻り物流」


を活用した仕組みの検討がモデル事業として


始まっているが、食品廃棄物は「試験研究」と


して取扱われており、こうした取組みを実際に


事業展開していくためにも、現行規制の見直し
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を行うべきである。 


改革案 ・ 食品リサイクル法の特例制度について、再生利


用事業計画（リサイクルループ）に係る農畜産


物の購入要件に、リサイクルループ以外で再資


源化された肥飼料から作られた農畜産物も含


めるなどの見直しを行うべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 


・ 食品リサイクル法の対象事業者が取扱う動植


物性残渣は産業廃棄物として取扱うべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 45】 


事項名 


 


優良事業者による合理的な範囲での再委託の実施


規制・制度の概要 


 


・ 廃棄物処理法においては、委託を受けた産業廃


棄物の処理を他人に再委託する行為は原則禁


止とされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14 条第


14 項 


・ 施行令第６条の 12 


・ 施行規則第 10 条の６の３、10 条の７ 


改革の方向性（当初案） ・ 現行法においては再委託が原則として禁止さ


れているため、複数の収集運搬業者が連携して


効率的な運搬を行うことが困難である。 


・ したがって、不法投棄を防止しながら物流の効


率化を図るため、優良な産業廃棄物収集運搬業


者については、排出事業者に通知することによ


って再委託をすることを可能とするべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物処理業者は、委託を受けた産業廃棄物の


処理を自ら適正に処理できることを前提とし


て許可を受けているものであるから、その処理


業務を更に他人に委託することは、許可制度の


趣旨から望ましくない。 


・ 排出事業者がその責任を果たすためには、産業


廃棄物の処理を委託する場合であっても、自ら


の意図したとおりに当該産業廃棄物の処理が


行われていくことが必要であり、排出事業者か


ら委託された産業廃棄物が排出事業者の意思
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を確認することなく再委託を行うことは、たと


え処理を受託する者が優良事業者であったと


しても、その処理についての責任の所在を不明


確にし、不適正処理を誘発するおそれがあるた


め、認められるものではない。 


・ したがって、御提案の内容への対応は困難であ


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 産業界全体としては、再委託（＝アウトソーシ


ング）により効率化及び CO2 排出量の削減が推


進されているにも関わらず、廃棄物処理法では


不適正処理を防止する観点から、原則として業


務の再委託が禁止されており、静脈物流の効率


化や廃棄物処理の合理化が妨げられている。 


・ また、廃棄物処理業の産業としての発展のため


には健全な優良事業者の育成が重要であり、法


を遵守し、効率的・効果的な処理を促進しよう


とする優良な事業者の事業活動が、過度な規制


によって阻害されることがあってはならない。


・ したがって、不法投棄を防止する必要はある


が、排出事業者が適正処理の行える優良事業者


を選定し、処理の委託を行っている場合には、


柔軟に再委託を行うことを可能とするべきで


ある。 


・ 適正な処理を行う優良な事業者に再委託を認


めることは、静脈物流の効率化のために有用で


あり、性状に応じた適正処理の促進にも繋が


る。静脈物流の合理化を図ることによって、収


集運搬コストの低減に加え、排出量の変動にも


柔軟に対応しやすくなる。 


・ なお、排出事業者へ通知をすることによって、


排出事業者の意思を委託先の産業廃棄物処理


業者に伝えることは十分に可能である。 


具体例、経済効果等 ・ 排出者側において臨時に排出物が増加するな


どの事情が生じた場合や、廃棄物処理業者側に


おいて車両の手配が困難な場合、新たな処理業


者が契約を排出者と締結するまで当該廃棄物
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は蓄積されることとなってしまう。 


・ 排出事業者は、マニフェストによって廃棄物の


一連の流れを確認可能であり、適正処理を担保


することは可能である。 


改革案 ・ 健全な廃棄物業者を育成し、不法投棄を防止し


ながら物流の効率化を図るため、許可の有効期


間が通常よりも長期に認められる優良な産業


廃棄物収集運搬業者については、排出事業者に


通知することによって再委託をすることを可


能とするべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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 【グリーンイノベーション 46】 


事項名 


 


積替え保管の許可基準の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 収集運搬してきた車両から積換え地点以降の


運搬の用に供される車両への廃棄物の積み替


え及び運搬が、連続して行われる場合は、保管


行為とはみなされない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条、


第 14 条第１項・第 12 項 


・ 同法施行令第６条 


・ 昭和 60 年７月環衛 82 号 「産業廃棄物の保管


行為に係る事務処理について」 


・ 平成 17 年３月 25 日環境省大臣官房廃棄物・リ


サイクル策部産業廃棄物課長通知環廃産発第


050325002 号「規制改革・民間開放推進３か年


計画」（平成 16 年３月 19 日閣議決定）」におい


て平成 16 年度中に講ずることとされた措置


（廃棄物処理法の適用関係）について（通知）」


改革の方向性（当初案） ・ コンテナ輸送等廃棄物が飛散しない容器を用


いて運搬する場合には、小型車両から大型車両


への積み替え、運搬途中で滞留しない形での駐


車については積み替え保管の許可が不要であ


るが、許可取得を指導する自治体がある。 


・ したがって、小型車両から大型車両への積み替


え、運搬途中で滞留しない形での駐車について


は積み替え保管の許可が不要である旨通知す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行制度下で対応可能と考


える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成 17 年に発出した「「規制改革・民間開放推


進三カ年計画」（平成十六年三月十九日閣議決


定）において平成十六年度中に講ずることとさ


れた措置（廃棄物処理法の適用関係）について」
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に示すおとおり、産業廃棄物のコンテナ輸送を


行う過程で、貨物駅又は港湾において輸送手段


を変更する作業のうち、次の１．及び２．に掲


げる要件のいずれも満たす作業については、廃


棄物処理法施行令に定める積み替え保管行為


には該当しない。 


1. 封入する産業廃棄物の種類に応じて当該


産業廃棄物が飛散若しくは流出するおそ


れのない水密性及び耐久性等を確保した


密閉型のコンテナを用いた輸送、又は産業


廃棄物を当該産業廃棄物が飛散若しくは


流出するおそれのない容器に密封し、当該


容器をコンテナに封入したまま行う輸送


において、輸送手段の変更を行うものであ


ること。 


2. 当該作業の過程で、コンテナが滞留しな


いものであること。 


・ 上記の内容について、今後とも各地方公共団体


に対し、周知徹底を図ってまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 積替え保管については、保管場所について許可


が必要であるが、運送途中での大型便などへの


積み替え目的での駐車についても許可取得を


求められる場合があり、円滑な物流がなされる


よう、運用の明確化を図るべきである。 


・ 現行発出されている通知は、産業廃棄物のコン


テナ輸送を行う過程における貨物駅又は港湾


において輸送手段を変更する作業に限定され


ており、運送途中での大型便への積み替えな


ど、飛散等の措置がとられている場合における


駐車についても明確化を行うべきである。 
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具体例、経済効果等  


改革案 ・ 小型車両から大型車両等への積替えについて、


封入する産業廃棄物の種類に応じて当該産業


廃棄物が飛散若しくは流出するおそれのない


水密性及び耐久性等を確保した密閉型のコン


テナを用いた輸送、又は産業廃棄物を当該産業


廃棄物が飛散若しくは流出するおそれのない


容器に密封したまま行う輸送において、輸送手


段の変更を行うものである場合には、積替え保


管の許可が不要である旨通知すべきである。＜


平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 47】 


事項名 


 


船舶・鉄道輸送による静脈物流の効率化 


規制・制度の概要 


 


・ 産業廃棄物の収集又は運搬、処分を業として行


おうとする者は、許可を受けなければならな


い。また、事業者は産業廃棄物管理票を交付す


る必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条、


12 条の３、14 条第１項 


・ 同法施行令第６条 


改革の方向性（当初案） ・ 収集運搬の許可は、本来、車両を利用した廃棄


物輸送を前提としたものであり、道路および道


路沿いの土地を中心とした生活環境への支障


を考慮して都道府県単位の許可となっている。


しかし、船舶・鉄道は、駅および港湾を拠点と


して貨物を広域移動する輸送手段であり、都道


府県が許認可権を有することには合理性が乏


しい。 


・ したがって、収集運搬の許可を不要とすべきで


ある。 


・ また、船舶・鉄道については、現在区間委託の


形で処理委託契約を締結しているが、その運行


経路は固定されており、かつ貨物輸送の安全性


は国土交通省によって監督されていることか


ら、当該区間は処理委託契約書およびマニフェ


ストを不要とし、最終的な積卸地でのみマニフ


ェストの収集運搬終了確認をすることを認め


るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物処理法に基づく許可制度は、産業廃棄物


の処理を業として行うことを一般的に禁止し


たうえで、事業の用に供する施設及び能力が事


業を的確かつ継続的に行うに足りるものとし


て一定の基準に適合すると認める者に限って


許可することにより、産業廃棄物の適正な処理


を確保するものである。この趣旨は、輸送手段


が船舶・鉄道であるということをもって否定さ


れるものではなく、船舶・鉄道による廃棄物の


輸送を行う者についても、当該産業廃棄物を適


正に運搬する施設、能力等を有することが確認


できなければ、当該者により産業廃棄物の不適


正処理が行われることの防止を担保すること


ができない。 


・ 廃棄物処理法においては、次のような制度によ


り、不法投棄等の不適正処理の防止をし、排出


事業者責任の徹底を図っているところである。


すなわち、委託契約書では、産業廃棄物の処理


を委託する前段階において、委託する産業廃棄


物の種類や数量等を、書面化することを通じ、


双方の役割と責任を明確にし、マニフェストで


は、前述の委託契約書どおりに産業廃棄物が適


正に処理されていることについて、処理関係者


間で情報を共有し、確認を行うためのものであ


る。貨物輸送の安全性は国土交通省によって監


督されているとのことであるが、そのことによ


って、生活環境の保全を図ることを目的とした


前述の内容を担保できるものではない。したが


って、御提案の内容への対応は困難である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 循環型社会を構築するにあたっては、共同輸送


や大量輸送によって、規模の経済を考慮した広


域的かつ効果的な静脈物流システムを構築す


ることが必要である。 


・ 産業廃棄物の収集運搬の許可は、本来、車両を


利用した廃棄物輸送を前提としたものであり、


道路及び道路沿いの土地を中心とした生活環
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境への支障を考慮して都道府県単位の許可と


なっている。 


・ 一方、駅および港湾を拠点とする船舶・鉄道に


ついては、貨物を広域移動する輸送手段であ


り、都道府県が許認可権を有することには合理


性が乏しいことから、収集運搬の許可を不要と


するべきである。 


・ 生活環境への保全については、廃棄物の積荷・


積卸作業時点で必要な措置が講じられており、


運行にあたって、周囲に影響を及ぼさないよう


な対応がなされている。 


・ また、その運行経路も固定されており、貨物輸


送の安全性も確保されていることから、不法投


棄のリスクは極めて低いと考えられ、手続きの


簡素化の観点から、当該区間は処理委託契約書


およびマニフェストを不要とし、最終的な積卸


地でのみの確認で足ることとすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現在は排出事業者と個々に委託契約を締結す


る必要があり、大量の廃棄物を輸送するにあた


って、事務コストが煩雑化している。 


改革案 ・ 船舶や鉄道など、駅および港湾を拠点として貨


物を広域移動する輸送手段について、収集運搬


の許可を不要とするべきである。＜平成 23 年


度中措置＞ 


・ 船舶・鉄道による廃棄物の輸送について、その


運行経路及び輸送に係る安全性が確保されて


いる場合には、最終的な積卸地でマニフェスト


の収集運搬終了確認を行うことを前提に、当該


区間は処理委託契約書およびマニフェストを


不要とすべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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 【グリーンイノベーション 48】 


事項名 


 


汚泥の脱水施設等における廃棄物処理法適用範囲


の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 下水道管理者が自ら行う（いわゆる下水道公社


や処理施設維持管理業者等の産業廃棄物処理


業者ではない者を下水道管理者の責任の下に


補助者として使用する場合を含む）下水汚泥の


処理に対しては、下水道法が適用されるもので


あり、廃棄物処理法の適用除外となっている。


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15 条 


・ 同法施行令第７条 


・ 平成４年８月衛環第 233 号「廃棄物の処理及び清掃


に関する法律の一部改正について」 


・ 平成 16 年環廃対発第 040331002 号・環産廃発第


040331003 号「下水道法施行令の一部改正につい


て」 


改革の方向性（当初案） ・ 廃棄物処理法制定時の通知において、下水道管


理者が自ら行う下水汚泥の処理に対しては、下


水道法が適用されるものであり、廃掃法の適用


対象とはしないこととされているが、ＰＦＩ事


業等については、廃棄物処理業および廃棄物処


理施設の許可を取得するよう指導がなされる


ことが多い。 


・ したがって、下水道処理施設および浄水施設に


付随する脱水施設については、これらの管理者


によって一体的に管理されていることから、廃


棄物処理法を適用しないよう取扱うべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 契約形態によっては、現行制度下でも対応可能


な場合もあると考えている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 下水道管理者が自ら行う発生汚泥等の処理に


ついては、下水道法施行令（昭和 34 年政令第


147 号）に基づく処理の基準が適用され、廃棄
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物処理法は適用されないこととされている。一


方で、下水道管理者が他人に委託して発生汚泥


等の処理を行うような場合等については、廃棄


物処理法が適用されることとされている。 


・ ＰＦＩ事業等の場合については、契約形態によ


っては、現行においても廃棄物処理法の適用対


象外となる場合もあると考えている。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 廃棄物処理法制定時の通知において、下水道管


理者が自ら行う下水汚泥の処理に対しては、下


水道法が適用されるものであり、廃掃法の適用


対象とはしないこととされているが、近年増加


しているＰＦＩの事業形態等については、廃棄


物処理業および廃棄物処理施設の許可を取得


するよう指導がなされることが多い。 


・ 汚泥の脱水処理施設に関しては、①脱水施設が


生産工程本体から発生した汚水のみを処理す


るための水処理工程の一装置として組み込ま


れている、②事故等による環境影響がほとんど


想定されない、③脱水施設が水処理工程の一部


として水処理施設と一体的に運転管理してい


ることを条件に、廃棄物処理法の適用除外とさ


れており、下水道処理施設及び浄水施設に付随


する脱水施設についても、同様の考え方を適用


すべきである。 


・ 今後も多様化が予測される事業形態に着目す


るのではなく、適正処理が担保されているかと


いった管理体制を検討することによって、合理


的な取扱いを行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 下水道処理施設、浄水施設の設置および管理は


ＰＦＩ等にて民間が行うことが増えているが、


「下水道管理者が自ら行う下水汚泥の処理」に


は、いわゆる下水道公社や処理施設維持管理業







 


180 


者等の産業廃棄物業者ではない者を下水道管


理者の責任の下に補助者として使用する場合


を含んでおり、ＰＦＩ事業の管理であっても、


廃棄物処理法の適用除外とすべきである。 


改革案 ・ 下水道処理施設および浄水施設に付随する脱


水施設については、これらの管理者によって一


体的に管理されていることから、廃棄物処理法


を適用しないよう取扱うべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 49】 


事項名 


 


広域認定・家電リサイクル法大臣認定の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 広域認定制度及び家電リサイクル法に基づき


大臣認定を受けた場合、運送業者の変更・追加


にあたっては変更認定や変更届の提出が必要


である。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の


９、15 条の４の３ 


・ 同法施行令第５条の８、７条の５ 


・ 同法施行規則第６条の 20、第 12 条の 12 の 13


・ 特定家庭用機器再商品化法第 23 条、24 条 


・ 同法施行規則 11～14 条 


改革の方向性（当初案） ・ 広域認定および家電リサイクル法大臣認定に


基づく収集運搬の大部分は数多くの貨物運送


業者が実施している。貨物自動車運送事業法で


は、利用運送として下請運送の管理および把握


が行われているにも関わらず、広域認定ではす


べての運送業者の変更や役員変更、住所変更等


にあたって変更認定及び変更届の事務手続き


が必要であり、業務が煩雑となっている。 


・ したがって、広域認定および家電リサイクル法


大臣認定に基づく、収集運搬の委託を貨物運送


業の許可を有する事業者に行う場合は、元請け


となる貨物運送業者に変更がなければ、その下


請けとなる運送業者の変更認定および変更届


の適用除外とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


【環境省・経済産業省】 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【環境省・経済産業省】 


・ 廃棄物処理法に基づく広域認定制度や家電リ


サイクル法に基づく製造業者等の認定制度に


おいては、認定を受けた者から委託を受けて廃


棄物の収集運搬を業として行う者については、


廃棄物処理法に基づく廃棄物収集運搬業の許


可が不要とした上で、認定を受けた者から委託


を受けて廃棄物の収集運搬を業として行う者


を変更するときは、変更の認定を受けることが


必要としている。これは、他者の廃棄物を収集


運搬する場合、①収集した廃棄物について不法


投棄等の不適正な処理が行われれば、甚大な環


境汚染が発生するおそれがあることや、②利益


の最大化のため、他者から処理料金を受領して


当該廃棄物の不法投棄等を行うインセンティ


ブが働くこと、等を踏まえ、廃棄物の収集運搬


を業として行う者を行政が確実に把握し、適切


な監視・指導を行うことにより、廃棄物の不適


正処理を防止するとともに、不適正な処理が行


われた場合において、当該処理を行った者に対


し確実に責任追及を行い、生活環境の保全を図


る必要があるためである。 


・ 貨物運送の安全性をその法目的とする貨物自


動車運送事業法において、利用運送として下請


け運送の管理及び把握が行われているとして


も、そのことをもって、廃棄物の収集運搬を行


う者により、廃棄物の適正な収集運搬がなさ


れ、生活環境が保全されることについては、何


ら担保されるものではないため、上記の制度に


より、行政が廃棄物の収集運搬を行う者を確実


に把握することが必要である。したがって、ご


要望にお応えすることはできない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 広域認定および家電リサイクル法大臣認定に


基づく収集運搬の大部分は数多くの貨物運送


業者が実施しているが、運送業者の変更や役員


変更、住所変更等に係る変更認定及び変更届の
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事務手続きが煩雑となっており、申請側・審査


側双方の負担になっている。 


・ 行政が廃棄物の収集運搬を行う者を確実に把


握していることの必要性として、不適正処理等


の発覚時に速やかな対応を行えるようにする


こと及び、不法投棄等に対する抑止効果が考え


られるが、特に貨物利用運送事業者について


は、国土交通省によってその契約先の運送業者


の把握が行われており、緊急事態においてすぐ


に事業者の内容を確認する体制が整っている。


また、収集運搬を行う者に対して、当該体制が


整備されていることを明示すれば、現行と同様


の抑止効果を得ることは可能である。 


・ また、現行制度においても、変更認定に数ヶ月


を要していることから、常に行政が廃棄物の収


集運搬を行う者を確実に把握している状況下


にあるとは言い難い。 


・ 今後も排出事業者責任に基づき、リサイクルを


推進するためにも、変更手続きを見直すことで


合理化・効率化を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 広域認定制度および家電リサイクル法では、全


国規模で数千社の貨物運送業者が数十万台の


車両を利用して回収を担っており、これらの事


業者に係る変更手続は膨大である。 


・ 家電リサイクル法については、車両登録を求め


る運用が行われている。収集運搬にあたっては


認定車両を使用する必要があるため、年間 80


件の変更認定、500 件近くの届出が必要となっ


ているという指摘もある。また、変更認定には


２～３ヶ月程度有することからも、手続きの簡


素化・合理化を行うことによるコスト削減効果


は大きい。 


・ 貨物利用運送事業法に基づく国土交通省への


車両登録等の手続きと、廃棄物処理法に基づく


登録申請の内容に重複感が生じているという


指摘もある。 
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改革案 ・ 広域認定および家電リサイクル法大臣認定に


基づく、収集運搬の委託を貨物利用運送事業法


に基づく許可を有する事業者に行う場合は、貨


物利用運送業者に変更がなければ、その契約先


運送業者の変更認定および変更届の適用除外


とすべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 50】 


事項名 


 


リサイクル品の活用促進① 


規制・制度の概要 


 


・ 廃棄物に該当するか否かは、その物の性状、排


出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無


及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断


すべきとされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条 


・ 平成 17 年８月環廃産発第 050812003 号「行政


処分の指針について（通知）」 等 


改革の方向性（当初案） ・ 循環型社会を構築するためには、副産物・リサ


イクル製品・リユース品の売買及び使用を促進


する必要があるが、競合するバージン素材や商


品、原料が安い場合等、市況によって廃棄物に


該当してしまう場合があるため、特にガラスカ


レット・鉄鋼スラグ・硫黄・再生採石・溶融ス


ラグなどの運搬や利用および輸出が困難であ


る。 


・ したがって、一定の品質基準への適合性を条件


に、廃棄物の適用除外とし、柔軟かつ広域的な


運搬、利用及び輸出を可能とするべきである。


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行制度下で対応可能と考


える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 廃棄物は、排出者にとって不要であるために、


自由な処分に任せるとぞんざいに扱われるお


それがあり、生活環境保全上の支障を生じる可


能性を常に有している。御指摘のような物につ


いても、一定の品質基準への適合することを条


件に廃棄物処理法の適用除外とすれば、個人の


資質や技術、適正な処理が可能な施設等の有無


に関わらず、誰でも廃棄物を処理する事業を行


うことができる可能性が生じ、このような事業


に対する法の管理が行き届かず、ひいては廃棄
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物の不適正処理が行われ、環境汚染につながる


おそれがあるため、一律に廃棄物処理法の適用


除外とすることは適当でない。 


・ なお、ある物が廃棄物に該当するか否かは、平


成 11 年の最高裁判例において、その物の性状、


排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有


無及び占有者の意思等を総合的に勘案し判断


すべきこととされているところである。 


・ 一方、廃棄物処理法第７条及び第 14 条におい


て、再生利用することが確実であると市町村長


又は都道府県知事等が認め、指定を受けた者に


関しては、一般廃棄物処理業又は産業廃棄物処


理業の許可を不要とする特例制度を講じてい


るところであり、ご要望の内容については、こ


の制度を活用することにより対応可能である


と考えている。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 真に循環型社会の形成を推進するためには、循


環的利用を促進し、循環的利用ができないもの


を廃棄物として適正処理することが必要であ


る。循環的利用が可能なものを、すべて廃棄物


であるとすれば、資源を有効に活用することが


出来ず、結果として最終処分の増大や環境負荷


の増加となってしまうだけではなく、資源の枯


渇への対応も出来なくなってしまう。 


・ 廃棄物か否かは、廃棄物処理法において「物の


性状や排出の状況、通常の取扱形態、取引価値


の有無、占有者の意思等を総合的に勘案して判


断する」とされているが、実務上「無価物」及


び、有価で取引される物であっても運搬費用が


買取金額を上回る「逆有償物」が廃棄物に分類


されることが多いため、再資源化が阻害されて


しまっている場合がある。 
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・ 特にガラスカレット・鉄鋼スラグ・硫黄・再生


採石・溶融スラグなどについて、コストをかけ


て再資源化を行ったとしても、競合するバージ


ン素材や商品、原料が安い場合、運賃が高額に


なる場合等、市況によって廃棄物に該当してし


まう場合があり、運搬や利用および輸出が困難


となっているという指摘がある。 


・ 自治体による再生利用指定制度を利用するに


際し、事業実施者や搬入先が限定され、自由な


営業活動を行うことができないことに加えて、


そもそも実際の利活用が進んでいない。循環型


社会を推進するためには、自治体の裁量に委ね


られる極めて限定的な再生利用指定制度では


なく、広い市場における再生利用を行うべきで


ある。 


・ ３Ｒにより循環型社会を構築することは、長期


的にみても社会への負担軽減に資する重要な


取組みであり、今後も積極的に進めていく必要


がある。したがって、安全性の担保として一定


の品質基準への適合性を条件に、再度有効活用


が可能な資源については廃棄物処理法の管理


下から除外し、資源循環を促進すべきである。


現行法における専ら物についても、専ら再生利


用の市場が構築されているという理由のみで、


誰でも許可なく取扱うことが可能であり、適切


に処理がなされた再生利用可能な資源につい


ても同様の考え方を適用すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 廃棄物処理法では実質的に有価か否かで判断


されているが、バーゼル法ではバーゼル条約に


明記される有害廃棄物か否かで判断されてい


る。例えば古紙などの多くの再生可能資源の価


格は、近年、国際的にも大幅に変化しているこ


とから、実質的に価格で判断されている現状を


見直し、処理の実態に即した運用基準を策定す


べきである。 
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改革案 ・ ガラスカレット、鉄鋼スラグ、硫黄、再生採石、


溶融スラグなどの運搬や利用および輸出が困


難であるものについて、一定の品質基準への適


合性を条件に、廃棄物の適用除外とし、柔軟か


つ広域的な運搬、利用及び輸出を可能とするべ


きである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 51】 


事項名 


 


リサイクル品の活用促進② 


規制・制度の概要 


 


・ 廃棄物に該当するか否かは、その物の性状、排


出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無


及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断


すべきとされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条 


・ 平成 17 年環産廃発 050725002「建設汚泥処理


物の廃棄物該当性の判断指針について」 


・ 平成 17 年８月環廃産発第 050812003 号「行政


処分の指針について（通知）」 等 


改革の方向性（当初案） ・ 建設汚泥をリサイクルした改良土は、品質が確


保されていれば有用な土木資材であるが、市場


が競合する建設残土等が廉価又はマイナス価


格であるため、有償売却が困難であり、自治体


によって廃棄物として扱われるため有効に利


用されていない。 


・ したがって、一定の品質基準への適合性および


施行現場における適切な使用を条件に、廃棄物


処理法の適用除外とし、柔軟かつ広域的な運搬


および利用を可能とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行制度下で対応可能と考


える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 工作物の建設工事に伴って大量に排出される


産業廃棄物たる建設汚泥に中間処理を加えた


後の物については、建設汚泥に人為的に脱水・


凝集固化等の中間処理を加えたものであるこ


とから、中間処理の内容によっては性状等が必


ずしも一定でなく、飛散・流出又は崩落の恐れ


があることに加え、有害物質を含有する場合


や、高いアルカリ性を有し周辺水域へ影響を与


える場合もある等、不要となった際に占有者の
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自由な処分に任せると不適正に放置等され、生


活環境の保全上支障が生ずるおそれがある。し


たがって、このような物であって、廃棄物に該


当するものについては、法の適切な管理下にお


くことが必要であり、当該物が廃棄物に該当す


るか否かは、平成 11 年の最高裁判例のとおり、


その物の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、


取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的


に勘案し判断すべきである。 


・ 他方、生活環境の保全上支障が生ずるおそれの


ない適正な再生利用については、積極的に推進


されることも重要であるため、当省において


も、「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の判断指


針について」（平成 17 年７月 25 日環廃産発〇


五〇七二五〇〇二環境省大臣官房廃棄物・リサ


イクル対策部産業廃棄物課長通知）において指


針を示しているところであり、これについて、


引き続き各地方公共団体に対し周知徹底を図


ってまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 真に循環型社会の形成を推進するためには、循


環的利用を促進し、循環的利用ができないもの


を廃棄物として適正処理することが必要であ


る。循環的利用が可能なものを、すべて廃棄物


であるとすれば、資源を有効に活用することが


出来ず、結果として最終処分の増大や環境負荷


の増加となってしまうだけではなく、資源の枯


渇への対応も出来なくなってしまう。 


・ 廃棄物か否かは、廃棄物処理法において「物の


性状や排出の状況、通常の取扱形態、取引価値


の有無、占有者の意思等を総合的に勘案して判


断する」とされているが、実務上「無価物」及


び、有価で取引される物であっても運搬費用が
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買取金額を上回る「逆有償物」が廃棄物に分類


されることが多いため、再資源化が阻害されて


しまっている場合がある。 


・ 建設汚泥をリサイクルした改良土は、品質が確


保されていれば有用な土木資材であるが、市場


が競合する建設残土等が廉価又はマイナス価


格であるため、有償売却が困難であり、自治体


によって廃棄物とみなされることから、充分な


有効利用がなされていない。 


・ また、自治体による再生利用指定制度はその利


用に際し、事業実施者や搬入先が限定され、自


由な営業活動を行うことができないことに加


えて、そもそも実際の利活用が進んでいない。


・ このため、「建設汚泥処理物の廃棄物該当性の


判断指針について」において指針が示されては


いるものの、価格の問題から廃棄物に該当し、


かつ再生利用の特例制度も円滑に利用されて


いないことから、適正な再生利用も進んでいな


い現状がある。 


・ ３Ｒにより循環型社会を構築することは、長期


的にみても社会への負担軽減に資する重要な


取組みであり、今後も積極的に進めていく必要


がある。したがって、安全性の担保として一定


の品質基準への適合性を条件に、再度有効活用


が可能な資源については廃棄物処理法の管理


下から除外し、資源循環を促進すべきである。


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 建設汚泥をリサイクルした改良土について、一


定の品質基準への適合性および施工現場にお


ける適切な使用を条件に、廃棄物処理法の適用


除外とし、柔軟かつ広域的な運搬および利用を


可能とすべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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 【グリーンイノベーション 52】 


事項名 


 


バイオマスの利活用促進 


規制・制度の概要 


 


・ 廃棄物か否かは総合判断で決定され、排出形態


に応じて一般廃棄物か産業廃棄物かが決定さ


れる。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第


１項 


改革の方向性（当初案） ・ 間伐材や枝打ち材などのバイオマス資源は、運


送費に比べて価格が低い場合があり、このこと


によって産業廃棄物又は一般廃棄物と位置付


けられることによって、有効活用が阻害されて


いる。 


・ したがって、少なくとも木質バイオマスについ


て、再生可能エネルギーとしてなど、一定の条


件下で適切に利活用される場合については、運


用の標準的ガイドラインを国が策定すること


によって、現状自治体毎に様々である取扱いを


統一化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由のとおり対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物は、排出者にとって不要であるために、


自由な処分に任せるとぞんざいに扱われ、生活


環境保全上の支障を生じる可能性を常に有し


ている。 


・ 仮に、廃棄物をリサイクル（エネルギー利用を


含む。以下同じ。）する予定であることをもっ


て廃棄物処理法の適用除外とすれば、個人の資


質や技術、適正な処理が可能な施設の有無に関


わらず、誰でも廃棄物の処理の事業を行うこと
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ができることとなり、このような事業に対する


法の管理が行き届かず、ひいては悪質な事業者


により廃棄物の不法投棄等が行われ、甚大な環


境汚染につながるおそれがある。 


・ 現にこれまでも、「リサイクル目的の資源」と


称して木くずを過剰堆積、不適正保管する不適


正処理事例が後を絶たず、その結果、野積みさ


れた木くずが発火し甚大な生活環境保全上の


支障を生じさせた事例や、過剰堆積された木く


ずの行政代執行による撤去・処理に多額の費用


を要した事例が存在している。 


・ したがって、リサイクルする予定であることを


もって廃棄物である木質バイオマスを廃棄物


処理法の適用除外とすることは適切ではなく、


御要望は対応困難である。 


・ なお、近年、木質バイオマスは、製紙工場の燃


料等として多くが有価で流通しており、この場


合は廃棄物処理法の対象外である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ バイオマス資源の利用は、CO2 排出削減、廃棄


物の削減にも大きな効果があることから、バイ


オマスを循環資源として最大限活用できる環


境整備を更に進めるべきである。 


・ 現在は廃棄物か否かについて、調達コストが有


償か逆有償かで判断されている実態があるが、


廃棄物と規定された場合は多くの諸手続きが


必要となるため、利活用を進めるという観点か


ら、バイオマスの性状や不法投棄等のリスクが


極めて低い取引形態等に着目した見直しを図


るべきである。 


・ ３Ｒにより循環型社会を構築することは、長期


的にみても社会への負担軽減に資する重要な


取組みであり、今後も積極的に進めていく必要


がある。循環型社会構築に向けて、今後どのよ


うな資源を、どのような方法で利用することが


より的確かという点について一層の配慮を行


うことが肝要である。 
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・ 現行法における専ら物についても、専ら再生利


用の市場が構築されているという理由のみで、


誰でも許可なく取扱うことが可能であり、適切


に処理がなされた再生利用可能な資源につい


ても同様の考え方を適用すべきである。 


具体例、経済効果等 バイオマスの利活用を阻害している課題とし


て、以下のような指摘がある。 


・ 間伐材や枝打ち材が廃棄物と位置づけられる


ことによって、収集運搬の担い手が限られ新規


参入の障壁となっている。また、廃棄物と定義


するために、自治体の環境当局が所有者からの


逆有償を求める場合もある。 


・ 廃棄物該当性の判断に市場での取引実態が考


慮されるため、新技術を用いたバイオマス燃料


が廃棄物でないと認められるまでに時間を要


し、円滑な新規事業展開を阻害している。 


・ バイオマス燃料は重量あたりの製品価値が安


価であるため、遠方との需要家からの購入が廃


棄物に該当してしまうことから取引を断念し、


稼働率の安定のため、海外バイオマスを購入す


るなどの対応を行っている場合もある。 


・ 林地残材は産業廃棄物、果樹剪定枝は一般廃棄


物とみなされるため、木材であっても処理に係


る取扱いが異なり、公平感に欠ける。 


・ 間伐材や食物残渣等で発電を行う際に発生す


る燃焼灰について、自治体によっては産業廃棄


物ではなく山林・農地に還元するケースを明文


化し、その有効活用が促進されている場合もあ


るが、その一方で、産業廃棄物処理を指導する


ところもあり、対応が統一されていない。産業


廃棄物焼却炉と同等以上の環境性能を有する


ボイラにおいて、廃棄物由来バイオマス燃料の


利用が行えないが、廃棄物処理の許可を取得す


るには手続きに時間を要することに加えて、ダ


イオキシン対策設備となることから定期検査


時に暴露対策が必要となり、点検期間の長期化
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によって稼働率が低下してしまう。 


改革案 ・ 木質バイオマスについて、再生可能エネルギー


としてなど、一定の条件下で適切に利活用され


る場合については、運用の標準的ガイドライン


を国が策定することによって、現状自治体毎に


様々である取扱いを統一化すべきである。＜平


成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション 53】 


事項名 


 


一般廃棄物処理業の許可の更新期間延長 


規制・制度の概要 


 


・ 一般廃棄物処理業の許可の更新期間は、２年と


定められている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第


２項、第７項 


・ 同法施行令第４条の５、第４条の８ 


改革の方向性（当初案） ・ 産業廃棄物処理業の許可の更新期間は５年で


ある一方で、一般廃棄物処理業の許可の更新期


間は２年と短く、施設設置や運搬車両の購入等


多大な投資が必要であるにもかかわらず、短期


許可期間では融資を受けることが困難である。


・ したがって、一般廃棄物処理業の許可につい


て、産業廃棄物処理業の許可と同様、更新期間


を５年とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下のとおり、必要に応じて検討する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 一般廃棄物処理業の許可の更新期限は、⑴市町


村の一般廃棄物処理計画のうち実施計画は単


年度ごとに定められるものであり、それとの整


合性をとることが適当であること、⑵一般廃棄


物処理業者の行う処理事業は、市町村がその自


治事務として実施する一般廃棄物の処理の一


環として、市町村を補完する極めて公共性の高


い事業であることから、更新期限をできるだけ


短くすることにより一層の信頼を高める必要


があると判断されたことから、２年とされてい


る。 


・ 要望については、上記の趣旨を損なうことのな


いよう、慎重に議論する必要があるため、直ち


に対応することは困難であるが、今後、市町村


及び一般廃棄物処理業者等の関係者から意見
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を聴いた上で、許可期限の在り方について、必


要に応じ検討を行うこととしたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 産業廃棄物処理業の許可の更新期間は、現在５


年であり、今後は優良事業者については７年に


なると予定されている。これに比して、一般廃


棄物処理業の許可の更新期間は２年であり、処


理業者及び自治体の事務コストの増加に繋が


っている。 


・ 現状の更新期間は処理計画策定のタイミング


との整合性もとれておらず、安定した業を営む


上で、施設設置や運搬車両の購入等多大な投資


が必要である現状を考慮すれば、更なる延長を


行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 本来許認可を取得可能な事業者の能力と、自治


体の処理計画における排出量とは切り離して


考えるべき事項であるが、仮に一般廃棄物処理


計画に基づいて計画的な委託契約を行うこと


を想定しているとしても、処理計画の策定は３


年に１度であり、２年であることの合理性はな


いと考えられる。 


改革案 ・ 一般廃棄物処理業の許可について、産業廃棄物


処理業の許可と同様、更新期間を５年とするべ


きである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 54】 


事項名 


 


特別管理産業廃棄物処理業の許可の産業廃棄物処


理業の許可包含 


規制・制度の概要 


 


・ 特別管理産業廃棄物処理業の許可業者は、特別


管理産業廃棄物のみの収集・運搬または処分を


行うことが許されており、通常の産業廃棄物の


収集・運搬または処分を行うことは認められて


いない。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条、14


条第１項・６項、14 条の４１項・６項 


・ 同法施行令第２条、２条の４ 


改革の方向性（当初案） ・ 特別管理産業廃棄物処理業の許可業者は、通常


の産業廃棄物の収集・運搬または処分をするこ


とは認められていない。一定の有害性等が予想


される場合、安全性を考慮して特別管理産業廃


棄物処理業者に委託することが適切であるが、


対象物が通常の産業廃棄物に該当する場合に


は、無許可業者への委託となってしまう。 


・ したがって、特別管理産業廃棄物処理業の許可


を受けた場合、産業廃棄物の処理も同様に行う


ことを可能とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行制度下で対応可能と考


える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 廃棄物処理法においては、産業廃棄物のうち、


爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生


活環境に係る被害が生じるおそれのある性状


を有する有害なものについて、当該廃棄物の品


目や、そこに含まれる有害物質や排出事業場の


種類に応じ、個別に特別管理産業廃棄物として


指定し、特別管理産業廃棄物の処理に係る業許


可と、産業廃棄物の処理に係る業許可は、別個


の制度しているところであるが、一方の許可を


有している者が、もう一方の許可を取得できな
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いというものではなく、御要望の趣旨は、両方


の許可を有している者へ処理委託することと


すれば達成できるものと考える。 


・ また、仮に特別管理産業廃棄物の業許可を取得


していることをもって、産業廃棄物を取り扱え


ることとした場合、監督行政庁が処理品目やそ


の事業計画等の許可業者に係る情報を適切に


把握できず、ひいては的確な指導、処分等を行


えなくなり、生活環境の保全が担保できなくな


るおそれがあるため、ご要望にお応えすること


はできない。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 特別管理産業廃棄物は廃酸、通常の産業廃棄物


について一定の有害性等の要素を加えたもの


であるが、特別管理産業廃棄物の許可を有して


いても、同一性状の産業廃棄物の処理を行うに


あたっては改めて許可を取得することが求め


られている。 


・ このため、申請手続きの重複により、処理コス


トが増加してしまうことに加えて、一定の有害


性等が予想される場合、安全性を考慮して特別


管理産業廃棄物処理業者に委託することが適


切であるが、対象物が通常の産業廃棄物に該当


する場合には、無許可業者への委託となってし


まう場合がある。 


・ 特別管理産業廃棄物の業許可を取得している


ことをもって、産業廃棄物を取扱えることとす


る対応は、手続きの簡素化を目的としており、


情報管理を適切に行うことで的確な指導や処


分等を行うことは十分に可能である。 


・ 有害性のある廃棄物を適正に処理可能である


以上、同一性状の無害な廃棄物は同様に適正処


理も可能であることから、個々の許認可の取得
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を不要とするべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 特別管理産業廃棄物の許可を取得している事


業者は、同一性状に係る産業廃棄物の許可を取


得している場合が多いが、申請手続きの重複に


より、処理コストが増加してしまっている。 


改革案 ・ 特別管理産業廃棄物処理業の許可を受けた場


合、産業廃棄物の処理も同様に行うことを可能


とするべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 55】 


事項名 


 


廃棄物処理施設に係る建築基準法第５１条の適用


除外 


規制・制度の概要 


 


・ 建築基準法に基づき、対象廃棄物処理施設のあ


る一定規模以上の処理能力を有する施設は、都


市計画審議会の議を経る必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 51 条 


・ 建築基準法施行令第 130 条の２の２ 


改革の方向性（当初案） ・ 廃棄物処理施設は都市計画決定または都市計


画審議会を経て特定行政庁が許可を行う必要


があり、焼却や埋め立てを伴わないようなマテ


リアルリサイクル施設（木くず、がれき類、廃


プラ等）であっても、建築確認や都市計画審議


会での承認、さらには近隣住民の同意を要する


場合があることから、迅速な施設設置が行えな


い。工業専用地域及び工業地域内に設置する場


合においても同様の手続きが必要とされ、一般


的な製造業者に比べ過大な負担が生じている。


・ したがって、産業廃棄物施設設置については、


建築基準法 51 条の対象から除外し、工場設置


と同等の規制とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 一定規模以上の処理を行う産業廃棄物処理施


設等は、一般的な製造工場と違い、周辺住民の


居住環境も含めた市街地環境に大きな影響を


及ぼすおそれがあるため、立地に際し十分な配


慮が必要である。したがって、都市内における


これらの施設の配置については都市計画上の


視点から十分に検討される必要があり、適切な


施設の配置を確保するため、これらの施設につ


いては、その新築又は増築について原則として


都市計画においてその位置が決定しているも


のでなければならない。また、その位置が決定


しているもの以外は、都市計画的判断が必要な


ため、都市計画審議会の議を経て許可すること


等の一定の手続きを経る必要がある。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 廃棄物処理施設は都市計画決定または都市計


画審議会を経て特定行政庁が許可を行う必要


があり、焼却や埋立てを伴わないようなリサイ


クル施設であっても、建築確認や都市計画審議


会での承認、さらには近隣住民の同意を要する


場合があることから、迅速な施設設置が阻害さ


れている。 


・ 工業専用地域において、通常の工場は都市計画


審議会の議は不要である一方、環境負荷の観点


では工場と同等であるにも関わらず、リサイク


ル施設が対象となることで一般的な製造業者


に比べて過大な負担が生じていることは不合


理である。 


・ 本来、工業専用地域等は、排気や騒音等により


市民生活への影響が懸念される事業場の立地


場所であり、そこに廃棄物処理施設を設置する


ことは当該目的から外れるものではないはず


である。また、環境保全は廃棄物処理法等の手


続きによって担保されており、審議会を経る必


要性は小さいと考えられる。 


・ 大量生産、大量廃棄という従来の状況から、資


源循環の概念の浸透によって経済の構造は変


革している。循環型社会の構築という観点か


ら、リサイクルが既に産業活動の一環となって


いる状況及び工業専用地域の特性を踏まえ、工


業専用地域の処理基準を柔軟に見直すべきで


ある。 
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具体例、経済効果等 ・ 事業拡大や資源循環の観点から、新たに廃棄物


を受け入れようとする場合に、当該手続きによ


って施設整備の遅延や事務処理コストが増大


してしまっている。都市計画審議会は３ヶ月に


１回程度の開催であり、案件が多い場合は次期


に繰り越されることもある（審査会にかけるた


めに通常は３ヶ月間には申請が必要）。 


・ 既存の産業廃棄物処理施設において、同一性状


の一般廃棄物を受け入れる場合には、廃棄物処


理法上は届出で一般廃棄物処理施設として認


められるが、都市計画審議会の議を経る必要が


あるため、手続きが簡素化されたことによるメ


リットを享受できない。 


・ 例えば廃プラスチックの破砕施設を工業地域


に設置する場合、６ｔ／日以上が対象となる


が、当該規模であれば周辺住民の居住環境も含


めた市街地環境に及ぼす影響はほとんどなく、


インフラへの負荷等も限定的であると考えら


れる。 


改革案 ・ 焼却や埋立てを伴わないリサイクル施設の設


置については、建築基準法第 51 条の対象から


除外し、工場設置と同等の規制とすべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 56】 


事項名 


 


処理委託契約書の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 排出事業者は、産業廃棄物処理を委託する場


合、委託基準を遵守するとともに、委託契約書


を締結しなければならないとされている。さら


に、当該委託契約に含まれるべき事項が多く法


定されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条４


項、第 12 条の３ 


・ 同法施行令第６条の２ 


・ 同法施行規則第８条の４、８条の４の２ 


改革の方向性（当初案） ・ 処理委託契約書の内容は項目が多く、契約書作


成や保管事務が煩雑となっている。マニフェス


トによって処理委託の当事者の特定、委託量、


処理ルートの確認は当事者間で行われ、また後


日行政によっても確認可能である。さらに、実


際に不法投棄等の不適正処理が行った場合に


ついても、マニフェストに基づいて排出事業者


の特定や排出量に基づく措置命令等は可能で


あり、現実に行われている。特に電子マニフェ


ストを使用した場合、後日の改ざんは不可能で


あり、その信用性は高い。 


・ したがって、電子マニフェストを継続的に使用


する場合には、排出事業者の契約書締結義務を


免除するべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 委託契約書は、産業廃棄物の処理を委託する前


段階において、委託する産業廃棄物の種類や数


量、処理の内容、産業廃棄物の処分の場所、受


託者の許可の範囲等の委託契約に関する情報


を委託者・受託者の双方で確認し、これを書面


化することを通じ、双方の役割と責任を明確に


するために義務付けられているものである。 


・ 他方、産業廃棄物管理票（マニフェスト）は、


前述の委託契約書どおりに産業廃棄物が適正


に処理されていることについて、排出事業者・


産業廃棄物収集運搬業者・産業廃棄物処分業者


の処理関係者間で情報を共有し、確認を行うた


め、その交付等が義務付けられているものであ


って、委託基準とは別途必要とされる義務であ


る。 


・ したがって、電子マニフェストを継続的に使用


することをもって、排出事業者の契約書締結義


務を免除することはできない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 処理委託契約書の内容は項目が多く、作成のた


めの印紙税や作成・保管の事務コストが膨大と


なっているとともに、契約書とマニフェストの


記載事項には多数の重複項目が存在している。


・ マニフェストによって、処理ルートの確認が行


われており、不法投棄や不適正処理防止という


観点では、契約書以上の効果が期待できる。 


・ したがって、電子マニフェストの普及拡大の観


点からも、電子マニフェストが委託契約書を兼


ねるようにすることで運用の合理化を図るべ


きである。 


具体例、経済効果等 ・ 不法投棄等によって現状復帰の損害賠償請求


を行う場合においても、マニフェストに基づ


き、請求額の算出が行われているという意見も


ある。 


・ あわせ産廃や専ら物の処理について、実態とし


て自治体等との委託処理契約は締結されてい


ないことも多く見受けられる。 
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改革案 ・ 電子マニフェストが排出事業者の契約書をも


兼ねるようにすべきである。＜平成 23 年度中


措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 57】 


事項名 


 


マニフェスト報告制度の適用猶予の再開 


規制・制度の概要 


 


・ 排出事業者は、排出事業場ごとに、毎年１回交


付した管理票の交付等の状況に関し、当該事業


場の所在地を管轄する都道府県知事に対して、


マニフェスト報告書を提出しなければならな


い。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条の


３第６項 


・ 同法施行規則第８条の 27 


・ 平成 18 年 12 月環廃産発第 061227006 号「産業


廃棄物管理票に関する報告書及び電子マニフ


ェストの普及について（通知）」 


改革の方向性（当初案） ・ マニフェスト報告制度は、排出事業者および自


治体の双方に負担が大きく、さらに不適正処理


の防止等に効果がないことから、長期にわたり


適用が猶予されていた。しかし、現在は適正処


理の推進のためではなく、電子マニフェストの


普及のためだけに再開されており、排出事業


者・自治体に過度な負担がかかってしまってい


る。 


・ したがって、マニフェスト報告制度について、


適用の猶予を再開すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ マニフェストの都道府県知事又は政令市長へ


の報告については、マニフェスト制度に則っ


て、排出事業者がマニフェスト違反を行ってい


ないか、あるいは、最終処分に至るまでの一連
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の処理工程について的確に確認が行われてい


るか等を監督行政庁が的確に把握することを


通じて、マニフェスト制度の実効性をより高め


るためのものであり、かつ、産業廃棄物の受け


入れ、搬入が都道府県の域を越え、広域的に移


動する中、不法投棄等の不適正処理を防止し、


産業廃棄物処理の実態を正確かつ迅速に把握


していくことにあたって、必要不可欠となって


いるもの。 


・ 他方、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経


済対策」（平成 22 年９月 10 日閣議決定）に基


づき、マニフェストの交付状況報告書の提出条


件を全自治体で統一することについて、平成


22 年度に結論を得た上で、平成 23 年度に必要


な措置を講ずることにより、管理票交付者の負


担の軽減を図ってまいりたい。 


・ また、紙マニフェストではなく、電子マニフェ


ストを利用した場合においては、マニフェスト


の交付状況について、情報処理センターから各


都道府県へ報告が行われ、管理票交付者が自ら


報告を行う必要はないことから、電子マニフェ


ストの普及を一層進めることを通じて、管理票


交付者の事務負担の軽減を図ってまいりたい。


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 長期にわたり適用が猶予されていたマニフェ


スト報告制度は、適正処理の推進のためではな


く、電子マニフェストの普及のためとされてい


るが、排出事業場毎に提出することから、排出


事業者にとって大きな負担となっている。また


報告を受けた自治体もこの報告を有効活用し


きれていない 


・ 本来、電子マニフェストの普及によって自治体


が排出事業者の委託状況を容易に把握するた


めに有効な制度として規定されたものであり、


電子化の普及が充分でない（平成 20 年度：


14％）現段階においては当該制度の適用を再度


猶予すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 現在、政令指定都市等を含めると、管轄自治体


は 109 にのぼっており、集計、提出作業は多大


な労力が必要となっている。 


・ マニフェスト報告制度には罰則の規定がなく、


遵法意識の高い事業者のみに過大な負担とな


っていることに加えて、受領した報告書の内容


を精査し、利活用する自治体も少なく、事業


者・自治体双方にとってメリットが少ない。 


改革案 ・ マニフェスト報告制度について、適用の猶予を


再開すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 58】 


事項名 


 


産業廃棄物処理業者の変更届出規制の合理化 


規制・制度の概要 


 


・ 産業廃棄物処理業者は、事業の範囲を変更しよ


うとするときは、都道府県知事の許可を受けな


ければならない。但し、軽微な変更については、


変更日から 10 日以内に届出をするものとされ


ている。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 14 条の


２第１項～第３項 


・ 同法施行規則第 10 条の９、10 条の 10 


改革の方向性（当初案） ・ 産業廃棄物処理業者は、役員、政令指定使用人、


５％以上株主等の変更、届出車両の変更があっ


た場合、10 日以内に都道府県知事へ変更届を


提出しなければならない。しかし、上場をして


いる会社の場合、株主は日々変動しており、ま


た役員、支店長の数は合計すれば 100 名以上に


及ぶ場合もある。このような変更を、現在 109


もある許可権を有する自治体へ届けることは


きわめて困難である。 


・ したがって、優良な産業廃棄物処理業者および


上場している産業廃棄物処理業者については、


役員および５％以上株主について、年に１回届


出をすれば足りることとすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物処理法における許可の欠格要件につい


ては、廃棄物処理業への暴力団関係者の関与


や、全国各地での大規模不法投棄が社会問題化


したことを受け、事業の適正な実施が期待でき
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ない悪質な者を類型化し、これに該当する者に


ついて裁量の余地なく一律にその許可を取り


消し、悪質な者を確実かつ迅速に産業廃棄物処


理業界から排除することにより、産業廃棄物処


理業の適正な実施を確保し、産業廃棄物処理に


対する国民の不信感を払しょくするとともに、


生活環境の保全を図ることを目的としている。


・ 欠格要件に該当する悪質な者を確実かつ迅速


に排除するためには、届出制度により、行政が


事業者の欠格要件該当性を判断するための情


報を適切に把握できることとしておくことが


必要不可欠であり、行政が当該情報について常


時適切に把握できないとなると、悪質業者の排


除が行えないこととなり、ひいては不法投棄等


が行われ生活環境保全上の支障が生ずるとと


もに、産業廃棄物処理業に対する国民の不信感


を増大させることとにつながりかねないため、


御提案について対応することは困難である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 産業廃棄物処理業者は、役員、政令指定使用人、


５％以上株主等の変更、届出車両の変更があっ


た場合、10 日以内に都道府県知事へ変更届を


提出しなければならないとされている。 


・ 上場をしている会社の場合、株式の譲渡が株式


市場において自由に行われており、株主も日々


変動することから、会社として５％以上の株主


を毎日特定することは不可能である。さらに、


役員・支店長の数は合計すれば 100 名以上に及


ぶ場合もあることから、許可権を有する自治体


へ期限内に届けることは極めて困難である。 


・ 上場企業については、既に上場審査の過程で、


反社会的勢力に関するチェックは徹底されて


おり、悪質事業者はその時点で排除されている


とともに、許可の有効期間が通常よりも長期に


認められる優良な事業者であれば、事業の適正


な実施が期待されているため、要件を柔軟に見


直すべきである。 
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・ 添付書類が揃わなくとも 10 日以内の提出を求


める自治体や、書類が揃うまで受付けない自治


体もあるなど、個々に指導内容も異なってお


り、運用の統一化及び柔軟化を図るべきであ


る。 


具体例、経済効果等 ・ 信託口や投資口の内訳まで提出を求める自治


体もあり、実務上対応が不可能となっている。


・ 役員の変更届出を提出する場合、多くの行政機


関が登記事項証明書の添付を求めており、商業


登記簿の役員の変更登記は 10 日以上要するこ


とも多く、変更の日から 10 日以内の届出は、


現実的に不可能な場合もあり、柔軟な運用を行


うべきである。 


改革案 ・ 許可の有効期間が通常よりも長期に認められ


る優良な産業廃棄物処理業者および上場して


いる産業廃棄物処理業者については、役員およ


び５％以上株主について、年に１回届出をすれ


ば足りることとすべきである。＜平成 23 年度


中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 59】 


事項名 


 


欠格要件の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 申請事業者や法人の役員（５％以上の株主等の


実質的な支配者を含む）、支店長などの使用人


が欠格要件に該当する場合、都道府県等は業お


よび施設設置許可を取り消さなければならな


い。 


＜根拠法令＞ 


・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条４


項、第７条の４、第 14 条５項、第 14 条の３の


２ 


・ 同法施行令第４条の７、第６条の 10 


・ 平成 17 年環廃産発 050812003「行政処分の指


針について」 


改革の方向性（当初案） ・ 一般廃棄物処理業者および産業廃棄物処理業


者の欠格要件は、政令指定使用人にも適用され


ている。政令指定使用人は本店又は支店の代表


者、および継続的に業務を行うことができる施


設の契約締結権限を有する者を置く事業所の


代表者となっておりきわめて範囲が広い。企業


では支店の統廃合はきわめて頻繁に行われて


おり、また営業所において契約締結権限を有す


るかどうかは、登記簿上明らかではなく、社内


規定においても流動的であることから、明確性


を前提とした一律な判断を求められる欠格要


件制度にそぐわない。 


・ したがって、政令指定使用人のうち、支店長お


よび継続的に契約締結権限を有する者のいる


事業所の代表者は欠格要件から除外すべきで


ある。 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 廃棄物処理法における許可の欠格要件につい


ては、廃棄物処理業への暴力団関係者の関与


や、全国各地での大規模不法投棄が社会問題化


したことを受け、事業の適正な実施が期待でき


ない悪質な者を類型化し、これに該当する者に


ついて裁量の余地なく一律にその許可を取り


消し、悪質な者を確実かつ迅速に産業廃棄物処


理業界から排除することにより、産業廃棄物処


理業の適正な実施を確保し、産業廃棄物処理に


対する国民の不信感を払しょくするとともに、


生活環境の保全を図ることを目的としている。


・ 支店長及び契約締結権限を有する者のいる事


業所の代表者等は、まさに廃棄物処理の委託契


約を締結しうる当事者であり、仮にこれらの者


を欠格要件の対象から除外した場合、悪質かつ


不適格な者が産業廃棄物処理業から排除され


ず、ひいては産業廃棄物の不法投棄等が行わ


れ、生活環境保全上の支障が生ずるとともに、


産業廃棄物処理に対する国民の不信感を増大


させることとにつながりかねないため、御要望


にお応えすることはできない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 不法投棄などの不適正処理を防ぎつつ経済合


理的にも優れた廃棄物処理を行うためには、高


いモラルと処理能力を兼ね備えた優良な事業


者を育てていく必要がある。 


・ 廃棄物処理法においては、暴力団排除及び不適


正処理を防止する観点から、平成３年以降、欠


格要件の強化を行うことにより、悪質業者の参


入を阻んできたが、これにより適正処理を行お


うとする優良業者までも新規参入を躊躇する


現状があることに加えて、処理業者は分社化等


の措置により過失等により欠格要件に該当し


た場合のリスクを最小限に留める対応を行う
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必要があり、優良業者の育成が阻害されてい


る。 


・ 欠格要件の対象として、本店又は支店の代表


者、および継続的に業務を行うことができる施


設の契約締結権限を有する者を置く事業所の


代表者も含まれているが、頻繁に組織改廃が行


われる支店や営業所が契約締結権限を有する


かどうかは流動的であるため、明確性を前提と


して一律な判断を求められる欠格要件制度に


そぐわない。 


・ 廃棄物業の免許に記名されている政令指定人


等が事業に直接関係のない違反行為を犯した


際、たとえ当該指定人が辞職したとしても企業


全体での責任として廃棄物業が長期間の活動


停止となってしまう。優良業者にとっては企業


活動そのものの罰則でもないにもかかわらず、


活動を行えず廃業に追いこまれてしまう。 


・ 悪質業者の排除は、管理・監督責任を負う行政


によって適宜、改善命令・事業停止・許認可取


消を行うことで対応すべきであり、欠格要件の


必要以上の強化は健全な事業者までも巻き込


んでしまうことになりかねないことから、コン


プライアンスを遵守している優良事業者につ


いては対象要件を見直すべきである。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 優良事業者については、政令指定使用人のう


ち、支店長および継続的に契約締結権限を有す


る者のいる事業所の代表者は欠格要件から除


外すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 60】 


事項名 


 


廃棄物統計の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 環境省発表の統計によると、平成 19 年度にお


ける全国の産業廃棄物の総排出量は約４億


1900 万トンとされている。 


＜根拠法令＞ 


規定なし 


改革の方向性（当初案） ・ 産業廃棄物の総排出量は約４億 1900 万トンと


されているが、そのうち汚泥が 44.2％、動物


のふん尿が 20.9％を占めている。汚泥は、含


水比がきわめて高いことに加えて、上下水道、


電気・ガス事業などのインフラ事業から発生す


るものである。また動物のふん尿は、飼育頭数


から排出量が推計され、飼育施設周辺でそのま


ま肥料として利用されていることが多く、排出


および処理実態が他の産業廃棄物とは大きく


異なっている。また、副産物で事業所内で再資


源化されているものは、実際には排出されてい


ないにもかかわらず、総排出量に加えられてい


る。 


・ したがって、①汚泥を脱水処理施設から排出さ


れた状態で集計する、②動物のふん尿を統計か


ら除外する、③現実に排出されていない廃棄物


は除外することによって、産業廃棄物として排


出されている実態を明確化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、現行下で対応可能と考え


る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 廃棄物処理法において、「排出」とは、物の製


造、加工、流通の過程等から廃棄物が出される


ことをいい、事業場の外へ廃棄物が出されるこ


とではない。本調査は、廃棄物が排出される量


の把握を目的としているため、その趣旨に照ら


し、廃棄物が排出された時点において、その量
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を把握することが適当である。 


・ 「①汚泥を脱水施設から排出された状態で集


計すること」については、汚泥の脱水は、発生


源で行われる場合もあれば中間処理事業者に


委託して行われる場合もあり、多種多様であ


る。また、脱水処理は焼却施設と同様に中間処


理施設の位置付けであり、脱水後の汚泥は既に


中間処理後産業廃棄物である。したがって、汚


泥の産業廃棄物としての排出量は、発生段階で


の量を集計することが適切であると考える。 


・ 「②動物の糞尿を統計から除外すること」につ


いては、左記のとおり、本調査はあくまでも排


出量に係る調査であり、動物のふん尿の排出・


処理実態が他の産業廃棄物とは大きく異なっ


ているとしても、廃棄物処理法施行令第２条第


10 号において産業廃棄物として定められてい


る動物のふん尿を統計の対象から除くという


ことは適切ではないと考える。 


・ 「③現実に排出されていない廃棄物は除外す


ること」についてだが、ご指摘の「副産物」は


性状等によっては廃棄物に該当する場合があ


り、この場合は、事業場内で再資源化されてい


たとしても、本統計調査の趣旨に照らし、総排


出量のうちの一つに加えることは適当なもの


だと考える。 


・ なお、本調査においては、中間処理量、最終処


分量、直接再生利用量を把握しており、御指摘


の点については、現時点でもある程度お示しす


ることは可能と考える。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 産業廃棄物排出・処理状況調査における産業廃


棄物の総排出量は約４億 1900 万トンとされて


いるが、そのうち汚泥が 44.2％、動物のふん
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尿が 20.9％を占めている。 


・ 汚泥の排出量は、含水比がきわめて高い状態で


推計されていると考えられるばかりではなく、


上下水道、電気・ガス事業などのインフラ事業


から発生するものである。また、動物のふん尿


は、畜産統計に基づき、飼育頭数から排出量が


推計されているが、飼育施設周辺でそのまま肥


料として利用されていることが多く、排出及び


処理実態が他の産業廃棄物とは大きく異なっ


ている。 


・ 含水比の高い汚泥及び排出や処理実態が通常


と異なる動物のふん尿が総排出量の大半を占


めるため、年々最終処分量が減少しているにも


関わらず、廃棄物の総排出量は横ばいとなって


おり、国民の自助努力による減量効果が評価さ


れ辛い状況となっている。産業廃棄物として排


出されている実態をより明確化するためにも、


汚泥及び動物のふん尿を除外した数値も示す


ことによって、国民への情報提供および３Ｒの


取組みの成果を判断する基礎材料に資するこ


とを可能とし、今後の施策の方向性を的確に判


断できるようにするべきである。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 産業廃棄物排出・処理状況調査において、①汚


泥を脱水処理施設から排出された状態で集計


する、②動物のふん尿を統計から除外する、③


現実に排出されていない廃棄物を除外した数


値も併記することによって、産業廃棄物として


排出されている実態を明確化すべきである。＜


平成 23 年度中措置＞ 
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【グリーンイノベーション 61】 


事項名 


 


ＰＣＢ含有基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ ＰＣＢを含有していると定義する最低濃度が


0.5ppm と規定されている。 


＜根拠法令＞ 


・ ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推


進に関する特別措置法第２条 


・ 同法施行令第１条 


・ 同法施行規則第３条 


改革の方向性（当初案） ・ ＰＣＢ特措法により、ＰＣＢ廃棄物所有者は平


成 28 年 7 月までに廃棄処理することが義務付


けられている。ＰＣＢは、処分方法により「高


濃度」「低濃度」に分類されるが、低濃度の最


低濃度基準は 0.5PPM 以上と、先進諸外国基準


（米・英・仏・加・豪：50PPM）から掛け離れ


ている。「低濃度」の処分方法として、処理業


者が 1社しか認定されておらず、また、処分の


範囲も限定されているなど、ほとんどの所有者


が処理を委託可能な状況になく、継続して保管


の義務が課せられている。 


・ したがって、海外では、50PPM や 10PPM 以下で


あれば通常の廃棄物として処理しており、この


現状との整合性も含めて、低濃度の定義と処理


の促進を検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により、対応困難と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 昭和 43 年に発生したカネミ油症事件の原因と


なった物質である PCB は、環境中で分解されに


くく、また生物濃縮しやすいという性質を有


し、人の健康及び生活環境に係る被害を生ずる
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おそれのある物質である。このため、環境中へ


の放出を可能な限り抑制する必要があるとい


う考え方の下、化学処理等の方法で達成が十分


可能であり分析も可能なレベルを勘案し、PCB


特措法においてその処理基準を定めたところ


である。 


・ PCB 廃棄物のうち、PCB を使用した高圧トラン


ス等については、全国５箇所の拠点的広域処理


施設において処理が鋭意実施されている。同処


理施設の立地に際しては、地元地方公共団体か


ら、上記の処理基準の遵守も含め処理時の安全


性の確保に万全を期することを条件として、


PCB 廃棄物処理事業の実施を受け入れていただ


いており、現在、同基準の遵守を前提として処


理事業が行われているところである。 


・ また、微量 PCB 汚染廃電気機器等については、


昨年 11 月、廃棄物処理法に基づく無害化処理


認定制度の対象として微量 PCB 汚染廃電気機


器等を追加するなど、その処理体制の整備を図


っており、今後、同認定を受けた処理施設の増


加により、処理の推進が見込まれている。 


・ 以上のように、現在の処理基準は適切に設定さ


れたものであり、現在の処理基準を見直す必要


はなく、また、適当ではない。また、我が国に


おいて、処理基準の遵守も含めた安全性の十分


な確保を大前提として、PCB 廃棄物の特性を踏


まえた処理体制の整備を図り、処理を推進して


いるところ。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ＰＣＢ特措法により、ＰＣＢ廃棄物所有者は平


成 28 年７月までに廃棄処理することが義務付


けられており、ＰＣＢ廃棄物を安全に管理し、


適正処理を進めていく必要がある。 


・ しかしながら、低濃度の最低濃度基準は 0.5PPM


以上と検出値ベースとなっており、先進諸外国


基準（米・英・仏・加・豪：50PPM）から掛け


離れている状況にある。この厳しい基準によっ
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て、適正処理を行える事業者や処理場も限定さ


れており、多くの事業者が保管の継続を余儀な


くされてしまっている。 


・ 保管による紛失のリスクを回避するためにも、


少なくとも低濃度基準について海外と同程度


の水準に設定することによって、安全かつ適正


な処理を進めるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 海外基準によって輸入される電気機器等は、製


品表示もなされていないため、輸入時点では気


づかれずに通常使用されている可能性もある。


・ ＰＣＢ廃棄物の処理費用について、平成２年以


降の製造機器は汚染されていないものと仮定


して、１億円必要であり、そのうち低濃度のも


のは 6,000 億円という試算結果もある。 


改革案 ・ ＰＣＢ廃棄物について、海外における処理実態


を踏まえ、現状との整合性も含めて、低濃度の


定義と処理の促進を検討すべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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 【グリーンイノベーション 62】 


事項名 


 


自然的原因による汚染土壌の取扱いの見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 平成 21 年４月の土壌汚染対策法の改正に伴


い、自然的原因によって汚染された土壌であっ


ても、法に基づく土壌汚染対策が講じられるこ


ととなった。 


＜根拠法令＞ 


・ 土壌汚染対策法 


・ 「今後の土壌汚染対策の在り方について（答


申）」（平成 20 年 12 月 19 日付中央環境審議会


答申） 


・ 環水大土発第 100305002 号「土壌汚染対策法の


一部を改正する法律による改正後の土壌汚染


対策法の施行について」（平成 22 年３月環境省


水・大気環境局長通知） 


改革の方向性（当初案） ・ 土壌汚染対策法の改正に伴い、自然的原因によ


り有害物質が含まれる汚染土壌についても汚


染土壌として管理することが求められた。しか


し、日本全国においてフッ素、ホウ素等の自然


的原因による土壌汚染環境基準超過は広範に


認められるものであり、これについて過度な負


担を求めることは一般国民にとって過度な負


担となり、国土の健全な利用を阻害してしま


う。 


・ したがって、自然的原因による汚染土壌につい


ては、従来通り、法の対象から外す等の措置を


講じるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 旧法においては、「土壌汚染」は、人の活動に


伴って生ずる土壌の汚染に限定しており、自然


的原因により汚染された土壌をその対象とし


ていなかったところ。 


・ しかしながら、平成 21 年４月の土壌汚染対策


法改正により、土壌汚染の拡散の防止の観点か


ら、汚染土壌の搬出及び運搬並びに処理に関す


る規制が創設されたところであり、当該規制の
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実効性を担保する上で、自然的原因により汚染


された土壌とそれ以外の汚染された土壌を区


別するのは適当でないことから、自然的原因に


より汚染された土壌を法の対象とすることと


した。 


・ したがって、今回の法改正の趣旨に鑑みると、


自然的原因により汚染された土壌について法


の対象外とすることは困難である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 自然的原因により土壌環境基準に適合しない


可能性がある物質は、砒素、鉛、ふっ素、ほう


素、水銀、カドミウム等である。上記方向性通


りとした場合、自然的原因によりこれらの物質


に係る土壌環境基準等を超過した土壌につい


ては、搬出及び運搬並びに処理に関する適切な


管理ができなくなることにより、汚染の拡散を


招き人への健康影響が生じるおそれがある。 


・ なお、土壌環境基準等を超過した自然的原因に


より汚染された土壌がある土地については、原


則、形質変更時要届出区域に指定されることと


なり、制度上浄化等の対策を求められるもので


はない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 火山国である我が国においては、微量のフッ


素・砒素等が自然界に存在することが広く知ら


れている。 


・ 土壌汚染対策法の改正に伴い、自然的原因によ


り有害物質が含まれる汚染土壌についても汚


染土壌として管理することが求められたが、日


本全国において自然的原因による土壌汚染環


境基準超過は広範に認められるものであり、こ


れについて土地の所有者の負担で土壌汚染の


防止を行うことは、国民にとって過度な負担と


なるとともに、汚染者負担の原則を超えてい


る。 
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・ また、土壌環境基準超過によって指定区域とし


ての指定がなされることによって、土地の有効


利用や国内への投資を行う際の阻害要因とな


り、国土の健全な利用が阻害されてしまう恐れ


がある。 


・ 自然由来の汚染しか懸念されない土地であっ


て、所有形態に変更がない場合でも、調査命令


が出され、時間とコストをかけて調査を行わな


ければならないことは、事業の健全な運営とい


う観点からして過度な規制ともいえる。 


・ 自然由来でも人工的であっても、健康被害が発


生するおそれがあるのであれば何らかの処理


が必要とも考えられるが、特に、公定法による


溶出量検査における基準値は、飲料水基準と同


程度となっており、海水であっても基準値を上


回ることがあることから、摂取のリスクが少な


い地域においても一律の基準とするのは不合


理であり、法の指定基準についての妥当性検証


を行うべきである。 


・ 従来は「自然由来の土壌汚染の可能性がある場


合については、土地の履歴、周辺の同様な事例


や地質的状況、海域との関係等の状況を総合的


に勘案して判断する必要がある」とされていた


が、国民に過度な負担を課す可能性の極めて高


い運用変更が法改正ではなく、局長通知によっ


て行われていることはその正当性からしても


問題であり、見直しを行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 形質変更時要届出区域に指定された場合、同一


敷地内であっても汚染土壌の運搬にあたって


法定手続きをとる必要が生じ、事業者負担が大


きくなってしまう。100 平米の汚染土壌の処理


に１億円程度要したという指摘もある。 


・ 汚染土壌の拡散を未然に防止するため、設備廃


棄や 3,000 ㎡以上の土地を形質変更する際に


は、事前に計画を各自治体に提出することにな


っているが、指定解除までの期間は改正前（約
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３ヶ月）と比較して約 7.5 ヶ月と 2.5 倍程度に


まで延びている。また、届出後に規制対象とな


るかの自治体判断にも１～２ヶ月程度時間を


要しており、地歴や使用目的に合わせて、規制


対象となるかどうかを迅速に自治体が判断可


能とするための基準を明確にすべきである。 


・ 埋立地の土壌には海水に含まれる自然由来の


フッ素が存在していることが多く、大半が法の


指定基準を超過してしまうという指摘もある。


改革案 ・ 自然的原因による汚染土壌については、局長通


知発出以前の通り、法の対象から外す等の措置


を講じるべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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 【グリーンイノベーション 63】 


事項名 


 


浄化槽の法定検査の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 浄化槽の所有者である浄化槽管理者は、保守点


検と清掃を毎年定められた回数について行う


必要があり、実施にあたって資格のある業者等


に委託することができる。また、指定検査機関


の行う水質に関する定期検査を年１回受ける


ことが義務付けられている。 


＜根拠法令＞ 


○法定検査（定期検査） 


・ 浄化槽法第 11 条 


・ 同法施行規則第９条 


・ 平成 19 年８月 29 日環境省告示第 64 号 


○保守点検・清掃 


・ 浄化槽法第８条、第９条、第 10 条 


・ 同法施行規則第２条、第３条、第６条、第７条


改革の方向性（当初案） ・ 浄化槽法においては、保守点検と清掃を毎年法


律で定められた回数（保守点検：年３回以上、


清掃：原則年１回）について行い、その記録を


３年間保存する必要があり、さらに適正に維持


管理され、本来の浄化機能が十分に発揮されて


いるかの確認のため、法定検査（水質に関する


検査）を定期検査として年１回行う必要があ


る。 


・ 法定検査と民間の維持管理会社に委託されて


いる保守点検とに重複感が生じていることか


ら、法定検査の在り方を見直すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により対応困難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 保守点検は、流入負荷や設備の稼働状況を確認


し、必要に応じて機器を修繕すること等によ


り、浄化槽の所定の機能が維持できるよう定期


的にメンテナンスを行うものである。 


・ 一方、法定検査は、浄化槽の保守点検・清掃が


法令に定められた通り適切に行われているこ


と、及び、浄化槽が適切に機能していることを


公的に確認するため、都道府県知事が指定した


指定検査機関が都道府県知事にかわって放流


水質の測定や点検記録の確認を行うものであ


り、その結果をもって浄化槽管理者、保守点


検・清掃業者へ必要な助言・指導を行っている。


・ 法定検査を行わない場合、保守点検・清掃等が


適切に行われておらず所定の機能が発揮でき


ていない浄化槽に関し、行政による改善の助


言・指導等を行うことが困難となり、ひいては、


適切に処理されない水が放流され、公共用水域


等の水質悪化を招くおそれがある。 


・ したがって、保守点検と法定検査については、


現行制度通り適切に行われる必要があること


から、御提案については対応は困難である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 浄化槽法においては、保守点検と清掃を毎年法


律で定められた回数（保守点検：年３回以上、


清掃：原則年１回）について行い、その記録を


３年間保存する必要があり、さらに適正に維持


管理され、本来の浄化機能が十分に発揮されて


いるかの確認のため、法定検査（水質に関する


検査）を定期検査として年１回行う必要があ


る。 


・ 浄化管理者は、保守点検等で適切な管理を実施


している場合であっても更なる費用を負担し


て法定検査を受検する必要があり、重複感が生


じていることから、民間の事業者による実施や


手続きの代行、保守点検・清掃結果の書類等の


提出による簡略化など、法定検査の在り方を見


直すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 浄化管理者は法定検査のために 5,000 円程度


以上の検査料を支払う必要があり、既に保守点


検等で適切な管理を実施している場合には、当


該検査結果の提出等をもって代替可能とすべ


きである。 


・ 指定検査機関による実施が特定の団体に偏っ


てしまい、費用面等で競争原理が働かないとい


う指摘もある。 


・ 一部の自治体で実施しているように、保守点検


業者又は清掃業者が検査手続きを代行する仕


組みを普及させることによって、合理化・効率


化を図ることも考えられる。 


改革案 ・ 浄化槽法に基づく法定検査と民間の維持管理


会社に委託されている保守点検とに重複感が


生じていることから、検査期間の延長、保守点


検・清掃結果等の提出による簡略化、民間の事


業者による実施や手続きの代行を認めるなど、


法定検査の在り方を見直すべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【ライフイノベーション 1】 


事項名 


 


地域主権の医療への転換 


規制・制度の概要 


 


・ 都道府県の策定する地域医療計画において、国


が基準病床の算定式を示しており、国との協議


及び国の承認が必要であることから、都道府県


の主体性の発揮が制限されている。 


・ 保険診療の占める比率の高い我が国において


医療機関としての存続をもっとも左右する保


険医療機関の指定及び指定拒否などが厚生労


働大臣の権限として定められている。 


＜根拠法令＞ 


・ 医療法第 30 条の４ 


・ 医療法施行令第５条の２ 


・ 医療法施行規則第 30 条の 30、第 30 条の 31 


・ 健康保険法第 65 条～69 条，73 条，78 条 等 


改革の方向性（当初案） ○ 地域医療計画の策定において、地域の実情に


応じて都道府県の主体的判断がより発揮でき


るように、国は基本的な方針の提示にとどめ、


基準病床の算定式の提示、国との協議義務を


廃止すべきである。 


○ 健康保険法に基づく保険医療機関の指定業務


を都道府県に移管し、指導・監督についても


都道府県の権限とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


(1)地域医療計画関連 


・ 我が国の千人当たりの病床数は 13.9 となって


おり、フランスやドイツの約２倍、アメリカや


イギリスの約４倍と、人口当たりの病床数が多


い状況にある。 


・ 一方、病床百床当たりの医師数は 14.9 となっ


ており、フランスやドイツの約 1/3、アメリカ


やイギリスの約 1/5 と、病床当たりの医師数が


少ない状況にあり、医師の不足・地域偏在、地


方の医療機関の休止・廃止等が問題となってい


参考資料２ 
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る。 


・ また、我が国の病床利用率は一般病床 75％と


低く、空床が多い状況となっている。 


・ 基準病床の算定式の提示、国との協議義務を廃


止した場合、既に病床が過剰となっている都市


部で医療機関が更に増加し、地方の医師が都市


部に集まり、地方の医療機関の休止・廃止につ


ながるおそれがあるため、適当ではない。 


(2)保険医療機関指定業務関連 


・ 保険医療機関等の指定、指導監督等に関する事


務については、以下の理由から地方厚生(支)


局で行うことが妥当と考える。 


・ 仮に都道府県が保険医療機関を指定した場合


には、その報酬を支払うための保険料を他の都


道府県の被保険者も負担することになってし


まう。 


・ 保険診療契約の締結、指導監督等に関する事務


であり、保険者に代わって統一的に行うべき事


務である。我が国の医療保険には、地域保険の


みならず全国的な被用者保険が存在するため、


全国横断的に当該事務を実施するためには国


が担うことが適切である。 


・ 保険診療の内容や診療報酬の算定ルールは、複


雑多岐にわたり、その適否の判断には高度な専


門性を必要とするものである。このため、国が


その基準に沿って全国的に適切な保険診療が行


われていることを担保することが適当である。


・ 医療保険制度は、地方負担に比べ国庫負担の割


合が高く、国がその適正な運営に責任を持ち、


医療保険財政の収支の均衡確保のために不断


の努力を行うことが不可欠である。 


・ 保険診療において不正・著しい不当行為が行わ


れた場合は、監査を実施し、必要に応じ保険医


療機関等の指定の取消や保険医等の登録の取


消など行政上の措置を講ずることとなるが、全


国統一的に行う必要がある。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


(1)地域医療計画関連 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 基準病床の算定式の提示、国との協議義務を廃


止した場合、既に病床が過剰となっている都市


部で医療機関が更に増加し、地方の医師が都市


部に集まり、地方の医療機関の休止・廃止につ


ながるおそれがある。 


【問題点に対する補完措置】 


・ 救急医療のための病床等については、地域の実


情に応じて都道府県の主体的判断がより発揮


できるよう、病床過剰地域であっても整備する


ことができる特例制度を設けており、これまで


3351 床が許可されている。 


(2)保険医療機関指定業務関連 


・ 保険診療契約の締結、指導監督等に関する事務


であり、保険者に代わって統一的に行うべき事


務である。我が国の医療保険には、地域保険の


みならず全国的な被用者保険が存在するため、


全国横断的に当該事務を実施するためには国


が担うことが適切である。 


・ 保険診療の内容や診療報酬の算定ルールは、複


雑多岐にわたり、その適否の判断には高度な専


門性を必要とするものである。このため、国が


その基準に沿って全国的に適切な保険診療が


行われていることを担保することが適当であ


る。 


・ また、仮に都道府県が独自に保険医療機関を指


定した場合には、その報酬を支払うための保険


料を他都道府県の被保険者が負担することに


なる。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 医療資源を適正に配置し効果的に活用してい


くためには、地域において高度急性期医療等の


集約化や医療資源の機能分化を進め、地域ごと
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にシームレスな連携体制を構築していくこと


が必要である。 


・ こうした医療提供体制の再構築の際には、それ


ぞれの地域の実情に即した改革が必要であり、


「地域主権」の医療を実現することが重要であ


る。 


・ その際、最も有効なツールは地域医療計画であ


るが、国が細部にまで助言・指導するために、


地域の特性が生かされた地域医療計画の策定


の妨げになっているとの指摘もあり、平成 20


年５月 28 日の地方分権改革推進委員会による


第１次勧告においても、基準病床の算定方法の


見直し及び厚生労働大臣の同意の廃止につい


て検討する旨勧告があったところである。 


・ また、地域の医療機関に対する指導・監督に係


る権限についても、都道府県に移管することが


地域医療計画実施への実効性を高めることに


なる。 


具体例、経済効果等  


改革案 ○ 地域医療計画の策定において、地域の実情に応


じて都道府県の主体的判断がより発揮できる


ように、国は基本的な方針の提示にとどめ、基


準病床の算定式の提示及び国との協議義務を


廃止することを検討する。＜平成 23 年度検討、


結論＞ 


○ 健康保険法に基づく保険医療機関の指定業務


を都道府県に移管し、指導・監督についても都


道府県の権限とすることを検討する。＜平成


23 年度検討、結論＞ 
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【ライフイノベーション 2】 


事項名 


 


病床規制の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 病院の開設及び増床の際には都道府県知事の


許可を要する。地域医療計画で定められた基準


病床を上回っている地域においては原則とし


て許可されず、特別に許可する場合においても


厚生労働大臣の同意が必要となる。 


＜根拠法令＞ 


・ 医療法第 30 条の４第２項第 12 号、第４項、第


６項、第７項及び第 30 条の 11 


・ 医療法施行令第５条の３、第５条の４ 


規制改革の方向性（当初案） ○ 病床規制の撤廃により、既に病床が過剰となっ


ている都市部で医療機関が更に増加し、地方の


医師が都市部に集まり、地方の医療機関の休


止・廃止につながるおそれがあるとの指摘もあ


るが、医師の地域偏在については別の対策を講


じるべきである。意欲のある質の高い医療機関


の医療サービスの拡充や新規参入を制限して


いる病床規制は、一般病床については撤廃すべ


きである。 


○ 一般病床の病床規制の撤廃が直ちにできない


場合は、当面は以下の観点で見直しを行うべき


である。 


・ 地域に権限を全面的に委譲し、病床過剰地域


における許可についても厚生労働大臣の同意


を不要とする 


・ 地域に休眠病床がある場合には基準病床か


ら休眠病床を除いて判断する 


・ 地域の医療資源確保のため、医療法人等が病


床を含む病院機能を別の医療法人等に事業譲


渡する際は、事業譲渡前の合計病床数の維持


を認める 


・ 国際医療交流を政策的に推進していく際に


は、特例病床として開設・増床申請を許可す


る 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 我が国の千人当たりの病床数は 13.9 となって


おり、フランスやドイツの約２倍、アメリカや


イギリスの約４倍と、人口当たりの病床数が多


い状況にある。 


・ 一方、病床百床当たりの医師数は 14.9 となっ


ており、フランスやドイツの約 1／3、アメリ


カやイギリスの約 1／5 と、病床当たりの医師


数が少ない状況にあり、医師の不足・地域偏在、


地方の医療機関の休止・廃止等が問題となって


いる。 


・ また、我が国の病床利用率は一般病床 75％と


低く、空床が多い状況となっている。 


・ 「病床規制は、一般病床については撤廃」する


見直し、「病床過剰地域における許可について


も厚生労働大臣の同意を不要とする」見直しを


行った場合には、既に病床が過剰となっている


都市部で医療機関が更に増加し、地方の医師が


都市部に集まり、地方の医療機関の休止・廃止


につながるおそれがあるため、適当ではない。


・ 「基準病床から休眠病床を除いて判断する」と


は、既存病床数から一時的に休止した病床の数


を除いた補正を行い、その上で、病院の増床・


新設を許可できるようにするとの提言と認識


しているが、休止した病床が再開されれば、当


該地域における既存病床数がさらに過剰とな


ることから、基準病床数制度の趣旨を損なうも


のであり、適当でない。 


・ なお、平成 18 年医療法改正において、公的医


療機関等については、都道府県知事が、正当な


理由なく業務を行っていない病床の削減を命


令できることとしたところであり、まずは同法


に基づき適正な執行が行われるものと考える。


・ 「地域の医療資源確保のため、医療法人等が病


床を含む病院機能を別の医療法人等に事業譲


渡する際は、事業譲渡前の合計病床数の維持を


認める」ことについては、現行法令下において
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も、病床の種別ごとの病床数が増加されない場


合は、病床過剰地域であっても病院等の開設者


の変更を認めており、事業譲渡前の合計病床数


の維持が可能となっている。 


・ 「国際医療交流を政策的に推進していく際に


は、特例病床として開設・増床申請を許可する」


見直しについては、「日本を元気にする規制改


革 100」（「新成長戦略実現に向けた 3段構えの


経済対策」（平成 22 年９月 10 日閣議決定）の


検討過程で、内閣府において国際医療交流に係


る病床の増床ニーズを把握出来なかったこと


から、措置対象とされなかったところであり、


見直しを行うことは適当でない。 


・ なお、前述の通り我が国の一般病床の病床利用


率は 75％であり、国際医療交流を実施する医


療機関においては、既存の病床を活用して外国


人患者を受け入れることとしているものと承


知している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


「病床規制は、一般病床については撤廃」する見


直しについて 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 一般病床の病床規制を撤廃した場合、既に病床


が過剰となっている都市部で医療機関が更に


増加し、地方の医師が都市部に集まり、地方の


医師不足が悪化するとともに、地方の医療機関


の休止・廃止につながるおそれがある。 


【問題点に対する補完措置】 


・ 救急医療のための病床等については、地域の実


情に応じて都道府県の主体的判断がより発揮


できるよう、病床過剰地域であっても整備する


ことができる特例制度を設けており、これまで


3351 床が許可されている。  
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「病床過剰地域における許可についても厚生労働


大臣の同意を不要とする」見直しについて 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 都道府県の判断のみにより許可が行われるよ


うになる場合、既に病床が過剰となった地域に


おいて、地域で必要とされる病床数を超えた病


院の増床・開設が行われ、医療資源が他の地域


から集まり、許可を行った都道府県内のみなら


ず、他の都道府県も含めて医療資源の配分に影


響を与え、都道府県内外の医師不足地域の問題


が深刻化するおそれがある。 


・ なお、特例病床に係る大臣協議については、病


床の増加が他の都道府県に与える影響等の観


点から、当該施設の病床利用率や待機患者数等


を勘案しているか、地域の既存の医療機能を強


化してもなお必要と認められるものであるか


等について必要な確認を行っているところで


ある。 


「基準病床から休眠病床を除いて判断する」見直


しについて 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 既存病床数から一時的に休止しているに過ぎ


ない病床を除き、その上で、病院の増床・新設


を許可する場合、規制新設当初においては、補


正により非過剰地域となった地域で一時的に


増床が可能となるものの、休止した病床が再開


されれば、既存病床数として算定されるため、


当該地域における既存病床数がさらに過剰と


なり、基準病床数制度の趣旨を損なうものであ


る。 


【問題点に対する補完措置】 


・ 平成 18 年医療法改正において、公的医療機関


等については、都道府県知事が、正当な理由な


く業務を行っていない病床の削減を命令でき


ることとしたところであり、まずは同法に基づ


き適正な執行が行われることにより一定程度
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対応できるものと考える。 


「国際医療交流を政策的に推進していく際には、


特例病床として開設・増床申請を許可する」見直


しについて 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 既に病床が過剰となっている都市部で医療機


関が更に増加し、地方の医師が都市部に集ま


り、地方の医療機関の休止・廃止につながるお


それがある。医師の不足・地域偏在、地方の医


療機関の休止・廃止等が問題となっている中


で、外国人患者の受入れを行う病床について特


例まで設けて許可を行うことは、国民の理解を


得ることが困難である。 


【問題点に対する補完措置】 


・ 前述の通り、一般病床の病床利用率は 75％で


あり、国際医療交流に必要な外国人患者の受け


入れの実現は、空床となっている病床を活用す


ることにより可能と考えられる。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 我が国が諸外国と比較して人口当たりの病床


が多いことは事実であり、今後、地域において


高度急性期医療等の集約化や医療資源の機能


分化を進めることで、一般病床を削減していく


必要性は理解できる。 


・ しかし、我が国の医療制度において、医療機関


を選択するのは受診者自身であり、住民に選ば


れる医療機関の開設や増床が柔軟にできるよ


うにする必要がある。 


・ 少なくとも休眠病床が既得権化され、患者に選


ばれない医療機関をいたずらに延命化させる


ようなことは患者視点に立てば弊害でしかな


い。 


・ 病床規制の緩和・撤廃が他の地域の医師不足を


促す懸念も指摘されるが、医師の偏在には別の


策を講じるべきであり、少なくとも病床規制の


目的は医師の地域偏在対策ではない。 


・ 本来の目的に立ち返り、地域で真に必要な医療







 


10 


資源を確保するとともに、患者視点での地域医


療の再構築と質の向上という視点で病床規制


を見直すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 病床規制の在り方についてはこれまでも議論


のあったところであり、「意欲のある質の高い


医療機関の医療サービスの拡充や新規参入を


制限し、質の劣る医療機関の既存許可病床の既


得権化を生んでおり、医療機関の競争を阻害


し、医療の質の向上を妨げている」（規制改革・


民間開放推進会議）との指摘に対し、厚生労働


省は「病床規制については、救急医療やへき地


医療など採算に乗らない医療の確保、入院治療


の必要性を客観的に検証する仕組みの未確立


等から引き続き存続させる方向。」としている。


・ 一方、「医療計画の見直し等に関する検討会」


が平成 17 年７月に取りまとめた中間まとめに


おいては、「現状では直ちに基準病床数制度を


廃止するための条件が整っていないことから


当面存続することとするが、今後の医療計画の


見直しの成果を踏まえて、医療の質の向上と効


率化に関して求められる課題を整理し、現状に


おける評価と、将来どのように課題に対応して


いくかの検討がなされるべきである。」とし、


さらに、「地域において機能に比して過剰な病


床を有し、十分に地域の医療提供に貢献できて


いないと考えられる場合には、それらの病床を


真に住民・患者が求める機能に沿ったものとし


て変更することや、真に住民・患者が求める機


能を提供できる医療機関がそれらの病床を利


用できる仕組みを考えるべきである。さらに、


病床過剰地域も含め、地域が真に必要とする質


の高い医療サービスを提供する医療機関の参


入を阻害することのないような方策を検討す


べきことも指摘したい。」としている。 


・ これらからは、必ずしも病床規制ありきではな


く、「救急医療やへき地医療など採算に乗らな
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い医療の確保、入院治療の必要性を客観的に検


証する仕組み」が確立できていないがための措


置であるように読める。少なくとも都道府県の


境界を超えた医師の移動・偏在を抑制する意図


は読み取れない。 


・ なお、国際医療交流については今後地域や医療


機関によってその推進を図ることとなるが、先


行国と比較して価格競争で勝機はなく、対象は


富裕層であることから、既存病床とは全く異な


るコンセプトが求められることが予想される。


改革案 ・ 地域で真に必要な医療資源を確保するととも


に、患者視点での地域医療の再構築と質の向上


という視点から、病床規制の在り方を検討し、


結論を得る。＜平成 23 年度検討、結論＞ 


・ 病床規制の在り方における一般病床について


は、以下の観点で見直しを検討する。＜平成


23 年度検討、結論＞ 


1) 地域に権限を全面的に委譲し、病床過剰地域


における許可についても厚生労働大臣の同意


を不要とする 


2) 地域に休眠病床がある場合には基準病床か


ら休眠病床を除いて判断する 


3) 国際医療交流を政策的に推進していく際に


は、特例病床として開設・増床申請を許可す


る 


・ 医療法人等が病床を含む病院機能を別の医療


法人等に事業譲渡する際に、事業譲渡前と病


床種別ごとの病床数の増加がない場合は勧告


の対象外であることを改めて周知する。＜平


成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 3】 


事項名 


 


医療法人の再生支援・合併における諸規制の見直


し 


規制・制度の概要 


 


・ 医療法人の役員の適格性として、医療法人と関


係のある特定の営利法人の役員が参画するこ


とは非営利性という観点から適当でないとさ


れている。 


・ 医療法人における剰余金の配当は一切禁じら


れている。 


・ 医療法人の余資の運用は事実上銀行預金等に


限定されており、医療法人が他の医療法人に融


資又は与信することは認められていいない。 


・ 医療法人の合併の場合、都道府県知事の認可条


件として年２回の医療審議会の意見聴取の必


要があり、時間を要する。 


＜根拠法令＞ 


・ 医療法第７条第２項、第 42 条、第 54 条、第


55 条、第 57 条第４項及び第５項 


・ 医療法人運営管理指導要綱 


・ 「医療機関の開設者の確認及び非営利性の確


認について」（平成５年２月３日 総第５号・


指第９号） 


・ 「医療法人制度について」（平成 19 年３月 30


日 医政発第 0330049 号） 


規制改革の方向性（当初案） ○ 「持分のある医療法人」については、相続税な


ど財産権への課税は一般株式会社と同等であ


るが処分権が実質的に制限されているため、事


業再生時のスポンサーは極めて限定されてい


る。そこで、一定の要件を満たした再生事例で


あり、かつ非営利性維持を妨げない範囲におい


て、営利法人の役職員が医療法人の役員として


参画することや、譲受法人への剰余金配当等を


認めるべきである。 


○ また、医療機関に対する融資や与信は一般事業


会社には認められているところであるが、医療


法人が連携又は救済の際に他の医療法人に融







 


13 


資又は与信することは認められていない。地域


における医療機関同士の連携の促進や救済の


ためにも、これを認めるべきである。また、医


療法人の余資運用については様々な事業展開


が可能となるようより柔軟化すべきである。 


○ 医療法人が合併する場合、都道府県知事の認可


条件として医療審議会の意見聴取の必要があ


るが、年２回の開催であるため時間を要し、機


動的な意思決定の阻害要因となっている。本


来、合併が認められないケースは極めて限定的


であるべきであり、医療機関の集約化、機能分


化を円滑に進めるためにも、医療審議会の意見


聴取義務を廃し、法人種別の異なる場合も含め


て、合併・再編に関するルールの明確化と手続


の早期化を進めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


営利法人の役職員が医療法人の役員として参画す


ることについて 


・ 医療機関は営利を目的としてはならないが、医


療機関の開設・経営上利害関係にある営利法人


の役職員が、当該医療機関の開設主体である医


療法人において役員を兼務することについて


は、当該医療機関の開設・経営に影響を与える


ことがない限り、それを直ちに禁止するもので


はない。 


譲受法人への剰余金配当について 


・ 剰余金の配当については、医療法人の非営利性


を損なうものであり、適当ではない。 


医療法人が連携又は救済の際に他の医療法人に融


資又は与信することについて 


・ 医療法人が他の医療法人に融資等を行うこと


は収益業務に該当し、多額の投資を行い経営状


態が悪化するなど、地域の適切な医療の確保に


支障が生じるおそれがあることから、適当でな


い。 


医療法人の余資運用の柔軟化について 


・ 「余資運用の柔軟化」の指すところが必ずしも







 


14 


明らかではないが、医療法人については、収益


を生じた場合には、施設の整備拡充等事業への


投資に充てるほか、全て積立金として留保すべ


きものである。剰余金の投機的運用について


は、多額の投機を行い経営状態が悪化するな


ど、地域の適切な医療の確保に支障が生じるお


それがあることから、適当でない。 


医療法人の合併に係る都道府県医療審議会の意見


聴取義務の廃止について 


・ 医療法人の合併については、都道府県におい


て、その手続が適正であるか、存続する医療法


人は適切、安定的・継続的な事業運営が可能で


あるか、合併が地域医療提供体制にどのような


影響を与えるか等を審査するに際し、地域の学


識経験者や医療関係者等から構成する医療審


議会に調査審議を行わせ、意見を聴くことが必


要であることから、意見聴取義務の廃止は適当


でない。 


・ なお、都道府県医療審議会については、その下


に部会を置くことができ、当該部会の決議をも


って審議会の決議とすることができる。その開


催数等についても、各都道府県の実状に応じて


決定されるものである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


営利法人の役職員が医療法人の役員として参画す


ることについて 


譲受法人（スポンサーたる営利法人）への剰余金


配当について 


【問題点】 


・ 営利法人の役職員が医療法人の役員を兼務し、


当該医療機関の開設・経営に影響を与える場合


及び医療法人の剰余金を配当する場合につい


ては、 


 患者の必要とする医療と営利法人にとっ
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て利潤を最大化する医療とが一致せず、適


正な医療が提供されないおそれがあること


 利益の生じやすい分野に限定して医療を


提供することで、他の医療機関の経営を圧


迫し、地域医療の確保に支障が生じるおそ


れがあること 


 利益が上がらない場合の撤退により地域


の適切な医療の確保に支障が生じるおそれ


があること等 


の懸念がある。 


医療法人が連携又は救済の際に他の医療法人に融


資又は与信することについて 


医療法人の余資運用の柔軟化について 


【問題点】 


・ 多額の投資、投機を行い経営状態が悪化するな


ど、地域の適切な医療の確保に支障が生じるお


それがある。 


医療法人の合併に係る都道府県医療審議会の意見


聴取義務の廃止について 


【問題点】 


・ 医療法人の適切、安定的・継続的な事業運営が


可能でない合併を認可するおそれがある。 


【代替措置】 


・ 都道府県医療審議会については、その下に部会


を置くことができ、当該部会の決議をもって都


道府県医療審議会の決議とすることができる。


その開催数等についても、各都道府県の実状に


応じて決定されるものであることから、現行法


令においても手続の早期化を行うことは可能


である。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 現在、窮境に陥っている地域の医療法人はきわ


めて多く、経営ノウハウは不足しており、また


スポンサー候補は限られている。 


・ そこで、一定の要件を満たした再生事例であ


り、かつ非営利性維持を妨げない範囲におい


て、営利法人の役職員が医療法人の役員として
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参画することや、譲受法人への剰余金配当等が


認めるべきである。 


・ 一定の事例の要件としては、例えば、事業再生


ＡＤＲ手続きや民事再生などの法的手続きを


経る場合などが考えられる。 


・ また、医療法人が他の医療法人に融資又は与信


することは認められていない。しかし、医療機


関に対する融資や与信は一般事業会社には認


められているところであり、地域における医療


機関同士の連携の促進や救済のためにも、これ


を認めるべきである。 


・ さらに、医療法人の合併においては、都道府県


知事の認可条件として医療審議会の意見聴取


の必要があるが、年２回の開催であるため時間


を要し、機動的な意思決定の阻害要因となって


いる。本来、合併が認められないケースは極め


て限定的であるべきであり、医療機関の集約


化、機能分化を円滑に進めるためにも、合併に


係る明確なルールと手続きの早期化が必要で


ある。 


・ なお、地域医療計画を考える上では、経営母体


を超えた合併・統合を円滑に実施する必要があ


る。 


具体例、経済効果等 営利法人の役職員が医療法人の役員として参画す


ることについて 


譲受法人（スポンサーたる営利法人）への剰余金


配当について 


・ そもそも、スポンサー企業が現れなければ当該


医療法人の存続が困難な一定のケースに限定


した措置を求めるものであり、地域の適切な医


療の確保を目的としている。 


・ メリットが全くない状況では、スポンサーに名


乗りを上げる企業はあらわれないし、例えば、


医療法人の不動産を買い上げ、その賃借料を医


療法人から受けるなど実質的に利益分配を受


ける方法が存在する以上、配当を認めたほうが
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より透明性が高い。 


・ また、医療法人の救済にあたっては、営利を求


めるのではなく、再び破綻しないよう経営改革


が必要であり、役員の追加・変更なしに経営改


革を行うことは実効性が低い。 


・ なお、「医療機関の開設・経営上利害関係にあ


る営利法人の役職員が、当該医療機関の開設主


体である医療法人において役員を兼務するこ


とについては、当該医療機関の開設・経営に影


響を与えることがない限り、それを直ちに禁止


するものではない。」とされているが、役員が


経営に影響を与えないことはありえず、その場


合は職責を果たしていないということになる。


医療法人が連携又は救済の際に他の医療法人に融


資又は与信することについて 


・ 経営の悪化している医療法人の再生に際して


は、地域の医療連携を促進するためにも他の医


療法人が救済することが望ましい。合併によら


ずとも経営に余裕のある医療法人が融資して


再生が可能であればこれを認めるべきである。


・ なお、例えば、救済しようとする医療法人の理


事長が事業法人を設立し、これが融資を行うこ


とは認められており、実質的な違いはない。 


医療法人の合併に係る都道府県医療審議会の意見


聴取義務の廃止について 


・ 「医療法人の適切、安定的・継続的な事業運営


が可能でない合併を認可するおそれがある」と


されているが、どういう場合がその「おそれ」


があるのか、具体的に明示することにより合併


の早期化に加え、合理性と透明性も高まる。 


改革案 ・ 「持分のある医療法人」について、一定の要件


を満たした再生事例であり、かつ非営利性維持


を妨げない範囲において、営利法人の役職員が


医療法人の役員として参画することや、譲受法


人への剰余金配当等を認める。＜平成 23 年度


措置＞ 
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・ 医療法人が他の医療法人に融資又は与信を行


うことを認める。＜平成 23 年度措置＞ 


・ 医療法人が合併する場合の都道府県知事の認


可条件として定められている医療審議会の意


見聴取の義務を撤廃し、法人種別の異なる場合


も含めて、医療法人の合併・再編に関するルー


ルを明確化する。＜平成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 4】 


事項名 


 


医師不足解消のための教育規制改革 


 


規制・制度の概要 


 


・ 文部科学省の告示により、医師の養成に係る学


部・学科の新設の審査はできないことになって


いる。 


＜根拠法令＞ 


・ 今後における行政改革の具体化方策について


（昭和 57 年 9 月 24 日閣議決定） 


・ 財政構造改革の推進について（平成 9年 6月 3


日閣議決定） 


・ 学校教育法第 4条第 1項 


・ 「大学、大学院、短期大学及び高等専門学校の


設置に係る認可の基準」（平成 15 年 3 月 31 日


文部科学省告示第 45 号）第 1条第 1項 2号 


規制改革の方向性（当初案） ○ 医師不足を補うことは喫緊の課題であり、医師


数を増やすためにも、医学部の新設を認めるべ


き。例えば、地域医療に一生貢献するような医


師を育てるモデルとなる医学部など、新しい時


代のモデルとなるような特色ある医学部につ


いては、早急に新設を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


[文部科学省・厚生労働省] 


・ 医学部の新設については、医療界・大学関係者


にも様々な意見があり、今後の医師養成に関す


る取組について検討する中で、様々なご意見を


伺い、厚生労働省の「必要医師数実態調査」の


分析や医療提供体制に係る議論を見据えなが


ら慎重に検討する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


[文部科学省・厚生労働省] 


・ 平成 24 年度以降の医学部入学定員の在り方に


ついて検討予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 
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改革事項に対する基本的考


え方 


・ 医師不足に関しては、臨床医のみならず基礎医


学研究者も含めた医師の絶対数が不足してい


る点や、人口当たり・面積当たりの医師数に地


域偏在が生じている点を踏まえ、中長期的な観


点から医師養成数の増加を図る必要がある。 


・ 既存の医学部の定員増をすでに実施している


ところであり、数の不足はそれで十分に補える


とする意見もあるが、基礎医学・先端医学の研


究者や地域医療の活性化に貢献するような医


師を育てる特色ある医学部を新設する意義は


大きい。 


・ イノベーションを推進していく観点からも基


礎医学研究者の数を増やす必要がある。そのた


めには、既存の国立先端科学技術大学院大学の


ような先端医療技術大学院大学的な発想で新


設するのも一案である。 


・ 大学の医学部以外の卒業生や社会人を対象に


したメディカルスクールの新設も検討に値す


る。 


・ 定員増により単に人数の不足を補うだけでな


く、医学部やメディカルスクールの新設も含


め、将来を見据えた中長期的な医師養成数増加


のあり方についてについて検討すべきである。


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 基礎医学研究者を含む医師不足や養成数の地


域偏在といった現状認識を踏まえ、医学部やメ


ディカルスクールの新設も含め、中長期的な医


師養成数の計画を策定する。＜平成 23 年度措


置＞ 
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【ライフイノベーション 5】 


事項名 


 


救急救命士の職域拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 救急救命士は病院到着前医療を担う存在と規


定されており、病院外で働く職業という制約が


あるため、病院内でその資格を活かして働くこ


とができない。救急搬送業務を消防が独占して


いる現状において、消防に入らなかったためそ


の資格を活かせていない有資格者が約１万人


いる。救急救命士は消防に勤めない限りその資


格を活かすことができない。 


＜根拠法令＞ 


・ 救急救命士法第 2条、第 44 条 2 項 


・ 救急救命士法施行規則第 22 条 


規制改革の方向性（当初案） ○ 救急医療現場の負担を軽減し、また人的資源


（資格取得者）を有効活用するためにも、救急


救命士の職域を拡大すべきである。たとえば、


有資格者として、トリアージスタッフ、あるい


は救命救急センターのアシスタントとして病


院内でも働けるように救急救命士法を見直す


べきである。   


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 救急救命士は医師が現場に駆けつけられない


搬送途上において、傷病者の病状の悪化を防止


し、生命の危機を回避するために緊急に必要な


処置を行う者であり、その養成課程や国家資格


も、搬送途上において処置を行うことを前提と


している。医療機関においては、医師や看護師


等によって速やかに診療が行われるべきであ


り、そのような医療機関の体制確保を進めてい


るところであり、救急救命士が、医療機関内に


おいても、診療の補助として救急救命処置を行


うことを業とすることを認めることは適当で


ない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【要望へ対応した場合に生じる問題点】 


・ 医療機関内で診療の補助を行うためには、医


療安全の確保の観点から、重度傷病者のみな


らず幅広い症状の患者に対応できるよう、教


育内容を追加する必要があると考えられ、結


果的に看護師の養成課程と同程度の養成課程


となる。 


【問題点に対する補完措置】 


・ 人的資源の有効活用の観点から、救急救命士


は、搬送途上における救急救命処置の専門職


として、搬送途上において職能をより活用す


る方向で検討を進めるべきであると考えてお


り、その業務拡大について検討を進めている


ところである。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 救急救命士の業務場所は救急用自動車等内に


限定されているので、実際に消防機関で働けな


ければ仕事はない。全国に約１万人の救急救命


士が国家資格を活かせず、全く別の仕事をして


いるというまさにもったいない現状がある。 


・ 最近では、所定の講習・実習を受けることで気


管挿管を行うことが認められた救急救命士も


増えてきている。救急専門医や専任看護師の慢


性的な不足の中で、彼らは地域救急医療の一翼


を担う貴重な人材であり、その業務の場の拡大


について検討すべきである。 


・ 救急医療の現場における深刻な医師不足によ


り、救急隊による搬送患者を受け入れても即時


の処置が困難な例も指摘されている。チーム医


療推進の観点からも、患者搬送先医療機関内に


おける救急救命士の業務を認めるべきである。


・ 救急医療機関内では、救急用自動車等内よりも


メディカルコントロールが確保されやすいと


考えられる。現場で問題なく行われている救急


行為が病院内でできないのはナンセンスであ


る。 
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具体例、経済効果等  


改革案 ・ 救急救命士の業務の場の拡大について、特に医


療機関内でも業務が行えるように規定を見直


す。＜平成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 6】 


事項名 


 


医療行為の無過失補償制度の導入 


規制・制度の概要 


 


・ 医療行為に基づく有害事象は、医療者の過失が


無くとも生じるため、国民全員に一定のリスク


があるが、現在のところ医薬品副作用救済制度


及び産科医療補償制度を除き、裁判等により医


療側の過失が認められなければ救済される制


度がない。 


＜根拠法令＞ 


 


規制改革の方向性（当初案） ○ 医療行為による有害事象は、過失がなくとも、


誰にでも起きうるものであるため、医療の受益


者である社会全体が薄く広く負担をするべき


である。医薬品には救済制度があり、近年、産


科無過失補償制度が創設されたが、保険診療及


びワクチン等も含め、医療全体をカバーする無


過失補償制度と免責制度を導入すべきである。


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


[厚生労働省] 


【無過失補償制度】 


・ 産科分野については、平成 21 年１月より無過


失補償制度である産科医療補償制度が開始さ


れており、補償の対象を含めた制度の在り方に


ついては、制度開始から５年後を目処に見直す


こととしている。 


・ まずは産科医療補償制度の運用状況と課題を


十分に把握・分析することが必要。医療全般の


無過失補償制度については、補償対象・補償水


準をどうするのか、それを賄う巨額の財源をど


うするのか、審査・認定を行う機関はどうする


のか、国民的合意をいかに形成するのか等の課


題がある。 


【免責制度】 


・ 本文面の免責制度の記載のみからでは、刑事上


の免責であるのか、民事上の免責であるのか、


行政上の免責であるのか判然としないが、本来
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いずれの責任にも問われない無過失の場合の


無過失補償制度と、いずれかの責任が問われる


有過失の場合に議論となる免責制度は、別々に


論ずべきもの。 


・ また、様々な様態・分野のものがあり得る業務


上過失致死傷罪の中で、医療事故についてのみ


適用対象から除外することについては、現段階


で国民全般の理解を得ることは困難。 


[法務省] 


・ 本件については，厚生労働省において制度の必


要性や在り方について検討すべきであり，当省


は，それに対して不法行為制度や民法の諸原則


との整合性の観点等から意見を述べる立場に


あるが，何らの方向性も示されていない現段階


では，コメントはできない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


[厚生労働省] 


【無過失補償制度】 


・ 患者からの無制限な補償請求が生じたり、医療


提供者においても、医療行為による有害事象が


補償されることで注意が散漫になり、かえって


事故の発生確率が高まる場合がある等、医療現


場に大きな混乱が生じる恐れ。 


【免責制度】 


・ 様々な様態・分野のものがあり得る業務上過失


致死傷罪の中で、医療事故についてのみ適用対


象から除外することについては、現段階で国民


全般の理解を得ることは困難。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 医療行為による有害事象は、過失がなくとも、


誰にでも起きうるものであり、最も優先すべき


は被害者の救済である。しかしながら現状で


は、裁判を起こす機会に恵まれない場合や、裁


判により医療者に過失が認められない場合に


は、有害事象の被害者は救済されない。 
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・ 米国では、ワクチンによる有害事象に関して、


科学的・医学的に因果関係を専門家が審査する


制度と、無過失補償と免責制度を導入した。従


来通り、訴訟を起こすことも可能だが、十分な


補償が受けられるため、訴訟件数は減少し、殆


どの人が無過失補償を選択している。その後、


米国製薬会社はワクチン開発を積極的に行い、


ヒブワクチンや肺炎球菌ワクチン、子宮頸がん


予防ワクチンなどを次々に発売し、疾病予防と


いう点で、大きな恩恵が得られたという実例が


ある。 


・ こうした無過失補償の導入により、医療行為に


よる有害事象が起きた場合に、裁判を起こさず


とも、迅速に十分な救済が受けられるようにな


る。また、従来どおり、訴訟を起こすことも可


能であり、国民にとっては選択肢が増えること


になる。 


・ また、無過失補償制度により補償を受けた場合


に、損害賠償請求の訴訟権を制限する免責制度


により、医療者はリスクの高い医療を安心して


行うことが出来るようになる。製薬企業も訴訟


リスクが回避されれば、積極的な薬剤開発が可


能となり、国民は、その恩恵に浴することがで


きるようになる。 


・ さらに、訴訟リスクの高い診療科は倦厭される


傾向にあるが、こうした制度の導入で診療科の


偏在解消にも一定の効果が期待できる。 


具体例、経済効果等 ・ フランスには医薬品やワクチンを含む医療事


故全般のうち障害が大きなものを対象（定期接


種ワクチン等は障害の大小にかかわらず対象）


とした無過失補償＋免責制度がある 


・ 産科医療補償制度創設前に(財)日本利用機能


評価機構に設置された産科医療補償制度運営


組織準備委員会の報告書においても、医療全体


を視野に入れた公的な補償制度の必要性につ


いて言及している。 
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・ 「患者からの無制限な補償請求」については制


度設計上の工夫が必要であるが、「医療行為に


よる有害事象が補償されることで注意が散漫


になり、かえって事故の発生確率が高まる場合


がある等、医療現場に大きな混乱が生じる恐


れ」については、スペシャリストである医師に


甚だ失礼な見解であり、無過失補償制度の有無


にかかわらず事故発生率が極端に高い医師は


その資質を問われることに変わりはない。 


改革案 ・ 誰にでも起こりうる医療行為による有害事象


に対する補償を医療の受益者である社会全体


が薄く広く負担をするため、医薬品副作用救済


制度の対象となっていないワクチン及び保険


診療全般を対象とする無過失補償制度を導入


する。＜平成 23 年度措置＞ 


・ また、同制度により補償を受けた際に損害賠償


請求の訴訟権を制限する免責制度の導入を検


討する。＜平成 23 年度検討、結論＞ 
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【ライフイノベーション 7】 


事項名 


 


高額療養費制度の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 高額療養費制度は、暦月の医療費の自己負担額


が一定額を超えた場合にその超えた金額を支給


する制度であるが、長期の治療を要する患者に


対する経済的な支援としては十分でない。 


＜根拠法令＞ 


・ 健康保険法第 115 条 等 


規制改革の方向性（当初案） ○ 例えば、療養が一定期間を超えて長期にわたる


場合に自己負担額を月１～２万円とするなど、


患った疾病の種類にかかわらず、長期に渡る慢


性期の療養の際の負担をより軽減できる制度


となるよう高額療養費制度を見直すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 高額療養費制度の見直しについては、医療保険


財政に影響を与えることになるため、保険料財


源を負担する保険者や医療関係者等の理解を


得る必要がある。このため、７月以降、厚生労


働省の社会保障審議会医療保険部会で議論し


ている。 


・ ９月の会議では、70 歳未満の「一般所得者」


の中で年間収入 300 万円以下の方の自己負担


限度額を、約８万円から約４万円にまで引き下


げた場合の財政影響を試算したところ、給付費


ベースで 2,600 億円（保険料 1,900 億円増、公


費 700 億円増）の新たな財源が必要になる旨の


試算結果を示したところである。 


・ 厳しい医療保険財政の中で、保険料引上げや新


たな公費財源が必要であり、試算結果に対して


は、保険者、自治体等の関係者から、「厳しい


財政状況の中で給付改善のために保険料を引


き上げる状況にはなく、困難である」との意見


が多数あったところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 厳しい医療保険財政の中で、保険料引上げや新


たな公費財源が必要。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 高額療養費制度は、外科手術や事故のような短


期間の入院を念頭において設計されており、長


期の治療にはなお重い負担がかかる。一部のが


んや難病では特効薬が開発され、治療を続けて


いる限り、普通の生活（就学、就労ふくめ）が


維持されるが、一生ローンを背負っているよう


なものである。 


・ 例えば、慢性骨髄性白血病（CML）の特効薬イマ


チニブの毎月の薬代は約33万円、自己負担は約


10 万円になり、遺伝子検査代３万円は保険適応


外である。CML 患者の平成 20 年の世帯平均所得


は 389 万円、医療費は年 122 万円にのぼり、平


成12年と比べ所得は約140万円減少したが医療


費負担は不変である。 


・ 特定の疾患には、高額療養費特定疾病制度（透


析、一部の HIV、血友病の 3 種のみ）・特定疾患


治療研究事業・肝炎治療特別促進事業・身体障


害者認定などによる医療費助成が整備されてお


り、患った疾病により負担が大きく異なる状況


となっている。 


・ また、月単位の高額療養費制度と別に、年単位


の高額医療・高額介護合算療養費制度が制定さ


れたが、医療と介護両方の給付を受けている人


のみが対象である。 


・ そこで、高額療養費制度を見直し、例えば、療


養が一定期間を超えて長期にわたる場合に自


己負担額を月１～２万円とするなど、患った疾


病の種類にかかわらず、長期に渡る慢性期の療


養の際の負担をより軽減できる制度となるよう


診療報酬の組み換えを行うべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 平成 22 年 9 月 8 日及び 10 月 27 日の社保審医


療保険部会において、所得が低い層の自己負担


額提言に給付ベースで 2,600 億円の影響があ


るとの試算がなされているが、当ＷＧにおける


趣旨は、短期の場合は現行通りでよいが、長期


の場合に（例えば同一疾病で 3か月以上にわた


る場合に 4か月目から）自己負担額の低減を求


めるものである。 


改革案 ・ 患った疾病の種類にかかわらず、長期にわたる


慢性期の療養の際の負担をより軽減できる制


度となるよう高額療養費制度を見直す。＜平成


23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 8】 


事項名 


 


医療保険におけるリハビリの日数制限の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 平成 18 年度の診療報酬改定により、医療保険


におけるリハビリテーションの算定について、


原則として発症から最大 180 日間までという


日数制限が設けられた。 


＜根拠法令＞ 


・ 健康保険法第 76 条第２項 


規制改革の方向性（当初案） ○ 平成 18 年度の診療報酬改定で医療保険におけ


るリハビリの日数制限が導入され、その後一部


見直されたものの日数制限は依然として存在


する。症状の改善・回復は個人差があり、一様


に日数で区切ることができるものではないた


め、効果が見込まれるか否かの判断は医師が行


なうべきである。したがって、リハビリの継続


に係る医療機関のチェック体制を前提に日数


制限を撤廃すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ ご指摘の通り症状の改善・回復には個人差があ


る為、定められた日数を超えても、医師が「改


善が期待できる」と判断する場合については、


それ以前と同様のリハビリが継続出来るよう


平成 20 年度診療報酬改定において対応をした


ところである。従って、ご指摘の様な課題は既


に解決されていると理解している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 平成 18 年度の診療報酬改定の背景の一つは、


高齢者リハビリテーション研究会の中間報告


書における「長期にわたって効果が明らかでな


いリハ医療が行われている場合がある」「リハ
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とケアとが混同して提供されているものがあ


る」との指摘であったことは事実である。 


・ 限られた医療資源の効果的活用という観点に


立てば、効果が明らかでないリハビリ医療に医


療費をかけるべきでないという点は理解でき


る。 


・ しかし、症状の改善・回復は個人差があり、一


様に日数で区切ることはできるものではない。


・ 日数制限導入後、わずか１年で一部制限の緩和


がなされ、平成 20 年の診療報酬改定では改善


が見込まれると医師が判断した場合は制限が


外れたが、機能維持のためのリハビリは制限さ


れたままである。 


・ リハビリの有効性は、医師及び医療機関の判断


に委ねるべきであり、機能維持も含めて、リハ


ビリの効果があると医師が判断した場合は、制


限日数を設けるべきではない。 


・ そもそも、「保険医療機関及び保険医療養担当


規則」第 20 条６号では、「リハビリテーション


は、必要があると認められる場合に行う。」と


されており、必要性のないリハビリは保険医療


として認められないことはすでに当該規定で


担保されている。 


・ リハビリ日数制限の撤廃により、機能回復、自


立した生活の実現、あるいは、社会への参画を


断念せざるを得ない事例を減らしていくべき


である。 


具体例、経済効果等 ・ リハビリの目的は機能改善だけでなく、機能維


持も含まれるが、機能を維持するためには専門


医の処方と本人の努力が必要であり、リハビリ


日数制限により状態が悪化したとの意見も多


い。 


・ 機能維持のためのリハビリは介護保険で行う


整理となっているが、疾病や年齢要件で介護保


険の対象とならない患者も存在する。 


・ また、介護保険の通所リハビリテーションは、
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医師の指導の下でＰＴ、ＯＴを中心に行われる


が、運動療法が中心であり、個々の利用者にき


め細かいメニューを組むことに限界がある。 


・ 医療保険によるリハビリでは、医師のリハビリ


処方せんに基づき、きめ細かく行われ、運動療


法はその一メニューである。また、合併症を持


つ人への対応（禁忌事項への配慮）なども必要


である。 


・ また、日数制限を超えてリハビリを提供する


際、原則として月 13 単位までなどの制限があ


り、これを超えると必要なリハビリであっても


保険給付がなされないという問題もある。 


・ 仮に平成 20 年度の診療報酬改定により、必要


なリハビリが受けられない事態が解消してい


るのであれば、日数制限を撤廃しても問題ない


はずであり、必要のないリハビリテーションに


対しては指導・監督すればよい。 


改革案 ・ 医療保険におけるリハビリについては、治療の


継続により状態の改善が期待できる場合の他、


悪化を防止し、機能を維持することが必要で、


かつ期待できると医師が判断した場合も日数


制限なく受けられることが必要であるため、次


期診療報酬改定で日数制限を撤廃することを


検討する。＜平成 23 年度検討、結論＞ 
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【ライフイノベーション 9】 


事項名 


 


調剤基本料の一元化 


規制・制度の概要 


 


・ 昭和 31 年に医師法、歯科医師法、薬事法（昭


和 35 年の法改正で薬剤師法に移行）が改正さ


れたことにより、医師・歯科医師の処方せん発


行が原則として義務づけられた。その後、昭和


49 年 10 月の保険診療における診療報酬改定で


処方せん料が大幅に引き上げられ、処方せん発


行枚数及び保険調剤実施保険薬局数は年々増


加している。平成 20 年度には 62.0％の発行率


（医薬分業率）となっており、5.4 兆円の国民


医療費が費やされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 健康保険法第 76 条第２項 


規制改革の方向性（当初案） ○ 保険薬局の調剤基本料は原則 40 点であるのに


対して受付回数 4,000 回超・特定医療機関から


の集中率 70％超の薬局は 24 点となっている


が、患者にとってその質的な差は認められない


ため、次期診療報酬改定の際に、調剤基本料を


24 点に一元化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 調剤基本料は処方せんの受付一回につき 40 点


を基本としているが、受付処方せん数が多く、


かつ特定医療機関からの処方せんの集中率が


高い（処方せんの受付回数が月 4,000 回超、か


つ特定医療機関に係る調剤の割合が 70％超）


一部の薬局（約 1%程度）は、例外的に低い点


数（現在は 24 点）設定とされている。 


・ これは、特定の医療機関からの処方せんを多


く、かつ集中的に取り扱うことができる一部の


薬局では、類似の処方せんの受付が多くなり、


医薬品の在庫管理が効率的に行えるなど経営


効率が高いことによるものである。これに対


し、多数の医療機関からの処方せんを受けてい


る薬局においては、幅広い種類の医薬品在庫を


そろえる必要がある等、このような経営の効率
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化は困難である。 


・ 従って、仮に調剤報酬を 24 点に一元化した場


合、多数の医療機関からの処方せんを受けてい


る多くの薬局の継続が困難になる可能性があ


る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 複数の医療機関からの処方せんについて同一


の薬局（かかりつけ薬局）において調剤を受け


ることにより、重複投薬や薬物相互作用の防止


が可能となるなど、「かかりつけ薬局」をもつ


ことは重要であり、その推進を図っているとこ


ろであるが、要望へ対応するとその経営が困難


となる。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 保険薬局の調剤基本料は原則 40 点であるが、


受付回数 4,000 回超・特定医療機関からの集中


率 70％超の薬局は 24 点となっている。しかし、


その質的な差は認められない。むしろ、疑義紹


介率および調剤ミス発見率、さらには時間に関


する患者満足度などはいわゆる「門前薬局」の


方が高いとの調査結果がある。 


・ であれば、平成 22 年度の診療報酬改定で病院


と診療所の再診料が統一されたように、調剤基


本料も統一し、一律 240 円にすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 多数の医療機関から処方せんを受け付ける薬


局のほうが、いわゆる「門前薬局」よりも質が


高ければ合理性があるが、逆の結果が出ている


調査結果もある。であれば、配慮すべきは薬局


の経営ではなく、患者から見た合理性である。


・ 現に、病院と診療所の再診料は今次の診療報酬


改定で統一されたところである。 


・ 薬剤費適正化の観点から、かりに 240 円に統一


したとすると、最新の公表値である平成 21 年


度の処方せん受付回数で計算して、年間約 978


億円の節減となる。 
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改革案 ・ 保険薬局の調剤基本料は原則 40 点であるのに


対して受付回数 4,000 回超・特定医療機関から


の集中率 70％超の薬局は 24 点となっている


が、患者にとってその質的な差は認められない


ため、次期診療報酬改定で調剤基本料を 24 点


に一元化することを検討する。＜平成 23 年度


検討、結論＞ 
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【ライフイノベーション 10】 


事項名 


 


ＩＣＤコーディングの改善と包括医療用病名マス


ターの編集 


規制・制度の概要 


 


・ 診断群対象の ICD コードに対して、厚生労働省


の標準規格とされた MEDIS 版と支払基金版の


病名マスターには次のように ICD コードの設


定漏れの他に、未収録の ICD コードもある。可


及的速やかに ICD「分類提要」の例示病名に基


づいた補修が求められる。 


 


[201101 版 基礎疾患分類項の収録状況] 


診断群 傷病名マスター 例示病名 


対象外 


1,785 項 


対象外 


745 項 


 


診断群外 


1,040 項 


 


診断群 


7,031 項 


診断群 


5,570 項 


 


未収録 


1,461 項 


例示病名 


追加項 


 


   


8,816 項 8,816 項  


 


[201101 版 症状発現分類項の収録状況]  


診断群 傷病名マスター 例示病名 


収録項 


299 項 


収録項 


194 項 


収録項 


282 項 


未収録 


106 項 対象外 1項 例示無 18 項 


   


300 項 300 項 300 項 


・  


＜根拠法令＞ 
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規制改革の方向性（当初案） ○ DPC において、高額な医剤を使用した場合に収


支が悪化する問題について、漸次対策がとられ


ているところであるが、包括対象からの除外要


件について一定の基準を策定すべきである。 


○ 「症状発現」の ICD コードが設定漏れの場合、


２つの異なる診療報酬が請求される可能性が


あることから、症状発現の ICD コードの設定漏


れを補足・修正し、「包括医療費算定用病名マ


スター」を作成すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 高額な薬剤・材料を使用した場合の不具合につ


いては中医協（中央社会保険医療協議会）で既


に指摘されているところであり、平成 24 年度


診療報酬改定に向けて一定の基準を策定すべ


く議論を進めているところ。 


・ ご指摘のダブルコーディングの問題について


は、実際の診療状況により「基礎疾患」と「症


状発現」のどちらが最も医療資源を投入した病


名であるか、医師の判断により請求することと


なっている。医療資源の投入状況は診療状況に


より変わりうるもので有り、これらを一意に決


定することは非現実的であると考える。なお、


ご指摘の内容は DPC 制度における診療報酬請


求に当たって標準病名マスター等を用いるこ


とによる問題点をご指摘とも考えられるが、平


成 19 年度｢DPC 導入の影響評価に係る調査｣以


降、医療情報システム開発センター、システム


ベンダー各社等が提供する｢傷病名マスター｣


のみによるのではなく、ICD-10 第 2 巻による


コーディングを行うよう注意喚起を行ってい


る。また、平成 20 年度より各病院に「適切な


コーディングに関する委員会」の設置・運営を


求めており、適切なコーディングの普及に努め


ているところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【高額薬剤・材料】 


・ 平成 22 年 11 月 22 日現在、中医協 DPC 評価分


科会において、包括評価の原則、点数設定のあ
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り方について課題抽出を行ったところであり、


平成 23 年 7 月末を目処に本議論の結論を得る


べく検討を進めてまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【ＩＣＤコード】 


・ ご指摘のダブルコーディングの問題について


は、実際の診療状況により「基礎疾患」と「症


状発現」のどちらが最も医療資源を投入した病


名であるか、医師の判断により請求することと


なっている。医療資源の投入状況は診療状況に


より変わりうるもので有り、これらを一意に決


定することは非現実的であると考える。なお、


ご指摘の内容は DPC 制度における診療報酬請


求に当たって標準病名マスター等を用いるこ


とによる問題点をご指摘とも考えられるが、平


成 19 年度｢DPC 導入の影響評価に係る調査｣以


降、医療情報システム開発センター、システム


ベンダー各社等が提供する｢傷病名マスター｣


のみによるのではなく、ICD-10 第 2 巻による


コーディングを行うよう注意喚起を行ってい


る。また、平成 20 年度より各病院に「適切な


コーディングに関する委員会」の設置・運営を


求めており、適切なコーディングの普及に努め


ているところである。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ EBM（Evidence-Based Medicine；根拠に基づく


医療）の一層の推進や客観的データに基づいた


地域医療計画の策定においては、より正確な医


療情報の蓄積が不可欠であり、現在、ナショナ


ルデータベース構築に向けた取り組みも進ん


でいるところである。 


・ 医療情報のうち、レセプトデータにおいては、


すでにデータベースが構築され、その利活用に


かかる検討も進められている。 


・ しかしながら、DPC／PDPS においては国際標準


である ICD10 コードを参照することとなって


いるが、「基礎疾患」に対応した「症状発現」


の ICD コードが設定漏れケースがあり、治療内
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容により、「基礎疾患」と「症状発現」の異な


る診断群分類点数表を参照するケースが生じ


る。 


・ DPC／PDPS では最も医療資源を投入した病名で


レセプトが出されるため、こうした場合、レセ


プト情報から「基礎疾患」又は「症状発現」の


一方が読みとれない場合がある。 


・ したがって、症状発現の ICD コードの設定漏れ


を補足・修正すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ DPC／PDPS と ICD コーディングについては、そ


もそも主要診断群の区分番号は診断群分類番


号の上位 2 桁により 18 区分とされている。疾


患コードは診断群分類番号の上位 6桁（主要診


断群 2桁、傷病名 4桁）であり、疾患コードご


とに該当する傷病名（診断名ではない）が ICD


コードで指定されている。一方、手術などの治


療内容に基づいて 8 桁の区分番号を疾患コー


ドに付加し、14 桁の診断群分類番号に基づい


て 1 日当たりの診断群分類点数表を参照する


が、その手順は病名表記に対応する ICD コード


を起点とする。 


・ 「分類提要」の疾病分類においては「基礎疾患」


と「症状発現」の ICD コードとその使用基準が


明記されている。治療内容により「基礎疾患」


と「症状発現」のどちらの ICD コードを使用す


るかを決めることになる。そのために傷病名マ


スターのコーディングを誤ると治療内容に一


致しない診断群分類点数表を参照するケース


が生じる。 


【例】傷病名マスターでは「関節リウマチ性心


筋炎」の基礎疾患は［M053］、症状発現は


［----］（設定漏れ）であるから、プログ


ラム処理では疾患コード 050100 心筋炎


の点数表を参照できない。 
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M053† I418＊ 関節リウマチ性心筋炎 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


・ なお、支払基金のホームページには病名マス


ターの病名表記や ICD コードの「改変を禁止」


とする留意点などが公表されているので、各


病院が改変することは困難である。 


改革案 ・ DPC/PDPS の請求の際に参照する ICD コードに


おいて、「症状発現」の ICD コードが設定漏れ


の疾患について補足・修正し、システム設計者


を含む専門委員会等で構成を検討した上で、


「包括医療費算定用病名マスター」を作成す


る。＜平成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 11】 


事項名 


 


広告規制の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 医療機関については広告可能な項目が制限さ


れており、サービス業としての観点からの広告


が実質不可能となっている。 


・ 医薬品、医療機器については、虚偽誇大広告を


禁じるため、「医薬品等適正広告基準」を策定


し、事実の広告についても一部の製品について


医薬関係者以外の一般人への広告を制限して


いる。 


＜根拠法令＞ 


・ 医療法第 6条の 5 


・ 医療法施行規則第 1条の 9 


・ 薬事法第 66 条 


・ 「医薬品等適正広告基準について」（昭和 55 年


10 月９日 薬発第 1339 号） 


規制改革の方向性（当初案） ○ 消費者保護という観点からは、不当景品類及び


不当表示防止法が存在しているが、インターネ


ットのホームページが対象外であるなど昨今


の情報化社会において広告規制の存在意義は


薄れてきている。また、グローバルな視点での


医療機関の育成を考えた場合、国際医療交流を


進めていく上でもその広報には創意工夫が求


められる。したがって、医療機関の広告規制に


ついては、ポジティブリスト方式を改め、原則


自由化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 対応困難 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


・ 美容医療広告等においては、医療が極めて専門


性の高いサービスであることから、提供される


サービスの質について事前に判断することが


非常に困難であるため、不当な広告により患者


が高額なサービスや危険なサービスを受ける


といった事例が数多く報告されているところ。


・ さらに、全国の消費生活センターに美容医療広


告等に関する相談が多数寄せられ、増加傾向に


あることから、消費者庁より不適切な広告表示


（ホームページを含む。）について対応を検討


するよう依頼もされている。（「美容医療サービ


スに関する消費者トラブルの防止について」


（平成 22 年７月 30 日消政調第 70 号消費者庁


政策調整課長通知）） 


・ このような中で現在の医療法上の規制を原則


自由化すると、不当に患者を誘引する広告が更


に広がり、これまで以上に患者等が適切な医療


サービスを選択する環境が失われてしまうお


それがある。 


・ なお、日本の医療機関が行う広告であっても海


外に向けた広告については、規制の対象となら


ず、広告を行う国の法令に従うこととなる。 


【補完措置】 


・ 直近の平成 18 年の改正において、広告可能な


事項を病室、病床数等個別に列挙していく方式


から、「施設、設備に関する事項」として包括


的に規定することで、大幅に拡大するととも


に、医療の実績情報に関する広告についても、


患者による適切な選択に資するものであり、客


観的な評価が可能として厚生労働大臣が定め


るものについては広告可能なものとして位置


付けることとし、広告規制の緩和を図ったとこ


ろ。 


・ また、都道府県等からの疑義照会により解釈を


周知する必要性が認められた論点については、
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適宜医療広告 Q&A の改定等を行うことで、一定


の規制のもと、法の適用範囲の明確化を図って


いるところ。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 医療機関の広告規制については、累次の見直し


により広告可能な事項を拡大してきたところ


であるが、未だに広告可能な事項を列挙して示


すポジティブリスト方式である。 


・ 一方で、例えば、病院のＷｅｂサイトは、利用


者が自ら検索して閲覧する情報提供・広報との


整理であり、広告規制を受けない。 


・ 医薬品、医療機器の広告については、薬事法第


66条において誇大広告等が禁じられているが、


局長通知によって「医薬品等適正広告基準」が


定められており、医療用医薬品や医師等が使用


する医療用具の広告は、事実であっても禁じら


れている。 


・ 一般的に医療用医薬品や医療機関でのみ使用


される医療機器を医療関係者以外の一般人が


購入することはほとんど不可能であり、虚偽で


も誇大でもない情報を制限する必要性はない。


・ 消費者保護という観点からは、不当景品類及び


不当表示防止法が存在しており、昨今の情報化


社会において、学会誌・学術論文や専門誌への


アクセスも比較的容易になってきており、一般


の国民の医療リテラシーの向上等も踏まえれ


ば、医療機関のＷｅｂサイトは対象外である規


制や特定の製品分野の情報提供の規制の存在


意義は薄れている。 


・ これら医療機関及び医薬品・医療機器の広告規


制を原則自由化することにより、患者の立場か


ら、医療機関及び医療の選択に有効と思われる


医療技術や医師の技術などの比較情報が得や


すくなるとともに、医療機関の創意工夫や説明


機会の増加により、患者へのサービス向上に繋


がることも期待できる。 
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具体例、経済効果等 ・ 当ＷＧが提言しているのは、例えば、医療機関


であれば、がん治療の 5年生存率などのアウト


カムや、医薬品や医療機器であれば、医療用医


薬品や医師の使用する医療機器について、承認


の範囲内で虚偽でも誇大でもなく、製品の情報


を正確に消費者に示すこと等である。美容医療


等にかかる不適切な宣伝とは次元の異なる問


題である。 


改革案 ・ 医療機関の広告規制について、ポジティブリス


ト方式を改め、原則自由化する。＜平成 23 年


度措置＞ 


・ 医薬品等適正広告基準の第３の５「医療用医薬


品等の広告の制限」を削除する。＜平成 23 年


度措置＞ 
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【ライフイノベーション 12】 


事項名 


 


希少疾病用医療機器の市場導入促進に向けた制度


の整備 


規制・制度の概要 


 


・ 患者数が少ない難病等を対象とする稀少疾病


用医療機器は、助成金の交付、研究・開発に当


たっての助言、優先審査などいくつかの優遇措


置はあるものの、医療上の必要性が高いにも係


わらず対象となる患者数が少なく、治験を必要


とする機器では承認取得までに非常に長い期


間を要する。 


【根拠法令】 


・ 薬事法第 14 条、第 77 条 


規制改革の方向性（当初案） ○ 一定の要件を満たす希少疾病用医療機器につ


いては、患者のベネフィットとリスクのバラン


スを勘案し、安全性データと、治験以外の有効


性データ（非臨床、臨床実績、文献）による審


査で承認を与えるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 海外で承認された医療機器を追加の臨床試験


無く審査を行った例があるなど、希少疾病用医


療機器の審査では、日本国内での治験だけでな


く、海外での臨床試験成績やその他の情報、市


販後の安全対策などを総合して、リスク・ベネ


フィットの判断を行い、承認の可否を決定して


いる。（一部実施済み、対応困難） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 治験データが必要かどうかについては、個別の


判断が必要であり、一定の要件を示すことは困


難である。なお、医療機器規制整合化会議で合


意された国際ガイダンスにおいても、一定の要


件は示されておらず、個別の判断に関する考え


方が示されているところ。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 難病等を対象とする医療機器については、医療


上の必要性が高いにもかかわらず、対象となる


患者数が少なく、治験だけでは統計的な処理が
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できるほどの治験データが集まらず、もしくは


集まるために非常に長く時間がかかり、承認取


得までに非常に長い期間を要する。 


・ 医療機器は医薬品と異なり、一般に人種差によ


る効能や効果の差はない。しかし、国内医療ニ


ーズに基づいて導入促進が図られている製品


においても、海外での使用実績があるにもかか


わらず国内治験が要求される場合があり、人道


上そして医療上で極めて必要性の高い希少疾


病用医療機器の開発・導入が促進されない状況


にある。 


・ こうした現状が、企業の導入意欲をそぐ結果と


なっている。企業の社会的責任にのみ頼るので


はなく、開発意欲のわく制度の見直しが必要で


ある。 


具体例、経済効果等 ・ 「医療ニーズの高い医療機器等の早期導入に


関する検討会」で選定された医療機器には優遇


措置があるものの、１年以上承認審査に時間を


要している例もある。 


・ 米国では最も開発企業が負担の少ない方法で


データを求めるという原則が存在している。 


・ 審査の期間を決め、その時点で残されたリスク


については条件付きで承認することで、国内の


企業側もサポートが可能となり、リスクの軽減


につながる。個人輸入の形で医師が使用する場


合、企業はサポートすることが出来ない。 


改革案 ・ 一定の要件を満たす希少疾病用医療機器につ


いては、患者のベネフィットとリスクのバラン


スを勘案し、申請から承認までの期間を１年以


内とすべく、安全性データと、治験以外の有効


性データ（非臨床、臨床実績、文献）による審


査で承認を与えるべく諸規定を改定する。＜平


成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 13】 


事項名 


 


医療機器の改良改善に係る一部変更承認申請不要


範囲の拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 医療機器は改良や改善を実施するに当たって


も承認申請や審査が求められる。承認申請手続


きが不要となる改良改善の範囲は、「承認書に


記載が求められていない事項」となっている。


しかし、承認書にはかなり詳細な内容の記載が


必要になっているために、些細な変更にも一部


変更承認申請が必要になり、企業側、審査側と


もに多大な工数を費やすことになっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 薬事法第 14 条第９項及び第 10 項 


・ 薬事法施行規則第 47 条 


・ 「医療機器の一部変更に伴う手続きについて」


（平成 20 年 10 月 23 日 薬食機発第 1023001）


規制改革の方向性（当初案） ○ 医療機器における改良改善については、承認書


の記載範囲外でも、クラス分類にかかわらず、


製品の安全性・有効性に影響がないと製造業者


の品質管理監督システムにより確認した場合


は、一部変更承認を不要とし、軽微変更届の提


出を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 薬事法においては、医療機器の製造販売の承認


を受けている者は、承認された事項の一部を変


更しようとするときは、その変更についての承


認を受けなければならないこととしているこ


とにより、医療機器の品質、有効性及び安全性


を担保している。 


・ 仮に承認書の記載範囲を超える変更について、


製造業者の判断のみによって軽微変更の届出


により行われた場合、医療機器の品質、有効性


及び安全性の担保の基本となる厚生労働大臣


の承認内容の変更が国の関与なしに行われる


ことから、薬事法の目的である医療機器の品


質、有効性及び安全性の確保が図られなくなる


ため、対応困難である。 
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・ また、当該変更が厚生労働省令で定める軽微な


変更の場合には、現在でも、製品の品質、有効


性及び安全性に影響を与えるおそれがあるも


の以外の変更は軽微変更を届け出ることで足


りるところ。 


・ 承認取得後に外観・形状、原材料、製造所等に


関する変更が行われることが少なくない医療


機器の特性にかんがみ、「医療機器の一部変更


に伴う手続について」（平成 20 年 10 月 23 日薬


食機発第 1023001 号）において、軽微変更届の


範囲、一変申請及び軽微変更届が必要でない範


囲について、具体的な事例を含めて整理の上示


しているところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 一方、施行規則第 47 条の 5 に対する解釈が、


品目によって、また解釈する人によって異なる


ケースがあるなどの指摘を踏まえ、医療機器・


体外診断用医薬品に関する実務レベル合同作


業部会のワーキンググループにおいて、前述の


通知に示された薬事法上手続きが不要な範囲、


軽微変更届の範囲の事例追加を行うべく、事例


及び要望について収集、検討を行っているとこ


ろである。 


・ しかしながら、例えば「カテーテルの原材料の


変更」という医療機器の品質、有効性及び安全


性に影響を与えるおそれがある変更が、軽微変


更を届け出ることにより行われることがない


よう、当該業者に対して薬事法に基づく適切な


対応を求めるとともに、説明会の場などを通じ


て、業界に対し自主的な点検を求めているとこ


ろであることから、まずはこれらについて所要


の措置が講じられることが必要である。 
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改革事項に対する基本的考


え方 


・ 米国においては、当局に申請され、確認された


事項の変更を伴う改良改善の場合でも、安全


性・有効性に与える新たな影響がないと製造業


者の品質管理システムにより確認した場合に


は、特段の行政手続きなしで変更が認められて


いる(510k の場合)。 


・ 一方、我が国では安全性・有効性に影響を与え


るおそれがある場合は一部変更承認申請が必


要なため、一つの変更が複数品目に亘る場合


も、品目ごとに承認申請書の一部変更手続きが


必要となっている。 


・ 米国では、複数の変更事項をまとめて変更手続


きが可能であり、新たな影響・リスクでなけれ


ば審査は不要としているため、我が国より申請


者と審査側の業務量負担が少ない制度設計で


あり、より迅速に上市が可能な制度となってい


る。 


・ 機器の安定供給のためにも、改良改善の際に一


部変更承認を要する範囲を縮小すべきである。


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 医療機器における改良改善については、承認書


の記載が求められる事項であっても、製品の安


全性・有効性に影響がない旨を製造業者が同社


の品質管理監督システムにより確認した場合


は、一部変更承認を不要とし、軽微変更届の提


出にて手続きが完結する、もしくは届出が不要


となるよう諸規定を見直す。あわせて、類似品


目で共通の変更がある場合、最初の品目を一部


変更承認申請にし、他の品目は前例利用により


軽微変更届で対応できるようにする。＜平成


23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 14】 


事項名 


 


医療機器における品目ごとの QMS 調査制度の見直


し 


規制・制度の概要 


 


・ わが国では、クラス分類毎、製造所の場所（国


内外）毎に、かつ異なる調査権者（国、県、PMDA、


第三者認証機関）が品目毎に調査が行われてお


り、調査頻度が高い。 


＜根拠法令＞ 


・ 薬事法第 14 条第２項第４号及び第６項 


・ 医療機器及び体外診断用医薬品の製造管理及


び品質管理の基準に関する省令 


規制改革の方向性（当初案） ○ 企業側及び調査側双方の負担を軽減するため、


欧米で一般的なように、品目ごとの QMS 調査か


ら製造所単位の審査に変更すべきである。 


○ PMDA、都道府県、第三者評価機関といった複数


の調査機関は、各々の調査結果を共有し相互受


入れが可能となるよう環境整備すべきである。


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 医療機器等の品質確保の観点から適切な製造


管理及び品質管理が行われているかどうかを


確認するためには品目ごとの QMS 調査が必要


であるが、企業側及び調査側双方の負担軽減も


考慮し、調査手法や提出資料の改善、調査結果


の相互活用など、調査の改善を図る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 当局（厚労省、PMDA）と業界をメンバーとする、


QMS 調査の改善に関する WG を設置して検討し、


対応可能となったものから順次対応 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 平成 17 年４月施行の薬事法改正に伴い、QMS


（Quality Management System、品質マネジメ


ントシステム）が取り入れられたが、これによ


り、旧法（許可要件 GMP）では、製造所の業許


可の要件が品目ごとの承認・認証に変更され


た。 
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・ 欧米では、QMS は製造所ごとに調査されている。


わが国の制度では、企業側、行政側共に重複し


た業務が発生し、双方の負担となっている。 


・ そこで、品目毎の QMS 調査から製造所単位もし


くは一般名称単位の審査とするよう見直すと


ともに、他の調査権者の調査結果を受け入れる


よう改善すべきである。また、最終的には調査


権限の一元化を図るべきである。 


・ これらにより、PMDA の審査負担が減り、審査


の迅速化が図られるとともに、企業側の負担も


減り、より改善・改良・研究開発に経営資源を


割り当てることができるようになる。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 企業側及び調査側双方の負担を軽減するため、


欧米で一般的なように、品目ごとの QMS 調査か


ら製造所単位の審査に変更する。＜平成 23 年


度措置＞ 


・ PMDA、都道府県、第三者評価機関といった複数


の調査機関が各々の調査結果を共有し相互受


入れが可能となるよう環境整備を進める。＜平


成 23 年度措置＞ 
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【ライフイノベーション 15】 


事項名 


 


医薬品・医療機器の審査業務に係る法的責任の明


確化 


規制・制度の概要 


 


・ 医薬品及び医療機器の審査期間長期化の背景


の一つに審査の結果や医療現場での医療機器


のパフォーマンスに関して審査官がどのよう


な法的責任を負うのかということが必ずしも


明確でないことも指摘されている。海外の事例


を参照し、科学的客観的な審査を円滑に進める


体系を明らかにすることが求められる。 


＜根拠法令＞ 


・  


規制改革の方向性（当初案） ○ 薬害被害において厚生労働省職員の個人責任


を問われた事例もあり、ＰＭＤＡ及びその審査


官が医薬品及び医療機器のパフォーマンスに


関してどのような法的責任を負うのかという


ことが必ずしも明確でないことが、必要以上に


慎重な審査に繋がっている可能性もある（例：


審査の現場で未知のウィルスの影響の確認を


求められるなど）。したがって、まずは現行法


の範囲で負うべき責任を整理・明確化するとと


もに、審査官個人が過大な責任を負うものであ


るかどうかを含め、その責任範囲の在り方の検


討に着手すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 我が国では、公権力の行使に当たる公務員が、


故意又は過失により損害を加えた場合、国家賠


償法において国が賠償責任を負うこととされ


ている。審査業務については、国（大臣）が承


認等の最終的な判断を行うことから、個々の公


務員の不法行為について、公務員に故意又は重


過失がない限り、国から個人に対して求償され


ることはない。 


・ なお、刑事責任については、個別の事案ごとに


裁判において判断されることである。 


・ おって、ＦＤＡを含む連邦政府職員は、「連邦


不法行為請求権法」に基づき、客観的に合理的
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な範囲で業務を遂行している限り、個人の責任


を問われることはなく、実質的な責任は我が国


と同程度。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現行法の範囲で負うべき責任については、上記


のとおり明確に整理されており、審査員個人が


過大な責任を負うとは考えていない。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 医療現場に導入された医薬品、医療機器のパフ


ォーマンスや当局の審査の結果に関して、関係


する企業、審査機関又は審査官個人が、どのよ


うな法的責任を負うのか必ずしも明確ではな


く、このことが審査官を萎縮させ、必要以上に


慎重な審査へと繋がり、結果としてドラッグラ


グ、デバイスラグを助長させている可能性があ


る。 


・ 開発を行う企業と審査に関わる審査官及び審


査機関がどのような法的責任を負うのかにつ


いて海外での事例を踏まえた公開での議論が


必要である。 


具体例、経済効果等 ・ 薬害被害において厚生労働省職員の個人責任


を問われた事例がこうした懸念を審査官に与


えている可能性がある。したがって、完全な刑


事免責を求めるのではなく、厚生労働省が法務


省又は検察庁に協力を要請し、審査官の研修等


の機会に改めて法的な責任について現行法で


の考え方を周知するだけでも意義は大きいと


考える 


・ 必要以上に慎重な審査に繋がっている例とし


て、例えば、審査の現場で「未知のウィルスの


影響の確認」を求められる事例がある。「未知」


のものに対して何らかの証明をすることは矛


盾である。 
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改革案 ・ 医薬品、医療機器の承認審査において、現行法


の範囲で審査機関及び審査官が負うべき責任


を整理・明確化するとともに、審査官個人が過


大な責任を負うものであるかどうかを含め、そ


の責任範囲の在り方の検討に着手する。＜平成


23 年度検討開始＞ 
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【ライフイノベーション 16】 


事項名 


 


医薬品・医療機器におけるイノベーションの適切


な評価の実施 


規制・制度の概要 


 


・ 医療機器や一部の試験試薬等については、検査


法、製品ごとの保険償還価格が設定されていな


いため、新たなテクノロジーを活用するインセ


ンティブが働かないケースがある。 


・ 医療機器の海外価格との差を縮小するという


目的で導入された「再算定制度」は、日本での


必要な経営コストを勘案しないまま制度が厳


格化しようとしている。 


＜根拠法令＞ 


・ 健康保険法第 76 条第２項 


・ 特定保険医療材料の保険償還価格算定の基準


について（平成 22 年 2 月 12 日 保発 0212 第


10 号）等 


規制改革の方向性（当初案） ○ 検査試薬・システムの選択において、世代の新


旧や精度に差があるにもかかわらず、保険点数


に差がない場合（例：甲状腺刺激ホルモン、ア


ルブミン、Ｃ反応性蛋白等）、精度の高い新し


い検査法が選択されないことがあることから、


より細分化した点数設定を行うべきである。 


○ 医療機器は機能区分ごとに価格が設定されて


おり、改良改善へのインセンティブが働きにく


いことから、現行の C 申請(新機能・新技術申


請)に加え、希望すれば、同一区分内で、その


製品特有の区分を設定できるようにするなど、


従来品より優れた効果をもたらす医療機器に


ついては、機能区分価格によらない価格を設定


できる制度を導入すべきである。 


○ 内外価格差の「再算定制度」はすでに５回適用


され、内外価格差の縮小という所期の目的を果


たしたと考えられる。また新規医療機器の償還


価格算定に当たり、外国平均価格が償還価格の


上限決定に反映されており今後大きな内外価


格差が発生することは考えにくいことから、企
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業の価格予見性を高めるためにも再算定制度


は廃止し、２年に一度の診療報酬改定は市場価


格の参照に基づく改定方式に統一すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


１点目及び２点目について 


・ 医療保険制度では、中央社会保険医療協議会


（中医協）において、安全性・有効性等が確立


された技術等について、その評価を行ってい


る。 


・ 検査の再評価にあたっては、臨床上の有用性


や、医療経済的有用性などを踏まえ、専門家等


のご意見も伺いながら、細分化を含めた適正化


を行っているところ。なお、医療上の必要性を


踏まえ、適切な検査項目が選択され実施されて


いるものと考えている。 


・ また、特定保険医療材料の評価は、価格競争を


促進する効果があり、実務上の対応を可能とす


る観点から、構造、使用目的、医療上の効能及


び効果等から判断して、類似していると認めら


れるものを一群として、機能区分を定める機能


別評価により実施しているところ。 


・ 既存区分と比較して、新規性のある医療材料の


イノベーションの評価については、新規機能区


分を設定し、またその価格について、類似機能


区分方式では補正加算を加えること、原価計算


方式では開発に係る費用を適切に評価するな


どの施策を実施してきている。 


・ 製品別収載制度とすることは、価格の適正化な


どの観点から、現時点では困難と考えている。


３点目について 


・ 現行においては対応困難 


・ 平成 22 年の診療報酬改定においては、実勢価


格に基づいて償還価格を改定する一方、内外価


格差是正のため、シェアや価格の下げ幅等から


抽出したいくつかの区分について、外国平均価


格を用いて再算定を行ったところ。 
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・ 平成22年度診療報酬改定時において17区分に


ついて再算定を行うなど、医療材料の内外価格


差は現存しており、内外価格差は患者の負担を


重くするものでもあり、再算定制度を廃止し、


今以上にその拡大を図ることは適切ではない。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


１点目及び２点目について 


・ 製品別収載制度とすることは、検査及び特定保


険医療材料について、価格競争等の効果が損な


われる。 


３点目について 


・ 平成22年度診療報酬改定時において17区分に


ついて再算定を行うなど、医療材料の内外価格


差は現存しており、内外価格差は患者の負担を


重くするものでもあり、再算定制度を廃止し、


今以上にその拡大を図ることは適切ではない。


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 医薬品のうち、検査試薬や検査システムについ


ては、製品性能（感度、特異性等）において最


適の検査薬の選択、使用がなされるべきであ


る。 


・ 現在承認されている検査試薬・システムは、製


品基本性能や新・旧世代（臨床有用性及び製品


先端技術レベルの点)で大きく差異があるもの


が混在しており、中には、価格（保険点数）に


差がないものもある（例：甲状腺刺激ホルモン、


アルブミン、Ｃ反応性蛋白等）。 


・ 同じ実施料であれば、本来は試薬性能に優劣が


あってはならないため、基本性能に応じた価格


設定をすべきである。また、新しい技術と比較


して感度が著しく劣る試薬・システムは保険収


載から外すことも検討すべきである。 


・ 医療機器は、機能区分毎に価格が設定されてい


るため、改良改善がなされた医療機器であって


も、現行の製品と同じ機能であると判断された
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場合、改良改善前の製品と同一の区分、同一の


価格となる。 


・ さらに、平成 14 年 4 月に導入された「再算定


制度」は、すでに 5回適用され、当初内外価格


差の代表的な例として挙げられていた製品の


価格も大幅に下がった。すなわちこの制度は


1990 年代に指摘されていた内外価格差の縮小


という所期の目的を果たしたと考えられる。ま


た新規医療機器の償還価格算定に当たり、外国


平均価格が償還価格の上限決定に反映されて


おり、1990 年代のような価格差が今後発生す


ることはない。 


・ 「機能区分制度」との組み合わせにより、医療


機器企業は、２年に一度の診療報酬改定による


自社製品の償還価格低下率を全く予測不可能


となっている。 


・ これらの結果、医療機器企業においては、改


善・改良、新製品開発及び製品導入の意欲が減


退し、海外への研究開発シフト、製品上市にお


けるジャパンバッシング、日本未導入の製品の


増加、及び日本からの製品撤退、その結果のひ


とつとして医療機器の安定供給問題が生じる


原因となっている。 


・ したがって、従来品より優れた効果をもたらす


医療機器については、機能区分価格によらない


価格を設定できる制度を導入するとともに、内


外価格差の「再算定制度」は廃止すべきである。


具体例、経済効果等 ・ 例えば、検査試薬に関しては、TSH（甲状腺刺


激ホルモン：第三世代の高感度測定試薬があ


る）、Alb（アルブミン：従来の 1試薬系に比し


て感度のよい 2試薬系の試薬が存在する）、CRP


（C 反応性蛋白：定性法と定量法に差がなく、


さらに、高感度ＣＲＰ測定試薬がある）等につ


いて差を設けるべき。 


・ 日本市場でアクセス可能な主要な欧米医療機


器は、欧米で流通している機器の約半分と、デ
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バイスギャップが深刻である。 


改革案 ・ 検査試薬・システムにおいて、現行、精度に差


があるにもかかわらず、保険点数に差がない場


合、次期診療報酬改定でより細分化した点数設


定を行う。＜平成 23 年度検討、結論＞ 


・ 医療機器において、現行の C 申請(新機能・新


技術申請)に加え、希望すれば、同一区分内で、


その製品特有の区分を設定できるようにする


など、従来品より優れた効果をもたらす医療機


器については、機能区分価格によらない価格を


設定できる制度を導入する。＜平成 23 年度措


置＞ 


・ 内外価格差の「再算定制度」を廃止し、２年に


一度の診療報酬改定は市場価格の参照に基づ


く改定方式に統一する。＜平成 23 年度措置＞
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【ライフイノベーション 17】 


事項名 


 


一般用医薬品のインターネット等販売規制の緩和


規制・制度の概要 


 


・ 平成 18 年 6 月薬事法改正に伴う厚生労働省令


（平成 21 年 2 月公布、6 月施行）により、一


般用医薬品は「対面販売」が原則とされ、イン


ターネットを含む郵便販売はリスクが比較的


低い「第３類医薬品」に限定された。 


＜根拠法令＞ 


・ 薬事法第 36 条の６ 


・ 薬事法施行規則第 15 条の 4，第 159 条の 14～


16 等 


規制改革の方向性（当初案） ○ いかなる調査においても店舗による販売にイ


ンターネット、電話等による販売が劣後すると


いうデータはなく、販売後の追跡調査などイン


ターネット販売が店舗販売よりも優れている


点もある。したがって、販売履歴の管理、購入


量の制限など、一定の安全性を確保しながらイ


ンターネット等で医薬品を販売するためのル


ールを制定すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記規制改革の方向性へ


の考え方 


・ 副作用による健康被害の防止のためには専門


家による対面販売を原則とする必要。ただし、


①比較的リスクの低い第３類医薬品の郵便等


販売、②経過措置として離島居住者及び継続使


用者に対する第２類医薬品等の郵便等販売を


認めている。（一部実施済・対応困難） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ インターネット販売では、対面販売のように、


一般用医薬品の適切な選択と適切な使用を確


保できず、一般用医薬品の副作用等による健康


被害を防止できない。 


これは、対面販売よりも、①購入者側の属性、


状態等の把握、②即時の応答・指導、③意思疎


通の柔軟性・双方向性、④専門家が情報提供を
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行っていることの確認といった点で劣ってい


るからである。 


・ そもそも、一般用医薬品は、効能効果とともに、


程度の差こそあれ、リスクを併せ持つものであ


る。したがって、その適切な選択と適正な使用


を確保するためには、専門家が対面で情報提供


を行って販売することを原則とすべき。 


これに伴い、インターネット販売については、


第１類医薬品及び第２類医薬品の販売を禁止


すべきであり、現状では、対面販売の代替的手


段とはなり得ない。 


・ 以上の趣旨は、医薬品ネット販売規制について


国が提訴された訴訟の東京地裁判決（平成 22


年３月 30 日。国が勝訴。）においても確認され


ているところ。 


・ なお、医薬品販売業者の団体は、医薬品を薬局


等で購入することが困難な方への対応策を検


討することを表明しており、厚生労働省として


もそれを確認していくこととしている。また、


現在経過措置として離島居住者及び継続使用


者に対する第２類医薬品等の郵便等販売を認


めているところであるが、前述の対応策も踏ま


えつつ、経過措置終了後の対応の在り方につい


て検討してまいりたい。 


改革事項に対する基本的考


え方 


・ 薬事法施行規則の施行により、これまで何ら問


題となっていない販売形態が規制され、消費者


の利便性の毀損、事業者間の公平性の阻害（地


方の中小薬局等のビジネスチャンスの制限）が


発生している。 


・ 一方で、「一般用医薬品販売制度定着状況調査」


によれば、店舗で第一類医薬品を購入する際に


文書を用いて詳細な説明があったのは 50.5%に


過ぎず、19.8％は何ら説明がなかったなど、制


度は定着していない状況が明らかになった。 


・ いかなる調査においても店舗による販売にイ


ンターネット、電話等の販売が劣後するという
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データはなく、郵便等販売においても安全性の


確保を前提としたＩＴ時代に相応しいルール


作りは可能である。 


・ 専門家により医薬品販売が適正に行われてい


る薬局・薬店においては郵便等販売規制を撤廃


すべきであり、少なくとも経過措置の切れる５


月末までに対応が必要なことから、ルール化を


急ぐべきである。 


・ また、店舗での販売においては、薬剤師または


登録販売者など有資格者の常駐を義務付けて


いる。しかしこれらの有資格者を常駐させるこ


とは人件費コストを過大とするため、事実上医


薬品の販売は、従来の業者に限られ、消費者の


購買の機会を妨げている。 


・ 昭和 35 年の薬事法施行当時は「薬剤師が購入


者に医薬品を手渡すこと」を想定しており、現


在の情報機器などの進化は想像すらされてな


かった。医薬品の専門家である薬剤師と双方向


通信可能なテレビ電話・ファックス・デジタル


コードなどを用いて意思疎通する販売体制を


確立することを条件に常駐義務を撤廃するこ


とで、安全に一般用医薬品を販売することが可


能になる。 


具体例、経済効果等 ・ 「国民の声」において、多数の規制緩和要望を


受け付けているところ。 


[第１回集中受付期間] 


（平成 22 年１月 18 日～２月 17 日） 


1,827 件（ご意見の総数は 4,841 件） 


[第２回集中受付期間] 


（平成 22 年９月 10 日～10 月 14 日） 


8,180 件（ご意見の総数は 11,714 件） 


改革案 ・ 販売履歴の管理、購入量の制限など、一定の安


全性を確保しながらインターネット等で医薬


品を販売するためのルールを制定する。同時


に、店舗での販売においても、テレビ電話、Ｆ


ＡＸ等を活用し、遠隔でも薬剤師からリアルタ







 


64 


イムで情報提供を受けられる体制を確保して


いる場合は、薬剤師、登録販売者の常駐義務を


撤廃する。＜平成 23 年５月までに措置＞ 
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【ライフイノベーション 18】 


事項名 


 


施設・入所系サービスの再編 


規制・制度の概要 


 


・ 介護保険法では、入居型サービスとして、介護


保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施


設、（介護療養型医療施設））以外に、集合住居


におけるサービス（特定施設入居者生活介護、


認知症対応型共同生活介護）が位置付けられて


いる。また、有料老人ホーム、軽費老人ホーム


（老人福祉法）、高専賃、高優賃（高齢者の居


住の安定確保に関する法律）、においても、特


定施設入居者生活介護を利用できるもの、その


他の居宅サービス、小規模多機能型居宅介護等


を利用できるもの、さらに、シルバーハウジン


グなど、複雑な体系となっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 86 条～115 条、第８条 


・ 老人福祉法第 29 条～31 条の５ 


・ 高齢者の居住の安定確保に関する法律第 4 条


～47 条、施行規則第３条 他 


改革の方向性（当初案） ・ 利用者は生活の場と必要な介護という観点か


らサービスを選択するが、現在は制度上の入


所・居住系サービス及びその組合せが多様であ


り、制度が複雑化し、利用者の選択が困難とな


っている。 


・ したがって、集中的・特別なケアを実施する機


能（短期的リハビリ（認知症リハビリを含む）、


虐待、拒否等の利用者への対応、定型的医療的


ケア等）を再編・区分することにより、施設・


入居系サービスを、「ケア付き住宅」として、


統一すべきである。 


・ 特に、高専賃等については、保証されるサービ


スが不明確になっているので、「ケア付き住宅」


を、常時ケアが提供される体制のもの、あるい


は、24 時間常駐・見守りのある体制のものと、


そうでない体制ものについて区別することが
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必要である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【厚生労働省、国土交通省】 


・ 高齢者専用賃貸住宅（高専賃）において、サー


ビスとの連携が不十分ということを踏まえ、一


定の水準のサービスが確実に行われ、介護や生


活支援を組み合わせたサービス内容の情報開


示がなされるサービス付き高齢者住宅を広く


普及する必要がある。 


・ また、介護保険制度が創設されて１０年が過


ぎ、制度自体が複雑化され、利用者や家族にと


って分かりにくいシステムとなっているとの


指摘もあり、今後、制度改正を進めていく際は、


できるだけ利用者や家族に分かりやすく、利用


しやすい制度となるよう、配慮していくべきで


ある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【厚生労働省、国土交通省】 


・ 平成２２年度中に、民間事業者等による一定の


基準を満たす賃貸住宅及び有料老人ホームを


対象としたサービス付き高齢者賃貸住宅の登


録制度の創設に関する検討を行い結論を得る。


・ 平成２３年度に、上記検討を踏まえ、高齢者の


居住の安定確保に関する法律の改正を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ リハビリに対する考え方の変化やサービスの


多様化といった環境変化、介護保険施設におけ


るホテルコストの徴収などの制度改正により、


特に入所・居住系サービスにおける制度が複雑


化し、利用者の適切な選択が困難となってい


る。 


・ 介護老人福祉施設や介護老人保健施設につい


ては、制度の趣旨と異なる機能の施設が増加し
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ており、一部で区分が不明確になっている。 


・ 介護老人保健施設について、制度創設時（昭和


60 年）は退院後のリハビリ開始が一般的であ


ったが、現在は超早期の段階からリハビリを開


始するという考え方に進化してきており、中間


施設・リハビリ施設としての性格が曖昧になっ


てきている。 


・ 高齢者専用住宅等については、保証されるサー


ビスが不明確になっており、常時ケアを提供す


るもの、24 時間常駐し見守りを行うもの、そ


うでないものといったように、サービスの提供


体制に応じて整理することが必要である。 


・ したがって、集中的・特別なケアを実施する機


能（短期的リハビリ（認知症リハビリを含む）、


虐待、拒否等の利用者への対応、定型的医療的


ケア等）を再編・区分することにより、施設・


入居系サービスを、「ケア付き住宅」として、


統一すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現在は、制度上の入所・居住系サービス及びそ


の組合せが多様であり、制度が複雑化し、利用


者の選択が困難となっている。サービス内容・


質そのものの把握・確認の困難さに加え、制度


のわかりにくさが相まって、選択までに時間を


要し、適切な選択が阻害されている。 


・ 利用権方式、賃貸借契約等を含め、高齢者にと


って制度を理解することが困難である。 


・ 特養入所待ち 42 万人の中には、他の入所・居


住施設等に入居しているが、より経済的負担の


少ない場所への移動を希望している利用者も


多くカウントされている。 


改革案 ・ 集中的・特別なケアを実施する機能（短期的リ


ハビリ（認知症リハビリを含む）、虐待、拒否


等の利用者への対応、定型的医療的ケア等）を


再編・区分することにより、施設・入居系サー


ビスを、「ケア付き住宅」として、統一すべき


である。＜平成 23 年度中措置＞ 
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・ 高齢者専用住宅等については、保証されるサー


ビスが不明確になっているので、「ケア付き住


宅」を、常時ケアが提供される体制のもの、あ


るいは、24 時間常駐・見守りのある体制のも


のと、そうでないものについて整理するべきで


ある。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 19】 


事項名 


 


居宅サービス事業所における統合サービスの運営


規制・制度の概要 


 


・ 事業所ごとサービス毎に施設・人員基準が規定


されており、サービス毎に事業所の指定を受け


る必要があり、小規模であっても独立した運営


が求められている。 


＜根拠法令＞ 


・ 平成 11 年３月厚生省令第 37 号「指定居宅サー


ビス等の事業の人員、設備及び運営に関する基


準」 


改革の方向性（当初案） ・ 現在はサービス毎に人員基準が規定されてい


るため、同一事業者の併設・別棟サービスであ


っても、柔軟な人員配置が行えないことに加え


て、急な離職や専門職種の不足等によって人員


確保が困難な場合に、サービス提供や事業拡大


が行えない場合がある。 


・ したがって、居宅サービス事業所を統合運営で


きるように人員基準を緩和し、基幹の介護サー


ビス（例えば介護保険施設や通所介護、訪問介


護など）に付帯して、介護福祉士、訪問看護師、


理学療法士など一人の配置でも、訪問介護、訪


問看護や訪問リハビリテーションを介護保険


サービスとして提供可能とすべきである。 


・ また、小規模多機能型居宅介護の地域密着型４


施設併設で認められている職員の行き来（兼


務）や、施設・設備の兼用などを、適正な範囲


で拡大して認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 事業所の人員基準については、経営実態等を勘


案し、一定水準以上のサービスを安定的に供給


するため、事業所の大規模化に向けて取組を進


めているところ。 


・ なお、現行制度においても、地域の実情に応じ


て柔軟なサービス提供が可能になるよう、サテ


ライト事業所の設置や特例居宅介護サービス


費の仕組みを導入している。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 介護保険制度の見直しに向けた社会保障審議


会介護保険部会の議論の中で、様々なご意見を


いただいたところ。こうしたご意見を踏まえ、


在宅サービスをより柔軟な形態で提供できる


よう、複数のサービスを一体的に提供する複合


型のサービスの導入について具体的な検討を


すすめてまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 現在はサービス毎に人員基準が規定されてい


るため、同一事業者の併設・別棟サービスであ


っても、柔軟な人員配置が行えないことに加え


て、急な離職や専門職種の不足等によって人員


確保が困難な場合に、サービス提供や事業拡大


が行えない場合がある。 


・ したがって、居宅サービス事業所を統合運営で


きるように人員基準を緩和し、基幹の施設や居


宅介護サービスに付帯して訪問看護や訪問リ


ハビリテーション等の提供を可能とするべき


である。 


・ これにより、看護師や理学療法士など専門職種


が不足している地域でも訪問看護や訪問リハ


ビリテーションが介護保険サービスとして提


供可能となる。特に、地方部において、限られ


た専門職を有効に活用できる。 


・ 今後在宅における看取りが重要視されていく


中、統合的なサービス提供を行うことで看取り


の主体としての訪問看護を積極的に展開して


いくことが期待できる。施設スタッフが在宅サ


ービスを担えるようになると、在宅復帰や自宅


での看取り等の促進が想定される。 


具体例、経済効果等 ・ 病欠など突発的休みに対応できるよう、一人で


実施するサービスにおいては、他事業所で同一


のサービスを提供する事業所と連携すること
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でバックアップ体制を構築することが可能で


ある。 


・ 介護サービスの提供の幅が拡がるともに、柔軟


な人員配置を行うことが可能となり、介護職員


のキャリアアップにも繋がる。 


改革案 ・ 原則として居宅サービス事業所を統合運営で


きるように人員基準を緩和し、基幹の施設サー


ビスや居宅介護サービスに付帯して、単体では


人員基準を満たさない場合でも、介護保険サー


ビスとして提供可能とすべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 


・ 小規模多機能型居宅介護の地域密着型４施設


併設で認められている職員の行き来（兼務）や、


施設・設備の兼用などを、適正な範囲でその他


のサービスに拡大するべきである。＜平成 23


年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 20】 


事項名 


 


地域における包括的サービスにおける事業者間連


携の柔軟化 


規制・制度の概要 


 


・ 地域における包括的サービスである「小規模多


機能型居宅介護」は、介護サービスを１事業者


が提供する前提である。 


・ 現在、検討が進められている「地域包括ケア」


においても、事業者間連携の仕組みについて


は、特別な議論がなされていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 78 条の２第４項 


改革の方向性（当初案） ・ 地域における安心と安全と確保するためには、


細切れのサービスを組み合わせるのではなく、


包括的に地域生活を支援する責任主体が必要


である。しかし、これを１事業者にすべて委ね


る「小規模多機能型居宅介護」の仕組みは、従


来使っていたサービスを断ち切ることになる


ため利用者側、提供者側双方で抵抗が強い。特


に都市部では、１つの地域に多くの事業所が存


在し、１事業者が包括的に１地域サービスを引


き受けることは現実的でない。 


・ その結果、小規模多機能型居宅介護の利用が十


分に拡大しておらず、利用者も包括的サービス


を受けることが困難になっている。 


・ したがって、地域包括ケアを実施する事業者が


一部サービスを委託できる仕組みや地域の事


業者が共同して地域包括ケアを実施する仕組


み（地域の事業者が共同して設立した法人格を


持たない民法上の組合や有限責任事業組合が


指定を受けられるようにする）を設立し、利用


者が、小規模多機能型居宅介護等の地域包括型


のサービスを受けやすくすべきである。 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 小規模多機能型居宅介護については、「通い」


「訪問」「泊まり」を柔軟に組み合わせて、利


用者の在宅生活の継続を支援するサービスで


あり、「家庭的な環境と地域住民との交流の下
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で（Ｈ18.3.14 厚生労働省令第 34 号）」、小規


模で馴染みの空間で家庭的なケアを行うこと


を本旨としているため、一部サービスを委託す


ることは、小規模多機能型居宅介護の本旨に反


することであるため、適切ではない。 


・ 小規模多機能型居宅介護等の指定要件に関し


ては、地域主権戦略大綱（平成２２年６月２２


日閣議決定）において、申請者の法人格の有無


に関する基準を「従うべき基準」として条例（制


定主体は市町村）に委任されたところ。 


・ 申請者が「法人であること」については、利用


者にとって良質な介護サービスを安定的・継続


的に確保するために必要であるため、上記基準


とすることとしたのであり、現時点で、法人格


を持たない民法上の組合等が指定を受けるこ


とを可能とすることはできない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 小規模多機能型居宅介護の事業者が一部サー


ビスを委託することは、「家庭的な環境と地域


住民との交流の下で」、小規模で馴染みの空間


で家庭的なケアを行うという、小規模多機能型


居宅介護の本旨に反することであり、また、指


定の要件として、法人格の有無に関する要件を


なくした場合、組織体として一定の人員等確保


していない組織が参入する可能性があり、利用


者にとって安定的・継続的なサービスの提供が


確保できないため。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地域において安全・安心を確保するためには、


細切れのサービスの組合せではなく、包括的に


地域生活を支援していく必要がある。 


・ しかしながら、この理念を１事業者に全て委ね


る「小規模多機能型居宅介護」の仕組みは、従


来使っていたサービスが断ち切られるため、利


用者・提供者双方で抵抗が強く、利用が十分に
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拡大していない。結果、利用者も包括的サービ


スを受けることが困難になっている。 


・ したがって、例えば居宅介護支援事業所への委


託など、一部サービスを委託できる仕組みや地


域の事業者が共同して事業実施することを可


能とする仕組みを構築すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 地域包括ケアを提供する基礎的な基盤が整備


されることにより、利用者は、従来型サービス


に加え、地域包括ケアについても選択できるよ


うになる。 


・ 現状でも、特養等の 24 時間の看護体制におい


て、一部を訪問看護ステーションに委託するこ


とが認められている。 


・ 比較的大規模な法人が中心となって地域の小


規模事業者と共同して事業実施する仕組みは、


建築分野ではジョイントベンチャー方式とし


て一般化している。事業所指定に係る判断は、


適切な介護サービスが提供できるかという現


在の基準に則って行われており、法人等の種別


を限定する必要はない。 


・ 地域包括ケアは、一定地域に居住する高齢者の


安全と安心に責任を持つサービスであり、一定


範囲地域内で相当量のサービスが確保できな


いと、効果的かつ効率的なサービスは提供でき


ない。したがって、以下のような入札方式によ


る保険者の委託が行われる仕組みを導入すべ


きである。 


 保険者が、住民等の参加を得て、コンペ・


入札等を行い、１地域（中学校区を想定）


において、１もしくは少数の事業者・組合


等に対して、一定期間の委託を行う。 


 住民等が参加し、事業者・組合等の実績に


ついて評価を行う。一定の委託期間終了


後、この評価結果等をもとに、再コンペ・


入札等を行う。 


・ 軽度者は、サービス単位の負担である従来型サ
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ービスを選択し、重度者は、包括的なサービス


を選択することが想定する傾向が想定できる。


改革案 ・ 地域包括ケアを実施する事業者が一部サービ


スを委託できる仕組みや地域の事業者が共同


して地域包括ケアを実施する仕組みを構築し、


利用者が小規模多機能型居宅介護等の地域包


括型のサービスを受けやすくするべきである。


＜平成 23 年度中措置＞ 


・ まずは、小規模多機能型居宅介護事業の一部


を、居宅介護支援事業者や訪問介護事業者に委


託可能とするべきである。＜平成 23 年度中措


置＞ 


・ また、地域の事業者が協同して設立した法人格


を持たない民法上の組合や有限責任事業組合


が指定を受けられるようにするとともに、入札


方式による保険者の委託を可能とするべきで


ある。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 21】 


事項名 


 


ユニット型の介護老人保険３施設のユニット定員


の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ ユニット型の介護老人保険施設においては、省


令で「１のユニットの入居定員は、おおむね


10 人以下としなければならない」とされてい


る。さらに、省令解釈通知で、「原則 10 人以下」


であり、「敷地や建物の構造上の制約など特別


の事情」がある場合に「入居定員が 10 人を超


えるユニットの数は当該施設の総ユニット数


の半数以下」となっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 平成 11 年３月厚生省令第 39 号「指定介護老人


福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」


第 40 条、平成 12 年３月老企 43 号厚生省老人


保健福祉局企画課長通知「指定介護老人福祉施


設の人員、設備及び運営に関する基準につい


て」第５－３－（４）③、指定介護老人保健施


設の人員、設備及び運営に関する基準（平成


11.3.31 厚令 40）第４１条、指定介護老人保健


施設の人員、設備及び運営に関する基準につい


て（平成 12.3.17 老企 43）第５－３－（２）


④ハ 


改革の方向性（当初案） ・ 少人数で家庭的なケアを提供し馴染みの関係


を構築するためには、１ユニットの規模を小規


模にすべきである。しかし、10 人以下の定員


の場合、日中でも介護職員がユニット内で１名


で孤立する場合が起こっている（日中２名体制


をとるためには、基準の倍に当たる 1.5 対１程


度の人員配置が必要）おり、適切なサービスと


いう点でも問題がある上に、介護職員への不安


を高め離職に影響しているという意見もある。


・ 10 人を超えるユニットが認められる場合は、


敷地や建物の構造上の制約など特別の事情に


よりやむを得ない場合であって、かつ総ユニッ


ト数の半数以下等の制約があり、実質的に 10
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名以下に設定せざるを得ない。 


・ したがって、１ユニット 12～15 名程度の定員


まで認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 昼間は介護職員又は看護職員をユニットごと


に常時１人以上配置することとしているが、こ


れは最低基準として規定しているものであり、


実際の人員配置については、必要に応じてより


多くの人員の配置がなされていると考えてい


る。 


（参考）特別養護老人ホームの人員配置の実態


 ユニット型特養 約２．０：１ 


（出典：平成２０年「介護事業経営概況調査」） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 「地域主権改革の推進を図るための関係法律


の整備に関する法律案」の成立、施行後におい


ては、介護保険３施設の人員、設備及び運営に


関する基準等については、居室面積基準等一部


を除き、地方公共団体の制定する条例に委任す


ることとされている。１ユニットの入居定員数


は「参酌すべき基準」とされる予定であり、地


方公共団体の判断で地域の実情に合わせた定


員数の設定が可能となる。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 少人数で家庭的なケアを提供し馴染みの関係


を構築するためには、１ユニットの規模を小規


模であることが望ましい。 


・ しかしながら、現状規定されている 10 人以下


の定員では、日中でも介護職員がユニット内に


１名で孤立する場合があり、適切なサービス提


供という観点でも問題があることに加えて、介


護職員への不安を高め、離職に影響していると


いう意見もある。 


・ ユニットケアを行う最大の目的は、適切なサー
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ビスを比較的少人数の単位で行うことによっ


て利用者との距離を縮め、利用者・スタッフと


の馴染みの関係を構築することにあるのであ


って、10 人という数値規定に拘ることなく、


あくまで目安とすることで個々の施設の状況


にあった環境整備を進めるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ ユニット型施設の拡大が十分でないことの１


つに、ユニット型施設の運営が困難（経営側の


人材育成能力の課題でもあるが)であることを


挙げる意見もあり、ユニット定員を増やすこと


が、ユニット型施設の拡大につながる可能性が


ある。 


・ 「介護保険施設における個室化とユニットケ


アに関する研究報告書」（医療経済研究機構、


平成１３年３月）において、「ユニットとは、


入居者側からみた｢生活単位｣であり、入居者同


士がなじみの関係を形成しやすく、個人が自分


らしさを保てるグループの単位である。ユニッ


トの単位規模については、6～15 人程度と想定


されるが、その適正規模は、状態像、介護の質、


建築空間のあり方等により変わる」とされてい


る。 


改革案 ・ 介護保険３施設におけるユニットについて、１


ユニット 12～15 名程度の定員まで認めるべき


である。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 22】 


事項名 


 


特別養護老人ホームの医療体制の改善 


規制・制度の概要 


 


・ 特別養護老人ホーム等の医務室は、医療法上の


診療所に該当しているが、保険医療機関には該


当しない。 


＜根拠法令＞ 


・ 医療法１条の５ 


・ 健康保険法第 63 条第３項、第 70 条第２項 


・ 特別養護老人ホーム等における療養の給付の


取扱いについて（平成 18 年３月 31 日保医発第


0331002 号） 


・ 「特別養護老人ホーム等における療養の給付


の取扱いについて」の運用上の留意事項につい


て（平成 18 年４月 24 日医療課事務連絡） 


改革の方向性（当初案） ・ 常勤医師を配置すると介護報酬上の常勤専従


医師配置加算の適用が受けられるが、この場


合、医務室は保険医療機関に該当しないため、


処方せんを発行することができない。このた


め、事実上常勤医を配置することができず、近


隣の開業医等が非常勤で特別養護老人ホーム


等に勤務し、処方せんを自身の診療所で発行す


る体制をとらざるを得ない。 


・ したがって、特別養護老人ホーム等の医務室に


ついて、保険医療機関として処方せんを出すこ


とを可能とするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


対応困難（当該ホームの配置医師が所属する外部


の保険医療機関から処方せんを出すことは可能）


・ 保険医療機関として指定するためには、その構


造等がすべての被保険者に対して開放されて


いることが必要である。 


・ 特別養護老人ホームにおける医務室は、入所者


に対して必要な健康管理を行うための設備で


あり、開放性がないことから指定することは困


難。 


・ なお、特別養護老人ホームの配置医師のほとん
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どは外部の保険医療機関に所属しており、当該


保険医療機関から処方せんを出すことは可能


となっている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上述の通り、特別養護老人ホームの配置医師が


所属する外部の保険医療機関から処方せんを


出すことは可能 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 超高齢社会に向けて、今後利用者の医療ニーズ


が高まることは必至であり、特別養護老人ホー


ムにおいても医療体制の整備がより一層必要


となる。 


・ 特別養護老人ホームの医務室は保険医療機関


に該当しないことから、処方せんを発行するこ


とができない。このため、事実上常勤医を配置


することができず、近隣の開業医等が非常勤で


特別養護老人ホーム等に勤務し、処方せんを自


身の診療所で発行する体制をとらざるを得な


い状況となっている。 


・ また、配置医が処方せんを発行できないことか


ら、近隣の病院から月に数回医師が往診して対


応することとなり、配置医が勤務の意義を感じ


られないという指摘もある。 


・ したがって、特別養護老人ホームにおける医療


提供体制を見直し、医務室において処方せんを


出すことを可能とするべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 配置医として勤務するインセンティブがあれ


ば、例えば医療機関におけるフルタイム勤務以


外の希望を持つ医師の再雇用の可能性も高ま


る。 


・ 現在は高齢者の８割が病院で死を迎えている


が、今後介護施設等における看取りが重要とな


ってくることを踏まえ、医療の提供体制を見直
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すべきである。 


・ 診療所を特養に併設することで処方せんを出


すことは可能となるが、診療所は広く開かれた


ものであるべきと定められており、特養入居者


以外の住民の診療を行えば、利用者に寄り添っ


た医療提供が行えなくなってしまう。 


・ 常時開かれた診療所として位置付けることが


難しくとも、災害時など地域に貢献することは


可能であり、柔軟に見直しを行うべきである。


・ 保険医療機関として指定を受けている企業内


診療所等において、広く開かれているとは言い


難い場合もあるという指摘もある。 


改革案 ・ 特別養護老人ホーム等の医務室について、保険


医療機関として処方せんを出すことを可能と


するべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 23】 


事項名 


 


ショートステイに係る基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 単独型の短期入所生活介護について、事業所利


用定員は 20 名以上とする必要がある。 


・ 特定施設について、空室の利用は認められてい


ない。 


＜根拠法令＞ 


○短期入所生活介護 


・ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運


営に関する基準（平成 11 年３月 31 日厚令第


37 号）第 123 条第１項 


・ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及


び運営並びに指定介護予防サービス等に係る


介護予防のための効果的な支援の方法に関す


る基準（平成 18 年３月 14 日厚令第 35 号）第


131 条第１項 


○特定施設入居者生活介護 


・ 介護保険法第８条第 11 項 


・ 介護保険法施行規則第 15 条～第 17 条 


・ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運


営に関する基準（平成 11 年３月 31 日厚令第


37 号）第 174 条～第 192 条 


改革の方向性（当初案） 在宅の要介護・要支援高齢者とその家族を支援す


るため、短期入所サービスが不足している現状を


解決すべく、人員、設備、運営基準を見直すこと


により、以下の改革を行うべきである。 


・ 単独型のショートステイ（短期入所生活介護、


短期入所療養介護）について、利用定員数や人


員配置基準を見直し、小規模での運営を可能と


するべきである。 


・ 有料老人ホーム等、特定施設入居者生活介護の


空室において、認知症対応型共同生活介護の短


期利用事業と同様、短期入所生活介護の短期利


用を可能とするべきである。 







 


83 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


○短期入所生活介護 


・ 短期入所生活介護の利用定員については、経営


実態等を勘案し、安定的に介護サービスの提供


が行われることを担保するために 20 人以上と


設定しているもの。 


○特定施設入居者生活介護 


・ 特定施設における空居室を短期入所生活介護


として利用可能とすることは、短期入所生活介


護や特定入居者生活介護の在り方に関わる事


項であることから、介護保険制度改正の議論を


踏まえて検討することが必要であるとともに、


介護報酬や基準全体の見直しの中で検討する


必要がある。なお、認知症対応型共同生活介護


における短期利用は、体験的な利用により入居


後のリロケーションダメージの緩和につなが


ること等の理由により、認知症高齢者の特性に


応じて特例的に認めているものである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


○短期入居生活介護 


・ 「地域主権改革の推進を図るための関係法律


の整備に関する法律案」においては、ショート


ステイ（短期入所生活介護、短期入所療養介護）


に係る利用定員数に関する基準について「標


準」とされており、その内容については、都道


府県が条例で定めることができることとされ


ている。 


○特定施設入居者生活介護 


・ 特定施設における空居室を短期入所生活介護


として利用可能とすることは、短期入所生活介


護や特定施設入居者生活介護の在り方に関わ


る事項であることから、介護保険制度改正の議


論を踏まえて検討することが必要であるとと


もに、介護報酬や基準全体の見直しの中で検討


する必要があることから、次期介護報酬改定


（平成２４年４月）に向けて、社会保障審議会


介護給付費分科会において議論を行い結論を


得ることとする。 







 


84 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ショートステイは半年前から予約しないと入


れないような状況が生じており、サービス量の


不足から、特別養護老人ホームへの待機者のよ


うに複数施設へ申込みを行うケースも増えて


きている。 


・ 現在は施設併設型が中心となっており、単独型


は採算面で問題がある等の理由で設置が進ん


でいない。 


・ 特に、利用可能な土地が限られる大都市部にお


いては、広域的かつ大規模な特養への併設だけ


では、利用者や家族のニーズに十分に応えるこ


とができない。既存の通所介護や訪問介護事業


所、認知症対応型共同生活介護との併設によ


り、運営や採算は問題なく展開可能である（基


準該当の 20 名未満の短期入所施設で問題なく


運営されている実績がある）。 


・ 特定施設の空室利用について、特別養護老人ホ


ームと同様にショートステイの指定を受ける


こととなった場合、専用居室を設け、特定施設


の人員基準にない医師や栄養士の配置が必要


となることから、実現は極めて困難である。 


・ 一方で、グループホームではショートステイの


指定を受けることなく、あらかじめ利用期間


（退所日）を定めることで、30 日以内の短期


利用が認められており、介護者のレスパイトケ


アとして活用されている。 


・ 特定施設の空床等、既存の社会的資源を有効に


利用することは、単身高齢者、老老介護など介


護家族のレスパイトケアにおける課題を早期


に解消する支援策として極めて有効である。 


・ ショートステイの不足している実情を踏まえ、


見直しを行うことで更なるサービス拡大を図
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るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ ショートステイに医師の配置が必要であるか


ら人員基準が規定されたというより、当初特別


養護老人ホームとの併設しか想定されていな


かったため、同様の人員基準とされた、いう指


摘もある。 


・ グループホームにおける短期利用事業は構造


改革特区において全国展開が認められており、


ショートステイの整備に係るニーズは、首都圏


等の大都市部で特に高いことから、特区制度の


活用なども考えられる。 


・ グループホームにおける短期利用が構造改革


特区で認められた際の趣旨には、体験的な利用


による入居後のリロケーションダメージの緩


和のためのみならず、「在宅で生活する認知症


高齢者の臨時、緊急ニーズに対する受け皿とし


ての機能を果たすこと」等も含まれており、短


期入所サービスへの需要を鑑みて認められた


ものである。 


改革案 ・ デイサービスとの併設も含めた単独型のショ


ートステイ（短期入所生活介護、短期入所療養


介護）について、利用定員数や人員配置基準を


見直し、小規模での運営を可能とするべきであ


る。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ 有料老人ホーム等、特定施設入居者生活介護の


空室において、認知症対応型共同生活介護の短


期利用事業と同様、短期入所生活介護の短期利


用を可能とするべきである。＜平成 23 年度中


措置＞ 
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【ライフイノベーション 24】 


事項名 


 


介護保険の指定を受けた事業所の二次利用の解禁


規制・制度の概要 


 


・ 介護サービス事業所において、利用者に対する


サービスの提供に支障がない場合の目的外利


用は認められている。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 74 条 


・ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運


営に関する基準（平成 11 年３月 31 日厚令第


37 号）第 95 条 


・ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及


び運営並びに指定介護予防サービス等に係る


介護予防のための効果的な支援の方法に関す


る基準（平成 18 年３月 14 日厚令第 35 号）第


99 条 


改革の方向性（当初案） ・ デイサービスのように、介護サービス提供終了


後の当該場所の有効利用が期待できる場合が


あるが、他の用途での利用を禁止する指導がな


されている。 


・ したがって、設備資源を活かすため、「デイサ


ービス」の終了後に学童児童の延長学童として


利用するなど、適切な目的での介護保険サービ


ス指定事業所の二次利用を可能とするべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 指定通所介護事業所の設備については、専ら指


定通所介護の事業の用に供するものでなけれ


ばならないとしているが、利用者に対する指定


通所介護の提供に支障がない場合は、他の事業


の用に供することは可能であるため、現行にお


いてもご要望の取扱いは可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 介護サービス提供終了後にデイサービス施設


を学童児童の延長学童として利用するなど、適


切な目的での介護保険サービス指定事業所の


有効利用が期待されている。 


・ しかしながら、原則として他の用途での利用を


禁止する指導がなされており、サービス終了後


の利用が限定されてしまうのは資源の無駄と


も考えられる。 


・ 高齢者の交流の場としても有効であることか


ら、サービスの提供時間外や休日を利用し、本


来事業に支障を及ぼさない範囲であれば積極


的に二次利用を認めるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 一つの建物内に「デイサービス」「グループホ


ーム」「有料老人ホーム」が設置されている場


合など、中では行き来可能な場合が多いが、サ


ービス毎に他の用途での使用が認められない


ため、利活用が妨げられている。 


・ 補助金が交付されている場合であっても、施設


の業務時間外の時間帯や休日を利用し、本来の


事業に支障を及ぼさない範囲で一時的に他用


途に使用する場合は、財産処分に該当せず、手


続は不要であるとされており、介護保険法も含


め、サービス提供に支障がなければ他用途での


場所利用についての制限はない。 


・ 就労している母親は残業が発生する場合もあ


るが、学童からのお迎えを考えると、仕事を早


めに切り上げることを余儀なくされる。デイサ


ービスの場所を学童保育の場にすれば、有料老


人ホームの高齢者と交流があり、宿題を済ま


せ、さらに夕食の提供も可能であり、また、デ


イサービスの車を使用して自宅へ送迎するこ


とも可能となる。 
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・ 高齢者の再就職の場としても最適であり、現在


議論されている「こども園」の延長の場として


も有益と考える。 


・ デイサービス事業所において、自治体から自立


者向けの生きがいデイサービスを委託されて


いる事例もある。 


改革案 ・ 設備資源を活かすため、「デイサービス」の終


了後に学童児童の延長学童として利用するな


ど、適切な目的で介護保険サービス指定事業所


を二次利用することは可能であることを周知


徹底するべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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【ライフイノベーション 25】 


事項名 


 


地域密着型利用の例外の適用及び認知症対応型共


同生活介護グループホームへの住所地特例の適用


規制・制度の概要 


 


・ 住所地特例は、介護保険施設、特定施設、養護


老人ホームに入所する場合に限定されており、


地域密着型サービスは対象となっていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 13 条第１項 


改革の方向性（当初案） ・ 住民票の存する地域においてサービスを利用


する地域密着型サービスでは、住所地特例が認


められていないため、遠方から老親を呼び寄せ


てグループホームに入所させることができな


い。 


・ したがって、介護保険の特長である「サービス


の選択」が可能となるよう、グループホームに


住所地特例を適用すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 地域密着型サービスは、高齢者の住み慣れた地


域での生活を支えることを目的としているこ


とから、居住市町村にある事業所を利用するこ


とが原則であり、地域密着型サービスであるグ


ループホームに住所地特例を認めることは、こ


うした趣旨に反するため適切ではない。 


・ ただし、保険者市町村と地域密着型サービス事


業所の所在地市町村が同意することで、他市町


村に所在する地域密着型サービス事業所を利


用することが可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 特に認知症高齢者は生活環境に変化に大きな


影響を受ける可能性が高く、住み慣れた地域で


生活することが望ましい。 


・ なお、保険者市町村と地域密着型サービス事業


所の所在地市町村が同意することで、他市町村


に所在する地域密着型サービス事業所を利用


することが可能である。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 超高齢化社会を迎えるにあたって、更なる認知


症高齢者の増加が予測されている中、必要なサ


ービスの基盤や体制整備を進めていく必要が


ある。 


・ 現状では、住民票の存する地域においてサービ


スを利用する地域密着型サービスに住所地特


例が認められていないため、遠方から老親を呼


び寄せてグループホームに入所させるのが極


めて困難となっている。 


・ また、認知症高齢者の増加や入所期間の長期化


などから、住民票の存する地域に空室がない場


合も増えてきている。 


・ さらに、「看取り」を行っているなど、多様な


サービスの多様化が進む中、利用者ニーズに合


致した施設が住民票所在地にないことによっ


て、自由な選択が阻害されてしまっている場合


がある。 


・ 住み慣れた地域で安全・安心に暮らすことは必


要であるが、個々のニーズに合致した選択が可


能となるよう見直しを行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 認知症の家族を呼び寄せて入所させる場合、住


民票を移動させ、改めて介護保険の申請を行う


必要があるが、係る手続きに時間を要してしま


うため、入所可能となるまでの家族介護の負担


は大きく、生活が成り立たなくなる場合もあ


る。 


改革案 ・ 介護保険の特長である「サービスの選択」が可


能となるよう、グループホームに住所地特例を


適用すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 26】 


事項名 


 


ホテルコスト・補足給付の適正化 


規制・制度の概要 


 


・ 平成 17 年介護保険法改正により、同年 10 月よ


り、介護保険施設のホテルコスト（居住費、食


費）の利用者負担が導入された。その際、「世


帯の経済的負担力」に応じて、介護給付による


補足給付（特定入所者介護サービス費）が導入


された。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 51 条の３、第 61 条の３ 


・ 介護保険法施行令第 83 条の５ 


改革の方向性（当初案） ・ 補足給付は、①４人部屋の居住費は光熱水費相


当分負担に限定した（部屋代分を徴収していな


い）こと、②特養において住民票移動が当然視


されてきた経緯があるため家族負担力が勘案


されないこと（入居前に税の扶養控除の対象と


なっていたケースに世帯所得＝高齢者本人所


得に基づいた補足給付が行われている等）、③


他の入居系サービス（特定施設、認知症グルー


プホーム）には補足給付が設定されていない、


といった問題がある。 


・ ①②③の結果的、介護老人福祉施設の多床室


（４人部屋）について、利用者側の過度の経済


的インセンティブがもたらされ（利用者の負担


が少ないため）、利用者の選択を歪めている。


・ したがって、補足給付について、入居前の世帯


の所得状況、および、入居後の残された世帯の


生活状況を勘案するとともに、重度者等のみに


限定し、さらに、ホテルコストについて、介護


保険施設の多床室においても適正額を徴収す


べきである。また、入所・居住系施設をケア付


き住宅等として再編することにより、介護保険


施設以外にも補足給付を拡げ、利用者の適正な


選択に資するようにすべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ホテルコスト・補足給付の見直しについては、


介護保険制度全体の議論の中で検討すべきも


のとして、社会保障審議会介護保険部会の議論


の中で、様々なご意見をいただいたところ。 


・ 内容としては、 


 上記①については、さらなる在宅との均衡


を図るため、低所得者の利用に配慮しつ


つ、保険給付対象外とする見直しが必


要、 


 上記②については、入所前に同居していた


家族に負担能力がある場合があること


から、保険者の判断により、可能な範囲


で家族の負担能力等を把握し、補足給付


の支給を判断することができる仕組み


とすべき、 


 上記③については、グループホームでは地


域によって利用者負担が著しく高く、何


らかの利用者負担軽減措置を検討すべ


きではないか、 


との指摘がなされているところ。 


・ なお、いずれについても慎重に検討すべきとの


意見もあった。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 社会保障審議会介護保険部会の指摘を受け、低


所得者の利用に配慮しつつ、検討を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 平成 17 年介護保険法改正により、同年 10 月よ


り、介護保険施設のホテルコスト（居住費、食


費）の利用者負担が導入された。その際、「世


帯の経済的負担力」に応じて、介護給付による


補足給付（特定入所者介護サービス費）が導入


された。（平成 20 年度補足給付費 2,397 億円、


内居住費：452 億円、食費：1,944 億円） 
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・ しかしながら、現状においては、①４人部屋の


居住費は光熱水費相当分負担に限定し、部屋代


分は徴収していないこと、②特別養護老人ホー


ムにおいて住民票移動が当然視されてきた経


緯があるため家族負担力が勘案されないこと


（入居前に税の扶養控除の対象となっていた


ケースに世帯所得＝高齢者本人所得に基づい


た補足給付が行われている等）、③特定施設や


グループホームなど、その他の入居系サービス


には補足給付が設定されていない、といった問


題が生じている。 


・ このことから、介護老人福祉施設の多床室（４


人部屋）について、利用者負担が少なくなるこ


とから、過度の経済的インセンティブがもたら


され、適切な選択を歪めている。 


・ 要介護状態になった際に介護にかかる費用に


よって生活が圧迫される場合には、生活の保障


や居住地の確保についても配慮を行うことは


必要であるが、本来介護保険制度は介護が必要


な場合について、サービス提供の対価として給


付を行う制度であり、介護保険と生活保護との


関係について整理すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 特養入所待ち 42 万人の中には、他の入所施設


等に入居しているが、単に経済的負担の少ない


場所（特養多床室）に移動する希望を持ってい


るものも多くカウントされている。 


・ 食費･居住費等のホテルコストの利用者負担


は、居宅サービスと施設サービスの間の利用者


の給付と負担の公平の観点から導入されたも


のの、施設入居者は入居時点で施設所在地に住


所を移すことで単身世帯となり、かつ、利用者


の資産状況は考慮されないため、結果的に大半


が非課税世帯となって負担が軽減されている


実態がある。 


・ 利用者の支払能力を正しく反映しているとは


言えないことに加えて、施設等を利用する場合
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にのみこのような措置が取られ、訪問介護等の


居宅サービスは支給対象外とされた結果、住み


慣れた自宅や地域で暮らしたいと考える利用


者に対する不公平は依然として残っており、不


均衡の是正が必要である。 


改革案 ・ 補足給付について、入居前の世帯の所得状況、


および、入居後の残された世帯の生活状況を勘


案するとともに、重度者等のみに限定し、さら


に、ホテルコストについて、介護保険施設の多


床室においても適正額を徴収すべきである。＜


平成 23 年度中措置＞ 


・ 入所・居住系施設をケア付き住宅等として再編


することにより、介護保険施設以外にも補足給


付を拡げ、利用者の適正な選択に資するように


すべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 27】 


事項名 


 


給付限度額を超えて利用する場合の利用者負担の


見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 要介護度毎の給付限度額を超えて利用する場


合、超えると 10 割自己負担となる。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 43 条 


改革の方向性（当初案） ・ 現在でも限度額を超えた利用自体は多くない


が、これは、突発時や大の月においても限度額


を超えないように、あえて低めのサービスを限


定する等の調整を行っている事も要因である。


限度額近くまで利用している場合は、緊急時の


サービスを控えるため、家族の不安が増してい


る場合もある。 


・ 一方、一部には、事業所が質を上げて事業所特


定加算を算定したことにより、限度額近くで利


用している利用者が、当該サービスの利用を制


限せざるを得なくなるという事態も生じてい


る。この結果、良質なサービスを、重度者ほど


利用できない傾向が生まれている。 


・ したがって、通常の月とは異なる緊急時サービ


ス、あるいは、事業所特定加算等一定の加算に


ついては、限度額の管理からはずすべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 区分支給限度基準額は、介護保険制度が保険料


や公費を財源として運営する社会保険制度で


あるという性格を鑑みて、利用者の状態に応じ


たサービスを公平に提供する観点から設けて


いるものである。 


・ そのため、区分支給限度基準額の見直しについ


ては、介護保険財政に大きく影響を及ぼすこと


から、見直しに当たっては、慎重な検討が必要


である。 


・ 現在、区分支給限度基準額を超えてサービスを


利用している方の現状について実態調査を行


っているところ。 
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・ 今後、こうした調査結果を踏まえ、利用者間の


公平や財源を配意しつつ、区分支給限度基準額


の在り方について、社会保障審議会介護給付費


分科会において議論することとしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在実施している調査結果を踏まえ、利用者間


の公平や財源を配意しつつ、区分支給限度基準


額の在り方について、次期介護報酬改定（平成


２４年４月）の議論の中で、社会保障審議会介


護給付費分科会において検討することとして


いる。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 要介護度毎の給付限度額を超えて利用する場


合、超過分は 10 割自己負担となるため、介護


保険を利用している場合と比較して利用者の


負担が一挙に増加することとなる。 


・ 限度額を超えた利用自体は多くないが、これ


は、突発時や大の月においても限度額を超えな


いように、あえて低めのサービスを限定する等


の調整を行っている事も要因である。限度額近


くまで利用している場合は、緊急時のサービス


を控える必要があり、家族の不安が増している


という指摘もある。 


・ 一方、一部には、事業所が質を上げて事業所特


定加算を算定したことにより、限度額近くで利


用している利用者が、当該サービスの利用を制


限せざるを得なくなるという事態も生じてい


る。この結果、重度者ほど良質なサービスを利


用できない傾向が生まれている。 


・ 介護保険制度における居宅サービスの区分支


給限度額は、家族介護を前提に作られていると


いう指摘もあり、保険財政に対する考慮は必要


であるものの、核家族化が急速に進展している


現状を踏まえた見直しを行うべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 中重度で急変して多くの介護や看護サービス


が必要となり、区分支給限度額を超過した場合


でも、在宅での継続ケアが可能となる。 


・ 限度額超過分については、利用者負担を１割超


求めるという考え方もある。 


改革案 ・ 通常の月とは異なる緊急時サービス、あるい


は、事業所特定加算等一定の加算については、


限度額の管理からはずすべきである。＜平成


23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 28】 


事項名 


 


介護総量規制の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 都道府県が介護保険事業支援計画において定


めた介護施設等の定員数が、必要利用定員総数


を上回る場合、新規の指定申請を拒否すること


ができる。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 70 条第３項及び４項、94 条第５


項、107 条第４項、78 条の２第５項第４号 


・ 老人福祉法第 15 条第６項 


改革の方向性（当初案） ・ 介護保険制度は「利用者の選択」を１つの柱と


しており、サービス量の需要と供給のバランス


は、本来市場機能に委ねるべきである。利用者


のニーズを適切に把握した整備を進めるべき


ところ、現在は 42 万人もの特別養護老人ホー


ムへの待機者が存在し、適切な整備が進められ


ているとは言い難い状況にある。 


・ したがって、長期的には介護総量規制を撤廃す


べきであり、当面、有料老人ホームなど特定施


設における規制は撤廃し、現在の需給不均衡を


是正すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 地方自治体は、高齢者が多様なサービスを選


択・利用できるよう、責任をもって地域の実情


に応じたサービス量等を介護保険事業計画に


定めており、こうした地方自治体の取組にかか


わらず民間事業者の意向で整備が進められて


しまうことは適当でない。 


・ また、総量規制の廃止については、地方自治体


からも強い反対の意向が表明されている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 都道府県や市町村が必要と見込んだ必要利用


定員総数を超えてサービス量が供給され、想定


しない保険給付・保険料増が発生するが、これ


を是正することができなくなる。 


・ 都道府県や市町村が必要と認める場合は、必要


利用定員総数を超えて指定をすることも可能


としているところであり、実際に計画数を超え


て指定を行う都道府県があるなど、必要量が不


当に規制されているという指摘は該当しない。


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 介護保険制度は「利用者の選択」を１つの柱と


しており、サービス量の需要と供給のバランス


は、本来市場機能に委ねるべきである。利用者


のニーズを適切に把握した整備を進めるべき


ところ、現在は 42 万人もの特別養護老人ホー


ムへの待機者が存在し、適切な整備が進められ


ているとは言い難い状況にある。 


・ いわゆる「総量規制」の撤廃について、現状で


は、在宅でのサービス利用が少なく、介護保険


施設に入所できないレベルの軽度者が、有料老


人ホーム等に入居するケースが一定程度あり、


これが給付を増やすこととして、自治体が懸念


している事が想定される。しかし、サービスを


多く使う必要のある重度者については、有料老


人ホーム等の特定施設入居者生活介護の介護


報酬は、介護保険施設や居宅における区分支給


限度額と比較して低額であり、保険財政の抑制


効果もある。 


・ また、総量規制によって事業展開や新規参入が


妨げられ、既得権益が生まれることで事業者の


創意工夫に対するインセンティブが阻害され、


結果としてサービスの質が向上しないという


弊害が生じてしまう。 


・ 利用者の自由な選択に資するという観点から、


一定以上のサービスの質及び事業者間の適正


な競争環境が保たれることを前提に、長期的に


は、団塊の世代など厚生年金受給世帯の高齢化
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によって介護が必要となった場合には、特定施


設を選択することが予想されることからも、見


直しを行うべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 施設サービスは相対的に高コストであること


から、保険料高騰や財政圧迫を懸念するあま


り、介護保険事業計画において自治体が適切な


サービス量を見込まず、厳しい規制を課す保険


者が存在するという指摘がある。 


・ 現在の介護保険事業計画は、サービス毎に量を


見込んでいるため、要支援になると 10 割負担


となってしまうことなどから設置の進まない


介護専用型特定施設に空きがあっても、混合型


特定施設のベッド数は対象とされない。混合型


でも、施設ルールによって要介護のみを対象と


することも可能であり、サービス類型毎の量的


規制を見直すべきである。 


・ 都道府県が指定拒否を行えるという現在の仕


組みは、実質的な許可制ともいえる。 


改革案 ・ 利用者の自由な選択に資するという観点から、


一定以上のサービスの質及び事業者間の適正


な競争環境が保たれることを前提に、長期的に


は介護総量規制を撤廃すべきであり、当面、有


料老人ホームなど特定施設における規制は撤


廃し、現在の需給不均衡を是正すべきである。


＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 29】 


事項名 


 


「介護サービス情報の公表」制度の停止 


規制・制度の概要 


 


・ 介護サービス事業所は、「介護サービス情報（基


本情報・調査情報）」の各項目について、定期


的に都道府県知事に報告することが義務づけ


られている。また、調査情報について事実確認


の調査を受け、その結果を含めて情報公表する


必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 介護保険法第 115 条の 35～43 


・ 介護保険法施行令第 37 条の２、 


・ 介護保険法施行規則第 140 条の 43～48 


改革の方向性（当初案） ・ 現在の介護サービス情報公表制度について、利


用者が適切な情報を得る機会は必要であるが、


利用者の認知度が低く、内容も複雑で分かりづ


らいため、利用者満足等の事業者努力によるサ


ービスの質が適切に評価されておらず、運用が


浸透していない。 


・ したがって、介護サービス情報公表制度を停止


し、現行制度に代わる新しい情報公開の仕組み


を構築すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 調査票の内容等を簡潔にわかりやすく表示す


ることや、更なる制度の普及・啓発を図ること


により、制度の利活用を推進することとしてお


り、制度の在り方については、介護保険制度全


体の見直しの中で検討中。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 当該制度は法律に基づく制度であることから、


平成２４年度からの介護保険制度改正の中で


見直しを行うこととしており、介護保険制度の


見直しに向けた社会保障審議会介護保険部会


の議論の中で、様々なご意見をいただいたとこ


ろ。当該制度については、利用者の視点に立っ


て、分かりやすい公表方法の工夫及び事業所等


の負担を軽減するという観点から、手数料によ


らないで運営できる仕組みとすること等につ
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いて検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 介護サービス情報の公表制度は、「利用者のサ


ービス選択の支援」及び「介護事業所の運営の


透明性とサービスの質を高める」ことを目的と


して創設されたが、公表されている情報は利用


者にとってわかりづらく、使い勝手が悪いこと


に加えて、認知度も低いことから、利用者のサ


ービス選択に資するものとはなっていない。 


・ また、現状ではマニュアル等の活用状況や入居


者への配慮等が把握できる仕組みとはなって


おらず、運営の透明性が担保され、サービスの


質の向上に繋がっているとは言い難い。 


・ こうした本質が見えず、形骸化してしまってい


る現状においては、事業者にとっても膨大な費


用と時間をかけて情報公表する意義を見出し


難いと考えられる。（平成 22 年度全国平均手数


料は公表手数料：9,617 円、調査手数料：23,754


円） 


・ 情報公開の仕組み自体は極めて重要であり、利


用者の選択に資するよう、利便性が高く合理的


な新たな仕組みを構築すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 例えば、ＷＡＭネットを活用してアクセスしや


すくなることで認知度や利便性を高める工夫


を行うことも考えられる。 


・ 「国民の声」からは、以下のような要望も寄せ


られている。 


 介護サービス情報公表制度を停止すると


ともに、抜本的に見直し、全国統一の基


準による福祉サービス第三者評価制度に


よる評価に変更すべき。 
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 情報公表は、利用者等が見て、サービス


を選択する時の参考にするものであるべ


き。一般的な理解水準の方がサービスを


選ぶ場合に、現状の調査項目は細やか過


ぎる調査であり、方法も単純調査で内容


に踏み込んでいないことから、制度本来


の趣旨が活かされていない。資格取得や


書類だけではなく、介護の質を高める仕


組み作りを行うべき。 


・ 評価委員の育成も重要な課題であり、例えば、


他事業所に勤務する専門職等による評価委員


の育成や大学等の専門的機関の関与などが考


えられる。 


改革案 ・ 介護サービス情報公表制度を停止し、現行制度


に代わる新しい情報公開の仕組みを構築すべ


きである。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 30】 


事項名 


 


訪問介護など居宅サービスにおける基本様式の統


一 


規制・制度の概要 


 


・ 居宅サービスにおける介護計画書等の様式に


ついては、事業所毎に定めるもので差し支えな


いとされており、統一された書式は存在しな


い。 


＜根拠法令＞ 


・ 「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び


運営に関する基準」（平成 11 年３月厚生省令第


37 号第 24 条 他） 


・ 「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び


運営に関する基準について」（平成 11 年９月老


企第 25 条厚生省老人保健福祉局企画課長通


知） 


改革の方向性（当初案） ・ 訪問介護など居宅サービスに係る介護計画書


や記録についての書式は任意とされているが、


帳票の様式が統一されていないことによって、


保険者毎に解釈や指導が異なる場合が多くな


っている。したがって、各サービスにおける法


的要求の基本様式を整備統一し、法解釈に係る


判断基準の明確化を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 指定居宅サービス事業所が当該計画に最低限


記載すべき内容については、上記省令及び通知


において示しているところであり、ここで規定


する内容が記載されていれば、様式は問わない


こととしている。これは、様式を規定すること


により事業者等の創意工夫を阻害する可能性


があることや、現に独自の様式を作成している


事業者が新たな様式に対応するための事務コ


ストを勘案してのことであり、厚生労働省とし


ての統一様式の作成は慎重に行う必要がある。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 「地域主権改革の推進を図るための関係法律


の整備に関する法律案」においては、指定居宅


サービス事業所の個別計画の作成に関する基


準について「参酌すべき基準」とされ、その内
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容については、都道府県が条例で定めることが


できることとされており、各都道府県が地域の


実情に応じて基準条例を定めることとしてい


る。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 介護保険事業所の最大の使命は、利用者に対し


て適切かつ質の高いサービスを提供すること


にあり、それに付帯して生じる事務作業は、極


力簡素化・効率化を図ることで軽減分を利用者


へのサービス向上に反映するべきである。 


・ 訪問介護など居宅サービスに係る介護計画書


や記録についての書式は任意とされているが、


帳票の様式が統一されていないことによって、


運営基準の解釈が曖昧となり、都道府県や保険


者の見解が異なってしまうため、事業者が保険


者毎に個別対応を行っている現状がある。 


・ したがって、基本帳票などを全国的に統一し、


法令遵守すべき運営基準の標準化を図ること


によって、事業者の教育や運営での効率化、保


険者の担当者毎のバラつきなどの是正を行う


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 担当者によって見解が相違している場合もあ


り、このことで介護報酬の返還を求められた事


例もある。内容説明に時間を要することから、


保険者・事業者ともに事務コストが増加してし


まっている。 


・ 各サービスにおける法的要求の基本様式を整


備統一することにより、担当者の教育、事務の


効率化が図れるとともに、事務作業の軽減分を


利用者へのサービス向上に反映できる。 


・ 平成 22 年２月～３月に実施された介護保険制


度に係る書類・事務手続きの見直しに関する意


見募集において、「各種様式（各種サービス計
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画等）を文章ではなく、書式（雛形）として示


してほしい。どのような書式にすればよいかは


っきりしないため。利用者の計画書・支援経過


等の記録をどの程度記録すればよいのか詳し


く例示してほしい。」といった書式統一に係る


意見も提出されており、ニーズは高いと考えら


れる。 


改革案 ・ 各サービスにおける介護計画書等の書類の基


本要件を整備統一し、法解釈に係る判断基準の


明確化を図るべきである。＜平成 23 年度中措


置＞ 
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【ライフイノベーション 31】 


事項名 


 


障害者自立支援法の移動支援事業（地域生活支援


事業）を居宅介護事業者が行う際の人員要件の見


直し 


規制・制度の概要 


 


・ 居宅介護事業所におけるサービス提供責任者


が居宅介護事業のサービス提供時間内に移動


支援事業に従事することは専従要件に抵触す


る。 


＜根拠法令＞ 


・ 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サー


ビスの事業等の人員、設備及び運営に関する基


準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号）第５条


・ 平成 21 年 4 月 3 日厚生労働省社会・援護局障


害保健福祉部障害福祉課「平成 21 年度障害福


祉サービス報酬改定のための関係告示の改正


について」及び「平成 21 年度障害福祉サービ


スの費用の算定等に関する関係告示及び指定


障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運


営に関する基準省令等の制定及び一部改正に


ついて」に関する御意見募集に対して寄せられ


たご意見について 


改革の方向性（当初案） ・ 障害者自立支援法改正に伴う通知に係るパブ


リックコメント「居宅介護事業所に配置される


サービス提供責任者が移動支援事業に従事し


ていても、専従要件には抵触しないことを通知


に明記して欲しい」に対して、「居宅介護等に


おけるサービス提供責任者の専従要件につい


ては、サービス提供時間帯を通じて居宅介護等


以外の職務に従事しないことをいうものであ


ることから、当該サービス提供責任者が居宅介


護事業のサービス提供時間内に移動支援事業


に従事することは、専従要件に抵触する」とい


う回答がなされている。 


・ 本回答によって、障害支援を提供している訪問


介護事業所では移動支援事業を控えるなど、サ


ービス提供の障害となっており、サービス提供







 


108 


責任者による移動支援事業を認めるべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 居宅介護等の指定基準に定めているサービス


提供責任者をはじめとした職員の配置基準は、


事業を適切に遂行するに当たって最低限必要


と考えられる員数を規定しているものである。


・ 居宅介護のサービス提供責任者については、重


度訪問介護や行動援護等のサービス提供責任


者を兼ねることも可能となっているが、この場


合には、重度訪問介護や行動援護等も合わせた


サービス提供時間等を基にサービス提供責任


者の配置すべき人数を算定することとし、事業


所全体における適切な人員配置の確保を図っ


ているところである。 


・ 一方、移動支援事業においてはサービス提供責


任者の配置基準を国として設けておらず、居宅


介護のサービス提供責任者が移動支援事業に


従事する場合には、移動支援事業も合わせたサ


ービス提供時間等によるサービス提供責任者


の人員配置基準を設定することはできないた


め、重度訪問介護等の同様の仕組みにより兼務


を可能とすることは困難である。 


・ 今回の提案は、居宅介護のサービス提供責任者


が移動支援事業の従業者として従事すること


により、実質的に指定基準以下の職員配置によ


る居宅介護の実施を可能とするものであり、適


切なサービス提供に支障をきたす恐れがある


ことから提案を認めるのは困難である。 


・ なお、障害者福祉制度については、現在、障害


当事者、地方自治体関係者、事業者等の委員に


より構成されている障がい者制度改革推進会


議総合福祉部会において、そもそものサービス


体系のあり方も含めて議論されているところ


である。 


・ 職員配置基準も含めたサービス体系のあり方


については、この総合福祉部会における議論等
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を踏まえて、今後、検討してまいりたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 職員配置基準も含めたサービス体系のあり方


については、総合福祉部会における議論等を踏


まえて、今後、検討してまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地方部等では、障害者への移動支援のみを行う


事業者が少ない中、移動支援事業については、


居宅介護事業者に委託される場合が多いと想


定される。 


・ 障害者自立支援法改正に伴う通知に係るパブ


リックコメントにおいて、「居宅介護等におけ


るサービス提供責任者が居宅介護事業のサー


ビス提供時間内に移動支援事業に従事するこ


とは、専従要件に抵触する」という回答がなさ


れたことによって、自治体の指導へ繋がってお


り、サービス提供の障害となっている。 


・ 利用者との契約解除を余儀なくされたり、報酬


の返還を要求される可能性があり、こうしたパ


ブリックコメントに対する回答で解釈が変更


されることは極めて不合理である。 


・ 利用者にとっても、従来より慣れ親しんできた


事業所からのサービスが受けられなくなり、サ


ービス量も大きく減少する可能性があること


から、サービス利用者の意見を勘案した上で専


従要件を見直し、少なくとも従来可能であった


サービス提供体制を確保するべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 居宅介護サービス事業所のサービス提供責任


者が、居宅介護の直接介護（訪問）を行うこと


は、専従規定に抵触しない現状がある中で、移


動支援事業を受託した場合に、サービス提供責


任者が移動支援の一部を担うことができない


のは、効率的な事業実施を阻害している。 


・ パブリックコメントに法的効力がないとして
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も、国の見解が示されている以上、専従要件に


抵触しない旨、改めて通知を発出すべきであ


る。 


改革案 ・ 居宅介護事業所のサービス提供責任者が移動


支援サービスを提供できるようにするべきで


ある。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 32】 


事項名 


 


チャレンジド（障がい者）の雇用・就労促進のた


めの柔軟な運用 


規制・制度の概要 


 


・ 民間企業、国、地方公共団体は、それぞれ、障


害者雇用促進法に定める法定雇用率に相当す


る数以上の障害者を雇用しなければならない。


＜根拠法令＞ 


・ 障害者雇用促進法第 38 条、43 条 


改革の方向性（当初案） ・ 障害者法定雇用率は、常用労働者数に基づいて


算出されているが、常時介護が必要等、常勤が


困難な場合は、就業を諦めざるを得ない場合が


ある。 


・ したがって、就業を目指す人が自立し、多様な


働き方が促進されるよう、在宅での短時間就業


や短期間・単発業務の障害者へのアウトソーシ


ングも算定対象に含める等の仕組みを構築す


るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 各企業において、雇用する労働者に対する雇用


する障害者の割合（実雇用率という。）の算定


の際、在宅での短時間就業や短期間・単発業務


の障害者へのアウトソーシングを算定対象に


含めることとした場合、障害者を雇用すること


に替えて、アウトソーシングを行うことのみ


で、法定雇用率を達成する企業が生じるなど、


障害者雇用を阻害するという問題が生じるた


め、対応困難 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 障害者の雇用の促進等に関する法律の障害者


雇用率制度は、障害者が一般の労働者と同じ水


準で雇用機会を確保することを目的としてい


る。従って、その基準である法定雇用率は、労


働者の総数に対する身体障害者又は知的障害


者である労働者の総数を基準として設定し、各


企業に対して、その雇用する労働者に対する雇
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用する障害者の割合（実雇用率という。）が法


定雇用率以上となるよう、雇用義務を課してい


る。 


・ したがって、障害者雇用率制度においては、事


業主と障害者との間で雇用関係が成立してい


ることが前提であり、実雇用率の算定の際に


「在宅での短時間就業や短期間・単発業務の障


害者へのアウトソーシングを算定対象に含め


る」ことはできない。 


・ また、上記要望に対応した場合には、雇用関係


を前提とした制度であるにも関わらず、障害者


を雇用することに替えて、アウトソーシングを


行うことのみで、法定雇用率を達成する企業が


生じるなど、障害者雇用を阻害するという問題


が生じるため困難である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 全ての人が自立を行うために、就業意欲のある


方に対する支援を行うことは重要である。 


・ 現状では、障害によって介護が必要などの理由


から通勤やフルタイム勤務が難しい場合、就業


による自立ができず、保険給付や生活保護等の


受給者となってしまっている。 


・ 平成 21 年６月の雇用状況報告によると、民間


企業（56 人以上規模の企業：法定雇用率 1.8％）


に雇用されている障害者の数は前年より 2.2％


（約 7 千人）増加し、実雇用率も 1.63％と前


年 1.59％よりアップしているものの、依然と


して、法定雇用率達成企業の割合は 45.5％に


留まっている。多様な働き方を法定雇用率に算


入可能とすることで、民間企業の選択肢の幅も


広がり、結果的に雇用創出に繋がる。 


・ また、雇用率制度に留まらず、自宅や施設で介


護を受けながらであっても、実施可能な業務を


企業から受託することによって、自らの個性と


能力を生かした社会参画を可能とし、経済活動


にも貢献できるようにするべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 全身介護が必要で施設にいてもベッドで起業


をしている事例もあり、意欲ある人の就業機会


が広がる。 


改革案 ・ 就業を目指す人が自立し、多様な働き方が促進


されるよう、在宅での短時間就業や短期間・単


発業務の障害者へのアウトソーシングも障害


者雇用率の算定対象に含める等の仕組みを構


築するべきである。＜平成 23 年度中措置＞ 


・ また、障害者雇用率に留まらず、雇用・就労を


促進するため、多様な働き方を支援する環境整


備を行うべきである。＜平成 23 年度中措置＞
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【ライフイノベーション 33】 


事項名 


 


社会福祉法人以外の保育所運営事業者の会計報告


手続の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 社会福祉法人以外の事業者が保育所を経営す


る場合、企業会計の他に社会福祉法人会計基準


に基づく会計処理が義務づけられている。 


＜根拠法令＞ 


・ 「保育所の設置認可等について」（平成 12 年 3


月30日児発第295号厚生省児童家庭局長通知）


・ 「保育所における社会福祉法人会計基準の適


用について」（平成 12 年３月 30 日児保第 13 号


厚生省児童家庭局保育課長通知） 


改革の方向性（当初案） ○ 社会福祉法人以外の事業者にとっては、当該事


業者の法人形態に関する会計と社会福祉法人


会計の二つの会計で処理しなければならず、運


営の効率化の阻害要因となっており、社会福祉


法人以外の事業者にとって、保育業界の参入す


る際の障壁となっている。 


したがって、関連通知の改正等により、社会福


祉法人以外の事業者に対して、社会福祉法人会


計の適用を求めないこととすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 平成２２年３月３１日に、「保育所の設置認可


等について」等の通知を改正し、社会福祉法人


以外の者が保育所を経営する場合に、従前、作


成が必要であった社会福祉法人会計基準に定


める資金収支計算書等に代え、社会福祉法人会


計基準以外の会計基準に基づき作成が可能な


資金収支計算分析表によることができること


とした。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 上記のとおり、措置済み 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 平成 12 年より、保育所の設置に係る主体制限


が撤廃されたが、株式会社や NPO 法人等の参入


は進んでいない。 


・ 特に大都市圏においては、利用者のニーズが多


様化するとともに、待機児童解消が喫緊の問題


となっている。 


・ 株式会社や NPO 法人の参入が阻害されている


要因の一つとして、社会福祉法人等との設置主


体間でイコールフッティングが図られていな


いことが挙げられる。例えば、社会福祉法人以


外の事業者が保育所を経営する場合、法人類型


に基づいた会計処理の他に、資金収支計算分析


表の作成が必要となっている。資金収支計算分


析表に関しては、平成 22 年３月より、社会福


祉法人会計処理で定める資金収支計算書及び


資金収支内訳表の作成に代えて、法人類型に基


づいた会計基準によることができるようにな


ったものであるが、追加的に会計処理を行うこ


とに変わりはない。 


・ また、1施設ごとに財務状況を報告する必要も


あり、1法人で複数の施設を展開する事業者に


とって負担となっているという指摘もある。 


・ 結果として、会計処理のために、専任の人材を


雇用したり、他社への業務委託をする等してお


り、追加的な負担が発生している。 


・ 子ども・子育て新システムの基本制度要綱で


も、法人類型ごとの会計ルールに従うとの方向


性が示されているが、本項目は法改正を伴わな


いものであることから、平成 25 年度に予定さ


れている法改正を伴う制度改正を待たずに、先


行して措置すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 追加的な負担を無くすことで、株式会社や NPO


法人の参入が促進され、保育サービス供給量の


拡大につながる。 
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改革案 ・ 社会福祉法人以外の事業者が保育所を運営す


る場合、各法人類型の会計で財務状況等が確認


できるものについては簡素化し、保育所の施設


ごとに必要とされている会計報告についての


見直しも検討する。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 34】 


事項名 


 


保育所運営費の使途制限の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 認可保育所において保育所運営費は、当該保育


所の人件費・管理費・事業費に充てることが原


則となっている 


＜根拠法令＞ 


・ 「保育所運営費の経理等について」（平成 12 年


３月30日 児発第299号厚生省児童家庭局長通


知） 


・ 「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金


について」通知の施行について（昭和 51 年４


月 16 日厚生省発児第 59 号の５） 


改革の方向性（当初案） ○ 保育所運営費は保育所の運営費用に充当する


ことが原則で、施設間の転用や本部経費に流用


することに制限があるため、仮に運営実績があ


ったとしても、新規の保育所開設や複数の保育


所経営の効率的実施にもつながらない。また、


配当支出は、運営費の使途範囲として認められ


ていない。 


○ したがって、運営費の使途に配当に自由度を持


たせるとともに、配当に関する制限も撤廃する


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 保育所運営費負担金については、配当への使途


制限は設けていない（ただし、配当を行ってい


る場合、上乗せ措置である民間施設給与等改善


費は支給されない）。また、施設間の転用等の


運営費の使途範囲の具体的な在り方について


は、現在検討中である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 保育所運営費の使途範囲の具体的な在り方に


ついては、今後、子ども・子育て新システムに


おいて、運営費の使途範囲は事業者に自由度を


持たせ、一定の経済的基礎の確保等を条件に、


他事業等への活用を可能とすることなどを、検


討することとなっている。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 民間保育所に係る運営費は、人件費・管理費・


事業費に充てることが原則となっている。保育


所の建物、施設設備の整備・修繕等に要する経


費や、土地又は建物の賃借料等のその他の費用


に充てる場合、延長保育や一時預かり等の一定


の事業を行うことや、第三者評価の受審を行う


等の前提がある。 


・ また、配当に関しては、運営費の上乗せ部分と


して交付している民間施設給与等改善費に関


して、配当を行っている保育所には交付しない


こととされており、事実上の制限となっている


との指摘もある。 


・ これらの制限を見直し、運営の効率化や質の向


上に向け、事業者へのインセンティブが働く仕


組みづくりをすべきである。 


・ また、子ども・子育て新システムの基本制度要


綱でも、運営費の使途範囲は事業者の自由度を


持たせ、一定の経済的基礎の確保等を条件に、


他事業等への活用を可能とするとの方向性が


示されているが、本項目は法改正を伴わないも


のであることから、平成 25 年度に予定されて


いる法改正を伴う制度改正を待たずに、先行し


て措置すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 保育所運営費の使途制限を見直すことで、株式


会社や NPO 法人の参入が促進され、保育サービ


ス供給量の拡大につながる。 


改革案 ・ 運営費の使途範囲に自由度を持たせるよう検


討し、結論を得た上で、平成 23 年度中に実施


する。また運営費の配当への使途について、配


当自体は制限されていない旨を周知徹底する。


＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 35】 


事項名 


 


安心こども基金の補助対象範囲の拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 「保育所緊急整備事業」の対象の施設設置主体


（事業者）は、社会福祉法人等に限定されてお


り、株式会社や NPO 法人等は補助対象外となっ


ている。 


・ また賃貸物件等で保育所を運営する場合は、そ


の改修等は株式会社等も補助対象となってい


るものの、認可保育園又は保育所の認可基準を


満たす認可外保育施設に限定されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 「児童福祉法 第 56 条の２」（昭和 22 年法律第


164 号）  


・ 「平成 20 年度子育て支援対策臨時特例交付金


（安心こども基金）の運営について」平成 21


年３月５日20文科初第1279号・雇児発0305005


号 


改革の方向性（当初案） ○ 待機児童対策として自治体が独自で取組んで


いる保育施策も存在するが、地域の実情に応じ


た多様な取組を支援できるようすることが必


要である。 


したがって、待機児童対策に資する自治体によ


る単独施策に関しても、各自治体の判断により


基金を充当可能とする等、より柔軟な仕組とす


るよう検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 平成 22 年６月 29 日に決定された「子ども・子


育て新システム基本制度案要綱」に基づき「子


ども・子育て新システム検討会議」の下に置か


れた有識者等からなるワーキングチームにお


いて、株式会社や NPO 等多様な事業主体の参入


等、具体的な制度の内容について検討している


ところである。 


・ なお、安心こども基金の「地域子育て創生事業」


において、各自治体の創意工夫ある子育て支援


活動に関する取り組みについて、都道府県が必
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要と認めた額を支援しているところである 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 同上 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 大都市圏において、待機児童対策は喫緊の問題


である。 


・ 例えば東京都では、独自の制度として認証保育


所制度を導入しているが、ゼロ歳保育や延長保


育など、大都市特有の保育ニーズに即した制度


内容であり、入所定員数は平成 17 年から２年


間で倍増しており、保育供給量増大に寄与して


いる。 


・ 地域子育て創生事業は、その対象が新規事業の


みに限られていることから、従来から存在して


いる保育対策事業には使えず、使いにくいとの


指摘もある。 


・ 財源が限られる中、待機児童対策として財源を


有効活用できるよう、認可外の保育所であって


も、一定の認証要件を満たしているものに関し


ては事業の区分無く補助を認める等し、保育サ


ービス供給量を更に増加させる取り組みを支


援していくべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 児童受入れ数が増加することに加え、利用者ニ


ーズに応えることにもつながる。 


改革案 ・ 待機児童対策に資する自治体による単独施策


に関しても、各自治体の判断により基金を充当


可能とする等、安心こども基金をより柔軟な仕


組みとするよう検討し、結論を得る。＜平成


23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 36】 


事項名 


 


保育士試験受験要件等の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 保育士試験の受験資格は、①大学に２年以上在


学して 62 単位以上修得した者又は高等専門学


校を卒業した者その他その者に準ずる者 ②


高等学校卒業後、児童福祉施設において、２年


以上児童の保護に従事した者 ③児童福祉施


設において５年以上児童の保護に従事した者


④厚生労働大臣の定める都道府県知事におい


て適当な資格を有すると認めた者等に限定さ


れている。 


＜根拠法令＞ 


・ 「児童福祉法 18 条６」（昭和 22 年法律第 164


号） 


・ 「児童福祉法施行規則第６条の９」（昭和 23 年


厚生省令第 11 号） 


・ 児童福祉法施行規則第６条の９第１号の規定


に基づき厚生労働大臣の定める者（昭和 63 年


厚生省告示第 163 号） 


・ 保育士試験の実施について（平成 15 年 12 月１


日雇児発第 1201002 号厚生労働省雇用均等・児


童家庭局長通知） 


改革の方向性（当初案） ○ 保育士になるには、指定保育士養成施設を所要


の単位を取得して卒業するか、保育士試験に合


格する必要がある。保育士試験の受験資格とし


て、高等学校卒業者の場合は認可の児童福祉施


設での実務経験が２年以上必要である等条件


があり、意欲のある女性の実態に合っていな


い。 


○ したがって、今後の保育需要の増大に対応する


ためにも、保育士試験の受験資格に関して、認


可外保育施設で一定期間保育に従事した者を


対象に含める事や、勤務実績に応じ一定の科目


免除を行う等、見直しを行うべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 保育士については、保育の質を確保する観点か


ら、その専門性を活かし、保育の実施をするこ


とが重要であると考えている。 


・ なお、多様な人材を育成する観点から、実務経


験については、短時間労働（パートタイム等）


についても積算できるよう総勤務時間数によ


る受験資格を認めたり、家庭的保育事業（保育


ママ）や児童健全育成事業（放課後児童クラブ）


での勤務経験も対象とするなど、見直しを進め


てきたところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 認可外保育施設における勤務経験については、


現在検討中の「子ども・子育て新システム」の


中で認可外保育施設の位置づけについて議論


しており、その結果を踏まえて対応してまいり


たい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 待機児童対策が特に喫緊の課題である大都市


圏においては、保育士不足も深刻な問題となっ


ており、大都市圏では、地方の養成学校の卒業


生を保育人材として都市圏へ呼び寄せている


実態もある。 


・ 利用者ニーズに即した様々な形態の保育所も


（例えば東京都独自の認証保育所）増加してお


り、認可外保育所での経験も、勤務実績して認


めるべきである。 


・ したがって、保育従事者増加のため保育士受験


資格の要件等の見直しを行うべきである。 


具体例、経済効果等  
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改革案 ・ 認可外保育施設で一定期間保育に従事した者


を対象に含める事や、勤務実績に応じ一定の科


目免除を行う等、保育士試験の受験資格に関し


ての見直しを検討し、先行して実施する。 


＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 37】 


事項名 


 


放課後児童クラブの開所時間の延長 


規制・制度の概要 


 


・ 放課後児童クラブの開所日・開所時間は、地域


の実状を考慮して設定することとされており、


土曜日、長期休業中、学校休業日の開所日・開


所時間については、８時間以上開所することと


されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 「放課後児童クラブガイドラインについて」


（平成 19 年 10 月 19 日付雇児発第 1019001 号


厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知） 


・ 「放課後子どもプラン推進事業の国庫補助に


ついて」（平成 19 年 3 月 30 日付発雇児第


0330019 号厚生労働省事務次官・文部科学事務


次官連名通知） 


改革の方向性（当初案） ○ 放課後児童クラブの開所時間に関して、長期休


業中は多くの自治体が８時間としているが、就


労している保護者にとって仕事との両立が困


難な状況になっている。 


○ したがって、長期休業期間中の開所時間に関し


て、利用者ニーズに即して延長をするよう自治


体へ周知を図る等、放課後児童クラブの受入れ


態勢を拡大すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 「放課後児童クラブガイドライン」において、


開所時間については、子どもの放課後の時間


帯、地域の実情や保護者の就労状況を考慮して


設定することが必要としている。 


・ 「放課後子どもプラン推進事業の国庫補助に


ついて」において、現行、長期休業期間中１日


８時間を超える開設時間についても、長時間開


設加算として上乗せ補助を実施し、ニーズに応


じた時間延長を促進しているところであり、長


期休業期間中のクラブの開所時間も年々延長


されてきている。 
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＜長期休業期間中の 18:01 以降までに開所する放課後


児童クラブの占める割合＞ 


平成21年度：45.7％（8,402か所）→平成22年度：51.0％


（10,119 か所） 


※各年 5 月 1 日現在（雇用均等・児童家庭局育成環境


課調べ） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成２３年度概算要求において、「小１の壁」


の解消に向け、開設時間延長の促進を図るため


に必要な経費を計上。 


・ 「子ども・子育て新システム検討会議」におい


て、就労状況の多様化などを踏まえた利用者ニ


ーズ（利用時間の延長等）に応じたサービスの


提供を可能とする制度のあり方を検討中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 子ども子育て新システム検討会議にて、放課後


児童サービスに関しても検討が進んでいる中


ではあるが、放課後児童分野は開所時間の延長


等を含めた抜本的な制度改革が必要である。 


・ 東京都の調査によると、19 時までの開所時間


を希望する保護者が約３割と割合的には最も


多いが、多くの放課後児童クラブでは 18 時ま


でしか開所しておらず、利用者のニーズに応え


きれていない。 


・ また、長期休業中においては、約８割のクラブ


が８時から９時の間に開所しているが、両親が


出勤した後に子どもが一人で通所したり、クラ


ブの前に列を成して開所を待つ等の実態があ


り、クラブが開く時間についての対策も急がれ


る。 


・ したがって、子どもの安全の確保、女性の就労


促進につなげるためにも、閉所時間の延長や長


期休業中における開所時間の前倒しや等を含


めた放課後児童クラブの体制を整備すべきで
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ある。 


・ 子ども・子育て新システムの基本制度要綱で


も、就学後の放課後対策に円滑な移行を可能と


する視点で利用保障を強化するとの方向性が


示されているが、本項目は法改正を伴わないも


のであることから、平成 25 年度に予定されて


いる法改正を伴う制度改正を待たずに、先行し


て措置すべきである。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 放課後児童クラブの開所時間の延長等、地域の


実情や保護者の就労状況に即した放課後児童


クラブの在り方について、平成 22 年度中に検


討し、結論を得た上で、平成 23 年度中に実施


する。＜平成 23 年度中措置＞ 
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【ライフイノベーション 38】 


事項名 


 


駅中保育施設整備に係る規制緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 建築後に行われた法改正等により、現行の規定


に適合しなくなった建築物（既存不適格建築


物）については、一定の要件を満たす場合を除


き、増築等を行う際に現行法の規定に適合させ


る必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法 第３条第２項、第３項第三号、第


86 条の７、第 87 条第３項 等 


改革の方向性（当初案） ○ 既存不適格建築物については、増築等が行わ


れない場合は、原則として現行規定に不適合


のまま存在できるものの、一定の増築等を行


う際には、建築物全体を現行法の規定に適合


させる必要があり、新耐震基準施行以降の建


築物の増築等が大きく制約されている。 


○ したがって、既存の駅舎に保育所等の子育て


支援施設を増築する場合における、構造耐力


規定に係る除外規定の在り方を柔軟に見直す


ことを検討する。 


○ 駅舎の空きスペースを保育所などの子育て支


援施設に転用する場合における、現行規定が


共有部分に適用される場合の緩和基準の在り


方について見直しを検討する。 


担
当
府
省
の
回
答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 「建築基準法の見直しに関する検討会」のとり


まとめ（H22 年 12 月 17 日公表）をふまえ、現


行の構造耐力規定について合理化することに


より既存不適格建築物の改修の円滑化を図る


ことを検討中である。 


・ 用途変更を行う場合、避難規定等については、


原則として変更後の用途に適用される規定に


適合させる必要があるが、この場合、火災時に


建築物の利用者の全てが煙に巻かれることな


く避難することが可能であることを検証すれ


ば、廊下の幅や直通階段までの歩行距離等の共
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用部分に係る仕様規定は適用しないこととさ


れており一定の用途変更等が円滑に行える仕


組みと現行制度上なっている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 「建築基準法の見直しに関する検討会」のとり


まとめ（H22 年 12 月 17 日公表）を受け、大臣


より、建築確認手続き等に係る運用改善の追加


の内容をまとめるよう指示を受けており、現


在、「現行の構造耐力規定の合理化」を含め、


具体の運用改善策を検討中である。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 待機児童対策は喫緊の課題であるが、特に駅中


にある保育所は、利用者にとって利便性も高


い。保育供給量の増加や保育サービスの向上等


を目的として、駅中や駅周辺に保育所を設置す


るに当たり建物の増改を行う際、増築規模が広


範囲に及ぶ場合は、既存建築物全体を現行規定


に適合させなくてはならない。 


・ また、駅舎の一部の空きスペースを保育所等に


利用する場合、現行基準を保育所以外の共用部


分へも適用する必要があるため、施工規模が拡


大し、改築期間も長期に及び、保育所設置自体


が断念される場合がある。 


・ したがって、駅中保育所の設置の重要性に鑑み


て、保育所等の子育て支援施設を増築等する場


合における、保育所設置部分についての構造に


よる除外規定の在り方等について検討し、柔軟


な対応が可能となるような規定にすべきであ


る。 


具体例、経済効果等 ・  
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改革案 ・ 既存の駅舎に保育所などの子育て施設を増築


する場合における、構造耐力規定にかかる除外


規定の在り方（既存建築物に占める増築等の部


分の割合）を柔軟に見直すことを検討する。 


＜平成 22 年度検討開始、可能な限り速やかに


措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【農林・地域活性化ＷＧ ①】 


事項名 


 


認定農業者制度の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 認定農業者制度は、市町村が地域の実情に即し


て効率的・安定的な農業経営の目標等を内容と


する基本構想を策定し、これを踏まえ農業者が


作成した農業経営改善計画を認定する制度（５


年計画を作成し、経過後に再認定を受ける制


度）であり、認定農業者に対しては、スーパー


L・S資金等の低利融資制度、農地流動化対策、


担い手を支援するための基盤整備事業、農業者


年金の保険料助成等の各種施策が重点的に実


施されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 農業経営基盤強化促進法 


改革の方向性（当初案） ・ 認定農業者の経営と市町村の農業基本構想が


必ずしも一致しないこと及び計画はほとんど


チェックなしに再認定されるなど、制度が形骸


化していることを踏まえ、今後我が国農業を真


に担う経営者のためのものになるよう、目的


（農業の成長産業化戦略における位置づけ）、


対象となる層、認定要件、認定後の評価・支援


措置等本制度を根本的に見直すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


本制度は、市町村が地域の実情に即して、地域


農業の担い手を育成・確保する仕組みとして普


及・定着しており、今後とも市町村の主体的な取


組を基本として運用していくことが適当。 


 しかしながら、戸別所得補償制度の導入等、国


の農政が大きく見直されていることから、認定農


業者制度についても戸別所得補償制度によって下


支えされた中から、地域農業の担い手がより多く


育成・確保されるよう、戸別所得補償制度を踏ま


えた運用となるよう指導。 


 なお、地域農業の担い手は、地域の主体的判断


参考資料３ 
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を尊重して育成・確保すべきとの考えから、国が


対象者の範囲や認定要件等を画一的に定めること


は適当ではない。 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 戸別所得補償制度の本格実施に併せて、認定農


業者の考え方について再度周知。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


- 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 認定農業者制度は、市町村が地域の実情に即し


て効率的・安定的な農業経営の目標等を内容と


する基本構想を策定し、これを踏まえ農業者が


作成した農業経営改善計画を認定する制度で


ある。 


・ しかし、様々な経営体が、市町村や都道府県を


跨いで生産拠点を拡大し、多様化・多角化、輸出


等の展開を図っている現況の下では、市町村とい


う地方公共団体が、その地域内で基本構想を策


定し認定する今の制度は、合理的とは言いがた


い。 


・ 一部の市町村では、認定農業者数を維持するた


めに、経営改善計画作成を自治体職員が大幅に


手助けしたり、再認定を希望しない農業者にも


再認定を促しているとの指摘がある。認定農業


※ 認定農業者の経営と市町村の農業基本構想が必ず


しも一致しないとの指摘は、地域における農業が多


様性に富む場合にあってはやむを得ないもの、また、


再認定に当たっては、旧計画の達成状況や目標達成


のために採るべき措置の実施状況等を的確に把握す


るとともに、その要因を分析し、新計画の実現可能


性を総合的に判断した上で、新計画の認定の可否を


判断するよう従来から指導しているところ。 
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者数を維持し、本制度を存続させることが自己目


的化しており、本制度の意義を失っている。 


・ 農業者にとっても、スーパーL 資金（公庫による低


利融資制度）を利用するためだけに認定を受けて


いるとの指摘もあり、本来の制度目的が十分に果


たせていない。 


・ 農林水産省は、「戸別所得補償制度の導入等、


国の農政が大きく見直されていることから、認


定農業者制度についても戸別所得補償制度に


よって下支えされた中から、地域農業の担い手


がより多く育成・確保されるよう、戸別所得補


償制度を踏まえた運用となるよう指導」するこ


ととしているが、戸別所得補償は申請さえすれ


ば対象は限定されておらず、その中で「認定農


業者」たりうる者を選別する基準が明確でな


い。 


・ 本制度は、本来、農業をビジネスとして捉え、


対象とする層及び目指すべき姿を明確にし、資


本調達・融資制度を含めた事業支援であるべ


き。これは、農業を辞め農地を手放す者へ行わ


れるべきインセンティブ強化や、農業経営は成


り立たないが農地を維持すべき地域（中山間地


等）において行われるべき補助とは性質が根本


的に異なる。 


・ 上記のように、認定農業者制度が形骸化し、農


業のビジネス化への支援となっていない実態


を踏まえ、対象とする層及び目指すべき姿を明


確にしたうえで、多様な担い手の育成及び経営


規模の最適化のため、地域や農業者の自主性を


重視した主業農家中心の新たな支援策へと転


換すべきである。 


 


具体例、経済効果等 ・ 農業経営者が金融機関から融資を受ける際、現


在は、①認定農業者であることに加え、②財務体


質のチェック、と二重に審査されている場合が多


い。本来、いずれかが適切に行われれば十分で
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ある。 


・ 国民に認定農業者という名前はほとんど知ら


れておらず、政府が何を基準に農業者に支援を


しているのかが明確でない。また、各自治体・


地域によって認定基準にばらつきがある事も、


本制度の目的やメリットを分かりにくくして


いる一因である。農地を有効活用し、優良な農


産物を効率的に生産する主業農家を、真に育成


すべき対象と位置付け、施策を重点的に行うこ


とが必要。 


 


改革案 ・ 対象とする層及び目指すべき姿を明確にした


うえで、多様な担い手の育成及び経営規模の


最適化のため、地域や農業者の自主性を重視


した主業農家中心の新たな支援策へと転換す


べきである。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ②】 


事項名 


 


我が国酪農の競争力強化のための見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 生乳取引は、その 95％が生産者から JA（単位


農協）、農協連等を通じて全国 10（北海道及び


沖縄を含む）の指定生乳生産者団体（指定団体）


に全量委託される方式（指定団体制度）で行わ


れている。委託された生乳は、指定団体が一括


して各乳業メーカー等と交渉し、年度ごとの用


途別単価及び生乳の納入先がそれぞれ決めら


れる。 


・ また、指定団体は、自らが主体となって実施す


る計画生産に参画した生産者だけに支給され


る補助金（補給金）の受け皿としての役割も担


っている。各生産者に支払われる乳代は、その


属する指定団体が受け取る用途別販売乳代の


合計を平均した単価（プール乳価）に補給金を


加えて計算されるため、同一指定団体下の生産


者は基本的に同一の基準単価によって計算さ


れた乳代を受け取る。 


＜根拠法令＞ 


・ 加工原料乳生産者補給金等暫定措置法第５～


12 条 


・ 農林水産省生産局長通知「指定生乳生産者団体


の受託規程について」（平成 13 年 2 月 28 日、


12 生畜第 847 号）別紙第２条（委託の原則に


ついて 


・ 農林水産省生産局長通知「『指定生乳生産者団


体の受託規程について』の一部改正について」


（平成 18 年 1 月 27 日、17 生畜第 2501 号）別


紙第２条（委託の原則について）    など


 


改革の方向性（当初案） ・ 全量委託の原則を廃止し、一部であっても委託


ができるようにすべきである。 


・ 併せて、これまでの補助金支給方法を見直し、


個々の農家が直接的に利用できる補助体系に
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すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答
 


上記改革の方向性への 


考え方 


・全量委託の原則については、以下のとおり見直


しを行っている。 


 「指定生乳生産者団体が行う生乳受託販売の弾


力化について」において、一部委託の一例として、


生産者が小規模の処理加工施設を有し、その生産


する生乳の一部を当該施設において処理加工した


上で販売する場合の規定例を示すなど、従来から


受託販売の弾力的運用について指定生乳生産者団


体を指導しているところ。 


 


・補給金支給方法の見直しについては、適正な補


給金の交付が困難になる等の観点から、対応困難


である。 


・  


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・全量委託の原則については、さらに、「酪農及び


肉用牛生産の近代化を図るための基本方針（平成


２２年７月）」にあるとおり、酪農経営における６


次産業化の取組等を支援するため、指定生乳生産


者団体における生乳取引等の状況を検証し、生産


者自らが加工や販売等の取組が行えるよう、生産


者の創意工夫をより活かせる仕組みを、生産現場


の意見を踏まえつつ検討する予定。 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・現行制度は、指定生乳生産者団体を通じ、特定


用途に限定した補給金を生産者に支払うことによ


り、①用途別取引の促進による飲用乳価の安定、


②用途別に異なる乳代をプールして支払うことに


よる生産者間の所得の公平化、③共同販売の促進


による乳価交渉力の強化を可能にしているところ


であり、要望へ対応した場合、これらの制度が崩


れ、生産者にとって不利になる可能性が高い。ま


た、生乳の価格形成の合理化がなされないため、
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牛乳及び乳製品の安定供給が図られないおそれが


ある。 


・また、補給金交付の対象となる「加工原料乳」


は、指定団体と乳業との用途別取引の結果仕向け


られるものであり、個々の生産者が生乳を出荷す


る際には、用途区分されていないことから、要望


に対応した場合、そもそも、特定用途に限定した


補給金を交付するという財政効率的な方法がとれ


なくなる。 


・さらに、本業務は、毎日行うことが必要で、作


業は極めて煩雑なことから、制度を円滑に運用す


るためには、業務を専門的に行う組織が必要であ


り、現行の補助体系が適当である。 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 酪農経営のように需給調整に数年を要する農業


形態が戦略的な経営を行うためには、自らの自


由な経営判断が担保されることが必須である。 


・ 現在の制度においては、生乳の生産者は指定団


体への全量委託か、全量を独力で直接販売する


かの二者択一を迫られるが、従来直接販売をして


いなかった者がいきなり全量の直接販売を行うの


は困難が多く、自立を躊躇するのが実態である。


我が国の酪農業の競争力強化のためには、多様


な生産者が創意工夫溢れるビジネスモデルを構


築できる環境整備が必要であり、改善が必要。 


・ 生産された生乳を誰とどのような条件で売買する


か（直接販売・委託販売に関わらず）を当事者が


自由に決められることは、市場経済において当然


の前提であり、全量の委託を原則とする現在の制


度は、早急に見直すべきである。 


・ また、補助金の支給方法について、適切に事務を


処理できる仕組みを導入することを条件として、


個々の農家が直接的に受給できる道も設けるべ


きである。 


・ 補助金が指定団体経由で支払われる場合には、


仕組みを簡素化し、中間コストを削減することによ
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り、生産者が利用できる補助額を増大させる等、


補助の最大効率化を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 生産者が生乳の一部を自らマーケットに提供す


れば、その時点で指定団体への「全量委託」では


なくなり、補給金及び各種補助制度の対象からも


基本的に外れてしまう仕組みとなっている。これ


では、生産者は指定団体への全量委託か完全な


独力かの二者択一を迫られ、自立を躊躇してしま


い、多様な生産者が生まれない。 


・ 現在の制度下でも品質差の評価に基づく価格差


は存在するが、僅かにすぎないため、品質の向上


へのインセンティブが働かず、経営改善につなが


らない。生乳の一部を自らマーケットに提供して


品質向上のリターンを得ることができれば、経営


を安定させつつ収益を向上させることができる。 


・ 農業者－JA－県連合会－指定団体という多層構


造であり、各段階において委託費用及び補助金


手数料が発生するため、補助金の仕組みの簡素


化によりコスト削減が図られ、生産者手取り及び


生産者が利用できる補助額が増大する。 


 


改革案 ・ 全量委託の原則を廃止し、一部であっても委託


ができるようにすべきである。 


併せて、これまでの補助金支給方法を見直し、


個々の農家が直接的に利用できる補助体系に


すべきである。【平成 23 年中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ③】 


事項名 


 


国家貿易制度の見直し 


 


規制・制度の概要 


 


・ 麦や乳製品等における関税割当数量について


は国家貿易が行われている。 


（１）農林水産省（麦等） 


適量の麦を安定的かつ計画的に輸入することを


理由に、農林水産省が直接売買する国家貿易を行


っている。実態としては農林水産省は各製粉メー


カー等から必要とされた量を集計し、その量の輸


入を輸入業者に委託している。 


（2010 年 10 月からは、民間ができることは民間


が担いながら麦の安定供給を図っていくため、即


時売買方式に移行。） 


 


（２）（独）農畜産業振興事業団（乳製品等） 


農畜産業振興事業団が、国家貿易機関として、


カレント・アクセス輸入を一元的に行うこととな


っており、輸入する指定乳製品等の品目別数量、


時期などについては、毎年度、国内の指定乳製品


の需給・価格動向等を勘案し決定しているとされ


ている。しかし、実際は委託された輸入業者が輸


入している。 


輸入された乳製品については、差益（マークア


ップ）が上乗せされたうえ、入札で一番高い値を


つけた乳製品メーカー等が機構から売渡しを受け


ることが出来るとされている。 


 


＜根拠法令＞ 


・ 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律


第 42 条、第 43 条 


・ 独立行政法人農畜産業振興機構法第 10 条、加


工原料乳生産者補給金等暫定措置法第３条、第


13 条、第 16 条 
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改革の方向性（当初案） ・ 麦や乳製品等について行われている国家貿易


制度について、競争環境の整備及び行政の効率


化の観点等から、国の役割は割当数量配分のみ


にとどめるなど、国家貿易制度の在り方（担い


手、手法等）について見直すべきである。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（１）麦の国家貿易制度については、以下の理由


により引き続き維持していくことが必要である。


・ 麦は、米に次ぐ我が国の主要な食糧であるが、


国内産麦では量的又は質的に需要を満たせないこ


とから、その需要量の約９割は輸入麦により賄わ


れている。最近のロシアの禁輸措置にみられるよ


うに、安定的に輸入を行うことは、国として極め


て重要な課題であるため、安定的な輸出国である


アメリカ、カナダ、オーストラリアの３か国から


小麦を輸入している。 


・ 日本に麦を供給している国々では、国家貿易


か生産者団体等による一元的な輸出が行われてい


ることから、これら輸出力のある国々と対等に交


渉し、良品質の小麦を安定的に供給するためには、


売り手と同じ交渉力を持つ国が一元的に国別・銘


柄別の数量を輸入する必要がある。 


・ 国家貿易により小麦を輸入していることから、


平成 18 年から 20 年までの国際相場の高騰時にお


いても安定的な輸入を確保することができた。 


 


 また、国家貿易を行う場合はマークアップ（輸


入差益）を徴収することが WTO 協定上認められて


おり、マークアップ収入を戸別所得補償制度の財


源に充てることにより、食料自給率の向上に必要


不可欠な国内産麦の振興を図っている。 


 


 10 月 27 日に開催された行政刷新会議特別会計


仕分けにおいて、食料安定供給特別会計について


も議論されたが、国家貿易などを含む食糧管理事


業については、「国が引き続き実施すべき」と取り
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まとめられたところである。 


 


 なお、麦については平成５年のウルグアイ・ラ


ウンド合意により、基準期間（1986 年～88 年）の


輸入実績に基づきカレント・アクセス枠を設定し


輸入を行っており、ミニマム・アクセス枠につい


て国家貿易を行っているとの指摘は誤りである。


 


 


（２）乳製品の国家貿易制度については、以下の


理由により引き続き維持していくことが必要であ


る。 


・生乳は、毎日生産され、腐敗しやすく貯蔵性が


ないことから、廃棄することのないよう需要に応


じた生産と緻密な需給調整が不可欠である。 


・そのため、牛乳・乳製品については、加工原料


乳生産者補給金制度、生産者団体による自主的な


生乳の計画生産に加え、国境措置の適切な実施に


より、需給の安定が図られている。 


・国境措置すなわち国際約束に基づく乳製品の輸


入については、輸入する乳製品の種類や売渡の時


期等を選択・調整することにより、国内需給への


悪影響を可能な限り避けるよう行われており、機


構が国家貿易機関として一元的に輸入する仕組み


が適当である。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


（１）民間貿易に近い SBS 方式については、19 年


度から一部銘柄に導入しているが、この方式の拡


大については、製粉企業のみならず２次加工メー


カーや国内産麦の生産者を含む麦関連産業全体の


あり方を変える可能性があることから、麦関連産


業の将来のあり方について検討を行い、その結論


が得られた後、３年程度の準備期間を経て実施す


ることとしている。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


（１）国家貿易制度を廃止した場合は、主要食糧


である麦の国民への安定供給が困難になる。 


（２）要望に対応した場合、牛乳・乳製品の国内


需給にアンバランスが生じ、乳製品の安定供給が


図られないおそれがある。また、これにより、生


乳需給全体が不安定化し、酪農経営にも悪影響を


及ぼすおそれがある。 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国家貿易が行われ、民間企業が麦や乳製品等を


購入するときに自由度が低い状態では、良いも


のを安く購入しようとする企業間競争が阻害


される。民間企業の創意工夫の発揮される余地


を大きくすることで、企業間競争が促進され、


消費者の利益に資する。 


・ 国家貿易制度を中止または簡素化することで、


行政の効率化にも資する。 


・ 実際に輸入を行うのは、業務の委託を受けた商


社等であり、国ならではの交渉力をもって輸入


を行っている実態にはない。 


・ 一方で、国内の需給関係への配慮、食糧安全保


障の観点等、国が麦・乳製品等の売買に主体的


に係わることを即座にやめるのは望ましくな


い面もある。 


・ したがって、麦・乳製品の国家貿易について、


ＳＢＳ方式（売買同時契約方式）の導入を拡大


すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 国等は割当数量の管理を行えば十分で、売買の


主体となる必要性は乏しい。 


 


改革案 ・ 麦・乳製品の国家貿易について、ＳＢＳ方式（売


買同時契約方式）の導入を拡大すべきである。


【平成 23 年中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ④】 


事項名 


 


非加熱果汁のボトリングを可能とするための基準


緩和 


 


規制・制度の概要 


 


・ 現在の「清涼飲料水の規格基準」においては、


非加熱果汁のボトリング及び販売は原則とし


て禁止されており、容易にできない。 


＜根拠法令＞ 


・ 清涼飲料水の規格基準 


改革の方向性（当初案） ・ ボトリングされた非加熱果汁はドイツやオラ


ンダ、アメリカでは一般的に販売されている


が、現在日本では、上述の規制のため、非加熱


のジュースをボトリングして販売することは


出来ない状態である。 


・ なぜ、現在の機械及び基準が定められているか


が不明確である。最終的な品質規格はもちろん


重要であるが、その製造過程において製造機械


まで限定している今の規格は国産果汁の販売


の道を閉ざしているといえ、農産物の機能性に


着目した商品開発や農商工連携による地産地


消型ビジネスの促進のためには、この規格を最


終的な品質基準のみに緩和すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


・  ご提案の内容が明らかではないが、ご指摘の


「非加熱果汁」とあるのは、「食品、添加物等


の規格基準」に定められている「冷凍果実飲料」


のことであると思料する。  


・  「食品、添加物等の規格基準」は、最終的な


食品の品質についての規格と、食品の安全性確


保のため、製造から販売までの一連の行為につ


いて科学的見地に基づき定められた基準につ


いて定められたものである。このうち製造に係


る基準は、製造段階のリスク（病原微生物、異


物混入等）低減のために、特に衛生管理が必要


な食品について定めたものであり、ご要望にあ


る冷凍果実飲料について製造基準を設けない


とすることは、安全性確保の観点から対応困難
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である。 


・  また、冷凍果実飲料を含む清涼飲料水につい


ては、安全性確保の観点から原則一定条件での


加熱殺菌が義務づけられている。冷凍果実飲料


については加熱殺菌を要しない場合の例外規


定として、密閉型自動搾汁機を用いる製造方法


を示しているものである。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


- 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 加熱殺菌を行わず、かつ、密閉型全自動搾汁機


による方法以外の方法で冷凍果実飲料を製造


する場合については、食品衛生法第 13 条に基


づく「総合衛生管理製造過程承認制度」により


個別の承認を得られれば現行でも可能である。


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 製品の安全性の確保が目的なのであれば、体内


に入る最終製品の品質規格が守られていれば、


製造手段まで規制する必要はない。 


・ 製造工程まで規定されることで、創意工夫を凝


らしたビジネスの可能性が失われている。 


・ 「総合衛生管理製造過程承認制度」に基づく個


別の承認をうければボトリング等は可能であ


るが、その要件が明確になっていないなど、容


易ではない。 


・ したがって、最終製品の品質規格を明確にし、


わかりやすく開示したうえで、加熱・非加熱を


問わず、また、製造手段の制約なく、果汁のボ


トリング及び販売が容易にできるようにする


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 直売所等において搾り立ての果汁ジュースを


販売したいが、現状では「総合衛生管理製造過


程承認制度」に基づく承認をうけるための要件


が明確になっていないなど、参入に躊躇する場


合があるとの指摘がある。６次産業化の促進の


観点も踏まえ、製造手段は最終製品の安全が確
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保される限りにおいて限定しないこととし、併


せて、最終製品の品質規格を明確化することが


必要。 


・ 製品の安全性の確保が目的なのであれば、最終


製品の品質規格が守られていれば問題ないは


ずである。 


・ 海外では一般的に販売されている非加熱果汁


商品は日本では販売が認められておらず、搾り


たての国産果汁を販売するというビジネスチ


ャンスの道が閉ざされている。 


・ 非加熱ジュースの製造が可能になれば、国内産


の農産物の使用量が増大し、需要の拡大に資す


るとともに、生産地近辺に製造工場が建設され


る可能性も高く、当該地域全体の活性化にもつ


ながる。 


・ 本来、加熱により喪失してしまう果実本来の有


する機能が維持されたままジュース化して販


売できれば、農産物の機能性に着目した新たな


商品開発や、農商工連携による地産地消型ビジ


ネスが促進される。 


 


改革案 ・ 果汁の最終製品の品質規格について、加熱・非


加熱にこだわることなく、安全・衛生の確保に


必要な範囲に限定したうえで明確にし、わかり


やすく開示すべきである。あわせて、非加熱果


汁のボトリング・販売等について、どのように


衛生管理を行えば「総合衛生管理製造過程承認


制度」における承認をうけられるかを明確かつ


具体的に示すべきである。【平成 23 年中措置】
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑤】 


事項名 


 


農業用施設用地の大規模野菜生産施設等建設によ


る農地転用基準の見直し  


 


規制・制度の概要 


 


・ 大規模野菜生産施設の生産現場では衛生面の


管理が重要なため床をコンクリ－トにする必


要がある。 


・ 農地転用の運用上は、床をコンクリ－ト等の堅


固な永久構造にした場合は農地転用が必要と


している。 


＜根拠法令＞ 


・ 農地法第４条第２項 


・ 農地法第５条第２項 


・ 農地施行令第 10 条第１項第２号イ 


・ 農地法施行令第 18 条第１項第２号イ 


改革の方向性（当初案） ・ 参入の促進及び農地有効利用の推進をはかる


ため、農業生産法人が、農地を利用して大規模


な野菜生産施設を建設する場合は農業用施設


として認め、床をコンクリ－トで固めても転用


の必要はないものとすべきである。 


・ 併せて、農業生産法人が建設する大規模野菜生


産施設は、事務所等の附帯施設も含め農業生産


施設として取扱うと基準を明確化すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


－ 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【農地を利用する大規模な野菜生産施設又は床を


コンクリートで固めた大規模な野菜生産施設を農


業用施設として認めることについて】 


・ 同施設については、農地法施行令第 10 条第１


項第２号イ及び第 18 条第１項第２号イに規定


する農業用施設としての取扱いを明確化する


ために通知を発出する予定である。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【床をコンクリートで固めた大規模な野菜生産施


設について農地転用許可を必要としないことにつ


いて】 


・農地をコンクリートで固める行為は、農地を農


地以外のものとする行為であり、農地転用の許


可が必要である。 


・このため、農地をコンクリートで固めた大規模


な野菜生産施設の設置について農地転用許可を


不要とすることは困難である。 


 


【農業生産法人が建設する大規模野菜生産施設


は、事務所等の附帯施設も含め農業生産施設とし


て取扱うことについて】 


・農業用施設については、畜舎、温室等といった


農業生産に直接関わるものについて農業用施設


として認めているところであり、大規模野菜生


産施設は農業用施設としている。 


・なお、附帯する施設であるとしても事務所等に


ついては、農業生産に直接用いる施設ではない


ことから農業用施設として扱うことは困難。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 農地法において、「農地」とは「耕作の目的に


供される土地」と定義されているところである


が、農林水産省回答では、その土地上で農業が


行われているか否かより、土地がコンクリート


で固めているか否かをその判断基準とし、床を


コンクリートにした大規模野菜生産施設及び


事務所等の附帯施設の建設にあたっては農地


転用許可が必要としている。しかし、優良農地


確保の重要性を踏まえると、従来農地であった


土地で継続して農業を行っている場合は、農地


扱いを継続し、他用途への転用を防止すべきで


はないか。 


・ したがって、農地上に施設等が設置された場


合、当該施設等が農業の用に供されること、堅


牢な建築物（一般的な大規模野菜生産施設及び


それに附帯する事務所等施設は含まない）でな
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いこと、施設等を撤去すれば直ちに土壌を耕作


する農業ができること等を要件に、農地のまま


とみなす（農地転用は行わない）べきである。


具体例、経済効果等 ・ 地方公共団体の中には、市町村が積極的に、農


業の継続が困難な農家の農地を集積した土地


に、農業生産法人の経営する大規模野菜生産施


設の誘致協議を進めている場合もあるが、当該


施設の基準が明確でないため協議に時間を要


しているのが実態である。付加価値商品の生産


による農業のビジネス化や雇用の拡大による


地域の活性化のためには、取扱いの基準の明確


化が必要である。 


・ 仮に当該野菜生産施設の事業者が倒産した場


合であっても、農業生産が維持され、農地転用


をした場合と比べ、商業施設等が建設される可


能性が低下すると考えられる。 


 


改革案 ・ 他用途への転用を防いで農地を保全し農業振


興を図ることの重要性を鑑み、農地上に施設等


が設置・建設された場合、当該施設等が農業生


産の用に供するものであること、施設等を撤去


すれば直ちに土壌を耕作する農業ができるこ


と等を要件に、農地のままとみなす（農地転用


とは扱わない）べきである。【平成 23 年中措置】
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑥】 


事項名 


 


土地改良事業の効率化 


 


規制・制度の概要 


 


・ 農業生産基盤の向上のため、農林水産省の農業


農村整備事業として国等の補助事業により施


行された土地改良事業であるが、昭和 40 年代


に実施されたものについては設備の老朽化が


顕著である。 


・ これらを修繕改修するためには莫大な事業費


に加え受益者の更なる負担が発生する。 


＜根拠法令＞ 


・ 土地改良法第 12 条（設立費用の負担） 等 


改革の方向性（当初案） ・ 土地改良事業における受益者負担金について


は、就農者の高齢化による離農者の増加や、米


の自由市場化以降の価格の下落による農業所


得の減少などから滞納者が発生するなど農業


経営者にとって大きな負担となっている。 


・ 農業者戸別補償制度の目的にも掲げられてい


る農業経営の安定と国内生産力の確保を推進


するうえでは、これらの生産費にかかる部分へ


の配慮も必要と考えられることから、国による


受益者負担への減額措置等を検討すべきであ


る。 


・ 併せて、これらを管理している各土地改良事務


所についても組織の整理合理化を積極的に推


進し、各自治体業務として統合するなど人件費


及び事務経費の削減を図ることで受益者負担


の軽減を図るべきである。 


・ また、農業法人など民間企業による管理業務受


託など、民間ノウハウの導入を図り管理運営の


効率化への取り組みを進めるべきである。 


担


当


府


省


の


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 土地改良事業については、これにより生ずる利


益は、地域内の農家に帰着するものであること


から、基本的に受益者たる農家の一定の負担の


下に実施されることが必要である。また、負担


金の軽減対策として土地改良負担金総合償還
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対策事業を実施し、負担金の償還が困難な受益


者たる土地改良区等を対象に利子補給や貸付


け等の措置を講じており、また、５年間で 15％


のコスト縮減やストックマネジメントによる


ライフサイクルコストの削減に努めていると


ころである。 


・  なお、「土地改良事務所」については、その


意味するところが不明である。また、個々の土


地改良区等が管理業務を民間企業に請け負わ


せることについては何ら規制はない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


- 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


- 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 農業者戸別所得補償制度の目的にも掲げられ


ている農業経営の安定と国内生産力の確保を


推進するうえでは、設備費用等の一層の効率


化・合理化を行い、農業者の負担を軽減するこ


とが必要不可欠である。 


・ 新成長戦略においても「高度経済成長期に集中


投資した社会資本ストックが今後急速に老朽


化することを踏まえ、維持修繕、更新投資等の


戦略的な維持管理を進め、国民の安全・安心の


確保の観点からリスク管理を徹底することが


必要である。」とされている。 


・ したがって、土地改良組織について、更に人件


費及び事務所等の経費の削減を図るべきであ


る。 


・ 土地改良事業団体連合会による仕様や業者に


ついての制約が、事業遂行・維持管理の高コス


ト化を招いている。透明性・効率性の確保のた


め、土地改良事業団体連合会が土地改良事業遂


行へ関与することをやめるべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 土地改良事業における受益者負担金は、地域に


よって差はあるものの、10ha 経営する農家で


年間 60～80 万円程度（昭和 40～50 年代の基盤


整備分が残っている場合、さらに同額程度が上


乗せ）の地域もある。農業者の減少により、1


人あたりの負担額は増大しつつある。設備の老


朽化も踏まえ、今後はより効率的・効果的な整


備が必要不可欠である。 


・ 土地改良事業団連合会の関与が大きく、設計か


ら施工まで随意契約が多いなど透明性が確保


されず効率化が進められなかったが、その役割


が地方自治体に移管されれば、競争入札の活用


等透明性の確保された取り組みが進む。 


・ 各土地改良事務所は、現在のように集落毎に設


置する必要はなく、整理を進めるべき。 


 


改革案 ・ 土地改良区については、低コストかつ適切な事


業遂行・維持管理を可能とすべきである。 


【平成 23 年度中措置】 


・ 透明性・効率性の確保のため、土地改良事業団


体連合会が土地改良事業遂行へ関与すること


をやめるべきである。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑦】 


事項名 


 


有害鳥獣捕獲に係る基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 有害鳥獣を捕獲するには、狩猟免許所持者が


捕獲しなければならない。 


・ 農地では狩猟免許所持者でなければ捕獲で


きない。 


＜根拠法令＞ 


・ 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律 


・ 鳥獣の保護を図るための事業を実施するた


めの基本的な方針Ⅱ 第四 ３ ② １） 


改革の方向性（当初案） ・ アライグマ等外来種の捕獲に関しては、個人


等の農家が、捕獲計画書を提出すれば、狩猟


免許所持者の指導により捕獲することがで


きるようにすべきである。 


・ 併せて、農業者の安心感を得るため、小動物


のハクビシン、アナグマ等の随時捕獲も同様


の扱いとすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


 地方公共団体や農協等の団体においては、アラ


イグマ、ハクビシン、アナグマ等のわなによる有


害鳥獣捕獲については、構造改革特別区域法（平


成 14 年法律第 189 号）に基づき、特例番号 1303


（有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しない従事


者容認事業）として狩猟免許を有しない従事者を


容認する特区を創設している。 


 また、狩猟免許を有しない農林業者についても、


「鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第９


条に基づく鳥獣の捕獲等の許可の適正な運用等に


ついて」（平成 21 年３月 30 日野生生物課長通知）


に基づき、自らの事業地内に囲いわなを設置して


捕獲する許可を受けられることとしている。 


 なお、鳥獣保護法においては、不特定多数の者


が出入りできる農地であることをもって規制して


いる規定はない。＜いただいていた規制の概要に


事実誤認あり＞ 


・  
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


- 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


上記のとおり、措置済みである。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 農業経営者の経営努力が、自らの農業経営に


適切に反映されることが必要であり、鳥獣害


等の不確定要素により経営状況が左右され


ることは最大限回避する必要がある。 


・ そのためには、安全性及び鳥獣等の保護が適


切に配慮されることを前提に、鳥獣害の被害


を直接うける農業者が、わな猟等により自ら


を守ることを柔軟に認めるべきである。 


・ 狩猟免許がなくとも、「自らの事業地」にお


いては有害鳥獣が捕獲できることとされて


いるが、自治体によっては、所有農地に限り、


借地を認めない運用をしている場合がある


との指摘がある。現在の農業経営は、借地に


よる規模拡大が増加していることを踏まえ、


農林業者が狩猟免許がなくても狩猟期間内


に鳥獣等を捕獲できる「自らの事業地内」に


は、所有農地のみならず借地農地も含むこと


とすべきである。 


・ さらに、狩猟免許を有しないが一定の要件を


満たした者の行うわな等による有害鳥獣捕


獲について、特区にとどまらず容認の範囲を


広げ、全国規模で実施すべきである。 


具体例、経済効果等  ・外来生物以外の小動物（ハクビシン、アナグ


マ等）を捕獲する場合には狩猟免許の所持が


必要だが、特に果樹農家にとってはこれらの


動物による被害が後をたたないため、早急な


対応が必要。 


 ・現在は借地による規模拡大が増加しており、


狩猟期間内に狩猟免許なく有害鳥獣捕獲が認
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められる場所を所有地内のみに限定すると効


果は非常に限定的である。 


・現在（2010 年 12 月時点）14 件が「有害鳥獣


捕獲における狩猟免許を有しない従事者容認


事業」特区となっている。これだけ複数が申


請されていることは、本要望に対する需要の


高さを示していると言える。 


 ・農業者の経営の安定のみならず、地域の人々


の安心感につながる。 


改革案 ・ 農林業者が狩猟免許なくても狩猟期間内に捕


獲できる「自らの事業地内」には、所有農地・


林地のみならず、借地・業務受託した農地・


林地も含むこととすべきである。【平成 23 年


中措置】 


・ 狩猟免許を持たない個人等の農林業者でも、


捕獲計画書を提出し確認・認定をうければ、


狩猟免許所持者の指導により、鳥獣保護法に


おける有害鳥獣捕獲を行うことができるよう


にすべきである。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑧】 


事項名 


 


有害鳥獣捕獲に係る基準の緩和 


 


規制・制度の概要 


 


・ 鉄砲刀剣類所持等取締法の改正により、鉄砲


刀剣類等を所持するためには、精神診断書の


添付が義務づけられている。 


＜根拠法令＞ 


・ 鉄砲刀剣類所持等取締法 


改革の方向性（当初案） ・ 精神診断書の添付が煩雑、近くに精神の病院


が無い等により免許返納者が増加し、狩猟免


許第１種、第２種所持者及び銃所持者等の減


少により、鳥獣の追払い、捕獲駆除が困難な


状況である。 


・ したがって、鉄砲刀剣類等所持にかかる精神


診断書の添付の義務付けをやめるべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


 精神科医等の診断書については、長崎県佐世保


市で発生した散弾銃使用殺傷事件等の猟銃使用凶


悪事件の発生状況を踏まえ、猟銃等の所持許可に


係る精神障害者等についての欠格事由該当性の審


査を厳格に行うために、専門医の診断を必要とさ


れたものであり、改正は非常に困難である。 


 なお、猟銃所持者の数は、昭和 50 年代をピーク


に減少し続けており、必ずしも当該減少傾向と精


神科医等による診断書の添付義務との因果関係は


明らかでない。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 - 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


  本要望に対応した場合、猟銃所持の許可に際し


不適格者の的確な排除が徹底されず、最終的に、


許可銃使用に係る凶悪事件等の未然防止を図るこ


とができなくなるおそれがある。  


 なお、現在、精神科医だけでなく、上記内閣府


令に規定する医師による診断書も認めているほ
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か、警察署窓口において、申請者に対し複数の専


門医の所在を教示するなど、申請者の負担軽減を


図っている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 鉄砲刀剣類所持等取締法の改正により、鉄砲


刀剣類等所持にかかる精神診断書の添付が


義務付けられたことから、面倒である、近隣


に診断書が取得できる病院が無い等の事情


も、免許返納者が増加している一因であると


も考えられる。 


・ 狩猟免許第１種、第２種所持者及び銃所持者


が減少していることが、鳥獣の追払い、捕獲


駆除が困難な状況を招いている。 


・ 農業経営者の経営努力が、自らの農業経営に


適切に反映されることが必要であり、鳥獣害


等の不確定要素により経営状況が左右され


ることは最大限回避する必要がある。 


・ 一方で、許可銃使用に係る凶悪事件等の増加


は防がねばならない。 


・ したがって、銃砲刀剣類所持等取締法施行規


則第 10 条第１項第２号により認められる医


師（法第５条第１項第３号又は第４号に該当


するか否かの判断に必要な知識経験を有す


ると都道府県公安委員会が認める医師）の増


加に積極的に取り組むべきである。 


・ 現在は、片道２時間以上かけて診断書が取得


できる病院に行くケースもあるが、30 分程


度では病院に着けることが望ましい。 


・ 増加に向けた取り組みについては、目標値及


びその工程表を設定して積極的に取り組む


べきである。 


・ 一方で、（上記取組みを行ったとしても）銃


所持者の高齢化及び減少を根本的に食い止


めるのは難しいと考えられるため、趣味とし


て狩猟を行うことを主目的とした現行の銃


所有者に、害獣の駆除等を頼るのは限界があ


る。 
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・ したがって、中期的には、業として害獣駆除


を行う者を育成する制度（国の認定資格を設


け、地域をこえて活動できるようにする等）


を整備すべきである。 


 


具体例、経済効果等 ・ 有害鳥獣捕獲を目的とする鉄砲刀剣類等所


持について、必要な者が適切に所持できるよ


うになれば、捕獲檻での安全な止めさしが可


能となり、山間地域での安心な暮らしが確保


できる。 


 


改革案 ・ 都道府県公安委員会が認める医師及び専門


医の点在状況を調査し、現状把握をすべきで


ある。 


併せて、調査結果をもとに、許可申請者の負


担のさらなる軽減のため、医師数目標値の設


定及び工程表の策定を行い、それを確実に実


行すべきである。【平成 23 年中調査、目標・


工程表策定、以降確実に実施】 


・ 中期的には、業として害獣駆除を行う者を育


成する制度（国の認定資格を設け、地域をこ


えて活動できるようにする等）を整備すべき


である。【平成 23 年度検討開始、できる限り


早期に措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑨】 


事項名 


 


ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレンネットの


輸入禁止の解除 


 


規制・制度の概要 


 


・ チーズの品質（風味や味）は「原料乳」「乳酸


菌」「レンネット(仔牛の第４胃から抽出する凝


乳酵素)」で決まるが、ＢＳＥ問題発生以降、


ＢＳＥ発生国からの牛由来レンネットの輸入


は禁止されている。 


・ 2001 年２月 15 日には、食品衛生法に基づく法


的措置を行い、牛肉、牛臓器及びこれらを原材


料とする食肉製品について、ＥＵ諸国等(*)か


らの輸入禁止措置がとられた。羊、ヤギ由来の


レンネットについても、輸入ができない状況に


ある。 


*)ＥＵ諸国 


ベルギー、ドイツ、フランス、イタリア、ルクセ


ンブルグ、オランダ、デンマーク、アイルランド、


英国、ギリシャ、スペイン、ポルトガル、フィン


ランド、オーストリア、スウェーデン 


 


＜根拠法令＞ 


・ 食品衛生法第９条（特定疾病にかかった獣畜の


肉等の販売等を禁止） 


・ 食品衛生法施行規則の一部を改正する省令（平


成 13 年厚生労働省令第 13 号）において、特定


疾病に「伝達性海綿状脳症」を追加。 


・ 「狂牛病発生国等から輸入される牛肉等の取


扱いについて（平成 13 年２月５日付け食監発


第 18 号）」 


・ 「BSE 発生国等から輸入されるめん羊・山羊の


肉等の取扱いについて（平成 16 年２月 27 日付


け食安監発第 0227003 号監視安全課長通知）」


・ 「BSE 発生国等及び米国から輸入される牛肉等


の取扱いについて（平成 16 年１月 19 日付け事


務連絡）」 
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改革の方向性（当初案） ・ ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレンネット


の輸入禁止を解除すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来の既存添加物


であるレンネットを輸入を再開するためには、


食品安全委員会の評価が必要であると考えて


おり、輸出を希望する国等から評価依頼するた


めに必要な資料の提供があれば、食品安全委員


会の評価を踏まえ、輸入の可否について検討す


る。なお、現時点において、ＥＵ諸国から要望


は受けていない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 輸出を希望する国等から要望及び資料提供が


あれば、「上記規制改革の方向性への考え方」


で示しているとおり、食品安全委員会の評価を


踏まえ、輸入の可否について検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


- 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ＢＳＥを理由にＥＵ諸国からのレンネット輸


入は禁止されている 


・ しかし、ＥＵ内においてレンネットを使用して


製造したチーズ製品は輸入されており、輸入を


禁止する意義が乏しく、現状を踏まえた対応が


必要。 


・ ＢＳＥ発生国である米国産は輸入が行われて


いる実態もある。 


・ ＥＵ諸国の牛・羊・ヤギ由来のレンネットが利


用できるようになれば、チーズメーカーや加工


を行う酪農家が、自らの理想に適う、より多様


な製品を製造できるようになり、商品のブラン


ド力の強化、６次産業化が促進され、当該地域


の活性化につながる。 


・ 厚生労働省は「現時点において、ＥＵ諸国から


要望は受けていない」とのことであるが、現に
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国内からの要望があることを踏まえ、ＥＵ諸国


からのレンネットについても、輸入再開を認め


るべきである。 


 


具体例、経済効果等 ・ 2000 年代初頭のＥＵ諸国におけるＢＳＥ発生


以降は、現在までほとんど発生しておらず、ま


た、輸入されたチーズ製品を食べてクロツフェ


ルトヤコブ病になった事例もない。 


 


改革案 ・ ＥＵ諸国からの牛、羊、ヤギ由来のレンネット


の輸入禁止を解除すべきである。【平成 23 年中


措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑩】 


事項名 


 


農地基本台帳整備の促進 


規制・制度の概要 


 


・ 農業委員会交付金事業実施要領に基づき、「農


業委員会が法令事務を処理するに当たり必要


な資料」として、全農業委員会において農地基


本台帳を整備することとされている。 


 


＜根拠法令＞ 


【農林水産省】 


・ 農業委員会等に関する法律第２条、第６条第１


項 


・ 農業委員会等に関する法律施行令第１条 


・ 農業委員会等に関する法律施行規則第１条 


・ 農業委員会交付金事業実施要領 


 


【総務省】 


・地方税法第 22 条 


 


【消費者庁コメント（個人情報の保護に関する法


律について）】 


・個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報


保護法」又は「法」という。）は、一定の民間の


事業者に対して、個人情報を取扱うに当たって


の義務を課している法律であり、農業委員会に


対する固定資産税データの提供等のための規定


の整備等の問題は、法の範囲外の問題である。


 


改革の方向性（当初案） ・ 農地基本台帳の作成に当たり、管理項目とされ


ている農地所在地、農地地番、農地地目、所有


者氏名の情報が必要であるところ、正確な情報


を得るためには固定資産税データが必要不可


欠と考えられる。 


・ したがって、法令上における固定資産税データ


の提供を受けられる規定の整備、農地基本台帳


の法定化（所有者の登記の義務化）、地籍調査
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の促進及びその調査結果と登記簿データとの


統合化等、短期及び中長期の対策を講じるべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省】 


・農地基本台帳を法制化することについては、法


制化により、農地基本台帳にどのような法的効


果を持たせるのか、例えば、固定資産税データ


との統合が可能であるのか、登記簿データとの


統合が可能であるのか等について、それぞれの


制度所管省庁の判断が必要であり、当省でお答


えすることは困難。 


・なお、相続等により農地の権利を取得した場合


に農地の権利者を把握するため、昨年の農地法


改正により、相続人による農業委員会への届出


を義務化したところ。 


 


【総務省】 


・所有者の同意を得れば、固定資産課税台帳に登


録されている所有者の氏名及び所在に関する情


報を提供することは可能であり、現実的な対応


としては、地方公共団体から要請があり、資産


所在の市町村長が行政上必要なものと認めた場


合には、所有者の意向を確認することにより対


応可能である。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 納税義務者の確認には地方税法第 22 条により


情報の提供が禁止されており、情報を知りうる


ためには、法的根拠が必要とされているとこ
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ろ。 


・ 一方、農地基本台帳は、「農業委員会交付金事


業実施要領」に基づき、「農業委員会が法令事


務を処理するに当たり必要な資料」として、全


農業委員会において整備することとされてお


り、当該要領では、記載事項、台帳整備準備委


員会の開催、調査推進協力員の委嘱等が規定さ


れているが、農地基本台帳自体の法令上の位置


付けが不明朗のままである。 


・ また、地籍、固定資産台帳など既存の法定台帳


に加え、農地基本台帳を法定台帳化すること


は、地籍台帳等を補完し、国土保全に資するも


のである。 


・ さらに、所有者の同意を得れば、固定資産課税


台帳に登録されている所有者の氏名及び所在


に関する情報を提供することは可能であるが、


不明地主からの同意を得ることは手続きコス


ト等を勘案すれば、現実的ではない。 


・ したがって、法令上における固定資産税データ


の提供を受けられる規定の整備、農地基本台帳


の法定化（所有者の登記の義務化）、地籍調査


の促進及びその調査結果と登記簿データとの


統合化等、短期及び中長期の対策を講じるべき


である。 


 


具体例、経済効果等 ・ 納税義務者の確認には地方税法 22 条により情


報の提供が禁止されているため、固定資産税デ


ータの提供を受けるためには、農地基本台帳の


法的位置付けを明確化するとともに、データ提


供を受けられる規定の整備が必要である。 


・ 現在の農地基本台帳は不正確な部分が多いこ


とから、農地の適切な管理に十分役立っている


とは言い難い。農地基本台帳の精度を適切かつ


合理的に向上させるため、市町村が有する固定


資産税データを利用したいという地方公共団


体からの要望に応えるべきである。 
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改革案 ・ 法令上における固定資産税データの提供を受


けられる規定の整備、農地基本台帳の法定化


（所有者の登記の義務化）、地籍調査の促進及


びその調査結果と登記簿データとの統合化等、


短期及び中長期の対策を講じるべきである。


【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑪】 


事項名 


 


主体が制限されている農地流動化事業（農地信託


事業実施主体、農地保有合理化法人、農地利用集


積円滑化団体）等の民間開放 


 


規制・制度の概要 


 


・ 以下の事業はそれぞれ主体が限定されている。


（１）農地信託事業 


農協、農地保有合理化法人に限定されており、


農業生産法人や民間企業が実施主体になれな


い。 


＜根拠法令＞ 


・農地法第３条第１項第 14 号、第３条第 2項第


３号 


 


（２）農地保有合理化法人 


農業公社（都道府県・市町村）、農協（総合農


協に限る）、市町村に限定されており、農業生産


法人や民間企業が実施主体になれない。 


＜根拠法令＞ 


・農業経営基盤強化促進法第４条第２項 


・同法施行規則第１条 


 


（３）農地利用集積円滑化団体 


市町村、公社、農業協同組合等の非営利団体


に限定されており、農業生産法人や民間企業が実


施主体になれない。 


＜根拠法令＞ 


・農業経営基盤強化促進法第４条第３項 


・同法施行規則第１条の２、３ 


 


＜根拠法令＞ 


- 


改革の方向性（当初案） ・ 担い手への農地集積がなかなか進まず、また、


経営農地が分散している現状は、農地の効率的


な利用が図られているとは言い難い。多くの優


良農地の流動化が危惧される現在、これまでの
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受動的な対応ではなく、積極的・戦略的な農地


の流動化・集約化を図るため、機動性、専門性


のある新たな主体による農地集積が急務であ


る。 


・ したがって、①農地信託事業、②農地保有合理


化法人、③農地利用集積円滑化団体について、


農業生産法人や民間企業もその主体となれる


ようにすべきである 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


農地法上、不耕作目的の農地の所有は、原則とし


て認められていないところであるが、農地等の有


効利用を促進するため、例外的に上記主体に限定


して農地の中間保有を認めているところである。


なお、昨年の農地法等の改正により創設された上


記(３)の農地利用集積円滑化団体が、自ら農地の


権利取得をしない農地所有者代理事業のみを行う


場合については、市町村、農業協同組合又は市町


村公社に加え、非営利法人や営利を目的としない


法人格を有しない団体も事業実施主体となること


が可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


- 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


- 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 農業者の高齢化等により、多くの優良農地の存


続が危惧されているため、農地の流動化が一層


促進される必要がある。 


・ 集約した農地を確保し経営改善・規模拡大を目


指すなど、積極的・戦略的な農地の流動化・集


約化のニーズがでてきている。これらのニーズ


に応えられれば、農業の成長産業化に資すると


ともに、耕作放棄地の減少及び優良農地の確保


につながる。 


・ しかしながら、これまで耕作放棄されそうな農
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地を流動化させる受動的な対応を中心に行っ


てきた現在の農地流動化の担い手では、必ずし


も上記ニーズを十分に満たせるとは言いがた


い。 


・ 新たな農業の担い手が育つよう新規参入を促


進しているが、当該新規参入者と競合関係にな


りうる既存の農業者の組織した団体にとって


は、農地流動化に取組むインセンティブが働か


ないことも考えられる。農協や非営利団体は流


動化に関する事業の主体となりえるが、公平


性・中立性・透明性が非営利団体であることに


より担保されているわけではなく、これらの団


体のみに認められているのは不合理である。民


間企業とのイコールフッティングが図られる


べきである。 


・ 農協はこれまで組合離脱の傾向にあった大規


模専業農家や農業生産法人対応の強化だけで


はなく、高齢化・後継者不足対策の一環として


農業生産法人の出資・設立を推進している。こ


れにより、農地集積事業を行う農協が自ら設立


した農業生産法人に農地を集積することが可


能となり、実際にそれが行われている現況があ


る。この観点から見ても、農地集積事業につい


て農協を利害関係がないとの理由で事業主体


として認めながら、農業生産法人を利害関係が


あるとの理由により除外する論理的合理性は


ない。 


・ 民間企業等による所有者代理業務・農地仲介業


務について規制があるわけではなく、従来はこ


のような業務を行う者もいたが、農協等に農地


流動化の担い手としての役割が特定され、２万


円／10ａの交付金が支給された結果、このよう


な業務を行う者の活動が阻害された。同制度の


導入後、相対契約による契約件数が激減するな


どようやく進み始めていた農地所有者と農地


の集積を希望する耕作者との自由な農地賃貸
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借契約の進展が減少したとの指摘もあり、集約


化にむしろマイナスに働いた面がある。 


・ また、農地利用集積円滑化事業においては、当


初「地域農業の担い手への農用地の利用集積を


効率的に図るため、担い手と農地利用集積円滑


化団体とが、農地の利用権の設定において一元


的に協議・調整するための仕組みとして導入」


されたため、原則として、一定の地域に一事業


実施主体を位置付けることから、「営利を目的


とする民間企業等」はなじまないとされてい


る。しかし、現在では地域に複数の主体が存す


る場合も多く、集積化を急ぐべき現状の下で


は、一地域一主体を前提とした当初の要件を維


持すべき理由はない。 


・ したがって、民間企業のノウハウを活用し、機


動性、専門性のある新たな農地流動化の担い手


を認め、農地集積の加速、耕作放棄地の減少を


図ることが急務である。①農地信託事業、②農


地保有合理化法人、③農地利用集積円滑化団体


について、事業の適切な遂行が期待できる団体


（必要な知識を有し地域に根付いた農業生産


法人・民間企業等）であれば、その主体となれ


るようにすべきである。（ただし、農地法によ


り農地の所有が制限されている民間企業等に


対しては、農地の所有機能を除く。） 


・ そもそも、特に農業協同組合法第８条の「非営


利」に関する規定は、組合組織（役員、職員）


が組合員に対して非営利であること、つまり組


合員に対する利益還元と奉仕を行うべきとの


主旨であり、対外的な非営利性、公益性、中立


性を定めたものではないことに留意が必要で


ある。農協組織は、あくまでも組合員の農業経


営という営利活動を補完する営利活動を行う


組織であり、対外的には民間企業等と健全な競


合関係にあるべき営利活動組織だということ


を再認識することが必要である。 
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・ 営利活動を行い、農地集積に利害関係を有する


農協に一定の機能を持たせることができるの


であれば、農業生産法人など民間企業に同様の


機能を持たせることは、何ら支障がないはずで


ある。 


・ 地域の活性化という視点から見れば、農協、農


業生産法人、非組合専業農家、民間企業が、そ


れぞれの機能を生かしながら連携し、農地の有


効利用を実現することが望ましい。 


・ したがって、農地流動化事業以外の制度につい


ても、「非営利性」を根拠に農協および連合会


にのみに一定の機能を持たせる、あるいは委託


できるという合理性のない制度設計を見直し


すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ これまでは、農地所有の放棄を望む者が出てき


た場合など、農地の権利移転が必要になって初


めて、既存組織が買い手を探す場合が一般的。


このため、相続等により、不在地主が細分化され


た農地を所有するという状況も少なくない。これで


は、戦略的に農地集積をしたいと考える農業者の


ニーズを満たせていない。 


・ ある程度の規模（野菜で２～５ha、米で10～15ha）


がないと経営を成り立たせるのは難しい。規模の


最適化のために、集積化を進める必要がある。 


・ 農業生産法人は地域に根差し、当該地域に精通


しているため、効率的な農地集積が行われる可


能性が高い。また、農地の面的集積の実現に向


けては、農地の所有者に対し、面的集積による農


業経営の将来像やメリットなどを提示する必要が


あり、そのプレゼンテーション能力、交渉力、実行


力は、民間企業のノウハウを十分生かすことも必


要である。 


・ 農協出資の農業生産法人が増加している現状で


は、農協と当該農業生産法人の境界が必ずしも


明確でなく、農協が可能で民間企業や農業生産


法人が不可能だとする合理的な根拠を失ってい
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る。 


・ 農地の集積をする不動産の知識を持った組織


や個人を認可または許可する制度を創設する


ことで、それらの者に一定の社会的プレゼンス


を与えることができ、認可/許可された民間企


業が農地を扱うことに対する抵抗感の低減が


期待される。 


 


改革案 ・ 農地信託事業、農地保有合理化法人、農地利用


集積円滑化団体について、事業の適切な遂行が


期待できる団体（必要な知識を有し地域に根付


いた農業生産法人・民間企業等）であれば、そ


の主体となれるようにすべきである。（ただし、


農地法により農地の所有が制限されている民


間企業等に対しては、農地の所有機能を除く。）


【平成 23 年度中措置】 


・ 農地流動化事業以外の制度についても、「非営


利性」を根拠に農協および連合会にのみに一定


の機能を持たせる、あるいは委託できるという


合理性のない制度設計※を見直しすべきであ


る。【平成 23 年度中措置】 


 


※たとえば、以下が該当。 


・青年等の就農促進のための資金の貸付け等に


関する特別措置法 第 2 条第 2 項第 1 号に規定


される資金（農業の技術又は経営方法を実地に


習得するための研修その他の就農の準備に必


要な資金で政令で定めるもの）の貸付業務（同


法第 11 条）。 


・農業協同組合が推薦した理事または組合員が


就任する、農業委員会の「選任による委員」（農


業委員会等に関する法律第 12 条）。 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑫】 


事項名 


 


不適正利用農地の改善（特定利用権制度の実効性


確保） 


規制・制度の概要 


 


・ 農地法第 37 条に規定される特定利用権制度


は、①農業委員会から遊休農地所有者への通知


がなされないと手続きがスタートしないこと、


②現在の利用権の設定等の協議対象者構成（農


地保有合理化法人、農地利用集積円滑化団体、


特定農業法人）では、積極的な移転が図られな


いこと、③ペナルティがないこと、などにより


有効に機能していないとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 農地法第 30～44 条 


改革の方向性（当初案） ・ 優良農地の確保と有効利用等の国土資源の合


理的利用を促進するため、本制度の実効性確保


に向けた見直しを行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


措置済。 


昨年の改正により、これまで市町村の判断に基づ


き行っていた遊休農地対策を改め、市街化区域を


含めた全ての遊休農地に対象を拡大するととも


に、遊休農地の所有者等に対する指導、通知、勧


告といった手続を農業委員会が一貫して実施し、


所有者が確知できない遊休農地についても知事の


裁定ができるよう措置したところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 優良農地の確保と有効利用等の国土資源の合


理的利用の促進のためには、特定利用権制度の


実効性の向上が不可欠である。 


・ 特定利用権制度の実効性確保に向けた手続き
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等の見直し（一定の要件に基づき、①行政（市


町村や都道府県）が自発的に協議を開始し、引


き受け手に強制的に耕作権を移す、②協議対象


者は地域の農業の担い手たる専業農家を中心


にする、③適正に農地を利用しなかった者に対


し農地ならではの優遇措置（インフラ・税金等


に係る費用の軽減）の廃止等を行い不適正利用


農地の低減を図ることが必要である。 


・ 農業者の高齢化の進展等により、耕作放棄への


動きに加速がついている実態を踏まえると、直


ちに実態把握を行った上で早急に制度を見直


すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 農業委員会の意欲と能力には地域により差があ


ること、地域の農業者が中心となっている農業委


員会がかかる強制的措置の引き金を引くのは事


実上難しいことから、手続きのスタートを農業委員


会に任せるのではなく、行政が積極的に関与す


べきである。 


・ 実際に地域において、農業の中核を担っている者


を協議対象者に含めることで、当該地域に最も有


効な農地集積が進む蓋然性が高まる。 


・ 農地を適切に管理していないことに対するマイナ


スがあれば、適切に管理できない者は自発的に


農地を貸し出すと考えられ、農地の流動化促進に


一層寄与する。 


 


改革案 ・ 不適正利用農地の低減を図るため、以下のよう


な観点から、特定利用権制度の実効性確保に向


けた手続き等を見直すべきである。 


※一定の要件に基づき、 


①行政（市町村や都道府県）が自発的に協議


を開始し、引き受け手に強制的に耕作権を


移す 


②協議対象者は地域の農業の担い手たる専


業農家を中心にする 


③適正に農地を利用しなかった者に対し農
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地ならではの優遇措置（インフラ・税金等


に係る費用の軽減）の廃止 等 


【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑬】 


事項名 


 


市民農園開設に係る基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 市民農園を開設したくても、農地を所有する個


人等では、市町村と農家とが貸付協定を結び、


なおかつ農業委員会の承認が必要となるため、


事実上貸付が困難な場合が多い。 


 


＜根拠法令＞ 


・ 特定農地貸付法第３条第１項及び第３項 


・ 市民農園整備促進法第７条第１項及び第３項 


 


改革の方向性（当初案） ・ 市民農園の貸付けについては農業委員会を介


在しないで市町村レベルで開設できるように


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・市民農園の開設に当たっては、本来ならば個々


の区画ごとに農地の権利移動に係る農業委員会


の許可（農地法第３条）が必要であるが、手続


の簡素化の観点から、農業委員会がいわば包括


的に農地の権利移動に係る判断を行うこととし


ているものであり、本制度について農業委員会


が介在しないようにする見直しを行うことは困


難である。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 山間地域では、形状が悪く小規模な農地が多


く、コストの大幅な低減ができない場合が多


いことから、大規模・低コストの農業経営は


困難。その結果、中山間地域では、現在、担
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い手等の借り手もなく耕作放棄されている農


地が散見され、その解消が急務となっている。


市民農園は農地の有効利用の一手法となり得


ることから、適切に管理される限り、容易に


開設できることが必要。 


・ 農地利用の適切性の判断は事後チェックを厳


格に行えば問題ない。 


・ 市民農園の開設状況を把握するのであれば、


開設時の「承認」ではなく「届出」で足りる。


・ したがって、不適切利用された場合に市町村


が適切な措置をとることを条件に、農業委員


会への届出により市民農園の開設が認められ


るべきである。 


・ また、市民農園の開設認定に当たっては、営


利を目的としない農作物の栽培に供すること


が要件となっており、自家消費分に限定され


ているため、余剰分を直販所等へ出荷できず、


面積を一定規模以上に広げるのは難しい。 


・ 自家消費を除いた余剰分の出荷が可能になれ


ば、農業の六次産業化の促進等による地域の


活性化や、国民の農業意識の向上につながる


ことが期待されるため、営利を目的としない


要件を削除すべきである。 


 


具体例、経済効果等 ・ 地元の農業委員会の方針に左右される場合が


多く、予見可能性が低い。 


・ 市民農園は、その定義において「相当数の者


を対象として定型的な条件で行われるもの」


（特定農地貸付法第２条第２項第１号）とさ


れるが、農家（特に農地を貸したい高齢者）


が主体的に公募を行うことが困難であり、市


町村がより主導性を発揮できれば、市民農園


化が促進される。 


・ 市民農園開設により、様々な人が訪れること


で、当該地域の活性化にも資する。 
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改革案 ・ 不適切利用された場合に市町村が適切な措置


をとることを条件に、農業委員会への届出（許


可は不要）により、市民農園の開設が認めら


れるべきである。【平成 23 年度中措置】 


・ 市民農園開設に関し、営利を目的としない要


件を削除すべきである。【平成 23 年度中措置】
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑭】 


事項名 


 


農協の信用・共済事業部門からの農業関係事業部


門の自立等による農業経営支援機能の強化 


規制・制度の概要 


 


・ 農協は、農業資材の購入、農産物の販売等の農


業関係事業ではなく、金融（信用）事業、保険


（共済）事業も行っている。 


・ 農業関係事業部門の赤字を信用・共済事業部門


が補てんしている。 


・ 高い経営力を有する有能な職員や外部招へい


の専門家に経営を委ねることが難しい仕組み


となっている。 


＜根拠法令＞農業協同組合法 


・  


改革の方向性（当初案） ・ 主業農家を対象とした農協本来の機能を発揮


させ、農業の構造改革を進展させるため、農協


から信用・共済事業を分離すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


○ 農業には、他産業と比較した場合の相対的収


益性の低さ、自然災害リスク、資金需要の季節性・


零細性等の特徴が存在し、また、農山村地域は、


購買店舗や金融機関をはじめ各種サービス機関が


十分立地しているとは言えない状況にある。 


 このようにサービスの受けにくい立場にある農


業者をはじめとする組合員に対して、そのニーズ


に即したきめ細かなサービスを提供するには、協


同組織形態での総合的な事業の実施と長期に渡る


継続的な取引関係を通じて、事業管理コストの低


減と経営資源の効率的な利用を行うことが必要で


ある。 


  


○ 利用者である組合員にとっても、経済事業、


信用事業、共済事業も含めた日常的かつ総合的な


取引の結果として、 


① 迅速かつ的確な審査で資金の融通が受けられ


るとともに、販売、購買と併せて自らの営農に必


要なニーズを一元的に充足できる 
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② 的確な営農指導を受けることが可能となって


いる 


などのメリットが存在している。 


 


○ 仮に、農協の信用・共済事業を分離すれば、


① このような総合サービスの一元的な提供がで


きなくなり、組合員の利便性が著しく低下する 


② 事業管理コストの増加や経営の効率性の低下


等により、組合員の負担増や農業収益の悪化につ


ながるなど、農家の収益性低下や負担増等による


経営圧迫につながるものであり、不適切である。


 


○ また、農協の事業は、組合員が自らのニーズ


に基づいて選択するものであり、地域の主業農家


が集まり、自らのニーズに応じて特定の事業に特


化する農協を設立することは、現在の制度下にお


いても実施可能である。 


 


○ なお、民主党政策集ＩＮＤＥＸ2009 には、「農


協、漁協、土地改良区、森林組合等の活動に関し


ては、組合員の利便性等の観点から、事業の総合


的・一体的運営を確保する」と記述されている。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


 信共分離の実施は、 


① 農協による総合サービスの一元的な提供がで


きなくなり、農家組合員の利便性が著しく低下す


る 


② 事業管理コストの増加や経営の効率性の低下


等により、農家組合員の負担増や農業収益の悪化


につながるなど、農家の収益性低下や負担増等に


よる経営圧迫につながる。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


【農協による農業者の経営を支援する機能の再生


強化の視点】 


・ 大半の農協において信用事業部門・共済事業部


門から農業関係事業部門への補てんが常態化


しており、その結果、「農業関係事業部門の赤


字」が「常識」化し、農業関係事業部門の自立


や強化に向けての取り組みの意欲の低下を招


いている。 


・ 利益構造上、信用・共済事業に経営の重点が置


かれることとなっている。その常態化が、組合


員の所得低迷による離農者数の増加など本質


的な問題と責任の所在を曖昧にし、組合の原点


である農業経営支援機能の縮小など、支援意欲


の希薄化や、農業関係事業部門の再生・強化に


向けた努力の低下につながっている。 


・ 信用・共済事業からの補てんに依存しないよ


う、リスクテイクを前提とした買い取り直販や


直売事業、コスト削減、企業との連携など農業


経営支援機能の強化への取り組みと組織改革


を積極的に行い始めている農協もある。このよ


うに、農協は、組合の原点である共同購入・共


同販売による、組合員の営農コストの低減と収


益力の向上を図るための農協の販路開拓力、経


営指導力の向上とコスト削減努力を優先すべ


きである。 


・ したがって、農協自らが中長期の農業支援機能


の再生・強化計画を立て、信用・共済事業から


農業関係事業への補てんを計画的に縮減し、将


来的には農業関係事業部門の自立をめざすべ


きである。 


・ なお、農業関係事業部門が自立できるまでの期


間、信用・共済事業部門から資金的支援を行う、


あるいは、農業関係事業部門の増資を行うなど


の方法により農業関係事業部門の経営基盤を


支持することは可能である。また、自立をした


うえでの資金移動は、組合員に対する経営状況
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の公開性をより高め、経営に対する監視・参画


意識の向上にもつながるものと思われる。 


・ 信用・共済事業部門と農業関係事業部門の組織


間連携の強化により、従前どおりの組合員への


サービスを質的に維持することは可能であり、


また、組合として当然の責務である。また、組


合員は、信用・共済事業部門及び農業関係事業


部門の出資者であることに変わりはなく、それ


ぞれの部門からの利益還元と奉仕を享受でき


るため、組合員の立場からすれば何ら現状と変


わるところはなく、不利益は被らないはずであ


る。 


・ なお、経営基盤の支持のために農業関係事業部


門の増資を行う場合、想定されるのは、信用・


共済事業部門から農業関係事業部門への組合


員資産の移動による資本強化である。この資産


移動の信用・共済事業部門への影響は決して小


さくはないため、慎重な検討と留意が必要であ


る。 


【金融からの視点】 


・ 一般の金融機関に他業禁止という制約がある


中で、農協のみに信用事業を認めることはイコ


ールフッティングの観点から適切ではない（農


協の設立当時は確かに農協が信用事業を実施


する必要性があったことまで否定するもので


はない）。 


・ 信用事業と農業関係事業等を一体で行うこと


は、圧力販売など不公正な取引を誘発するもの


で、指導や取締りでそれを防ごうとしても限界


がある。 


・ 農業関係事業の赤字を信用・共済事業で補填し


ていることは、農協の信用事業又は共済事業の


みを利用している准組合員も多く存在するこ


とを踏まえると、預金者などの利用者保護の観


点から適切でない。 


・ 農林水産省は「総合サービスの一元的な提供が
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できなくなり、組合員の利便性が著しく低下す


る」との見解であるが、農業関係事業部門が自


立しても従来と同じような金融サービス提供


を継続できる制度設計は可能であり、農業者に


とっては、むしろ金融機関の選択肢の幅が増え


る可能性もある。また、現に、農業生産法人は、


農協の農業関係事業等の機能を果たしている


が、金融サービスとの一元化がなくても、参加


農家の所得は向上しており、不便さも感じてい


ない。 


【有能な人材の確保】 


・ 現在の農協の経営には、高い経営力を有した有


能な人材を経営者として据えることが不可欠


となっている。しかし、経営力を有する農協職


員や外部から招へいした専門家を組合長に選


ぶことは制度上可能であるものの、まず理事に


選任され、さらに理事の互選で選ばれることが


必要であり、現実には困難を伴う仕組みとはな


っている。 


・ ひっ迫した組合員の経営状況を好転させるべ


く、硬直化した組織と農業関係事業の抜本的な


改革を主体的・自立的に進め、着実に成果を収


めつつある農協がある一方で、現状維持と組織


保護が自己目的化した硬直化した農協も見受


けられるなど、農協間、農協と連合会との間の


意識や経営方針のかい離が拡大している。 


・ 改革が進む農協においては、優れた経営力と改


革意欲に満ちた人材がリーダーシップを発揮


している。そのことからも、各農協の主体的な


改革を推進し、より効率的な経営が行えるよ


う、理事会をチェック機関と位置付け、経営に


ついては理事会の承認のもと農協職員・専門家


など出来うる限り広い範囲から優れた人材を


登用し、経営を委ねることが可能な仕組みを導


入すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 信用・共済事業部門に依存しない農業関係事業


部門の自立・再生・強化への組合員の主体的取


り組みが促進される。 


・ 個々の組合員の経営力強化という本来の目的


のための組織への転換、あるいは新たな組合の


設立など、組合員が組合を選ぶ、あるいはつく


るといった主体的な取り組みの促進とそのた


めの選択肢の拡大が図られる。 


・ 金融機関とのイコールフッティングが図られ


ることにより、農業者にとって金融機関の選択


肢が増加することが期待できる。 


 


改革案 ・ 農業の成長産業化の促進において、重要な役割


を果たすべき農協は、その原点である農業経営


支援機能の再生・強化のため、計画的に農業関


係事業部門の自立への取組みを進めるべきで


ある。 


すなわち、農協の支援機能の強化及び個々の組


合員の収益力の強化とともに、信用・共済事業


部門から農業関係事業部門への補てん額の段


階的な縮減を図るべきである。 


かかる取り組みについての中長期計画の策定


を推進し、その計画に沿った取り組みを早急に


開始すべきである。【平成 23 年度計画策定、以


降計画に沿って措置】 


・ 農協の経営力強化のため、職員や専門家など幅


広い範囲から優れた経営スキルを有する人材


を登用し経営を委ねられることができるよう、


執行機関と組合員代表機関の機能・役割の分化


など農業協同組合法に基づく農協経営の制度


設計の抜本的見直しを行うべきである。【平成


23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑮】 


事項名 


 


契約野菜安定供給事業の対象農家の範囲拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 契約野菜安定供給事業では、生産者と実需者の


直接契約もその対象になっているにも関わら


ず、実際は、系統にほぼ限られている状態で、


系統外の契約栽培農業組織は使えない場合が


ある。 


・ 契約野菜安定供給事業では、農林水産大臣・都


道府県知事が、対象となる産地を指定する。 


＜根拠法令＞ 


野菜生産出荷安定法 


改革の方向性（当初案） ・ 現在の野菜安定化基金は、国と県と農業団体


が基金を積み立てて運用しているので、新し


い団体や新しい組織や農家が入ることは、そ


の積み立てた基金の価値が薄まることが懸念


されているとの指摘がある。このためか、系


統団体を通じて出荷しない生産者において


は、安定化基金の活用ができないケースがあ


り、都道府県によってセーフティネットの在


り方に差が生じているので、系統団体を通じ


て出荷しない生産者であっても安定化基金を


活用できるよう、改善を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・「新しい団体や新しい組織や農家が入ることは、


その積み立てた基金の価値が薄まることが懸念さ


れている」との指摘があるとのことであるが、本


制度は、支援の対象となる要件に合致すれば、ど


のような野菜生産者でも活用可能であるため、指


摘は当てはまらないと考えている。 


・ご指摘の「系統団体を通じて出荷しない生産者


においては、安定化基金の活用ができないケース


があり、都道府県によってセーフティネットの在


り方に差が生じている」との事例については、詳


細な事実関係が不明であるが、現在でも、系統団


体を通じて出荷しない場合であっても、一定規模


の面積を有する生産者については、本制度による
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支援対象としているところである。このため、当


省としては、野菜生産出荷安定法の制度上の問題


に起因するものとは考えていない。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・今臨時国会で成立予定の６次産業化法案におい


ては、野菜生産出荷安定法の特例として、指定産


地内外を問わず、リレー出荷による周年供給に取


り組む生産者が契約取引を行う場合についても事


業対象としているところ。 


・また、平成２３年度予算要求において、より多


くの生産者が参加できるよう、対象となる生産者


の面積要件の緩和に向けて関係府省と調整中。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 契約野菜安定供給事業（契約指定野菜安定供


給事業及び契約特定野菜等安定供給促進事


業）は、制度上では一定の要件を満たした農


業者も対象となるにも関わらず、制度の運用


において、生産する都道府県や出荷方法によ


り、セーフティネットの在り方が異なってお


り、不合理である。 


・ 制度上定められた要件を満たしさえすれば生


産者と実需者の直接契約について、契約野菜


安定供給事業（契約指定野菜安定供給事業及


び契約特定野菜等安定供給促進事業）の対象


として取り扱われるよう措置すべきである。 


・ また、技術の改革や気候の変動等によって、


生産に適する産地は変わる。その判断は生産


者に委ねるべきであり、行政が本事業の対象


となる産地を指定すべきではない。 


 


具体例、経済効果等 ・ 系統団体を通じて出荷しない生産者であって


も、確実に安定化基金を活用できるようにな


れば、契約取引で一番懸念される生産物の過
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不足時に価格調整が容易になり、需要者、生


産者ともに安定した野菜取引が担保される。 


・ このことにより、加工・流通・販売過程にお


いて、国産野菜の使用が増加すれば、生産者


の生産拡大につながり、農業の活性化に寄与


する。 


・ やる気のある農業者が新たな産地で生産に挑


戦することが後押しされる。 


改革案 ・ 出荷先に関わらず、制度上定められた要件を


満たした生産者と実需者の直接契約につい


て、契約野菜安定供給事業（契約指定野菜安


定供給事業及び契約特定野菜等安定供給促進


事業）の対象として取り扱われるよう措置す


べきである。【平成 23 年中措置】 


・ 本事業の対象となる産地を指定せず、生産地


がどこであっても利用できるようにすべきで


ある。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑯】 


事項名 


 


農政事務所(旧食糧事務所)業務の民間等への開放


の促進 


 


規制・制度の概要 


 


・ 平成 15 年の食糧庁の廃止に伴う食糧事務所の


地方農政事務所への改組､続く平成 18 年の統


計情報センターの再編により現在の農政事務


所の所管業務は消費・安全事務、食料事務、統


計事務となり大幅な集約と職員定数の削減が


行われたとされている。しかし実態は、組織の


集約はなされてはいるが職員数については再


編後もほとんど変わりないように見受けられ


る。 


・ また､昨年発覚した事故米事件への対応策とし


て施行された｢米穀等の取引に係る情報の記録


及び産地情報の伝達に関する法律(米トレーサ


ビリティ法)｣の一部施行は､新規担当職員の確


保だけでなく、新たな事務的経費が発生してい


ると考えられる。 


＜根拠法令＞ 


・ 各省庁の再編に係る関係法令等 


・ 米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情


報の伝達に関する法律 


・ 主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律 


改革の方向性（当初案） ・ 出先機関を縮小し組織改革を推進することは


民主党マニフェストに掲げる｢出先機関の原則


廃止｣に向けた取り組みとして評価できるが、


新制度創設に伴う権限の拡大、関係部署の増


設・職員の確保などは徹底して抑制すべきであ


る。 


・ したがって、農林水産省や各地方農政局等が所


轄する事務権限を、可能な限り地方自治体へ委


譲すべきである。 


・ 併せて、農政事務所等の職員定数を削減すべき


である。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


 民主党マニフェストや食料・農業・農村基本計


画に位置付けられた戸別所得補償制度の本格実施


等に伴い、同制度によって生産を促進する新規需


要米が主食用として横流れする等の不適正流通が


生じないよう、上記制度に基づく米穀の流通監視


業務を的確に実施する必要がある。 


 その際、米穀の流通経路が広域的で複雑である


ことを踏まえ、農林水産大臣の統一的な指揮命令


の下で、地方農政事務所等の職員が機動的に対応


することが不可欠である。 


 また、平成２２年１０月より米麦の売買業務に


ついては包括的民間委託を導入しており、地方農


政事務所においては売買業務の事務を実施しない


など、事務権限を見直すとともに、地方農政事務


所等の職員定数についても、平成１８年～２２年


の定員純減計画により、農林統計及び食糧管理等


の部門を合わせて４，６０２名の定員を削減（約


３７％減）したところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


- 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 法令違反等の疑いのある事案に対しては、証拠


隠滅等の恐れがあることから極めて迅速な対応が


求められ、地方自治体間で連携して実施するとし


てもなお調査等に著しい支障が生じる。 


 また、上記のとおり、業務・人件費等の効率化


については、定員の合理化を通じて、不断の努力


を行っているところである。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 米に係る農産物検査や有機食品の認定・調査を


民間の機関が行っていることを踏まえると、米


トレーサビリティ法等に基づく米殻の流通監


視業務を農政事務所が独占すべき理由はなく、


効率的に業務遂行ができるよう、業務内容の簡


素化を図り、一定の要件を満たした民間企業又


は地方自治体への委託・移管を進めるべきであ


る。 
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・ 農政事務所が行っている統計調査等の業務に


ついても、同様に、積極的に民間企業又は地方


自治体への委託・移管を進めるべきである。 


・ 民主党マニフェスト 2009 に掲げる｢出先機関


の原則廃止｣に向けた取り組みとして、出先機


関を縮小し組織改革を推進することも重要で


ある。業務の委託・移管に伴い、農政事務所の


合理化・効率化を進め、農政事務所等の職員定


数を段階的に削減すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 行政の効率化が進むとともに、業務の委託・


移管をうけた民間企業の成長が期待できる。 


改革案 ・ 米トレーサビリティ法等に基づく米殻の流通


監視業務の効率的な遂行ができるよう、業務内


容の簡素化を図り、一定の要件を満たした民間


企業又は地方自治体への委託・移管を進めるべ


きである。【平成 23 年度中措置】 


・ 併せて、農政事務所が行っている統計調査等の


業務についても、同様に、積極的に民間企業又


は地方自治体への委託・移管を進めるべきであ


る。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑰】 


事項名 


 


中小企業信用保険制度に農業、林業、漁業を追加


規制・制度の概要 


 


・ 中小企業信用保証保険法においては、農業・林


業・漁業を対象業種から除外している。 


＜根拠法令＞ 


中小企業信用保険法第２条第１項第１号、同法施


行令 第１条 


改革の方向性（当初案） ・ 近時、農業以外の業種の中小企業が農業分野に


進出しようとするケースが多いが、農業以外の


資金については経済産業省が所管する中小企


業信用保険制度、農業分野の資金については農


林水産省が所管する農林水産業信用保証保険


制度と２つの制度を併用しなければならず、煩


雑で分かりにくいとの指摘がある。また、地域


によっては、農業信用基金協会が保証対象を


国・自治体の制度融資（農協・銀行等が行う融


資に国等が利子補給を行うもの）や農協融資に


限定し、銀行のプロパー融資には実態として利


用できない等の指摘もある。したがって、中小


企業が農業等に進出する場合において、利用者


利便性の向上等を図る観点から、中小企業信用


保険制度に農業、林業、漁業を追加することを


検討する。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


＜経済産業省＞ 


両制度が煩雑でわかりにくいものであれば、両制


度において、引き続き、よりわかりやすい形での


広報が必要。一方で、規制要望の原点が、農林信


用基金協会や農林水産業信用保証保険制度である


ならば、まずは、農水省所管における同制度をし


っかりと使いやすいものにしていただくことが重


要。また、銀行のプロパー融資等が利用できない


問題は、農林水産業信用保証保険制度の固有の問


題であり、中小企業信用保険制度における問題で


はない。利用者利便性の向上を図るのであれば、


まずはこうした具体的な農林水産業保証保険制度
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の課題について改善を促すべきである。 


 


＜農林水産省＞ 


 銀行のプロパー融資についても、農業者等に対


する農業信用保証保険制度等の利用は可能であ


る。 


 また、2010 年に法改正を行い、銀行等の農業融


資を直接農林漁業信用基金が信用補完する融資保


険も利用できるようにしたところ。 


 近年調達先の多様化ニーズを踏まえて、農業信


用基金協会と銀行等の契約締結を推奨し、取扱銀


行等は増加中(19 年 3 月 51 件→22 年 9 月 145 件)


であり、引き続き関係者への制度の普及に努め、


利用者の利便性確保を図って参りたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


＜経済産業省＞ 


協会間の更なる情報連携強化や、中小保険制度や


中小企業信用保険協会における制度設計やノウハ


ウを農林水産業信用保証保険制度に提供。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 中小企業が金融機関から借り入れをする場合


に利用できる信用保証事業としては、農林水産


省が所管する農林水産業信用保証保険制度


（「農林水保険」）と経済産業省が所管する中小


企業信用保険制度（「中小保険」）が存在する。


ただし、農林漁業は、中小保険による保証の対


象外業種である。 


・ 中小企業が農業分野に進出しようとする場合、


農業以外の資金については中小保険、農業分野


の資金については農林水保険と２つの制度を


併用しなければならない。しかし、地域によっ


ては、農業信用基金協会が保証対象を国・自治


体の制度融資や農協融資に限定し、銀行融資が


対象にならないことがあり、農業へ進出しよう
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とする中小企業が従来からつきあいのある銀


行等から融資を受けられず、新規参入時の円滑


な資金調達が阻害されているとの指摘もある。


また、銀行が農林水保険の対象となる場合で


も、申請等の事務手続きや条件が異なるうえ、


どちらの保険が対象となるかが不明確な場合


（農業生産の一部は製造加工業（もやし栽培


業、キノコ生産 等）として、中小保険が対象。


申請者が個別に相談し、両制度で調整。）があ


るとの指摘もあり、利用者の利便性が損なわれ


ている。 


・ 2010 年に法改正を行い、銀行等の農業融資を


直接農林漁業信用基金が信用補完する融資保


険も利用できるようになったところであるが、


対象保険金額は２億円以上であり、新規参入者


は対象とはなり難い。また、農林水保険の取扱


銀行等は増加しつつあるものの、上記のとお


り、地域によっては参入を阻害されているとの


指摘もあることから、さらなる改善が必要であ


る。 


・ また、中小保険においては、各債務者の経営内


容に基づき、９段階で保証料率を設定している


が、農林水保険においては、貸付商品毎に保証


料率が一律であり、事業のリスクに応じた保証


料の算出となっておらず、農林水保険制度にお


けるコストの合理化や利用者の経営改善努力


が図られない。 


・ 以上の課題を鑑み、中小企業信用保険制度の対


象業種に農業、林業、漁業を追加するべきであ


る。 


・ かかる改善が実行されるまでの間、まずは農林


水保険と中小保険の連携強化、農林水保険への


銀行等の参入促進強化等を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現状、農業、林業、漁業は、業種ごとに農林水


保険が存在しているが、地方においては、農業、


林業、漁業およびその関連事業は主要かつ重要
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な産業であり、これらに対する円滑な金融を確


保する観点から、中小保険の対象業種に農業等


を追加すべきである。 


・ 最近、他の業種の中小企業が農業分野に進出す


るケースが増えており、利便性の向上が急務で


ある。 


・ 農協以外の金融機関では農林水保険の取扱い


が十分普及しているとはいえない状況にあり、


また、企業的農業経営においては、仕入れ・加


工・販売時に農協と競合することなどから、農


協から融資を受けることも難しく、金融機関を


自由に選択する余地が少なくなっている。 


・ 去る６月 18 日に閣議決定された新成長戦略に


おいて、農林水産分野の成長産業化が謳われて


いる中、中小企業が新たに農業分野に進出する


際に円滑な資金調達が行えるよう環境を整備


することは、政府の施策にも合致するものであ


り、中小企業が農業等に進出する場合に必要な


資金に係る融資については、中小保険の保証対


象としていただくことが利用者利便、ひいて


は、地域経済の活性化に資すると考える。 


改革案 ・ 中小企業信用保険制度の対象業種に農業、林


業、漁業を追加するべきである。【平成 23 年度


中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑱】 


事項名 


 


国有林野事業の更なる民間委託の促進 


規制・制度の概要 


 


・ 国有林野事業については、民間事業者の能力を


活用しつつ、国有林野事業を効率的に実施する


ため、伐採、造林、林道の開設及び改良の実施


行為を民間事業者に委託して行うこととして


いる。 


＜根拠法令＞ 


・ 国有林野事業の改革のための特別措置法第７


条 


改革の方向性（当初案） ・ 国有林野事業については、路網整備・伐採等の


施業を民間に委託しているが、路網設計・間伐


にかかる計画、市場への木材の搬出時期等は依


然として国有林野事業を担当する組織が対応


しており、市場価格を意識しない木材搬出が行


われるなど、経営感覚が欠如しているのではな


いか、との指摘もあると聞いている。国有林野


事業については、累積債務の解消が課題である


ことから、経営全般の民間委託等を検討し、民


間の創意工夫・競争によるコスト削減を働かせ


る仕組みを導入すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 国有林野事業特別会計については、10 月 30 日


に、行政刷新会議による｢事業仕分け｣が実施さ


れたところであるが、評価結果は、国が国有林


野を引き続き管理経営していくことを前提と


して特別会計を一部廃止して一般会計に統合、


負債返済部分は区分経理を維持するというも


のであったところである。 


・ 一般会計化後においては、民主党政権の重要政


策で新成長戦略として閣議決定された「森林・


林業再生プラン」を推進するため、国有林は、


民間の林業事業体と競合する国営企業として


ではなく、国有林の資源を活用した地域材の安


定供給など民間事業体を支援する役割を果た


していく必要がある。 
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・ なお、既に、民間による実施が可能な伐採、造


林、路網の設置などの実施行為に関しては、ほ


ぼ 100％外部委託かつ一般競争入札（原則とし


て総合評価落札方式）により実施するなど、こ


れまでも民間の創意工夫・競争によるコスト削


減を働かせる仕組みはすでに導入していると


ころである。コスト縮減には、今後も取り組ん


でいく考え。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成 23 年度より、公共サービスの質の維持向


上及び経費の削減を図る観点から、間伐事業の


一部について、公共サービス改革法に基づく民


間競争入札を導入する予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国有林野事業については、国有林野事業の改革


のための特別措置法に基づき、伐採、造林、林


道の開設及び改良の実施行為を民間事業者へ


委託しているところ、国民負担軽減の観点か


ら、コスト削減への継続的取組みが求められ


る。 


・ 一方、路網設計・間伐にかかる計画、市場への


木材の搬出時期等は依然として国有林野事業


を担当する組織が対応しており、市場価格を意


識しない木材搬出が行われるなど、経営感覚が


欠如しているのではないか、との指摘もあると


聞いている。 


・ 平成 23 年度より、間伐事業の一部について、


公共サービス改革法に基づく民間競争入札を


導入する予定のところ、当該実施行為に加え、


路網設計・間伐にかかる計画、市場への木材の


搬出等の経営全般の包括的な民間委託等を検


討し、このことと現行の事業実行方式を比較衡


量し、国としての適切な経営の確保や民間の創


意工夫・競争によるコスト削減の効果を検証
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し、今後の国有林野事業の在り方の検討に資す


るため、包括的民間委託のモデル事業を実施す


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 民間の経営手法を活用し、森林に関する計画・


施業・搬出までを一体的に取扱うことにより、


国有林野事業のさらなるコスト削減が見込ま


れる。 


・ 委託を受けた民間事業体が、近隣の山林も含め


た効率的な大規模経営を行うことが可能にな


り、山林の整備の促進及び事業体の成長が期待


できる。 


・ 一般競争入札等を活用したモデル事業を実施


し、評価・検証のうえ、公表を行うことにより、


国有林野事業の改革、効率化につながる。 


改革案 ・ 民間事業者の創意工夫・競争により、更なる国


民負担軽減を図る観点から、間伐事業等の実施


行為に加え、路網設計・間伐にかかる計画、市


場への木材の搬出等の経営全般を一括して民


間委託する一般競争入札等を活用したモデル


事業を実施し、評価・検証のうえ、公表すべき


である。【平成 23 年度モデル事業開始、平成


24 年度中評価・検証・公表】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑲】 


事項名 


 


保安林制度に係る指定施業要件の変更の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 保安林制度の指定施業要件の変更については、


利害関係を有する者等が、指定施業要件を変更


すべき旨を書面により農林水産大臣または都


道府県知事に申請し、保安林の指定目的に支障


を及ぼすことがないと認められた場合に、指定


施業要件を変更することができる。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 33 条の２第１項及び第２項 


改革の方向性（当初案） ・ 森林・林業基本法の改正（平成 13 年 6 月）に


伴い、複層林施業の促進及び多様な樹種による


多様な森林整備を図ることを目的として、保安


林制度における指定施業要件の緩和が行われ


たところ、植栽指定樹種及び伐採率の変更な


ど、当該要件の変更については、所有者等から


の申請が必要である。保安林面積全体の約９割


を占める流域保全保安林に関しては、農林水産


大臣が許可権者であることから、変更に多大な


時間・手間を要しているとの指摘がある。した


がって、国による一括した要件緩和や届出制の


導入（指定施業要件にかかる植栽の方法（ｈａ


当り本数）、樹種についての運用基準を公表し、


届出制を認める）など、手続きを簡素化する仕


組みを導入すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 森林法の改正に伴う措置として指定施業要件


の変更を行うにあたっては、民有林においては


都道府県知事が変更に必要な保安林の調査を


行った上で申請することとしており、必ずしも


森林所有者からの申請は必要とはしていない


ところ。 


・ 指定施業要件については、保安林における適切


な施業を確保するため、伐採方法や植栽方法に


関する制限を定めており、憲法２９条に定めら


れた私有財産権に影響を与えることを踏まえ、
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個々の保安林の状況に応じて必要最小限を旨


としているところ。このため、属地毎に保安林


の指定目的の達成に必要な最小限の規制とな


るよう、地況林況に基づく慎重な審査が必要で


ある。 


・ また、指定施業要件を変更する場合には、地方


公共団体の長や直接の利害関係を有する者が


意見を提出する機会を設けており、届出制とし


た場合には、こうした受益者と制約を受ける者


の双方の意見が十分に反映される機会を失う


こととなり、権利関係を巡る要請が多様化して


いる中で届出制を設けることは手続保障の観


点から懸念がある。 


・ こうした保安林の機能の確保や規制内容の調


整に努める一方で、手続きの簡素化について


は、都道府県による円滑な見直しが進むよう、


複数の保安林をまとめて手続きできる調書と


し、添付書類についても省略化するとともに、


指定施業要件変更の告示についても、一度に一


括して告示できる様式とし、現状においてすで


に可能な限りの手続きの簡素化を行っている


ところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 指定施業要件は、個々の保安林の状況に応じて


適切な施業を確保する一方、憲法第 29 条に定


められた私有財産権に直接影響を与えるもの


であることから、属地毎の慎重な審査を必要と


し、国による一括した変更は、保安林の機能に


支障を来す必要以上の変更に繋がるおそれも


あり困難。また、届出制を導入した場合には、


保安林の機能を確保するための属地毎の審査


が行われないうえ、地方公共団体の長や直接の


利害関係を有する者が意見を提出する機会を


奪い、届出者による一方的な手続きとなること
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から、手続保障の観点から懸念がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 森林・林業基本法の改正（平成 13 年 6 月）に


伴い、複層林施業の促進及び多様な樹種による


多様な森林整備を図ることを目的として、保安


林制度における指定施業要件の緩和が行われ


たところ、植栽指定樹種及び伐採率の変更な


ど、緩和後の要件を適用させようとする保安林


については、個別に都道府県・所有者等からの


申請が必要である。 


・ 緩和後の要件を適用させようとする場合、保安


林面積全体の約９割を占める流域保全保安林


に関しては、農林水産大臣が許可権者であるこ


とから、手続きに多大な時間・手間を要してい


るとの指摘がある。また、都道府県が事務手続


きを行う場合、手続きに膨大な時間を要するこ


とがある。 


・ 私有財産権への制約は必要最小限であるべき


であるところ、緩和後の指定施業要件を適用さ


せようとする手続きにおいて、所有者が申請す


る場合については届出制を導入（指定施業要件


にかかる植栽の方法（ｈａ当り本数）、樹種に


ついての運用基準を公表し、届出制を認める）


するなど、手続きを簡素化する仕組みを導入す


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 現行の保安林制度では、当該手続きに多大な時


間・手間がかかる。手続きを簡素化することで、


行政職員の業務量・人件費を大幅に縮減できる


ものと思われる。 


・ 保安林伐採後の植栽について、地域によっては


元の樹種（スギ・ヒノキ等）の植栽を義務付け


ている箇所がある。このような山林が奥地で林


業に適さない場合、広葉樹にもどすべきである


が、樹種を変更する手続きには大変手間がかか
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るので相当の期間（数年間）が必要との指摘が


ある。奥地山林の広葉樹林化が進められるな


か、国に対する手続きの簡素化または国の通達


などにより一括して緩和後の要件を適用し、政


策の整合性を図るべきである。 


改革案 ・ 森林・林業基本法の改正（平成 13 年 6 月）に


伴い、緩和後の指定施業要件を適用させようと


する手続きにおいて、所有者が申請する場合に


ついては、届出制を導入（指定施業要件にかか


る植栽の方法（ｈａ当り本数）、樹種について


の運用基準を公表し、届出制を認める）するな


ど、手続きを簡素化する仕組みを導入すべきで


ある。【平成 23 年中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ⑳】 


事項名 


 


林業経営に係る許認可・届出等の簡素化 


 


規制・制度の概要 


 


・ 保安林において、間伐のため立木を伐採しよ


うとする者は、都道府県知事に森林の所在場


所・間伐立木材積・間伐方法等を記載した間


伐の届出書を提出しなければならない。 ま


た、作業道の開設についても、伐採面積・本


数等を記載した届出書を提出しなければなら


ない。 


・ 自然公園内の特別地域において、木竹を伐採


する場合には、国立公園では環境大臣の、国


定公園及び都道府県立自然公園では都道府県


知事の許可を受けなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 34 条の３第１項、第 34 条第１項第


９号、森林法施行規則第 22 条の 14 の３第１


項、第 22 条の８第２項 


・ 自然公園法第 20 条第３項、自然公園法施行規


則第 11 条第 12 条第 15 号、第 22 号の３、第


26 号、第 26 号の５、第 27 号の４、第 29 号の


３、第 29 号の５、第 29 号の 19、第 31 号等（都


道府県立自然公園は条例） 


改革の方向性（当初案） ・ 伐採及び造林等の林業経営に関する行政への


許認可・届出については、保安林制度・自然


公園法にかかる申請等を個別に行っており、


手続きが煩雑であるとの指摘がある。したが


って、森林施業計画（※）を活用することに


より、助成を含めた計画・許認可・届出の一


体的な運営を図る制度を導入すべき。 


 


※森林施業計画は、森林法に基づき、森林所有者


が作成し、市町村に認定を求めることができる制


度。森林所有者は具体的な伐採や造林、保育にか


かる計画を作成する。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省（林野庁）】 


・ 保安林制度における伐採許可、作業許可は、


各保安林の指定目的に即して期待する保安機


能を永続的かつ十全に発揮するため行う必要


不可分の規制措置であり、それぞれの保安林


の置かれた状況を十分に踏まえ、その可否を


適正に判断することとしている。例えば、作


業許可についてみると、災害の防止、水害の


防止、水の確保、環境の保全の各観点から、


詳細な内容について審査を行い、保安林の指


定目的に即して保安機能を十全に発揮する上


での支障を具体的に検討し、許可の可否を審


査することとなる。 


・ 他方、御指摘の森林施業計画制度は、計画的


かつ合理的な森林施業の推進の観点から、森


林所有者の発意により森林施業に関する５カ


年の計画を作成し、市町村森林整備計画に適


合するか否かを審査すること等を主な内容と


しており、両者の関係は、およそ制度の趣旨・


目的が異なるとともに、前者が規制制度の下


で永続的に運用される一方、後者は所有者の


発意で短期的に終了することも内包されてい


る。 


・ 森林施業計画に保安林制度の規制措置等を一


体的に取り扱うべきとの指摘については、上


述したとおり、異なる制度の趣旨・目的の下、


許可に当たっての審査内容が全く異なるもの


である。仮に、こうした制度上の仕組を度外


視して一体的な取扱をするとなれば、保安林


制度等で予定する審査対象を森林施業計画制


度に具備することは不可欠であり、依然とし


て事務等の効率化は図れないばかりか、事務


処理上の調整・連絡が加算され、事務処理コ


スト及び審査期間の延長が不可避となるもの


と思料される。 


・ 加えて、森林施業計画の認定対象森林と、保
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安林に指定されている対象森林との重複は無


関係であり、仮に一体的な取扱をしようと企


図しても、その全部を一体的に取り扱うこと


は不可能である。結果的に現行のそれぞれの


制度を併存させざるを得ず、その面での行政


上の非効率が発生することが不可避となり、


行政のスリム化が求められる中で、実現が困


難であると考える。 


【環境省】 


・ 自然公園法は優れた自然の風景地を保護する


こと等を目的としている一方、森林法はそれ


を目的としていないことから、森林施業計画


が認定された場合であっても、風致景観上の


問題のある伐採がされるおそれ等も考えられ


る。したがって、目的の異なる森林法との一


体的な運営による許可等を行うことは適切で


ない。 


・ ただし、間伐、造林、下刈、つる切り等の林


業経営のために行われる日常の森林の管理に


ついては、自然公園法においては許可は不要


としており、風致景観へ甚大な影響を及ぼす


おそれのある行為のみを規制する等、林業経


営に対する手続き簡素化への配慮を既に行っ


ている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【農林水産省（林野庁）】 


・ 保安林制度は、保安機能を永続的かつ十全に


発揮するため行う規制措置であるのに対し、


森林施業計画は森林所有者の発意により森林


施業に関する５カ年の計画を作成するもので


あり、上記制度は趣旨・目的が全く異なる。 


・ こうした制度上の仕組を度外視して一体的な


取扱をするとなれば、保安林制度等で予定す


る審査対象を森林施業計画制度に具備するこ
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とは不可欠であり、依然として事務等の効率


化は図れないばかりか、事務処理上の調整・


連絡が加算され、事務処理コスト及び審査期


間の延長が不可避となるものと思料される。 


・ さらに、これら制度の対象森林は重複関係に


なく、仮に一体的な取扱をしようと企図して


も、その全部を一体的に取り扱うことは不可


能であり、結果的に現行のそれぞれの制度を


併存させざるを得ず、行政上の非効率が発生


することから実現が困難であると考える。 


【環境省】 


・ 上記のとおり、森林法と一体的な運営による


許可等を行うことは、優れた自然の風景地を


保護するという自然公園法の目的の達成に支


障を生じるおそれがあるため適当でない。 


・ ただし、上記のとおり、日常的な森林管理に


ついては既に許可は不要となっている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 伐採及び造林等の林業経営に関する行政への


許認可・届出については、保安林制度・自然公


園法にかかる申請等を個別に行っており、手続


きが重複する部分があるとの指摘がある。 


・ 林野庁関連の許認可・届出については、保安林


において、間伐のため立木を伐採しようとする


者は、都道府県知事に森林の所在場所・間伐立


木材積・間伐方法等を記載した間伐の届出書を


提出しなければならない。また、作業道の開設


についても、同様に伐採面積・本数等を記載し


た届出書を提出しなければならない。これらは


同じ様な書類が多いうえに、伐採立木の本数ま


で記載しなければならないなど、必要があると


考えにくい記載まで要求されているとの指摘


がある。 


・ 一方、環境省関連の許認可・届出については、


国立公園・県立公園（特別２種または３種）で


保安林指定がされている地域については、公園


を管理する窓口と保安林を管理する窓口に許
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可申請を行わなければならない。 


・ 手続きの一元化・簡素化は制度の一体的な運営


を意味しているものではない。申請書類の統


合・窓口の一本化等により、森林所有者の負担


軽減と行政事務の効率化を念頭に置くもので


ある。制度目的が異なるものについては、受付


が困難であるところ、例えば、保安林に関する


手続きの申請書類を統合（申請に関係しない項


目はブランクで対応）することにより、申請書


は１枚で済み、申請者にはわかりやすく、同様


の書類を２箇所に提出する負担の軽減につな


がり、一方、行政は手続きもれ等を防ぐことが


できる。 


・ したがって、森林所有者の申請手続きの負担軽


減及び行政の事務効率化等の観点から、保安林


（自然公園内の森林を含む）における伐採及び


造林等の許認可・届出について、申請書類を統


合することの所有者のニーズを把握のうえ、導


入すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 林業関係の事務提出書類の煩雑さについては、


システムを開発して１箇所で手続きすれば完


了する方向の検討が必要である。 


 


改革案 ・ 森林所有者の申請手続きの負担軽減及び行政


の事務効率化等の観点から、保安林（自然公園


内の森林を含む）における伐採及び造林等の許


認可・届出について、申請書類を統合すること


の所有者のニーズを把握のうえ、導入すべきで


ある。【平成 23 年中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○21】 


事項名 


 


林業用種苗の見直し 


 


規制・制度の概要 


 


・ 林業種苗法においては、一定の区域において採


取・育成される種苗について、気候その他の自


然条件から生育に適すると認められる区域を


配布区域として指定することができると規定


している。 


・ 都道府県においては、林業用樹苗標準価格調整


会議等にて、標準価格を決定している等、硬直


的な価格となっている。 


・ 国は都道府県に対し、造林等の森林整備事業に


要する費用の一部を補助すると規定している。


（ｈａ当たり植栽本数は都道府県の独自規定）


・ 林業種苗法第 24 条、林業種苗法施行規則第 29


条 


・ 農林省告示「林業種苗法第 24 条第 1 項の規程


に基づく農林水産大臣が指定する種苗の配布


区域」(昭和 46 年農林省告示第 179 号) 


改革の方向性（当初案） ・ 種苗については、①種苗配布区域が定められ、


地域間移動が行えない。②林業用樹苗標準価格


調整会議等で標準価格が決定する等、価格形成


が硬直的であり、民間の林業経営者が苗木を生


産・植栽することは可能であるが、造林補助金


を受領できない場合もあるなど、公正な競争が


阻害されている。③造林補助事業の対象となる


ｈａ当たり植栽本数が 2,000～3,000 本に限定


されており、小数間伐・短期間で主伐が可能な


1,000 本以下の低コスト造林などのビジネスモ


デルが展開できない。との指摘がある。 


・ したがって、種苗配布区域の規制緩和、種苗生


産にかかる民間開放の促進及び造林補助事業


の対象拡大を行うべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ①樹木には、産地・系統によってその生育に適


した環境条件を備えた一定の地域が存在して


おり、不成績造林地の発生や諸被害の発生を防


止し、造林の適正かつ円滑な推進を図ることを


目的として、農林水産大臣は林業用種苗の配布


区域を指定することができる（林業種苗法第


24 条第 1 項）とされている。造林する種苗の


選択いかんでは、将来の森林の健全性に取り返


しのつかない影響を及ぼすものであることか


ら、配布区域の指定の必要性に変わりはないと


考えている。 


・ ②林業用種苗価格は、市場において価格形成さ


れている。なお、都道府県に設置される林業用


優良種苗需給調整会議で標準価格を決定する


との指摘については、このような誤解を受ける


ことのないよう都道府県に対し助言等を行っ


ていく考え。 


・ また、造林補助事業は、森林造成のために行う


必要な施業について補助するものであり、苗木


の植栽に係る補助において都道府県が、地域の


自然的条件に適合した優良な苗木の利用を確


保する観点から補助の要件を設定している場


合もあるが、造林補助金の交付に当たって公正


な競争の阻害となるような要件は設けていな


い。 


・ ③造林補助事業の要件として植栽本数につい


て限定しておらず、健全な森林を確実に達成す


る観点から地域の自然条件や技術的知見等に


基づいた植栽本数であれば補助対象としてい


ることから、植栽本数の低減による低コスト造


林への取組などの多様な森林整備に向けた対


応も可能と考えている。  


・ したがって、種苗配布区域は造林の適正かつ円


滑な推進に必要なものであり、また、種苗生産


の民間開放の促進や造林補助事業の対象拡大


は該当しないものと考える。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 林業用種苗の配布区域を廃止した場合には、造


林する種苗の選択の失敗から、不成績造林地や


諸被害が発生することとなり、将来の森林の健


全性に取り返しの付かない影響を及ぼし、造林


の適正かつ円滑な推進に支障を来すこととな


る。また、林業用種苗価格の決定については、


都道府県や林業用優良種苗生産需給調整会議


が行っているような誤解を受けないよう指導


を徹底(平成 22 年度末までに措置予定)。 


・ 都道府県に対し、以下の点について指導を徹底


（平成 22 年度末までに措置予定）。 


・ ①補助対象とする苗木に要件を課す場合には、


地域の自然的条件等を踏まえた適切な森林造


成の観点から必要最小限のものとし、例えば民


間事業者が生産した苗木であることをもって


補助対象から除外するなど合理性を欠く要件


を課さないこと 


・ ②全国森林計画（平成 20 年 10 月 21 日閣議決


定）において「効率的な施業実施の観点から、


技術的合理性に基づき、現地の状況に応じた柔


軟な植栽本数の選択について配慮することと


する。」とされていることを踏まえ、造林の低


コスト化や地域の創意工夫等に資する多様な


植栽方法・植栽本数等に応じた標準単価の設定


を進めること。ただし、地域の気候・土壌等の


自然条件への適合性や材質への影響等の技術


的知見の蓄積等、対外的に説明のつく根拠を準


備すること。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ①林業種苗法においては、農林水産大臣は一


定の区域において採取・育成される種苗につ


いて、気候その他の自然条件から生育に適す


ると認められる区域を配布区域として指定す


ることができると規定しているが、地域が分
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かれているため、例えば九州で植えることの


できた苗木が四国では植えられない。温暖化


に伴い、九州の苗木を四国で植えても十分に


生長するとの指摘もあるが、当該区域は昭和


47 年以降見直しされておらず、気候変動に対


応しているとは言い難い。したがって、地域


の気候・土壌等の自然条件への適合性を再検


討のうえ、地域間で移動を行うことを可能と


する、柔軟な対応を図るべきである。 


・ ②林業種苗の価格については、林業用樹苗標


準価格調整会議（「調整会議」）等で標準価格


が決定する等、価格形成が硬直的であり、民


間の林業経営者が苗木を生産・植栽すること


は可能であるが、造林補助金を受領できない


場合もあるなど、公正な競争が阻害されてい


るとの指摘がある。林野庁においては、都道


府県や調整会議が価格調整を行っているよう


な誤解を受けないよう、早急に指導を徹底す


べきである。また、補助対象とする苗木に要


件を課す場合についても、地域の自然的条件


等を踏まえた必要最小限のものとし、民間事


業者が生産した苗木であることをもって補助


対象から除外するなど合理性を欠く要件を課


さないよう、本件についても早急に対応し、


公正な競争条件の確保に努めるべきである。 


・ ③造林補助事業の対象となるｈａ当たり植栽


本数については、地域によっては 2,000～


3,000 本に限定されており、小数間伐・短期間


で主伐が可能な 1,000 本以下の低コスト造林


などのビジネスモデルが展開できないとの指


摘がある。したがって、植栽本数の低減によ


る低コスト造林への取組みなど、多様な森林


整備を促進する観点から、都道府県に対して、


補助要件として植栽本数を限定していないこ


との制度趣旨を周知すべきである。 
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具体例、経済効果等 ・ 苗木については、実質的に都道府県の林業種苗


組合を通したものしか購入することができな


い。ある程度の面積の植林を行おうとする場


合、供給が不足し、供給を待つ状況になる。 


・ 企業が技術開発した苗木については指定苗木


ではないため、造林補助金の対象とはならない


との指摘がある。（一部地方自治体では苗木の


大きさが適合すれば対象となる場合もある。）


・ 植栽本数を少なくすることにより、主伐までの


期間が短くなり、コスト面で外国産材に対して


優位に立つことが可能となるのではないか。 


 


改革案 ・ 林業種苗法における種苗の配布区域につい


て、事業者の選択肢を拡大する観点から、地


域の気候・土壌等の自然条件への適合性を再


検討のうえ、配布区域を２～３に簡素化する


など、地域間で移動を行うことを可能とする、


柔軟な対応を図るべきである。【平成 23 年中


措置】 


・ 林業種苗の価格については、都道府県や調整


会議が価格調整を行っているような誤解を受


けないよう、調整会議の場で価格についての


論議を行わないことについて、早急に指導を


徹底すべきである。【平成 23 年度上期中措置】


・ 併せて、補助対象とする苗木に要件を課す場


合についても、地域の自然的条件等を踏まえ


た必要最小限のものとし、民間事業者が生産


した苗木であることをもって補助対象から除


外するなど合理性を欠く要件を課さないよ


う、早急に公正な競争条件の確保に努めるべ


きである。【平成 23 年度上期中措置】 


・ 植栽本数の低減による低コスト造林への取組


みなど、多様な森林整備を促進する観点から、


都道府県に対して、補助要件として植栽本数


を限定していないことの制度趣旨を周知すべ


きである。【平成 23 年度上期中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○22】 


事項名 


 


 森林情報の整備に向けた測量・実地調査等の推


進のための環境整備 


 


規制・制度の概要 


 


・ 農林水産大臣、都道府県知事または市町村長


は、当該職員に、実地調査等（測量・標識の建


設・立木竹の伐採）を行わせることができると


規定している。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 188 条第２項 


改革の方向性（当初案） ・ 国や地方自治体の森林計画の策定・実施のた


め、民間事業者が業務委託を受け、森林の資


源・境界調査を行い森林情報の整備を行ってい


るところ、森林法においては、行政庁の職員に


のみ立入調査を認めているため、民間事業者は


業務受託をした場合でも、他人の森林を避けて


大幅な回り道をするなど、非効率な調査を行わ


なければならない。 


・ したがって、行政庁の職員に加え、行政庁から


業務委託を受けた民間事業者も他人の森林に


立ち入って測量・実地調査等を行えるよう森林


法を改正すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 行政庁から業務委託を受けた民間事業者も他


人の森林に立ち入って測量・実地調査等を行う


ための措置について、所要の法改正を今後検討


する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成 23年通常国会への提出を検討している森


林法改正法案においてどのような措置が講じ


うるかを検討。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 森林法は、国や地方自治体に森林の整備及び保


全に関する目標等につき、地域森林計画・市町


村森林整備計画等（「森林計画等」）を策定する


よう求めているところ。国や地方自治体は、森


林計画等の策定・実施のため、森林の資源調査


や境界調査、生物多様性の保全に関する調査等


を行って森林情報を整備しており、当該調査に


は国や地方自治体の職員だけでなく、業務委託


を受けた民間事業者も従事するようになって


いる。 


・ 一方、森林法第 188 条第２項では、国や地方自


治体の長は、法律の施行上必要があるときは


「当該職員」に他人の森林に立ち入って測量・


実地調査等を行わせることができる、と定めて


いるが、業務委託を受けた民間事業者はこれに


含まれていない。 


・ このため、国や地方自治体から業務委託を受け


た民間事業者は、他人の森林を避けて大幅な回


り道をしたり、調査対象の森林に辿り着くこと


ができずに離れた所から双眼鏡等を使って調


査したりせざるを得ないといった事態が生じ、


森林情報の整備に大きな障害となるとともに、


民間への業務委託による行政のスリム化をも


妨げている。 


・ なお、測量法では「国土地理院の長又はその命


を受けた者若しくは委任を受けた者」に、道路


法では「道路管理者又はその命じた者若しくは


その委任を受けた者」に、法律上必要がある時


は、一定の要件の下で他人の土地に立ち入るこ


とを認めている（測量法第 15 条、道路法第 66


条）。 


・ したがって、行政庁の職員に加え、行政庁から


業務委託を受けた民間事業者も他人の森林に


立ち入って測量・実地調査等を行えるよう森林


法を改正すべきである。 
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具体例、経済効果等  - 


 


改革案 ・ 森林情報の整備を促進する観点から、行政庁の


職員に加え、行政庁から業務委託を受けた民間


事業者も他人の森林に立ち入って測量・実地調


査等を行えるよう、森林法を改正すべきであ


る。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○23】 


事項名 


 


森林管理・環境保全直接支払制度の補助金支払方


法の改善 


規制・制度の概要 


 


・ 現在の造林補助金は、森林所有者の県への申請


事務を森林組合が代行していることが多い。ま


た、森林組合と共同森林施業計画を作成してい


る例も多い。これらの場合、実態として補助金


は森林組合の口座に支払われ、森林組合に施業


委託せざるを得ない状況となっている。 


・ なお、森林組合は作業班による作業経費を控除


して清算し、補助金との差額については森林組


合の清算書により納付することになる。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 193 条、森林法施行令第 12 条 


・ 但し、補助金・交付金についての交付先口座は


法令で明定されたものではないので、健全な林


業事業体育成の観点から対処することになる。


改革の方向性（当初案） ・ 平成 23 年度の概算要求では、森林管理・環境


保全直接支払制度が創設されることになって


おり、今後、補助金の支払先は森林施業計画（将


来は森林経営計画）の作成者となる方向であ


る。しかし、健全な競争を促進する観点から、


直接支払いの補助金の交付窓口は、所有者本人


の口座に限定すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 「森林管理・環境保全直接支払制度」では、個々


バラバラの森林施業を行う者に対して網羅的


に支援する制度を抜本的に見直し、責任をもっ


て森林施業を行う者を対象として、都道府県を


通じて直接補助金を支払うこととしている。な


お、本制度においても、森林所有者が自ら責任


をもって施業を行う場合は、都道府県を通じて


森林所有者に直接補助金が支払われることと


なる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 仮に、補助金の交付対象を所有者本人に限定す


る場合、補助金の受領者と補助事業の執行に責


任を負う者とが異なる場合が生じ、補助事業の


適正な執行が困難となる恐れがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 平成 23 年度の概算要求では、森林管理・環境


保全直接支払制度が創設されることになって


おり、今後、補助金の支払先は森林施業計画（将


来は森林経営計画）の作成者となる方向であ


る。 


・ 計画を作成する一方で作業班を持つ森林組合


を交付金の支払先とした場合、森林組合による


事業の抱え込みが生じ、他の林業事業体との公


平な競争環境の確保及び効率的かつ質の確保


された林業事業体の育成や新規参入の促進に


つながらない恐れがある。 


・ したがって、当該制度導入後の事業者間の公正


な競争を確保する観点から、直接支払いの補助


金の交付窓口について、所有者本人が施業の責


任を持つ場合には所有者本人の口座に直接入


金し、そのうえで所有者が事業者を選択し、施


業委託を可能とする制度とすべきである。 


具体例、経済効果等 - 


改革案 ・ 森林管理・環境保全直接支払制度導入後の事業


者間の公正な競争を確保する観点から、所有者


が施業を委託する事業者を自由に選択できる


よう、直接支払いの補助金の交付窓口につい


て、所有者本人が施業の責任を持つ場合には、


所有者本人の口座に直接入金する制度（補助金


受取の委任・受任は認めない）とすべきである。


【平成 23 年度第 1四半期までに措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○24】 


事項名 


 


 森林集約化等の円滑な推進 


 


規制・制度の概要 


 


・ 森林・林業再生プランの具体化に向けた改革の


方向では、森林集約化や効率的な施業等を推進


するため、現在の森林施業計画制度を森林経営


計画制度に変更することが予定されている。こ


の森林経営計画制度では、多くの森林所有者を


取り纏めて林班又は複数林班単位に作成する


ことを原則としているが、特例として規模の大


きい経営体については、経営体単独（複数経営


体の共同では不可）でも作成できることとする


方向にある。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林法第 11 条～第 19 条、森林法施行令第 3条


改革の方向性（当初案） ・ 規模の大きい経営体による特例での森林経営


計画の作成については、経営体単独でのみ認め


られ、複数の経営体が共同で行うことは認めら


れない方向にある。しかしながら、共同作成が


認められなければ、①個人所有では、森林の共


有（相続による親子共有・親族の分割所有等）


が一般化しているため、経営管理の分割につな


がる。②規模の大きい経営体同士が連携・協調


して更なる効率的経営や木材生産・販売の合理


化を行うことができない。したがって、所有形


態の実態に即し、効率的な林業経営を促進する


観点から、一定規模の経営体であることを前提


として、特例計画における複数経営体の共同作


成を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 森林施業計画の改正の具体的内容については、


検討中である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成 23 年通常国会への提出を検討している森


林法改正法案においてどのような措置が講じ


うるかを検討。 







 


86 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 規模の大きい経営体による特例での森林経営


計画の作成については、経営体単独でのみ認め


られ、複数の経営体が共同で行うことは認めら


れない方向にある。 


・ しかしながら、共同作成が認められなければ、


①個人所有では、森林の共同所有（相続による


親子共有・親族の分割所有等）が一般化してい


るため、経営管理の分割につながる。②規模の


大きい経営体同士が連携・協調して更なる効率


的経営や木材生産・販売の合理化を行うことが


できない。 


・ したがって、所有形態の実態に即し、効率的な


林業経営を促進する観点から、一定規模の経営


体であることを前提として、特例計画における


複数経営体の共同作成を認めるべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 規模の大きい経営体による特例計画について、


個人所有であれば、①過去の相続で、親子共有、


親族の分割所有といった形態が一般化してお


り、現に一体的な経営管理をしている例が多い


が、特例計画での共同作成を認めなければ経


営・管理の分割につながる。②今後、法人・個


人を問わず、規模の大きい経営体同士が連携・


協調して更なる効率的経営や木材生産・販売の


合理化を指向することは今後、大きく推奨すべ


きことである。 


・ 一定規模の経営体であることを前提として、特


例計画における複数経営体の共同作成を認め


ることは、林業再生に極めて有効なものであ


り、経営の効率化とともに、共同出荷等で国産


材の流通の合理化にもつながる。 
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改革案 ・ 所有形態の実態に即し、効率的な林業経営を促


進する観点から、共有又は一定規模の経営体で


あることを前提として、特例計画における複数


経営体の共同作成を認めるべきである。【平成


23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○25】 


事項名 


 


森林・林業再生プランの円滑な推進 


 


規制・制度の概要 


 


・ 森林・林業再生プランは「今後 10 年間を目途


とした路網の整備、施業の集約化及び必要な人


材育成による体制を構築する。」としている。


・ 平成 22 年度概算決定では、「森林整備事業は、


平成 24 年度までに段階的に集約化施業に転換


する。」、「集約化施業の取組みが平成 23 年度末


までにすべての私有林をカバーできる体制を


構築」とされている。 


・ 平成 23 年度概算要求・要望では、施業集約化


に限定した予算が公表されている。 


＜根拠法令＞ 


－ 


改革の方向性（当初案） ・ 政策転換の事業詳細が示されないため、平成


23 年度当初予算の対応ができない。（この場合


は事業期間が短くなる。）また、国の施策を補


完してきた地方施策の見直しが進まない。さら


に、森林組合等の受入体制づくりが進んでいな


いため、造林補助制度の廃止、地域活動支援交


付金制度の見直しにより、事業展開が不透明と


なっている。 


・ したがって、施業集約化への移行と事業施行が


同時進行することにより、地域が混乱すること


のないよう、早急に政策転換の事業詳細を示す


とともに、事業展開を可能とする受入体制の整


備を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 政策転換の内容については、工程表も含めて早


急に公表するとともに、説明会等を開催し、地


方公共団体等へ周知を図る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ １１月中に「森林・林業の再生に向けた改革の


姿」（最終取りまとめ）を公表予定 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 政策転換の事業詳細が示されないため、平成


23 年度当初予算の対応ができない。（この場合


は事業期間が短くなる。）また、国の施策を補


完してきた地方施策の見直しが進まない。さら


に、森林組合等の受入体制づくりが進んでいな


いため、造林補助制度の廃止、地域活動支援交


付金制度の見直しにより、事業展開が不透明と


なっている。 


・ したがって、施業集約化への移行と事業施行が


同時進行することにより、地域が混乱すること


のないよう、早急に政策転換の事業詳細を示す


とともに、事業展開を可能とする受入体制の整


備を図るべきである。 


具体例、経済効果等 - 


改革案 ・ 森林・林業再生プランの円滑な推進を図る観点


から、施業集約化への移行と事業施行が同時進


行することにより、地域が混乱することのない


よう、早急に政策転換の事業詳細を示すととも


に、事業展開を可能とする受入体制の整備を図


るべきである。【平成 22 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○26】 


事項名 


 


森林所有者の責務の明確化 


 


規制・制度の概要 


 


・ 欧米先進国においては、森林所有者は森林を森


林として維持することが、森林所有者に義務付


けられている。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林・林業基本法第 9条に「義務」より弱い「責


務」として「森林の有する多面的機能が確保さ


れること旨として、その森林の整備及び保全が


図られるように努めなければならない。」と規


定されている。 


・ 森林法では、市町村森林整備計画による要間伐


森林のリストアップ、施業の勧告、都道府県知


事の調停、裁定の申請などが規定されている。


改革の方向性（当初案） ・ 森林所有者の義務を明確にすることにより、施


業集約化の推進にあたっての団地区域の設定、


路網整備への合意形成の円滑化と提案する施


業プランによる搬出間伐等の実効性を確保す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 森林・林業基本法第９条においては、森林所有


者等の責務として、「森林の所有又は森林を使


用収益する権原を有する者は、基本理念にのつ


とり、森林の有する多面的機能が確保されるこ


とを旨として、その森林の整備及び保全が図ら


れるように努めなければならない。」との規定


を設けたうえで、これを体現するために森林法


において、林地開発の許可制、保安林に対する


伐採等の規制、保安林以外の森林についての伐


採の届出制、間伐が必要な森林についての施業


代行制度等を措置することで、森林を森林とし


て維持することを含め、適正な施業管理の確保


を図っているところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 所有者が不明である場合を含め、適正な施業を


確保するための対応を強化する観点から、平成


２３年通常国会への提出を検討している森林
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法改正法案においてどのような措置を講じ得


るか検討。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 欧米先進国においては、森林所有者は森林を森


林として維持することが、法律により義務付け


られている。 


・ 森林・林業基本法には、「義務」より弱い「責


務」として「森林の有する多面的機能が確保さ


れることを旨として、その森林の整備及び保全


が図られるように努めなければならない。」と


規定されているが、間伐の適正な実施、大規模


な皆伐の防止及び伐採後の植林にかかる義務


などの森林整備に関する規定がない。 


・ したがって、森林法等で森林所有者の義務を明


確にすることにより、施業集約化の推進にあた


っての団地区域の設定、路網整備への合意形成


の円滑化と提案する施業プランによる搬出間


伐等の実効性を確保すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 森林所有者の義務を明確にすることにより、施


業集約化の推進にあたっての団地区域の設定、


路網整備への合意形成の円滑化と提案する施


業プランによる搬出間伐等の実効性を確保す


ることが求められる。 


・ 施業集約化に限定した森林整備とする方針を


示した以上、森林所有者の義務を明確に示すこ


とが大切である。 


改革案 ・ 施業集約化の推進にあたっての団地区域の設


定、路網整備への合意形成の円滑化と提案する


施業プランによる搬出間伐等の実効性を確保


するために、森林法等で森林所有者の義務を明


確にすべきである。【平成 23 年度中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○27】 


事項名 


 


 森林簿等の整備・民間利用の促進 


 


規制・制度の概要 


 


＜森林簿等の整備の促進＞ 


・ 相続等の登記が進まない現状があり、税務情報


による所有者等の特定は地方税法により規制


がかけられているとともに、森林簿の情報更新


が適時に行われないなど、路網整備等の計画策


定時に手間取ることが多い。 


 


＜森林簿等の民間利用の促進＞ 


・ 森林簿及び森林計画図（「森林簿等」）は、施業


計画の策定に必要であるにもかかわらず、林野


庁は、森林簿等の「情報管理権限は都道府県に


あり、当該情報には個人情報を含むことから、


各都道府県の個人情報保護条例の取り扱いに


従って適切に扱われる必要があり、国が強制的


に開示できるものではない」との見解を示して


いる。このため、各都道府県により森林簿等の


情報の扱いが大きく異なっている。 


＜根拠法令＞ 


【総務省】 


・ 地方税法第 22 条 


【消費者庁コメント（個人情報の保護に関する法


律について）】 


・ 個人情報の保護に関する法律（以下「個人情


報保護法」又は「法」という。）は、一定の民


間の事業者に対して、個人情報を取扱うに当


たっての義務を課している法律であり、固定


資産税データの提供等のための規定の整備等


の問題は、法の範囲外の問題である。 


改革の方向性（当初案） ＜森林簿等の整備の促進＞ 


・ 納税義務者の確認には地方税法第 22条により


情報の提供が禁止されており、情報を知りう


るためには、法的根拠が必要とされていると


ころ。 
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・ 一方、森林簿は都道府県により整備され、森


林法第 191 条による地域森林計画、市町村森


林整備計画及び森林施業計画の樹立を義務づ


けられているが、法的発出根拠が不明朗のま


まである。 


・ したがって、法令上における固定資産税デー


タの提供を受けられる規定の整備、森林簿の


法定化（所有者の登記の義務化）、地籍調査の


促進及びその調査結果と登記簿データとの統


合化等、短期及び中長期の対策を講じるべき


である。 


＜森林簿等の民間利用の促進＞ 


・ 積極的・戦略的な施業集約を進めるため、一


定の条件を満たした林業事業体には、森林所


有者との施業委託契約の締結の有無に関わら


ず開示するなど、森林簿・森林計画図の民間


利用を促進すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


【農林水産省（林野庁）】 


＜森林簿等の整備の促進＞ 


・ 森林簿を法定化することは、地籍、固定資産


台帳など既存の法定台帳があるにもかかわら


ず、森林に特化して新たな個人情報に関する


法定台帳を作成するといった特定分野のみを


対象とした国民の財産権への関与の強化の弊


害と法律上の効果とのバランスや法定台帳と


して整備することに伴い都道府県の労力、費


用、行政責任が著しく増大すること等の問題


があり、慎重に検討することが必要であり容


易な問題ではない。 


・ しかしながら、所有不明森林が計画的な路網


整備や間伐を推進する上で支障となることか


ら、まずはその解消に努めていく考え。 


＜森林簿等の民間利用の促進＞ 


・ 森林簿及び森林基本図の情報管理権限は都道


府県にあり、特に個人情報が含まれることか


ら各都道府県の個人情報保護条例に従って適
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切に扱われる必要がある。 


・ 森林施業の集約化のため森林情報を活用する


ことは重要と認識しており、林野庁では、「規


制改革推進のための３カ年計画（再改定）」（平


成 21 年３月 31 日閣議決定）に基づき、要望


に応じて森林簿及び森林基本図が林業経営者


や林業事業体に開示されるよう都道府県への


助言を行っているところである。 


・ さらに、平成 22 年 9 月 10 日に閣議決定され


た「新成長戦略実現に向けた３段構えの経済


対策」において平成 22 年度中に意欲や能力の


ある事業体に対し森林簿及び森林計画図が開


示されるよう助言を行うこととされ、平成 22


年 10 月 8 日に閣議決定された「円高・デフレ


対策のための緊急総合経済対策」に基づき時


期を前倒しし、平成 22 年 12 月中に都道府県


に対し、助言を行う予定である。このように、


森林簿・森林計画図の民間利用について適切


に対応しているところである。 


【総務省】 


＜森林簿等の整備の促進＞ 


・ 所有者の同意を得れば、固定資産課税台帳に


登録されている所有者の氏名及び所在に関す


る情報を提供することは可能であり、現実的


な対応としては、地方公共団体から要請があ


り、資産所在の市町村長が行政上必要なもの


と認めた場合には、所有者の意向を確認する


ことにより対応可能である。 


・ また、地番等の不動産登記簿に記載されてい


る事項については、何人も知ることができ、


秘密に該当しないものであることから、提供


することは可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【農林水産省（林野庁）】 


＜森林簿等の整備の促進＞ 


・ 現在、所有不明森林を含め、間伐を促進するた


めの措置や、路網整備のため土地の使用を可能
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とするための手続きの改善について、森林法の


改正を行うことを検討しているところ。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【農林水産省（林野庁）】 


＜森林簿等の民間利用の促進＞ 


・ 都道府県が保有する森林簿等の個人情報を含


む情報を公開するという措置については、個人


情報保護条例の在り方及び運用に関わる事項


であり、個人情報保護制度の所管省庁におい


て、検討が行われるべきである。 


なお、「新成長戦略実現に向けた３段構えの経


済対策」の参考資料に、今後規制・制度改革に


関する分科会で引き続き検討する事項として、


「民間事業者による行政情報の利用・活用」が


あげられている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地籍調査が未了の山林が多いうえに、税務情


報による所有者等の特定は地方税法により規


制がかけられていることから、地方自治体が


森林に関する情報を適時に収集できないな


ど、森林の実態把握や整備等に関する計画の


策定時に手間取ることが多い 


・ 納税義務者の確認については、地方税法第 22


条により情報の提供が禁止されており、地方


自治体が森林簿等に反映させるために情報を


知りうるためには、法的根拠が必要とされて


いるところ。なお、所有者の同意を得れば、


固定資産課税台帳に登録されている所有者の


氏名及び所在に関する情報の提供をうけるこ


とは可能であるが、不明地主からの同意を得


ることは現実的ではない。一方、森林簿は都


道府県により整備され、森林法第 191 条によ


り規定されている地域森林計画、市町村森林


整備計画及び森林施業計画の樹立にあたって


活用されているが、法的発出根拠が不明朗の


ままである。 


・ また、森林簿等は、林業施業者等の施業計画
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の策定に必要であるにもかかわらず、林野庁


は、森林簿等の「情報管理権限は都道府県に


あり、当該情報には個人情報を含むことから、


各都道府県の個人情報保護条例の取り扱いに


従って適切に扱われる必要があり、国が強制


的に開示できるものではない」との見解を示


しているため、各都道府県により森林簿等の


情報の扱いが大きく異なっている。 


・ 地籍、固定資産台帳など既存の法定台帳に加


え、森林簿をきちんと整備し、適切に施業を


行う林業事業体等に公開することは、国土保


全に資するものである。 


・ したがって、法令上における固定資産税デー


タの提供を受けられる規定の整備、森林簿の


法定化（所有者の登記の義務化）、地籍調査の


促進及びその調査結果と登記簿データとの統


合化等、短期及び中長期の対策を講じるべき


である。併せて、施業集約化等に必須である


森林簿等の情報について、森林経営計画（仮


称）を作成しようとする者に必要な情報を提


供すべきである。 


 


具体例、経済効果等 ・ 森林所有者との施業委託契約の締結未了の時


点で森林所在地・所有者等の情報が円滑に入手


できなければ、民間林業事業体は施業集約に向


けた森林所有者との交渉にすら入れない。 


・ 森林法の改正（H14 年度施行）により森林施業計


画の作成主体に森林組合以外の民間林業者等


も位置付けたのであれば、民間事業者(特に森林


組合以外)が参入し施業集約を行うための、森林


簿等情報が民間林業者に提供される制度設計が


不可欠。 


改革案 ・ 法令上における固定資産税データの提供を受


けられる規定の整備、森林簿の法定化（所有者


の登記の義務化）、地籍調査の促進及びその調


査結果と登記簿データとの統合化等、短期及び
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中長期の対策を講じるべきである。【平成 23 年


度中措置】 


・ 併せて、施業集約化等に必須である森林簿等の


情報について、森林経営計画（仮称）を作成し


ようとする者に必要な情報を提供すべきであ


る。【平成 23 年度中措置】 


・  
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【農林・地域活性化ＷＧ ○28】 


事項名 


 


京都議定書における森林吸収量 1300 万炭素トン


の達成に向けた措置拡充 


 


規制・制度の概要 


 


・ 京都議定書の第１約束期間の終期である平成


24 年度までの集中的な間伐等の実施の促進を


図るため、市町村特定間伐等促進計画作成によ


る優遇措置が講じられているが、国の事業再編


により、森林整備事業（造林補助）が平成 23


年度に廃止されるため、現状の間伐実施量を確


保することは困難となる。 


＜根拠法令＞ 


・ 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置


法第５条 


改革の方向性（当初案） ・ 施業集約化への政策転換を受け入れる体制が


整った地域では、平成 23 年度からはじまる「森


林環境保全直接支援事業」を活用した間伐が可


能となるが、早急な対応が困難な地域において


は、施業集約化への移行期間における間伐量を


確保するため、従来の伐り捨て間伐を継続させ


ることが必要であり、このための措置を拡充す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


・  平成２３年度より、面的なまとまりをもって


搬出間伐等の森林施業を実施する者を支援す


る「森林管理・環境保全直接支払制度」を導入


することとしている。 


・  新成長戦略に位置付けられている「木材自給


率 50%以上に向上させることを目指す」ために


は、効率的な搬出間伐を積極的に推進していく


ことが不可欠。 


・  本制度においては、施業集約化に必要な境界


確認活動等についての支援も一体的に行うこ


ととしており、これらを活用することにより、


同制度の中の「森林環境保全直接支援事業」を


活用した間伐を実施し、森林吸収量の確保に必


要な間伐実施量の確保を図って行く考え。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 集約化をせずに、個々バラバラの伐り捨て間伐


を支援する従来の事業を継続すれば、次回間伐


が必要となる１０年後も同じことの繰り返し


となり林業の再生が図られない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 施業集約化への政策転換を受け入れる体制が


整った地域では、平成 23 年度からはじまる「森


林環境保全直接支援事業」を活用した間伐が可


能となるが、早急な対応が困難な地域において


は、施業集約化への移行期間における間伐量を


確保するため、従来の伐り捨て間伐を継続させ


ることが必要であり、このための措置を拡充す


べきである。 


具体例、経済効果等 ・ 施業集約化への移行期間における間伐実施が


確保される。 


改革案 ・ 平成 23 年度からはじまる「森林環境保全直接


支援事業」を活用した間伐について、早急な対


応が困難な地域においては、移行期間における


間伐量を確保するため、従来の伐り捨て間伐を


継続させるための措置を講じるべきである。


【平成 23 年度第１四半期中措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○29】 


事項名 稼働中の産業遺産の世界遺産への登録 


規制・制度の概要 


 


・ 我が国における世界遺産登録の申請は、文化財


保護法において指定・選定されたものに限られ


ている。 


＜根拠法令＞ 


・ 文部科学省設置法第４条等 


改革の方向性（当初案） ・ 我が国における世界遺産登録の申請は、文化財


保護法において指定・選定されたものに限られ


ている。九州・山口の近代化産業遺産群をはじ


めとする稼働中の産業遺産に関して、港湾法等


により産業遺産としての価値を将来に渡って


保護する仕組みや文化財保護法以外での世界


遺産登録について、検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（文部科学省） 


・ 世界遺産条約は、世界遺産の価値を将来にわた


って万全な対策により保護するための制度で


あり、締約国は、自国の文化遺産及び自然遺産


を保護、保存し、将来へ伝えることが第一義的


な義務とされている。 


・ 文化財保護法は「文化財を保存し、且つ、その


活用を図り、もって国民の文化的向上に資する


こと」をその目的としており（第 1 条）、世界


遺産条約と基本的にその趣旨を同じくするも


のである。このため、我が国では、これまで推


薦を行う文化遺産について、原則として文化財


保護法において指定・選定されているものに限


っている。これは、文化財の保存と活用等を目


的とした文化財保護法によって資産を適切に


保護することができると考えるためである。 


・ 文化財保護法は、貴重な国民の財産である文化


財を保護するため、指定・選定から保存活用に


至るまで、一貫して万全な対策を講じている。


これは、世界遺産条約で求められている遺産の


保護・保存という要請に応えるものであり、我


が国において人類共通の遺産である世界遺産
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の確実な保護措置として、文化財保護法による


担保が最も適している。 


・ 以上のことから、文化財保護法はこれまでの審


査においても国際的にきわめて高い評価を得


ている。 


・ 近年、ユネスコの世界遺産委員会においては、


近隣の開発計画の有無など、登録時のみならず


登録後においても保全状況についてチェック


が厳しくなっており、資産の保護措置が非常に


重要な課題となっている。 


・ これは昨年、ドイツのエルベ渓谷が、新しい橋


の建設計画の継続により、世界遺産の登録を抹


消されたという例や本年の新規登録案件中や


危機遺産リストにおける審議において周辺の


開発計画により世界遺産としての価値が損な


われる危険性ついてきわめて重視されている


ことからも明らかである。 


・ 稼働中の資産の価値を将来にわたって保護す


る仕組みについては、このような世界遺産に係


る近年の動向等も踏まえて、個々の資産に係る


世界遺産の登録申請に向けた取組の中で、文化


財保護法による指定・選定以外の方法も含め


て、検討が行われるものと考える。 


（国土交通省） 


・ 九州・山口の近代化遺産において文化財保護法


に基づく価値保全は日々の経済活動の妨げに


なるだけでなく、産業遺産の価値を壊す場合も


あるとの指摘がある。例えば、三池港の場合は


工業港として稼働することが一番の価値保全


であり、文化財保護法は稼働中の工業港として


の価値保全になじまないとされている。 


・ 他国に目をやると、世界遺産の保全で稼働施設


の多くは文化財保護法以外で保全されている。


一義的には、文化庁と内閣府規制改革室で取り


扱うべき課題であるが、産業遺産の保全は経済


活動と共にあるため、登録を希望する者が、そ







 


102 


の産業の内容や歴史的意義を理解した上で、容


易に申請できる枠組みが重要であると考える。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


（国土交通省） 


・ 九州・山口近代化遺産群世界遺産登録推進協議


会（以下、協議会）において、産業遺産を文化


財保護法以外の法体系によって保全を行い、世


界遺産に登録するための取り組みが行われて


いる。このため、協議会の提案を受けて、個別


の産業遺産（例えば三池港）を対象に文化財保


護法以外の法令による保全方策に関する検討


を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 我が国における世界遺産の前提となっている文


化財保護法では、産業遺産のように利用・活用さ


れ、産業技術の進展とともに、修繕等を行いなが


ら、その機能を維持する必要があるものには適さ


ない。 


・ 諸外国では、文化財保護法のみならず、港湾法・


鉄道法・都市計画法などの関連を活用して、稼働


中の産業遺産の保存管理を行っている。 


・ 我が国において、産業遺産の世界遺産認定に向


けて実質的な枠組みがないのが実情であり、稼


働中の産業遺産とその周辺の区域について、港


湾法等の文化庁以外の省庁管轄の法制度を含


め、新たな枠組みの構築に向けて検討されるべき


である。 


・ 九州・山口地域において、稼働中の産業遺産を


含む近代化産業遺産群の世界遺産登録を目指


す活動が活発に行われており、（「国民の声」要


望意見も多数あり）、政府として、速やかに検


討を行い、早期に結論を出す必要性は大。 
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具体例、経済効果等 ・ 産業遺産が世界遺産登録された場合には、その


地域の観光客増加を通じた地域活性化が期待で


きる。 


改革案 ・ 稼働中の産業遺産に関して、世界遺産登録推薦


のプロセスを構築することについて、関係府省


会議や有識者会議の設置を含め、関係府省が一


体となって検討を行うとともに、国土交通省等


関係府省は、文化財保護法以外の法令による保


全方策について速やかに検討を開始し、できる


限り早期に結論を得るべきである。 


【平成 22 年度中に検討を開始し、平成 23 年度


中できる限り早期に結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○30】 


事項名 


 


自治体による「歴史文化基本構想」の文化財保


護行政における位置づけの明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 重要性を考慮した文化財の指定、選定、登録及


び保護は、文化財保護法に基づき、実施される。


＜根拠法令＞ 


・ 文化財保護法 


改革の方向性（当初案） ・ 近年、国から指定を受けない景観形成や観光開


発に重要な役割を果たす文化資源が全国的に


失われている状況がある。自治体や地域の視点


から様々な文化資源（文化財、文化遺産）をま


ちづくりのための地域資源として顕在化させ、


保護・活用を図るため、自治体による「歴史文


化基本構想」の策定を可能にすることについ


て、検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 地域の文化財をその周辺環境も含めて総合的


に保存・活用していくための基本方針である


「歴史文化基本構想」については、新たに「文


化芸術の振興に関する基本的な方針」（閣議決


定）に位置づけることにより、その策定の推進


を図る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 平成 22 年度中に策定予定である文化芸術の振


興に関する基本的な方針（第 3次基本方針）に


おいて「歴史文化基本構想」を位置づけ、周辺


環境を含めた地域の文化財の総合的な保存・活


用について明記する予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 都市計画行政や景観行政に比べて地方分権が


遅れている文化財保護行政においては、戦前か


ら伝統的な指定を主な手段とするトップダウ


ンの文化財保護施策（少数優品主義）が継続し


ており、景観形成や観光開発に重要な役割を果


たすべき文化財未満の文化遺産が全国で約 10
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年の間に２割程度失われている。 


・ 平成 19 年の文化審議会企画調査会の報告にお


いて、保護法の改正により、自治体による「歴


史文化基本構想」の策定を可能にすることが提


案されたが、同時期に国交省・農水省・文化庁


の共管による「歴史まちづくり法」が施行され


たため、上記調査会報告の趣旨の一部が同法に


吸収され、文化財保護行政の地方分権が曖昧な


ままとなっている。 


・ 個々に展開してきた文化財保護行政、景観行


政、観光行政、教育行政等を、地域が描く一つ


の将来目標像に向けて統合的に展開すること


で魅力的な地域・都市空間の形成と豊かな暮ら


しの実現、さらに地域間および国家間の交流の


推進、地場産業の６次産業化などが期待でき、


経済効果は甚大である。 


改革案 ・ 国から指定を受けない景観形成や観光開発に


重要な役割を果たす文化資源が全国的に失わ


れている状況を踏まえ、自治体や地域の視点か


ら様々な文化資源（文化財、文化遺産）をまち


づくりのための地域資源として顕在化させ、保


護・活用を図るため、自治体による「歴史文化


基本構想」の策定を可能にすることについて、


検討すべきである。 


【平成 22 年度検討・結論】 


 


 







 


106 


【農林・地域活性化ＷＧ ○31】 


事項名 


 


茅葺き屋根等木造建築物に関する建築基準法の


緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 建築基準法では、防火・準防火地域及び特定行


政庁が指定する区域において、屋根は耐火・準


耐火構造としなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 22 条 


改革の方向性（当初案） ・ 日本の伝統構法を活かした木造建造物による


まちづくりや文化・観光振興の一環として、例


えば茅葺き屋根を持つ古民家を復元した宿泊


ビジネスを展開しようとした場合、防火地域、


準防火地域はもとより建築基準法第 22 条指定


区域の屋根は、耐火・準耐火構造としなければ


ならないため不可能となる。周辺エリアにおけ


る防火施設の整備等一定の条件の下に、不燃材


以外の材料の使用を可とするなど、検討すべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 防火・準防火地域又は 22 条地域は、地方公共


団体が市街地における火災の危険を防ぐため


に指定している地域であり、地方公共団体が指


定を解除すれば、屋根を不燃材料とする規制は


適用されない。現に、地方公共団体が 22 条地


域の一部について指定を解除し、茅葺き屋根の


建築物が建築された事例も存在する。なお、事


務局記載の「耐火・準耐火構造」は、「防火上


有害な発炎をしないもので、屋内に達する防火


上有害な溶融、き裂その他の損傷を生じないも


の」が正しい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現行の建築基準法の規定により対応可能 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現行の建築基準法の規定により対応可能 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 過去にも民間事業者等から同内容での規制改


革要望は複数あり。 


・ 文化的価値の高い茅葺き技術の伝統を守るた


めに、観光振興による地域活性化が期待される


温泉地等へ、茅葺き屋根による古民家等の宿泊


施設をビジネスとして成立させることが必要


である。 


改革案 ・ 日本の伝統構法を用いた茅葺き屋根等木造建


築物の文化的価値を継承し、地域活性化を図る


観点から、建築基準法第 22 条に基づき特定行


政庁が指定する区域内の建築物の屋根の構造


に係る技術的基準及び区域の指定のあり方等


について検討し結論を得た上で、地方公共団体


に技術的助言（ガイドライン）を発出すべきで


ある。【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○32】 


事項名 


 


河川護岸の整備や人道橋の設置における仕組み


の整備等 


規制・制度の概要 


 


・ 河川護岸の整備や人道橋の設置は、河川管理者


が地域の実情に応じて河川整備計画を策定す


ることになっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 河川法 


・ 海岸法 


改革の方向性（当初案） ・ 河川法上、河川管理者が地域の実情に応じて河


川整備計画等を策定することとされているが、


観光地の雰囲気に合わない大規模な河川護岸


等が建設される例が見受けられる。国交省「河


川景観の形成と保全の考え方（平成 18 年 10


月）」を踏まえ、景観に配慮した河川護岸や人


道橋等の整備に係る住民合意等の手続きにつ


いて、観光振興の観点から改めて周知を検討す


べきである。 


また海岸景観に関しても、既存の「海岸景観


ガイドライン」について、併せて周知を検討す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（国土交通省） 


・ 「美しい河川景観の形成と保全の考え方」で


は、河川護岸の整備を含む河川景観の形成につ


いて、関係者が情報を共有しながら、様々な段


階での合意形成を進める等の取組が行われる


よう推進している。また、人道橋等の許可工作


物については、治水上必要な諸基準を満たした


上で、河川の景観や自然的、社会的環境との調


和をそこなわないよう方針として定めている


ところ。 


・ 「海岸景観形成ガイドライン」は、良好な海岸


景観の形成について行政関係者やまちづくり


に関わる市民等が、地域の価値向上を図るため


の方策を示している。 


・ こうした取り組みが、観光振興にも寄与するも
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の考えている。 


（農林水産省）  


・ 「河川景観の形成と保全の考え方（平成 18 年


10 月）」では、河川護岸の整備を含む河川景観


の形成について、関係者が情報を共有しなが


ら、様々な段階での合意形成を進める等の取組


が行われるよう推進している。 


・ また、「海岸景観形成ガイドライン」は、良好


な海岸景観の形成について行政関係者やまち


づくりに関わる市民等が、地域の価値向上を図


るための方策を示している。 


・ こうした取り組みが、観光振興にも寄与するも


の考えている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


(国土交通省) 


・ 当該通知をＨＰや河川管理者や海岸管理者へ


の会議等を通じて、より一層の周知・徹底を図


っていく。 


（農林水産省） 


・ 当該通知をＨＰや河川管理者や海岸管理者へ


の会議等を通じて、より一層の周知・徹底を図


っていく。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 人道橋等の設置も含め、魅力ある観光地づくり


を一層推進することが求められており、適時適


切に関係者が情報を共有しながら合意形成を


進めるため、「河川景観の形成と保全の考え方」


等について、周知徹底を図る必要がある。 


・ 現行制度の枠組みにとらわれることなく、人道


橋や護岸に係る河川管理施設等構造令に定め


る技術的基準については、必要に応じた見直し


を検討することも重要である。 
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改革案 ・地域の魅力を活かした観光振興の観点から、河


川景観の形成と保全と治水上必要な諸基準との


関係について、国土交通省「河川景観の形成と


保全の考え方（平成 18 年 10 月）」の周知徹底を


図るとともに、親水空間の一層の活用の観点か


ら、人道橋や護岸に係る河川管理施設等構造令


に定める技術的基準の見直しも含めた検討を行


うべきである。【平成 23 年度検討開始】 


・また海岸景観に関しても、「海岸景観形成ガイド


ライン」に基づく取り組みが適切に行われるよ


う、併せて周知徹底を検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○33】 


事項名 スキー場閉鎖時の課題への対応 


規制・制度の概要 


 


・ 国立公園内のスキー場を閉鎖する場合は、自然


公園法で定められた原状回復命令等に従い原


状回復するか、又は原状回復が著しく困難であ


る場合は、これに代わるべき必要な措置を行わ


なければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 自然公園法第 15 条 


改革の方向性（当初案） ・ 債務超過状態にある国立公園内のスキー場を


閉鎖する場合は、自然公園法により工作物の撤


去や緑化植栽など原状回復が義務付けられて


おり、多額のコストを要するため閉鎖したくて


もできない状況下にある。また、原状回復が著


しく困難である場合は、同法にて、これに代わ


るべき必要な措置を執るべき旨規定がなされ


ているが、具体的な基準は定められていない。


原状回復が困難な場合における、関係者の意見


聴取の手順・スキーム等について、基準やガイ


ドラインの発出を検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 国立公園内のスキー場は、国立公園事業施設と


して、通常の工作物の新築行為等に対する審査


や許可を受けず、利用のために必要な施設であ


ることを理由に建設が認められているもので


ある。 


・ これらの施設が利用に供されなくなって以降、


原状回復等されずに残置されることは、風致景


観への支障が著しく大きく、国立公園としての


資質を脅かすものである。また、施設やゲレン


デの残置は、地滑りや崩落等により、国民の安


全を脅かすおそれもある。従って、スキー場が


閉鎖される際には、原状回復等の措置がとられ


ることが必要であるとともに、それらの措置


は、施設の設置者が行うことが当然である。 


・ 併せて原状回復が困難な場合の代替措置につ


いては、それぞれの施設や周囲の状況等にかん
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がみ個別に検討すべきものであることから、基


準やガイドラインを設定することは困難であ


る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記のとおり、個別具体の状況によってその対


応は多種多様であることから、基準やガイドラ


インの設定は困難である。 


・ なお、原状回復等の措置の命令は不利益処分に


当たることから、弁明の機会の付与の手順・ス


キーム等については、既に行政手続法において


定められている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 平成 21 年１月、長野県「スキー場の今後の展


開に関する検討会」において、スキー場の閉


鎖・休止時の課題として、同様の問題提起あり。


・ 債務超過状態にある国立公園のスキー場の淘


汰が進むことで、新たな資本の参入による魅力


あるスキー場づくりが可能となる。 


改革案 ・ 環境保全の観点から、収支赤字の中、原状回復


に係る多額のコスト負担を回避するため止む


を得ず存続している国立公園内のスキー場の


円滑な閉鎖を可能とするため、稼働状況、経営


状況等の実態調査を行った上で、原状回復コス


トをより長期に亘って負担することを可能と


するなど、原状回復義務を弾力的に運用する方


策について、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 


 


 







 


113 


【農林・地域活性化ＷＧ ○34】 


事項名 


 


着地型観光に即した各種業規制の見直し 


 －旅行業法 第３種旅行業者の適用除外等－


規制・制度の概要 


 


・ 旅行者に対して交通機関や宿泊施設の手配に


は旅行業者の登録が必要であり、第３種旅行業


登録には営業保証金の供託や旅行業務取扱管


理者の配置等行う必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 旅行業法第２条、第３条、第６条第１項、第７


条第１項、第２項及び第３項等 


改革の方向性（当初案） ・ 旅行者に対する交通機関や宿泊施設の手配に


は旅行業者の登録が必要であり、営業保証金の


供託や旅行業務取扱管理者の選任等の要件が


課せられる。着地型観光の高まりを受け、地域


自らが主催する募集型企画旅行に関して、一定


の条件の下に、旅行業法 第３種旅行業者の適


用除外や第４種として新たなカテゴリーを創


設するなど、地域のリソースを使いやすくする


方策について、検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 地域のニーズ等を踏まえ、着地型観光に即した


旅行業規制のあり方について検討する。 


・ 旅行業法では、旅行業者が扱うことのできる宿


泊施設について、旅館業法に規定する旅館業に


限定していない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 着地型観光へのニーズの高まりやインターネ


ット取引の増加等の旅行を取り巻く環境の変


化を踏まえ、着地型旅行はもとより旅行業全般


について、時代の変化に即した規制のあり方に


ついて検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 着地型観光に取り組む地域のＮＰＯ法人等団


体が、宿泊施設や一般交通機関の手配に加え、


体験型プログラムをセットで提供できるよう


にするためには、第３種旅行業者を取得しなけ


ればならない。 


・ 地域の限られたリソースで着地型観光を推進


する際、現行の第３種は、営業保証金や旅行業


務取扱管理者を設置するなど負担が大きい。 


・ なお、旅行業務取扱管理者に係る資格試験の内


容は、地域資源を活かした観光振興とは直接関


係していないとの声も聞く。 


改革案 ・ 着地型観光の高まる中、地域自らが主催する募


集型企画旅行に関して、一定の条件の下に、旅


行業法 第３種旅行業者の適用除外や第４種と


して新たなカテゴリーを創設するなど、地域の


リソースを使いやすくする方策について、検討


すべきである。【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○35】 


事項名 酒類の卸売業免許の要件緩和 


規制・制度の概要 


 


① 酒類の卸売業免許は営業方法によって基準数


量が異なり、洋酒卸売業の場合は、申請する販


売場の年平均販売見込数量が、大都市 36kl、


大都市以外 24kl となっている。 


② 卸売業免許を取得するためには、人的要件、場


所的要件、経営基礎要件に加え、需給調整要件


を満たさなければならない。 


＜根拠法令＞ 


① 酒税法第 10 条第 10 号 


酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達第２


編第 10 条第 10 号関係８<洋酒卸売業免許につ


いての取扱い>、 


② 酒税法第 10 条第 11 号 


酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達第２


編第 10 条第 11 号関係５<全酒類卸売業免許の


需給調整要件> 


改革の方向性（当初案） ①について 


・ 農産物等を原料とする果実酒を販売する農家


（製造は県外醸造所に委託）の場合、「小売業


免許」は取得が可能であるが、年間販売基準数


量が満たないため、国内の酒販店や百貨店等へ


の販売を可能とする「卸売業免許」の取得は困


難となっている。地域資源（農産物等）を原料


とした酒類販売者に対する「卸売業免許」の要


件緩和について、検討すべきである。 


②について 


・ 国内外を問わず、全酒類卸売業免許の取得を


求める事業者は少なくない。 


・ 全酒類卸売業免許の取得には、人的要件、場


所的要件、経営基礎要件、需給調整要件を満


たすことが必要とされている。 


・ このうち、需給調整要件としてその卸売販売


地域ごとに免許枠の上限が設定されており、


免許枠の上限を上回る場合には、その他の要
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件を満たした場合であっても、原則として全


酒類卸売免許が交付されないこととされてい


る。 


・ このため、需給調整要件を大幅に緩和し、人


的要件、場所的要件、経営基礎要件の具備が


確認され、酒税の保全上、大きな問題がない


と認められる場合には、免許の付与について


弾力的運用を講じることを検討すべきであ


る。また、申請手続きに関しても、免許枠算


定に係る透明性の確保、標準処理期間の短縮、


提出書類の簡素化など、全般的見直しを検討


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


①について 


・ 酒税は、製造者を納税義務者としており、製造


場から移出された時点で課税されているが、そ


の負担は最終的に消費者に転嫁される仕組み


となっており、販売代金の確実な回収と税負担


の消費者への円滑な転嫁を確保する観点から、


酒類販売業についても免許制を採用している。


・ このため、酒類販売業免許については、申請者


が一定規模以上の酒類を継続的に販売するこ


とが見込まれ、かつ、そのための販売設備や所


要資金を有しているなど、充分な経営基盤を有


するものであると認められる場合に免許を付


与することとしている。 


・ 洋酒卸売業免許における年平均販売見込数量


の基準については、申請者の経営の基礎が薄弱


であると認められるかどうかを審査するため


設けている。 


・ なお、農家の方が、自ら果実酒の製造免許を取


得した場合（果実酒の最低製造数量基準６ｋ


ｌ）には、卸売業免許や小売業免許を取得する


ことなく、製造場において、果実酒を国内の酒


販店や百貨店等へ販売することが可能である。


②について 


・ 酒税は、製造者を納税義務者としており、製造
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場から移出された時点で課税されているが、そ


の負担は最終的に消費者に転嫁される仕組み


となっており、販売代金の確実な回収と税負担


の消費者への円滑な転嫁を確保する観点から、


酒類販売業についても免許制を採用している。


このため、人的要件、場所的要件、経営基礎要


件のほか、必要な場合には、需給調整要件によ


って、酒類販売業者の濫立を防止して取引の混


乱を防ぎ、酒税の徴収に不安のないようにする


措置は、酒税の保全上、重要である。 


・ 酒類卸売業免許については、事業形態や取扱酒


類の違いによって区分を設けており、輸入酒類


や果実酒、ウイスキー等を卸売する場合には、


需給調整要件を設定していない輸入酒類卸売


業免許や洋酒卸売業免許を取得することが可


能であり、海外からの酒類の輸入障壁にはなっ


ていないと考える。 


・ 他方、全酒類卸売業免許を取得しなければ卸売


できない酒類（清酒、合成清酒、しょうちゅう、


みりん、原料用アルコール）のうち、その数量


の太宗を占める清酒・しょうちゅうについて


は、酒類製造者の大部分が中小・零細企業で占


められている（清酒 99.6%・本格しょうちゅう


99.5%）ことから、需給調整要件によって卸売


業者の濫立を防止する必要性が高いと考える。


・ 需給調整要件を含めた酒類販売業免許の各要


件及び申請手続については、いずれも法令や通


達ですべて公開している。標準処理期間につい


ては、酒類卸売業免許に限らず、小売業免許の


申請に対してもすべて２か月以内としており、


申請者の人的要件、場所的要件、経営基礎要件


の審査に当たり通常要すべき合理的な範囲で


あると考えられる。提出書類についても、これ


らの各要件を効率的に審査するため、最低限必


要な書類を求めているところである。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


①について 


・ 一律に、年平均販売見込数量の要件を廃止又は


緩和する場合、卸売業者が酒税の納税者たる製


造者との直接の取引関係にあることから、製造


者の経営に影響を及ぼすおそれがあり、酒税法


の目的である酒税の確実な徴収が図られなく


なる。 


・ なお、個別に具体的な事業計画等の内容を把握


して、酒税の保全上、大きな問題がないと認め


られる場合には、年平均販売見込数量の要件を


満たさないときであっても、税務署長が国税局


長に上申の上で免許を付与することが可能と


なっている。 


②について 


・ 我が国の酒類市場では、輸入酒類を含めた多種


多様な商品が販売されている。価格について


も、低価格志向のニーズを捉えた商品を含め、


多様な価格帯の商品が販売されており、全酒類


卸売業免許に係る需給調整要件が消費者利益


を妨げているとは考えていない。 


・ 近年、酒類の国内販売（消費）数量は減少して


おり（最近 10 年間で約１割減少）、市場規模が


縮小している。また、酒類小売業免許の規制緩


和によって、我が国の酒類販売市場には大きな


販売力を持つ組織小売業が参入してきている。


こうした中で、大手卸売業者は経営統合等の組


織再編を進めており、その結果として中小・零


細業者の転廃業が進み、全酒類卸売業免許の販


売場数は年々減少している（最近 10 年間で約


３割減少）。 


・ 我が国の酒類市場は、人口減少・少子高齢化の


進展に伴い、国内消費数量が中長期的に減少す


ることが見込まれており、また、酒類卸売業者


が組織再編を進めている状況において、全酒類
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卸売業免許に係る需給調整要件の緩和を行う


ことについては、中小・零細卸売業者の経営に


与える影響を含め、慎重に検討する必要があ


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


①について 


・ 原料供給及び製造数量の観点からも、法制度に


基づき規定された年間の平均販売見込数量基


準は大きすぎるのではないかとの声を聞く。


（例：果実酒における最低製造数量基準は 6


キロリットル） 


・ 都道府県の地域資源に認定されている農産物


等を原料とした果実酒等は、一層の販売増によ


る地域振興や地域活性化への期待が大きく見


込まれることから、年平均販売見込数量基準の


緩和による、卸売業免許の交付可能な事業者の


枠を広げる意義は大きい。 


②について 


・ 国内外を問わず、全酒類卸売業免許の取得を求


める事業者は少なくないが、需給調整要件のた


めに当該免許を取得できない事業者が存在す


る。 


・ 需給調整要件の緩和により、酒類卸売市場に対


する新規企業の参入を促すことで、当該市場の


活性化が見込まれる。 


・ また、酒類小売業免許の取得に係る需給調整要


件については既に大幅な緩和がなされており、


全酒類卸売業免許に限って厳しい需給調整要


件を課す合理性は乏しいものと考えられる。 


・ このため、全酒類卸売業免許の取得に係る需給


調整要件の大幅な緩和を検討すべきである。 
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改革案 ①について 


・ 酒税の保全上大きな問題を生じさせないこと


を前提として、地域資源（農産物等）を原料と


した酒類の販売を行う事業者について、酒類や


その営業方法等、一定の条件を満たす場合には


卸売業免許取得に係る年間販売基準数量の見


直しを行うことを検討すべきである。     


【平成 23 年度検討・結論】 


②について 


・ 需給調整要件を大幅に緩和（免許枠上限の撤


廃、大幅な緩和等）し、人的要件、場所的要件、


経営基礎要件の具備が確認され、酒税の保全


上、大きな問題がないと認められる場合には、


免許の付与について弾力的運用を講じること


を検討すべきである。 


  また、申請手続きに関しても、免許枠算定に


係る透明性の確保、標準処理期間の短縮、提出


書類の簡素化など、全般的見直しを検討すべき


である。【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○36】 


事項名 


 


道路使用許可等の弾力的運用及び申請手続の簡


素化 


規制・制度の概要 


 


・ 歩道・車道空間を活用した地域の伝統行事や各


種イベント等を開催する場合、道路使用・占有


許可を取得する必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路交通法第 77 条第１項及び第２項 


改革の方向性（当初案） ・ 歩道・車道空間を活用した地域の伝統行事やイ


ベント等を開催する場合、道路使用許可等を取


得する必要があり、特に物品販売を伴うものに


ついては、許可の取得が進まないことが多い。


   各種イベントの開催において、道路使用許可等


が取得しやすくなるよう、一層の弾力的な運用


を図るとともに、申請手続についても簡素化を


図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（国土交通省） 


・ 歩道・車道空間を活用した地域の伝統行事や各


種イベント等を開催する場合については、地域


の活性化や都市における賑わい創出の観点を


考慮し、道路占用許可として「地域の活性化等


に資する路上イベントに伴う道路占用の取り


扱い」（平成１７年道路局長通達）において許


可基準を定め、道路管理者として路上イベント


の支援を図っている。 


・ また、路上イベントの実施に伴い、道路占用許


可及び道路使用許可の両方が必要な場合には、


申請者手続きの簡素化を図るため、道路占用許


可申請書の提出は所轄警察署長を、道路使用許


可申請書の提出は道路管理者を経由して、それ


ぞれ行うことができるよう窓口の一本化を図


っている。 


（警察庁） 


・ 地域活性化等を目的とするイベント等を道路


上で行おうとする道路使用許可については、平


成 16 年３月 18 日付けで「イベント等に伴う道
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路使用許可の取扱いについて」（通達）を発出


してイベント等に係る許可手続の円滑化のた


めの措置等を示してこれを推進するとともに、


平成 17 年３月 17 日付けで「道路使用許可申請


手続の簡素合理化について」（通達）を発出し


て許可申請手続の一層の簡素合理化を図って


いるところである。 


・ これに加えて、民間事業者等による経済活動を


伴う場合については、平成 17 年３月 17 日付け


「民間事業者等による経済活動に伴う道路使


用許可の取扱いについて」（通達）を発出し、


当該経済活動の目的、地域住民、道路利用者等


の合意形成の状況等を総合的に勘案して判断


すべきことを示すことにより、地域の合意に基


づいて、街の賑わいに資する多様な経済活動を


行うことも可能となる措置を講じている。 


・ なお、こうした取組みを進めている現段階にお


いて更なる検討が必要とされるのであれば、道


路で行われるイベント等は、その開催場所、開


催時間、開催形態等により交通の妨害となる程


度が千差万別であることから、具体的に、どの


ようなイベント等の開催について、どのような


支障が生じており、それが道路使用許可手続の


運用に起因するものであるかどうかについて、


まず明らかにされる必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地域の声として、イベント等に伴う道路使用許


可及び占用許可に係る警察庁及び国土交通省


の通達により、一定の効果があったとの認識が


ある一方、地域による対応のバラツキや担当者


による対応の違いなど、更なる改善を求める声
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は少なくない。 


・ 地域で開催する各種イベントは、地域のにぎわ


いを創出するために非常に重要であることか


ら、不断の見直しは必要である。 


改革案 ・ 各種イベントを開催する場合、道路使用及び占


有許可が取得しやすくなるよう、既に発出済み


の道路使用許可及び占用許可の取扱いに係る


通達について、周知徹底を行うとともに、国と


地方公共団体の申請様式の統一化、物品販売の


ための露店出店に係る手続きの一元化、合意形


成過程における協議プロセスの合理化など、申


請手続きの簡素化及び一層の弾力的運用を図


ることについて、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○37】 


事項名 アーケードに添架する装飾等の運用の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ アーケード街でのイベント開催において、アー


ケードに装飾等の添架をする際は占用許可を


取得する必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法第 32 条、建築基準法第 44 条、建築基準


法施行令第 145 条 


改革の方向性（当初案） ・ アーケード街でのイベント開催において、アー


ケードに装飾等の添架をする際は占用許可を


取得する必要があるが、建築基準法違反の疑い


があるとして、許可の取得が進まないことが多


い。各種イベントの装飾等をアーケード内に適


切に展示できるよう、技術的助言（ガイドライ


ン）の発出など検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（国土交通省、総務省（消防庁）） 


・ アーケードは建築基準法第 44 条の許可を受け


て建築されたものであることから、装飾等によ


って、安全性の低下がないようにすることが必


要。その際、安全性を確認した上で、装飾等の


添架を含めて許可を取得することが可能であ


り、許可の範囲内で装飾等の添架を行うことが


可能。 


・ 地域の活性化や都市における賑わい創出のた


めの路上イベントに伴う、道路占用については


「地域の活性化等に資する路上イベントに伴


う道路占用の取り扱い」（平成１７年道路局長


通達）において許可基準を定め、道路管理者と


して路上イベントの支援を図っている。 


（警察庁） 


・ 「アーケードの取扱について」（昭和 30 年２月


１日付け国消発第 72 号・建設省発住第５号・


発備第２号）については、アーケードの設置等


に関する警察の対応も含まれる通達であった


ため現在の消防庁・国土交通省・警察庁の連名


となっているが、道路占用許可は道路法（国土
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交通省所管）に基づく道路管理者の権限であ


り、建築基準法は国土交通省が所管している。


・ 本件は、建築基準法に関しガイドラインの発出


等を検討するものであり、いずれにしても警察


庁が対応するものではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り、現行制度で対応可能。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り、現行制度で対応可能。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 本来アーケードは飾り付け等をするものでは


なく、構造上、附設物の設置は想定していない


との考え方が前提にあるため、地方公共団体


は、原則、既存の添架物以外は認めない方向に


ある。 


・ 例えば、期間限定でのアーケード天井のバトン


をつなぐイルミネーション（天の川）の設置な


どは、アーケードの構造変更に相当すると整理


され、安全上の観点から、アーケード連絡協議


会にかけなければならないとの理由で、許可取


得が進まない。 


・ また、臨時的に九州新幹線開通へ向けて歓迎用


の垂れ幕を設置しようとしたところ、新たな添


架物の設置は構造上、また景観上問題があると


して、回答留保のままとなっている。 


・ 地域で開催する各種イベントは、地域のにぎわ


いを創出するために非常に重要であることか


ら、不断の見直しは必要である。 


改革案 ・ 各種イベントの装飾等をアーケードに適切に


添架できるよう、添架期間や方法等に応じた許


可の範囲について検討し、技術的助言（ガイド


ライン）を発出すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論・措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○38】 


事項名 


 


商店街振興組合の設立要件の見直し 


－産業分類要件の緩和― 


規制・制度の概要 


 


・ 商店街振興組合を設立するには、小売商業及び


サービス業に属する事業を営む者の３０人以上が


近接している地域であって、その地域内の小売商


業またはサービス業に属する事業を営む者等の


うち、３分の２以上が組合員となり、かつ総組合員


の２分の１以上が小売商業またはサービス業に


属する事業を営む者であることが要件となってい


る。 


＜根拠法令＞ 


・ 商店街振興組合法第６条 


改革の方向性（当初案） ・ 都心部においては、当初、商店街設立における


小売商業及びサービス業に属する事業者数要


件を満たしていたとしても、一部の事業者によ


る不動産業への業種転換により、産業分類要件


を満たさなくなることがある。地域内の産業分


類による割合については、店舗の所有と使用に


分けて基準を設定することにいついて、検討す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 商店街振興組合法は、店舗の所有、使用にかか


わらず、商店街において実際に小売商業又はサ


ービス業に属する事業を営んでいる中小企業


者がどうかを認定基準としており、実際にこれ


らの事業を営んでいる中小企業者を対象とし


て組織化し、商店街の活性化を図ろうとするも


のである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 同上（上記規制改革の方向性への考え方） 







 


127 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 商店街組合振興法は、地域の環境の整備改善を


図るために必要な組織等について定めたもの


であるが、産業分類要件としては、小売業及び


サービス業に限定されている。 


・ 都市部においては、近年の経営者の高齢化、後


継者難等により、自ら営業していた店舗を第三


者に賃貸し、不動産賃貸業の店舗オーナーとし


て、商店街振興に携わる事例が増えている。 


・ このような場合は、業種転換した後も、商店街


振興組合の一員として、地域貢献活動が十分に


担えることから、地域の商店街振興上、特段の


支障がなければ、実態に即した法改正等、産業


分類要件を見直すことが必要である。 


改革案 ・ 商店街振興組合の設立に係る組合員の事業構


成要件について、小売商業及びサービス業のみ


ならず、それらに対し不動産賃貸を行う事業者


を含めることについて検討し、結論を得るべき


である。【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○39】 


事項名 


 


中心市街地活性化基本計画における計画期間の


緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 中心市街地の活性化を図るための基本的な方


針（平成 18 年 9 月 8 日閣議決定、平成 21 年 4


月 24 日最終改正） 


（参考） 


・市街地再開発事業費補助（一般会計）交付要綱


 （昭和 49 年 6 月 5 日付け建設省都再発第 77 号）


＜根拠法令＞ 


・  


改革の方向性（当初案） ・ 中心市街地活性化基本計画に関わる都市再開


発法による市街地再開発事業の認定事業につ


いては、市町村が計画期間（おおむね５年以内


を目安）を含む基本計画を策定し、当該計画が


認定されていれば再開発事業補助の割増が適


用されるにもかかわらず、５年以内の事業完了


は現実的には困難であることが多い。都道府県


知事の市街地再開発組合の設立が認可された


際には、計画期間を延長することを検討すべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（内閣府 地域活性化推進室） 


・ 基本計画に基づく中心市街地活性化の取組は、


認定から一定期間が経過した後に、中心市街地


の現状や事業の実施状況等について把握・検証


することが必要と考えております。このため、


計画期間としておおむね５年以内を目安に市


町村が設定することとしております。 


・ 新たな計画期間を加えて、改めて計画認定を受


けることは、現在においても法制度上認められ


ております。 


・ なお、市街地再開発事業の割増制度における適


用の可否につきましては所管省庁の判断にな


ります。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 新たな計画期間を加えて、改めて計画認定を受


けることは、現在においても法制度上認められ


ております。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 中心市街地活性化基本計画に関わる都市再開


発法による市街地再開発事業の認定事業につ


いては、市町村が計画期間（おおむね５年以内


を目安）を含む基本計画を策定し、当該計画が


認定されていれば再開発事業補助の割増が適


用されるにもかかわらず、５年以内の事業完了


は現実的には困難であることが多いため、必要


な見直しを検討する必要がある。 


改革案 ・ 中心市街地活性化基本計画に関する都市再開


発法による市街地再開発事業の認定事業につ


いては、事業が長期にわたるものが多い実態に


鑑み、当初から５年を超える期間にて策定され


ている場合、当初計画と再認定計画の間に隙間


が生じないよう、円滑に再認定を行うことにつ


いて、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○40】 


事項名 大規模集客施設の郊外立地抑制について 


規制・制度の概要 


 


・ 現在、延べ床面積が１万平方メートルを超える


店舗、映画館、アミューズメント施設、展示場


などの大規模集客施設の郊外部への出店は制


限されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市計画法 


改革の方向性（当初案） ・ 「まちづくり三法」にかかわらず、優良農地の


転用等により大規模集客施設が郊外に立地さ


れることで、都市郊外のスプロール化と中心市


街地の空洞化が進み、規制強化の声が一部の地


域で高まりつつある。本格的な高齢化社会の到


来を受け、コンパクトシティ推進に影響を及ぼ


す大規模集客施設の郊外立地のあり方につい


て、実態調査を行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 平成 18 年のまちづくり 3 法は、広域にわたり


都市構造やインフラに大きな影響を与えるよ


うな大規模な集客施設の適正な立地を誘導す


るため都市計画法等を改正したもの。 


・ これらの制度の趣旨を踏まえ、地方公共団体の


判断に基づいて、用途地域の変更、特定用途制


限地域、特別用途地区、開発整備促進区等の指


定、準都市計画区域制度の活用等により、大規


模集客施設の立地等をコントロールすること


が可能である。 


・ なお、まちづくり 3法改正を踏まえた都市計画


制度の活用状況については調査・把握している


ところであり、今後とも必要な実態把握に努め


て参りたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 上記の通り現行制度で対応可能。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 「まちづくり３法」にかかわらず、優良農地の


転用等により大規模集客施設が郊外に立地さ


れることで、都市郊外のスプロール化と中心市


街地の空洞化が進み、規制強化の声が一部の地


域で高まりつつある。本格的な高齢化社会の到


来を受け、コンパクトシティ推進に影響を及ぼ


す大規模集客施設の郊外立地のあり方につい


て、実態調査を行う必要がある。 


改革案 ・ 平成 18 年の「まちづくり３法」に基づく都市


計画に係る変更等が大規模集客施設の立地に


与えた影響や、自治体による農地転用許可が大


規模集客施設の立地に与えた影響など、大規模


集客施設の立地動向に係る全国的な実態調査


を行い、調査結果を公表すべきである。   


【平成 23 年度措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○41】 


事項名 


 


観光目的の船舶（20t 以上）の検査及び設備の


設置要件の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 船舶の安全航行の確保のため行われる船舶検


査は、遊覧船や屋形船等の観光を目的とした船


舶であっても、重量が 20t 以上となる場合は、


船舶安全法に基づく国の検査基準に基づき、実


施される。 


＜根拠法令＞ 


・ 船舶安全法第２条～第５条、第７条ノ２、第９


条 


改革の方向性（当初案） ・ 船舶の検査および設備の設置要件は、船舶安全


法の船舶重量を基準に区分されているため、遊


覧船や屋形船等の観光を目的とした船舶は、実


際の航行区域や航行時間に比し検査項目が多


く設備の設置要件も厳しくなっている。船舶重


量を基準に区分するのではなく、航行区域や利


用方法等を基準に区分することについて、検討


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 既に、船舶の安全性を確保するための構造・設


備基準は、総トン数だけではなく、航行区域や


定員等利用方法に応じて設定されている。 


・ なお、船舶の検査は、それぞれの船舶の構造・


設備等が基準に適合するかどうかを判断する


ため、必要な検査項目について実施している。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 近年の外国人旅行者の増加を受け、ゆったりく


つろげる一回り大きな客室空間の建造ニーズ


が高まっている。 


・ 遊覧船や屋形舟において、20ｔ以上の場合は、


船舶安全法に基づく国の検査を受けるものと
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されているが、航行区域が平水区域に限られる


場合には、極めて海岸に近い区域のみでの航行


が想定される 20ｔ未満を対象とする日本小型


船舶機構による検査で十分対応が可能と考え


る。 


改革案 ・ 20ｔ以上の遊覧船や屋形舟において、航行区域


が平水区域に限定される場合には、日本小型船


舶機構による検査でも対応可とすることにつ


いて、検討すべきである。  


【平成 23 年度検討・結論】         
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【農林・地域活性化ＷＧ ○42】 


事項名 


 


旅客船事業における航路申請に係る届出範囲の


拡大 


規制・制度の概要 


 


・ 旅客船事業における新たな航路申請の基準と


して、年間３回以上は許可、３回未満は届出と


なっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 海上運送法第３条、第 20 条第２項 


改革の方向性（当初案） ・ 旅客船により人の運送を行う者のうち、一定の


航路に新たに就航させて人の運送を行う場合、


年間３回未満（３日間以内）に限り「届出」に


て対応可能であるが、期間を超える場合は「許


可」を得る必要がある。観光振興等のため、回


数を限った新たな航路を設定するケースの増


加が見込まれることから、航路申請における届


出範囲の拡大など弾力的運用を行うことにつ


いて、検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 現行、旅客船（旅客定員 13 人以上）による人


の運送をする事業については、①一般旅客定期


航路事業等の、一定の航路に就航し運送を行う


事業と、②それ以外の「人の運送をする不定期


航路事業」に区分され、一般旅客定期航路事業


（以下「定期航路事業」）については、高い公


共性から、その事業の適性等を確認するため許


可制とし、人の運送をする不定期航路事業は届


出制としている。 


・ この点で、一定の航路に該当するか否かについ


て、航路就航としての反復性・定型性が認めら


れるかという観点から、年間 3 日以内の運航


（運航回数制限なし）であれば、一定の航路に


該当しない（即ち、定期航路事業等には該当し


ない）ものとして扱うという一部柔軟な取扱い


をしているところである。 


・ 定期航路事業については、定時運航を行い主と


して生活交通を担うことから公共性が高く、利


用者利便を確保する必要から事業者に運航の
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確保等を義務づける一方で、適正な事業環境下


での安定的・継続的な航路運営をはかる必要が


あり、平成 12 年の海上運送法の改正法審議の


際にクリームスキミングの防止について附帯


決議されたところである。 


・ このように、航路を定めての運航に関する届出


範囲の拡大（年間運航日数の増加等）は、旅客


の多寡に関わらず予め定められた日程表に従


って継続的に運航を行う責務を有する定期航


路事業が競争上不利な立場におかれるという


不公平な条件下での競争を生みかねず、観光振


興等を目的としている場合でも、一定の航路就


航としての反復性・定型性が認められる以上


は、あくまでも、定期航路事業に該当するもの


である。また、許可事業であれ届出事業であれ、


全ての人の運送をする事業については、事業参


入審査以外にも安全規制及び利用者保護規制 


がかかるという点は、許可から仮に届出に移行


しても同じである点にも留意が必要である。 


・ 他方、現行制度においても、下記に述べる一般


旅客定期航路事業者が行う臨時便運航などに


よっても観光振興等の需要に対応することは


可能だと考えており、また、「観光圏の整備に


よる観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する


法律」に基づき、観光圏整備実施計画に従う運


航回数の増加等を実施する場合は、海上運送法


に基づく一般旅客定期航路事業者の船舶運航


計画の変更の届出又は認可に代えて、簡易な届


出で足りるなどの簡便化を図っているところ。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現行制度でも、一般旅客定期航路事業者が行う


臨時便運航、旅客不定期航路事業の貸切運送


（旅行代理店の主催旅行）、人の運送をする不


定期航路事業としての年間３日以内の乗合運


送は行える。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 航路申請における許可取得には、煩雑な申請手


続きに加え、標準処理期間として２か月程度要


するため、顧客ニーズに応じた柔軟な航路変更


に対応することができない。 


・ 基本となる航路に対して、一定エリア内におけ


る就航先変更に柔軟に対応できるゾーン管理


の仕組みを取り入れることで、水辺の観光需要


の掘り起こしが可能。 


改革案 ・ 平水区域内を航行する遊覧船や屋形舟に係る


航路申請において、一定区域内における航路変


更に柔軟に対応できるゾーン管理の仕組みを


取り入れるなど、弾力的運用を行うことについ


て、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討開始】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○43】 


事項名 


 


中小企業の資金調達の多様化に資する方策の検討


－私募債制度の整備･拡充－ 


規制・制度の概要 


 


・ 少人数の縁故者に対して直接募集する私募債


は、社債の引受けを勧誘する相手の人数が 50


人未満に限定されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 金融商品取引法第２条 


改革の方向性（当初案） ・ 地域の中小企業にとって、地域住民の有する貯


蓄は、貴重な経営資源となるにもかかわらず、


社債発行という形で広く地域住民から直接調


達をしようとすると、現行の金融商品取引法に


おいては公募扱いとなり（50 人以上の場合）


様々な制約が生じる。そこで、地域コミュニテ


ィの発展に資する中小企業の資金調達のうち


投資家を地域住民に限定するなど、一定の条件


を満たすものについては私募債となるよう、制


度の見直しについて検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ その相手方が地域住民であっても、50 名以上


の多数の者に勧誘が行われる場合、投資者であ


る地域住民は投資判断に必要な情報を得ない


まま投資することとなり、投資者保護上問題で


あると考えられる。 


・ なお、現行制度においても、適格機関投資家に


該当する地域住民のみを対象とする場合には、


50 名以上の者に対する社債の取得勧誘であっ


ても、当該社債に転売制限（適格機関投資家以


外の者への譲渡禁止）を付すこと等により、い


わゆる私募債の発行は可能であると考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 社債の勧誘の相手方が地域住民であっても、50


名以上の多数の者に勧誘が行われる場合、投資


者である地域住民は投資判断に必要な情報を


得ないまま投資することとなり、投資者保護上


問題であると考えられる。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 地域の中小企業にとって、地域住民の有する貯


蓄は、貴重な経営資源となるにもかかわらず、


社債発行という形で広く地域住民から直接調


達をしようとすると、現行の金融商品取引法に


おいては公募扱いとなり（５０人以上の場合）


様々な制約が生じる。そこで、地域コミュニテ


ィの発展に資する中小企業の資金調達のうち


投資家を地域住民に限定するなど、一定の条件


を満たすものについては私募債となるよう、制


度を見直す必要がある。 


改革案 ・ 地域住民の有する貯蓄を域内で直接的に活用


し、地域コミュニティを支える中小・中堅企業


の事業の継続・発展を図る観点から、域内資金


循環に資する社債等の直接金融の制度のあり


方について、金融庁は経済産業省と連携して検


討し、結論を得るべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○44】 


事項名 中小企業の事業承継に係る方策の検討 


規制・制度の概要 


 


・  


＜根拠法令＞ 


・  


改革の方向性（当初案） ・ 中小企業が廃業するケースにおいて、現在、そ


の四分の一が後継者不足によるものとされ、親


族外への事業承継を行う際の継続的な資金調


達等、様々な課題がある。中小企業の雇用や技


術の喪失を防止する観点から、事業承継を円滑


に進めることは重要であり、金融支援策の拡充


等、検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（経済産業省） 


・ 地域経済の活力維持や雇用確保の観点から、中


小企業における経営の承継の円滑化に関する


法律に基づく支援（民法特例、金融支援、税制


措置）及び事業承継制度の普及啓発等による中


小企業の事業承継の総合的な支援を、引き続き


実施する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 中小企業の事業承継難による廃業は、地域経済


だけではなく、日本経済全体へも大きな損失で


ある。血縁に適当な後継者がいない場合、社員


等への事業承継は銀行等の個人保証及び株式


取得がネックになっていることが多い。経営者


の高齢化により世帯交代期を迎えている現在、


中小企業の円滑な事業承継を進めるための環


境整備を進める必要がある。 


改革案 ・ 中小企業の親族外事業承継について、経営者の


個人保証の承継及び株式の取得に係るものを
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含め、資金調達等に係る課題について実態調査


を行った上で、必要な方策について検討し、結


論を得るべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○45】 


事項名 


 


大気汚染及び水質汚濁の原因となり得る特定工


場の立地段階に必要となる手続の迅速化 


規制・制度の概要 


 


・ 大気汚染の原因となりうる施設を更新する場


合には、都道府県知事に対し更新の届け出を行


い、法令上、届け出から 60 日を経過後でなけ


れば着工することができない。 


 また、水質汚濁の原因となりうる施設におい


ても同様の届け出を行った後、60 日後でなけ


れば着工することができない。 


＜根拠法令＞ 


・ 大気汚染防止法第 10 条第１項、第 17 条の９、


第 18 条の９ 


・ 水質汚濁防止法第９条 


改革の方向性（当初案） ・ 現在、地域の社会生活に影響を及ぼす原因とな


りうる施設を更新する場合、都道府県知事等に


対し更新の届け出を行った後、法令上 60 日経


過後でないと着工することができない。グロー


バル競争が激化する現下の状況を踏まえ、60


日の審査期間を半減し、かつ地方公共団体等に


対し可能な限り迅速な対応の義務付けを行う


など検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 大気汚染防止法第 10 条第２項及び水質汚濁防


止法第９条第２項において、「都道府県知事は、


（中略）届出に係る事項の内容が相当であると


認めるときは、（中略）期間を短縮することが


できる」こととされており、必ずしも届出受理


後 60 日経過した後でなければ設置工事等に着


工できないとしているものではない。また、都


道府県に対し適切な内容の設置等の届出を行


った者について実施制限期間の短縮措置を講


じるよう通知しており、そのような運用がなさ


れていることから、規制改革について検討する


必要はないと考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ ばい煙発生施設等又は特定施設の設置等の届


出があった場合、都道府県知事はその内容が排


出基準又は排水基準に適合しない等の要件に


該当すると認めるときは、届出受理の日から


60 日以内に計画変更命令等を出すことにより


大気汚染又は水質汚濁の未然防止を図ってお


り、当該届出内容の審査には 60 日程度の期間


を要する事案も存在することから 60 日の実施


制限期間は半減することは不可能。仮に、60


日の実施制限期間のみを半減した場合、届出し


た事業者が届出内容の審査終了前に設置工事


等に着手し、その後に計画変更命令等を受ける


こととなることが想定され、事業者負担が重く


なるため適当ではない。 


・ このため、現行法に基づき、都道府県知事が個


別の届出内容に応じて実施制限期間の短縮を


行うことが適当である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 我が国の産業競争力強化のためには、投資判断


を行ってから、できる限り迅速に工場施設等の


立地が実現できるよう事業環境を整備するこ


とが重要であるため、審査期間及び設置制限期


間の短縮の意義は大きい。 


・ 法令上事業者は、届出受理の日から 60 日間は


その届出に係る特定施設等の設置や構造等の


変更を行うことができない。その届出特定施設


の規模・種類は様々であるところ、審査に要す


るであろう期間が最大 60 日間の根拠は不明確


であるばかりか、多くの場合、30 日以内で都


道府県の審査が終えられると聞く。 


・ 経済のグローバル化等により、競争が激化して


いる現在の事業環境において、60 日間という


期間は、非常に大きな事業機会の損失を生みか


ねず、「事業者の拘束期間の妥当性」について、


再考する必要がある。 


・ また、都道府県に対して、運用上、期間短縮措


置を講じることができる旨通知されているが、
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適切な運用がなされているとは言えない。 


・ さらに、審査が滞りなく行われ、事業者・行政


双方のコストが削減されるよう、届出にあた


り、事前に事業者と積極的に相談を行える体制


の整備に努めるよう指導するとともに、都道府


県での審査事例を収集し展開するなど、可能な


限り迅速な対応が行えるよう、必要な方策を検


討する必要がある。 


具体例、経済効果等 ・ 企業にとって、工場立地におけるコストとなる


投資判断から操業までのリードタイムが短縮


され、国内における事業環境の整備が一層促進


される。 


改革案 ・ グローバル競争が激化する現下の状況を踏ま


え、60 日の審査期間を半減した上で、事業者


との相談体制の整備や都道府県での審査事例


の収集・展開など、地方公共団体が迅速な対応


を行えるよう必要な方策を講じるべきである。


【平成 23 年度措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○46】 


事項名 


 


工場の建て替え時に必要となる緑地面積率規定


の在り方 


規制・制度の概要 


 


・ 既存工場を建て替えする場合、敷地内に緑地面


積規制を充足するために必要な緑地等を確保


しなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 工場立地法第４条の２第１項、同条第２項 


・ 工場立地法施行規則第３条 


・ 工場立地に関する準則第２条、備考 


（大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、


運輸省告示第１号） 


・ 緑地面積率等に関する区域の区分ごとの基準 


（大蔵省、厚生省、農林水産省、通商産業省、


運輸省告示第２号） 


・ 緑地面積率等に関する 同意企業立地重点促進


区域についての区域の区分ごとの基準 （平成


19 年 6 月 25 日財務省、厚生労働省、農林水産


省、経済産業省、国土交通省告示第 2号） 


改革の方向性（当初案） ・ 既存工場の建て替え計画時、緑地面積率が法令


等で定める基準値に満たないために設備計画


の見直しや海外移転に切り替えるケースが少


なくない。急速な円高による国内工場の空洞化


が一層深刻化する現下の状況を踏まえ、建て替


え阻害の要因となりうる、以下の諸課題に係る


緑地面積率規定のあり方について、検討すべき


である。 


① 飛び緑地や壁面緑地及び屋上緑地に対す 


る面積算入範囲の拡大 


② 緑化のための植栽規定の見直し 


③ 地方自治体に「地域準則」を積極的に活用


させる方策 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


・ そもそも本法による規制措置は、緑地整備を義


務付けること等により、工場と周辺地域との調


和を実現し、工場立地が環境保全を図りつつ適


正に行われることを目的として行われている
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もの。 


・ こうした本法の規制に対し、建て替え等の設備


投資の障害となるとの視点等から、規制改革を


求める企業の声があることは承知しており、当


省としては、こうした声に応えるため、今後産


業構造審議会において、緑地面積規制のあり方


について検討を開始する予定。 


・ 今般御指摘いただいた論点も含め、上述の産業


構造審議会において検討を行い、本法の趣旨・


目的を実現する観点とのバランスも考慮しつ


つ、企業の負担軽減につながり得る規制改革を


実現するべく検討を行いたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 今後、産業構造審議会において規制改革の検討


を開始予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 工場立地法による緑地面積の確保等に係る規


制改革要望は、逐次、所要の措置を講じるべく


検討が進められているところではあるが、依然


産業界からは見直し要望が後を絶たない 


・ 例えば、壁面緑地は、高さ１ｍまで、また屋上


緑化は、敷地面積の５％（緑地面積の 25％）


までしか緑地面積として算入することができ


ない。合理的根拠がないのであれば、弾力的運


用を認めるべきである。 


・ また、植栽規定に関しては、高木であれば苗木


（幼木）でも可となっているものの、自治体の


条例等により、苗木（幼木）は一律不可とする


上乗せ規制が策定されているケースがある。成


長した樹木の移植は割高で、かつ枯死のリスク


も少なくないことから、植林する苗木の本数を


割り増しするなど条件を課した上で、苗木から


育てることも可能とするなど、弾力的運用を行


うことについて、地方公共団体に通知すべきで
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ある。 


・ そもそも、「地域準則」により、地域の実情に


応じて、都道府県及び政令市は独自に、国が定


める範囲内において緑地面積率の上限を 10%ま


で下げることが可能となっているが、これは一


部の地域でしか策定されていない。また、地方


においては、周辺環境として、既に緑地に囲ま


れており、こうした状況の中、一律の規制を課


すことは合理的根拠に欠ける等、見直しを求め


る声は少なくない。「地域準則」を積極的に活


用させる方策を検討すべきである。 


改革案 ・ 急速な円高による国内工場の空洞化が一層深


刻化する現下の状況を踏まえ、建て替え阻害の


要因となりうる、飛び緑地や壁面緑地及び屋上


緑地に対する面積算入範囲の拡大、緑化のため


の植栽規定の見直し、地方自治体に「地域準則」


を積極的に活用させる方策等、緑地面積率規定


のあり方について、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○47】 


事項名 


 


地域のコンビナートにおいて協業を進める上で障


害となる規制の見直し  


規制・制度の概要 


 


・ 消防法上の移送取扱所に該当する配管につい


ては、事業所の種類・内外を問わず、配管の周


囲に一定距離の空地を設けなければならない。


＜根拠法令＞ 


・ 消防法第 10 条４項 


・ 危険物の規制に関する政令第 18 条の２第１項


・ 危険物の規制に関する規則第28条の16第３号


改革の方向性（当初案） ・ 地域のコンビナートにおいて、近隣の事業所同


士を配管で接続しようとした場合に消防法上


の移送取扱所があるケースでは、事業所の種


類・内外を問わず配管の周囲に一定距離の空地


を設け敷設せざるを得なくなるため、迂回に伴


う圧力損失や熱損失による省エネ効果が低減


するなどの問題が生じている。防災施設の設置


等保安上必要な措置が講じられていることを


条件に規制を緩和することが適当であり、「危


険物の規制に関する規則」で規定する「保安上


必要な措置」について、解釈を明確化すべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 石油コンビナート等特別防災区域は、大量の高


圧ガス、石油等の貯蔵、取扱又は処理を行う事


業所が所在する区域であって、それ以外の区域


よりも災害の発生及び拡大の可能性が高い。空


地は、消火活動の円滑な実施と延焼防止を図る


ために必要なものであり、適切な保安上の措置


を講ずることなく緩和することは適当でない。


なお、危険物の規制に関する規則第 28 条の 16


第３号の「ただし書き」における保安上必要な


措置についての解釈については、明確化する予


定である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 危険物の規制に関する規則第28条の16第３号


の「ただし書き」における保安上必要な措置と


は、水密構造で両端を閉塞した防護構造物、危
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険物の流出拡散を防止することができる防火


上有効なへい等の工作物を周囲の状況に応じ


て保安上有効に設置する等により消火活動が


円滑に行えるとともに十分な延焼防止措置が


講じられている場合が該当するものであり、可


能な限り速やかにこの旨を通知等により明確


化する予定である。 


・ なお、石油コンビナート等災害防止法第２条第


10 号における特定防災施設等（流出油防止堤、


消火用屋外給水設備及び非常通報設備）の設置


をもって空地をなくした場合、消火活動に重大


な障害をもたらすとともに、周辺施設への延焼


危険性が高まってしまう危険性があり、適切で


はない。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 石油コンビナートは、大規模かつ複雑な製造施


設や貯蔵施設を有し、取り扱う物質も多種多様


にわたることから、災害の発生リスクを最小限


に抑え消防法、高圧ガス保安法、労働安全衛生


法及び石油コンビナート等災害防止法のいわ


ゆる「コンビナート保安四法」に基づく保安規


制の遵守が義務付けられている。 


・ こうした中、安全性の確保を前提としつつも、


海外との競争力を低下させることがないよう、


規制の見直しを図る必要性は大きい。 


・ 例えば、地域のコンビナートにおいて、近隣の


事業所同士を配管で接続しようとした場合に


消防法上の移送取扱所があるケースでは、事業


所の種類・内外を問わず配管の周囲に一定距離


の空地を設け敷設せざるを得なくなるため、迂


回に伴う圧力損失や熱損失による省エネ効果


が低減するなどの課題が生じていたが、これら


コンビナートの事業所は石油コンビナート等
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災害防止法などに基づき災害の発生及び拡大


の防止のための一定の措置が既に講じられて


いることを踏まえ、安全性を確保しつつも、事


業所ごとの実態に合わせて必要な空地を減ず


ることができる等（空地を不要とすることを含


む。）の、規制緩和をすることが適当と考える。


・ なお、これらを踏まえると、危険物の規制に関


する規則第 28 条の 16 第 3 号の「ただし書き」


における保安上必要な措置については、水密構


造で両端を閉塞した防護構造物又は危険物の


流出拡散を防止することができる防火上有効


なへいと一律に規定するのではなく、過度な措


置を義務づけることがないよう、事業所の実態


に合わせた対応が可能となるようにすること


が適当と考える。 


改革案 ・ 近隣の事業所間を配管で接続する場合、空地を


設けて設置せざるを得ないため、省エネ効果の


低減等、課題が生じているが、これら事業所は


石油コンビナート等災害防止法などに基づき


災害の発生及び拡大の防止のための一定の措


置が既に講じられていることを踏まえ、事業所


間を接続する配管のうち、当該事業所内の部分


については、事業所ごとの実態に合わせて必要


な空地を減ずることができる（空地を不要とす


ることを含む。）等の規制緩和を行うべきであ


る。また、危険物の規制に関する規則第 28 条


の 16 第 3 号の保安上必要な措置の明確化にあ


たっても、一律に過度な措置を義務づけること


なく、事業所の実態に合わせた対応が可能とな


るよう措置すべきである。          


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○48】 


事項名 ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の積極的な活用 


規制・制度の概要 


 


・ 公共施設の建設、運営等を民間事業者の能力や


創意工夫を活用することにより、効率的で質の


高いサービスの提供を可能とするＰＦＩは、Ｐ


ＦＩ法に基づき、実施される。 


＜根拠法令＞ 


・  


改革の方向性（当初案） ・ 現在、ＰＦＩを活用する範囲は小規模・ハコモ


ノが主流となっているばかりか、ＰＦＩに係る


法制度は、仕組みや手続き、リスク分担等が不


明確であることから、民間事業者が取り組み難


い状況にある。民間事業者の参入・投資の促進


やインフラ整備事業の活用に資する以下の諸


課題について、更に検討を進めるべきである。


① 民間事業者の参入を促進する入札制度の 


見直し 


② ＳＰＣ株式譲渡自由の許容 


③ 公物管理権の民間開放 


④ 民間による官の人材の活用制度の創設 


⑤ ＰＦＩ事業者として投資法人等導管体の


選定 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


① 多段階選抜・競争的対話方式が現行入札制度に


適応するかについて対応検討 


② ＳＰＣの株式の譲渡について対応検討 


③ 公物管理権の民間への部分開放について対応


検討 


④ 公務員の民間への出向の円滑化について対応


検討 


⑤ 担当外 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


① 多段階選抜・競争的対話方式が現行入札制度に


適応するかについて検討中 


② ＳＰＣの株式の譲渡について検討中 


③ 公物管理権の民間への部分開放について  


検討中 
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④ 公務員の民間への出向の円滑化について   


検討中 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


⑤  投資法人等導管体がＰＦＩ事業を実施してよ


いかは、「投資信託及び投資法人に関する法律」


「資産の流動化に関する法律」（金融庁所管）


において規定されるものであり、当室は担当外


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ＰＦＩ制度の一層の活用を図る観点から、大規


模災害発生時における政府の資産買取り等、民


間へのリスク移転の最適化も含め、民間事業者


への参入のインセンティブを十分に確保する


ことが必要である。 


・ 株式譲渡が原則禁止されているため、ゼネコン


等ＰＦＩ特別会社に対して、事業終了時まで出


資の維持を要求するなど負担を強いている現


状を鑑み、投資家からの資金受け入れが可能と


なるよう特別目的会社の株式譲渡の弾力化を


図る必要がある。 


・ 他方、インフラ（道路、港湾等）の一部及び全


部に関して、建設・更新・運営などを含めた多


様な委託や投資に対するリターンの確保を可


能とする仕組みを整備することも必要である。


・ さらに、民間企業が公共インフラの運営を実施


するために、ノウハウを有する官人材を活用可


とする環境の整備を行うことや、公的不動産及


びインフラ施設等の整備に民間資金を活用可


能とするために、ＰＦＩ事業会社に投資法人や


特定目的会社等を選定することについて、検討


すべきである。 
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改革案 ・ＰＦＩ制度の一層の活用を図る観点から、民間


事業者の参入を促進する入札制度の見直し、Ｓ


ＰＣ株式譲渡自由の許容、公物管理権の民間開


放、民間による官の人材の活用制度の創設につ


いて、検討すべきである。【平成 22 年度検討・


結論】 


・また、社会的に有用性の高いインフラ施設等の


整備に、「志ある投資家」による個人資金の活用


を図る観点から、現在「コンソーシアムの構成


企業等が出資により新たに株式会社を設立し、


これが選定事業者となること」を仮定して記載


されている「契約に関するガイドライン－ＰＦ


Ｉ事業契約における留意事項について－」につ


いて、投資法人や特定目的会社等を選定事業者


とすることを仮定した記載を追加することを検


討し、結論を得るべきである。【平成 23 年度検


討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○49】 


事項名 訪日査証の要件緩和・見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 査証は、外務省設置法及び入国管理法に基づい


た内部規定として、事務処理規則を定め、実施


される。 


＜根拠法令＞ 


・ 外務省設置法第４条 13 項          


・ 出入国管理及び難民認定法第６条 


改革の方向性（当初案） ・ 国際観光客誘致のため、訪日査証の要件を緩


和・見直しすべきである。例えば、査証免除国


でない中国人が日本に入国する場合、その都


度、査証の取得が必要となる。さらに団体観光


査証については、日本滞在中に常時２名以上の


添乗員の同行が義務付けられている。数次査証


の発給（年収 25 万元以上の観光客）や団体観


光査証の要件緩和について、検討すべきであ


る。 


 注記：その他（人材） No.11「査証の発給基


準の明確化」参照 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 本年７月より、中国人個人観光客への査証発給


要件を緩和するなど、状況をふまえ随時見直し


を行っている。また、一定の条件に該当する場


合には、90 日以内の滞在について数次査証を


発給している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ その時々によって外国人の入国・在留状況は変


化するため、具体的には未定であるが、その時


代の状況に最も適した査証発給条件を設定し


ていく。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 昨年７月に年収 25 万元以上の観光客について


個人観光査証の発給が解禁されたが、１年経て


失踪など大きな問題も起きていないことから、
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観光客のリピーター促進のために、査証有効期


間内であれば何度でも訪日が可能な数次査証


の導入が検討されるべき。 


・ 諸外国の状況としては、韓国は既に数次査証を


認めており、国際観光の競争上、劣後すること


になる。 


・ さらに、団体観光については、現在、常時２名


以上の添乗員の同行が義務付けられているこ


とに加え、あらかじめ決められた内容以外の行


動は制限されており、旅行者ニーズに十分に対


応できていない。個人の自由行動の制限が緩和


されれば、団体観光の利便性と個人観光の趣向


の多様性に対応した旅行企画が可能となり、訪


日客の更なる増加が期待される。 


具体例、経済効果等 ・ 訪日外国人観光客の増大 


改革案 ・ 国際観光客誘致のため、中国人について、数次


査証の発給（年収 25 万元以上の観光客）や団


体観光査証の要件を緩和するなど、訪日査証の


あり方について、検討すべきである。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○50】 


事項名 国際線の入国時の税関検査の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 運用規則については、以下の法令に基づき定め


られている。 


＜根拠法令＞ 


・ 関税法第 105 条第 1項第 1号 


改革の方向性（当初案） ・ 我が国の国際線の入国時税関検査において、免


税範囲の超過、または分からない者は「赤」の


検査台へ、他方、免税範囲を超えていない者は


「緑」の検査台へそれぞれ進み、旅券提示の後、


通過することになっている。 


後者に対して、入国審査に続き再度旅券を提示


し確認するやり方は、諸外国との比較において


違和感があるばかりでなく、繁忙期ではスムー


ズに通過することが困難な状況もあり、費用対


効果の観点からも見直しを行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 国民の安全・安心を確保する上で、税関におい


て、必要に応じて旅券の提示を求めることは、


入国旅客に対する適正かつ迅速な通関を行う


ために必要である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 国民の安全・安心を確保する上で、覚せい剤等


の不正薬物の国内流入を阻止することは極め


て重要である。我が国税関は関係機関と連携し


て不正薬物の国内流入阻止に努めてきたこと


もあり、我が国は諸外国と比べて薬物犯罪の発


生率は極めて低くなっている。 


・ 税関においては、入国時の携帯品検査の際に必


要に応じて旅客から旅券の提示を求め、旅券上


の氏名等から密輸リスクが高い人物であるか


否かの確認を行ったり、渡航実績等を精査する


ことにより検査等の要否の判断を行っている。


・ 近年、航空機旅客による覚せい剤の密輸入事犯


の割合が税関の覚せい剤摘発件数の大半を占
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めている中、効果的かつ効率的な密輸取締りを


実施するため、旅券の提示を求め渡航実績等を


確認することは重要である。こうした厳正な密


輸取締りの結果、税関による覚せい剤押収量の


国内全押収量に占める割合は９割となってい


る。 


・ また、旅券を確認することにより、密輸するリ


スクが高い人物に対し重点的な検査を実施す


る一方、問題のない旅客に対しては迅速な通関


を行っており、航空機旅客に対する適正かつ迅


速な通関に努めているものである。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 観光立国を目指す我が国の入国時の税関検査


に関して、申告すべき手荷物等がない旅客に対


して、免税範囲を超えている旅客等同様、ほぼ


一律に旅券提示を求める当該対応は、諸外国と


の比較において、日本人のみならず日本を訪れ


るビジネス客及び旅行者の間で違和感を覚え


る者が少なくないと聞く。 


・ テロの未然防止や密輸阻止の観点から、運用


上、必要に応じて旅券提示を求めているとのこ


とであるが、実際のところ、税関検査職員にお


いて、密輸するリスクが高い人物と問題のない


人物とを確実に見極めることは至難の業であ


ることから、ほとんど全ての旅客に対して旅券


提示を求めることで、リスクヘッジしていなか


疑念を抱かざるを得ない。 


・ 平成 19 年７月以降、同じくテロの未然防止や


密輸阻止の観点から、日本に入国する全ての旅


客に「携帯品・別送品申告書」の提出が義務付


けられたこともあり、諸外国との一連の税関検


査に係る対応の相違いについて、合理性及び実


効性の観点から改めて検証し、その結果を公表


する意義は大きいと考える。 


改革案 ・ 入国時の一連の税関検査に関して、申請書提出


の有無や旅券提示の有無を含め、諸外国の対応


状況を調査した上で、改めて、当該税関検査の
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合理性について検証し、結果を公表すべきであ


る。【平成 23 年度措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○51】 


事項名 民間事業者によるカジノ運営の解禁 


規制・制度の概要 


 


・ 賭博行為に該当するカジノは、刑法で禁止され


ている。 


＜根拠法令＞ 


・ 刑法第 185 条，第 186 条第１項，第２項 


改革の方向性（当初案） ・ カジノは顧客の射幸心や好奇心を著しくそそ


る危険性があることなどから、刑法で賭博行為


に該当し禁止されている。国際観光客を誘致す


る観点から、公営競技等に対して適用除外とな


っている賭博罪について、民間事業者がいわゆ


るカジノを運営する場合においても適用除外


とする方策について、関係府省の連携の下、検


討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方  


 


（国土交通省） 


・ 刑法は法務省の所管法律であり、賭博罪の適用


除外に係る法的妥当性について当省で回答す


ることはできない。カジノについては、①様々


な負の側面に対する対応策、②国内の公営ギャ


ンブルや他の娯楽産業との調整、③カジノの収


益の使途、④特区としての取扱の可否等、検討


すべき様々な問題点があることから、内閣府が


中心となって関係省庁とともに、慎重に検討を


行う必要がある。なお、国際観光産業振興議員


連盟（超党派）による「特定複合観光施設区域


整備法案」においては、内閣府の外局としてカ


ジノ管理機構を設け、規制制定、認証・許可、


監視等の業務を担わせるとともに、内閣府が総


合調整にあたることとされている。 


（警察庁） 


・ カジノについては、刑法の賭博罪との関係か


ら、その実施に当たっては、新たな立法措置が


必要である。カジノの合法化には、暴力団や外


国人犯罪組織等の関与のほか、少年の健全育成


への悪影響、地域の風俗環境の悪化、地域住民


の反対等が懸念され、これらの諸問題が十分に
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考慮される必要がある。 


※当庁は、カジノの合法化を推進する立場に


ないが、カジノを実施するための法律案が具


体的に検討される場合には、治安上の観点か


ら意見を申し述べる必要があることから、カ


ジノの合法化についての関係省庁として回答


するものである。 


（総務省） 


・ カジノの実施と密接に関連する周辺の治安対


策や観光振興、交通対策による地域づくり等は


地方公共団体が担うこと等から、カジノの実施


と地方財政との関係について整理する必要が


ある。いずれにしても、カジノの実施について


は法制化が必要であり、関係省庁、地方公共団


体、社会全体において様々な検討がなされなけ


ればならないものと承知。 


・ なお、現在、賭博罪の特例として行われている


各種の公営競技については、公営競技施行団体


の財政に寄与するほか、地方財政全体に収益金


を均てん化する仕組みが構築されている。 


（法務省） 


・ 刑法第 185 条及び第 186 条は，日本国内におい


て罪を犯したすべての者について適用される


（刑法第１条）ものであり，刑法を改正して特


定の主体のみを適用除外とすることはできな


い。そして，カジノを法制化する法律案につい


ては，法務省が積極的に検討する主体ではない


ものの，同法律案が具体化した場合には，同法


律案のカジノに係る行為が刑法第３５条によ


って違法性が阻却されるか否かという観点か


ら，同法律案について検討することとなる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


（国交省） 


・ カジノについては、上記の通り、内閣府が中心


となって関係省庁とともに、慎重に検討を行う


必要がある。 


（法務省） 


・ 上記記載のとおり，カジノの特別立法について


は，法務省が積極的に検討する主体ではないも


のの，いずれかの省庁においてカジノを法制化


する法律を立案することとなれば，その内容に


ついて，法務省が個別に，当該省庁との協議に


応じる用意はある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 世界的に見て、カジノは魅力的な娯楽性を有す


る重要な観光資源であるとの共通認識が芽生


えつつあり、雇用・税収面で多大な経済効果を


生み出すことが可能との意見が多い。 


・ 我が国は、先進国では唯一ともいえるカジノ非


合法の国となっており、カジノ合法化の遅れは


観光産業の国際競争力を相対的に弱めるとの


意見もあるため、関係府省の連携の下、出来る


だけ早く、具体的な検討を開始する必要がある


と考える。 


改革案 ・ 国際観光客を誘致する観点から、公営競技等に


対して適用除外となっている賭博罪について、


民間事業者がいわゆるカジノを運営する場合


においても適用除外とする方策について、当面


はカジノ利用者を外国人に限定するという方


策も含め、関係府省の連携の下、検討すべきで


ある。【平成 23 年度検討開始】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○52】 


事項名 


 


漁業法及び水産業協同組合法を科学的根拠に基づ


く近代法へ早期に改正 


規制・制度の概要 


 


我が国の水産業と水産行政は、戦後の民主化と


漁業調整を目的とした漁業法（昭和 24 年法律第


267 号）及び水産業協同組合法（昭和 23 年法律第


242 号）の法制度をいまだに維持しており、水産


業の先進国と比べ旧態の法律体系となっている。


これらの法律は、科学的根拠に基づく資源の回復


や保護及び持続的利用の目的は明示されず、資源


管理や取締まり、環境の保全などが不十分な法律


体系となっている。そのため、水産資源の悪化と


過剰漁獲に加え、過剰投資により漁業経営が成り


立たないにもかかわらず、資源の回復を果たすべ


き有効な政策が講ぜられず、補助金投入と税の減


免措置により支援しているが、さらに水産資源の


悪化、経営の悪化が進行し続けている。そして、


漁業経営は多くが立ち行かなくなり、漁業者の減


少と高齢化が進展し、漁業者の活動を経営の基盤


とすべき漁業協同組合（以下「漁協」という。）も


約４分の３が慢性的な赤字である。漁協が経済事


業、自営事業などで漁業者支援の役割を果たして


いない。また、国は、共同漁業権内や都道府県沖


資源の管理についての漁業調整規則の制定につい


ても、平成 12 年のいわゆる「地方分権一括法」の


制定にもかかわらず漁業法を改め、「法定受託事


務」等として引き続き都道府県に介入できる仕組


みを残し、地方分権に逆行している。 


＜根拠法令＞ 


漁業法、水産業協同組合法 


改革の方向性（当初案） 我が国の水産業の再生には、水産資源の回復が


最優先である。そのため現行の資源管理及び取締


りの制度を根本的に改めるべきである。科学的根


拠に基づく水産資源の適切な保存と管理を環境の


保全とともに厳格に運用することにより、水産資


源を回復させ、保護し、持続的に利用して、漁業
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経営の安定化と持続性を確保することである。そ


のためには、上記の漁業法及び水産業協同組合法


の目的を水産資源の回復と保護、及び持続的な利


用を柱とした条文内容に改正する。併せて、不必


要となる規制の廃止等、旧態の条文を削除するな


ど、その全面改正を行う。また、地先の共同漁業


権内の沿岸漁業も、「口開き」など江戸時代からの


旧態の制度を引きずっており、沿岸域の魚種ごと


の資源量の把握と科学的な根拠に基づく持続的な


利用の近代的な資源管理の仕組みを導入すべきで


ある。さらに、現状の資源量に見合う漁船の削減、


休漁及び操業隻数の明示や資源を回復させるまで


の期限などに関する「持続的な資源総合利用のた


めの基本ビジョン」の策定や資源評価の実施や漁


獲のモニタリング、取締り活動の実施のための公


的な独立機関の設置を行う。併せて、水産資源が


公共的な資産（共有物）としての性格を有すると


の国際的な観点から、我が国排他的経済水域内の


水産資源を国民共有の財産として上記の漁業関連


法に独立した条項を設け明確に位置づけるべきで


ある。さらに、共同漁業権漁業及び都道府県許可


漁業についての都道府県漁業調整規則や海洋生物


資源の保存及び管理に関する都道府県計画の制定


については、地方分権一括法の趣旨を踏まえて早


急に知事が独自に行えるよう、漁業法第 11 条第 6


項並びに海洋生物資源の保存・管理法第 4 条第 3


項、及び水産資源保護法第 4 条第 7 項を削除すべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


水産基本法第２条では、「水産物の供給に当たっ


ては、水産資源の持続的な利用を確保するため、


海洋法に関する国際連合条約の適切な実施を旨と


して水産資源の適切な保存及び管理が行われ…な


ければならない」等を規定しており、現在の水産


政策は、この基本法に基づき、水産資源の持続的


利用を重視する体系となっている。また、漁業法


は漁業調整機構の仕組みについて、水産業協同組







 


163 


合法は漁業協同組合等の組織について定めた法律


であるが、その確実な運用を通じ、水産基本法の


掲げる水産資源の適切な保存及び管理の実現に貢


献している。 


 水産政策においては、水産資源の適切な保存及


び管理を図るため、国、都道府県の役割分担の下、


漁業法に基づく漁業許可制度・漁業権制度、海洋


生物資源の保存及び管理に関する法律に基づく漁


獲可能量（ＴＡＣ）制度等を組み合わせて運用す


るとともに、独立した公的な試験研究機関による


資源評価の実施や資源回復計画に基づく減船・休


漁の実施、違法操業に対する取締等、今般指摘を


受けた取組を既に実施しているところである。 


 さらに、「新成長戦略工程表」（平成 22 年６月閣


議決定）に基づき、平成 23 年度からは、科学的根


拠に基づき行政・漁業者が協力して計画的な資源


管理を行う資源管理指針・資源管理計画制度を実


施するとともに、同制度に参加する漁業者を対象


とした「資源管理・漁業所得補償対策」を導入す


ることとしているところである。 


 なお、漁業法第 11 条第６項については、都道府


県境に設定された漁業権や広域的に回遊する水産


動植物に係る漁場計画の策定・変更について、個


別の都道府県の判断だけでは広域的な漁業調整や


水産動植物の保護が十分に図れない場合があるこ


とから、農林水産大臣による指示を規定したもの


であり、この指示に不服がある場合には、地方自


治法第 250 条の７の規定により国地方係争処理委


員会に審査の申し出をすることができることとさ


れている。また、海洋生物資源の保存及び管理に


関する法律第 4条第 3項並びに水産資源保護法第


4条第 7項についても、広域的に回遊する水産動


植物の保護の観点から、農林水産大臣の承認・認


可を求めているものである。  
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


※「改革の方向性（当初案）」から変更なし。 


 


具体例、経済効果等 － 


改革案 ① 我が国の水産業の再生には水産資源の回復を


最優先とし、現行の資源管理及び取締りの制度


を根本的に改める。科学的根拠に基づく水産資


源の適切な保存と管理を環境の保全とともに


厳格に運用することにより、水産資源を回復さ


せ、保護し、持続的に利用して、漁業経営の安


定化と持続性を確保する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


② 漁業法及び水産業協同組合法の目的を､水産資


源の回復と保護、及び持続的な利用を柱とした


条文内容に改正する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


③ 地先の共同漁業権内、定置漁業権内等の沿岸漁


業についても沿岸域の魚種ごとの資源量の把


握、ＡＢＣの算定、ＴＡＣのＡＢＣ以下の設定


など、科学的な根拠に基づく持続的な利用の近


代的な資源管理の仕組みを導入し管理する。 


【できるだけ早期に措置】 
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④ 資源を回復させるまでの期限、資源量回復目標


などに関する「持続的な資源総合利用のための


基本ビジョン」を策定し、魚種と海域ごとに現


状の資源量に見合う漁船の削減、休漁及び操業


隻数を明示する。併せて、資源評価の実施や漁


獲のモニタリングを行う科学的機関（独立行政


法人水産総合研究センター及び漁業情報サー


ビスセンターを改組）及び操業の監視と取締り


活動の実施のための機関（官船取締り事業及び


用船取締り事業）を許認可省庁から独立した公


的な機関として創設し、円滑実施を図る。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑤ 水産資源が本来公有物であるとの観点から、我


が国排他的経済水域内の水産資源を国民共有


の財産として水産基本法に「水産資源は国民共


有の財産である。」と明示する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑥ 共同漁業権漁業及び都道府県許可漁業につい


ての都道府県漁業調整規則や海洋生物資源の


保存及び管理に関する都道府県計画の制定に


ついては、地方分権一括法の趣旨を踏まえて、


現行法下でも知事が行うものとし、早急に漁業


法、海洋生物資源の保存・管理法（ＴＡＣ法）、


水産資源保護法を改正する。 


【できるだけ早期に措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○53】 


事項名 


 


海洋生物資源の保存・管理法（ＴＡＣ法）の抜本


的な改正等 


規制・制度の概要 


 


我が国の水産資源管理は、数百種に及ぶ漁獲対


象種のうち、わずか７魚種のみにＴＡＣ（Total 


Allowable Catch：総漁獲可能量）が設定されてお


り、諸外国の数十、百種近くに比し大幅に少ない。


また、採捕の停止、停泊命令、報告及び立入検査、


罰則などの適用除外（ＴＡＣ法政令附則第 2 条）


により事実上のＴＡＣ魚種はサンマとスケトウダ


ラのわずか２魚種である。しかも資源状態が悪化


している魚種についてもＴＡＣがＡＢＣ


（Allowable Biological Catch：生物学的許容漁


獲量）を超えたり、諸外国では禁漁水準以下のも


のでもＴＡＣが設定され、また次年度のＴＡＣを


先取り設定するなどの資源悪化の促進要因を複数


内包している。また、漁獲量のＴＡＣ超過、漁獲


物の海洋投棄、漁獲魚種のつけ替え報告などが指


摘されているが、漁業監督官などによる立入検査


が実施されていない。漁獲方式については、早い


者勝ちのオリンピック方式が基本であり、漁期が


短縮したり、遅い漁業者が脱落したりする。また、


操業コストが大幅にかかり、小型魚などの漁獲物


が集中して魚価が低落したり、漁業者間の漁獲競


争や設備投資が激化し、売上げ減や損失が助長さ


れる。そのため、この方式は海外の漁業先進国の


多くでは既に廃止されている。こうした損失を補


てんするために政府は各種の補助金を投入し、ま


た 2011 年度からは、オリンピック方式を基本とし


総漁獲量規制や年次数量目標などを伴った資源回


復の計画が全く樹立されないまま、漁業共済制度


の掛け金補助による「漁業所得補償制度」が導入


されるので、潜在的な過剰漁獲能力が増大し、資


源がさらに悪化する可能性がある。我が国周辺水


域には、共同漁業権内での小規模な例などを除い


て、科学的な総漁獲量規制を伴ったＩＱ
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（Individual Quota：個別漁獲割当）方式やＩＴ


Ｑ（Individual Transferable Quota：個別譲渡性


漁獲割当）方式は全く導入されていない。新潟県


でホッコクアカエビを対象とするＩＱ方式の導入


が県独自の委員会を設置して検討されている。ま


た、他県においてもＩＱ/ＩＴＱ方式の導入の意向


が示されている。なお、我が国では大中型まき網


漁船などの海難事故が相次いだが、ＩＱ/ＩＴＱ方


式の導入により諸外国では海難事故が大幅に減少


した。他方、ＴＡＣを 100 万トン以上に設定して


も資源の持続的な利用に悪影響を与えない資源量


が豊富なサンマ資源が政省令によって漁法が制限


され、その有効活用がなされておらず、アジア周


辺海域の国による漁獲、利用が進んでいる。 


＜根拠法令＞ 


海洋生物資源の保存及び管理に係る法律 


改革の方向性（当初案） （その１） 


水産資源を回復させ、その保護及び持続的な利用


を図るために、早期に日本の海面全漁獲量の約


80％を占める３０種までにＴＡＣ設定魚種を拡大


することが重要である。また、ＴＡＣをＡＢＣ以


下に設定することを法的に義務化し、ＡＢＣは資


源の最大持続生産量の水準への短期間での回復を


目標とすべきであり、ＴＡＣ法第 3 条第 3 項を改


正する。さらに、これら 30 種について、漁業者ま


たは漁船毎にＩＱを割り当てることが必須であ


る。これにより、漁獲の権利に所有権としての性


格を付与し、排他性を持たせ、漁業者自らが資源


管理する意識を醸成することになる。そして、マ


ーケットにも需要に応じて供給可能となりコスト


削減にもつながる。さらに、資産の流動化を促し、


資産価値を付与するＩＴＱ方式を導入すべきであ


る。このことが、中長期的な経営戦略の樹立につ


ながり、これらを担保として融資が可能となる。


また、過剰投資の排除や新規参入の促進にも有効


に機能する。その際、地域産業振興の観点から、
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アラスカの漁業に見られる加工業のための個別加


工枠（ＩＰＱ）や水産業への依存度が高い離島振


興枠の設定も行う。また、さんま漁業に関する政


省令規定（漁業法第 52 条第１項の指定漁業を定め


る政令（昭和 38 年政令第６号）及び指定漁業の許


可及び取締り等に関する省令（昭和 38 年農林省令


第５号））を直ちに廃止し、資源が豊富なサンマ資


源の有効利用のため、ＩＱもしくはＩＴＱを設定


して、まき網漁業とトロール漁業にもサンマの漁


獲を許可し、漁獲物は中国等への生鮮食料品等の


輸出振興に活用すべきである。 


 


（その２） 


我が国の大中型まき網漁業と沖合底びき網漁業


は、全国的規模での操業を支援する観点から、こ


れまで沿岸域でのほぼ自由な操業が許可され、操


業の禁止ラインが沿岸線とほぼ重なる場合や共同


漁業権内に操業することまであり、沿岸漁業との


競合、資源悪化の促進、そして漁場の荒廃につな


がっている。そのため、諸外国では漁船の漁獲能


力や装備の向上につれ、大型の漁船は沿岸域から


３～１２マイル以遠に操業が許可されており、我


が国の指定漁業（大臣許可漁業）も、その増大し


た能力に合わせ距岸３マイルから１２マイル程度


以内の沿岸域を操業禁止区域とする近代的な操業


規制とすべきである。また、大型船は漁獲能力が


大きくかつ装備も近代的で機動性や走行性も高い


ので、魚群の密度が高い沿岸域に自由自在に出入


りする能力を有する。それらが、公的な機関から


の監視が不可能となれば、資源の悪化や漁場の競


合を促進することになる。従って、諸外国では大


型船には既に導入済みであるが、これら大型の漁


船にはその位置が明確にかつ瞬時に判別される漁


船モニターシステム機（ＶＭＳ）の搭載を漁業法


による指定漁業（大臣許可漁業）の許可条件とし


て法的に義務付けるべきである。さらに、指定漁
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業（大臣許可漁業）ごとの水揚げ港を海面漁獲量


の約 80％をカバーするよう全国３０港程度に指定


すべきである。指定水揚げ港以外に水揚げする場


合には、いかなる場合であっても２４時間以前に


公的な官庁からの許可を取得しなければならない


とする。また、全ての指定水揚げ港には、漁業監


督官ないし科学オブザーバーを配置する。全ての


入港漁船は、漁獲成績報告書を監督官・オブザー


バーに提出し、彼らは全ての漁獲物の漁獲量を計


測する義務を有させる。漁獲物の監督官・オブザ


ーバーの計測量と漁獲成績報告書に差が生じた場


合には前者を採用とする。また、指定水揚げ港に


おける第一次購入者の魚種別の購入報告書の提出


を義務付ける。さらに、卸売市場において第一次


購入者の報告書の写しないしは抜粋が添付されな


い場合には、卸売市場は漁獲物の受託を拒否でき


るようにする。 


 


（その３） 


我が国周辺海域は、オホーツク海、日本海、太平


洋、及び東シナ海によって囲まれているが、この


うち最も水産資源の悪化が著しいのは東シナ海で


あり、この海域は日本、中国、韓国、及び台湾に


よって漁業活動が行われている。我が国の以西底


びき網漁業はほぼ消滅し、大中型まき網漁業も３


分の一に減少した。韓国の漁獲量は一時減少した


が、小型違法底びき網漁船の減船や 11 魚種に及ぶ


ＴＡＣ/ＩＱ制度の導入により着実に資源回復を


果たしている。しかし、中国はいまだＴＡＣを設


定しておらず、多数に及ぶ底びき網漁船などが操


業しており、キグチやタチウオなどの漁獲物が大


幅に減少し小型化するなど典型的な資源悪化の特


徴を示している。日中、日韓、及び中韓漁業協定


は存在するものの、共同管理水域などの漁業取り


決めが中心で、東シナ海全体に亘る科学的な資源


評価やＴＡＣの設定、及びモニタリングが緊急に
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必要である。重要水域に国際的な漁業協力管理機


構が存在しない水域は東シナ海のみであり、ＦＡ


Ｏ（国連食糧農業機構）などの法的、科学的な助


言を得て、台湾の事実上の参加も可能とする「東


シナ海国際漁業協力管理機構」の設立のための条


約の締結交渉を開始すべきである。また、直ちに


当該海域での魚種ごとの資源情報の交換、大学や


研究所の交流、及び当該海域で操業する全ての漁


船の登録を各国間で進めるイニシアチブを我が国


が取ることとする。さらに、ＴＡＣ法施行令の附


則第２条（適用の範囲）は、韓国などのＴＡＣ/


ＩＱ制度の実施状況に照らし齟齬をきたし、かつ


我が国のＴＡＣ制度を事実上の有名無実としてお


り、これを廃止、削除する。また、国際海域にお


けるマグロ類のＴＡＣ設定と国別配分及び日本国


内ＩＱ/ＩＴＱの導入、及び日本周辺水域における


カツオのＴＡＣと業種別配分及びＩＱ/ＩＴＱの


設定を早期に導入かつ実施すべきである。さらに、


資源の健全な鯨類資源については、政治的要因で


はなく科学的根拠に基づく捕獲枠（調査枠を含む）


の設定を急ぐとともに、ノルウェーやアイスラン


ドに倣い、鯨類などによる魚類の捕食量を定量的


に把握し、ＡＢＣやＴＡＣの設定に充分に反映さ


せるべきである。また、これらの情報を国民に広


く公開すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


（その１） 


 我が国の資源管理は、漁業許可制度や資源回復


計画、漁業者間の自主的取組等により、操業隻数、


操業期間・区域、網目等の漁業規制など、種々の


操業に対する制限が地域特性等に応じてきめ細か


く実施されており、この中で、漁獲努力量の調整


機能が発揮されていることから、諸外国で見られ


るような過度の漁獲競争、いわゆる「オリンピッ


ク方式」の実態は見られていない。 


ＴＡＣ魚種については、上記のような種々の管


理方策の一環として、量的管理になじむもの、ま
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た必要性のあるものにつき実施しているところで


あり、現時点ではＴＡＣ魚種として新たな規制を


講じなければならない状況ではない。 


 ＩＱについては、べにずわいがに漁業や大西洋


くろまぐろ漁業などで行われており、また沿岸地


域においても貝類漁業などで広く採用されてい


る。水産庁としても、より厳格な漁獲量管理が必


要な魚種などについて、必要に応じ導入を検討す


る所存。                                      


 なお、ＩＴＱについては、割当が権利化するこ


とにより、本来公有物たる水産資源を特定の者の


寡占化に置くこととなり、我が国の漁業体系を大


きく変えるものとなることから、現状の漁業就業


者の急激な退出・減少の可能性と比較考量して、


適切とは考えていない。 


※なお、ＩＱ／ＩＴＱを導入している豪州、ＮＺ


等の諸国においても、産卵親魚や未成魚の保護な


どを目的に、漁場規制、漁期制限や漁具規制など


の各種規制を組み合わせた資源管理が実施されて


おり、ＩＱ等の導入が既設の規制の削減・緩和に


直接繋がるものではない。 


 我が国の資源状況は総じて概ね安定している


が、低位にある資源を回復させ資源状況の安定を


図るためには、より積極的な資源管理を推進する


必要。このため、平成 23 年度から漁業者の自主的


資源管理を基礎として計画的に資源管理を行う資


源管理・漁業所得補償対策を導入することとして


おり、この対策を通じ、より一層の資源管理の徹


底を図る所存。 
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（その２） 


大中型まき網漁業及び沖合底びき網漁業は、我が


国水産物供給の柱であるとともに、主要な水産先


進国においても主流となっており、我が国漁業の


国際競争力を確保する上で不可欠である。 


 漁業は公共用水面で回遊する水産資源を対象と


することから、①資源の取り合い、②漁場利用、


③魚価への影響等について、漁業調整問題が発生


しやすいが、特に、効率漁法である大中型まき網


漁業、沖合底びき網漁業と沿岸漁業との間で生じ


やすい（量販店と個人商店との競合に類似）。 


 これらの問題については、国が一方の事業活動


を規制するという手法をとるよりも、お互いに適


法に操業している当事者間の話し合いを基本とす


ることが適切であり、水産庁としては、調整の仲


介、あっせん等に積極的に対処し、両者の相互理


解のもとで経営の安定と資源の有効利用を推進し


ているところである。さらに、漁場利用の秩序化


を図るため、大中型まき網漁業、沖合底びき網漁


業について、ＶＭＳの設置を義務づけ、沿岸漁業


者との間のトラブル防止を図る方向で検討を進め


ているところ。 


 御指摘の効率漁法への区域制限や陸揚港規制等


は、民間の経済活動に対する大幅かつ一方的な規


制強化となるものであるとともに、遠隔地への水


揚げに伴う燃油コスト増や地域の加工業への影響


を伴うものであり、相応の政策的必要性がなけれ


ば困難であると考えられる。 
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（その３） 


我が国周辺海域の関係諸国との協調については、


各国間の資源管理の取組に格差があること等か


ら、我が国漁船に対する他国漁船との公平性を欠


くことのないよう、まずは日中・日韓など二国間


の枠組みを利用し、資源に関する情報交換も含め


た十分な資源評価を実施すること等から開始する


ことが適切である。なお、暫定水域・中間水域内


における他国漁業者の資源管理措置の現状にかん


がみると、海洋生物資源の保存及び管理に関する


法律施行令附則第 2 条を直ちに廃止し、同法の強


制措置を我が国漁業者のみに適用することは、著


しく公平性を欠くものと思われる。 


 かつお・まぐろ類については、特に資源状態の


悪い大西洋クロマグロ及びミナミマグロについて


は、地域漁業管理機関で定められた我が国への割


当を漁業者別・漁船別に割り当てて管理している。


今後とも、地域漁業管理機関が資源評価結果に基


づき決定した資源保存管理措置を踏まえ、国内の


管理措置を検討していく。 


 鯨類については、引き続き商業捕鯨の再開に向


けて最大限努力するとともに、鯨類と他漁業資源


との関係については、現在実施中の調査により十


分な結果が得られれば、反映させていくことを検


討したい。 


  


  


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


※「改革の方向性（当初案）」から変更なし 


 


 


具体例、経済効果等 － 


改革案 （その１） 


① 日本の海面全漁獲量の約８０％を占める３０


種までにＴＡＣ設定魚種を拡大する。併せて、


ＴＡＣをＡＢＣ以下に設定することを法的に


義務化し、ＡＢＣは資源の最大持続生産量（Ｍ


ＳＹ)の水準への５年程度の期間での回復を目


標とする。【できるだけ早期に措置】 


 


② 拡大したＴＡＣ対象魚種３０種について、漁業


者または漁船毎にＴＡＣ法に基づくＩＱ（個別


漁獲枠）を割り当てる。 


【できるだけ早期に措置】 


 


③ 資産の流動化を促し、資産価値を付与するＩＴ


Ｑ（譲渡可能個別漁獲枠）方式を導入する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


④ 地域産業振興の観点から、離島漁業振興枠の設


定を行う。【できるだけ早期に措置】 


 


⑤ さんま漁業に関する政省令規定及び指定漁業


の許可及び取締り等に関する省令を廃止し、資


源が豊富なサンマ資源の有効利用のため、ＩＱ


もしくはＩＴＱを直ちに設定するとともに、さ


んま棒受け網漁業以外の漁業種類にも配分す


る。【できるだけ早期に措置】 
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（その２） 


⑥ 我が国の指定漁業（大臣許可漁業）について、


その増大した能力に合わせ距岸３マイルから


１２マイル程度以内の沿岸域を操業禁止区域


とする。そのため、指定漁業の許可及び取締り


等に関する省令の別表第二を廃止する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑦ 大型の漁船にはその位置が明確にかつ瞬時に


判別される漁船モニターシステム機（ＶＭＳ）


の搭載及び通報を漁業法による指定漁業（大臣


許可漁業）の許可条件として義務付ける。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑧ 海面漁獲量の約８０％をカバーするよう全国


３０港程度に指定漁業（大臣許可漁業）の陸揚


げ港を指定する。なお、当該指定された陸揚げ


港以外に陸揚げする場合には、いかなる場合で


あっても２４時間以前に公的な官庁からの許


可を取得しなければならないとする。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑨ 全ての指定陸揚げ港には、漁業監督官ないし科


学オブザーバーを配置する。彼らは全ての漁獲


物の漁獲量を検査する義務を負う。また、漁船


は、漁獲成績報告書を漁業監督官ないしオブザ


ーバーに帰港後直ちに提出しなければならな


いとする。【できるだけ早期に措置】 


 


⑩ 指定陸揚げ港における第一次購入者の魚種別


の購入報告書の提出を義務付けるとともに、卸


売市場において第一次購入者の報告書の写し


ないしは抜粋が添付されない場合には、卸売市


場は漁獲物の受託を拒否できるようにする。 


【できるだけ早期に措置】 
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（その３） 


⑪ 東シナ海全体に亘る科学的な資源評価やＴＡ


Ｃの設定、及びモニタリングが緊急に必要であ


り、ＦＡＯ（国連食糧農業機関）などの法的、


科学的な助言を得て、台湾の事実上の参加も可


能とする「東シナ海国際漁業協力管理機構」の


設立のための日中韓三国条約の締結交渉を開


始する。併せて、日中韓三国共同による当該海


域での魚種ごとの資源情報の交換、大学や研究


所の交流、及び当該海域で操業する全ての漁船


の登録を進める。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑫ ＴＡＣ法施行令の附則第 2条（適用の範囲）を


削除する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑬ 国際海域におけるマグロ類のＴＡＣ設定と国


別配分及び日本国内ＩＱ/ＩＴＱの導入、及び


北緯２０度以北の日本周辺水域（我が国２００


海里内水域を含む。）におけるカツオのＴＡＣ


と漁業種類別配分及び漁船ごとのＩＱ/ＩＴＱ


の導入を実施する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑭ 資源の健全な鯨類資源については、南氷洋及び


北西太平洋とも科学的根拠に基づく捕獲枠（調


査枠を含む）を算出する。また、鯨類などによ


る魚類の捕食量を定量的に把握し、現在算出さ


れるＡＢＣやＴＡＣの設定に対する定量的な


影響量を算出する。また、これらの情報を国民


に広く公開する。 


【できるだけ早期に措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○54】 


事項名 


 


漁業協同組合経営の透明化・健全化の実現 


規制・制度の概要 


 


平成 18 年度の漁協の収支状況は、全体では黒字


となっているものの、その内訳をみると、信用事


業や購買事業等の本業による収益については 1200


余りある漁協の約４分の３が赤字で、その赤字額


は全体で 48 億円となっている。その赤字額を 122


億円の事業外利益で賄い、経常利益として 73 億円


の黒字にしているのが漁協の経営実態である。 


「事業外利益」や「その他事業の収益」の収入元


については、信用事業の配当金、政府補助金、海


砂利採取補償金、及び公共事業、電力・空港事業


などによる補償金収入が源であろう。これらは、


漁協が経済事業のほか、漁業権の許可を受け、そ


の公使権を配分・管理することと密接不可分の関


係がある。漁業権は営業権であり、補償金は民法


上の補償であるがこれらの関連や実態は不明であ


る。公有水面埋立法（大正 10 年法律第 57 号）に


より、漁業権者又は入漁権者のみの同意を条件付


けたことが埋め立ての促進を可能にしたとみられ


る。また、組合員資格を満たさず、事実上は漁業


を営まない者がところにより組合員として漁業権


の行使に携わったり、補償金を受け取ったりして


いる。加えて、海区漁業調整委員会の構成員が地


域社会経済の変化に即応したものとなっていな


い。 


＜根拠法令＞ 


水産業協同組合法 


改革の方向性（当初案） 漁協の収入は、経済事業の実施による事業収入


と海砂利採取補償金、政府補助金による収入など


のその他の収入に分かれるが、経済事業による事


業収入と営業（漁業権漁業及び漁船漁業）の侵犯


により獲得された収入、及びそれ以外の事業収入


（補助金、信用事業配当金など）のそれら内訳を


明確に分けて計上するとともに、事業計画書と事
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業部門の収支情報の一般への情報開示を徹底すべ


きである。これは、漁協が、水産業協同組合法に


より国民の負託を受けて漁業権を付与されるなど


特別の地位を獲得していること、政府から税制優


遇、優遇融資、及び補助金などを受けていること


に対する義務である。公有水面埋立法は、成立か


ら 90 年を経過し時代にそぐわなくなり、国土開発


や埋め立ては漁業者のみの同意により進行すべき


ものではなく、関係する住民の同意を得て行われ


るべきものであり、同法の関係条項を廃止する。


また、漁協の自営事業（大型定置網などの経営）


が、漁協の組合員が、本来、漁獲すべき魚種を対


象とする事業を営み組合員の経営を圧迫している


場合については、水産業協同組合法第４条（組合


の目的）の趣旨に反すると解され、自営事業の縮


小など適切な措置が講じられるべきである。さら


に、全国漁業協同組合連合会がいかなる資格試験


を実施して監査士を資格認定しているのか公表す


るとともに、監査士が公認会計士と比較してどの


ような能力を有するのか、かつ監査士の具体的な


監査の実施状況と漁協の経営改善などの実効性に


ついて組合経営の悪化の例も含め具体的な事例で


検証し、提示すべきである。外部監査の導入が、


現行の漁協の経営実情の悪化から妥当であると考


えられ、公認会計士の監査を早急に実施すべきで


ある。また、漁業権の運営や組合員の資格に対す


る厳正な審査を実施し、漁業権の設定の停止、条


件を満たさない組合員の排除、組合員数を満たさ


ない組合の解散等を徹底すべきである。さらに、


海区漁業調整委員会の構成員数を 15 名から 20 名


に拡大し、追加分を流通、加工、観光等の業者や


ＮＧＯとするなど、地域社会、経済活動を広く代


表する委員会とする法改正を行う。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


 決算関係書類の作成は、一般に公正妥当と認め


られる企業会計の基準に準拠しており、特に雑収


益の内容については、金額的に重要な収益は、そ


の性質を示す適切な名称を付した科目をもって記


載するよう指導を行ったところである。また、こ


れらの決算関係書類については、当該組合員及び


債権者に対して開示されることになっている。 


 漁協が自営事業（漁業の経営）を営む場合は、


組合員の 3 分の 2 以上の書面による同意を必要と


するなどの要件が設けられており、この事業を実


施するか否かは、組合員の総意により適切に判断


されていると考えている。 


 水産業協同組合監査士の資格試験は、その実施


内容について公表して実施している。また、漁協


の監査は、その実態に精通し、指導と監査を一体


的に行いうる監査士による監査が最も適している


が、公認会計士とも契約し監査における第三者性


と独立性を踏まえた監査体制の充実・強化を図っ


ているところである。 


 平成 19 年の水産業協同組合法の改正により組


合員資格審査の方法を各組合ごとに定款で定める


こととしたところであり実施について、都道府県


の指導を通じ、また、水産庁ヒアリングによる都


道府県への改善指導要請により、適正な組合員資


格審査の実施の徹底を図っているところである。


 海区漁業調整委員会は、水面の総合的利用のた


めの漁業調整等を行う、漁業協同組合とはまった


く別の組織である。漁業調整に当たっては、当事


者の納得が得られる実効ある調整のため、現場の


事情に最も通じている漁業者代表を主体とする構


成が適切であり、また、より公正な立場から委員


会の機能を円滑に発揮させるため、学識経験・公


益委員が設けられている。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


※「改革の方向性（当初案）」から変更なし 


 


 


具体例、経済効果等 － 


改革案 ① 漁協の収入について経済事業による事業収入


と営業（漁業権漁業及び漁船漁業）の侵犯によ


り獲得された収入、及びそれ以外の事業収入


（補助金、信用事業配当金など）の内訳を明確


に分けて計上するとともに、事業計画書と事業


部門の収支情報の国民への情報開示の説明責


任を徹底する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


② 漁協の自営事業（大型定置網などの経営）が、


組合員が、本来漁獲すべき魚種を対象とする事


業を営み組合員の経営を圧迫している場合が


ないか調査を実施し、その結果を公表するとと


もに、水産業協同組合法（水協法）第４条（組


合の目的）の趣旨に反すると解される場合は、


自営事業の縮小など適切な措置を講じる。ま


た、水協法第 50 条の特別議決事項の議決に際


しては、議題ごとに１件ずつ慎重かつていねい


に審議し、組合員全体が理解した上で採決する


ことを義務付ける。 


【できるだけ早期に措置】 
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③ 全国漁業協同組合連合会が資格認定している


監査士の具体的な監査の実施状況と漁協の経


営改善などの実効性について組合経営の悪化


の例も含めた事例で検証し、国民に情報開示す


る。併せて、監査士による内部監査に加え、第


三者による外部監査の導入が現行の漁協の経


営実情から妥当であり、水協法においてこれら


情報開示を義務付け、早急に公認会計士の監査


を実施する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


④ 漁業権の運営や組合員の資格に対する厳正な


審査を実施し、審査結果を国民に情報開示す


る。併せて、漁業法に照らし、漁業権の設定の


停止、水協法に該当する条件を満たさない組合


員の排除、組合員数を満たさない組合の解散等


を徹底する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


⑤ 海区漁業調整委員会の構成員数を 15 名から 20


名に拡大し、水産資源が国民共有の財産である


との観点から、追加分を流通、加工、観光等の


業者やＮＧＯとするなど、地域社会、経済活動


を広く代表する委員会とする法改正を行う。


【できるだけ早期に措置】 


 


＜国土交通省＞ 


⑥ 公有水面埋立法に規定される漁業権者又は入


漁権者への補償に関する同法の関係条項を削


除する。 


【できるだけ早期に措置】 
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【農林・地域活性化ＷＧ ○55】 


事項名 


 


養殖許可制度の近代化 


規制・制度の概要 


 


水産物を安定的に国民に供給するためには、悪


化した水産資源の回復に加え、養殖業の持続的展


開が重要である。海外には規模の拡大や新技術の


導入により生産性を高め、生産量の増加及び生産


の効率化を果たしたのみでなく、養殖場の環境対


策や養殖魚の安全管理を厳格に行い、世界に認め


られる価値の高い養殖魚の持続的生産を可能に


し、輸出産業として成功を収めているノルウェー


やチリなどがある。韓国では個人の業者の参入を


認めたり、沖合域に新たな養殖漁場を創設し、新


規許可を発行するなど養殖業の近代化が進んでい


る。一方、我が国の養殖業においては、漁業法や


水産業協同組合法などで養殖規模や新規参入が制


限され、諸外国に比べて規模や生産性が小さく、


経営の合理化は行われていない。また、法制度と


大きくかけ離れた養殖実態があり、法制度の旧態


化が現れている。さらに、海洋生物資源保存・管


理法（ＴＡＣ法）などにおける海洋環境保全の理


念欠如により養殖漁場環境の劣化、クロマグロや


ブリなど天然種苗の過剰採捕による種苗調達の困


難性や天然資源への悪影響等の弊害が生じてい


る。クロマグロの養殖場などは、従前の魚類養殖


業に比して大型の施設を要し、沖合や新規の養殖


漁場ないしは旧漁場の再活用を必要とする。しか


し、現行の特定区画漁業権（養殖業の漁業権）の


運用では、必要な経営資源の獲得や外国との競合


を勝ち抜くことは困難である。これらから、養殖


における生産量は 20 年前から停滞を余儀なくさ


れ、生産額も減少しており、経営体数においては


半分の水準にまで減少している。 


 


＜根拠法令＞ 


漁業法 
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改革の方向性（当初案） 養殖数量の安定的な確保及び養殖業の持続的な


発展のためには、適切な海洋環境を保全すること


はもちろん、天然資源の未成魚を利用するクロマ


グロやブリなどの蓄養・養殖においては、未成魚


の過剰漁獲を防止し天然資源への悪影響を回避す


ることが不可欠である。そのため、養殖を行う上


で、陸上養殖業の法的な位置づけを明確にすると


ともに、資源と環境を保護するための法制度を整


備し、「中期的な養殖漁場及び水産資源の国家利用


計画」を策定し、魚種ごとに全国ベース及び各養


殖漁場ごとの生産量の設定を行うべきである。ま


た、クロマグロ養殖などを対象に経営能力などに


基づく「大型区画漁業権」の許可制度を創設する。


この漁業権では、従前の許可の優先順位を適用せ


ず、経営能力や法の遵守能力などを条件とする。


さらに、既存の養殖業者の実績を踏まえつつ、総


養殖生産量の範囲内で、新規参入を希望する者に


も数量及び漁場スペースの割当てが行われるよ


う、上記の中期的国家利用計画を踏まえた養殖業


における譲渡可能な個別割当制度を導入すべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


天然種苗の資源管理に関しては、ウナギやブリ


の養殖用の天然種苗の採捕について、都道府県知


事の許可制の下に置かれ、過剰漁獲を防止してい


る。また、クロマグロについても、天然種苗の供


給源となっている曳き縄等の自由漁業を届出制へ


移行する等、資源管理の強化を図っていくことと


している。天然種苗を用いた陸上養殖についても、


上記のウナギのように種苗の採捕の段階において


規制が行われているため、これに加えて陸上養殖


の段階で更なる規制を加える必要はないと考え


る。また、養殖漁場の環境については、漁場改善


を目的とした持続的養殖生産確保法が制定されて


おり、国が基本方針を定め、それに即して漁協等


が策定する養殖漁場の改善のための計画を知事が


認定し、漁協等が漁場改善を推進する制度が導入
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されていることから、新たな法制度の創設は必要


ないと考える。 


 クロマグロをはじめとする新規参入について


も、漁業権等が既に設定されている漁場が対象水


面となっているのが実態であることから、既存の


権利者との調整が不可欠である。また、限られた


漁場の中で営まれている養殖業においては、漁場


環境の保全など漁場の適切な利用と漁業生産力の


維持を図るため、都道府県知事が適格性と優先順


位を審査して免許しているところである。こうし


た仕組みの中で、養殖業への新規参入については、


漁協の組合員として参加する、地元漁業者と共同


経営する等、地元との調整を経て地元に溶け込む


形で行われているところであり、国等が総養殖生


産量の設定や個別割当を行うといった民間の経済


活動に対する規制を新たに導入することが適切と


は考えられない。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


※「改革の方向性（当初案）」から変更なし 


具体例、経済効果等 － 


改革案 ① 養殖数量の安定的な確保及び養殖業の持続的


な発展のため適切な海洋環境を保全するとと


もに、天然資源の未成魚を利用するクロマグロ


やブリなどの蓄養・養殖においては未成魚の過
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剰漁獲を防止し天然資源への悪影響を回避す


ることが不可欠であり、これらの魚種に直ちに


ＴＡＣ法に基づくＴＡＣを設定し、漁業者にＩ


Ｑ（個別漁獲枠）の配分を行うなどの必要な施


策を実施する。 


【できるだけ早期に措置】 


 


② 陸上養殖業の法的な位置づけを明確にすると


ともに、資源と環境を保護するための法制度を


一元的に整備し、「中期的な養殖漁場及び水産


資源の国家利用計画」を策定することにより魚


種ごとの全国ベース及び養殖漁場ごとの生産


量の設定などを行う。このため、新たに立法す


る。【できるだけ早期に措置】 


 


③ 大型施設など特に大きな初期投資を要するク


ロマグロ養殖などを対象に経営能力などを条


件とする「大型区画漁業権」の許可制度を創設


する。なお、この漁業権では、従前の許可の優


先順位を適用せず、経営能力や法の遵守能力な


どを条件とする。 


【できるだけ早期に措置】  


 


④ 総養殖生産量の範囲内で養殖業に新規参入を


希望する者にも数量及び漁場スペースの割当


てが行われるよう、策定した「中期的な養殖漁


場及び水産資源の国家利用計画」を踏まえた養


殖業における譲渡可能な個別割当制度を、新た


な立法により導入する。 


【できるだけ早期に措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 １）】 


事項名 


 


インターナショナル・スクールに関する制度の 


改善 


規制・制度の概要 


 


平成19年 12月 25日付で各種学校等の設置認可の


弾力的な取扱いが可能となる旨の「校地・校舎の


自己所有を要しない専修学校等設置事業の全国展


開について」という通達が、各都道府県知事や各


都道府県教育委員会教育長に対して出されてい


る。しかしながら、実際の運用では弾力的な取扱


いがなされていないことも多い。 


 


＜根拠法令＞ 


＜参考＞ 


平成 19 年 12 月 25 日付 19 文科生第 460 号 文部


科学省生涯学習政策局長通知「校地・校舎の自己


所有を要しない専修学校等設置事業の全国展開に


ついて」 


改革の方向性（当初案） 各種学校の設置認可の弾力的な取扱いを促すよう


措置を講じるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


○各種学校については、国が最低基準である各種


学校規程（昭和 31 年文部省令第 31 号）を定め、


各都道府県が具体の学校の設置認可を行ってい


る。各都道府県は、設置認可に当たって、国の各


種学校規程における基準に加え、地域の実情に応


じた独自の基準を定めている。 


○本件の、校地校舎の自己所有要件については、


国は既に自己所有を要しない取扱いを可能として


おり、その旨を所轄庁である各都道府県に周知し


ている。その上で、設置認可権限を有する都道府


県の一部がそれぞれの判断において、学校運営の


安定性・継続性を担保するため、校地校舎の自己


所有要件を課しているところ。 


○また、基本財産や運用財産の資産要件について


も、そもそも国が具体の基準を設けているもので


参考資料４ 
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はなく、所轄庁である各都道府県が、学校運営の


安定性・継続性を担保するために独自に設けてい


るものである。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


●新成長戦略に記載のある「研究者や専門性を必


要とする職種の海外人材が働きやすい国内体制の


整備」の観点からも、高度外国人材が就労する国


を選択するにあたって重要視する子弟の教育環境


の整備は必要不可欠であり、新しいインターナシ


ョナル・スクールの創設等も必要となる可能性が


ある。そのような環境下において、各種学校設置


認可基準について、特に基本財産や運用財産の要


件のクリアが難しい。 


●平成19年 12月 25日付で各種学校の設置認可の


弾力的な取扱いが可能となる旨の通達が出されて


いるが、実際にはそのように取り扱われていない


地域もあり、無認可校のままのインターナショナ


ル・スクールも少なくない。その結果、税制の優


遇措置や助成金の交付、生徒・児童に対しての通


学定期の便宜の供与等が受けられず、学校の運営


や生徒・児童の生活に影響を与えている。 


●校地校舎の自己所有要件は、最終的には各都道


府県が判断するものであることは理解するが、①


実際には弾力的に取り扱われていないことも多い


こと②高度の知識・技術等を有する高度人材の受


入れを推進することに伴い、我が国で就学する子


弟も増えると予測されることも踏まえ、弾力的な


取扱いを、より促す通達を出す等、所要の措置を


講じるべきである。 
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具体例、経済効果等 インターナショナル・スクールが各種学校の認可


を受けることにより、税制の優遇措置や助成金の


交付、生徒・児童に対しての通学定期の便宜の供


与等が行われ、高度外国人材が就労する国を選択


するにあたって重要視する子弟の教育環境の整備


が可能となる。 


改革案 各種学校の設置認可の弾力的な取扱いを促すよう


措置を講じる。 


【平成 23 年度措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ２）】 


事項名 


 


年金脱退一時金制度の見直し 


規制・制度の概要 


 


現行の年金脱退一時金制度では、外国人が帰国す


る場合に返還される一時金の額が被保険者期間が


36 カ月以上で固定され、36 カ月を超えて納付した


保険料は掛捨てとなる。 


＜根拠法令＞ 


厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号） 


附則第２９条 


改革の方向性（当初案） 年金脱退一時金の上限を、入管法改正に伴い一度


に付与される在留期間の上限となる６０か月にあ


わせて、現行の３６か月から６０か月に変更すべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


○日本での滞在期間が短い外国人について、受給


資格期間が満たせず老齢給付に結びつきにくいと


いう問題については、まずは、保険料の掛け捨て


問題を解消し得る二国間での社会保障協定の締結


により解決すべきものと考えている。 


○社会保障協定による解決が図られるまでの特例


措置として、脱退一時金制度が設けられているが、


脱退一時金の対象期間の上限は、我が国に在留す


る外国人全体の滞在期間の実態（脱退一時金の支


給対象となる出国者のうち滞在期間３年以内の者


の割合は約８０％（平成２１年版法務省出入国管


理統計年報））や、日本人については、制度からの


中途脱退を理由とした給付は一切なされないこと


との均衡等を考慮して定められているものであ


る。 


○一方、民主党のマニフェストにおいて、年金制


度を例外なく一元化し、職種を問わず、納めた保


険料を基に受給額を計算する「所得比例年金」や、


消費税を財源とする月額７万円の「最低保障年金」


を創設することなどを骨格とする法律を平成２５







                            


5 
 


年に成立させることをお示ししているところであ


り、現行制度のあり方とともに、新制度の具体的


な制度設計について検討を進めてまいりたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


○民主党のマニフェストにおいて、年金制度を例


外なく一元化し、職種を問わず、納めた保険料を


基に受給額を計算する「所得比例年金」や、消費


税を財源とする月額７万円の「最低保障年金」を


創設することなどを骨格とする法律を平成２５年


に成立させることをお示ししているところであ


り、現行制度のあり方とともに、新制度の具体的


な制度設計について検討を進めてまいりたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


●脱退一時金制度が極めて例外的な制度であると


しても、新成長戦略に記載のある「研究者や専門


性を必要とする職種の海外人材が働きやすい国内


体制の整備」の観点からも、年金制度全体の見直


しに先立ち、早急に見直しに着手すべきである。


現行の３６か月という年金脱退一時金の上限は、


制度設計時の外国人の在留期間等を考慮した結果


であるとされているが、当時と現在では、外国人


の在留形態は変わっている。現に、平成２１年７


月には入管法が改正され、一度に付与される在留


期間の上限が３年から５年に延長される（平成２


１年７月１５日より３年以内に施行）など、外国


人の在留実態に即した改善が行われている。３６


か月という上限があることは有能な高度外国人材


が離日を考える契機や、そもそも日本での勤務を


断念する要因の１つになっている。 


●企業において、採用の際に外国人社員に年金脱


退一時金制度について説明すると、長くても３年


で母国に帰国しろということだと理解されること


が頻繁にある。一方で企業としては 彼らには長期
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的に日本で働いてほしいとも伝えており、整合性


をとることが困難である。 


●年金制度を例外なく一元化し、職種を問わず、


納めた保険料を基に受給額を計算する「所得比例


年金」や、消費税を財源とする月額７万円の「最


低保障年金」を創設することなどを骨格とする法


律を平成２５年に成立させる予定と聞いている。


その中で脱退一時金がどのような扱いになるかに


ついては不明確であり、明確化していただきたい。


 


具体例、経済効果等 社会保障協定を締結していない国出身の高度外国


人材が、我が国での就業を選択したり、より長期


的に滞在し活躍する可能性が高まる。 


改革案 厚生年金保険法の改正を含めた年金に関する新制


度の創設にあわせ、年金脱退一時金の上限を、現


行の３６か月から、入管法改正に伴い一度に付与


される在留期間の上限となる６０か月に変更す


る。【平成 25 年度までに措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ３）】 


事項名 


 


高度外国人材が両親を帯同させることができる制


度の整備 


規制・制度の概要 


 


高度外国人材が日本で就労するにあたり、出産や


育児等で中長期的に両親を帯同させたいと考えて


も、在留資格「家族滞在」は配偶者または子が対


象で両親は含まれないため、中長期的に帯同させ


ることは困難である。 


＜根拠法令＞ 


出入国管理及び難民認定法第２条の２，第７条第


１項及び第２項 


出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の


基準を定める省令 


改革の方向性（当初案） 在留資格「家族滞在」の対象に配偶者・子供に加


え、高度外国人材本人あるいは配偶者の両親を含


め、帯同させることができるようにするべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


<法務省> 


○高度の知識・技術等を有する高度人材の受入れ


を推進するための措置として、ポイント制を活用


して学歴、年収等の要件を満たした高度人材に限


り、出入国管理上の優遇措置として親の帯同につ


いても検討しているところである。 


<厚生労働省> 


○在留資格「家族滞在」の範囲をこれ以上拡大す


ることの可否については、労働市場及び社会保障


負担も含めて国民生活に与える影響等を十分に勘


案して慎重な検討が必要である。 


○また、現在「特定活動」で在留が認められてい


る父母は、特に高度な研究者・情報処理技術者に


ついて特例的に認めるものであり、これ以上範囲


を拡大することについても上述のとおり慎重な検


討が必要である。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


<厚生労働省> 


現在、高度の知識・技術等を有する高度人材の受


入れを推進するための措置として、ポイント制を


活用して学歴、年収等の要件を満たした高度人材


に限り、出入国管理上の優遇措置として親の帯同


についても検討しているところである。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


<法務省> 


「上記改革の方向性への考え方」に記載 


<厚生労働省> 


在留資格「家族滞在」の範囲をこれ以上拡大する


ことの可否については、労働市場及び社会保障負


担も含めて国民生活に与える影響等を十分に勘案


して慎重な検討が必要である。 


また、現在「特定活動」で在留が認められている


父母は、特に高度な研究者・情報処理技術者につ


いて特例的に認めるものであり、これ以上範囲を


拡大することについても上述のとおり慎重な検討


が必要である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


●新成長戦略に記載のある「研究者や専門性を必


要とする職種の海外人材が働きやすい 国内体制


の整備」の観点からも、我が国での出産や育児等


のために高度外国人材本人あるいは配偶者の両親


を含め、帯同させることができるようにするべき


である。 


●我が国においても、夫婦とその子供に加え夫婦


の両親が同居するといった形態は特殊なものでは


なく、在留資格「家族滞在」に両親を含めること


ができない理由が不明確である。日本人の労働市


場に関する問題は、就労制限を設定することによ


りクリアできると考える。 


●なお、両親帯同の目的が我が国での出産・育児・


介護等であることから、帯同できる両親は高度人


材本人の両親に加え、その配偶者の両親も含める


べきである。 
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具体例、経済効果等 ●企業や大学が我が国に呼んだ高度人材本人や配


偶者の出産・育児等のために、その両親を中長期


的に我が国に滞在させることが可能となる。 


●研究者や専門性を必要とする職種の海外人材が


働きやすい 国内体制の整備が１つ可能となる。 


改革案 在留資格「家族滞在」の対象に配偶者・子供に加


え、高度外国人材本人あるいは配偶者の両親を含


め、帯同させることができるようにすることにつ


いて検討し、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ４）】 


事項名 


 


在留関係や日常生活上の手続窓口のワンストップ


化 


規制・制度の概要 


 


現状、在留関係や日常生活上の手続き窓口は複数


ある上、場所も離れていることが多い。英語等で


の案内が不十分なこともあり、高度外国人材やそ


の家族の大きな負担になっている。 


＜根拠法令＞ 


 


改革の方向性（当初案） 在留資格変更・更新や住民登録・各種証明書申請


等、日常生活上の手続き窓口を一元的、もしくは


近くに集約すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


<法務省> 


○ 地方公共団体の相談窓口と連携して，外国人


住民が我が国で生活するために必要な入国管理手


続等の行政手続，生活に関する相談及び情報提供


を多言語で行うため，静岡県浜松市，埼玉県さい


たま市，東京都新宿区にワンストップ型の相談セ


ンターを設置しているところである。 


○ 他方，ワンストップセンターの他にも，入国


手続や在留手続等に関する各種の問い合わせに応


じるために，仙台，東京，横浜，名古屋，大阪，


神戸，広島及び福岡の各地方入国管理局・支局に


「外国人在留総合インフォメーションセンター」


を設置しており，また札幌，高松及び那覇の各地


方入国管理局・支局には相談員を配置し，多言語


による電話相談及び窓口相談体制を整備してい


る。 


○ さらに，外国人が経営している機関，雇用さ


れている機関若しくは研修若しくは教育を受けて


いる機関の職員等や弁護士，行政書士等が入国・


在留諸申請を取次ぐことも認められていることか
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ら，既にこうした制度により，外国人の利便性の


確保が図られていると考えている。 


○ なお，新成長戦略においては，「高度人材にと


って魅力ある雇用・労働環境や社会・生活環境の


整備等の検討・実施」との記載があるところ，ご


指摘のような点を含め，内閣府が中心となって政


府全体で検討されるものと承知している。 


 


  


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


「上記改革の方向性への考え方」に記載 


改革事項に対する 


基本的考え方 


●法務省の「出入国管理業務の業務・システム最


適化計画」には在留手続の電子化の必要性の理由


として、地方入国管理官署窓口の混雑が挙げられ


ている。「申請受理だけで一時間以上待たされる場


合もあり，外国人入国者や申請者等に対して十分


なサービスを提供できていない。」とあることか


ら、現状の制度により外国人の利便性の確保が図


られているとは考えられない。また、問い合わせ


対応にご尽力いただいていることは理解するが、


現実には窓口への電話は混雑しており、非常につ


ながりにくいとの意見もある。 


●当分科会の要望は、単なる窓口の増加ではなく、


入管手続窓口と日常生活上の手続き窓口の一元化


あるいは近隣への集約化であり、それはワンスト


ップセンターのような法務省と地方公共団体が連


携した窓口が、常時あるいは定期的に臨時に地方


公共団体庁舎の周辺に設置されることにより解決
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できると考える。 


●民間における海外人材の採用増加に加え、留学


生３０万人計画や外国人比率３割以上が要求され


る世界トップレベル研究拠点プログラム等が進行


している。彼らを受け入れるための国内体制の整


備の一環として、在留関係や日常生活上の手続き


を行える窓口について、彼らの多い地域に限定し、


増加させるべきである。 


●高度外国人材の受入れに際し、帯同する家族の


生活環境の不備が障害となっているケースが存在


する。従って、在留関係や日常生活上の手続きを


行える窓口を、一元的にあるいは近くに集約し、


手続きの利便性・簡便化を図るべきである。 


具体例、経済効果等 在留資格変更・更新や住民登録・各種証明書申請


等の日常生活上の手続きを、よりスムーズに短時


間に行うことが可能となる。 


改革案 新成長戦略に記載のある「研究者や専門性を必要


とする職種の海外人材が働きやすい国内体制の整


備」の観点から、例えば法務省が浜松市等に設置


しているワンストップ型相談センターのような窓


口を、高度外国人材の多い地域に限定し常時ある


いは定期的に臨時設置し、在留資格変更・更新と


いった入管手続きや住民登録・各種証明書申請等


の日常生活上の手続きを、よりスムーズに短時間


に行うことについて検討し、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ５）】 


事項名 


 


海外大学新卒者への在留資格認定証明書交付手続


の迅速化 


規制・制度の概要 


 


・ 海外の大学を卒業する外国人学生については、


在留資格認定証明書を申請する際、卒業見込証


明書の提出では交付審査が開始されず、卒業証


明書の提出が必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 出入国管理及び難民認定法第７条第１項及び


第２項，第７条の２ 


・ 出入国管理及び難民認定法施行規則第６条の


２，別表第３ 


改革の方向性（当初案） ・ 海外の大学を卒業する外国人学生について、卒


業見込証明書の提出で、在留資格認定証明書の


交付審査を開始すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 各種申請に対する迅速な審査・処分に支障をき


たすおそれがあることから，卒業見込証明書に


基づき審査を開始することは困難である。 


○ 海外の大学が卒業見込証明書を発行する


基準は多様であると考えられ，同証明書が発行


されていても実際には卒業できない場合も当


然起こりうるところ，そのような場合にまで審


査を行うことは，行政資源の運用の観点から非


効率であること，加えて，卒業証明書の追加提


出がなされるまで行政側は処分の保留を余儀


なくされ，円滑な行政運営・行政サービスに支


障をきたす。 


○ 現に本邦に在留している留学生について


は，卒業証明書を取得するまでに在留期限が経


過してしまう者もいることから，留学生の負担


等を考慮して柔軟に取り扱っているものであ


り，これから本邦に入国しようとする外国人と


同列に論じることは適当でない。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ - 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記「規制改革の方向性への考え方」に記載 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 海外の大学を卒業する外国人学生が在留資格


認定証明書を申請する際、卒業証明書の提出が


必要であり、さらに、在留資格認定証明書の交


付を受けてから査証の発給申請を行わなけれ


ばならず、卒業から就労開始までに数ヶ月を要


する場合がある。そのため、受入れ企業の円滑


な採用、研修、事業活動の支障となり、待機を


余儀なくされる当該学生の負担にもなってい


る。 


・ 日本に留学する外国人学生については、卒業後


の円滑な就職につながるよう、卒業見込証明書


を提出することで在留資格変更の審査が開始


されている。海外の大学を卒業する学生につい


ても、同様に取り扱うことによって、在留資格


認定証明書の交付が迅速に行われ、海外の優秀


な人材の円滑な就職が可能になる。 


・ 担当府省からの回答では「（卒業見込）証明書


が発行されていても実際には卒業できない場


合も当然起こりうる」ところ、そのような場合


に審査を行うことは非効率である旨が指摘さ


れているが、卒業見込証明書が発行されていて


も実際には卒業できない場合があることは、日


本に留学する外国人学生についても同様であ


る。 


・ さらに、「各種申請に対する迅速な審査・処分


に支障をきたすおそれがある」、「卒業証明書の


追加提出がなされるまで行政側は処分の保留


を余儀なくされ、円滑な行政運営・行政サービ


スに支障をきたす」とされているが、処分の保







                            


15 
 


留をすることによって、具体的にどのような支


障が生じるのかが不明確である。また、この点


についても、日本に留学する外国人学生につい


ても同様である。 


・ 海外の大学が卒業見込証明書を発行する基準


は多様であると考えられるが、最終的には卒業


証明書の確認をもって在留資格認定証明書を


交付するのであれば、卒業見込証明書は暫定的


なものであっても他の書類の審査を開始すべ


きである。 


具体例、経済効果等 ・ 海外の大学を卒業し、日本に就職する優秀な学


生の就労を円滑化することによって、受入企業


の負担、学生本人の負担を軽減することができ


る。 


・ 企業側、学生側双方の負担軽減によって、優秀


な海外人材の来日環境の整備に資する。 


改革案 ・ 海外の大学を卒業する外国人学生についても、


卒業見込証明書の提出で、在留資格認定証明書


の交付審査を開始し、その他の要件が満たされ


ていれば、卒業証明書の提出をもって、速やか


に在留資格認定証明書を発行する。 


【平成 23 年度措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ６）】 


事項名 


 


「パッケージ型インフラの海外展開」に対応した、


在留資格「研修」の見直し 


規制・制度の概要 


 


在留資格「研修」において実施できる研修は、国


若しくは地方公共団体の機関又は独立行政法人が


自ら実施する研修等であり、企業による実務研修


は含まれていない。 


＜根拠法令＞ 


出入国管理及び難民認定法第２条の２，第７条第


１項及び第２項 


出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の


基準を定める省令 


改革の方向性（当初案） 在留資格「研修」において実施できる研修の中に、


パッケージ型インフラの海外展開のために、現地


のパートナー企業から人材を受け入れる企業によ


る実務研修も含めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


<法務省> 


○研修・技能実習制度については，一部の受入れ


機関が研修生・技能実習生を実質的に低賃金労働


者として稼働させるなど同制度の悪用事案の問題


に対処し，研修生・技能実習生の保護の強化を図


るため，出入国管理及び難民認定法及び日本国と


の平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の


出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の


法律（平成 21 年法律第 79 号）が第 171 回国会に


おいて成立し，平成 22 年７月より施行したところ


である。 


○当該改正の中で，研修生・技能実習生の保護の


強化を図る観点から，従前の在留資格「研修」の


うち実務研修を伴うものについては，在留資格「技


能実習」により行うこととし，原則として雇用契


約を締結した上で実施させ，入国１年目から技能


実習生が労働関係法令上の保護を受けられるよう


にしたところである。 
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○ご指摘の「パッケージ型インフラ展開」に伴う


現地パートナー企業からの人材受入れがどのよう


な活動を我が国で行うものであるのか具体的には


承知していないため，在留資格「研修」又は「技


能実習」のいずれに該当するのか（あるいはいず


れにも該当しないのか）現時点において判断する


のは困難である。 


○仮に，ご指摘の人材受入れが実務研修を伴うも


のである場合は，実務を伴う研修について在留資


格「技能実習」ではなく在留資格「研修」により


受入れを認めることとすることは，上記の改正の


趣旨にかんがみ困難である。 


<厚生労働省> 


○「パッケージ型インフラの展開」におけるパー


トナー企業からの人材の受入れについては、「技能


実習」の要件に該当するのであれば、技能実習生


として受け入れるべきである。 


○実務研修に従事させ、実質的に労働者性がある


にもかかわらず、労働契約を締結せず、各種保険


にも加入しないことは、労働者保護の観点から問


題があり、困難である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


<法務省> 


「上記改革の方向性への考え方」に記載 


<厚生労働省> 


「パッケージ型インフラの展開」におけるパート


ナー企業からの人材の受入れについては、「技能実


習」の要件に該当するのであれば、技能実習生と


して受け入れるべきである。 


 実務研修に従事させ、実質的に労働者性がある


にもかかわらず、労働契約を締結せず、各種保険


にも加入しないことは、労働者保護の観点から問


題があり、困難である。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


●新成長戦略に盛り込まれた「パッケ－ジ型イン


フラ海外展開」を効果的・効率的に実施する観点


から、在留資格「研修」において実施できる研修


に、国若しくは地方公共団体の機関又は独立行政


法人が自ら実施する研修等に加え、「パッケージ型


インフラ海外展開」のために現地のパートナー企


業から人材を受け入れる企業による実務研修も含


めるべきである。 


●平成 22 年７月の法改正以前は、このような人材


は在留資格「研修」で来日し、日本企業と労働契


約は締結せず、傷害に備えて海外旅行保険等に加


入していた。ところが、７月以降は在留資格「技


能実習」で来日し、日本企業と労働契約を締結し、


各種保険に加入することが必要となっている。行


っている活動は同じにも関わらず、受け入れる日


本企業の負担が大幅に増加しており、パッケージ


型インフラを海外に積極的に輸出しようという政


府の方針に合致しない。また、このような負担は


現地のパートナー企業に振らざるを得ないが、他


国との競争においてはマイナス要因の一つにな


る。 


●「「パッケージ型インフラ展開」に伴う現地パー


トナー企業からの人材受入れがどのような活動を


我が国で行うものであるのか承知していない」と


あるが、具体的には水・石炭火力発電・送配電・


原子力・鉄道・リサイクル・宇宙産業等の分野に


おいて、現地パートナー企業の技術者が、母国で


の技術指導やシステム・マネージメント等のため


に、我が国にあるオペレーションセンター等のシ


ステム管理の現場で研修を受けることを指す。そ


の際には座学だけでなく、現場で、座学等で習得


した知識を以て実務を行うことが必要不可欠であ


る。また、この研修の効果を上げるためには、日


本人の優秀なスタッフがつきっきりで面倒を見る


必要がある。言葉の問題等もあり、非常に負担の


かかるものである。これに加え、新たに雇用契約
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や保険加入を必要とすることは、我が国企業のパ


ッケージ型インフラの海外輸出への意欲を減退さ


せるものである。 


●「ご指摘の人材受入れが実務研修を伴うもので


ある場合は，実務を伴う研修について在留資格「技


能実習」ではなく在留資格「研修」により受入れ


を認めることとすることは，上記の改正の趣旨に


かんがみ困難である」とあるが、国、地方公共団


体の機関又は独立行政法人が自ら実施する研修等


のいわゆる公的研修では実務研修が認められてい


る。我が国の発展に貢献する「パッケージ型イン


フラ」関係の対象業種を絞り込んだ上で、実務研


修の内容・必要性等を公的機関が審査し、その正


当性が証明された場合には公的研修同様、在留資


格「研修」を付与し、実務研修を認めるべきであ


る。 


●在留資格「技能実習」で受け入れた場合には実


務研修は実施できるが、受入れ企業は研修生との


雇用契約や各種保険の加入等が求められており、


そもそも現地パートナー企業から派遣されてくる


人材の受入れには馴染まない。また、学歴・職歴


によっては在留資格「技術」等が付与されない人


材である可能性もある。 


具体例、経済効果等 ハードの輸出だけでなく、運用等のソフト面での


フォローアップにもきめ細かい対応が可能とな


る。他国との競争に勝ち新成長戦略にある「パッ


ケ－ジ型インフラ海外展開」の推進を図ることが


できる。 


改革案 在留資格「研修」において実施できる研修の中に、


パッケージ型インフラの海外展開のために、現地


のパートナー企業から人材を受け入れる企業によ


る実務研修も含めることについて検討し、結論を


得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ７）】 


事項名 


 


我が国の介護福祉士の国家資格を取得した外国人


が就労可能となる制度の整備 


規制・制度の概要 


 


ＥＰＡに基づく介護福祉士候補生以外の外国人


が、我が国の大学等を卒業し我が国の介護福祉士


資格を取得しても、該当する就労可能な在留資格


がないため、日本で就労できない。 


経済上の連携に関する日本国とインドネシア共和


国との間の協定附属書十第一編第六節１及び２ 


経済上の連携に関する日本国とフィリピン共和国


との間の協定附属書八第一部第六節付録一３ 


出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の


規定に基づき同法別表第一の五の表の下欄（ニに


係る部分に限る。）に掲げる活動を定める件第１６


号，第１７号，第２０号～第２２号 


改革の方向性（当初案） ＥＰＡに基づく介護福祉士候補生以外の外国人


が、我が国の大学等を卒業し我が国の介護福祉士


資格を取得した場合、介護福祉士として我が国で


就労できるように在留資格を新たに創設するべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


<法務省> 


○ＥＰＡに基づく介護福祉士候補者については，


介護福祉士資格取得後は協定に基づき我が国にお


いて介護福祉士として就労可能となっている。 


○一般的に介護福祉士の業務について該当する在


留資格を創設するか否かについては，介護分野の


業務は，全体としては外国人の受入れを認めてい


る専門的・技術的分野の業務としての評価が確立


していないため，現状においては該当する在留資


格がないが，介護に必要な知識に係る科目を専攻


して大学を卒業し，当該知識等を活かして介護指


導，相談業務等に従事しようとする場合には，「人


文知識・国際業務」の在留資格に該当する場合が


あり得る。 
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○日本の大学等を卒業した留学生等で介護福祉士


資格を有するものによる身体介護業務も含めた介


護分野への従事の可否については，現在のインド


ネシア等との経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく介


護福祉士候補者の就労状況等も踏まえて検討する


こととしている。 


○現在では，専門的・技術的分野に該当するとは


評価されていない分野における受入れについて


は，政府全体として，我が国の産業及び国民生活


に与える正負両面の影響を十分に勘案し，国民の


コンセンサスを踏まえつつ，多方面から慎重に検


討していくことが必要である。 


<厚生労働省> 


○ＥＰＡに基づく介護福祉士候補者については，


介護福祉士資格取得後は協定に基づき我が国にお


いて介護福祉士として就労可能となっている。 


○現在、外国人労働者の受入範囲は、出入国管理


法上、「我が国の産業及び国民生活に与える影響」


を総合的に勘案して決定しているところであり、


介護分野の業務は、全体としては外国人の受入れ


を認めている専門的・技術的分野の業務としての


評価が確立していないため、該当する在留資格が


ない。また、介護分野での外国人労働者の受入れ


については、 


①介護分野は介護福祉士の資格がなくとも就労で


きる分野であり、資格者・無資格者の区分なく同


一の労働市場を形成しているため、外国人介護労


働者を受け入れることは、日本人介護労働者全体


との競合・代替が生じること。 


②外国人介護労働者を受け入れることは、この分


野への就業希望の多い若者、女性等の雇用機会の


喪失、日本人介護労働者の労働条件の低下などの


悪影響が懸念されること。等の労働市場に与える


影響も勘案し、認められない。なお、介護分野に


おいては、まずは、現在介護分野で労働に従事す


る方々の定着促進や国内の潜在的有資格者の参入







                            


22 
 


促進等により、人材の確保を図っていくことが重


要である。また、介護分野は現下の厳しい雇用情


勢の下、新規就職が期待できる雇用の吸収分野と


して戦略的に重要であり、介護現場の処遇向上な


ど様々な支援に取り組んでいるところ、これらの


政策と逆行する懸念がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


<法務省> 


「上記改革の方向性への考え方」に記載 


<厚生労働省> 


介護分野での外国人労働者の受入れについては、


①介護分野は介護福祉士の資格がなくとも就労で


きる分野であり、資格者・無資格者の区分なく同


一の労働市場を形成しているため、外国人介護労


働者を受け入れることは、日本人介護労働者全体


との競合・代替が生じること。 


②外国人介護労働者を受け入れることは、この分


野への就業希望の多い若者、 女性等の雇用機会


の喪失、日本人介護労働者の労働条件の低下など


の悪影響が大きいこと。 


等の労働市場に与える影響も勘案し、認められな


い。 


また、現在介護分野で労働に従事する方々の定着


促進や国内の潜在的有資格者の参入促進等に取り


組んでいるところであるが、安易な外国人介護労


働者の受入れによりこれらが阻害され、かえって


求人充足が図られず人材不足が深刻化するという


悪循環が生じるおそれがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


●同じ介護分野でもホームヘルパーであれば厚生


労働省が認定した講習事業者の講習を修了する


と、「講習修了者」と認定される「認定資格」であ


るため、高度な技能を持っているとは認められな


いかもしれない。しかしながら、介護福祉士は「国


家資格」であり、その合格率も５０％前後である
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ことから、ＥＰＡに基づく介護福祉士候補生でな


くとも、この資格を取得できるのであれば高度な


技能を持つ人材と認定し、介護福祉士として我が


国で就労できるようにするべきである。 


●医師や歯科医師・看護師等の我が国の国家資格


を取得した外国人は、在留資格「医療」を付与さ


れれば我が国で就労が可能であり、更に歯科医


師・看護師に関しては平成２２年１１月に就労年


数制限を撤廃する省令改正が行われる予定であ


る。新成長戦略にある「日本と世界とのヒト・モ


ノ・カネ」の流れ倍増の観点から、介護福祉士に


おいても看護師等と同様に我が国の国家資格を取


得した外国人に関しては、我が国で介護福祉士と


して就労可能な在留資格を付与すべきである。 


●外国人に関しても介護福祉士の国家試験受験は


認めており、これに合格するということは現在 EPA


に基づく介護福祉士候補生が対応に苦慮している


日本語の能力や、我が国での介護福祉の知識が習


得できていると考えられることから、我が国の国


家資格を取得した者に限り、我が国で介護福祉士


として就労可能な在留資格を付与すべきである。


●外国人留学生の中には、我が国において介護福


祉士の資格取得及び卒業後我が国での就労を希望


する者もいるが、現状では該当する就労可能な在


留資格がないため、大学等での履修及び国家資格


取得を断念している。 


具体例、経済効果等 我が国の介護福祉士の資格を取得した者が、我が


国で介護福祉士として就労することが可能とな


る。他方でアジア地域全体でも高齢化は急速に進


んでおり、我が国での介護の手法を理解する人材


を増やすことは我が国にとってもアジア地域全体


にとっても有意義である。例えば、我が国の介護


事業者が海外進出し、我が国で先行して培ってい


る介護知識やノウハウを駆使し、その地域の介護


分野を支える一翼を担うことも可能となる。 
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改革案 ＥＰＡに基づく介護福祉士候補生以外の外国人


が、我が国の大学等を卒業する等により、我が国


の介護福祉士資格を取得した場合、介護福祉士と


して我が国で就労できるように在留資格を新たに


創設することについて検討し、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ８）】 


事項名 


 


在留資格「投資・経営」の要件及び運用基準の緩


和 


規制・制度の概要 


 


①在留資格「投資・経営」の要件の１つである「当


該事業がその経営又は管理に従事する者以外に二


人以上の本邦に居住する者で常勤の職員が従事し


て営まれる規模のものであること。」の目安とし


て、最低でも５００万円以上の投資が必要とされ


ており、それ以下の投資額では在留資格「投資・


経営」は付与されない。 


②２名以上の外国人が共同で起業し、他に従業員


がいない状況で、それぞれ役員に就任しようとす


る場合、ピラミッド型の人事組織を有しないこと


を持って、全員には在留資格 「投資・経営」が付


与されない。 


＜根拠法令＞ 


出入国管理及び難民認定法第７条 


出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の


基準を定める省令 


改革の方向性（当初案） ①在留資格「経営・投資」の要件の目安とされて


いる「最低でも５００万円以上の投資」を緩和す


べきである。（例えば、３００万円以上の投資等）


②２名以上の外国人が共同で起業し、他に従業員


がいない状況で、それぞれ役員に就任しようとす


る場合、当該外国人全員に在留資格「投資・経営」


を付与できるようにするべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


<法務省> 


○我が国においては、専門的・技術的分野での外


国人労働者の受入れを政府全体の基本政策として


おり主な就労資格についてはこれを担保する要件


が設けられているところ、在留資格「投資・経営」


については、本邦において事業の経営を行う場合


に、学歴・実務経験に係る要件は設けられていな


い。 このため、在留資格「投資・経営」を取得し
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ようとする者については、その者が我が国におい


て行おうとする活動が虚偽のものでなく、付与さ


れた在留資格に応じた活動を行おうとしているか


判断するにあたっては、その者の行おうとしてい


る事業の継続性が見込まれていることが重要であ


るため、相当額の投資等を要件としているところ


である。 したがって、当該要件の緩和は困難であ


る。  


②について 


○また，２名以上の外国人が共同で企業する場合


は，それぞれの行う業務内容からみて，事業を経


営する者に該当するか否かについて，個別に審査


を行っているところである。 


<厚生労働省> 


①「投資・経営」の在留資格について投資額の要


件を緩和すること、及び②共同で起業して他の従


業員がいない場合に全員に「投資・経営」の資格


を与えることについて、日本における基準は諸外


国と比較しても緩いものであり、これをさらに引


き下げることは、経営者としての性格を疑わせ、


実質的に安易な外国人労働者の受入範囲の拡大に


つながり、労働市場及び国民生活に影響を与える


ことから困難である。 


 


（参考：諸外国における必要投資額） 


米国 50 万ドル（約 4,150 万円） 


カナダ 40 万カナダドル（約 3,280 万円） 


オーストラリア 80 万オーストラリアドル（約


6,480 万円） 


シンガポール 250 万シンガポールドル（約 1 億


5,750 万円）（2010 年 1 月 1 日に 150 万ドルから引


き上げ） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


<法務省> 


「上記改革の方向性への考え方」に記載 


<厚生労働省> 


○「投資・経営」の資格における投資額等は当該


人材が専門的・技術的分野に該当する者かどうか


を判断する基準であるが、日本の基準は諸外国と


比較しても緩く、これをさらに引き下げることは、


経営者としての性格を疑わせ、実質的に安易な外


国人労働者の受入範囲の拡大に繋がり、労働市場


や国民生活に影響を与えるおそれがあることか


ら、対応は困難である。 


○なお、家事使用人の帯同については一定の要件


を満たす者について、限定的に認められていると


ころであるが、帯同可能な者の増加については、


家事使用人に対して労働関係法令が適用されない


ため劣悪な労働条件で業務に従事する等の問題が


発生するおそれがあるため、慎重な対応が必要で


ある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


① について 


●対日投資促進支援の観点から、外国企業の我が


国への進出や、留学生等による我が国での起業の


阻害要因の 1 つになっている在留資格「投資・経


営」の要件の目安である「最低でも５００万円以


上の投資」を緩和すべきである。 


●在留資格「投資・経営」の要件として相当額の


投資が必要ということは理解できるが、目安がな


ぜ「最低でも５００万円以上」なのか示されたい。


●厚生労働省から参考としてご提供いただいた諸


外国における必要投資額は、永住権を伴う投資移


民の基準であり、在留資格「投資・経営」の要件


の目安と同列に比べることは困難である。 


②について 


●対日投資促進支援の観点から、会社設立当初に


おいては、役員のみの形態は珍しいものではない


現状も踏まえ、外国企業の我が国への進出の阻害


要因の 1 つになっている運用基準を緩和すべきで
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ある。１人が役員として在留資格「経営・投資」、


１人が従業員として在留資格「技術」等を申請す


るという手法もあるが、実際の経営実態とは異な


り、合理性に欠ける。また、このような手法をと


った場合、例えば一方には家事使用人を帯同させ


られるが、もう一方には帯同させられないといっ


た問題等も発生する。 


●個別に審査を行っているということだが、２名


以上の外国人が共同で起業し、他に従業員がいな


い状況で、それぞれ役員に就任しようとする場合、


当該外国人全員に在留資格「投資・経営」を付与


されたケースがあるのであれば示されたい。当分


科会の主張はこのようなケースにおいて「全て付


与すべきである」ではなく、審査を行い他の要件


がクリアできているのであれば「付与すべきであ


る」である。 


具体例、経済効果等 在留資格「投資・経営」の要件及び運用基準を緩


和することにより、外国人の我が国への投資促進


を図ることが可能となる。ひいては我が国の雇用


創出につながる。 


改革案 ①在留資格「経営・投資」の要件の目安とされて


いる「最低でも５００万円以上の投資」を緩和す


る（例えば、３００万円以上の投資等）ことにつ


いて検討し、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 


②２名以上の外国人が共同で起業し、他に従業員


がいない状況で、それぞれ役員に就任しようとす


る場合、他の要件をクリアできるのであれば、当


該外国人全員に在留資格「投資・経営」を付与で


きるようにすることについて検討し、結論を得る。


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（人材 ９）】 


事項名 


 


査証の発給基準の明確化等 


規制・制度の概要 


 


・ 外国人は、日本に上陸するために、有効な旅券


で日本国領事官等の査証を受けたものを所持


しなければならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 出入国管理及び難民認定法第６条、外務省設置


法第４条第 13 項   


改革の方向性（当初案） ・ 査証の発給基準の明確化や審査期間に係る運


用の周知・一層の明確化を図るとともに、発給


基準の緩和について検討すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 査証発給基準については、外務省ＨＰ等で「ビ


ザ（査証）の原則的発給基準」を示しており、


審査期間についても、申請内容に特に問題のな


い 場 合 は ５ 就 労 日 で 発 給 し て い る 。


また、我が国は、外国人の移動を含む種種の規


制改革や観光立国に向けた取組を進めており、


諸外国との人的拡大に資するため、入国管理上


問題の少ない査証申請者の利便性向上を勘案


し、査証免除措置を始め、査証発給基準緩和等


を実施している。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ その時々によって外国人の入国・在留状況は変


化するため、具体的には未定であるが、その時


代の状況に最も適した査証発給条件を設定し


ていく。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ - 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 査証の発給には、法令等に明確な根拠がなく、


査証発給基準についても、外務省ウェブサイト


等において「ビザ（査証）の原則的発給基準」
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が示されているものの、その内容は大まかな基


準が示されているにとどまり、どのような場合


に査証が発給されるのかが不明確である。ま


た、例えば、短期滞在査証、長期滞在査証のい


ずれを取得するべきか明らかではない場合が


あり、それについて適切に相談できる窓口もな


く、念のため長期滞在査証を取得するケースが


あり、受入企業の負担が生じているとの指摘が


ある。 


・ さらに、短期滞在査証で滞在が認められる日数


は、通常９０日まで認められるところ、特定の


総領事館においては一般的に９０日より短い


期間しか認められないなど、大使館／総領事館


によって認められる日数にばらつきがあると


される。 


・ 発給に要する期間についても、外務省ウェブサ


イトにおいて、「申請内容に特に問題のない場


合は５就労日」と示されているが、実際には、


特定の総領事館においては事実上発給に５就


業日以上の期間を要するなど、大使館／総領事


館によって異なるとの指摘もある。 


・ 入国に際し取得が必要とされている査証につ


いて、その発給が不明確であることにより、例


えば企業が外国人を受け入れる際に負担が生


じている。発給基準のより一層の明確化、相談


体制の充実、発給に要する期間に係る不均衡の


是正などにより査証の発給を円滑化すること


で、ヒトの流れが促進される。 


・ 併せて、実態を踏まえ、発給基準そのものも実


態に合わせた柔軟な見直しが行われることが


必要であり、基準の見直しが行われた場合に


は、その十分な周知が必要である。 


具体例、経済効果等 ・ ヒトの流れが促進され、異なる発想・能力・経


験を基に、さまざまな分野におけるイノベーシ


ョンを惹起することが期待される外国人材の


受入れが促進される。 
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改革案 ・ 時代の状況や査証発給実務の実態を踏まえ、発


給基準の見直し・より一層の明確化、相談体制


の充実、発給に要する期間に係る不均衡の是正


などにより、査証発給を円滑化することについ


て、検討し、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）１】 


事項名 


 


リターナブルパレット等の関税免除手続の改善 


規制・制度の概要 


 


現在、我が国から輸出したリターナブルパレット、


リターナブル容器等を再輸入し関税の免除を受け


る場合、本邦への輸入時に輸出時と同一性を税関


が確認するため、形状、材質ごとに統計品目番号


が与えられており、下記のような手続きが必要で


ある。 


・ 輸出時に輸出申告書への、当該容器等の規格、


材質等、必要な事項の記載。 


・ 容器等の種類ごとの、規格、材質、識別表示等


に係る資料、ならびに容器等が流通する全ての場


所を記載した資料の提出。また、容器等の種類ご


との、購入個数（国内製、外国製）、廃棄個数、総


個数、輸出個数、輸入個数、在庫個数の管理、1


年ごとの提出。 


・ 輸入申告時には、係る輸出手続きが行われてい


ることの申告および税関による確認、また、複数


回にわたって輸入する場合には、輸出申告時の数


量から、当該輸入数量分の引き落としを行うとい


った管理。 


＜根拠法令＞ 


・関税定率法 14 条 1 項 11 号、同法定率法施行令


15 条及び 16 条、同法基本通達 14-16 


・輸入品に対する内国消費税の徴収等に関する法


律 13 条 1 項 1 号 


改革の方向性（当初案） ▪ リターナブルパレットや容器等については、コ


ンテナと同様に、反復利用されることが明確で


あることから、アメリカのように当該容器を無


税とする専用の統計品目番号を新たに定め、輸


出入手続きの簡素化を図る。具体的には、リタ


ーナブルパレット等の種類ごとに、規格、材質、


識別表示等に関わる資料、帳簿の様式等を事前


参考資料５ 
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に提出し、全ての種類・材質に対して同一統計


品目番号（9803．00）を設定する。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・本要望は、「全ての種類・材質に対して同一の統


計品目番号」による輸出入申告を可能ならしめる


との要望と理解する。 


・リターナブル・パレットに対する本件免税手続


については、申告者の利便性を図る累次の改正を


行ってきたところ。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


下記の課題が解消される場合、要望されている免


税の適用に当たって、容器の種類が複数ある場合


でも一欄にまとめて輸出入申告を行えるような番


号の設定方法を検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


本要望は、容器に係る自社システムが整備されて


いない場合に、複数の容器のために複数の品目番


号を手入力で行う等の事務が煩瑣である等の趣旨


と理解しているが、これに応じて品目番号に係る


現在の取扱いを変更すると、すでに現行制度に応


じた社内システムの整備等を行っている者にとっ


てかえってシステムを修正するための追加コスト


が発生しかねないおそれがあることから、単に個


別社の事情によるものか否かを含め、本要望が利


用者全体としての要望か否かを確認する必要があ


る。 


 


(注) 以前、外国産品が輸入後再輸出される場合


については、材質等による分類とは別の統一され


た「再輸出品」という統計品目番号が用いられて


いたが、同じ種類のものなら国内産品と同じ番号


で申告したいとの要望があって、平成 13 年 1 月 1


日に「再輸出品」「再輸入品」という統一番号は廃


止された経緯もあり、この点でも統一番号の復活


を希望しない事業者がいないか慎重な検討を要す


る。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ リターナブルパレット等は使い捨ての木製パ


レットと比較して、企業のコスト削減に資する


だけでなく、地球環境にも貢献するため、関税


免除手続きを簡素化し、企業の利用を促進させ


るべきである。 


▪ 現状においては、関係手続きの煩雑さ等でコス


ト負担が高くなるため、木製等の使い捨てパレ


ットを使用するケースが散見される。 


▪ 帳簿管理を個々の物品毎ではなく、種類毎に数


量を管理する方式になったが、免税手続きには


パレット等の流通経路を記載する必要がある


ため、事実上数量管理とはなっていないとの指


摘もある。 


▪ 当初資料を提出した税関と異なる税関におい


て、再度輸出を行う場合、書類を重複して提出


することがあり、利便性を阻害されている。 


▪ なお、社内管理システムが整備されている企業


でも、システムが免税手続きと直結しているわ


けでないため、同一統計番号で管理する体制に


なっても、社内管理システムは引き続き利用可


能であり、一概に不利益になるとはいえない。


具体例、経済効果等 ‐ 


改革案 リターナブルパレット等反復利用される容器につ


いて、環境面及び企業のコスト削減に資すること


から、普及に向け、輸出入時の免税手続について


より簡素化させる。具体的には、全ての種類に対


してリターナブルパレットを一欄にまとめて申告


する方法、提出書類の簡素化、提出書類の重複を


防ぐべく税関同士の情報の共有化と連携強化等に


つき、関連事業者の意見を踏まえ、検討し、結論


を得る。【平成２３年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）２】 


事項名 


 


認定事業者（ＡＥＯ）制度の改善 


 


規制・制度の概要 


 


【概要】 


ＡＥＯ制度については以下のとおりの規制等があ


る。 


①特例輸入申告制度を利用して輸入申告を行う


際、財務条件として、下記何れかの要件を満たさ


ないと担保が必要となっている。 


（ア）特定の格付機関 から「Ａ」格相当以上の格


付けを取得 


（イ）直近の決算時 （四半期開示を含む）の当座


比率が 100％以上で、かつ、自己資本比率が 30％


以上（四半期開示を行っていない者については、


50％以上） 


②特定輸出貨物については、保税地域等相互間の


保税運送役務にかかる消費税は、平成 22 年 4 月１


日より免除されることになったが、自社施設で特


定輸出申告を行った貨物については、既に外国貨


物となっているにもかかわらず免税とならない。


③相手国の AEO 企業の輸出する貨物が自国に輸入


される際、通関を円滑にするという、AEO 制度の


相互承認に向けた協議が、各国間で進展している。


我が国は、米国や EU、カナダ、ニュージーランド


と AEO 相互承認を締結しているが、具体的な内容


については未定である。 


④現行制度においては、全国の 9 税関において個


別に審査・判定が行われており、その審査方法や


判定基準に相違が生じ得る。東京税関業務部にＡ


ＥＯセンターが設置されているが、一元的、統一


的な業務は行われていない。 


 


「日本を元気にする規制改革 100（平成 22 年９月


10 日閣議決定）」 
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＜認定事業者（ＡＥＯ）制度の改善＞ 


AEO 制度について、適正通関を確保しつつ利用者


の利便性向上等を図る観点から、ベネフィットの


追加を検討する。その際、AEO 制度の運用面の簡


便性等もふまえつつ、例えば利用者のコンプライ


アンスやセキュリティといった点に応じた取り扱


いについて考慮する。（平成２２年度検討・結論）


＜根拠法令＞ 


①関税法第７条の８第１項、関税法基本通達７の


８－１ 


②消費税法第７条第１項第５号、消費税法施行令


第 17 条第２項第４号、消費税法施行規則第５条第


１項第４号、消費税法基本通達７－２－１、関税


法第 67 条の３、関税法基本通達 67 の３－１－８


③法令根拠なし（欧米の規制のため） 


④関税法第 7条の 2第 1項、同第 50 条第 1項、同


61 条の５第 1 項、同第 63 条の 2 第 1 項、同第 67


条の３第 1 項第 1 号、同第 67 条の 13 第 1 項、同


第 79 条第 1項 


改革の方向性（当初案） ①特例輸入者が納期限延長制度を利用する場合の


厳格な財務上の担保要件を緩和する。 


②特定輸出者のベネフィットを強化するためにも


同施設から船積港までの区間も免税とする。 


③AEO 事業者に対しては各セキュリティ対策（24


時間ルール、10+2 ルール等）を免除もしくは緩和


する等、相互承認のメリットを確実に反映させる。


④審査・判定基準の標準化・統一化・透明化の観


点から、審査・判定業務を一元的に集約する体制


を構築する。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


①特例輸入者が特例申告を利用する場合の財務上


の担保要件の緩和については、適正な租税債権確


保の観点も踏まえつつ、どのような緩和が可能か


検討を進める。 


②「規制・制度の制定時期、主な改正経緯」に記


載したとおり、輸出貨物の運送に係る消費税の免


税措置については、税制改正に係る事項である。
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③24時間ルールや１０＋２ルール等の各セキュリ


ティ対策は欧米の制度であり、我が国の制度では


ないため、本規制・制度改革の対象ではないと考


える。 


（米国・EU 等のＡＥＯ相互承認等の二国間協議の


場を利用して、我が国から常に要望しているが、


本規制は、相手国が自国の AEO 事業者の関与の有


無に関わらず、事業者に対して一律に例外なく課


している規制であり、本来、相互承認協議の土俵


に乗らない性質のものである） 


 そもそも、AEO 相互承認とは、「相互承認相手国


の AEO 事業者のステータスを自国の税関手続上に


おいて尊重する」取組みであり、外国において AEO


にも課せられている規制の一般的緩和について協


議するものではない。 


④審査・判定基準の標準化・統一化・透明化につ


いては、一元的組織としてＡＥＯセンターを設置


しており、全国のＡＥＯ部門からの随時の照会に


集中的に対応することにより、全国統一的な対応


が行われるよう調整を図っている。また、関税局


より AEO 事業者の承認要件等の審査要領を発出し


ているほか、審査事例の共有化、全国各税関の AEO


審査事務担当者による会合、及び OJT 研修等の機


会を通じて、全国統一的な対応を実施している。


 また、審査・判定業務の一元的集約については、


東京圏以外に拠点を置く事業者や地方の中小事業


者の利便性を考慮して、全国の各税関に AEO 担当


窓口を置き、各事業者の事業規模、業務内容に即


した審査・判定業務を行っており、今後とも、東


京圏以外に拠点を置く事業者や中小事業者等がＡ


ＥＯ申請を行いやすい環境を提供し、ＡＥＯ制度


の更なる普及を目指していく観点で、現状の枠組


みが適当である。 


 


●２０１０年７月のＷＣＯ（世界税関機構）の調


査では、ＡＥＯの認定企業数は、アメリカ９，８







 


7 
 


０６社、ＥＵ２，５６１社に対し日本は３９６社


と少ない状況である。 


→AEO 制度は、国際物流の一層のセキュリティ確


保等を目指すため、貨物のセキュリティ管理体制


等が整備されている事業者を税関当局が認める制


度であり、欧米の AEO 制度は、ＡＥＯ相互承認協


議の過程で、その承認要件が日本の制度と同等の


ものであることを確認済みである。欧米では、税


関からの具体的なメリットの有無に関わらず、貿


易に関与する事業者にとってセキュリティ管理体


制を整備し AEO の承認を取得すること自体がメリ


ットとなり、ビジネスにおいて重要視される環境


が醸成され、そのことが承認者数が伸びている一


因と考えられる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


① 現在設定されている担保提供基準の緩和につ


いて、適正な租税債権の確保の観点も踏まえつ


つ、どのような緩和が可能か検討を進める。 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


ー 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ ＡＥＯ事業者へのベネフィットを増加させ、


ＡＥＯ参加へのインセンティブを図り、日本


のＳＣＭにおけるセキュリティ向上と物流の


円滑化の両立を、官民一体となって図るべき


である。 


▪ ２０１０年７月のＷＣＯ（世界税関機構）の


調査では、ＡＥＯの認定企業数は、アメリカ


９，８０６社、ＥＵ２５６１社に対し日本は


３９６社と少ない状況である。 


▪ 関税局長主催の「貿易円滑化と関税行政に関


する懇談会」（平成２２年１月～６月）におい


て、民間事業者から、ＡＥＯ取得のためには、


セキュリティ管理やコンプライアンスの徹


底・維持にコストをかけて人員・組織を強化
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する必要があり、またＡＥＯ取得後には監査


を受ける負担が生じるが、それに見合うメリ


ットがないとの意見が出ている。 


▪ 当局は、「欧米では、貿易に関与する事業者に


とってセキュリティ管理体制を整備しＡＥＯ


の承認を取得すること自体がメリットとな


り、ビジネスにおいて重要視される環境が醸


成され、そのことが承認者数が伸びている一


因と考えられる」と述べているが、我が国で


はそのようなインセンティブが働いていな


い。ＡＥＯ制度本来の目的であるセキュリテ


ィ確保の要請を満たすためにも、ＡＥＯの承


認を取得することが、セキュリティ体制整備


の証左としてビジネスチャンスとなるよう、


官民協力して取組む必要がある。 


 


具体例、経済効果等 ‐ 


改革案 ① 特例輸入者が特例申告を利用する場合の財務


上の担保要件の緩和について、適正な租税債権


確保の観点も踏まえつつ、検討し結論を得る。


【平成２３年度検討・結論】 


② 相互承認を締結したアメリカ、ＥＵ等の各セキ


ュリティ対策（24 時間ルール、10+2 ルール等）


が、我が国のＡＥＯ事業者について緩和される


よう、関係省庁と適宜連携し、交渉を継続する。


【逐次実施】 


③ 審査・判定基準及び運用の標準化・統一化・透


明化について、各税関ごとの対応が異なること


により利用者の利便性が損なわれることがな


いよう、より一層周知徹底する。【平成２３年


度措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）３】 


事項名 


 


営業区域外における通関業務の取扱いの緩和 


規制・制度の概要 


 


通関業者は、通関業の許可を受けた管轄区域内で


のみ通関業を営むことができる。なお、相互に関


連する一定の手続は当該管轄区域外でも当該手続


に係る通関業務を行える。 


＜根拠法令＞ 


通関業法第９条 


改革の方向性（当初案） 通関業務の営業区域規制を撤廃し、輸出入申告手


続等を行う通関業者について荷主の選択性を高め


ることで、物流の効率化向上を図る。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


１．本規制の意義 


○通関業者は荷主に代わって実際に通関手続を行


う者であり、適正通関及び適正課税を担保する者


である。 


 しかし、例えば、平成２１年でみると、申告に


対する税関の審査・検査の結果、誤り等を発見し


た例が約７万５千件あり、荷主にとっても物流の


阻害要因となっている面もある。通関業者自身が


関税法等に違反して営業停止等の処分を受ける事


例も少なくない。このように適正な体制下の通関


業者による通関業を確保する必要性は、今日も低


下していない。むしろ、厳しい財政状況や国際テ


ロ、知財保護の必要性など適正通関確保の必要性


は、従来より高まっているものと考えられる。 


 本規制は、こうした通関手続の適正を確保する


方策として、これを確保できるような通関事務処


理体制等から見て通関業を行い得ると認められる


範囲を明確化するため設けられているものであ


り、これを見直すことは問題である。なお、その


具体的な範囲は、税関管轄区域という広域を単位


として設定されている。 
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 この点について、事務局記載の「方向性」にお


いて、「免許を持たない港での通関は、同社が下請


けを起用せざるを得ず」とされてあるのは港単位


という狭い範囲のものではなく、事実誤認と考え


られる。 


○事務局記載の「方向性」では「管轄外の貨物確


認等のリスクは民間業者が当然負うべきもの」と、


通関手続に係るミスも荷主と通関業者で負担の合


意があれば済むものと認識しているように思われ


るが、通関手続に問題があると、荷主に負担が発


生し得るだけではなく、要注意国への不正輸出や


社会悪物品の流入、適切な課税への影響等我が国


の安全安心の確保などに直結するものである。 


○通関業者が行う通関手続の適正確保は、荷主に


とっても安全な物流という形で意義をもたらすも


のでもある。 


２．本規制下における通関業者の状況 


○通関業者は、複数の税関管轄区域で通関業の許


可を得ることができる。従って、どの区域で許可


を受けるかは、優れてその通関業者の経営判断に


よるものである。その際、既存の通関業者が営業


区域を広げるために他の税関から許可を受けよう


とする際には、その者の経営状態に関する事項な


ど全社的な内容の審査は省略されるなど簡素化さ


れている。こうした枠組みの下で、実際、約３割


の通関業者は、複数の税関から許可を受けている。


 また、輸入しようとする貨物が陸揚予定港以外


の港で陸揚げされる場合であっても、貨物を陸揚


げした港から陸揚予定港まで保税運送すること


で、陸揚予定港を管轄する税関長から許可を受け


た通関業者が輸入申告を行うことができる。逆に、


貨物を予定通り陸揚げした後、通関業の許可を受


けていない区域に早急に保税運送したい場合であ


っても、通関業法第９条但書の規定に基づき、そ


の通関業者は許可を受けていない到着地の税関に


輸入申告を行うことができる。 
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 このように、現状から見ても、営業区域が通関


業者の制約となっているとは考えられず、事務局


記載の「方向性」にあるような「営業領域が広が


ることによる通関業者間の競争」は現行制度でも


十分実現されているものと考えられる。 


３．本規制下における荷主の状況 


○上記のとおり、複数の区域で許可を受けている


通関業者は多数あり、荷主は、各通関業者に係る


営業区域（通関サービス）の内容により自らの物


流ルートを踏まえて通関業者を選択することがで


きるものであり、荷主にとって、本規制が物流の


阻害となっているとは考えられない。事務局記載


の「方向性」で示された例示（「船積地等により通


関業者を変更しなくてはならない」）は、当該荷主


が自らの物流ルートと合わない通関業者を利用し


ているケースと考えられるが、これは荷主の（通


関業者の選択における）経営判断の問題ではあっ


て、規制に起因するものではないと考えられ、通


関業者によって通関業に係る営業区域は異なる


が、輸出入者がどの通関業者を選ぶことは自由で


あり、輸出入者が広域で通関業の許可を受けてい


る通関業者を利用すれば上記のような問題は発生


しない。また、通関業者から見ても、一の税関で


通関業の許可を受けていれば、他の税関から許可


を受ける際の手続は簡素化されており、複数の地


区で許可を受けることに大きな負担はないことか


ら、この規制が物流の阻害事由となっているとは


考えがたい。 


 また、荷主のニーズを踏まえて通関業者が新た


な区域に進出しようとする場合の手続は簡素化さ


れている。 


 


 上記１のとおり、この規制は、通関手続の適正


確保や円滑化に必要なものであり、また、上記２


のとおり、現在でも通関業者は自己の経営判断に


より複数の税関管轄区域での広域的な営業は可能
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であるとともに、保税運送の利用により予定外の


港での陸揚等の場合も問題無く通関手続を行え、


上記３のとおり、荷主は、これらの事業者から選


択することができる。従って、この規制が荷主の


自由な選択を阻害しているとは思われない。むし


ろ、荷主にとっても、この規制により適正な通関


手続が確保されることによる安全で円滑な物流環


境を享受できると考えられる。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


荷主のニーズを踏まえて通関業者が新たな区域に


進出しようとする場合の許可手続については、更


なる簡素化を検討する方向で考えたい。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


上記のとおり、 


①適切な通関業の確保は荷主にとって利益のある


ものであるほか、不正物品の流入阻止等国の安


全・安心に資する意義があり、通関業の許可を行


った税関がこれを確保するために、通関業を行う


範囲が明確化されている。 


②現行制度でも複数の区域で通関業の許可を受け


ることは可能であるほか、予定外の港で陸揚げさ


れた場合に予定港まで保税運送して通関すること


等も可能であり、かつ、既存業者の場合には許可


手続は簡素化されていることから、この規制があ


っても他の区域で通関手続を行うことはできる。


実際多くの通関業者が複数の区域で許可を受けて


おり、荷主及び通関業者にとって、この規制が物


流の阻害事由となっているとは考えがたい。 


以上から、要望の趣旨は現行制度下でも対応可能


であり、むしろ、制度の大幅な変更は適正な通関


手続に基づく不正物品の流出入阻止や適切な課税


等に重大な支障を及ぼす懸念がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 輸出入者が船積地、荷卸地等によって通関業


者を変えたり、申告税関ごとにデータを分散


させて各通関業者に配布するといった作業を


しなくてはならない等、通関業の営業区域規


制は物流の効率化を阻害している。例えば、
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複数船積港を利用する案件で 1 社の通関業者


を起用した場合、同社が免許を持たない区域


での通関は、同社が下請けを起用せざるを得


ず、荷主として通関業者の管理、通関管理に


負担がかかるという状況が発生している。 


▪ 一方、通関制度の大幅な変更は適正な通関手


続に基づく不正物品の流出入阻止や適切な課


税等に重大な支障を及ぼす懸念があるとの指


摘もある。 


▪ なお、現状において、「同一人から依頼を受け


た通関業務その他税関官署に対する手続きで


相互に関連するもの（通関業法９条但書）」で


あれば営業区域外であっても通関業務は可能


である。 


▪ 今後、輸出通関に係る保税搬入原則を撤廃す


ることで、自社工場等の税関官署へ輸出申告


後、管轄が異なる保税地域に貨物を搬入し、


輸出許可を受けることや、輸出許可後、管轄


が異なる保税地域に貨物を搬入することが想


定される。その際、自社工場等の区域の通関


業の許可しかない場合であっても、通関業法


９条但書における「同一人」からの「相互に


関連する業務」と言える範囲内で運用が改善


できれば、大幅な制度改正を行うことなく、


通関管理の集中化におけるコストの削減を図


ることが可能となる。 


具体例、経済効果等 ▪ NACCS を通じて税関、輸出入等関連業務を行う


ものが全て電子ネットワーク的につながり、


関連する税関で申告内容を共有できる現状に


おいて、通関業者の営業区域に関する手続を


弾力化することは、輸出入業者から見て、利


用する通関業者の集約化によるコスト削減


や、船積地の変更といったケース発生時等に


おける一層の通関手続の効率化等のメリット


がある。 
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改革案 営業区域外における通関業務を行いやすくするた


めの施策（例えば、輸出通関にかかる保税搬入原


則の見直し後において、輸出申告後に船積港が変


更された場合に、許可を受けている区域内と許可


を受けていない区域内の手続について、「同一人か


ら依頼を受けた通関業務その他税関官署に対する


手続で相互に関連するもの（通関業法９条但書）」


として認める範囲の拡大や、通関業者が新たな区


域に進出しようとする場合の手続の更なる簡素化


等）につき検討し、結論を得る。【平成２３年度検


討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）４】 


事項名 


 


経済連携協定に基づく特定原産地証明制度の利便


性の向上 


規制・制度の概要 


 


▪ 経済連携協定（EPA）における物品貿易におい


て、わが国から輸出される産品が相手国税関で


EPA 税率（通常の関税率よりも低い関税率）の


適用を受けるためには、輸出産品が EPA に基づ


く原産資格を満たしていることを証明する「特


定原産地証明書」を取得し、輸入国での通関時


に税関に提出する必要がある。日本では、経済


産業大臣が指定した発給機関である日本商工


会議所が特定原産地証明書を発給している（経


済連携協定に基づく特定原産地証明書の発給


等に関する法律）。 


▪ ①現在、EPA に基づく特定原産地証明は申請か


ら原則として中２日で発給される。 


▪ ②現在、第三者証明制度における発給申請につ


いては、電子申請が可能であるが、発給につい


ては紙での発給となっている。 


▪ ③特定原産地証明書の取得には、日本商工会議


所への会社登録が必要であり、その際、登記簿


の提出が求められる。 


＜根拠法令＞ 


▪ 各国との協定（ＥＰＡ）、関連規則 


▪ 経済連携協定に基づく特定原産地証明書の発


給等に関する法律（第二条第三項）等 


改革の方向性（当初案） ▪ EPA 税率の利用を促進するため、以下の点につ


いて、原産地証明制度を改善し、利用者の利便


性を高めるべきである。 


▪ ①特定原産地証明書の即日発給 


▪ ②原産地発給システムの政府のシングルウィ


ンドウへの組入れ 


▪ ③会社登録更新時の登記簿の提出の省略 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪ ①当該証明書の発給については、事務所によっ


ては１日平均約２００件の発給実態があると


ころ、利用者から徴収する料金負担の制約下に


おいて、限られた人員やシステムで、原産品判


定業務等と並行して協定ごとに異なるフォー


ムを間違いなく印刷する事務処理や印刷され


た証明書等を多数の申請者ごとに取りまとめ


る等の作業が発生するため、事務処理には一定


の期間を要する。 


▪ ②日商のシステムを御指摘のシングルウィン


ドウに組み入れることについては、両システム


の構成や利用者、システムを利用する際入力す


べき情報それぞれに違いがあることに加え、日


商が受益者負担原則に基づいて自ら構築・運用


するシステムを抜本的に改修する必要がある


ことからその費用を手数料に反映する必要が


生じる。このため、両システムを統合すること


により日商のシステム利用者全体が得られる


手続の効率化というメリットとそのための負


担のバランスを取るという課題がある。なお、


紙での発給は協定等で定められた事項である


ため、この運用を変更するには、ＥＰＡ相手国


との再交渉等が必要であり、また、相手国にお


いても同様に原産地証明情報を送受信するシ


ステムが構築される必要があるが、こういった


内容については各国との間で議論が醸成され


ていない。このため、シングルウィンドウへの


導入が即座に紙の廃止につながらないことに


留意する必要がある。なお、すでに日スイス協


定に盛り込まれた自己証明制度の他協定への


導入が進むと、単体としての原産地証明書がな


くなり申請手続が不要になるなど特段の投資


無しに手続の効率化がはかられる。 


▪ ③会社登録の際の登記簿の提出は、申請企業の


実在確認をもって、当該証明書の真正性を確保


するためのものである。更新時の登記簿提出も
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同様の目的でなされているものであるが、提出


を省略するにしても、登記内容に変更がない旨


の確認を行うことができる手続が必要になる。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ ①即日発給の方法としては、事務作業員やシス


テムの増強といったことが考えられるが、受益


者負担の観点から発給手数料に反映すること


になり、発給申請者に新たな金銭的コストを強


いるものとなる。他方、現行体制下での事務合


理化により対応できる迅速化の可能性につき、


日本商工会議所と協議を行う。 


▪ ②上記「考え方」のとおり、紙による原産地証


明書の廃止は、直ちに実現することは困難であ


る。紙による原産地証明書の存在を前提に、輸


入国税関が証明書の発給事実や内容を簡便に


確認できる仕組みについては、本年度補正予算


案に事業を計上している。また、手続の効率化


を含めた利便性の向上策について、原産地証明


制度に係る産業界等の関係者を集めた会合を


本年中に開催し、当面講じるべき措置や将来的


な対応につき、制度利用者が得られるメリット


とそれに要する負担も比較しつつ検討した上


で、その議論を踏まえて今年度中に結論を得る


こととしている。ただし、日商のシステムをシ


ングルウィンドウに組み入れることについて


は、上記のとおり、それが紙による原産地証明


書の廃止に直ちにつながらないこと、両システ


ムの構成や利用者、システムを利用する際入力


すべき情報それぞれに違いがあり抜本的なシ


ステム改修が必要となること、そのための経費


は、受益者負担原則に基づいて手数料に反映す


る必要が生じること、そのため、両システムを


統合することによる利用者のメリットと負担


のバランスを取るという課題が残されている


ことから、平成 22 年度に結論を得ることは困


難である。 
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▪ ③更新時の手続につき、より負担の少ない方法


を検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪ - 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ EPA を結んだ国の間では、通常よりも低い税率


で輸出入を行うことが可能であるため、我が国


事業者による EPA 税率の利用を促進すること


は貿易の円滑化、国際競争力の維持・強化の観


点から重要である。 


 


【①について】 


▪ 中２日の発給では、緊急の航空出荷等に対応で


きず、EPA 税率の利用が制限されている。 


▪ 担当省庁からの回答にあるように、証明書発給


事務は限られたリソースの下で行われるもの


であるが、現行体制化でも行うことのできる効


率化策を検討すべきである。 


▪ なお、平成22年９月10日に閣議決定された「日


本を元気にする規制改革 100」において、経済


連携協定に基づく原産地証明制度の電子化に


関し、「特定原産地証明書の申請者側（輸出業


者）での印刷を含めた利便性の向上策につき、


産業界等の意見を踏まえ、平成 22 年度中に検


討し、結論を得る。」とされているところ、原


産地証明書の申請者側での印刷が可能となれ


ば、担当省庁が指摘する、「印刷する事務処理」


や「印刷された証明書等を多数の申請者ごとに


取りまとめる等の作業」が軽減し、迅速化が可


能になると考えられる。 


 


【②について】 


▪ 現在は、電子申請が可能であるが、発給につい


ては紙での発給となっている。紙での発給によ
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り、発給を受けるコストやリードタイムの長期


化が生じている。 


▪ そのため、平成 22 年９月 10 日に閣議決定され


た「日本を元気にする規制改革 100」において、


経済連携協定に基づく原産地証明制度の電子


化に関し、「特定原産地証明書の申請者側（輸


出業者）での印刷を含めた利便性の向上策につ


き、産業界等の意見を踏まえ、平成 22 年度中


に検討し、結論を得る。」とされているところ


である。 


▪ 現在は協定上相手国へ電子の原産地証明書を


送付することはできないが、利用者にとって最


も負担が少ない方法は、電子申請により発行さ


れた原産地証明書が、データのまま相手国に届


けられることである。そのような可能性も視野


に入れ、電子化の検討に当たっては、現在は、


NACCS と連携していない独立のシステムとなっ


ている日本商工会議所の原産地発給システム


を NACCS と連携させることのメリットも踏ま


え、検討を行うべきである。 


▪ なお、NACCS と原産地発給システムは入力内容


に重複するものもあり、NACCS と原産地発給シ


ステムを連携させれば、手続の効率化にも資す


る。 


 


【③について】 


▪ 日本商工会議所への会社登録に際しての登記


簿の提出は、２年毎の更新時にも求められると


ころ、登記内容に変更がない限り、更新時の登


記簿の提出の省略を認めることにより手続の


簡素化を図るべきである。 


具体例、経済効果等 ▪ EPA 税率の利用を促進することにより、貿易の


円滑化、国際競争力の維持・強化に資する。 
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改革案 ▪ 国際競争力を強化するＥＰＡ税率の利用を促


進するため、以下の点について原産地証明制度


を改善する。 


▪ ①現行体制下での事務合理化や、特定原産地証


明書の電子化など、原産地証明書発給の迅速化


策について検討し、結論を得る。【平成２３年


度検討・結論】 


▪ ②NACCS への接続を含め、原産地証明書システ


ムの効率的な電子化の方策について検討し、結


論を得た上で、所要の措置を講ずる。【平成２


３年度検討・結論・措置】 


▪ ③更新時の登記簿の提出の省略を認めるなど、


更新時の手続につき、より負担の少ない方法を


検討し、結論を得る。【平成２３年度検討・結


論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）５】 


事項名 


 


４５フィートコンテナ運送に係る環境整備 


規制・制度の概要 


 


▪ 我が国では、車両制限令の長さ制限値（12.0


ｍ）を超える場合、公道走行には特殊車両通


行許可が必要であり、個別の審査が必要とな


る。一方、国際海上コンテナの陸上輸送を円


滑にするため、国際海上コンテナ用セミトレ


ーラについて、17.0ｍ（高速道路 16．5ｍ）ま


で許可を特例で緩和し、「橋梁照査要領（通


達）」に基づき、２０フィート、４０フィート


等従来のコンテナ用セミトレーラは、適合車


両であり、申請経路が高速自動車国道等又は


指定道路のみである場合は、Ｂ条件で通行が


認められている。 


▪ しかしながら、2005 年にＩＳＯ規格化された


４５フィートコンテナの利用が国際的に拡大


しており、各国が荷物の積載効率を改善して


いる中、我が国では、長さが規格外のため、


上記特例も適用外となっており、Ｃ条件ない


しＤ条件でないと走行ができない。 


＜根拠法令＞ 


道路法第４７条、第４７条の２、車両制限令第３


条、海上コンテナ用セミトレーラ連結車の橋梁照


査式適合車両の取扱いについて（平成１０年３月


３１日付通達）、特殊車両通行許可限度算定要領に


ついて（昭和５３年１２月１日付通達） 


改革の方向性（当初案） ① 高速道路については、４５フィートコンテナで


も走行可能な高速道路を指定し、当該指定高速


道路をＢ条件で走行できるよう各法令、通達を


改正する。 


② 一般道路のうち、重さ指定道路、高さ指定道路


については、４５フィートコンテナでも走行可


能な道路を指定し、当該指定道路をＢ条件で走
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行できるよう各法令、通達を改正する。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


これまでも、国際物流の進展、国際海上コンテナ


の大型化に対応するため、道路整備の推進及び許


可制度の改定を実施してきたところである。 


現在、我が国の４５フィートコンテナ用車両の数


は極めて少ない状況であるが、その普及に向けて、


関東地方及び東北地方の実証実験で交差点の右左


折等の安全性を検証中である。 


また、４５フィートコンテナは車両の長さが長く、


通行経路の多くがＣ条件となるため、構造改革特


区（第１８次提案）において４０フィートコンテ


ナと同等の通行条件の適用を検証することとして


いる。これについては現時点で特区認定の手続き


には入っておらず、「輸入の需要がある港」につい


ても今後の特区認定で対応可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


車両の長さが長いほど交差点や曲線部での巻き込


み事故等が発生した際の影響が大きいと考えら


れ、実証実験や構造改革特区において安全性にか


かる影響の有無を検証した上で、全国的な緩和措


置を検討する予定である。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ ４５フィートコンテナは、４０フィートコン


テナと比べ約１．５ｍ長く、純積載容積では


約２７％多いことから、荷物の積載効率を向


上させることができ、ＣＯ２削減及び、貨物


の運送にかかる時間の短縮、コスト削減が図


れ、国際競争力強化にも資する。 


▪ 従来の４０フィートコンテナと最大総重量は


同じであり、衣料品やプラスチック製品、タ


イヤ等、比較的軽い品目や、機械等デットス
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ペースが生じる品目の需要があり、経済も活


性化する。 


▪ なお、構造改革特区（第１８次提案）で検討


されている仙台港は輸出中心であり、コンテ


ナを効率的に輸送するには、輸入の需要があ


る港（例えば京浜港）でも４５フィートコン


テナを運送できる環境を整える必要がある。


安全面を検証することは必要であるが、特区


要望ごとに対応するのでなく、全国規模で対


応していくべきである。 


具体例、経済効果等 ― 


改革案 ① 高速道路については、一般的に４５フィートコ


ンテナでも走行可能になるよう各法令を改正


した上、需要に応じて、走行可能な高速道路を


順次定める。 


② 一般道路のうち、指定道路については、需要に


応じて、４５フィートコンテナでも走行可能な


道路を順次指定し、当該指定道路をＢ条件で走


行できるよう措置を講じる。 


【平成２３年度措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）６】 


事項名 


 


国際コンテナの国内利用の促進 


規制・制度の概要 


 


① コンテナ特例法では、国際コンテナの国内貨物


輸送への転用使用について、所謂「一回転用」


並びに「用途外使用」しか認められていない。


② 海上コンテナを陸送する際、国際貨物積載時は


通達「海上コンテナ用セミトレーラ連結車の橋


梁照査式適合車両の取扱について（以下橋梁照


査要領）」に基づき審査が行われ、一方で、国


内貨物積載時は通達「バン型等の連結車に係る


特殊車両の通行許可の取扱いについて」などに


基づき審査が行われており、国際貨物を積載し


ている場合と国内貨物を積載している場合で


特殊車両通行許可の基準が異なっている。 


＜根拠法令＞ 


① コンテナーに関する通関条約及び国際道路運


送手帳による担保の下で行なう貨物の国際運


送に関する通関条約（ＴＩＲ条約）の実施に伴


う関税法等の特例に関する法律第８条 


② 道路法第４７条、第４７条の２、車両制限令第


３条、海上コンテナ用セミトレーラ連結車の橋


梁照査式適合車両の取扱いについて（平成１０


年３月３１日付通達）、バン型等の連結車に係


る特殊車両の通行許可の取扱いについて（平成


６年９月８日付通達） 


改革の方向性（当初案） ① 輸出されるまでの一定期間内における免税コ


ンテナの国内運送について、複数回の使用を認


めるとともに、届出を廃止または簡素化する。


・「一回転用」については貨物の取出し地と詰込み


地の間の合理的な経路という条件を撤廃する。 


・「用途外使用」については輸入税を納付して用途


外使用の上、使用が終わった段階で通常の国際コ


ンテナと同様に簡便に再輸出が可能な制度を設立
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する。 


 


②「橋梁照査要領」の国際貨物限定条件を削除し、


特殊車両通行許可制度の基準を統一する等、国内


貨物輸送を国際貨物輸送の基準に統一させる。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


① について【財務省】 


・国際運送に使用されるコンテナは、税の公平性・


中立性の観点からコンテナ条約等に基づき、一


定の条件の下、輸入税を納付することなく一時


輸入することができる特例扱いが認められてい


る。我が国が加盟しているコンテナ条約（1956


年のコンテナに関する通関条約）においては、


国内運送は１回に限り認めることとされてお


り、国内運送の使用回数そのものを緩和するこ


とは適当ではないが、現行法規下において要望


に応えられるような措置があるか否かを検討す


る（新コンテナ条約に加盟するには国内の批准


手続きが必要）。 


・同様に、国内運送の運送経路についても、コン


テナ条約（1956 年のコンテナに関する通関条約）


においては、輸入貨物の取出地から輸出貨物の


詰込地まで合理的な経路によって直接運送され


ることを条件に認めることとされており、運送


経路の制限を撤廃することは適当ではないが、


現行法規下において要望に応えられるような措


置があるか否かを検討する（新コンテナ条約に


加盟するには国内の批准手続きが必要）。 


・なお、現行法令上、用途外使用の承認を受けた


とき等には輸入税を徴収することとなっている


が、輸入税が納付されたコンテナであっても、


通常の国際コンテナと同様の簡便な輸出手続で


再輸出することが可能である。 


 


② について【国土交通省】 


これまでも、物流の効率化、車両の大型化に対応
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するため、道路整備の推進及び許可制度の改定を


実施してきたところであり、国内貨物輸送につい


ては、平成１５年に国際海上コンテナ輸送と同様


に総重量４４トンまでの輸送を可能とした。 


我が国の道路は軸重１０トンを前提に設計されて


おり、通行許可についても軸重１０トンを上限値


としているが、国際海上コンテナ輸送にあたって


は、港で積荷を減載させることが困難である中、


２軸トラクタ（牽引車）による輸送を実現するた


めにやむを得ずエアサスペンション付駆動軸のみ


軸重１１．５トンを認めているところである。軸


重の増が道路構造に及ぼす疲労の蓄積は舗装で４


乗に比例、橋梁（床版）で１２乗に比例するとい


われており、現在でも、１台の軸重１１．５トン


車が通行すると、その影響は舗装で軸重１０トン


車２台分、橋梁（床版）で軸重１０トン車５台分


となると考えられる。 


こうしたことから、軸重の増が我が国の橋梁等に


与える影響は甚大であり、輸送コスト削減及びＣ


Ｏ２削減も重要であるが、道路交通の安全性を第


一に考えなければならないと考える。 


したがって、国内貨物輸送については、積荷を減


載して輸送して頂くか、３軸トラクタ（牽引車）


を使用して総重量４４トン以下での輸送をお願い


したい。 


 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


① について【財務省】 


現行法規下において要望に応えられるような措置


があるか否かを検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


② について【国土交通省】 


我が国の橋梁は約１５万橋存在し、２０年後には


築後５０年を経過するものが５３％を占めるなど


高齢化が急速に進展している。当要望に対応した


場合、限られた維持管理費の下での橋梁の長寿命


化が極めて困難になる。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


①について 


▪ 製造業・商社が製品を輸出入する際、出荷地・


納品地となる拠点と港湾との間で、必ず空コ


ンテナの回漕が発生する。この容器を国内物


流に利用する事で、貿易競争力の強化、輸送


環境負荷の低減に繋がる。 


▪ 外航船社は、日本の各港間で空コンテナのポ


ジショニング輸送を年間で10万本（20FT換算）


以上行っている。この容器を国内物流に利用


する事で、コンテナが不足しがちな地方港へ


のコンテナ供給が低コストで行える為、特に


地方に立地する製造業の貿易競争力の強化、


輸送環境負荷の低減に繋がる。 


▪ 一回転用に関しては、輸入者と輸出者は、通


常、別の者になるケースがほとんどであり、


取出し地と詰込み地を相互に把握・特定でき


ず、手続きの改善が求められる。 


 


②について 


▪ 物流コスト削減及び国際的に要請されるＣＯ


２削減の方策は近年益々重要視されており、


１回当たりの輸送量の向上を図ることを優先


すべきと考える。 


▪ 国内貨物の方が、国際貨物よりも、最大積載


量が少ない（約４トン）ため、内需依存型の


製造業等に不利な競争条件となっている。 


▪ コンテナ内に積載する貨物が国際貨物か国内


貨物かで、特殊車両通行許可基準が異なるた


め、同一車両、同一経路、同一コンテナであ


っても、個別に許可申請しなくてはならず、


コスト負担が大きい。 


▪ 当局は、道路、橋梁への負担を理由に、当規


制改革は困難であるとしている。しかし、最


寄りの港を起点とした合理的な経路と認めら


れる場合に限り、国内貨物を国際貨物の基準


に統一するとした場合、陸送は、仕出地／仕
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向地と最寄りのコンテナ港湾との間が主流と


なり、モーダルシフトの促進が期待でき、全


体としては道路、橋梁への負担は軽減される。


また、道路利用が港湾付近に集中するため、


選択と集中による効率的な投資も可能とな


り、国際コンテナ戦略港湾にも資する施策と


なる。 


具体例、経済効果等  


改革案 ① 輸出されるまでの一定期間内における免税コ


ンテナの国内運送についての手続きを簡素化


する。【平成２３年度措置】 


② 最寄りの港を起点とした合理的な経路と認め


られる場合には、「橋梁照査要領」の国際貨物


限定条件を緩和し、特殊車両通行許可制度の基


準を統一する等、国際貨物と同じ手続で国内貨


物を運送することができるよう検討し、結論を


得る。【平成２３年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）７】 


事項名 


 


水先制度の改革 


規制・制度の概要 


 


新水先制度で指名制度が導入されたが、指名が有


効に機能するような水先の取次、引受の確立がな


されていない等、市場環境の整備がなされていな


いため、競争原理が働かず、料金は上限認可に張


り付いており、指名制度が事実上機能していない。


指名トライアル制度が試験的に行われているが、


その効果は不明である。 


＜参考＞ 


「規制改革推進のための 3 か年計画（再改定）平


成 21 年 3 月 31 日閣議決定」フォローアップ回答


（平成 22 年 9 月） 


交通政策審議会海事分科会船員部会第４回水先小


委員会（H21.6.25）で審議を行い、応召義務を果


たしつつ、指名制が機能する適正な市場環境の整


備に向けて当面実施すべき方策として「指名制ト


ライアル事業」を実施するとの結論を得て、報告


を取りまとめた。現在、同報告に従って「指名制


トライアル事業」を実施しているところである。


交通政策審議会海事分科会船員部会第６回水先小


委員会(H22.2.4)で一般大学卒業者等を対象とす


る一般向けの水先養成コースの仕組みについて検


討し、結論を得た。 


＜根拠法令＞ 


▪  


改革の方向性（当初案） ①現在行われている指名制トライアル事業のフィ


ードバックを速やかに行い、輪番制に捉われるこ


となく指名制度が機能するよう、引受事務要綱の


改善等、市場環境を整備する。 


②水先人の養成について、質の高い新規参入者（特


に３級水先人の増加）を奨励し、市場をより効果


的に機能させるよう取り組む。 
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③強制水先地区、対象船、強制水先免除制度につ


いて、時代のニーズに合致した見直しを行う。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


水先制度は、船舶交通の輻輳する港等を航行する


船舶に、水先人が乗り込んで船舶を導くものであ


るが、ひとたび海難事故が発生した場合には、人


命、財産、環境等に対して多大なる影響を及ぼす


こととなるため、安全性の確保の観点に十分注意


して慎重に検討を行う必要があることから、関係


者との検討・調整を図りつつ、適切に対応。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


①交通政策審議会海事分科会船員部会水先小委員


会において取りまとめられた報告に従って指名制


トライアル事業を実施し、平成２２年１２月１日


に水先小委員会において、目的を達成した旨の評


価が行われた。今後は、指名制の本格運用による


適切な市場環境の一層の整備に向け、引き続き、


関係者間で真剣な努力を行うとともに、同委員会


においても、その動向を注視していくこととされ


た。 


②３級水先人の養成については、来年度（平成２


３年度）には新規参入者である初の３級水先人が


誕生し、今後も増加が見込まれているほか、水先


小委員会において、一般大学卒業者等を対象とす


る一般向けの水先養成コースの仕組みについて検


討し、結論を得るなど、新規参入者の増加に取り


組んでいる。 


③我が国の強制水先制度については、世界的に見


ても船舶交通の輻輳度が高い中、諸外国に比べて


緩和された水準にあるものの、必要に応じ、強制


水先に係る緩和を図る等、安全性を十分検証した


上で、関係者との検討・調整を図りつつ適切に対


応しているところ。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 


改革事項に対する 


基本的考え方 


●市場環境の整備をすることで、水先料金及びサ


ービスの多様化が見込まれ、ユーザーのコスト削


減、さらには我が国港湾の国際競争力強化に繋が


る。 


具体例、経済効果等  


改革案 ①現在行われている指名制トライアル事業のフィ


ードバックを速やかに行い、輪番制に捉われるこ


となく指名制度が機能するよう、引受事務要綱の


改善等、市場環境を整備する。 


②水先人の養成について、質の高い新規参入者（特


に３級水先人の増加）を奨励し、市場をより効果


的に機能させるよう取り組む。 


③強制水先地区、対象船、強制水先免除制度につ


いて、時代のニーズに合致した見直しを行う。 


【平成２３年度措置】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）８】 


事項名 


 


安全保障貿易管理制度における該非判定の事前相


談制度の利便性の向上 


規制・制度の概要 


 


▪ 外為法で規制されている貨物や技術を輸出（提


供）しようとする場合は、原則として、経済産


業大臣の許可を受ける必要がある。 


▪ 輸出許可申請の必要の有無について 、輸出者


自身の確認で判断がつかない場合には、事前相


談が行われているが、相談に当たって、企業名


公表が条件とされている場合がある。 


＜根拠法令＞ 


▪ 外国為替及び外国貿易法第４８条第１項、第２


５条第１項 


▪ 輸出貿易管理令、外国為替令 


▪ 特定貨物の輸出・役務取引・特定記録媒体等輸


出等の許可申請に係る事前相談及び一般相談


について（お知らせ） 


改革の方向性（当初案） ▪ 該非判定の事前相談について、企業名公表を条


件としない、インターネット等による相談およ


び該非判定結果の連絡を可能とするなど、利用


者の利便性を向上させる。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪ 該非判定については、貨物の技術的仕様を有す


る製造メーカー等の輸出者が判断することと


なっているが、製造メーカー等が該非判定を行


うに当たり、条文の規定のみでは貨物の該非の


判断が困難な場合もあり得ることから、条文の


解釈等について回答するため本制度が設けら


れている。本制度は「照会及び回答内容を公表


する行政機関による法令適用事前確認手続（い


わゆる、ノーアクションレター制度）」を参考


としており、製造メーカーから貨物を購入し輸


出する者等、輸出者全般の利益に資すること等


を目的として、貨物の該非判定に関する条文の


解釈等を回答するため、照会内容及び回答につ
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いて公表することとしている。これは、相談者


のみへの回答では、輸出者間で該非判定を行う


際の判断に相違が生じ、場合によっては回答内


容に接していない輸出者が誤った該非判定を


行う可能性が排除できないため、製造メーカー


等の相談者名及び相談貨物の該非判定に関す


る条文の解釈等を回答するものであって、個別


企業の取引内容について公表をするものでは


ない。なお、インターネット等による相談・連


絡に係る検討については、安全保障貿易管理上


機微な情報を取り扱うことから、情報管理上の


問題もあり、その取扱については慎重な対応が


必要である。 


▪ これらを含め、今後、該非判定に関する効果的


な事前相談のやり方等に関し、関連団体とも意


見交換をし、検討を進めていく予定である。 


▪ また、本制度の補完措置として、一般的な条文


の解釈等についてすべての事業者が参考にで


きるよう、安全保障貿易管理に関する団体等と


議論した上で、経済産業省安全保障貿易管理Ｈ


ＰにＱ＆Ａを掲載するという対応を行ってい


るところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ - 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪ - 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 現在の輸出管理制度は複雑な規制体系であり、


規制内容の理解や該非判定が困難な品目が存


在し、輸出に当たって事業者の負担になってい


る。該非判定が困難な場合、輸出取引を断念す


ることもある。 


▪ 輸出者による該非判定が困難な品目について、


規制当局への事前相談が容易になれば、輸出者
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が安心して輸出取引を行えるようになる。 


▪ 事前相談に当たり相談者名、照会内容及び回答


を公表される場合があり、これが自らが取り扱


う貨物・技術の内容が公にされることを望まな


い事業者が事前相談をためらう要因となって


おり、事前相談の利用は進んでいない。 


▪ 担当省庁が指摘するように、輸出者全般の利益


に資すること等を目的として、相談の内容を公


表することは、相談者以外の輸出者への情報提


供の観点からも望ましいことと思われるが、相


談者名は公表せずとも情報提供は可能である


と思われる。むしろ、上記のとおり相談者名が


公表されることが、事業者が事前相談を敬遠す


る要因となっている。 


▪ また、輸出者による該非判定が困難な品目につ


いて、事業者が容易に事前相談できる環境を構


築することによって、適切な輸出管理が可能に


なると考えられる。 


▪ 相談方法としては、現在は、経済産業省に直接


提出するか、又は郵送により提出することが認


められている。担当省庁が指摘するように、当


該事前相談には情報管理の配慮が必要である


が、諸外国ではインターネットによって相談を


受け付けている国もあり、そのような国におけ


る相談制度等も参照しつつ、利用者の利便性の


高い相談方法を検討すべきである。 


具体例、経済効果等 ▪ 事前相談制度の利便性向上によって、輸出者の


該非判定の負担を軽減し、輸出取引が効率化さ


れる。 


▪ 事業者が適時、事前相談ができる仕組みを整え


ることで、適切な輸出管理が可能となる。 


改革案 ▪ 該非判定に関して、企業名公表を条件としな


い、インターネット等による相談および該非判


定結果の連絡を可能とするなど、効果的な事前


相談の方法について検討し、結論を得る。【平


成２３年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）９】 


事項名 


 


法令遵守優良企業による海外グループ会社に対す


る貨物の輸出等に係る許可の手続の簡素化 


規制・制度の概要 


 


▪ 外為法で規制されている貨物や技術を輸出（提


供）しようとする場合は、原則として、経済産


業大臣の許可を受ける必要がある。 


＜根拠法令＞ 


▪ 外国為替及び外国貿易法第４８条第１項、第２


５条第１項 


▪ 輸出貿易管理令、外国為替令 


▪ 包括許可取扱要領（通達） 


改革の方向性（当初案） ▪ 安全保障貿易管理関連法令を遵守している企


業が、海外グループ会社に対して、特定の貨物


の輸出又は技術の提供を行う場合、許可手続を


簡素化すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪ 海外企業のグローバル化を踏まえ、安全保障貿


易管理関連の法令を遵守している企業（親会


社）が海外グループ企業（子会社）の厳格な輸


出管理を実施することが認められる場合に、海


外子会社への輸出を一括して認める（個別に許


可を取得する必要がない）特定子会社包括許可


制度を、平成２１年１１月２０日付で創設した


ところ。 


▪ 本制度の更なる利便性向上のため、安全保障貿


易管理に関する関係団体等とも意見交換を行


いつつ、必要な見直しを検討していく。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ 特定子会社包括許可制度の要件（子会社の資本


要件等）について、安全保障貿易管理に関する


関係団体等とも意見交換を行いつつ、必要な見


直しを検討していく。また、手続等について経


済産業省安全保障貿易管理ＨＰにＱ＆Ａを掲


載し明確化に努める。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪ - 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 企業活動のグローバル化に伴い、海外子会社に


よる事業展開が拡大しているところ、我が国企


業とその海外子会社の間の取引の円滑に資す


るため、共通の基準に基づく安全保障貿易管理


にグループ一体で取り組んでおり、関連法令を


遵守している企業については、海外グループ会


社への貨物の輸出、技術の提供を円滑に行える


ようにすべきである。 


▪ 平成２１年度に特定子会社包括許可制度が導


入されたが、居住者の出資率が１００％である


こと、申請者の当該子会社の株式保有率が過半


数であることといった子会社等に関する要件


が厳しい、取得後の管理が煩雑であるといった


理由で、利用実績が乏しい。 


具体例、経済効果等 ▪ 我が国企業とその海外グループ会社への貨物


の輸出、技術の提供を円滑化することにより、


我が国企業・海外グループ会社間の取引を促進


する。 


改革案 ▪ 法令遵守優良企業による海外グループ会社に


対する貨物の輸出等に係る許可の手続の簡素


化を図るため、特定子会社包括許可制度に関


し、その要件（子会社の資本要件等）の見直し


を含めた利便性の向上について検討し、結論を


得る。【平成２３年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）10】 


事項名 


 


航空輸送事業における外資規制の撤廃・緩和とカ


ボタージュ規制の見直し 


規制・制度の概要 


 


▪ 航空法により、日本の航空会社の株式の外国人


による保有は１／３以下に制限されている。 


▪ 外国航空会社による、国内運航は認められてい


ない。 


＜根拠法令＞ 


▪ 国際民間航空条約（シカゴ条約）第７条 


▪ 航空法第 101 条第 1項第 5号 


▪ 航空法第 130 条 


改革の方向性（当初案） ▪ 航空輸送事業における外資規制の撤廃・緩和及


びカボタージュ規制の見直しをすべき。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  航空自由化の進展に対応した施策として、国


土交通省成長戦略（平成 22 年５月）に基づき、


首都圏空港（羽田・成田）の今後の容量拡大ス


ケジュール等を踏まえ、東アジアやＡＳＥＡＮ


の国・地域を最優先にして、首都圏空港を含め


たオープンスカイを積極的かつ戦略的に推進


していくこととしている。 


▪  カボタージュについては、国際民間航空条約


（シカゴ条約）において、これを留保する権利


が認められており、オープンスカイを標榜して


いる米国を含め、ほぼ全ての国・地域において


禁止されており、相互主義の観点から、慎重に


対応する必要がある。更に、航空機については、


シカゴ条約に基づいて、当該航空機の登録国が


一元的に監督することとなっており、外国航空


機による国内有償運送を認めた場合、当該外国


航空機に、本邦航空会社に求めているものと同


等の安全、保安、環境等に関する基準を遵守さ


せることが困難となる。以上により、現時点で
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カボタージュを開放することは適切でないと


考えている。これを受け、外資規制についても


引き続き維持することが必要であると考えて


いる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


▪  カボタージュについては、オープンスカイを


標榜している米国を含め、ほぼ全ての国・地域


において禁止されており、相互主義の観点等か


ら、慎重に対応する必要がある。航空機につい


ても、外国航空機による国内有償運送を認めた


場合、当該外国航空機に、本邦航空会社に求め


ているものと同等の安全、保安、環境等に関す


る基準を遵守させることが困難となる。 


▪  なお、外資規制を撤廃した場合、カボタージ


ュの実効性を担保することが困難となる。 


【補完措置】 


▪  なし 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 航空自由化の進展に伴い世界的規模での競争


が進む中、消費者・荷主利益の向上と本邦航空


会社の競争力向上のためには、グローバルな資


源の活用を可能とする環境整備の推進が必要


である。 


▪ 外資規制の撤廃・緩和及びカボタージュ規制の


見直しにより、一層低コストの航空サービスを


消費者・荷主に提供できるだけでなく、航空会


社にとっても、世界の資本市場からの幅広い大


量な資金調達が可能となり、経営危機に陥った


場合等の救済策、新たな経営のノウハウの移


入、低コストの委託先の選択が可能となる。 


▪ 日本の消費者・荷主の利益だけでなく、世界の


消費者・荷主の利益を考慮すれば、自由な国際


交易が航空分野においても実施されるべきで


あり、そのためには、世界各国が実施していな
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い自由化項目であっても、それにとらわれず、


世界に先駆けて実施すべきである。 


▪ 相手国と日本との航空分野に限定した利害の


一致を考える必要はなく、日本全体ないし世界


全体の消費者・荷主・航空会社の利益が拡大す


るなら、一方的な自由化が実施されるべきであ


る。 


具体例、経済効果等 ▪ 日本の航空会社が海外に設立する LCC 子会社


が日本国内を運航できるようになるほか、日本


の航空会社がサブコントラクトで海外 LCC 等


を国内で活用することができるようになる。 


改革案 ▪ 航空輸送事業における外資規制の撤廃・緩和及


びカボタージュ規制の見直しにつき、検討し結


論を得る。【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）11】 


事項名 


 


航空協定の多国間化 


規制・制度の概要 


 


▪ 航空協定は、伝統的に、二国間協定の形態をと


っている。 


＜根拠法令＞ 


▪ ― 


改革の方向性（当初案） ▪ 航空協定について、多国間協定で対応すべき。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  国土交通省成長戦略（平成 22 年 5 月）に基


づき、首都圏空港（羽田・成田）の今後の容量


拡大スケジュール等を踏まえ、東アジアやＡＳ


ＥＡＮの国・地域を最優先にして、首都圏空港


を含めたオープンスカイを積極的かつ戦略的


に推進していくこととしている。 


▪  多国間での合意の枠組みを追求した場合、同


一の地域内においても、安全、保安等の監督体


制に懸念がある国、オープンスカイに必ずしも


積極的でない国、航空産業自体が未成熟な国


等、各国により事情が異なっており、こうした


問題から協議の進捗が遅れるおそれがある。従


って、我が国としては、まずはオープンスカイ


に積極的な国・地域との間でこれを実現すべ


く、積極的かつ戦略的に二国間交渉を推進して


いくこととしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


▪  多国間の枠組みでは、個別の国に係る問題か


ら、合意の形成に時間を要し、本来オープンス


カイに積極的な国との合意形成までも遅れる
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おそれがある。また、拙速に多国間の枠組みで


合意した場合には、安全、保安等の監督体制に


懸念がある国の航空企業も含めて我が国に乗


り入れることが可能となってしまうおそれが


ある。 


【補完措置】 


▪  なし 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 有形財（モノ）の貿易自由化に関しては、すで


に多国間協定化がすすめられており、無形財


（人材・サービス等）についても、有形財と同


様に考えて差し支えはない。また、無形財の中


で、航空だけを特別視する理由はない。 


▪ 世界の国際航空輸送市場の自由化が進んでい


る中、二国間協定を改定して自由化協定を結ぶ


のは時間を要する。 


▪ 「第三国」との権利調整が必要な第５・第７の


自由化は、これまでのような二国間交渉では困


難である。 


▪ まずは、ASEAN の多国間協定に日本が参加する


可能性を検討し、順次、日中韓などの多国間協


定に向けて努力すべき。 


具体例、経済効果等 ▪ 米国は航空についてオープンスカイ多国間協


定を結んでおり、これが国際航空の自由化を一


層すすめたことは事実である。 


改革案 ▪ 現状、二国間協定の形をとっている航空協定に


つき、多国間協定での対応を検討し結論を得


る。まずは、ASEAN の多国間協定に日本が参加


する可能性につき、検討し結論を得る。【平成


23 年度検討・結論】 


▪  


 







 


42 
 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）12】 


事項名 


 


空港・管制の独立採算化・民営化 


規制・制度の概要 


 


１．完全民営化が予定されている３空港 


▪ 関空：政府に過半数の株式保有義務を課してい


る。 


▪ 成田・中部：政府が株式を保有している。 


２．３空港以外の空港 


▪ 空港法により、国及び地方公共団体による空港


管理を定めており、特別会計に関する法律によ


り、空港整備勘定の歳入・歳出を定めている。


３．航空管制に関しては、基本的に国が管理する


前提となっている 


＜根拠法令＞ 


▪ １．関西国際空港株式会社法第 4条 


▪ ２．空港法第 4条              


３．航空法第 96 条第 1項、第 2項 


改革の方向性（当初案） １．完全民営化が予定されている３空港（成田、


関空、中部） 


▪ 空港会社等の経営の自由度の向上と自主性・創


意工夫等の発揮の観点から、国の関与を必要最


小限にし、なるべく自由な資本構成を確保すべ


き。空港航空管制は空港ごとに実施すべき。 


２． ３空港以外の空港 


▪ 空港整備勘定（旧空港整備特別会計）を解体し、


各空港を独立採算の株式会社に改組した上で、


非航空系施設、空港航空管制と一体化して民営


化すべき。 


３．航空管制 


▪ 日本の民間航空管制に関しては運輸省航空局


が担ってきたが、その技術力の強化やリソース


のバランスを掛かる費用に対して最適化する


ためには、民営化すべき。 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪ １．成田国際空港については、国土交通省成長


戦略(平成 22 年 5 月)において取りまとめられ


た、「これまで完全民営化の方向性が議論され


てきた、成田国際空港株式会社の経営の在り方


については、今後、首都圏空港における容量拡


充の推移、全国の空港経営の在り方に関する議


論も踏まえ、成田空港のアジアにおけるハブ空


港としての地位確立に向けて、民営化戦略、手


順が検討されるべきである」との方針を受け、


今後、所要の検討を行う必要があるものと認識


している。 


▪  関西国際空港についても、国土交通省成長戦


略において、早期に政府補給金への依存体質か


ら脱却し、1.3 兆円を超える債務を返済するこ


とにより、健全なバランスシートを構築するこ


とを目標とし、これを通じてＬＣＣ誘致や貨物


ハブ機能強化等に向けた前向きな投資の実行、


競争力・収益力の強化を行い、首都圏空港と並


ぶ国際拠点空港として再生する必要があると


の方針を取りまとめたところ。 具体的には、


関西国際空港の事業価値のみならず、大阪国際


空港（伊丹空港）の事業価値や不動産価値をフ


ル活用することも検討することとし、実際のス


キームとしては、両空港の経営統合を先行させ


つつ、両空港の事業運営権を一体で民間にアウ


トソースする手法を基本に、関西国際空港・大


阪国際空港（伊丹空港）の事業価値の最大化に


向けた具体的方策を検討することとしている。


▪  中部国際空港については、開港後５年を経過


したばかりであるため、今後の需要動向を踏ま


えつつ、長期的経営の動向、財務状況を見極め


る必要があり、また、地元関係者と協力しなが


ら、更なる利用促進や経営改善に向けた取り組


みを充実させていく必要があるため、現時点で


は、完全民営化を実施できる段階ではない。  


 







 


44 
 


▪ ２．空港運営の抜本的効率化を図るため、空港


の経営一体化、民間への経営委託・民営化につ


いて、有識者による検討会を立ち上げるという


国土交通省成長戦略に基づき、「空港運営のあ


り方に関する検討会」を平成 22 年 12 月より順


次開催することとしている。 


▪  


▪ ３．航空管制業務は、航空機の安全かつ円滑な


航空交通を確保するため、離着陸の許可や飛行


方法の指示などを行うものであって、交通警察


と同様の性格を有する公権力の行使であり、特


にハイジャック・テロ等が発生した場合には、


国家的見地からの対応が必要となる高度な危


機管理の性格を帯びることとなる。 


▪  また、航空管制業務は航空機の安全運航の根


幹を支えるものであり、社会の景気動向や企業


の財務状況に左右されることなく、常に安定的


な業務提供を行うことが極めて強く求められ


る。 


▪  さらに、我が国の空域においては、自衛隊や


在日米軍が使用する空域が複雑に入り組んで


おり、自衛隊や米軍との間で様々な運用を随時


実施することが不可欠である。 


▪  従って、航空管制業務を民間企業等、国以外


の主体に行わせることについては、慎重な検討


が必要と考えられる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


１．成田国際空港については、国土交通省成長戦


略において、「これまで完全民営化の方向性が


議論されてきた、成田国際空港株式会社の経


営の在り方については、今後、首都圏空港に


おける容量拡充の推移、全国の空港経営の在


り方に関する議論も踏まえ、成田空港のアジ


アにおけるハブ空港としての地位確立に向け


て、民営化戦略、手順が検討されるべきであ


る」とされており、今後、所要の検討を行う


必要があるものと認識している。 
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 関西国際空港は、平成 23 年の通常国会に関


西国際空港・大阪国際空港（伊丹空港）の経営


統合に係る関連法案を提出するべく、必要な準


備を行っているところ。 


 


２．国土交通省成長戦略に基づき、「空港運営のあ


り方に関する検討会」により、おおむね 1 年


程度を目処に結論を得ることとしている。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


３．航空管制業務を民間企業など国以外の主体に


行わせた場合、上記の考え方により慎重な検


討が必要と考えられる。  


【補完措置】 


▪  航空管制業務については、空域再編、新シス


テムの導入、業務拠点の集約、民間委託の拡充


等を行っており、航空交通量が大幅に増加して


いる中で、航空管制官等の定員の抑制に努めて


いる。引き続き、行政の効率化、スリム化に取


り組んでいく。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 空港（含む管制）の整備・運営費用は、当該空


港を利用する利用者の負担とするべきであり、


それによって、不必要に過大な投資の抑制や効


率的な運営が可能となり、利用者負担の公平化


と航空会社の不必要な負担の抑制につながる。


具体例、経済効果等 ▪ 空港の自由化と民営化は世界の趨勢である。い


まや、大規模空港経営者だけでなく、建設業や


投資ファンドなど、様々な業種の企業が多様な


コンソーシアムを組んで、グローバルに民営空


港ビジネスを展開している。公営下にあり、か


つ、国内にとどまって国の予算や国境に制約さ


れていたのでは、空港ビジネスの発展は困難な


時代である。 


▪ たとえば、英国の地方空港の一つ、ブリストル


空港は、静岡空港とほぼ同じ条件下にありなが


ら、民営化と外国資本・人材・経営ノウハウの


導入によって旅客数を急増させ、静岡空港の需
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要予測値である100万人の6倍の600万人の旅


客数を達成している。 


▪ こういった世界の成功する空港に共通するの


は、空港の収入（使用料）について、日本のよ


うに航空機の着陸料だけに依存せず、旅客の数


なども考慮して、航空会社・便・路線ごとに、


着陸料・旅客使用料等をきめ細かく設定してい


る点である。 


▪ 加えて、料金体系に応じた詳細な誘致マーケテ


ィング手法の開発、特定航空会社との長期契約


に基づく空港発展プラン、（日本では別組織と


なっている）航空系施設（滑走路、管制など）


と商業系施設（ターミナルビルなど）の一体的


経営、空港自身が主催者となってチャーター便


を成功させて需要の存在をアピールする努力、


商業店舗の効率的配置を行うための毎週の市


場調査、適正なテナント賃借料設定のためのマ


ーケティング、地域のビジネスの核となり得る


施設の空港内への設置、アクセス交通の自前の


整備、空港会社ごとの管制官の採用、会員制に


よる優先搭乗制度やバイオ認証制度の導入等、


市場に対応した諸施策をとりいれて効率化に


努めている。 


▪ そして、こういった諸施策を実行する知恵と意


欲と人材と資金を与えるのが、民営化であり外


資の導入である。 


▪ それゆえ、空港整備に関する特別会計の廃止、


空港の独立採算・民営化といった制度改革が必


要である。 


▪ 管制については、空港航空管制を空港民営化に


あわせて空港の責任・権限とする方向で、また、


航空路航空管制については、一体的に民営化す


る方向で先進事例が世界にみられ、そこでは、


他の空港施設同様、管制業務の効率化と発展が


実現されている。 
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改革案 １． これまで完全民営化の方向性が議論されて


きた成田国際空港株式会社について、完全民


営化の具体的施策について検討し結論を得


る。【平成 23 年度検討・結論】 


   関西国際空港・大阪国際空港（伊丹空港）


の両空港については、両空港の事業価値の最


大化と消費者利益の向上を基本に、民営化の


具体的方策を検討し結論を得る。【平成 23 年


度検討・結論】 


２． 会社管理空港（成田、関西、中部空港）以


外の空港について、航空系・空港系の経営一


体化と民営化の具体的方策について、検討し


結論を得る。【平成23年度検討・結論】 


３． 民間航空管制に関して、空港航空管制と航


空路航空管制を分離し、前者を各空港の組織


に統合して民営化し、後者を全国一体の組織


として民営化する方法を検討し結論を得る。


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）13】 


事項名 


 


空港使用料の自由化・市場化 


規制・制度の概要 


 


▪ 空港整備・運営のために航空利用客から徴収さ


れる燃料税や空港使用料収入は、空港整備特別


勘定を通じて、各空港の利用と無関係に徴収さ


れ、かつ再配分される。また、各空港で徴収さ


れる空港使用料は、各空港の裁量性がとぼし


く、航空機の重量に基づいた体系にかたよって


いる。 


＜根拠法令＞ 


▪ 空港管理規則 


▪ 国土交通大臣が設置し、及び管理する空港の使


用料に関する告示 


改革の方向性（当初案） ▪ 空港整備勘定の解体とあわせて、時間帯別料金


制度や旅客の数に対応した使用料など、需要等


に対応した弾力的な空港使用料の設定を空港


に認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  空港の使用料のあり方について、国土交通省


成長戦略において、「空港整備勘定の抜本的な


見直しとして、小型機の着陸料を可能な限り軽


減するなど、時代の要請に応えた着陸料体系を


構築する。」とされていることを踏まえ、検討


を進める。 


▪  また、空港運営の抜本的効率化を図るため、


空港の経営一体化、民間への経営委託・民営化


について、有識者による検討会を立ち上げると


いう国土交通省成長戦略に基づき、「空港運営


のあり方に関する検討会」を平成 22 年 12 月よ


り順次開催することとしている。  


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  上述の通り、空港の使用料のあり方につい


て、国土交通省成長戦略において、時代の要請


に応えた着陸料体系を構築するとされている


ことを踏まえ、検討を進める。 
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▪  空港運営の抜本的効率化を図るため、「空港


運営のあり方に関する検討会」を平成 22 年 12


月より順次開催することとしている。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪  


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 事項名「空港と管制の独立採算化・民営化」（番


号⑫）において記載している空港の民営化によ


り、空港運営の効率化を図るためには、時間帯


別料金制度や旅客の数に対応した使用料など、


需要等に対応した弾力的な空港使用料の設定


を空港に認めることが必要である。 


▪ その結果、空港の収入確保、各空港の自立的対


応を促すことになる。 


▪ また、混雑空港における発着枠の有効活用につ


ながる。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 国土交通省成長戦略における、「空港整備勘定


の抜本的な見直し」との方針を踏まえ、時間帯


別料金制度や旅客の数に対応した使用料など、


需要等に対応した弾力的な空港使用料を、空港


の判断で設定できることを含め、空港使用料の


在り方について、検討し結論を得る。【平成 23


年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）14】 


事項名 


 


空港発着枠の自由化・市場化 


規制・制度の概要 


 


▪ 混雑空港においては、国が発着枠の配分を、市


場価値と必ずしも一致しない形で配分してい


る。 


＜根拠法令＞ 


（空港使用料） 


・空港管理規則第 11 条 


・国土交通大臣が設置し、及び管理する空港の使


用料に関する告示 


（発着枠配分） 


▪ 航空法 107 条の 3第 1項 


改革の方向性（当初案） ▪ 時間帯別料金制度をはじめとする需要等に対


応した弾力的な空港使用料の設定を認めると


ともに、航空会社間の発着枠取引を認めるべき


である。将来的には、混雑空港における発着枠


については、その有効活用を図る観点から、競


争入札を目標とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（空港使用料） 


▪  国土交通省成長戦略において、空港の使用料


のあり方について、「空港整備勘定の抜本的な


見直しとして、小型機の着陸料を可能な限り軽


減するなど、時代の要請に応えた着陸料体系を


構築する。」とされていることを踏まえ、検討


を進める。また、空港運営の抜本的効率化を図


るため、空港の経営一体化、民間への経営委


託・民営化について、有識者による検討会を立


ち上げるという国土交通省成長戦略に基づき、


「空港運営のあり方に関する検討会」を平成


22 年 12 月より順次開催することとしている。


（発着枠配分） 


▪  国土交通省成長戦略において、「羽田の発着


枠の配分については、市場メカニズムの導入可
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能性を調査することを通じて、航空会社の事業


展開の自由度を高めつつ、真に必要なネットワ


ークの維持や競争環境の確保を通じた利用者


利便の向上といった公共的価値も併せて実現


できる手法について検討を行い、平成 23 年度


中に新たな手法を確立した上で、平成 25 年度


に予定されている増枠分の配分を行う」とされ


ており、これに基づき検討を進めていく。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


（空港使用料） 


▪  空港の使用料のあり方について、国土交通省


成長戦略会議報告書において、時代の要請に応


えた着陸料体系を構築するとされていること


を踏まえ、検討を進める。 


（発着枠配分） 


▪  東京国際空港の発着枠について、平成 23 年


度中に新たな手法を確立した上で、平成 25 年


度に予定されている増枠分の配分を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪  


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 混雑空港における発着枠を有効活用するため


には、混雑空港の発着枠の競争入札による配分


をすべきである。 


▪ また、その一歩手前として、航空会社間の発着


枠取引を認めるべきである。 


具体例、経済効果等 ▪ 英国では発着枠の二次取引が長い期間にわた


って実施されており、ベースとなる既存大手以


外の競争相手にとっても有利な結果をもたら


している。 


改革案 ▪ 国土交通省成長戦略における「羽田の発着枠の


配分については、市場メカニズムの導入可能性


を調査することを通じて、航空会社の事業展開


の自由度を高めつつ、真に必要なネットワーク


の維持や競争環境の確保を通じた利用者利便


の向上といった公共的価値も併せて実現でき
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る手法について検討を行い、平成 23 年度中に


新たな手法を確立した上で、平成 25 年度に予


定されている増枠分の配分を行う」との方針を


踏まえ、まずは、航空会社間の発着枠取引を認


めることについて、検討し結論を得る。【平成


23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）15】 


事項名 


 


ビジネスジェットの利用促進に資する規制緩和 


規制・制度の概要 


 


１．航空法において、定期航空運送事業と小型機


のオンディマンドチャーターが同じ事業区分とな


っており、両者に同等程度の参入基準及び運航・


整備基準が適用される。 


２． 航空法により、外国籍航空機の国内への飛来


及び国内移動において、下記の手続が必要。 


①国際線の乗入指定空港以外に乗入れる場合は、


事前申請期間内（商用は３日前等）に許可が必要。


②海外から有償運航で日本に乗入れる場合は、事


前申請期間内（商用は３日前等）に許可が必要。


③外国籍自家用機が国内移動をする場合は、事前


申請期間内（商用は３日前等）に許可が必要。 


＜根拠法令＞ 


▪ 航空法第 104 条、航空法施行規則第 214 条 


▪ 航空法第 126 条第５項、航空法第 127 条、航空


法第130条の２、航空法施行規則第230条の２、


航空法施行規則第231条、航空法第234条の２、


航空法第 126 条第５項の国土交通大臣の許可


を必要としない空港等の指定に関する告示 


改革の方向性（当初案） １．日本籍機のビジネスジェットの増加に向けて、


安全を十分確保しつつ、米国の FAR Part135 を参


考にして包括的基準を導入すべきである。それが


困難である場合は、関係者からの要望等を踏まえ、


「操縦士ライセンスの手続き」「乗務割の基準」「装


備品（FDR）」等の個別の項目について、順次、小


型機のオンディマンドチャーターを対象とした基


準を導入すべきである。 


２． 


▪ ①県営名古屋空港、神戸空港等のビジネス航空


向けのサービスを提供している空港を国際線


の乗入指定空港とする。それが困難である場合
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は、国際線の乗入指定空港以外の乗入れにおけ


る事前申請期間の短縮を含めた手続の簡素化。


▪ ②外国籍航空機による有償運航での日本への


乗入れにおける事前申請期間の短縮を含めた


手続の簡素化。 


▪ ③外国籍自家用機の国内移動における、事前申


請期間の短縮（事後報告制度化等）を含めた手


続の簡素化。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


１．小型ビジネスジェット機によるチャーター事


業に係る規制に関しては、国際民間航空条約


附属書に定められた国際標準への適合を前提


とし、その上で米国の基準と我が国の基準に


差異がある規制に関しては、必要に応じて今


後見直しを検討してまいりたい。 


２． 


①：指定空港の指定のあり方については、外国航


空機に頻繁に利用されることが想定され、か


つ空港政策、航空保安、運航の安全、ＣＩＱ


受入体制等の観点から適切な空港に限って指


定すべきであり、このような観点から、引き


続き、国際定期便の離着陸に使用されている、


又は、使用される予定がある空港を指定する


ことが適切であると考えている。 


②及び③： 


外国航空機の国内使用に係る許可及び本邦内


地点と本邦外地点との間の外国航空機による


有償運送に係る許可については、ビジネスジ


ェット等の受入れに関する環境を整備するた


め、商用上緊急やむを得ない事由がある場合


には、原則、運航の３日前とされている申請


期限を特別に 24 時間前とする制度の見直し


を平成 22 年 10 月 29 日に行ったところであ


る。  


▪  他方、指定外空港における離着陸の許可申請


については、外国航空機の受け入れに係る関係


省庁との連絡・調整を行う必要があることか
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ら、引き続き現行の申請期限の原則を維持する


ことが適切であると考えている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


１．必要に応じて見直しの検討を行う。 


２．― 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


２．  


【問題点】 


▪ 国際航空業務を行う体制が十分に整っていな


い空港において申請期間を短縮した場合、外国


航空機の受け入れのための関係省庁間の必要


な連絡・調整を適切に行えず、混乱をきたすお


それがある。 


【補完措置】 


▪ なし 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 企業活動がグローバル化する中で、ビジネス旅


程の柔軟な組み立て・変更、機密性の確保、移


動時間の有効活用等の理由から、ビジネスジェ


ットの利用が欧米を中心に世界的に広く普及


している。一方、我が国におけるビジネスジェ


ットの利用は、自家用運航、オンディマンドチ


ャーター共に、諸外国に比べ、活用が進んでい


ない。（全世界で、約 29,000 機のビジネスジェ


ットの内、北米 19,000 機、欧州約 3,000 機に


対して、日本は 55 機のみ。）国内企業の円滑な


ビジネス活動を後押しするだけでなく、海外か


らの受入体制を整備することで、国内投資促


進、また我が国のアジアビジネス拠点化の観点


からも、ビジネスジェットの利用促進が必要で


ある。 


▪ 米国等では、オンディマンドチャーターに対し


て定期航空と異なる基準を適用している一方、


我が国の小型機のオンディマンドチャーター


事業における参入基準及び運航・整備基準は、


定期航空運送事業と同等程度の基準となって
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おり、コスト面等における負担から日本籍のビ


ジネスジェットの普及の障害となっている。 


▪ 平成２０年に一部の規制緩和（ETOPS 規制）が


なされているが、その他の項目について、ビジ


ネスジェットの利用促進に資する十分な進展


は見られていない。 


▪ 外国籍航空機が日本へ飛来または日本国内を


移動するにあたり、事前申請期間や手続の問題


により、即時の飛来というビジネスジェットの


大きなメリットが減殺され、日本への飛来促進


の障害となっている。外国からのビジネスジェ


ットの飛来促進のためには、県営名古屋空港、


神戸空港等のビジネス航空向けのサービスを


提供している空港の有効活用と共に、事前申請


期間の短縮を含めた手続の簡素化が必要であ


る。 


▪ 指定外空港における申請期間の短縮について、


当局は、「関係省庁間の必要な連絡・調整を適


切に行えず、混乱をきたすおそれがある」とあ


るとしているが、CIQ 関係省庁への申請は、指


定外空港における離発着の許可申請とは関係


なく、事業者が直接各 CIQ 関係省庁に対して実


施している。CIQ 関係省庁以外に、連絡・調整


を行う必要がある関係省庁及び現行の申請期


間が必要な理由が明らかでない。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 １．小型ビジネスジェット機によるチャーター事


業に係る参入基準及び運航・整備基準につき、


国際民間航空条約附属書に定められた国際標


準への適合を前提とし、米国の基準を参考と


した包括的基準を導入することを検討し結論


を得る。また、包括的基準の導入の検討と並


行して、関係者からの要望等を踏まえ、「機長


に要求される資格」「耐空性の確認」等の個別
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の項目について、順次、小型機のオンディマ


ンドチャーターを対象とした基準の導入を検


討し結論を得る。【平成 23 年度検討・結論】


 


２．国際線の乗入指定空港以外への乗入れにおけ


る航空法に係る手続きにつき、事前申請期間


の短縮を含めた簡素化を検討し結論を得る。


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）16】 


事項名 


 


CIQ の合理化 


規制・制度の概要 


 


▪ CIQ が常駐していない空港を使用する場合は、


各 CIQ(税関・入国管理・検疫）に対して、事


前申請が必要となっている。また、CIQ が常駐


している空港においても、対応時間が制限され


ている場合がある。 


＜根拠法令＞ 


▪ 出入国管理及び難民認定法第六条第二項 


▪ 財務省設置法第 4条第 24 号及び第 25 号 


▪ 検疫法、検疫法施行令、検疫法施行規則、検疫


法第８条第４項の規程による検疫区域等 


▪ 植物防疫法第 8条第１項 


▪ 家畜伝染病予防法第 40 条第１項 


改革の方向性（当初案） ▪ CIQ 体制の機動性・効率性を高めるため、一人


の職員により対応が可能な範囲において、複数


府省にまたがる CIQ 業務を一人の職員で可能


とするよう、兼務を弾力的に認めるべきであ


る。 


 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


【法務省】 


▪ 地方経済活性化の一環としての地方空海港に


おける外国人観光客・ビジネスマン等の受入促


進に際して，テロリスト・犯罪者等の入国を阻


止する等の水際管理の機能を法令に従い適切


に果たしていくためには，専門的能力と経験を


積んだ職員が集中して上陸審査を行うことが


必要であり，そうした職員の人員体制の強化を


図ることが肝要であるところ，同様に専門的能


力・経験を要するＣＱの業務まで併せて一人の


職員が行うこととすることはそもそも困難で


あって,結局水際管理の機能を極めて不十分な


ものとするとともに効率性も阻害することと
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なる。 


【財務省】 


▪ 税関においては、従前より、職員が常駐してい


ない地方空港への入港の要請がある場合には


柔軟に対応してきている。今後も、要請に応じ


て適切に対応してまいりたい。 


【厚生労働省】 


▪ 対応困難 


▪ 国内に常在しない感染症の侵入を防ぐ検疫、関


税等の徴収や銃器・不正薬物等の取締を実施し


ている税関検査、旅券の査証等により上陸の可


否を判断する入国審査については、それぞれに


関係する法律の知識のみならず、当該業務にお


ける実務上の高度な専門知識も必要とされる。


【農林水産省】 


▪ それぞれ全く異なる内容であり、高度な専門性


が必要である CIQ 業務を職員が兼務すること


は不可能。(事前申請により、効率的な職員の


活用を図りたい) 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


【法務省】 


▪ ― 


【財務省】 


▪ 税関においては、従前より、職員が常駐してい


ない地方空港への入港の要請がある場合には、


近隣官署から職員を派遣するなど柔軟に対応


してきている。今後も、要請に応じて適切に対


応してまいりたい。 


【厚生労働省】 


▪ ― 


【農林水産省】 


▪ ― 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【法務省】 


▪ 上記考え方に記載 


【財務省】 


▪ ＣＩＱ業務の兼務に関しては、テロリスト等の


上陸を阻止する入国審査、病原菌等の流入を防
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ぐ検疫検査、関税等の徴収や銃器・不正薬物等


の密輸を取り締まる税関検査においては、それ


ぞれが所管する法律の知識のみならず当該業


務にかかる高度な専門知識も必要とされる。多


岐に渡り高度な専門性が必要とされるＣＩＱ


業務をひとりの職員に行わせると、かえって業


務が非効率になり水際における適切なＣＩＱ


関連業務が実施されず、テロリストや病原菌、


不正薬物等の流入により国民生活の安全・安心


を脅かすことになりかねない。 


【厚生労働省】 


▪ 仮に法改正を行って各省庁間の併任等により


ＣＩＱ業務を一人の職員で行うことを可能と


した場合、専門的な各業務に十分な対応ができ


ず、かえって業務の実効性や効率性が損なわれ


るおそれが高い。この結果、水際における適切


なＣＩＱ関連業務が実施されず、検疫感染症の


侵入等により国民生活に重大な損害を与える


ことも想定される。 


【農林水産省】 


▪ 植物検疫では、植物病理学、昆虫学等に関する


高い専門的知見が必要であり、動物検疫では獣


医学、畜産学等に関する高い専門的知見が必要


である。仮にこれらの専門性を持たない職員が


CIQ 業務を一人で行うことになった場合、水際


における適切な検疫が実施されない結果、ミバ


エ類などの植物の病害虫や、口蹄疫などの家畜


の伝染性疾病の我が国への侵入を許し、我が国


の農畜産業及び国民生活に甚大な被害を与え


るおそれがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ ビジネスジェット等の需要の少ない航空路線


により、CIQ 職員が常駐していない地方空港を


利用する際に、①３日前等の事前申請期間が必


要（神戸空港では検疫は 14 日前の申請が必要


とされている）、②期間内に申請をしても CIQ


体制が揃わない（「対応者がいないため、運航
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はやめてほしい」と言われた例もあり）という


理由から、希望する日程で運航ができない場合


があり、ビジネスジェット等の地方空港への就


航拡大にむけて、CIQ 業務の機動性を高めるこ


とが必要である。 


▪ 複数府省にまたがる CIQ 業務をより少ない人


数の職員で可能とすること（限定された業務範


囲において職員の兼務を弾力的に認め、高度な


判断が必要な場合には、専門知識を有している


職員が対応するなど）は、CIQ 業務の機動性を


高めるための有効な方策である。 


▪ 申告等がある場合は、高度な専門的知識を有す


る職員による対応が必要であっても、申告等が


ない場合もしくは申告の有無の確認等は、高度


な専門的知識を有する職員でなくても対応可


能な部分があると考えられる。 


▪ 複数府省にまたがる CIQ 業務の合理化を図る


ためには、複数府省が合同で検討することが必


要不可欠であり、ビジネスジェット等の地方空


港への就航拡大の観点から、人の移動に伴う


CIQ 業務（動植物検疫を除く）について合理化


を検討すべきである。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 複数府省にまたがる人の移動に伴う CIQ 業務


（動植物検疫を除く）について、より少ない人


数の職員により対応が可能で、かつ効率的な場


合においては、兼務を弾力的に認めることな


ど、機動性・効率性を高めるための方策を、関


係府省が合同で検討し結論を得る。【平成 23 年


度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）17】 


事項名 


 


国際航空協定に関する独占禁止法適用除外制度の


見直し 


規制・制度の概要 


 


▪ 価格、数量、販路等のカルテルは、独占禁止法


上は原則として禁止されているが、我が国の航


空会社が他の航空会社と行う運賃協定等の運


輸に関する協定については、独占禁止法の適用


が除外されている。 


＜根拠法令＞ 


▪ 航空法第１１０条 


▪ 航空局長通達「国際航空に関する独占禁止法適


用除外制度の運用について」（平成２２年６月


７日付け国空事第１３２号） 


改革の方向性（当初案） ▪ 独占禁止法適用除外制度について、適切なアラ


イアンス間競争を確保できるよう配慮した上


で、廃止すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  適用除外制度は、現在認可対象である協定


は、その性質上競争制限的な内容を含む可能性


があるが、協定の内容によってはアライアンス


間の競争を促進し、利用者の利便を向上させる


場合（例えば、共同事業の実施による運賃低下


や、乗り継ぎ利便性の向上など）があり、具体


的な協定の中身を見て判断することが広く国


民の利益になると考えられる。当該制度につい


ては、「規制改革推進のための３か年計画（再


改定）」（平成２１年３月３１日閣議決定）を踏


まえ、そのあり方について検討を行ってきたと


ころであり、平成２２年６月に同制度の運用に


ついて見直しを行い、認可の対象とする協定の


範囲を大幅に縮小したところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ - 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


▪  上記のとおり、諸外国における競争法適用除


外の見直しの動きを踏まえつつ、本年に同制度


の見直しを行い、認可の対象とする協定の範囲


を大幅に縮小したところである。以上の観点か


ら現時点において同制度を廃止すべきである


とは考えていない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 航空産業が成熟化し、航空自由化が進展する中


で、ＥＵ、米国、豪州において、国際航空にお


ける航空会社間の運輸協定に関する競争法の


適用除外の廃止・見直しといった動きが出てく


るなど、これら協定と競争法の関係をめぐる状


況に大きな変化が生じており、平成 11 年の見


直しの際に国際航空協定に関する独占禁止法


適用除外制度を維持した理由（諸外国において


も競争法からの適用除外が認められているこ


と）は、現時点において適用除外制度を維持す


る理由として成立していない。 


▪ さらに、現在、オープンスカイの進展を受けて、


航空会社間で提携深化協定を締結する動きが


あるところ、同提携深化協定は、航空会社間の


運賃・スケジュールの調整や収入プールをしよ


うとするものであり、事実上、航空会社間の企


業結合に近い。この提携深化協定が独占禁止法


の適用除外の対象とされたため、市場における


競争の制限につながり、航空運賃の高騰等、消


費者の不利益につながるおそれがある。 


▪ また、公正取引委員会が事後的に措置請求を行


う場合、当該航空会社は、一旦締結した協定を


事後的に解消するなどの必要が生じ、航空会社


にとっても不利益になるおそれがある。 


▪ このような状況にかんがみると、我が国におい


て国際航空における航空会社間の運輸協定に


関する適用除外制度を維持することの意義は


低下しており、当該制度を維持することは我が


国の航空会社が積極的な国際展開を図る上で
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の障害となるおそれすらあるものと考えられ


る。一方で、アライアンス間競争が世界的潮流


となる中、アライアンス間の競争促進を通じた


国際航空輸送の活性化は積極的に評価される


べきである。 


▪ 現在認可対象である協定は、その性質上競争制


限的な内容を含む可能性があるが、協定の内容


によってはアライアンス間の競争を促進し、利


用者の利便を向上させる場合（例えば、共同事


業の実施による運賃低下や、乗り継ぎ利便性の


向上など）があり、具体的な協定の中身を見て


判断することが広く国民の利益になるとの見


解があるが、協定の内容によっては競争が促進


され、利用者の利便性を向上させる場合がある


ことは、他の業種でも同様であり、このことは


国際航空に関して、独占禁止法適用除外制度が


必要な理由とはならない。独占禁止法が適用さ


れるようになった場合でも、具体的な協定の内


容によって判断されることになる。むしろ、独


占禁止法適用除外によって、競争制限的な内容


を含む協定が認可されることになれば、利用者


の利益が害されることになる。 


▪ 例えば、欧米においても、最近のアメリカン航


空、ブリティッシュ・エアウェイズ、イベリア


航空のアライアンス（ワンワールド）内での提


携に際して、適用除外制度が廃止された欧州で


は競争当局の判断で発着枠の返上等の条件を


課した上で提携が認められており、米国では、


日本と異なり、運輸当局の判断に先立ち競争当


局が意見を述べることができる法制度の中で、


運輸当局が競争当局の事前の意見を踏まえて


欧州同様の条件を課した上で提携が認められ


ているという事実がある。このように、提携深


化協定については、欧米でもその競争制限的な


内容について競争当局等によって懸念が示さ


れ、利用者利益への配慮がなされているところ
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である。 


▪ 担当省庁は見直しを行ったとしているが、平成


22 年度に行われた見直しは元々、市場におけ


る競争の制限や消費者の不利益となるおそれ


が低い協定に関する運用の見直しが行われた


にすぎない。市場における競争の制限や消費者


の不利益につながるおそれが高い提携深化協


定については、依然として制度について見直し


が行われていない。 


具体例、経済効果等 ▪ 国際航空市場における競争を維持・促進するこ


とによって、利用者の利益が向上する。 


改革案 ▪ 独占禁止法適用除外制度について、適切なアラ


イアンス間競争を確保できるよう配慮した上


で、廃止すべきである。【平成２３年度措置】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）18】 


事項名 


 


国内航空運賃設定における運用上の規制の廃止に


よる自由化の徹底 


規制・制度の概要 


 


▪ 本来届出制度である国内線運賃につき、割引運


賃の制限による運用上の規制が存在する。 


＜根拠法令＞ 


▪ 航空法第 105 条第 1項、第 2項第 3号 


▪ 運賃及び料金の変更命令に係る取扱要領 


改革の方向性（当初案） ▪ マッチング規制等の運賃規制を廃止すべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  国内航空運賃・料金に関しては、航空法第


105 条第 1 項の規定により届出制となってお


り、ご指摘のようないわゆるマッチング規制等


を設けているものではない。 


▪  また、同法 105 条第２項においては、他の航


空運送事業者との間に不当な競争を引き起こ


すこととなるおそれがある場合等に、運賃又は


料金の変更を命ずることができる旨規定して


いる。当該命令の具体的な要件等については、


通達では、当該路線において一定の市場支配力


を有する本邦航空運送事業者が他の本邦航空


運送事業者が新たに参入した場合において、市


場支配力の維持等を目的として、不当に運賃又


は料金の額を引き下げる場合を航空運送事業


者間の公正な競争を阻害するおそれのあるも


のとして例示しているところ。いわゆるマッチ


ング規制のように、一律に運賃及び料金の水準


を規制しているものではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


▪  上記のとおり、国内航空運賃・料金について


は、一律に規制を行っているものではない。 


▪  なお、経営体力のある航空運送事業者による


略奪的な運賃又は料金の設定を認めた場合、経


営体力のない航空運送事業者を当該路線から


退出させ、経営体力のある航空運送事業者が独


占状態を確保し、これにより運賃等が高騰する


等、利用者の利便が損なわれる事態が生じるお


それがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 本来届出制度である国内線運賃につき、割引運


賃の制限による運用上の規制により、本邦航空


会社による自由な運賃競争の阻害要因となっ


ている。 


▪ また、このような例外的措置は、規制の透明性


を確保できないという点で望ましくない。 


▪ 新規参入航空会社を優遇する措置となってい


る点が問題である。運賃規制上新規を優遇すべ


き根拠は存在しない。1997 年に新規参入を認


めたのは、競争を促進して利用者便益の向上を


図る点にあった。新規参入を支援することが目


的になってはならない。 


 


具体例、経済効果等 ▪ 航空輸送が自由化された場合、競争阻害的な行


為の取り締まりは、世界のほぼすべての市場に


ついて、事後規制で行われている。 


改革案 ▪ 本来届出制度である国内航空運賃につき、割引


運賃の制限による運用上の規制を廃止する。


【平成 23 年度措置】。 


 







 


68 
 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）19】 


事項名 


 


米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格等に


関する相互承認の推進 


規制・制度の概要 


 


▪ 他国で承認された航空機材、乗員資格等につい


て、国内で再度承認手続きが必要とされてい


る。（ただし、2009 年４月に、航空機材の分野


について、米国と相互承認の協定を締結。） 


＜根拠法令＞ 


▪ 航空法第 10 条、第 12 条、第 17 条、第 29 条 


▪ 航空法施行規則第 50 条 等 


改革の方向性（当初案） ▪ 米国、欧州等先進国との航空機材、乗員資格等


に関する相互承認の推進およびそれに対応し


た整備基準の緩和を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  米国との間では平成 21 年 4 月に航空安全協


定（BASA）を締結し、耐空性分野における相互


認証が可能となった。また、本協定を整備施設


分野、乗員ライセンスやシミュレーター分野に


も拡大すべく、米国に申し入れ、調整を進めて


いるところである。 


▪  さらに、欧州についても、まず、耐空性分野


における相互承認協定の締結に向けた具体的


な協議を開始したところであり、本協定の締結


後にその他の分野についても検討することと


している。また、その他の国についても、我が


国と安全水準が同等以上であって、相互承認の


ニーズが存在する国を優先して協議を開始す


べく、対象国を検討しているところである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  相手国に対して協議の推進の申し入れを続


けていく。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪  


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ コスト削減により、本邦国航空会社の国際競争


力強化に資するべく、米国との間で、2009 年


４月に締結した航空機材以外の分野（乗員資


格、整備施設、シミュレーター等）においても、


相互承認の協議を推進すべきである。 


▪ また、欧州等その他の先進国とも協議を推進す


べきである。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 米国との間で、平成 21 年４月に締結した航空


機材以外の分野（乗員資格、整備施設、シミュ


レーター等）においても、相互承認の協議を推


進する。また、欧州等その他の先進国とも協議


を推進する。【平成 23 年度以降継続実施】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸） 20】 


事項名 


 


沿海航行区域の拡大 


規制・制度の概要 


 


▪ 沿海資格船は沿海岸から 20 海里以内を航海し


なければならない。 


＜根拠法令＞ 


▪ 船舶安全法第２条～第５条、第９条 


▪ 船舶安全法施行規則第１条第６項～第９項、第


５条 


改革の方向性（当初案） ▪ 沿海資格での航行区域を 50 海里程度に拡大す


る。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  現行の沿海区域の安全基準のまま単純に沿


海区域を 50 海里程度まで拡大することは、船


舶の安全性を担保することができないため、困


難。 


▪  なお、沿海区域について、船舶の安全上問題


ないと認められる一部海域については拡大措


置を既に実施済み。また、内航船がより省エネ


に資する運航を行うことが可能となるよう、安


全性を確保した上で更なる航行区域の見直し


を行うための調査等を実施予定。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ 安全性を確保した上で更なる航行区域の見直


しを行うための調査等を実施予定（平成 23 年


度概算要求済） 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪ 沿海区域は、陸や灯台等を利用した航法や緊急


時の陸地への迅速避難を前提としており、この


ため、原則 20 海里となっている。船舶の安全


性確保の観点から、現行の沿海区域の安全基準


のまま単純に沿海区域を 50 海里程度まで拡大


することは、安全性を担保することができない


ため、困難。 


▪  なお、限定近海区域は沿海区域以遠の数十海
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里程度の海域（近海区域のうち本邦に近い部


分）を、近海区域全域を航行区域とするものよ


りも簡易な設備・構造の船舶で航行することが


できるよう新たに設定されたものであり、限定


近海区域の安全基準に適合する船舶であれば、


国内主要港間を直線的に航行することが可能


である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 現状の航行区域制限により、岬から岬が直線航


行できないために航海距離、時間のロスが発生


している。 


▪ 陸から原則 20 海里までの灯台や山や半島など


の地形等を視認した地文航法を原則として沿


海区域が規定された時点（昭和８年）と現時点


では、航行速度の向上、船の堪航性やレーダー


等航海機器の発達による船舶性能の向上等の


状況の改善がある。 


▪ 貨物船や大型フェリーなどが 20 海里以内の船


舶輻輳区域を避ける事により船の針路が自由


となりより安全となり、乗組員の負担軽減にも


繋がる。 


▪ 航行時間の短縮・燃費軽減による物流効率化の


推進、CO2 の排出削減にも寄与する。 


 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 現行の沿海資格船舶の内、航海機器等において


一定の安全性能を有する船舶について、原則


20 海里となっている沿海区域の拡大を検討し


結論を得る。【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）21】 


事項名 


 


狭水道航路における制限速度の見直し 


規制・制度の概要 


 


▪ 現在東京湾、伊勢湾、瀬戸内海の輻輳海域にお


いて１１の航路が指定され、一部の航路におい


ては、航行速度が 12 ﾉｯﾄに制限されている。 


＜根拠法令＞ 


▪ 海上交通安全法第 2条（定義）、第 5条（速力


の制限） 


改革の方向性（当初案） ▪ 航路制限速度を見直す。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪ レーダーの性能の向上等により船舶交通の安


全性が向上していることは事実であるが、可航


水域が限られている航路において、船舶が高速


で航行した場合、事故回避のための緊急動作を


行おうとしても旋回半径や停止距離が長大と


なり、また、追越しの頻度が増加することとな


るため、衝突等の危険性が増大する。さらに、


漁船等の小型船は、航走波の影響を受け転覆の


危険性の増大にも繋がることとなる。 


▪ このため、航路における制限速力の見直しは困


難である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪ 過去 10 年、海難は年間 2,600 隻程度発生し、


減少傾向を示すことなく推移しており、また、


船舶の大型化・高速化の進展、日本の海域特性


や航法を熟知していない外国船・外国船員の増


加等、海難のリスクが高まっているという現状


にあるなか、今後、さらに船舶交通の危険性は


増大するものと考えられる。 
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▪ さらに、大型の船舶により大規模海難が引き起


こされた場合には、尊い人命や貴重な財産が失


われるだけでなく、航路の閉塞や交通の制限に


よる物資輸送の滞りなど、貿易量の 99.7%を海


上輸送に頼る我が国の経済活動に大きな打撃


となりかねず、また、油や危険物が流出した場


合には、活発な漁業活動を妨げるばかりでな


く、防除作業を含め、その被害は甚大となり、


海洋環境への影響は計り知れないものになる。


▪ このような状況のなか、海上保安庁では、「新


交通ビジョン」の検討を踏まえ、平成 21 年、


ふくそう海域における船舶交通の安全性の向


上のほか、効率性の向上を図るための制度の新


設等を内容とした、港則法及び海上交通安全法


の一部を改正する法律により、所要の改正を行


ったところである。今後は、改正された法律の


施行に万全を期すことにより、海上交通の安全


性と効率性の向上を図っていくこととしてい


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 本規制により制限を受け、燃費低減・輸送効率


アップの機会が失われている。 


▪ 航路によっては規制当初から大幅に通行量が


変化、漁船の操業が減少している。 


▪ また、レーダー性能の向上、ＡＩＳの装備等に


より安全性が向上している。 


▪ 航行時間の短縮・燃費向上は、CO2 の排出削減


にも寄与する。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 狭水道航路における速度制限につき、制限区間


及び制限速度の見直しを検討し結論を得る。


【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）22】 


事項名 


 


内航旅客船の船舶検査制度の見直し、簡素化 


規制・制度の概要 


 


▪ 内航旅客船はＪＧ（運輸局）による検査が義務


付けられており、海外建造を行なう場合、検査


項目が多く、相違もみられる。また、2005 年


に船体計画保全検査制度が導入され、船底検査


等の緩和はなされたものの、承認基準が厳し


く、計画保全検査の項目が多岐にわたる。 


＜根拠法令＞ 


▪ 船舶安全法第 5条、第 8条 


▪ 船舶安全法施行規則第 18 条 


改革の方向性（当初案） ▪ 海外の建造・整備技術も向上していることか


ら、新造船検査においても国際船級（ＮＫ）に


よる検査を導入する。また、船体整備の状況に


よって、検査項目をＮＫ船並みに緩和するとと


もに、船体計画保全制度の承認基準の見直しを


行なう。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


▪  旅客船については、不特定多数の第三者が乗


船するため、国際的にも貨物船と比較して厳し


い技術基準が課されているとともに、貨物船と


異なり旅客船の検査は多数の人命の安全確保


を国として責任を持って行う必要があるため、


他の海運先進国においても日本と同様に、船級


協会に委任せず、国自ら検査を行っている。 


▪  このため、我が国としても船級協会による旅


客船の検査を認めることは困難であるが、船体


計画保全検査制度の簡素化について検討する


ことは可能。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪ 船体計画保全検査について、具体的な要望内容


を確認できれば、船舶の安全性への影響等を考


慮しつつ、承認基準の見直しについて検討す


る。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


▪  


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 内航旅客船を海外で建造する場合、検査項目の


多さや相違が障害となることがある。 


▪ 例えば、交通バリアフリー法への対応は、船内


スペースが限られているにも関わらず、諸外国


の基準に比べ国内の基準は極めて厳格である


ため、構造上対応が困難との指摘がある。 


▪ 船体計画保全検査制度については、承認基準が


厳しいことや計画保全検査の項目が多岐にわ


たることが、事業者にとって依然大きな負担と


なっている。 


▪ 内航旅客船は殆どが実質的に国内で建造され


ており、海外の競争力・技術力のある造船所を


採用する事で資本コストの低減が図れる。ま


た、技術的に安全性を維持できる範囲で現検査


項目・承認基準を緩和することにより、修繕費


等の運航コストの低減を図る。 


▪ 他国船級協会では、船底検査は５年に２回が主


流であるが、内航旅客船の船底検査は毎年行わ


れており、コスト負担となっている。 


具体例、経済効果等 ▪  


改革案 ▪ 内航旅客船の船体計画保全検査制度について、


船舶の安全性への影響等を考慮しつつ、検査項


目の簡素化及び承認基準の緩和について検討


し結論を得る。【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）23】 


事項名 


 


内航海運事業におけるカボタージュ規制の見直し


規制・制度の概要 


 


国内の港間の旅客、貨物の沿岸輸送は日本国船籍


に限定されている。 


＜根拠法令＞ 


船舶法第３条 


改革の方向性（当初案） 内航海運事業におけるカボタージュ規制の見直し


をすべき。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


カボタージュ規制は主要海運国において維持され


国際的な慣行として現在確立しており、通商航海


条約等二国間の相互主義による運用を図っている


ところ、国益を損なうことのないよう、国の一元


的な審査のもと適切に制度の維持・運用を図る必


要がある。 


 上記目的及び手段は制定当初から依然として適


正なものである。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


 クルーズ料金や内航フィーダーのコスト低減に


資するとの意見からカボタージュ制度の解禁につ


いて一部で要請があるものの、外国企業に対して


一方的に解禁することは国益を損なう恐れがある


とともに、国内安定輸送を阻害する要因になる。


 なお、我が国における安定輸送の確保に支障を


生ずるものでないこと等を前提に、邦船社等につ


いては、外航貨物輸送の一部について状況に応じ


て外国籍船による輸送を柔軟に認めているところ


である。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ カボタージュ規制の見直しにより、日本の国内


航路でも客船と貨物船の両方で外国籍船が参


入でき、クルーズ料金や海運コストが安くな


る。 


▪ すでに内航船と外航フィーダー船は競争状態


にあり、当規制により、上海港、釜山港へのフ


ィーダー化が益々進行する恐れがある。 


▪ 外国の船が日本の港に入ってくると、国防上問


題であるという指摘があるが、外国の船が現在


すでに日本の港に多数寄港している現状から


は、妥当とはいえない。 


具体例、経済効果等 ― 


改革案 内航海運事業におけるカボタージュ規制の見直し


につき、検討し結論を得る。【平成 23 年度検討・


結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（物流・運輸）24】 


事項名 


 


空港発着回数、運用時間、飛行空域、滑走路使用


時間・運用方法に関する規制の緩和・撤廃 


規制・制度の概要 


 


▪ 空港に関してさまざまな理由から発着回数、運


用時間、飛行空域、滑走路の使用時間・運用方


法に関して規制が課されている。たとえば、大


阪空港においては、プロペラ機枠とジェット機


枠に分けて発着枠を制限している。羽田のよう


に、飛行空域、飛行時間の制限、滑走路の運用


時間・運用方法が制限されている場合もある。


＜根拠法令＞ 


▪  


改革の方向性（当初案） ▪ 航空機や管制の技術革新の進展等にあわせて、


発着回数、運用時間、飛行空域、滑走路の使用


時間・運用方法の制限の見直しを図るべきであ


る。たとえば、ジェット機の機体性能の向上に


伴い、機体の区分による発着枠制限を廃止すべ


きである。また、飛行経路の制限、飛行時間の


制限を解除ないしは解除可能なように滑走路


等の改善をおこなうべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


（東京国際空港について） 


▪  東京国際空港については、平成 22 年 10 月の


Ｄ滑走路供用開始により、発着容量が 37.1 万


回に増加したところであり、今後、新しい運用


方式の慣熟を図り、最短で平成 25 年度中に、


44.7 万回まで拡大することとしている。また、


同空港においては、現状でも深夜早朝時間帯に


おける長距離国際線の運航が行われていると


ころであるが、運航機材の大型化を可能とする


ため、概ね５年後の供用開始を目指して、平成


21 年度よりＣ滑走路の延伸事業を実施中であ


る。 


▪  東京内陸部の飛行制限については、東京内陸


部の飛行を認めることとした場合、新たに騒音
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対策を行う必要がある区域が都心部において


大幅に広がることから、地元自治体等の関係者


との合意なく、そのような経路を設定すること


は困難と考えられる。 


 


（成田国際空港について） 


▪  成田国際空港についても、平成 22 年 3 月に


発着容量を 22 万回に拡大したほか、今後、最


短で平成 26 年度中に、30 万回まで拡大するこ


ととしている。 


▪  同空港の運用時間等については、国、新東京


国際空港公団（現成田国際空港株式会社）、地


元自治体、住民等との間で設けられた「成田空


港問題円卓会議」の合意において、その変更等


について、地元との合意が必要とされていると


ころ。時間制限を緩和することは、騒音被害の


観点から、地元自治体・住民に直接重大な影響


を与えるものであることから、地元との合意な


くこれを変更することは不可能である。したが


って、現時点では、具体的な見直しの予定はな


い。 


 


（大阪国際空港について） 


▪  機体の区分による発着枠規制を行っている


大阪国際空港については、騒音問題について、


数次にわたる訴訟及び調停を経てきた経緯を


踏まえ、地元地方自治体及び地元住民団体との


間で、同空港の発着回数（総枠及びジェット枠）


及び発着時間規制が合意されているところ。ま


た、平成 17 年 11 月には、関西経済界や地方自


治体を構成員とする関西３空港懇談会におい


て、大阪国際空港の発着回数等の運用を含めた


合意をし、これに基づいた運用を行っていると


ころ。 


▪  このような経緯を踏まえれば、大阪国際空港


の発着枠や運用時間等の運用方法の変更につ
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いては、関係自治体等との合意が不可欠であ


り、困難と考えられる。 


▪  なお、大阪国際空港については航空機の低騒


音化が進んだ現状を踏まえ、平成 20 年度に騒


音対策区域の見直しを行ったところであり、今


後も各空港の騒音対策区域について、実態に即


した見直しを行っていくこととしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


▪  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


【問題点】 


▪  飛行制限や運用時間等の制限を緩和するこ


とは、地元住民の生活に直接影響を与える重大


な問題であることから、地元自治体等の理解を


得ずに実施することは困難であり、仮に地元自


治体等との合意を得ずに各種の制限を緩和し


た場合、信頼関係が著しく損なわれる。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


▪ 東京内陸部の飛行制限解除により、羽田の発着


枠が飛躍的に増大する。滑走路の改善により、


羽田からの長距離早朝深夜便の運航が可能と


なる。時間制限の緩和により、成田の運用時間


が長くなり早朝深夜便が運航可能となる。大阪


空港の未使用のプロペラ機枠の活用等により、


発着枠の有効活用につながる。 


 


具体例、経済効果等 ▪ 新たな大規模投資とは別に、空港発着枠の飛躍


的拡大が見込まれる。 


改革案 ▪  航空機や管制の技術革新の進展等にあわせ


て、発着回数、運用時間、飛行空域、滑走路運


用方法の制限の見直しを検討し、結論を得る。


具体的には、大阪空港における機体の区分によ


る発着枠制限の見直し、羽田空港における東京


内陸部の飛行制限の見直しを含む発着枠の拡


大方策、成田空港における飛行時間の制限の見


直しを含む発着枠の拡大方策につき、検討し結


論を得る。【平成 23 年度検討・結論】 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）１】 


事項名 


 


社債市場の活性化及び国際化の推進 


（社債以外の債務に付与されるコベナンツ情報の


開示） 


規制・制度の概要 


 


・ 社債に付与されるコベナンツは発行開示とし


て目論見書等により開示され、有価証券報告書


では、ローンなどを含む債務のコベナンツが開


示される仕組みがあるが、社債以外の債務に付


与されるコベナンツ等が十分に開示されてい


ないことから、必ずしも社債と他の債務との優


先劣後の関係が明らかにされておらず、投資家


保護の観点から改善が必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 金融商品取引法第５条、第 15 条、第 24 条、企


業内容等の開示に関する内閣府令第８条、第


12 条、第 15 条、第二号様式、第三号様式 等


改革の方向性（当初案） ・ 信用リスクが相対的に大きい企業の社債発行


及び投資の拡大を図っていくため、企業の資


本・財務政策及び投資家のニーズに基づき多様


なコベナンツが必要に応じて柔軟に付与され、


社債の発行条件等に適切に反映される環境を


整備する。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 投資者が適切に投資判断を行うためには、社


債、ローン等の債務に関する情報、社債と他の


債務との優先劣後関係等について開示される


ことが重要であり、これらの情報の開示が十分


なものとなっているかについて点検する必要


があると考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 社債、ローン等の債務に関する情報、これらの


債務間の優先劣後関係等の開示については、社


債市場のみならず、銀行の融資実務にも大きな


影響を及ぼし得る問題である。本件について


は、現在、日本証券業協会「社債市場の活性化


に関する懇談会」において議論が行われている


参考資料６ 
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が、今後の対応については、当該懇談会におけ


る議論を踏まえ、銀行の融資実務への影響等を


踏まえつつ、十分に検討する必要があると考え


る。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 社債以外の債務に付与されるコベナンツ等が


十分に開示されることで、投資家層の拡大が見


込まれる。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇


談会」での議論を踏まえ、銀行の融資実務への


影響に加えて投資家保護の観点から、必要な情


報の開示が適切に行われるよう検討する。 


【平成 23 年度結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）２】 


事項名 


 


社債市場の活性化及び国際化の推進 


（社債管理者の設置） 


規制・制度の概要 


 


・ 社債管理者は、個人向け社債では設置される一


方で、機関投資家向け社債の殆どは社債管理者


不設置債となっている。信用リスクが相対的に


大きい企業の社債発行及び投資の拡大を図っ


ていくためには、社債管理者による財務内容の


モニタリング機能及び債権保全・回収機能が十


全に発揮され、それが社債の発行条件等に適切


に反映される環境整備が必要である。 


＜根拠法令＞ 


・ 日本証券業協会規則 


・ 会社法第 702 条 


改革の方向性（当初案） ・ 信用リスクが相対的に大きい企業の社債発行


に当たって、企業、投資家及び証券会社の参考


となるよう標準的な社債管理者の設置モデル


を作成、例示するなどの取組みを進め、市場慣


行として、まず、このような社債への社債管理


者の設置を定着化させる。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ 上記規制改革の方向性に関する事項は、会社法


上社債管理者の設置義務がない場合にも、市場


慣行として、社債管理者の設置を促進しようと


するものであり、その性質上、関係者の自主的


な取組に委ねるべきものであるから、これにつ


いてコメントすべき点はない。（法務省） 


・ 対応困難（金融庁） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現在、日本証券業協会「社債市場の活性化に関


する懇談会」において、社債管理者、証券会社、


発行会社、有識者等により、社債管理者の業務


の在り方自体を見直すことについて議論がな
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されているところであり、これを踏まえた検討


が必要。なお、社債管理者は発行会社が設置す


るものであり、日本証券業協会規則による対応


では実効性がない。（金融庁） 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 日本証券業協会「社債市場の活性化に関する懇


談会」では、社債デフォルト後の債権の保全・


回収機能に特化した機能を果たす社債管理に


係る提案がなされている。同「懇談会」では、


発行会社、投資家のニーズ等を十分に把握、確


認し、同提案を含め社債管理の在り方について


検討が行われる予定。 


具体例、経済効果等 ・ 例えば米国では、トラスティー（Trustee。「社


債管理者」に相当。）の業務は、社債のデフォ


ルト前とデフォルト後では大きく異なり、特に


社債のデフォルト前は、基本的には、年次報告


書等の定期的な開示書類の受領などの事務的


な業務を行い、財務情報の請求やモニタリン


グ、レビューを行うことはない。 


改革案 ・ 平成 23 年６月を目途に取りまとめを行うとさ


れている日本証券業協会「社債市場の活性化に


関する懇談会」での議論を踏まえ、社債管理の


在り方について検討を行う。 


【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）３】 


事項名 


 


デリバティブ取引規制の見直し 


（清算機関(ＣＣＰ)と取引情報蓄積機関制度の見


直し） 


規制・制度の概要 


 


・ 円金利スワップ等、一定の店頭デリバティブ取


引等について清算機関の利用が義務化される。


・ また、取引情報蓄積機関制度が創設され、上記


取引情報の保存・報告が義務化される。 


・ 金融商品取引法等の一部を改正する法律の公


布日（2010 年５月 19 日）から２年半以内の


政令指定日より施行される。 


＜根拠法令＞ 


・ 金融商品取引法 156 条の 20 の 18 第１項、156


条の 64 第１項 


改革の方向性（当初案） ・ 国内清算機関と外国清算機関の連携による場


合には、担保権設定や金額が２重にならぬよう


制度設計をする。 


取引情報蓄積機関の創設については、法定帳簿


と２重にならぬよう制度設計をする。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 今後対応を検討する。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


国内清算機関と外国清算機関との連携に係る制度


設計について 


・ 連携金融商品債務引受業の認可に際しては、上


記の要望について審査の参考とし、可能な限り


効率的なものとなるよう適切な対応を行うこ


ととしたい。なお、連携金融商品債務引受業務


を行う際の認可の審査基準として、金商法 156


条の 20 の 18 第１項５号において「担保の適切


な徴求」が求められているところ。 


取引情報蓄積機関の創設に係る制度設計について


・ 取引情報の内容については、関係法令の施行
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（平成 24 年 11 月が期限）までに内閣府令にお


いて規定することとしており、具体的な内容に


ついては、利用者の負担等を考慮しながら検討


を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 市場の利用者にとって、活用しやすく、かつ、


無用な負担を可能な限り抑えて制度設計すべ


きである。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 国内清算機関と外国清算機関との連携に係る


制度設計について、連携金融商品債務引受業の


認可に際しては、担保権設定や金額が可能な限


り２重にならず効率的なものとなるよう適切


な対応を行う。 


取引情報蓄積機関の創設に係る制度設計につ


いて、関係法令の施行（平成 24 年 11 月が期限）


までに内閣府令において規定することとして


おり、利用者の負担等を考慮して具体的な内容


を定める。 


【平成 24 年度措置】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）４】 


事項名 


 


金融商品取引法に基づく単体財務諸表開示の簡素


化 


規制・制度の概要 


 


・ 会計ビッグバン以後、純粋持株会社の解禁とも


相まって、わが国の開示制度は、連結決算が開


示の中心という位置付けが定着しており、単体


の個別決算の意義は乏しい。 


＜根拠法令＞ 


・ 金融商品取引法第 24 条、財務諸表等の用語、


様式及び作成方法に関する規則第１条 


改革の方向性（当初案） ・ 金融商品取引法に基づく単体財務諸表を簡素


化する。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 平成 22 年８月３日に開催された企業会計審議


会において、以下の会長発言があった。 


「金商法における単体情報については、その投


資情報としての有用性の観点に加え、会社法で


単体の計算書類が作成され株主に届けられ、そ


の情報は、投資家にも開示すべき、との観点か


ら、引き続き開示すべき。単体の見直し（簡素


化等）は行う。」 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 単体財務諸表の簡素化については、連結財務諸


表と単体財務諸表のあり方の検討、金融商品取


引法における国際会計基準の適用の検討、これ


らに対する会社法上の取扱いの検討等を踏ま


え、検討する必要があり、具体的な見直し予定


は未定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 投資家にとって重要な連結決算に集約される


ことで、投資判断に必要充分な情報が簡潔・明


瞭化される。 


・ また、国際会計基準のコンバージェンスが進む


につれて決算作成コストが大幅に上昇するこ


とを鑑み、開示者の決算作成コストの上昇抑制


につながる。 


・ 市場の利用者（投資家及び開示企業の双方）に


とって、活用しやすく、かつ、負担を抑えて制


度設計すべきである。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 金融商品取引法における国際会計基準の適用


の是非判断が平成 24 年を目途に行われる予定


であることに鑑み、連結財務諸表と単体財務諸


表のあり方及び会社法上の取扱いの検討等を


踏まえ、単体財務諸表の簡素化を行う。 


【平成 24 年結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）５】 


事項名 


 


有価証券報告書提出銀行の場合の決算公告の免除


規制・制度の概要 


 


・ 有価証券報告書の提出会社は会社法により決


算公告が免除されているが、銀行は銀行法に決


算公告の義務規定が置かれているため、決算公


告が、免除されていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 銀行法第 20 条 


改革の方向性（当初案） ・ 有価証券報告書は、決算公告で開示する情報を


網羅しており、銀行のホームページの他、ＥＤ


ＩＮＥＴでの閲覧も可能であり、入手方法も決


算公告に比べ多様性に富み、十分その代わりと


なり得る。 


・ 有価証券報告書を提出している銀行について、


会社法の規定に則り、決算公告を免除すべき


（銀行法における義務付け規定の廃止）。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 決算公告の情報量が有価証券報告書に網羅さ


れていることは事実であるが、手段としてＥＤ


ＩＮＥＴ等による閲覧で預金者保護に欠ける


こととならないかについて検討する。 


・ なお、有価証券報告書の銀行のホームページで


の閲覧は法令に基づく行為ではなく、銀行の自


主的な取組みであることに留意が必要である。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 有価証券報告書提出銀行の場合の決算公告を


免除とすることについて検討する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ ― 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 銀行法の目的といえる「一般大衆である預金者


への情報開示」に対しては、四半期毎の決算の


自行ホームページ掲載や「業務及び財産の状況


に関する説明義務」（いわゆるディスクロージ


ャー誌）の公衆縦覧義務等により預金者への十


分な情報開示は確保されている。 


具体例、経済効果等 ・ 決算公告の開示に要するコストの削減及び事


務の効率化に繋がる。 


改革案 ・ 有価証券報告書を提出している銀行について、


会社法の規定に則り、決算公告を免除する事を


検討の上、結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）６】 


事項名 


 


いわゆる「大会社」等への貸付に対する規制の見


直し（貸金業法の見直し） 


 


規制・制度の概要 


 


・ 消費者金融会社による過度な取立等を背景に、


改正資金業法により、行為規制・参入規制が強


化されたところであるが、その射程は大企業等


の資金調達のための取引にも及んでいる。 


＜根拠法令＞ 


・ 貸金業法第６条、第 12 条の２～第 24 条の６ 


改革の方向性（当初案） ・ 様々なリスクとリターンを伴った取引が存在


し、資金調達にはそれに見合った調達金利が付


される事が望ましい中で、借り手自身が投資リ


スクを判断する能力を有する場合には、自己責


任のもと高金利の調達を認めるべき。 


・ こうした投資リスクを判断し得る能力の有無


が基準となるものとしては、金融商品取引法


（2007 年９月 30 日施行）により創設された「特


定投資家制度」が参考事例として挙げられる。


「特定投資家制度」は、投資家の知識・経験・


財産の状況に応じて、「特定投資家」（いわゆる


プロ投資家）と「一般投資家」（いわゆるアマ


投資家）に分類し、特定投資家に対しては行為


規制の一部を適用しない等の規制の柔軟化が


図られている。  


・ 貸金業法についても金融商品取引法上の「特定


投資家制度」を導入し、借り手がプロかアマか


区分することにより、借り手の能力に応じて金


利規制や行為規制、参入規制等を緩和すべき。


担


当


府


省


の


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 民事上の金利については利息制限法で、刑事上


の金利については出資法でそれぞれ規制され


ている。 


・ 金商業においては、顧客（投資家）がリスクを


とることを前提に、顧客のリスク判断能力に注
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目し、プロアマ制度を設けているところ、業者


がリスクをとる貸金業において、これを参考に


行為規制、参入規制のあり方を論じることは困


難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ ― 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 趣旨・目的の異なる制度を参考に、検討を行う


ことは困難。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 「特定投資家制度」は単なる参考事例であっ


て、「特定投資家制度」に限定して検討を行う


必要はない。 


・ 本来の趣旨は、個人と事業者を同一基準で規制


するのではなく、借り手の属性、能力に応じた


制度設計が必要だという事。 


・ 借り手の属性に基準を設ける事により、企業の


資金調達の機動性を高める法律として「特定融


資枠契約に関する法律」があり、業者がリスク


を取る貸金業において、借り手に基準を設ける


参考となる。 


・ 貸金業法でも借り手に「特定融資枠契約に関す


る法律」に準ずる基準を設け、基準を満たす借


り手のみを対象に融資を行う貸し手には貸金


業法における参入規制や行為規制を緩和すれ


ば、適切な資金供給の円滑化に繋がる。 


具体例、経済効果等 ・ 貸金業にも適正な緩和基準を設ける事により、


金融市場への資金供給の円滑化に繋がる。 


改革案 ・ 貸金業法について、借り手属性による基準を設


け、その基準を満たす借り手のみを対象に融資


する貸し手に対して参入規制や行為規制を緩


和する事を検討し、結論を得る 


【平成 23 年度検討、結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）７】 


事項名 


 


政策金融機関等の私的整理時における債権放棄の


制度構築 


規制・制度の概要 


 


・ 政策金融機関等の私的整理時における債権放


棄を円滑に進める環境が整っていない。法的整


理でなければ協力義務が無い為、実際の現場で


は取引先からの事業再生を円滑に資する為の


一部債権放棄要請についてほとんど応じない。


・ 私的整理時における債権放棄については、現在


㈱企業再生支援機構のみ法的に政策金融機関


等が債権放棄に協力しなければならない状況。


＜根拠法令＞ 


・ 産業活力の再生及び産業活動の革新に関する


特別措置法 


・ 事業再生に係る認証紛争解決事業者の認定等


に関する省令（事業再生ＡＤＲ） 


改革の方向性（当初案） ・ ㈱企業再生支援機構は５年間の期間限定組織


であり、㈱企業再生支援機構の終了後は私的整


理時における債権放棄について法的に政策金


融機関等が協力しなければいけない機関や制


度がない。 


・ 事業再生という同じ立場にいる「産業活力の再


生及び産業活動の革新に関する特別措置法」に


て設けている事業再生ＡＤＲ認定業者にも㈱


企業再生支援機構と同一の規定を適用すべき。


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 株式会社企業再生支援機構においては、企業再


生支援委員会という債務者や債権者と独立し


た第三者機関において再生支援の決定が行わ


れている。他方、当該決定の際には債権者との


調整が行われないため、「政策金融機関等


は、・・・当該買取申込み等に伴う負担が合理


的かつ妥当なものであるときは、これに応じる


ように努め、・・・必要な協力をしなければな
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らない。」（法第 65 条）との規定を置くことに


より、当該決定後に、再生のために協力を求め


る必要であると認められる政策金融機関等と


の調整を行っている。一方、事業再生ＡＤＲに


おいては、債権者を含めた債権者会議において


事業再生計画の決議を行っている。ここでは、


政策金融機関等が債権者である場合には、当事


者として政策金融機関等が参加をしているこ


とから、法的に義務づけを行わなくても、協力


については担保されていると考えられる。以上


より、政策金融機関等の債権放棄への協力義務


を、事業再生ＡＤＲの規定に加える必要性はな


いと考えられる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


― 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


― 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ㈱企業再生支援機構法に、政策金融機関等が私


的整理時における一部債権放棄に協力する事


を記さなくてはいけない程、政策金融機関等の


対応が消極的である事が問題。 


・ ㈱企業再生支援機構は平成21年10月の設立か


ら５年間で業務が終了するよう努める期間限


定組織であり、原則２年以内に支援決定を行う


ことから、３年目以降及び組織の終了後は私的


整理における債権放棄について法的に政策金


融機関等が協力しなければならない機関や制


度が無くなり、私的整理による事業再生が進ま


ず清算を余儀なくされる企業等が増加してい


く懸念がある。 


・ 再生案件については、引き続き債権放棄等の協


力がしやすいような制度的な担保をしていく


必要がある。 
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具体例、経済効果等 ・ 本件が成立すれば、事業再生ＡＤＲ認定業者が


債権者会議にて、一部債権放棄による事業再生


が可能と判断した時、政策金融機関等に対して


協力を要請し、一律的に応じないという姿勢を


崩す事ができ、事業再生の円滑化に繋がる。 


・ 例えば、㈱企業再生支援機構において福祉医療


機構の協力（一部債権放棄）を得て医療法人の


私的整理を支援する案件が決定しているなど、


協力義務が一定の成果につながっている事例


が存在する。 


改革案 ・ 政府系金融機関や独立行政法人が一部債権放


棄への協力義務のある㈱企業再生支援機構に


よる支援決定可能期間は限られており、その後


の私的整理支援を継続していくため、事業再生


という同じ立場にいる「産業活力の再生及び産


業活動の革新に関する特別措置法」にて設けて


いる事業再生ＡＤＲ認定業者に㈱企業再生支


援機構に対する協力義務と同様の規定を設け


ることを検討する。 


【平成 23 年度検討開始】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）８】 


事項名 


 


協調リースの集団投資スキーム持分の適用除外要


件の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 協調リースについては、金商法で除外要件も設


けられているが、その要件が抽象的であり適用


判断が難しく、取組そのものがしにくくなって


おり、大口の設備投資等のニーズに対応しきれ


ていない。 


・ 単なる金銭消費貸借契約とは異なりモノが絡


むリース・割賦契約では、事務的に煩雑なこと


に加え、物件に対する権利関係が複雑となり、


債務者がそれぞれのリース会社と持分毎に契


約を締結する事が実務的に困難。係る事情から


従来より協調リース形態（シンジケーション）


にて、大口設備投資案件等債務者の要望に応え


てきた経緯。 


＊協調リースとはリース会社が行うリース・割賦


業務のうち、複数の参加リース会社が協定書等


を締結し、幹事リース会社と債務者間で締結し


たリース・割賦契約の持分を保有し共同で行な


うもの。 


＜根拠法令＞ 


・ 金融商品取引法第２条第２項第５号 


・ 同法第２条第８項第７号 


・ 同法第 29 条 


改革の方向性（当初案） ・ 協調リースについて、資金の出し手が全てリー


ス会社である実態から、規制対象（具体的には


「集団投資スキーム」）から除外すべく、金商


法および同法施行令にて規定願いたい。 


・ 少なくとも、債務者が意義を留めない承諾を行


なっている案件（いわゆる「オープン協調」）


については、債務者はリース・割賦契約の相手


方（幹事リース会社）以外に債権者が存在する
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ことを認識している事から、金商法から除外す


べき。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 協調リース（リース会社が行うリース・割賦業


務のうち、複数の参加リース会社が協定書等を


締結し、幹事リース会社と債務者間で締結した


リース・割賦契約の持分を保有し共同で行うも


の）については、出資者（参加リース会社）全


員が事業に関与している場合には、集団投資ス


キーム持分の定義から除外される可能性もあ


ると考えられる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 協調リースについて、実態を踏まえつつ、集団


投資スキーム持分の適用除外要件への該当性


を検討し、これを明確化する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ ― 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 協調リースは、広く一般事業法人を対象に出資


を募るものではなく、まして個人は対象外であ


り、資金の出し手は全てリース会社である実態


を踏まえた規制の適用をしていく事が、企業の


大口案件を中心とした設備投資に対する資金


調達手段の拡大に繋がる。 


具体例、経済効果等 ・ 設備投資に対する企業の資金調達手段の多様


化に繋がる。 


改革案 ・ 協調リースについて、実態を踏まえ集団投資ス


キーム持分の適用除外要件への該当性を検討


し、それを明確にする。 


【平成 23 年度調査・検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）９】 


事項名 


 


異種リスクの含まれないイスラム金融に該当する


受与信取引等の銀行本体への解禁 


規制・制度の概要 


 


・ イスラム金融を、一律に子会社・兄弟会社にお


いてのみ取扱可能とした場合、本邦金融機関と


しては、当該業務に従事するために、同一地域


に支店がある場合も現地法人の設立が必要と


なりかねず、経営資源の有効活用の観点から問


題があるほか、子会社・兄弟会社形態の場合、


子会社等単体での自己資本比率規制の制約を


受けるため、大規模な案件への参画が困難とな


る懸念も存在。 


・ イスラム金融は、ユニバーサルバンク制を採用


している欧州系銀行に限らず、米国でも銀行業


務と同等の機能を有する業務という整理が行


われており、銀行本体での取扱いが認められて


いるところ。本邦の銀行についてその取扱いが


認められない場合、上記の弊害から欧米の金融


機関との競争において不利であり、国際競争力


の点でも大きな障害となる。 


・ 現在、アジアや中東の金融市場は、本邦金融機


関にとっても重要なマーケットとなっている


が、当該地域において、イスラム金融が重要な


資金調達・運用手段としてその活用が顕著に拡


大している現状に鑑みれば、本邦金融機関のみ


が銀行本体でイスラム金融の取扱いができな


いことは、当該マーケットへの本邦金融機関の


プレゼンスの上昇を阻害する要因となってし


まうことが危惧される。 


＜根拠法令＞ 


・ 銀行法第 10 条、第 12 条 
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改革の方向性（当初案） ・ イスラム金融全般ではなく、①銀行業務と実質


的に同視しうる取引（銀行業務に準じ、銀行業


務との機能的な親近性やリスクの同質性が認


められる取引）であり、かつ②銀行業務の規模


に比して過大なものでなく、③銀行業務を遂行


する中で正当に生じた余剰能力の活用に資す


ると認められる取引に対象を限定して許容す


れば、他業禁止規制の趣旨である①本業に専念


することによる効率性の発揮、②利益相反取引


の防止、③他業リスクの回避等から、逸脱する


ことは無いものと考えられる。 


・ イスラム金融取引に該当する受与信取引等（金


銭の貸付けと同視しうるイスラム債に関する


売買・引き受け等を含む）のうち、①銀行法に


基づき銀行本体に認められる業務（以下、「銀


行業務」）と実質的に同視しうる取引（銀行業


務に準じ、銀行業務との機能的な親近性やリス


クの同質性が認められる取引であり、かつ②銀


行業務の規模に比して過大なものでなく、③銀


行業務を遂行する中で正当に生じた余剰能力


の活用に資すると認められる取引）に関する、


銀行本体における取扱いの許容。 


担


当


府


省


の


回


答 
上記改革の方向性への 


考え方 


・ イスラム金融については、「銀行・保険会社グ


ループの業務範囲規制のあり方等について」


（金融審議会第二部会報告（平成１９年））に


おいて、「銀行・保険会社の子会社及び兄弟会


社とすることが適当」とされ、既に銀行の子会


社においてはイスラム金融による与信を行う


ことが可能となっている。 


・  このため、ご指摘のような「国際競争力の点


で大きな障害」、「本邦金融機関のプレゼンスの


上昇を阻害する要因」とまではいえず、むしろ


「他業禁止」を形骸化させ、銀行の業務の適切


性の確保や財務の健全性の確保ができず、ひい


ては預金者保護が図れなくなるおそれが強い。


・ 「実質的に同視しうる取引」について、イスラ
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ム金融の７割を占めるといわれるムラバハに


おいては銀行が実際に商品の売買を行ってお


り、機能的な親近性やリスクの同質性は低く、


子会社には認められても銀行本体で認めるこ


とは措置困難。 


・ 銀行本体における有価証券の引受は、財務の健


全性の確保等のため、禁止されているところ、


イスラム債（スクーク）の引受についてもこれ


を認めることは措置困難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ ― 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 商品の売買を銀行に認めることは他業禁止の


目的である、①本業への専念や②他業を営むこ


とによる本業への影響遮断、の観点に照らす


と、銀行の業務の適切性の確保や財務の健全性


の確保ができず、預金を取り扱う銀行本体にお


いて預金者保護が図れない。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ イスラム金融はムラババだけでなく、イジャラ


のようなファイナンスリース業務に極めて近


い取引形態もあり、ムラババ以外の取引につい


ても検討が必要。 


・ 現在、中東・アジアは世界の中でも発展著しい


市場であり、この市場において、本邦金融機関


の国際化や日本企業の海外進出の阻害要因が


あれば、改善していくべき。 


・ 他業禁止の観点が重要であるが、世界的な金融


規制強化の流れがある中で金融市場で主流の


欧州系・米国系金融機関にて取扱いが認められ


ているのであれば、積極的に取組むべき。 


具体例、経済効果等 ・ 中東、アジアの金融市場において欧州系・米国


系金融機関と対等な立場で競争する事ができ、


本邦金融機関の国際化や日本企業の海外進出


の円滑化に繋がる。 
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改革案 ・ イスラム金融取引に該当する受与信取引等の


うち、銀行法に基づき銀行本体に認められる業


務（以下、「銀行業務」）と実質的に同視しうる


取引（銀行業務に準じ、銀行業務との機能的な


親近性やリスクの同質性が認められる取引）の


銀行本体における取扱いの許容を検討し、結論


を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）10】 


事項名 


 


銀行の子会社の業務範囲の拡大（リース子会社等


の収入制限の緩和） 


規制・制度の概要 


 


・ 銀行のリース子会社がリース業務を営む他の


会社を子会社としている場合（リース会社集


団）、リース会社集団のリース業務及びリース


業務に係る機械類等の売買、保守・点検等管理


業務が収入の 50％を下回ってはならない。ま


た、リース会社集団に属するそれぞれの会社に


おいて、リース業務の収入を上記売買、管理等


の業務の収入が上回らないこととされている。


＜根拠法令＞ 


・ 銀行法第１２条 


・ 銀行法施行規則第１７条の３第２項第１１号 


・ 銀行法施行規則第１７条の３第２項第３号及


び第３８号の規定に基づく銀行等の子会社が


営むことのできる業務から除かれる業務等を


定める件 


改革の方向性（当初案） ・ リース子会社のリース業務を行わない子会社


についても、実質的にリース業務を営む会社の


一部門と同視できる場合は、リース物品等と同


種の物品等の売買、保守点検を認め収入を合算


することを認めるとともに、リース物品等同種


の物品等の売買、保守点検による収入のリース


業務による収入との比較制限の規定を撤廃す


べきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ リース終了後の物品の売買をどのように位置


付けるかによって必要な規制は異なるため、銀


行本体等におけるファイナンスリースの活用


の解禁の検討を行うのにあわせて一体として


検討を行う。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ リース終了後の物品の売買をどのように位置


付けるかによって必要な規制は異なるため、銀


行本体等におけるファイナンスリースの活用
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の解禁の検討を行うのにあわせて一体として


検討を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 「同種の物品等の売買や保守・点検」における


「物品」は、リース業に用いない無関係な物品


であるため、「同種の物品等の売買、保守点検


による収入のリース業務による収入との比較


制限の規定」を撤廃し、リースを行わない会社


がこれを行うことは、他業禁止に反するため措


置困難。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 銀行の「他業禁止」に係る規制については、本


業以外の業務を営むことによる異種のリスク


の混入を阻止すること、銀行業務に専念するこ


とにより効率性を発揮すること、利益相反取引


を防止することなどにその趣旨があるとされ


ている。本件は銀行子会社たるリース会社集団


が現行規制の下で行っていた業務を、効率化、


専門性の進展等の観点から、その会社集団の中


で再編することを可能にすべきであると述べ


ているのであって、上記趣旨に反するとは考え


られない。 


・ 銀行の他業禁止の趣旨を十分勘案し、リース会


社集団内での機能分担・効率化を図るため、実


質的にリース業務を営む会社の一部門と同視


できる場合は、単体ではなくリース集団内のみ


で収入制限を行うことを検討すべき。 


具体例、経済効果等 ・ リース会社集団の業務効率化が進み、また子会


社の専門性が進むことにより利用者の利便性


が向上する。 


改革案 ・ リース子会社における収入制限規制は、リース


子会社の子会社を含むリース会社集団全体で


判断すれば足り、リース子会社から発生する中


古物品の売買・保守点検を専門に行う子会社に


ついては、当該リース子会社の一部門と同視で


きる場合は、単体での収入制限規制の適用を除


外することも含め、リース会社集団内におい


て、効率的に事業が行えるよう規制の見直しを
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検討する。 


    【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）11】 


事項名 


 


企業グループの組織再編に資する規制の見直し 


（１）保険契約の包括移転の移転単位の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 保険会社が保険契約を他の保険会社に移転す


る場合は、責任準備金の算出基礎が同一である


すべての保険契約を包括して行わなければな


らないものとされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 保険業法第 135 条第 2項 


改革の方向性（当初案） ・ 契約者保護、移転保険会社の財務健全性等へ配


慮しつつ、少なくともグループ内であれば一部


移転を認めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 責任準備金の算出基礎が同一である保険契約


の一部の移転・承継を行うことについては、保


険契約者等保護の観点から、十分に議論を深め


つつ、検討を行うべき問題である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 保険契約の包括移転は、保険契約者の集団を維


持しつつ、同等の条件で一括して移転すること


が当該保険契約者全体の利益にかなうことか


ら、責任準備金の基礎が同一である契約を一括


して移転しなければならないこととしている。


仮に、保険契約の一部の移転を認めた場合、保


険集団を維持することによる利益が損なわれ、


保険契約者間の公平が確保されないおそれが


あること等から、十分慎重に検討していくべき


ものと考える。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 責任準備金の公平な分割に留意しつつ、異議申


立手続における運用の見直し（情報開示の在り


方等）、当局の関与の在り方（例えば予備審査


制度の導入等）の手当を行った上で、責任準備
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金の算出基礎が同一である保険契約の一部で


の移転を可能とする、もしくは連結ソルベンシ


ー制度の導入等グループ監督制度が整備され


たことを受けてグループ内に限定して移転単


位の自由度を高める方法も考えられる。 


 


具体例、経済効果等 ・ 機能別、分野別の再編が可能となり、経営の効


率化が進み、競争力を確保することが可能とな


る。 


改革案 ・ 保険会社の組織再編が進んでいることも踏ま


え、責任準備金の算出基礎が同一である保険契


約の一部の移転・承継を行うことについて、保


険契約者の保護の観点も踏まえつつ、検討を行


い結論を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）12】 


事項名 


 


企業グループの組織再編に資する規制の見直し 


（２）保険募集人等の委託の在り方の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 保険業法上、損害保険代理店とは「損害保険会


社の委託を受けて、その損害保険会社のために


保険契約の締結の代理又は媒介を行う者で、そ


の損害保険会社の役員又は使用人でないもの


をいう」とされており、復代理が認められてい


ない。 


＜根拠法令＞ 


・ 保険業法第 2条第２１項 


改革の方向性（当初案） ・ 再委託を認めることにより、例えば、保険会社


の機能を分離し、販売会社を設立して営業推進


や代理店管理を行う等、組織再編の選択肢を増


やすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 再委託を認めた場合、保険会社が代理店におけ


る業務の適切な実施を確保できなくなるおそ


れがある等の理由から対応困難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


再委託を認めた場合、 


・保険会社が代理店における業務の適切な実施


を確保できなくなるおそれがある、 


・保険会社が自ら委託していない代理店の保険


募集に関する賠償責任を負うことになる、 


・多くの保険代理店を傘下に持つ総代理店は強


い販売力を有するようになり、保険会社のコン


トロールが十分に働かなくなるおそれがある、


等の問題点が生じる。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 例えば、銀行代理業は所属銀行の許諾を得て再


委託が可能である一方、原則許可制であり、業


務範囲、経理、顧客保護、委託元の指導、賠償
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責任等の規定を設けている。単に復代理を認め


るのみならず、保険販売、管理を行う新たなカ


テゴリーを設け、銀行代理業に準じて規定する


ことが必要である。また、総代理店の権利義務、


保険会社との関係につき必要な規定を別に置


くことで、代理店の業務の適切な実施、総代理


店のコントロール、賠償責任の明確化等の問題


をクリアすることは可能である。 


具体例、経済効果等 ・ 戦略的な組織再編のための選択肢の 1 つとな


りうる。 


・ グループ内で行われる場合は、契約者の保護に


も欠けることがない。 


改革案 ・ 保険会社の組織再編が進んでいることも踏ま


え、復代理等も含めた保険募集人等の委託の在


り方について、業務の適切な実施を確保する観


点も十分踏まえつつ、検討を行う。 


【平成 23 年度検討】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）13】 


事項名 


 


企業グループの組織再編に資する規制の見直し 


（３）グループ会社内での事業再編手続の簡素化


規制・制度の概要 


 


・ 保険会社間で合併、会社分割、事業譲渡等の組


織再編を行う場合は内閣総理大臣の認可を受


ける必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 保険業法第 167 条第 1項 


・ 保険業法第 173 条の 6第１項 


・ 保険業法第 142 条 


改革の方向性（当初案） ・ 同一保険会社グループ内において組織再編を


行う場合には認可制から届出制に緩和すべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 保険会社の事業再編は、保険契約者の利害に重


大な影響を及ぼしうるものであることから、行


政庁による事前の確認が必要であり、届出制と


することは困難。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 保険会社の事業再編は、保険契約者の利害に重


大な影響を及ぼしうるものであることから、行


政庁が事前に当該事業再編が保険契約者の保


護に欠けることとならないかや事業再編後の


業務が適切に行われるかどうか確認すること


が必要であり、届出制とした場合には、そうし


た確認が困難となる。このことは事業再編がグ


ループ内かどうかで異なるものではない。ま


た、事業再編は、異議を述べた保険契約者にも


その効力が及ぶこととなるなど保険契約者等


の権利を制約する面があることから、認可にか


からしめることにより、事業再編の公正性を確


保する必要がある。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 同一保険会社グループ内において組織再編を


行う場合にはそれ以外の会社との組織再編と


は異なり、グループ内で機動的、効率的になさ


れるべきである。 


・ 行政庁は、保険会社グループとして、経営統合


等される際にも事前確認を行っているもので


あり、グループ内の組織再編において再度事前


確認を行う必要性は乏しい。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 同一保険会社グループ内において組織再編を


行う場合には認可制から届出制に緩和するこ


とを検討する。 


【平成 23 年度検討・結論】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）14】 


事項名 


 


貿易保険の民間開放推進（再保険の開放） 


規制・制度の概要 


 


・ 政府による再保険引受は NEXI 以外には認めら


れていない。また、NEXI による再保険の引受


は国際機関、外国政府、外国法人しか認められ


ていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 貿易保険法第 13 条第 2項及び第 57 条第 1項 


改革の方向性（当初案） ・ 民間が参入している短期保険分野において、政


府もしくはＮＥＸＩが再保険の引受が可能と


なるよう措置する。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 平成 22 年 10 月の事業仕分け結果（「特別会計


の廃止（国以外の主体に移管）」、「国家の保証


等国の関与を確保」、「移行のための適正な経過


期間」及び「組織としては独立行政法人日本貿


易保険に一体化」）を踏まえ、国による再保険


は廃止する方向で、貿易保険の利用者に不便が


生じないようにしつつ、貿易保険制度の見直し


を進めることとしている。 


・ ただし、民間保険会社各社が営利事業として引


き受けた自国企業の貿易投資や海外プロジェ


クトのリスクを国が肩代わりする仕組みは世


界でも類例がなく、民間再保険業を圧迫する懸


念がある上、民間保険会社の「逆選択」により


国に不良案件が集中して、我が国政府が多大な


リスクを抱え込むおそれがある。また、民間保


険会社各社から再保険を引き受ける場合、少な


くとも、民間各社の審査に加え、国（ＮＥＸＩ）


においても厳格な審査体制を二重に構築する


必要があるところ、かかる仕組みがコスト・人


員面からも効率的かつ真に利用者メリットに


つながるとは考えにくい。 







 


32 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 国が民間保険会社から直接再保険を引き受け


ることとなれば、民間再保険市場の健全な育成


を妨げるおそれがある。また、民間保険会社の


「逆選択」により国に不良案件が集中して、我


が国政府が多大なリスクを抱え込むおそれが


ある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 貿易保険事業への民間保険会社の開放が進ま


ない理由の 1つには、民間保険会社の出再先が


海外しかないため、コストがかさむという指摘


がある。貿易保険事業については、法令での参


入規制は存在しないものの、組合包括保険制


度、国・ＮＥＸＩの再保険の仕組み等が、さら


なる民間開放の妨げとなっている可能性があ


る。 


それらを見直すことにより、民間開放を促進さ


せ、また、ＮＥＸＩとの役割分担を明確にした


上で、官民一体となって外国貿易その他対外取


引を行う企業のバックアップにあたるべきで


ある。 


・ 再保険を開放した場合でも、引受を義務化する


のでなければ、「逆選択」による不良案件の集


中のおそれはない。 


・ 現状、民間保険は海外に出再しており、国内に


おいて民間再保険業の圧迫の恐れはないもの


と考えられる。今後民間再保険業を行いうる国


内の民間保険育成のためにも、政府ないしＮＥ


ＸＩによる再保険引受を行うことにより、民間


保険のノウハウ蓄積の機会を与えるべき。 


具体例、経済効果等 ・ 政府、ＮＥＸＩが再保険引受を行うことによ


り、短期保険分野での民間保険の参入等がさら


に促進される。 
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改革案 ・ 平成 22 年 10 月の事業仕分け結果（「特別会計


の廃止（国以外の主体に移管）」、「国家の保証


等国の関与を確保」、「移行のための適正な経過


期間」及び「組織としては独立行政法人日本貿


易保険に一体化」）を踏まえつつ、貿易保険の


民間保険の参入促進の観点にたって、国ないし


独立行政法人日本貿易保険の、民間保険会社か


らの再保険の引受を認めることも含め、貿易保


険制度の在り方を見直す。 


【平成 23 年度検討開始】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）15】 


事項名 


 


川下持株会社が子会社とできる範囲の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 保険会社は持株会社を子会社とすることがで


きるが、当該持株会社の子会社の範囲は明確で


ない。 


＜根拠法令＞ 


・ 保険業法第 106 条第 1項第 14 号 


・ 保険業法施行規則第 56 条第 9項 


改革の方向性（当初案） ・ 保険会社が保険業法第106条第1項１～４，８，


９号に規定する会社を子会社とする持株会社


を子会社とできることを明示すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 検討する（対応可能性あり） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 川下持株会社が子会社とすることができる会


社の範囲については、当該規制の趣旨を踏ま


え、改めて整理を行う。その結果を踏まえ、必


要な場合には、保険業法施行規則の改正を行う


等により、範囲を明確化する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 新成長戦略のⅦ金融戦略２（２）我が国金融機


関のアジア域内での活動拡大 において、「保


険会社が海外不動産投資や外国保険会社の買


収等を行う場合に障壁となる規制の見直しの


検討」との記載があるところ、保険会社が海外


の保険会社を傘下に持つ持株会社を買収する


ことが可能となることを明示することにより、


さらに、保険会社の積極的な海外進出を促すべ
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き。 


具体例、経済効果等 ・ 海外保険会社グループにつき、その持株会社を


子会社とすることが可能となる。 


改革案 ・ 保険会社が保険業法第106条第1項１～４，８，


９号に規定する会社を子会社とする持株会社


を子会社とできることを明確化する。 


【平成 23 年度措置】
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（金融）16】 


事項名 


 


投資法人における「減資」制度の導入 


規制・制度の概要 


 


・ 投資法人が保有する不動産等について、減損損


失の発生・売却に伴う損失の発生がした場合、


出資総額の減少は払戻し（投信法第 125 条第３


項）又は利益超過分配（投信法第 137 条第３項）


の場合に限られ（投資法人計算規則第 20 条第


２項）、株式会社のように減資により欠損を填


補することができない。 


＜根拠法令＞ 


・ 投資信託及び投資法人に関する法律 


改革の方向性（当初案） ・ 投資法人において欠損填補のための出資総額


の減少（減資）制度を導入する。 


担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 投資信託・投資法人法制は、平成 22 年６月に


閣議決定された成長戦略において、平成 25 年


度までに見直しの検討及び制度整備の実施を


行うこととされており、このスケジュールに従


い、見直し作業を進めていくこととしている。


・ 投資法人による欠損填補のための出資総額の


減少（減資）の制度の導入については、J-REIT


市場等の活性化に資するとの指摘がある一方、


投資家保護、投資法人の導管体としての性質、


ファイナンス手法の中での位置づけ、求められ


るガバナンス等様々な観点に加え、税務会計上


の取扱いと併せた総合的な検討が必要である


ことから、投資法人法制全体の見直しの中で検


討を進めてゆくこととしたい。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 投資法人の出資にかかる制度を含め、投資信


託・投資法人法制について総合的な検討を行


う。 







 


37 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 投資家保護、投資法人の導管体としての性質、


ファイナンス手法の中での位置づけ、求められ


るガバナンス等様々な観点に加え、税務会計上


の取扱いと併せて総合的な検討を行う必要が


ある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 投資法人による、欠損補填のための出資総額の


減少（減資）制度を導入することで、資金調達、


J-REIT 市場の活性化等に資するとの指摘があ


る。 


・ 欠損填補のための出資総額の減少は、それによ


って投資法人の財産が増減するものではない。


・ 一方、投資家保護、投資法人の導管体としての


性質、ファイナンス手法の中での位置づけ、求


められるガバナンス、税務会計上の取扱い等と


も関連。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 欠損補填のための出資総額の減少（減資）制度


導入の可否につき、平成 25 年度までに行う投


資信託・投資法人法制の見直しの検討及び制度


整備の実施において、投資家保護、投資法人の


導管体としての性質、ファイナンス手法の中で


の位置づけ、求められるガバナンス等様々な観


点に加え、税務会計上の取扱いと併せて総合的


な検討を行う。 


【平成 25 年度結論】


 


 


 


 


 


 


 


 








 


1 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）１】 


事項名 


 


道路占用手続における引込み線の取り扱いの明確


化 


規制・制度の概要 


 


・ 通信事業者が道路に光ファイバー等の通信ケ


ーブルを敷設する際には、道路管理者に対し


て、道路占用許可申請書を提出し許可を得なけ


ればならないが、道路管理者によって、引込み


線に係る道路占用許可の要否基準が異なって


いる点が指摘されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法 


改革の方向性（当初案） ・ 道路管理者によって、引込み線に係る道路占用


許可の要否基準が異なっている（①占用料も占


用申請も不要、②占用料は不要だが占用申請は


必要、③占用料も占用申請も必要）ため、この


引込み線の取り扱いについての考え方を明ら


かにし、統一ルールで運用すべきである。（①


で統一すべきである） 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・架空の光ファイバー等の本線について占用許可


を受けている場合、当該本線からの架空の各戸


引込手続きについては本線の占用許可に含めて


取扱うこととしており、個別の占用許可申請は


不要である。 


・同趣旨は、平成１８年に周知しているところで


ある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・－ 


参考資料７ 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 引込線に関しては、個別の占用許可申請は不要


であり、本件は平成１８年度に周知済みである


との回答だが、実態は、各道路管理者によって、


運用が異なっている。（国道だけではなく、都


道、県道、市町村道で、占用申請・占用料の要


否について統一化されていない） 


・ 国土交通省としても、実態の調査・把握に努め


るべき。 


・ なお、占用料の扱いについての明確な回答はな


いが、申請不要である点を鑑みると、占用料も


不要であるものと判断する。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○引込線の取り扱いに関しては、道路占用許可申


請に際して、申請書への記載及び占用料は不要


とすべく、国土交通省から各道路管理者（国道


だけではなく）に対して、周知・徹底する。 


＜平成 23 年度早期措置＞  


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 







 


3 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）２】 


事項名 


 


河川占用申請書・港湾占用申請書の申請様式の統


一化、電子化 


規制・制度の概要 


 


・ 通信事業者が河川区域内や港湾区域内の土地


に光ファイバー等の通信ケーブルを敷設した


り、通信鉄塔を設置したりする際には、河川管


理者・港湾管理者に対して、占用申請書を提出


し許可を得なければならない。この河川管理


者・港湾管理者に提出する占用申請書の申請様


式は、河川管理者・港湾管理者ごとに異なって


おり、また、標準処理期間もバラバラであると


の指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 河川法、港湾法 


改革の方向性（当初案） ・ 占用許可申請手続きの簡素化・迅速化を図るた


め、河川法及び港湾法施行規則に定める様式に


統一すること、及び申請書の受理から許可（処


分）を行うまで原則２～３週間の標準処理期間


を設けて、速やかな処理を努めることについ


て、周知徹底を図るべきである。 


・ また、道路占用申請を含め、共通ポータルから


電子申請が可能となるよう必要な措置を講じ


るべきである。  


・ （※平成２２年６月１５日の「国民の声集中受


付月間（第１回）」において、道路占用許可申


請における同種の要望に対して、国土交通省か


ら「平成２２年度に実施」との回答を受けてい


る。） 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 河川法第２４条の規定に基づく地方公共団体


等の行政処分は法定受託事務であることから、


占用許可申請書の様式は河川法施行規則第１


２条において定めている。 


・ 港湾法においては、第３７条第１項の規定に基


づき、港湾区域（水域）又は港湾隣接地域（陸
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域）において占用等をしようとする者は、港湾


管理者（地方公共団体等）の許可を受けなけれ


ばならない旨を規定しているに過ぎず、港湾法


施行規則において占用許可申請の様式は定め


ていない。 


・ 港湾区域（水域）又は港湾隣接地域（陸域）に


おける占用等に係る事務、港湾施設の占用等に


係る事務は、各港湾管理者が各地方の実情に応


じ、自らの判断と責任において処理できる「自


治事務」として整理されており、各港湾管理者


が条例等を定めて処理しているところ。 


・ このため、各港湾管理者が具体の事務処理を遂


行する上で必要となる、占用許可申請書の様


式、標準処理期間その他の事項について、国が


統一的な基準を定めることはできないが、港湾


管理者に対し検討を促す文書を発出すること


とする。 


・ なお、河川法第２４条に基づく行政処分につい


ては、行政手続法第６条に規定する申請がその


事務所等に到着して通常要する処理期間を３


ヶ月としているものであり、この期間は処分を


行う必要最低限の手続きに要する期間の目安


を定めているものであることから、その見直し


は困難である。 


・ また、河川占用許可にかかる電子申請について


は、申請者による利用がほとんど無い状況にあ


ったことから、利用頻度の低いものは電子申請


システムの運用を廃止するとの国土交通省と


しての方針に基づきその運用を廃止したもの


である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 港湾区域内の占用等の許可にあたっての様式、


標準処理期間等は、港湾管理者が行う自治事務


であり、各港湾管理者が各港湾の実情に応じて


定めるべきものであるが、平成２２年度中に港


湾管理者が行っている事務についての実態調


査を行い、その結果を踏まえ港湾管理者に対し
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検討を促す文書を発出することとする。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 河川に係る占用許可申請書は、河川法施行規則


第 12 条において定められていることは承知し


ているが、実態は、施行規則のとおりとなって


おらず、河川管理者によって独自の申請フォー


マットがある点は問題。 


・ 廃止した電子申請時のフォーマットを、そのま


ま紙ベースの申請用に使えるようにすれば良


いのではないか。 


・ 国土交通省としても、申請フォーマットがバラ


バラである点について、実態の調査・把握に努


めるべき。 


・ 標準処理期間が３か月かかるという点に関し


ても、道路の占用許可申請手続きが２～３週間


であるという点に鑑みると、手続きの一層の迅


速化が必要である。 


・ 港湾に関わる申請手続きに関しては、国土交通


省が２２年度中に実施する実態把握を踏まえ、


標準処理期間も含めて、参考となる指針を早期


に作成すべき。 


・ なお、実態把握を行った結果、申請フォーマッ


トが、事業者に過剰な負担を強いる申請となる


形で統一化されるのではなく、簡素化に努める


べき。 


・ また、国土交通省所管（道路・河川・港湾）に


関しては、ワンストップサービスで許可申請が


可能となるよう申請書類の標準化及び提出窓


口の統一化、または使い勝手の良い電子申請に


よる申請業務の簡素化を実現すべき。 


・ なお、各地方自治体の管理者側からは、本件は
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あくまで自治事務の範疇であるべしとの考え


もあるが、今回の要請は、地方分権の推進を覆


すようなものではなく、申請者側の業務上の負


担軽減をお願いすべく、単に、申請様式の統一


と、標準処理期間の設定を要望するだけのもの


である 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○河川占用申請に関しては、申請フォーマットの


簡素化方向での統一につき、国土交通省から各


河川管理者に対して、周知・徹底するとともに、


標準処理期間を２～３週間程度に短縮を図る。


＜平成 23 年度 早期措置＞ 


 


○港湾占用申請に関しては、申請フォーマットの


簡素化向での統一、及び２～３週間程度の標準


処理期間の設定につき、検討を開始し、結論を


得次第、直ちに周知・徹底する。 


 ＜平成 23 年度 検討・結論・措置＞ 


 


○国土交通省所管（道路・河川・港湾）の各種申


請に関しては、ワンストップサービスで許可申


請が可能となるよう申請書類の標準化及び提出


窓口の統一化の実現か、使い勝手の良い電子申


請による申請業務の簡素化を実現すべく、検討


し結論を得る。 


 ＜平成 23 年度検討・結論 平成 24 年度措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）３】 


事項名 


 


国立公園等における各種行為許可申請書の申請様


式の統一化、電子化 


規制・制度の概要 


 


・ 通信事業者が国立公園や国定公園の区域に光


ファイバー等の通信ケーブルを敷設したり、通


信鉄塔を設置したりする際には、環境相や都道


府県知事に対して、工作物許可申請書等を提出


し許可を得なければならない。この国立公園等


における各種行為許可申請書の申請様式は、受


付窓口ごとに異なっており、また、標準処理期


間もバラバラであるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 自然公園法 


改革の方向性（当初案） ・ 各種行為許可申請手続きの簡素化・迅速化を図


るため、様式を統一すること、及び申請書の受


理から許可（処分）を行うまで原則２～３週間


の標準処理期間を設けて、速やかな処理を努め


ることについて、周知徹底を図るべきである


（都道府県を含む）。 


・ また、共通ポータルから電子申請が可能となる


よう必要な措置を講じるべきである。 


・ 加えて、景観対策などについては、事業者が申


請前に対策方法等について検討できるように、


予めガイドラインなどで具体的な対応方法を


明らかにすべきである。 


・ （※平成２２年６月１５日の「国民の声集中受


付月間（第１回）」において、道路占用許可申


請における同種の要望に対して、国土交通省か


ら「平成２２年度に実施」との回答を受けてい


る。） 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 環境大臣又は都道府県知事に対する各種行為


許可申請手続きの様式は統一されている。ま


た、景観対策についても許可の基準が定められ


ていることから事業者が申請前に対策を検討
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することは可能となっている。したがって、既


に措置済みである。 


・ ただし、電子申請については、希望者が少なく、


また、添付図面（地形図等）のデータ量が多く


なるなど、現有のシステムでは費用対効果が悪


く、運用が難しい。 


・ 標準処理期間については、規模の大小によっ


て、それぞれ規定を設けており、規模の小さな


ものについては短期間に処理できるようにし


ている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記のとおり、申請手続きの様式の統一及び許


可基準の明定については、既に措置済みであ


る。 


・ また、電子申請については上記のとおりニーズ


が低く、実現が困難である。 


・ 標準処理期間については、地方事務所や都道府


県の担当者会議等において申請の早期処理に


ついて周知徹底を図ってまいりたい。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国立公園等に係る各種行為許可申請書は、自然


公園法施行規則において定められていること


は承知しているが、実態は、施行規則のとおり


となっておらず、各管理者によって独自の申請


フォーマットがある点は問題。 


・ 環境省としても、申請フォーマットがバラバラ


である点について、実態の調査・把握に努める


べき。 


・ なお、実態把握を行った結果、申請フォーマッ


トが、事業者に過剰な負担を強いる申請となる


形で統一化されるのではなく、簡素化に努める


べき。 


・ 標準処理期間は、環境省回答とおり、手続きの


一層の迅速化に向けて周知徹底を図るべき。 


・ また、景観対策に関わる許可基準に関しては、
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各管理者から裁量による過剰指導が行われて


いるとの話もあり、実態の調査・把握の上、許


可基準の周知・徹底を図るべき。 


なお、各地方自治体の管理者側からは、本件は


あくまで自治事務の範疇であるべしとの考え


もあるが、今回の要請は、地方分権の推進を覆


すようなものではなく、申請者側の業務上の負


担軽減をお願いすべく、単に、申請様式の統一


と、標準処理期間の設定を要望するだけのもの


である 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○国立公園等に係る各種行為許可申請に関して


は、申請フォーマットの簡素化での方向での統


一につき、環境省から各管理者に対して、周知・


徹底するとともに、標準処理期間の一層の短縮


を図る。また、景観対策に関する許可基準に関


しても、当該基準を順守するよう、周知・徹底


を図る。 


＜平成 23 年度 早期措置＞ 


 


○国立公園等に係る各種行為許可申請に関して


は、都道府県を含めてワンストップサービスで


許可申請が可能となるよう申請書類の標準化及


び提出窓口の統一化の実現か、使い勝手の良い


電子申請による申請業務の簡素化を実現すべ


く、検討し結論を得る。 


 ＜平成 23 年度検討・結論、平成 24 年度措置＞
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）４】 


事項名 


 


河川占用標識板の掲示義務の一部緩和等 


規制・制度の概要 


 


・ 通信事業者が橋の下等に管路を設け、その管路


に光ファイバー等の通信ケーブルを敷設する


場合等は、河川占用許可を受けなければならな


い。この河川占用にあたっては、事業者名、占


用許可期間、連絡先などを記した標識板を、当


該占用箇所の近くに掲示する義務がある。この


標識板に占用許可期間を記すと、占用期間終了


の都度、当該標識板を取り替える（書き換える）


必要が生じる点が指摘されている。 


＜根拠法令＞ 


・ 河川法 


改革の方向性（当初案） ・ 事業者の業務負担軽減の観点から、河川占用標


識板には、占用期間を明記しなくても良いよう


にすべきである。 


・ もしくは重要インフラのセキュリティ確保の


観点から、標識板を掲示するのではなく、例え


ば、管路に事業者名及び連絡先のみを記した銘


盤を取り付けることで代替可能となるように


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 占用許可条件として付している占用許可標識


の明示すべき事項から、占用期間を削除する。


・ 併せて、表示方法についても、占用施設の形態


に応じて表示方法の相談に応じることとする。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 措置内容を地方整備局等に周知する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国土交通省の回答の早期実現を求める。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○占用許可条件として付している占用許可標識の


明示すべき事項から、占用期間を削除すべく、


各地方整備局に周知・徹底を図る。また占用施


設の形態に応じて表示方法を変更できるよう、


各地方整備局に周知・徹底を図る。 


 ＜平成 23 年度早期措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）５】 


事項名 


 


道路拡張工事等に伴うケーブル移設工事費用の負


担軽減措置 


規制・制度の概要 


 


・ 道路管理者（国側等）の事由により道路拡張工


事などが行われる場合、道路管理者が、ＮＴＴ


東西や電力会社などの電柱管理者（管路管理


者）に対して、電柱や管路、通信ケーブル等の


移設依頼を行うが、当該移設費用は補償されて


いる。 


・ 他方、通信ケーブルの移設費用の補償は、電柱


管理者（管路管理者）に限定されており、ケー


ブルテレビ会社などの電柱への共架事業者や


管路の利用者に対しては補償されていないと


の指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路法 


改革の方向性（当初案） ・ ケーブルテレビ会社等の電柱への共架事業者


や管路の利用者が、別ルートへ通信ケーブルを


移設するために必要な工事費等についても、Ｎ


ＴＴ東西や電力会社などの電柱管理者（管路管


理者）と同等の扱いとすべきである（補償すべ


きである）。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ － 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 道路法第 71 条第 2 項第 1 号に規定する監督処


分に伴う移設費用の道路管理者による負担に


ついては義務づけられていないが、占用者の損


失が「社会通念上受忍の限度を越える」と判断


される場合には、道路管理者において所要の費
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用を負担すると解されている。 


・ よって、電柱管理者（管路管理者）への補償に


ついては、一律に補償を行っているものではな


く、個別具体に補償すべきか否かを判断してお


り、共架事業者に対しても同様である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ケーブル移設に伴う費用については、共架事業


者及び管路利用者が全額負担しており、「社会


通念上受忍の限度を越える」と判断された場合


は殆どない。 


・ 事業の公平性・競争性を担保するため、電柱管


理者と共架事業者とのイコールフッティング


を図る必要がある。 


・ 国土交通省としても、当該実態の調査・把握に


努めるべき。 


・ 起因者が道路管理者側である、道路拡幅工事な


どに伴うケーブル移設費用は、道路管理者側が


負担すべき。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○起因者が道路管理者側である道路拡幅工事など


に伴うケーブル移設費用は、道路管理者側が負


担する方向で、検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度検討・結論、平成 24 年度措置＞
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）６】 


事項名 


 


共同溝利用時における本管区間以外の利用ルール


の整備 


規制・制度の概要 


 


・ 設置済みの共同溝に、事後に通信事業者が光フ


ァイバー等の通信ケーブルを敷設するような


際は、共同溝設置者に対して使用許可申請を行


わなければならない。 


・ この事後入溝ルールに関しては「電線共同溝の


整備等に関する特別措置法」によってルール化


されているが、当該ルールは、いわゆる本管区


間に関する利用ルールに限定されているとの


指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電線共同溝の整備等に関する特別措置法 


改革の方向性（当初案） ・ 当該ルール（「電線共同溝の整備等に関する特


別措置法」）は、いわゆる本管区間に関する利


用ルールに限定されており、本管区間以外（枝


管、引き込み管）の利用ルールについては明確


化されていないことから、本管区間以外の事後


入溝ルールも整備すべきである。  


・ （※本管区間以外の事後入溝ルールがない故


に、実態上、本管区間も使用できないとの指摘


がある。） 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電線共同溝本体である連系管路及び引込管に


ついては、電線共同溝の整備等に関する特別措


置法の規定に基づき、事後入溝の手続き等が行


われている。 


・ 連系管路及び引込管と連続する連系設備及び


引込設備については、当該電線共同溝が整備さ


れる道路の区域外に設置される電線管理者等


の固有の施設であるため、事後入溝する通信事


業者が、自ら当該施設を整備することとなる。
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国道沿い等に埋設されている共同溝から、各戸


（各ビル）までの引き込み部分の管路（地中埋


設）を、事後入溝事業者が新たに敷設すること


は物理的に困難。 


・ 上記のような、自ら設置できないケースにおい


ては、既に埋設済みの引き込み管の利用ルール


の設定が必要。 


・ なお、既に埋設済みの引き込み管が使用済みで


あり、空きがない場合において、引き込み管の


使用を求めているわけではなく、空きがある場


合については、円滑に使用できるよう、利用ル


ールの見直しを求めるものである。引き込み管


が利用できないことで、共同溝そのものが使え


ないのであれば、共同溝の「共同」たる意味が


ないのではないか。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○引き込み管を自ら設置できない場合において


は、既存の引き込み管を利用する以外の手段が


なく、共同溝の本管区間の利用を促進するため


には必要不可欠であるとの観点から、当該事後


入溝ルールについて、検討し結論を得る。 


 ＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


【その他（ＩＴ）７】 


事項名 


 


公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラ


インの見直し（１） ～電柱強度の見直し～ 


規制・制度の概要 


 


・ 公益事業者（ＮＴＴ東西、電力会社）の電柱及


び管路を、通信事業者等が使用する際のルール


は、「公益事業者の電柱・管路の使用に関する


ガイドライン」によって整理されている。 


・ 通信事業者等が公益事業者の電柱を借用し、光


ファイバー等の通信ケーブルを敷設しようと


した際に、電柱強度不足を理由に断られるケー


スが多く発生しているとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 公益事業者の電柱・管路等の使用に関するガイ


ドライン 


改革の方向性（当初案） ・ 当該課題につき、効率的な設備形成、費用負担


の公平性、競争政策の観点などから、公益事業


者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの


見直すべきである。 


・ 電柱強度が最小規格で設置されている点がネ


ックとなっており、共架・添架を前提とした電


柱強度の考え方に転換すべきである。 


・ 具体的には、今後、更新・新設される電柱のう


ち、共架が見込まれる都市部の電柱に限定し


て、電柱強度に余裕を持たせるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 設備保有者は、通常、法令等で定める最小規格


を一定程度上回る強度で電柱を設置している


ものと承知しているほか、平成 21 年中の電柱


利用の総申請件数 718,264 件のうち、提供不可


となったものは、1,407 件（0.2%）となってい


る状況にある。 


・ また、提供不可の理由が強度不足の場合であっ


ても、事業者側からの依頼があれば、電柱の建


て替えにより、対応が行われていると承知して


いる。 


・ このような中、強度不足による拒否事案がどの
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程度存在するのか、ガイドラインの見直しを行


った場合における効果がどの程度見込まれる


のか、要望事業者から定量的な事実関係を詳細


に把握することが必要である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 上記要望事業者からの回答を踏まえ、ガイドラ


インの見直しの要否について検討を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記要望事業者からの回答を踏まえ、ガイドラ


インの見直しの要否について検討を行う。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 電柱強度を理由に通信ケーブルを迂回させら


れたりするなどの実態を的確に把握すべき。 


・ 総務省の回答のとおり、実態の調査・把握に努


め、必要に応じ、ガイドラインの見直しを行う


べき。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○電柱強度の考え方について、実態の調査・把握


に努め、その結果を踏まえ、必要に応じてガイ


ドラインの見直しについて検討する。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）８】 


事項名 


 


公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラ


インの見直し（２） ～共架申請ルールの統一化・


簡素化～ 


規制・制度の概要 


 


・ 公益事業者（ＮＴＴ東西、電力会社）の電柱及


び管路を、通信事業者等が使用する際のルール


は、「公益事業者の電柱・管路の使用に関する


ガイドライン」によって整理されている。 


・ 通信事業者等が公益事業者の電柱を借用し、光


ファイバー等の通信ケーブルを敷設しようと


した際に、申請方法・申請様式がＮＴＴ東西及


び電力会社（10 社）で大きく異なり、また公


益事業者の対応も異なっていることから、申請


者側に負担が生じているとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 公益事業者の電柱・管路等の使用に関するガイ


ドライン 


改革の方向性（当初案） ・ 当該課題につき、効率的な設備形成、費用負担


の公平性、競争政策の観点などから、公益事業


者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの


見直すべきである。  


・ 特にＮＴＴ東西の対応は、共架・添架申請を行


う前に、「添架内諾許可申請」を行わねばなら


ず、二重の手間隙となっており、これらを改善


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ガイドラインにおいては、設備保有者として、


電気通信事業者、電力事業者、鉄道事業者その


他の公益事業者が対象とされているが、各々の


事業内容は異なっており、例えば、設備の安全


基準、施工方法に違いがあることから、申請者


に求める情報は一定程度異なるものと考える。


・ その上で、どのような項目について統一化を行


う必要があるのか、ガイドラインの見直しを行


った場合に生じる効果がどの程度見込まれる
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のか、要望事業者、設備保有者から事実関係に


ついて詳細に把握する必要がある。 


・ なお、ガイドライン第 1条第 4項第 4号におい


ては、設備の提供に係る手続きの簡素化及び効


率化に努めることと規定しており、一部の設備


保有者においては既に申請方法を一部電子化


するなど、申請者側の負担軽減の取組を行って


いる。 


・ また、添架内諾許可申請書は、添架申請者と土


地管理者等との調整にあたって、添架申請者が


ＮＴＴ東西から添架の内諾を受けている証明


として土地管理者等へ提出するため必要なも


のであり、ＮＴＴ東西側が提出を求めているも


のではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 上記要望事業者からの回答を踏まえ、ガイドラ


インの見直しの要否について検討を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 上記要望事業者からの回答を踏まえ、ガイドラ


インの見直しの要否について検討を行う。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 電柱の共架申請にあたって、電力会社では、添


架内諾許可申請はなく、土地管理者との調整を


実現している。 


・ 平成２２年１２月に NTT 東西が電子申請を可


能とする等、一部の公益事業者は、申請方法を


一部電子化するなど、申請者側の負担軽減の取


組を行っていることもあり、当該取り込みが水


平展開されるべく、関係省庁と連携を図りなが


ら指導を行うべき。 


・ 公益事業者の種別ごとに申請方法・申請様式の


統一を図るべき。 


・ 総務省の回答のとおり、実態の調査・把握に努


め、その結果を踏まえ、必要に応じ、ガイドラ


インの見直しを行うべき。 
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具体例、経済効果等 ・ 


改革案 ○公益事業者の共架申請様式の統一化・簡素化及


び申請手続きの簡素化について、実態の調査・


把握に努め、その結果を踏まえ、必要に応じて


ガイドラインの見直しについて検討する。 


 ＜平成 23 年度 検討・結論＞  
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）９】 


事項名 


 


公益事業者の電柱・管路の使用に関するガイドラ


インの見直し（３） ～建中期日の明確化～ 


規制・制度の概要 


 


・ 公益事業者（ＮＴＴ東西、電力会社）の電柱及


び管路を、通信事業者等が使用する際のルール


は、「公益事業者の電柱・管路の使用に関する


ガイドライン」によって整理されている。 


・ 通信事業者等は公益事業者の電柱を借用し、光


ファイバー等の通信ケーブルを敷設している


が、公益事業者側の事由により電柱等を建て替


えるスケジュールが、共架事業者に直前まで通


知されず、また、その建設期日も度々見直され


ることがあるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 公益事業者の電柱・管路等の使用に関するガイ


ドライン 


改革の方向性（当初案） ・ 当該課題につき、効率的な設備形成、費用負担


の公平性、競争政策の観点などから、公益事業


者の電柱・管路の使用に関するガイドラインの


見直すべきである。  


・ 事故等に伴う支障移転や急な地権者との調整


の場合、建て替えスケジュールが直前まで判ら


ないのは理解できるが、前もって判るケース


（新設道路への電柱設置等）の場合は、できる


だけ事前に建設工程を明らかにすべきである。


・ また一部の電力会社とは個別協議にて、工程の


共有化に向け調整が進んでおり、当該対応をＮ


ＴＴや他の電力会社にも求めるべきである。 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ガイドライン第７条第 1項において、現に提供


している設備を撤去し、又は移転する必要が生


じた場合の事前予告については、設備の提供に


係る契約において明示するものと規定済みで


あり、これに基づき、設備保有者は、共架事業


者側に通知を行った上、共架事業者・地権者等
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と具体的な日程の調整を行っていると承知し


ている。 


・ 新規道路建設に当たっては、道路管理者から各


電力事業者・電気通信事業者へ通知が行われて


おり、本件は一義的には、道路管理者から通信


事業者への通知の在り方の問題であると考え


るが、道路管理者から個別に通知を受けた通信


事業者が、当該情報を他の全ての通信事業者に


一律に通知することは事実上困難であり、ガイ


ドライン上で規定することは困難であると考


える。 


・ なお、ＮＴＴ東西が新規電柱を設置する場合に


は、事業者側から要請があれば、従前より当事


者間で個別に調整が行われていると聞いてお


り、ご指摘の事例がどのようなものであるか、


要望事業者から事実関係について詳細に把握


する必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 本件は一義的には、道路管理者から通信事業者


への通知の在り方の問題であると考えるが、道


路管理者から個別に通知を受けた通信事業者


が、当該情報を他の全ての通信事業者に一律に


通知することは事実上困難であり、ガイドライ


ン上で規定することは困難であると考える。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ＮＴＴ東西から通信事業者に対して提示され


る事前情報は「月単位」であり、これでは工事


計画すら立案できないとの指摘がある。可能な


限り日単位での情報提供とすべき。 


・ またＮＴＴから共架事業者に対する移設依頼


書には、建中期日が明記されておらず、実際の


工事対応前に、２度３度と確認の問い合わせを


しており、共架事業者の大きな負担となってい


る。 


・ 全ての通信事業者への一律周知は事実上困難
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とあることは理解できるが、移設の場合につい


ては既に共架している事業者に対する情報提


供が困難とは考えられない。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○公益事業者側の事由により電柱等を建て替える


場合等の当該電柱の共架事業者に対する建中期


日の明確化について、実態の調査・把握に努め、


その結果を踏まえ、必要に応じてガイドライン


の見直しについて検討する。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）10】 


事項名 


 


光ファイバーケーブルの部分開放ルールの整備


（引き込み区間の開放） 


規制・制度の概要 


 


・ ＮＴＴ東西などが保有する光ファイバーケー


ブルは、ＮＴＴの局舎～顧客（ビル等）の区間


で、他の通信事業者に対しても開放（ダークフ


ァイバー方式、シェアドファイバー方式）され


ている。 


・ 電柱の地中化エリアなど、新規に光ファイバー


等の通信ケーブルを敷設することが困難な地


点においては、ＮＴＴ東西と一部の通信事業者


の間では、電柱上で接続箱などによる、いわゆ


る“柱上渡し”による部分開放が実現している


が、当該開放ルールは、あくまで民民の契約と


なっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信事業法 


改革の方向性（当初案） ・ 電柱の地中化エリアなど、新規に光ファイバー


等の通信ケーブルを敷設することが困難な地


点において、電柱～顧客（ビル等）の引き込み


区間の部分開放が可能となる用に、ガイドライ


ンを整備するなど、ルール化を図るべきであ


る。（民民契約ルールを公式な共通ルールとし


て、明確化すべきである。） 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電柱の地中化エリアも含め、ＮＴＴ東西に対し


ては第一種指定電気通信設備に係る規制とし


て、加入光ファイバのアンバンドル義務が課さ


れており、その料金及び提供条件についてはＮ


ＴＴ東西の接続約款に記載されているところ


である。 


・ また、電柱から顧客（ビル等）のＮＴＴ東西の


敷設する引込線と電柱上の接続箱等で接続す


る場合など新たな形態による接続要望につい


ては、接続事業者から具体的な要望があり技術
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的に可能な場合には、ＮＴＴ東西に過度の経済


的負担を与えることがないように留意しつつ


アンバンドルするという原則に基づき、判断す


ることになる。 


・ なお、電線の地中化エリアにおいては、ＮＴＴ


東西以外の電気通信事業者等が顧客（ビル等）


までの区間の光ファイバケーブルを敷設して


いる場合も想定されるが、そのような場合に


は、まずは当事者間において協議を行うべきも


のと考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ ＮＴＴ東西の加入光ファイバの利用に関する


新たな接続の形態については、接続事業者から


具体的な要望があり、技術的に可能な場合に


は、ＮＴＴ東西に過度の経済的負担を与えるこ


とがないように留意しつつアンバンドルする


という原則に基づき、判断することになる。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 一義的には、総務省回答の早期実現のため、要


望の具体化と事業者間の積極的な協議を促す


よう求める。 


・ その上で、総務省において、当該要望に関する


新たな接続形態について、アンバンドルの可否


を検討すべきである。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○ＮＴＴ東西が電柱から顧客（ビル等）の間に敷


設する引込線と他事業者の設備を電柱上の接続


箱等で接続する場合など、新たな接続形態によ


る接続要望について、具体的な要望内容、技術


的な可能性及びＮＴＴ東西に対する経済的負担


の程度を踏まえた上で、光ファイバーケーブル
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の部分開放（アンバンドリング）に関するルー


ルの明確化を図る。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）11】 


事項名 


 


有線電気通信法における設置手続の簡素化・電子


化 


規制・制度の概要 


 


・ 有線電気通信設備を設置しようとするものは、


設置工事の開始の２週間前までに届出をする


必要があるが、電気通信事業者や公益事業者以


外の民間ユーザーの”私的な有線通信”に対し


て、当該手続きが煩雑であるとの指摘がある。


・ （電気通信事業者の他、電気事業者や鉄道事業


者などの特定の公益事業者が通信ケーブルを


敷設し、自ら使用するものは届出不要となって


いる。） 


＜根拠法令＞ 


・ 有線電気通信法 


改革の方向性（当初案） ・ 行政手続きの簡素化の観点から、事前届出制を


事後届出とし、また、工事の都度（設備の変更


の都度）に提出するのではなく、年１回程度に


集約して提出可能とすべきである。また、電子


申請が可能となるよう対応すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 技術基準に適合しない有線電気通信設備が無


秩序に設置された場合、近接する他の有線電気


通信設備に妨害を与えて他人の通信を妨害し


たり、電線との接触などにより強電流が流れ配


線工事を行っている人が感電したり、道路上に


高架した有線電気通信設備への車両等の接触


により電柱などの支持物が倒壊する危険性が


あるなど、人体や物件に危害や損傷を与えるお


それがある。 


・ このような危害や損傷の発生を未然に防止す


る観点から、有線電気通信設備の設置届出は、


引き続き事前に行うことが必要と考える。 


・ また、電子申請については、平成１４年度の受


付開始以来、利用が進まなかったこと等から、


今年３月末の総務省電子申請・届出システムの
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廃止時に受付を停止したところであるため、電


子申請への対応については、今後の利用要望の


動向や費用対効果等を踏まえ検討することが


必要と考える。 


・ なお、設置者が十分な技術的知識を有し、自立


的に技術基準適合性が確保されると考えられ


る場合（電気事業者の業務用設備等）等は、届


出不要としている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省回答によると、設置者が十分な技術的知


識を有し、自立的に技術基準適合性が確保され


ると考えられる場合（電気事業者の業務用設備


等）等は、届出不要としているが、①電気通信


事業者と電気事業者の相互接続の場合や、②電


気事業者同士が共同で設置した場合など、自律


的に技術基準適合性が確保されている場合で


も、届出が必要となっている。 


・  


設置した有線電気通信設備が損害を与えた場


合は、民法上の損害賠償等により対応する考え


方もあるが、他方、有線電気通信については、


安全・信頼性等を確保する観点から、事前届出


などの必要最低限の規律は必要と考えられる


ことから、事業者負担の軽減は、申請業務の簡


素化により実現するよう努めるべき。 


具体例、経済効果等 ・  
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改革案 ○行政手続きの簡素化の観点から、事業者の要望


等を踏まえつつ、申請業務の簡素化を実現すべ


く、検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）12】 


事項名 


 


有線電気通信法における卸供給事業者の扱いの改


善について 


規制・制度の概要 


 


・ 有線電気通信設備を設置しようとするものは、


設置工事の開始の２週間前までに届出をする


必要があるが、電気通信事業者の他、電気事業


者や鉄道事業者などの特定の公益事業者が、自


らケーブルを敷設し、自ら使用するものは届出


不要となっている。 


・ これまで、卸電気事業者は電気事業法上の「電


気事業者」の扱いであったが、平成 22 年 4 月


より発電規模が 200 万 kW 以下の卸電気事業者


は、卸供給事業者として自家発電事業者と同じ


扱いになった。（非電気事業者扱い。みなし卸


電気事業者としての位置づけが平成 22 年 3 月


に終了している。）  


・ このことにより、卸供給事業者（従前の卸電気


事業者（200 万ｋＷ以下））の有線電気通信設


備（共同設置や相互接続以外の自社設備・自社


使用のもの）は、電気設備の技術基準に規定さ


れる電力保安用通信設備の対象外になるので


はないかとの見解があり、その場合、有線電気


通信法上の設置届出の対象外から届出の対象


となってしまうことで、多数の届出を提出する


等、事業者側に大きな負担が生じる懸念があ


る。 


＜根拠法令＞ 


・ 有線電気通信法 


改革の方向性（当初案） ・ 卸供給事業者（従前の卸電気事業者（200 万ｋ


Ｗ以下））の有線電気通信設備（共同設置や相


互接続以外の自社設備・自社使用のもの）は、


電気設備の技術基準第 50 条に規定する「電力


保安用通信設備」に該当するのであれば、有線


電気通信法の届出の適用除外になると認識す
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るが、電技 50 条の電力保安用通信設備に該当


するか否かの解釈について明らかにすべきで


ある。 


・ （※ＰＰＳ向けに発電した電気を卸売りして


いる卸供給事業者の有線電気通信設備も電技


50 条の電力保安用通信設備に該当するのか、


明らかにすべき。） 


・ その上で、卸供給事業者（従前の卸電気事業者


（200 万ｋＷ以下））の有線電気通信設備（共


同設置や相互接続以外の自社設備・自社使用の


もの）に関しては、電力保安用通信設備ではな


いとの見解であれば、これまでの取り扱いの継


続性の観点から、有線電気通信法上の届出の適


用除外（対象外）とすべく、電気設備の技術基


準の見直しなど、当該事態の改善を図るべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電力保安用通信設備（電力保安通信用電話設


備）について、電気設備に関する技術基準を定


める省令第５０条の規定により設置すべきか


否かについては、一般電気事業に係る電気の供


給に対する著しい支障を防ぎ、かつ、保安を確


保するために必要なものの相互間に、施設する


ことを求めているもの。 


・ このため、設置する者の事業態様にかかわら


ず、この要件に該当する場合は電力保安用通信


設備の施設義務を生じる。 


・ その具体例については、電気設備の技術基準の


解釈において定めており、現行制度で対応可


能。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 卸供給事業者（従前の卸電気事業者（200 万ｋ


Ｗ以下））の有線電気通信設備（共同設置や相


互接続以外の自社設備・自社使用のもの）は、


電気設備の技術基準第 50 条に規定する「電力


保安用通信設備」に該当するとの経済産業省回


答があり、これを了解。 


・ 当該技術基準に規定する「電力保安用通信設


備」であることで、有線電気通信法上の届け出


も不要となる。 


・ 他方、本件に関しては、「電気設備の技術基準」


及びその「解釈」を読んでも、判りにくい形と


なっているため、今後、再生可能エネルギーを


設置する事業者等、卸供給事業を営む者が、誤


解なきよう、何らかの形で明らかにすべき。 


・ 現時点においても、卸供給事業者が７０社近く


いることを鑑みれば、今後も同じような誤解を


生じる可能性が懸念される。 


・ 特に、一般電気事業者向けの売電ではなく、Ｐ


ＰＳ向けや卸電力取引所向けの売電の場合に


ついての解釈も明らかにすべき。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○電気設備の技術基準、もしくはその解釈を見直


し、有線電気事業法上の届け出の対象外である


か否かにつき、周知・徹底する。 


 ＜平成 23 年度 早期措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）13】 


事項名 


 


電気通信分野におけるユニバーサルサービスの考


え方の基本的転換 


規制・制度の概要 


 


・ 基礎的電気通信役務（ユニバーサルサービス）


制度は、現在、電気通信事業法に基づき「加入


電話」「公衆電話」「緊急通報」が対象として位


置づけられており、電気通信事業者にその提供


義務が課せられているとともに、これを全国あ


まねく提供している事業者（ＮＴＴ東西）に対


して基金による支援を実施している。 


・ 今後、ＩＰ電話の加入者が大幅に増加する一方


で、加入電話の加入者数が減少する等、交換網


からＩＰ網への大転換が進むことが予想され、


また、光ファイバーの整備促進に伴う将来的な


メタルケーブルの撤去も、今後全国規模で発生


する等の諸課題が顕在化することが予想され


ることから、現行のユニバーサルサービス制度


を見直す必要があるのではないかとの指摘が


ある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信事業法 


改革の方向性（当初案） ・ このような状況を踏まえて、ＩＰ化等に対応し


たユニバーサルサービス制度の考え方の基本


的転換についての検討を進め、早期対応（現行


のユニバーサルサービス制度の基本的転換）を


図るべきである。  


・ 総務省における「ブロードバンドサービスが全


国に普及するまでの移行期におけるユニバー


サルサービス制度の在り方」の検討・結論を踏


まえ、早期の制度措置を図るべきである。 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ユニバーサルサービス制度の見直しに関して


は、「光の道」構想の検討を受け、本年７月２


７日に、情報通信審議会に対し、「ブロードバ


ンドサービスが全国に普及するまでの移行期
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におけるユニバーサルサービス制度の在り方」


について諮問しているところ。 


・ 本年１０月２６日に公表された同審議会の答


申案では、光ファイバを中心とする技術への円


滑な移行を図る観点から、加入電話に相当する


光 IP 電話をユニバーサルサービスの対象とす


ることなどについて、ユニバーサルサービス制


度の見直しが提言されているところ（なお、同


答申は、パブリックコメントの結果等を踏ま


え、本年１２月中に取りまとめられる見込み)。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 情報通信審議会の答申を踏まえ、速やかに関係


省令(電気通信事業法施行規則等）の改正を行


い、来年度から新たな制度を施行する予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省回答の速やかな実施を求める。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 総務省における「ブロードバンドサービスが全


国に普及するまでの移行期におけるユニバー


サルサービス制度の在り方」の検討・結論を踏


まえ、早期の制度措置を図る。 


＜平成 23 年度 措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）14】 


事項名 


 


ＩＰ電話の品質基準の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ ＩＰ電話のうち、０ＡＢ～Ｊの電話番号の付与


を求める際は、アナログ固定電話と同等の総合


音声伝送品質及び遅延時間とするよう規定さ


れている。（ＩＰ電話のうち、上記品質を必要


としないものについては、０５０の電話番号が


付与されている。）  


・ 事業者によっては、この品質基準を維持するた


めの設備投資が負担であることから、０ＡＢ～


ＪのＩＰ電話に関しては、携帯電話相当もしく


は０５０番号相当に品質基準を緩和すべきと


の指摘がある。  


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信事業法 


改革の方向性（当初案） ・ 通信ネットワークが電話交換機（交換網）から


ルーター（ＩＰ網）に大きく変わりつつある中


で、従前の交換網の品質基準を今後ともそのま


ま維持し続けるのではなく、将来のＩＰ網の普


及を前提とした新たな品質基準の在り方（品質


基準の緩和）について早急に検討を開始すべき


である。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 利用者保護の観点から、アナログ電話と同じ形


式の電話番号（0AB～J）を使用する IP 電話の


品質基準は、従来からのアナログ電話と同様の


通話音声の品質を確保するために定めている。


・ 0AB～J 番号を使用する光 IP 電話は、現在、ユ


ニバーサルサービスの対象に追加することが


検討されているものであり、今後の高齢化社会


の急速な進展（2025 年の 65 才以上の老年人口


指数の予測は 48％）を考えれば、高齢者を含


めて誰にでも聞こえやすい通話品質の確保が


不可欠であり、通信ネットワークが IP 網に変
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わっても品質基準の引き下げは行うべきでな


い。 


・ なお、現状においても、0AB～J 番号ではなく


050 番号を使用する IP 電話については品質基


準を緩和しており、提供するサービスの品質に


より通信事業者が使用する番号を選択可能と


なっている。 


・ また、携帯電話については、電波の伝搬状態に


応じて通話品質が影響を受け、画一的に基準を


定めることは適当でないため、携帯電話事業者


が自ら基準を定め、総務大臣に届け出ることに


なっており、携帯電話と同列に扱うことはでき


ない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 社会の急速な高齢化や独居高齢者の増加が進


む一方で、アナログ電話から IP 電話への移行


が進展しており、IP 電話全体の品質基準を下


げると警察や消防への緊急通報も含めて高齢


者が通話音声を聴き取りにくいなどの支障が


生じかねず、社会問題となることが懸念され


る。（民間のアンケート調査結果では、65 才以


上の高齢者の 41.9％が「電話の受話器から出


る相手の声」が聞こえにくいと感じているとの


結果もあり） 


・ また、現在、アナログ電話を使用している加入


者は、同様の品質を求めて 0AB～J 番号の IP 電


話に移行すると考えられ、そのような中で品質


が低下すると高齢者を含め、混乱が生じる恐れ


が高い。 


・ したがって、将来的にはアナログ電話という選


択肢がなくなる中で、0AB～J 番号を使用する


IP 電話の品質基準を下げることは不適当であ


る。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 今後の高齢化社会の急速な進展を考えれば、固


定電話及びＩＰ電話の区別なく、そもそも、い


わゆる「音声帯域（領域）」の拡張による通話


品質の向上のような方策があるが、既に広く国


民生活に普及し、利用されている既存の電話端


末等が利用出来なくなる懸念を踏まえれば現


実的では無い。 


・ 近年、通信サービスの品質については、実際の


ユーザ体感に基づいた新たな品質（QoE：


Quality of Experience）に係る評価尺度や推


定技術等について、国際電気通信連合（ITU）


等の国際標準化機関において議論されており、


今後、我が国としてもこれらを踏まえた検討等


を進めるべきではないか。 


・  


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○将来の IP 網の普及を前提とした品質基準の在


り方について、我が国独自のものではなく、国


際的に整合性の取れたものとすべく、実際のユ


ーザ体感品質（QoE）に係る国際標準化機関にお


ける標準化活動に積極的に参画し、検討を進め


る。 


＜平成 23 年度検討、国際標準化の結果を踏ま


えて結論＞  
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）15】 


事項名 


 


固定電話における番号提供条件（番号区画）の見


直し 


規制・制度の概要 


 


・ 固定電話における電話番号の割り振り（0AB～J


の提供条件）として、固定系伝送路設備（交換


機など）を５８４の番号区画ごとに設置するこ


ととされているが、５８４の番号区画ごとに交


換機等の通信設備を設置することは、通信事業


者側にとって大きな負担となっているとの指


摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信番号規則 


改革の方向性（当初案） ・ 電話交換機（交換網）からルーター（ＩＰ網）


に通信ネットワークが大きく変わりつつある


中で、従前の交換網を前提とした区画をそのま


ま維持し続けるのではなく、将来のＩＰ網の普


及を前提として、区画の段階的集約を進めるべ


く、早急に検討を開始すべきである。 


・ ※市外局番の入れ替えが発生すると、特にユー


ザー側に大きな負担が発生するが、市内局番レ


ベルであれば段階的に番号区画を統合できる


のではないか。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 現行制度においては、０ＡＢ～Ｊ番号の指定に


あたっては、固定伝送路設備が設置される番号


区画毎に交換設備を設置することを要件とし


ていない。（例えば、東京の番号区画の一つに


のみ交換設備を設置する場合であっても、当該


番号区画以外の番号を指定することが可能。）


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現行制度で対応可能 







 


39 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 電話交換機（交換網）からルーター（ＩＰ網）


に通信ネットワークが大きく変わりつつある


中で、将来のＩＰ網の普及を前提として番号の


在り方について、検討を開始すべき。 


・  


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○将来のＩＰ網の普及を前提とした番号の在り方


について検討し、結論を得る。 


＜平成 23 年度検討・結論＞  
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）16】 


事項名 


 


市町村合併に伴う市外局番の統合要件の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 市町村合併において、市外局番の違う市町村同


士が合併した場合、一つの市町村に複数の市外


局番が並存する形になる。 


・ この市外局番の並存状態を維持した場合、同一


市町村内の通話に際し、市外電話をかけること


となり、電話料金が高くなってしまう問題が発


生する。 


・ この問題を改善するために、一つの市外局番に


統合しようとすると、①市町村長名の要望書、


②市外局番変更地域の住民の同意書（町内会単


位、商工会単位）を、総務省及びＮＴＴ東西に


対して提出することや、総務省による国民への


意見招請等が統合要件となっており、実態上、


円滑かつ早期に統合できないという問題が指


摘されている。（山口県のあるケースでは数年


かかったとの指摘がある。） 


改革の方向性（当初案） ・ 電話番号の統合要件における同意書（町内会単


位、商工会単位）の提出等は廃止し、行政長（市


町村長）の要望書のみで統合可能とすべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 市町村合併に伴う市外局番の統合については、


上述のように関係住民に対する不利益が生じ


ることから、①総務省主導で当該統合を実施す


ること、②関係住民の明確な同意が確認できな


いまま当該統合を実施することは、利用者保護


の観点から適当ではない。 


・ よって、市町村合併に伴う市外局番の統合につ


いては、当該自治体において、関係住民の方々


に対し上述の不利益を含め十分な説明を行い


合意を得た状態で実施することが必要不可欠


であることから、当該状態が確認できる書類と
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して、①当該自治体の長からの関係住民の総意


であることを記載した要望書、②関係住民から


の同意書（関係住民から個別に合意を得ること


は困難な面もあることから、当該自治体の商工


会や自治会等の主要団体からの同意書をもっ


て、関係住民からの同意書と見なしている。）


の提出を行って頂くことが適当である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 関係住民への十分な説明のないまま、または合


意がない状態で市外局番の統合が実施された


場合には、住民に生じる不利益が大きくなる可


能性がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 住民の同意がどうしても要件として必要なの


であれば、自治体の商工会等の主要団体からの


同意書をもって、関係住民からの同意書と見な


すのではなく、住民の代表者たる市町村議会の


決定を以て、住民の同意とみなすべき。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○電話番号の統合要件における同意書（町内会単


位、商工会単位）の提出等が困難な場合は、行


政長（市町村長）の要望書のみで統合可能かど


うか、検討し、結論を得る。 


＜平成 23 年度検討・結論、平成 24 年度措置＞


  







 


42 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）17】 


事項名 


 


無線ＩＰ電話への電話番号付与の実現 


規制・制度の概要 


 


・ 現在の電話番号は、固定電話、携帯電話、有線


のＩＰ電話に割り振られているが、無線のＩＰ


電話には割り振られていない。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信番号規則 


改革の方向性（当初案） ・ 今後、Ｗｉ－Ｍａｘ等の無線ブロードバンドが


普及することが見込まれていることから、無線


ＩＰ電話にも早期に電話番号を付与すべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 現行制度に基づくＩＰ電話番号の指定は、伝送


路が有線か無線どうかを要件として行ってい


ない。（総合品質等の一定の要件を満たしてい


る場合、ＷｉＭＡＸ等の無線ブロードバンドを


利用した無線ＩＰ電話であっても、ＩＰ電話番


号の指定が可能。） 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現行制度で対応可能 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ＩＰ電話については、有線・無線に関わらず０


５０番号を使用可能ということは理解できる。


・ 将来のＩＰ網の普及を踏まえた品質基準の在


り方について、国際整合性を図りながら検討を


行う必要がある。 


・ その上で、今後の無線ＩＰ電話の促進のため、


無線ＩＰ電話の付与条件について、何らかの形


で明らかにするべきである。 
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具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○無線ＩＰ電話への電話番号の付与条件につい


て、周知・徹底を図る。 


＜平成 23 年度 早期措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）18】 


事項名 


 


携帯電話の番号要件に係るＮＴＴ東西との直接接


続条件の見直し 


規制・制度の概要 


 


・ 携帯電話事業者が、携帯電話の番号（０９０、


０８０）を取得する要件に、ＮＴＴ東西の網と


の直接接続が電気通信番号規則により義務化


されている。 


・ これにより、０９０、０８０の電話番号を取得


する際に、携帯電話事業者側の設備負担が生じ


ているとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電気通信番号規則 


改革の方向性（当初案） ・ 音声品質や遅延時間といった品質が技術的に


担保できるのであれば、ＮＴＴ東西への直接接


続だけではなく、他の電気通信事業者の網を介


して網間信号接続ができるように、電話番号通


信規則を見直すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 他の電気通信事業者の網を介して第一種指定


電気通信設備との接続を行った場合において


も、共有の有限資源である電気通信番号を効率


的に利用可能であることや、緊急通報の取扱い


を始め多くのユーザー間で安定的な通信サー


ビスを提供するためのネットワークの品質や


信頼性の確保が技術的に担保可能であること


について調査を行う必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 関係事業者に対し上記調査を行い、他の電気通


信事業者の網を介した網間信号接続の可否に


ついて判断する。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省回答の速やかなる実行を求めたい。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○ネットワークの品質や信頼性の確保が技術的に


担保可能である点を確認の上で、ＮＴＴ東西へ


の直接接続だけではなく、他の電気通信事業者


の網を介しての網間信号接続が可能となるよう


措置する。 


＜平成 23 年度 検討・結論・措置＞  
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）19】 


事項名 


 


無線局免許状の管理・保管の負担軽減 


規制・制度の概要 


 


・ 現在、無線局の免許状は、紙の形で各免許人に


発行されている。また、無線局の期限が切れた


場合、当該免許状は、総務省に返納する義務も


ある。 


・ このような中で、各携帯電話事業者は、1社あ


たり数万局もの携帯電話基地局を保有してお


り、紙の免許状を管理・保管すること（及び返


納）が非常に大変であるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電波法 


改革の方向性（当初案） ・ 希望する免許人には、無線局免許状を電子化し


て交付すべきである。 


・ また、電子交付された場合は、返納義務は不要


とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電子免許状の実現にあたっては、当該免許状が


政府機関発行のものであること等を示す官職


証明書の有効期間（３年）と無線局免許の有効


期間（５年間）が異なること等により発生する


課題等を解決する必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現在、官職証明の有効期間は３年間となってお


り、無線局免許の有効期間（一般的に５年間）


に満たないことから、無線局免許期間内に電子


免許状の有効性確認ができなくなる等の問題


がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 官職証明書とは、政府認証基盤において発行さ


れた電子証明書であり、行政機関から発信され


る公文書に対して電子署名を行うために利用


される。 







 


47 


・ 官職証明書については、「政府認証基盤官職認


証局」（平成 21 年５月 25 日改定、行政情報シ


ステム関係課長連絡会議了承）の文書におい


て、有効期間を３年と定めている。 


・ 一方で、警察庁の官職証明書の有効期間は５年


と定めていることから、総務省においても同様


の措置を含めた免許状の管理・保管の負担軽減


策について検討されたい。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○無線局免許状を電子化して交付する等、免許状


の管理・保管の負担を軽減するための方策につ


いて検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）20】 


事項名 


 


無線局の設置場所についての記載方法の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 無線局を開局申請する際には、無線局の設置場


所を示すため、住所及び緯度経度（何秒単位）


を記載して申請する必要があるが、各総合通信


局によっては、無線局設置場所の住所に「物件


名」まで記載することが指導されている。 


・ このような場合、オーナー変更などによるビル


名称の変更に伴い、その都度、無線局の変更申


請を行わねばならず、当該事務手続きが非常に


煩雑であるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電波法 


改革の方向性（当初案） ・ 携帯電話事業者は、数万局もの基地局を保有し


ていることから、このようなケースでの変更申


請が頻発しており、このような状況を改善すべ


く、無線局の場所を特定出来ればよいとの基本


原則に立ち返り、無線局の住所に物件名の記載


の省略について、周知徹底すべきである。 


・ もしくは、物件名レベルでの住所変更に伴う変


更申請の提出は不要である旨を明らかにすべ


きである（再免許申請時に修正すれば良い旨を


明らかにすべきである）。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電波監理上必要な場合を除き、ビル名までの記


載は不要と考える。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 電波監理上必要な場合を除き、無線局の設置場


所の住所については、「物件名」までの記載を


一律に求めることがないよう対応する。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 同一番地で建物が複数存在するような場所で


速やかな措置が行えるよう無線局の設置場所


を特定しておく必要があるということは理解


できる。 


・ 一方、そのようなケースは非常に稀なケースと


考えられることから、統一的な対応がなされる


よう総務省の回答の早期実現を求めたい。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○無線局の開局・変更申請などにおいて、原則、


無線局の住所に物件名までの記載が不要である


旨について、周知・徹底する。 


＜平成 23 年度 早期措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）21】 


事項名 


 


無線局の開局目的の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 無線局の開局申請を行う際には、無線局の目的


について総務省が設定した区分（１３７）と用


途区分（２１７）から選択する必要がある。 


・ 無線局の目的が非常に細かく設定されること


で、事業やサービスを変更したい場合に、無線


局の共用が容易にできないとの指摘がある。 


・ （無線局の共用（目的の変更）は電波法の所要


の手続きを踏めば、法的には可能であることは


理解するが、実際、同じ周波数を違う目的で継


続使用することは簡単に認められないと指摘


がある。）  


・ また、無線局の目的区分が細分化されているこ


とで、電波の有効利用（電波再編）が進まない


との指摘もある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電波法 


改革の方向性（当初案） ・ 申請業務の簡素化・効率化の観点や、電波の有


効利用（電波再編）の観点から、過度な細分化


を見直し、無線局の目的を、通信放送用、公共


用、自営用、防災用、防衛用など、数区分に大


括り化することについて早急に検討すべきで


ある。 


・ 周波数再編のためには、有効活用されていない


周波数帯域を段階的に統合し、空き周波数帯域


を増やしていくプロセスが発生すると考えら


れるが、その際に、過度に細分化された現状の


目的区分は、周波数再編の障害になるものと強


く懸念される。 


・ また、今後、電波オークションなどの市場原理


を活用した方法で電波を取得した場合は、入札


条件に合致した範囲での共用を認めるべきで







 


51 


ある。 


・  


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電波の能率的な利用の観点から無線局の目的


区分は一定程度必要と考えている。 


・ 一方で、技術の進展により通信と放送の同一の


無線局のニーズが想定されることを踏まえ、無


線局の目的を柔軟に変更できるようにするこ


と等を盛り込んだ改正法案を第 176 回国会へ


提出したところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 今般、無線局の目的を柔軟に変更できるよう、


通信・放送両用無線局の導入、無線局の目的の


変更制度の導入等を盛り込んだ改正法案を第


１７６回国会へ提出したところ。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 電波の能率的な利用の観点から無線局の目的


区分は一定程度必要との総務省の回答は理解


出来るが、他方、総務省が設定した区分（１３


７）と用途区分（２１７）は、細かく設定され


ており複雑であるため事業の柔軟性等を阻害


する要因とも考えられる。 


・ 法改正により無線局の目的が柔軟に変更でき


るとあるが、どのようなケースまで柔軟に変更


できるのか具体的に例示すべき。通信・放送間


の共用に限定されるのであれば、あくまで１３


７ある目的の中の一部に限定した目的の柔軟


化にすぎないと考える。 


・  


具体例、経済効果等 ・  
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改革案 ○申請業務の簡素化・効率化の観点及び着実な無


線局の監督管理の観点から、無線局の目的区分


の大括り化に関して、検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）22】 


事項名 


 


携帯電話エリア整備事業（伝送路）における各種


申請手続の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 過疎地などにおける携帯電話のエリア整備事


業は、補助金を申請する者（地方自治体及び携


帯電話事業者）が、各種申請を総務省に対して


行なっているところ。 


・ 補助金申請業務という点と会計監査対応が必


要である点等から当該申請書類提出の必要性


は十分に理解するが、同じような添付書類の提


出が求められるなど、申請者（地方自治体及び


携帯電話事業者）の負担になっているとの指摘


がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 携帯電話エリア整備事業における各種申請手


続き 


改革の方向性（当初案） ・ 申請者（地方自治体及び携帯電話事業者）及び


総務省側の業務量削減の観点から、必要最低限


の申請書類で済むよう、提出書類の簡素化を図


るべきである。 


・ 具体的には、年度を跨ぐ事業になってしまった


場合に（翌年度へ繰り越す場合が非常に多い）、


事故報告書の他に事業未完了時の実績報告書


を提出することになっているが、事故報告書を


提出していることから、事業未完時の実績報告


書の提出については廃止すべきである。  


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 以下の理由により対応は困難 


・ 事故報告は年度途中に事故等により予定期間


内に事業が完了しないことを報告するもので、


この報告を元に年度内に、繰越又は交付決定等


の取消等を実施するものである。 


・ 実績報告は事業の終了後または年度終了後の 4


月 30 日までに事業の進捗状況等を報告し、そ


の年度の額を確定するものであり、そもそも時
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期、目的、記載内容が違う。 


・ 本補助金は基本的に単年度で事業の終了する


ものであり、繰越を前提とするものではない。


また、事故報告が提出されたとしても繰越でき


ない場合もある。 


・ 上記については、本補助金に限らず全ての補助


金において、補助金に係る予算の執行の適正化


に関する法律第 7 条及び第 14 条基づき義務づ


けられており当補助金の要綱を変更するだけ


では対応出来ない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 当補助金の交付要綱だけでなく、補助金に係る


予算の執行の適正化に関する法律の改正が必


要と考えている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 事故報告書及び実績報告書、単年度補助金であ


る点に関する総務省の説明は理解。 


・ また、補助金に係る予算の執行の適正化に関す


る法律についても理解。 


・ その上で、法の見直し及び補助金交付業務の抜


本的見直しを前提とせずに、申請者及び総務省


側の業務量削減の観点から、同じような書類の


提出は不要とするなど、必要最低限の申請書類


で済むよう、検討すべき。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○申請者（地方自治体及び携帯電話事業者）及び


総務省側の業務量削減の観点から、必要最低限


の申請書類で済むよう、提出書類の簡素化につ


いて、検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）23】 


事項名 


 


携帯電話の効率的エリア拡充に向けたネットワー


クシェアリングのためのルール整備 


規制・制度の概要 


 


・ 携帯事業者等が別の携帯電話事業者等の設備


を借りて、ネットワークシェアリングやローミ


ングをすることは制度化がなされておらず、民


民の事業者間協議に委ねられている。 


・ （現在は、一部の新興の携帯電話事業者が全国


ネットワークを整備するまでの立ち上がりの


一時期に限定して、民民契約によりローミング


が行われている状況。また報道によると Wi-Max


事業者間のローミングが開始される予定。） 


・ このような中で、ネットワークシェアリングや


ローミングが、民民契約ではなかなか実現でき


ないことから、過疎地等における消費者の事業


者選択肢が限定されているとの指摘もある。 


・ また、携帯電話事業者等による重複した設備構


築による経済効率性の課題が発生していると


の指摘もある。 


＜根拠法令＞ 


・ 第二種指定電気通信設備制度の運用に関する


ガイドライン 


改革の方向性（当初案） ・ 携帯電話における第二種指定電気通信設備制


度の運用に関するガイドライン等を見直し、必


要な対価を事業者間で精算することにより、携


帯事業者等間におけるネットワークシェアリ


ングやローミングが円滑に実施できるように


措置すべきである。 


・ 具体的には、①過疎地におけるローミング、②


新興事業者の立ち上がり期間のローミング等


につき、民民契約ルールではなく、公式な共通


ルール化を図るべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 移動通信事業は、有限希少な電波の割当を受け


て行う事業であり、移動通信事業者には、割当


を受けた電波を有効活用することが求められ


る。 


・ また、移動通信事業の場合、基地局を整備すれ


ばそのエリア内の個々の利用者向けに物理的


な回線を敷設する必要がないため、固定通信事


業と比べればネットワーク構築が一般的に容


易であると考えられる。 


・ したがって、移動通信事業者は、原則として自


らネットワークを構築して事業展開を図るこ


とが必要であり、ローミング等の実現は、公的


ルールによって義務付け等されるのではなく、


原則として事業者間協議に委ねられるべきと


考えられる。 


・ なお、事業者間協議により、移動通信事業者間


でこれまでに複数のローミングが実現してお


り、また、事業者間協議において紛争が生じた


場合、ローミング等を実現するための契約が、


電気通信事業法が定める類型（卸電気通信役務


の提供に関する契約等）に該当するときは、従


来から、電気通信事業紛争処理委員会によるあ


っせんの申請等を行うことにより、その迅速な


解決を図ることが可能となっている。 


・ また、今臨時国会における電気通信事業法の改


正により、基地局を設置する鉄塔等の共用に関


する協定についても、電気通信事業紛争処理委


員会によるあっせんの申請等を行うことが可


能となったところ。 


・ おって、参考情報として、携帯電話エリア外の


過疎地等において、自治体が携帯電話の基地局


を整備する際、１社のみでなく複数者共同で整


備する場合においても国からの補助金が交付


されているところ。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ ローミング等の実現が公的ルールによって義


務付け等された場合、各事業者が自ら構築した


ネットワークを用いてサービスを提供する「設


備競争」の後退につながるおそれがある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ ローミングについては、提供事業者が有利な立


場での交渉となり、事業者間協議では公平な条


件の下での協議が困難となる場合がある。 


・ 設備競争がなされない問題について、総務省か


らの指摘があるが、事業者に与えられた周波数


帯の違いにより、地域によっては事業開始前か


らネットワーク構築の効率性には差が生じて


いることは否めない。 


・ 地域によっては不利な状況での設備競争を強


いられている事業者がいる以上、当該状況の是


正のため、携帯事業者等間におけるネットワー


クシェアリングに向けた事業者間協議が円滑


に実施できるように、事業者の要望等を踏ま


え、課題解決に向けて更なる取組を検討すべ


き。 


 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○携帯事業者等の間におけるネットワークシェア


リングに向けた事業者間協議が円滑に実施でき


るように、事業者の要望等を踏まえ、課題解決


に向けて更なる取組を検討する。 


＜平成 23 年度検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）24】 


事項名 


 


電波の医療機器への影響に関するガイドラインに


おける携帯電話分類の明確化 


規制・制度の概要 


 


・ 我が国の医療現場では、強い電波を発生しない


ＰＨＳの利用が推奨されているが、携帯電話の


利用は推奨されていない。 


・ このような中で、第二世代携帯電話（普及率


２％）は２２ｃｍまで近づける（最大干渉距離）


と医療機器（ペースメーカー等）に影響を与え


るとのデータはある一方で、現在、我が国で使


用されている携帯電話の多くを占める第三世


代携帯電話（普及率９８％）は３ｃｍまで近づ


けないと医療機器に影響を与えないとのデー


タがあるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 各種電波利用機器の電波が植え込み型医療機


器へ及ぼす影響を防止するための指針 


改革の方向性（当初案） ・ 総務省の指針では、第二世代・第三世代をひと


まとめにして携帯電話は推奨できないとされ


ているが、同指針を周波数及び通信方式別（世


代別）に分類し、例えば「第二世代携帯電話は


推奨できないが、第三世代携帯電話は推奨でき


る」といった形に切り分けて明らかにすべきで


ある。 


・ また、携帯電話の使用に関しては、ローリスク


な待合室レベルでは使用してもよいといった


形で、使用場所制限の緩和を国民に明らかにす


べきである。 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 当該指針は、携帯電話端末及びＰＨＳ端末に関


し、植込み型医療機器の装着部位から 22cm 程


度以上離すこととし、植込み型医療機器の装着


者及び携帯電話端末の利用者に対し、混雑した


場所では十分に注意を払うことなどを促して


いるものであり、「医療現場における携帯電話
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の利用制限」を設けているものではない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 第三世代携帯電話では、より短い距離でも影響


が出ないという調査結果があるが、端末を世代


別に区別することは外見上容易でないことか


ら、安全性への慎重なる配慮から、指針ではそ


れらを分類することはしていない。 


・ 今後、第二世代携帯電話サービスの提供状況等


をみながら指針の見直しを行う考え。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省の回答によると、当該ガイドラインは、


「医療現場における携帯電話の利用制限を設


けているものではない」としているが、当該ガ


イドランにより、関係業界へ方向性が示されて


いることも事実。 


・ また、端末を世代別に区分することは外見上容


易ではないことは理解するが、当方の要望は、


あくまで、ガイドラインの記載において、第二


世代と第三世代の携帯電話を混在させるよう


な表現を避けること（区別すること）を要請し


ているに過ぎない。 


・ 第三世代携帯電話については、WiMAX 機能等を


搭載した端末も発売されてきていることから、


これらを含めた影響についても併せて調査し、


通信方式別等に分類して整理すべき。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○ガイドライン（各種電波利用機器の電波が植込


み型医療機器へ及ぼす影響を防止するための指


針）の記載について、第二世代携帯電話サービス


終了時に合わせて見直しを行う。 


 ＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）25】 


事項名 


 


航空機内における携帯電話の利用制限の緩和 


規制・制度の概要 


 


・ 我が国では、航空法により、地上及び領空を含


め航空機内での携帯電話の使用は全面的に禁


止されている（地上待機時も機内での電源オン


は禁止されている）が、安全性が確保できる範


囲で、柔軟な使用を認めるべきとの指摘があ


る。 


・ また、技術的な安全性の問題と、機内における


通話マナーの問題を混在化すべきではないと


の指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 航空法 


改革の方向性（当初案） ・ 海外の航空会社では機内での携帯電話の使用


を認めているところもあり、我が国において


も、安全性に係る技術的な実証を踏まえ、地上


滞留時における携帯電話の使用に関し、当該規


制を早期に見直すべきである。 


・ 機内に携帯電話の基地局アンテナが設置して


あれば、携帯電話端末から強い電波は発生しな


いとの指摘がある。また、飛行中の落雷にも耐


えうる飛行機の電子機器類が、携帯電話の微弱


な電波程度で障害を起こすとは考えにくいと


の指摘もある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 安全性に係る技術的な検証や諸外国での規制


のあり方を踏まえ、航空機の地上停止中におけ


る携帯電話の使用に関する規制を見直す。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現在実施中の安全性に係る技術的な検証の結


果、安全性に問題がないことが確認された場合


には、告示を改正し、航空機の地上停止中であ


って、扉が開いてる間（搭乗からドアクローズ


まで、ドアオープンから降機まで）については、
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携帯電話の使用を認める。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 国土交通省回答の早期実現を求めたい。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 安全性に係る技術的な検証や諸外国での規制


のあり方を踏まえ、航空機の地上停止中におけ


る携帯電話の使用に関する規制の見直しにつ


いて、検討し結論を得る。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）26】 


事項名 


 


航空機に搭載された無線装置の定期検査の簡素化


規制・制度の概要 


 


・ 航空機に搭載された無線装置（航空機局）の実


検査は、①当該部品を機体から取り外す必要の


ある「電気的特性の点検」と、②総合試験（飛


行試験）にて構成されている。 


・ この①の検査は、電波法に基づき年１回必要で


あり、点検に伴う工期、輸送費及び委託費用等、


大きな負担が生じているとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電波法、航空法 


改革の方向性（当初案） ・ 航空機の無線機器の信頼度は日々向上してお


り、②の総合試験（飛行試験）により信頼性管


理が十分に可能であることを考慮し、また、事


業者負担の軽減の観点から、①の検査に関し


て、何らかの簡素化の措置（定期検査内容の緩


和、定期点検の延長措置等）を図るべきである。


・ 例えば、電波法の規定する年１回の検査周期


は、総務省通達で定められた基準（航空事業者


が、自社所有の試験設備を使用して検査する作


業体制が確立されている事等の一定条件）を満


たせば、２年に１回の検査周期に変更できると


の指摘もあり、この基準（一定条件）を緩和す


ることで、中小の航空事業者やグループ子会社


でも２年に１回の検査周期とすべきである。 


・ また、当該方向性で制度改革を行った場合に、


航空法上問題がない点を国土交通省は明らか


にすべきである。 


担


当


府


省


の


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 現行制度において措置済み。 


・ 現状においても、無線局検査事務規定により、


航空機局の免許人における無線設備の保守、整


備体制が、「無線設備の整備規程を制定してい


ること」等の条件を満たしている場合等の一定
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の条件を満たせば、中小の航空事業者等でも、


電気的特性の点検は無線設備の種別ごとにそ


の二分の一の装置について省略できることと


されている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省及び国土交通省回答にあるとおり、無線


局検査事務規定（総務省通達）により、無線設


備の保守、整備体制が自ら備わった事業者に関


しては、二分の一の装置について、点検の省略


ができる点は理解。 


・ 他方、今回の要望は、上記通達の存在を踏まえ


た上で、さらなる検査の簡素化を要望するもの


である。 


・ 特に、航空機に装着された無線装置は、定期的


に地上に取り降ろして、電気的特性試験を実施


しなければならないが、当該試験の検査頻度の


見直しを要望する。 


・ 中小の航空業者にとって、大規模な設備投資を


要する条件を自社で確立するのは現実的では


なく、検査の更なる簡素化の措置を要望する。


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 航空機の無線機器の信頼度は日々向上してお


り、総合試験（飛行試験）により信頼性管理が


十分に可能であることを考慮し、また、事業者


負担の軽減の観点から、当該部品を機体から取


り外す必要のある「電気的特性の点検」の検査


に関して、更なる簡素化の措置（定期検査内容


の緩和、定期点検の延長措置等）について、実


態の把握に努め検討、結論を得る。 


・ ＜平成 23 年度 検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）27】 


事項名 


 


航空機に搭載された無線装置の他社との貸借につ


いて 


規制・制度の概要 


 


・ 航空機に搭載された無線装置（航空機局）は、


申請者（免許人）ごとに、「無線局事項書及び


工事設計書」にて、装置の型式や製造番号など


を総務省に事前に報告し、これが認可される形


となっている。 


・ 無線装置が免許人（個社）ごとに紐付く形で認


可されていることで、無線装置の障害発生時な


どに、無線装置及びその部品（予備品）などを、


他社から融通（貸し借り）してもらうことがで


きないといった問題が指摘されている。 


・ なお、自社で全ての無線装置及びその部品をス


トックしておくことも高コストとなるとの指


摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 電波法、航空法 


改革の方向性（当初案） ・ 無線局の認可が事前審査制をとる以上、形式


上、修理を行ったら無線局変更申請を行い、許


可が得られるまで電波を出すこと（使用するこ


と）が出来ない。 


・ 実際の運用では、無線装置が壊れた場合、直ち


に無線装置及びその部品を交換して修理し、サ


ービス停止を可能な限り短くする必要がある。


・ このような観点から、障害発生時など緊急対応


が必要な際に限定し、他社との無線装置及びそ


の部品の融通を可能とすべく、事後的な変更申


請（報告）で済むよう、制度の柔軟化を図るべ


きである。 


・ また、当該方向性で制度改革を行った場合に、


航空法上問題がない点を国土交通省は明らか


にすべきである。 
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担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 現行制度において措置済み。 


・ 電波法施行規則別表第 1号の 3（第 10 条関係）


において、許可を要しない工事設計の軽微な事


項が述べられており、この範囲内であれば無線


設備の工事設計は変更の許可を要さない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 総務省及び国土交通省回答によると、電波法施


行規則の別表にある「許可を要しない工事設計


の軽微な事項」があることは了解。 


・ 他方、当該別表を見ると、例えば、送信機に関


しては、「当該設備の全部を削る場合に限る」


とあり、今回の要望では適用されない。 


・ また、航空機に設置する衛星通信装置は、そも


そも対象外となっている。 


・ 予備品の保有負担の軽減が期待されることか


ら、事後申請を可能とすべく要望する。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・ 障害発生時など緊急対応が必要な際に限定し、


他社との無線装置及びその部品の融通を可能


とすべく、個々の部品及び装置で予め規定する


のではなく、事後的な変更申請（報告）で済む


よう、制度の柔軟化について、検討し結論を得


る。 


＜平成 23 年度 検討・結論＞  
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）28】 


事項名 


 


船級協会が交付する条約証書の裏書業務の追加 


規制・制度の概要 


 


・ 船級協会は、船舶の年次検査の際に、貨物船安


全構造証書及び貨物船安全設備証書を国土交


通省の代わりに裏書（承認）することができる


が、「貨物船安全無線証書」への裏書は認めら


れていないとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 海上における人命の安全のための国際条約等


による証書に関する省令 


改革の方向性（当初案） ・ 総務省の指定する検査機関が検査し、安全性を


認めた無線機（船舶に設置するもの）に関する


「貨物船安全無線証書」は、国土交通省が裏書


するだけではなく、船級協会でも裏書できるよ


うにすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 船舶の年次検査の際の貨物船安全無線証書の


裏書については、現在、証書の写しによる申請


受理及び裏書シールの交付により、当該裏書に


伴う運航スケジュールへの影響が生じないよ


う配慮しているところ。 


・ 他方、船舶安全法に基づき、国土交通大臣の登


録を受けた船級協会の検査を受け船級登録さ


れた船舶（旅客船を除く）については、その船


級を有する間、法令で定める所要施設等（船舶


安全法第2条第1項に掲げる事項及び満載喫水


線）について、国による検査を受けこれに合格


したものとみなしている。 


・ また、船級協会の検査に合格した際には、船級


協会が関連する条約証書に検査合格の旨を裏


書きすることができる。 


・ 貨物船安全無線証書の交付のために必要な無


線設備（船舶安全法第4条第1項に掲げる設備）


の検査については、当該みなしの対象となって
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いない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 無線設備に係る関係法制の整備等が整い次第、


国際的な動向等を考慮しつつ、将来的な課題と


して、船級協会による検査のみなし範囲の拡大


について検討を進める。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・国土交通省回答によると、「無線設備に係る関係


法制の整備が整い次第、国際的な動向等を考慮


しつつ、将来的な課題として」とあるが、そも


そも無線設備に係る関係法制及び国際的な動向


が、当該規制改革の条件になるとは思われない。


・国土交通省に対しては、将来的課題として整理


するのではなく、速やかな措置を求める。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○船舶安全無線証書は、国土交通省が裏書するだ


けではなく、船級協会でも裏書できるようにす


る。 


 ＜平成 23 年度 措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）29】 


事項名 


 


船員無線資格に関する更新手続の簡素化 


規制・制度の概要 


 


・ 我が国では、無線通信を行う船員は、総務省所


管である第三級海上無線通信（三海通）を取得


後に、国土交通省所管の第三級海技士電子通信


（三電通）を取得することとなっている。 


・ このような中で、三海通の内容と三電通の内容


に殆ど差異が無く、同じような資格を二重に取


ることは負担であるとの指摘がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 船舶職員および小型船舶操縦者法 


改革の方向性（当初案） ・ 総務省の三海通が生涯有効であるのに対し、国


土交通省の三電通は５年ごとの更新（能力確認


等）が求められている。 


・ 両資格の二重構造を是正すべく、国土交通省の


三電通の資格の更新の際は、船員履歴確認のみ


とするなど、更新手続きの簡素化を図るべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 電波法に定める三海通は、電波の公平且つ能率


的な利用を確保する観点から設けられている


ものであり、その取得に当たって必要な知識及


び技能は、無線工学、電気通信術等の無線設備


の操作に関するもののみである。 


・ しかし、船舶の航行の安全を図るためには、通


信長に、単に無線設備の操作に関する知識及び


能力のみならず、海事法令、気象・海象等の海


上における専門的な通信内容を理解できる知


識及び能力が不可欠であることから、通信長に


関して、ＳＴＣＷ条約に基づき、三電通の資格


を設けている。 


・ この三電通の資格の更新に当たっては、その有


効期間の満了日前５年以内に、ＧＭＤＳＳ無線


設備を施設する船舶に航海士等として１年以
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上乗り組んだ者は、当該船員としての乗船履歴


が確認できれば、通信長としての乗船履歴の確


認や更新講習の受講を要しないこととして、既


に手続きを簡素化している。 


・ 従って、本要望に対しては、既に措置済みであ


る。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ － 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ － 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 更新講習の受講が不要であるなど、相当程度の


手続きの簡素化が措置済みである点は理解。 


・ 他方、要望者からは、国土交通省回答にある乗


船履歴の確認のみだけではなく、健康診断など


も更新手続きの要件に入っているとの指摘が


あり、更なる手続きの簡素化が可能か、検討を


求めたい。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ○国土交通省の三電通の資格の更新の際は、乗船


履歴確認にのみ限定するなど、更新手続きの更


なる簡素化について、検討し結論を得る。 


 ＜平成 23 年度 検討・結論・措置＞ 


 


 


 


 


 


  







 


70 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）30】 


事項名 


 


学術用途における著作物のフェアユースの導入 


規制・制度の概要 


 


・ 著作物を利用するためには、著作権者（もしく


は代理者）の承諾を得た上で、それに関する対


価を払わねばならない。 


＜根拠法令＞ 


・ 著作権法 


改革の方向性（当初案） ・ 学術用途に関しては、何らかの機関への簡単な


申請で著作物を使用できるよう、著作権法を見


直すべき、もしくは著作権法の適用除外とすべ


きである。 


・ また、費用負担に関しても、あくまで学術用途


であることを考慮し、相応な利用負担額とすべ


きである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 著作物の利用に当たっては、著作権法の個別権


利制限規定が適用される場合を除いて、著作権


者から許諾を得る必要がある。許諾の際に著作


権者に対する対価の支払いが必要か否かにつ


いては、当該許諾に係る著作権者の判断による


ものであり、著作物の利用に対して必ず対価の


支払いを必要とする制度とはなっておらず、し


たがって、「規制の概要」にある記述の内容は


事実誤認である。 


・ また、「規制改革の方向性」に記載されている


記述については、例えば、「学術用途」が具体


的に何を指しているのかといった点などその


内容が不明確である「考え方」についてお答え


することはできない。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・－ 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・－ 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 今後、我が国の成長力を支えるためには、研究


環境の整備を図り、知的財産の適切な活用を図


ることが重要である。 


・ 現在、著作物の利用に際して、科学振興や技術


研究に繋がる学術利用の場合であっても著作


権者への申請や対価の支払いが必要となるケ


ースが生じている。 


・ 学術用途に限った場合、公共性の高い用途であ


り、研究目的を達成しようとする合理的に必要


と認められる著作物の利用であることから、成


長力の強化に繋がるものと考えられる。 


・ 一方、「学術用途」として捉えられる範囲は明


確になっておらず、適用範囲を明確にする必要


がある。 


・ そのため、「学術用途」の定義を明確にした上


で、学術用途に限った著作物の利用について


は、フェアユースとして著作権者の許諾なしに


利用可能となるよう措置すべきである。 


具体例、経済効果等 ・ 画像、映像等の大量の著作物を使った研究を行


い、公表しようとしても、著作権者への申請及


び対価の支払いが発生するため、必要な情報の


利用が困難となっている。 


・ 知的財産の活用を図ることで、研究環境改善と


成長力の源となる新たな技術・芸術・学問にも


繋がる。 


改革案 ・ 科学振興や技術研究等に資するため、著作物の


活用に向けて、学術用途の定義について検討を


行った上で、フェアユースとして扱うことが可


能となるよう、所要の措置を講じる。 


＜平成２３年度検討・結論・措置＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）31】 


事項名 


 


自動車関連情報のＩＴ化 


規制・制度の概要 


 


・ 自動車の製造、販売、登録、保守等に関わる諸


情報は複数機関に散在しており、一元管理され


ていない。 


・ 具体的には、自動車の検査登録情報は、国土交


通省により、公益性の業務および本人の同意が


ある場合に限り、利用者に提供している状況。


また、事故情報は、警察庁が管理しているもの


の、車台番号まで管理していないため、車台番


号毎に事故履歴が把握できていない状況とな


っている。 


＜根拠法令＞ 


・ 道路運送車両法、道路交通法 


改革の方向性（当初案） ・ 中古車の取引において、適正な評価・購入を行


い、安全性を確保出来るよう、各車両の過去の


オーナー数、オーナーごとの所有期間、年間走


行距離、走行距離、過去の事故情報などを一元


管理・公開可能と出来るよう国土交通省と警察


庁の連携を図りながら所要の措置を早急に講


じるべきである。 


・ 具体的には、検査登録情報について、個人情報


を匿名化し、自動車の諸情報（製造、販売、登


録など）を管理可能な形とすべきである。また、


事故情報については、車体番号もあわせて収集


し事故履歴が把握できる仕組みを構築すると


ともに、車体番号によって自動車の諸情報およ


び事故履歴を検索できるように公開を行う仕


組みを整備すべきである。 


担


当


府


省


上記改革の方向性への 


考え方 


（警察庁回答） 


・ 個々の車両の過去の事故情報は交通安全に直


接関わるものとは考えられず、必ずしも警察が


交通の安全と円滑の確保という観点等から当
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該情報の収集を行う必要性があるとはいえな


いことから、本件提案に関し警察において車体


番号を収集すべきとは考えづらい。 


 


（国土交通省回答） 


・道路運送車両法の目的達成に必要な事項を自動


車の登録情報として保有している。 


・また、その目的達成に必要な範囲で、個人情報


保護に留意しながら登録を受けた登録情報提供


機関を通じて情報の提供を行っているところ。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・－ 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・国土交通省が保有している情報については、上


述のとおり既に情報提供のしくみが存在してい


る。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 中古車の取引において、適正な評価・購入を行


うためには、過去のオーナー数、オーナー毎の


所有期間、過去の事故情報等を把握する必要が


ある。 


・ 自動車関連情報は、警察庁において事故情報


を、国土交通省において自動車の検査登録情報


を管理していることから、これらの情報を一元


管理し、自動車の利用サイクルの中で「どの車


両が」「いつ」「どのような整備（事故）を」行


った（起こした）のかといった証明が求められ


る。 


・ 現在、国土交通省において、自動車検査登録情


報を提供するサービスを開始しているが、Web


上では過去４か月間の更新履歴情報しか閲覧


出来ないことから、過去のオーナー数、オーナ


ー毎の所有期間が容易に確認できない状況と


なっている。 


・ そのため、個人情報の保護に留意した上で、初


年度からの自動車登録情報を Web 上で公開可
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能となるよう検討を要望する。 


・ また、過去の事故情報を把握するためには、車


台番号による自動車の事故履歴の検索を可能


とすることが重要である。 


・ 自動車安全運転センターにおいて交通事故証


明書を発行していることから、例えば、これら


の項目の中に車台番号を追加し、車台情報から


事故情報を確認できるような仕組みを構築可


能となるよう検討を要望する。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 自動車の事故情報及び初年度からの自動車検


査登録情報等について、個人情報の保護に留意


しながら、IT を活用して一元管理・公開可能


となるよう、警察庁と国土交通省の両省が協議


のうえ、連携して検討を行う。 


＜平成 23 年度検討・結論、平成 24 年度措置＞
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規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他（ＩＴ）32】 


事項名 


 


ＩＴの活用による都市開発のワンストップ化 


規制・制度の概要 


 


・ 公的空間の管理運営やエリアマネジメント活


動において、警察署、道路管理者など複数の行


政機関毎に個別の手続き、調整が必要とされ、


多くの時間とコストがかかっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市再生特別措置法 


改革の方向性（当初案） ・ 都市計画上の規制等の行政の許認可が必要な


事項をワンストップで電子申請できるように、


関係行政機関、民間事業者等の関係者が参加す


る協議会(市町村都市再生整備協議会のメンバ


ーの拡充など)を組織し、そこで審査、確認さ


れた都市計画、管理運営方針等については行政


手続の簡素化、省略が図られるよう、関係機関


と連携の上、国土交通省において検討を行い、


所要の措置を早急に講じるべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ ご指摘の公的空間の管理運営やエリアマネジ


メント活動に係る行政の許認可が具体的に何


を指しているか分かりかねるが、都市局にて所


管する公的空間の管理運営やエリアマネジメ


ント活動に係る許認可権限と考えられる許認


可の多くは、地方公共団体の長が許認可権者と


なっており、電子申請等への対応は地方公共団


体の判断によるものとなる。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 現行制度は、ワンストップ化の実施を妨げるも


のではないと考える。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・ 現行制度は、ワンストップ化の実施を妨げるも


のではないと考える。 
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改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 都市開発にあたっては、建物管理、道路管理、


土地区分等様々な情報を扱う必要があること


から、手続きや申請窓口、様式等が複雑化して


いる。 


・ 短期間により簡便な形での申請を可能とする


ため、複数の行政機関に跨っている手続きを簡


素化するための検討を行い、所要の措置を講ず


る必要がある。 


・ 具体的には、都市開発のワンストップ化に向け


た計画もしくはロードマップ（工程表）を作成


し、当該計画（工程）に基づき、都市開発のワ


ンストップ化を実行すべきである。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 都市開発の申請をワンストップで行えるよう、


申請窓口の一元化、行政手続きの簡素化を図る


べく、計画もしくはロードマップ（工程表）を


検討し、結論を得る。 


＜平成２３年度検討・結論＞ 
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規制・制度改革検討シート（案） 


【その他（住宅･土地）１】 


事項名 


 


老朽化建築物等の建替えに資する建築規制の緩和


規制・制度の概要 


 


・  大都市、地方都市ともにマンションなどの老


朽化が進むなか、容積率の既存不適格などの理


由により建替えや改修が思うように進まず、良


質な街並みや生活環境の形成、住民の安全・安


心の確保、低炭素化の推進の面から大きな社会


問題となっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第５２条他 


改革の方向性（当初案） ・  老朽化した都市の住宅やオフィスなどの建


築物の建替えを推進していくためには、容積率


の既存不適格物件について従前の容積率を認


めるなど、容積率・建蔽率、斜線制限等の建築


規制の緩和を図るべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  個別の建築物の建替え計画や地域の実情に


応じて、建築基準法第 59 条の２に基づく総合


設計制度や、地区計画等の都市計画諸制度を活


用することによって容積率制限等を緩和する


ことが可能。 


・  なお、「新成長戦略実現に向けた３段構えの


経済対策（平成 22 年 9 月 10 日 閣議決定）」に


おいてとりまとめられているとおり、老朽建築


物の建替えに資する容積率の緩和に係る具体


的施策について、平成 22 年度中に措置を講じ


ることとしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  老朽建築物の建替え促進のため、容積率の緩


和に係る総合設計制度の活用について、平成


22 年度中に技術的助言を発出予定。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


参考資料８ 







 


2 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  老朽化建築物の建替えが進まない大きな要


因として、容積率に関して既存不適格のものが


多く、建替えると面積が小さくなるということ


が一番の問題となっており、特に３１ｍ規制の


時代（現在の容積率規制がかかる以前）に建て


られたものは殆どが既存不適格であるとの指


摘もあり、面積が小さくなるため建替えたくて


も建替えられないものが多い。 


・  せめて古い建物を既存建物と同じ容積を認


めて更新させないと、耐震性など危険なものが


残存することとなり、安全安心の観点から問題


である。この問題について建築行政を所管する


国土交通省の考え方を国民に明確に示すべき


である。 


・  特に、既存不適格で建替えると面積が減少す


る若しくは容積率を限度まで使用済みの事業


者も参画不能な物件については、危険な状態の


まま崩壊を待つことしかできない閉塞状態と


なる可能性が高く、所有者のみならず周辺住民


への影響などを考慮すれば看過することはで


きないものと考える。 


・  関係省庁で実施した分譲マンションの建替


え等の検討状況に関するアンケート調査結果


においても、建替えを具体的に進める事業上の


問題点として、「既存不適格（容積率オーバー


等）で事業スキームが組み立てられなかった」


が最も多くあげられており、最低限、老朽建築


物の建て替えに関する施策の充実に資するた


め、大都市圏の既存不適格物件の実態を把握す


るなどの調査を行うべきである。また、老朽建


築物の建替えについての国民の意識を喚起す


るためにも、総合設計制度や地区計画等の建替


えに効果的な手法・制度を周知することも重要


である。 


具体例、経済効果等  
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改革案 ・  容積率の既存不適格物件となっている老朽


建築物の建替え方策の検討に向けて、大都市圏


内の既存不適格物件について、実態把握のため


の調査を行う。 


【平成 23 年度措置】 


 







 


4 


【その他（住宅･土地）２】 


事項名 


 


借地借家法における正当事由制度の見直し 


規制・制度の概要 


 


・  借地借家法では、賃貸人による更新拒絶・解


約申入れの正当事由に含まれるのは、建物の使


用を必要とする事情のほか、従前の経過、利用


状況、現況、財産給付である。 


・  明渡しに関して、賃貸人・賃借人間で争いが


生じた場合には、上記正当事由を総合的に考慮


したうえで、裁判所等にて判断されるのが現状


であり、傾向としては賃借人に有利な判断が下


される場合が多い。 


・  賃貸人が建替えを予定する場合、その他に正


当事由足りえる事由が無い場合には、明渡しが


認められることは皆無に等しく、建物の老朽化


を正当事由にする場合、相当の老朽化でなけれ


ば同様に明渡しが認められない。 


＜根拠法令＞ 


・ 借地借家法第 28 条 


改革の方向性（当初案） ・  建物の賃貸人が更新拒絶・解約申し入れを行


う場合の正当事由を拡大し、建物の老朽化や耐


震性、再開発を理由とした建替えの必要性など


を正当事由とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 対応困難 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  建物の老朽化等を理由にマンションの建替


え決議がされたことを正当事由とすることに


ついては，法務省において，国土交通省との密


接な連携の下に，建替え決議がされたマンショ


ンにおける借家人の建物明渡しに係る実態を


把握し，見直しの要否を検討するために，平成
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１９年度から平成２０年度にかけて，老朽化マ


ンションの実態調査（アンケート調査及びヒア


リング調査）を実施し，その結果を平成２０年


１１月（アンケート調査）及び平成２１年９月


（ヒアリング調査）に公表した。これらの実態


調査の結果，正当事由制度が建替え事業の進捗


を阻害しているとの立法事実は認め難く，一方


で，建替えの必要性等を常に正当事由とした場


合，高齢者や零細企業等，正当事由により保護


されるべき借家人が一方的に立退きを強制さ


れることとなり，その保護の要請に反するこ


と，正当事由という柔軟な判断枠組みが硬直化


することとなり，借家人との適切な利害調整を


図ることができなくなることなどの問題が生


じるため，現行の正当事由制度を維持すること


が適当と考える。 


・  なお，上記規制の概要記載の「傾向としては


賃借人に有利な判断が下される場合が多い。賃


貸人が建替えを予定する場合、その他に正当事


由足りえる事由が無い場合には、明渡しが認め


られることは皆無に等しく、建物の老朽化を正


当事由にする場合、相当の老朽化でなければ同


様に明渡しが認められない。」という点につい


ては，根拠が不明確であり，正当事由に関する


裁判例の分析結果として，その適切性には疑問


がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  すべての建物について将来的には必ず建替


えや改修が必要になるが、多数の老朽化した又


は耐震性が劣る危険な建物の存在が大きな社


会問題になる前に、円滑に建替えや改修を可能


にする制度を準備しておく必要がある。 


・  「実態調査の結果，正当事由制度が建替え事


業の進捗を阻害しているとの立法事実は認め


難」いとの意見であるが、実態調査の結果によ


ると、借家人の退去が円滑に進むような仕組み


が建替えを円滑に進めるために必要であると
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する回答が認められる上、建替え決議がある場


合に賃貸借契約を終了できる又は借家権の消


滅を請求できる制度を肯定する回答が多いこ


とからすれば、正当事由制度を含めた制度改正


を行うことにより、借家人の退去が円滑に進


み、老朽化した又は耐震性の弱い建物の建替え


や改修が少なからず促進されるものと考える。


・  なお，上記規制の概要欄に記載した「正当事


由に関する裁判例の分析結果として，その適切


性には疑問がある。」との意見があったが、現


場で建替えや再開発に従事した事業者から発


せられた率直な実感であり、検討の参考とされ


たい。 


・  借家人保護の要請が重要であることには異


存はないが、上記実態調査以外の個別事例にお


いても現行の正当事由制度では、借家人の存在


により明け渡しを求める裁判に長期間を要し


たり、高額の立退料の支払いを要求されるなど


の理由により建替え事業や再開発が円滑に進


まない事例があるとの指摘も踏まえ、真摯に検


討すべきである。 


・  当事者双方の事情等様々な事情を総合的に


考慮して正当事由を判定している現行制度に


おいても、建替え決議がなされ、借家人に対し


転居先の手配や適切な立退料等の補償をした


際には、正当事由の有無を判断するにあたって


適切に考慮されることになるため、建替えの必


要性等を常に正当事由とする見直しは適当で


はないという意見であると思われるが、そうで


あるならば、マンションの管理組合や所有者、


事業者に対して、どのような方策をとれば正当


事由に該当するかの予測可能性の向上や裁判


に要する期間、費用等の社会的費用の軽減を図


る観点からの最低限の対応として、法務省にお


いて、過去の判例の整理・分析を行い正当事由


に関する具体的な事例集等を作成し・公表する
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等の情報提供を行うべきである。 


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  良好な街づくりのためには、一定程度の建物


等の更新が不可欠であるが、賃借人との明け渡


し交渉の不調がそれを著しく阻害している。耐


震性能の強化についても、明渡し交渉の困難に


より不可能となることが多い。良好な街づくり


や良好な建物ストック形成のためにも、老朽化


や再開発による建替えを正当事由として明示


するなどの見直しが必要である。 


改革案 ・  建物の賃貸人が更新拒絶・解約申し入れを行


う場合の正当事由を拡大し、建物の老朽化や耐


震性、再開発を理由とした建替えの必要性など


を正当事由とすることについて、借家人保護の


重要性を踏まえつつ、関係省庁と連携して総合


的に検討を進める。 


【平成 23 年度検討開始】 


・  マンションの管理組合や所有者、事業者に対


して、どのような方策をとれば正当事由に該当


するかの予測可能性の向上や裁判に要する期


間・費用などの社会的費用の軽減を図る観点か


ら、過去の判例の整理・分析を行い正当事由に


関する具体的な事例集等を作成し・公表する等


の情報提供を行う。 


【平成 23 年度早期に措置】 
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【その他分野（住宅･土地）３】 


事項名 


 


区分所有法における団地の一括建て替え要件の緩


和 


規制・制度の概要 


 


・  建物の区分所有等に関する法律（区分所有


法）により、団地区分所有者集会において、団


地内建物の区分所有者及び議決権の各５分の


４以上の多数により、団地内建物の一括建替え


を決議することが出来る。但し、各団地内建物


毎に区分所有者及び議決権の３分の２以上の


賛成を得る必要がある。 


＜根拠法令＞ 


・ 区分所有法第７０条 


改革の方向性（当初案） ・  区分所有法における一括建替え決議の要件


を、団地全体の区分所有者及び議決権のそれぞ


れ５分の４以上の賛成のみとし、各建物毎の区


分所有者及び議決権のそれぞれ３分の２以上


の要件を削除または、緩和（多くとも過半数）


すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・ 対応困難 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  ①同一の敷地内に複数の区分所有建物があ


り，その敷地を団地建物所有者全員で共有して


いる団地であっても，異なる建物の区分所有者


間では，それぞれ他の建物について何らの権利


も持っていないのであり，敷地の共有関係を媒


介にした団体に過ぎない団地全体の多数者の


意思をもって，建替えを望まない区分所有者が


多数を占める建物について建替えを強制する


ことは，建物と敷地とを別個の権利としている


日本の法制度一般と比較して，隔たりが大きす


ぎるものと考えられ，また，②建替えが必要と


されるのは平成１４年改正前のマンションで


あると思われるところ，平成１４年改正前は，
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各棟ごとに５分の４以上の建替え決議が成立


しなければ団地全体の建替えが実施できない


こととされていたので，団地全体の多数者の意


思のみによって建替えができることにすると


大幅な制度変更となり，その区分所有者の信頼


を損なう可能性がある。以上からすれば，各棟


ごとの決議要件を削除することはできないも


のと考える（なお，区分所有法上，建替えに反


対をする棟を除いて建替えを行うことも可能


とされている（区分所有法第６９条）。）。 


・  また，平成１４年改正前は各棟ごとに５分の


４以上の賛成が必要とされていたことを考え


ると，これ以上の緩和については，より慎重な


検討が必要である。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  古い団地型マンションは、住戸面積が狭く、


耐震性が低い、エレベーターがないなどの構造


や設備も不十分なものが多いだけではなく、空


き住戸化、賃貸化、居住者の高齢化などの地域


社会への影響も指摘されており、建替えの促進


が望まれるところであるが、合意形成の難しさ


などから建替えが進んでいない現実がある。 


・  昭和 40～50 年代のいわゆる「マンションブ


ーム」により公団・公社等による団地型マンシ


ョンの供給も大幅に増加し、その頃に供給され


た団地型マンションも既に築 30 年を超え、建


替えを検討する時期を迎えているところであ


る。 


・  また、団地の建物全部を一括して建替えるこ


とにより、複数の低層棟を集約し高層化するな


ど敷地利用の効率化が図れ、また、容積率に余


裕のある団地においては、敷地の一部や余剰床


を処分することにより建替え費用を捻出する


ことができるなど大きなメリットを得られる


場合が多く、今後増大すると予想されている団


地型マンションの円滑な建替えを可能とする


制度を準備しておくことが必要である。 
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・  複数の棟からなる住宅団地は、各棟の区分所


有者数に差のある場合があり、仮に全体の団地


管理組合の５分の４以上の賛成が得られたと


しても、区分所有者数の少ない棟において、ご


く少数の反対により、その棟の３分の２以上の


賛成が得られず、全体としてみるとわずか数％


の反対により、全体の８０％以上の総意が翻る


こととなる場合があり、上記メリットを享受す


ることができないばかりか、建替えを断念せざ


るを得なくなり、老朽・陳腐化した団地に住み


続けることとなるなど建替えを希望する大多


数の区分所有者にとって酷な事態を強いるも


のとなっている。 


・  区分所有法第 69 条により、反対する棟を除


いて建替えは可能であるとの意見についても、


そのような場合においては、反対する一棟を除


いた形での建替え計画を練り直すしかないが、


反対する一棟を除いた合理的な建替え計画を


立てるのは現実的に困難な場合がほとんどで


あり、結局、団地全体の建替えを断念せざるを


得ないこととなる。 


・  この問題は、人数が急速に増加していた経済


成長期に建設された大規模ニュータウン等に


おける団地に代表される居住者の高齢化に伴


う諸問題や都市再生等にも関係するものであ


り、少なくとも関係省庁と連携して団地の建替


えや再生について総合的に検討を進めるべき


である。 


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  団地内の反対者が反対者を一つの棟に集め


ようとする動きが見受けられる事例などもあ


り、このような場合などを前提とすれば各棟ご


とに３分の２以上の賛成を一律に求める現在


の決議要件は厳しすぎ、棟ごとの区分所有者の


賛成要件は撤廃すべきである。 
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改革案 ・  高齢化社会への対応、都市再生等の観点か


ら、区分所有法における団地内建物の一括建替


え決議要件のあり方について、関係省庁と連携


して総合的に検討を行う。 


【平成 23 年度検討開始】 
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【その他（住宅･土地）４】 


事項名 


 


民間事業者による開発に併せた公共施設整備等の


促進のためのインセンティブ拡充 


規制・制度の概要 


 


・  民間事業者が開発事業に併せて公共施設を


整備する際の公共貢献に見合った容積率ボー


ナス等のインセンティブが十分ではないため、


民間側の積極的な協力が得られないなど都市


整備が円滑に進まない一要因ともなっている。


＜根拠法令＞ 


・  


改革の方向性（当初案） ・  国、地方公共団体ともに今後も厳しい財政状


況が続く中においては、民間資金も活用して公


共施設の整備及び維持管理を的確に行ってい


くことが求められている。 


・  このため、民間事業者が開発事業に併せて公


共施設を整備する際のインセンティブとして、


公園、地下コンコース、歩道橋等の整備や既存


道路の拡幅などの協力に見合った容積率の割


増などの容積率ボーナスの付与、日影・斜線制


限の緩和等を行うなど、当該公共貢献に見合っ


た誘導方策の拡充を行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  容積率、日影・斜線制限等を緩和することが


可能な都市計画制度として、高度利用地区、特


定街区、高度利用型地区計画等がある。これら


の制度を活用して容積率制限の緩和を行うに


あたっては、地域整備のための広域的な公共・


公益施設の整備等を評価することが考えられ


る旨を都市計画運用指針（平成 12 年 建設省


都計発第 92 号 建設省都市局長通知）において


周知しているところであり、地方公共団体の判


断により現行制度で対応可能である。なお、判


断にあたっては、交通施設及び供給処理施設の


容量や周辺地域に対する環境上の影響等を勘


案して過大にならない範囲で行われることと


なる。 
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【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  上記の通り現行制度で対応可能。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  国、地方公共団体ともに今後も厳しい財政状


況が続く中においては、民間資金も活用して必


要な財源を確保し、公共施設の整備及び維持管


理を的確に行っていくことが必要不可欠であ


る。 


・  具体的には、民間事業者が都市開発事業にあ


わせて、公共施設の新設や老朽化した公共施設


の更新を行った際には、容積率の割増しなどの


インセンティブの付与や、公園等の公共施設を


整備する際の規格・基準や道路等の占用許可等


の運用の弾力化等を行い民間の資金等で公共


施設整備を行う際の障害を外していくことが


必要と考える。 


・  例えば、新たに歩道橋を設置してその橋脚や


階段が既存の民有地内に設置される場合等に


は、当該部分も道路区域に指定されることにな


る。道路区域に指定された部分については、用


地買収され当然に建築物の敷地面積に含める


ことができないため、結果として容積率も縮減


されることになる。 


・  このような場合に、当該部分の面積を敷地面


積に算入することが認められれば、従前敷地面


積と同じ容積を確保することが可能となるた


め、都市の公共インフラ整備への協力に対する


民有地所有者へのインセンティブとなり、都市


開発事業等の促進が図られるものと考える。 


・  民間事業者が開発事業に併せて公共施設を


整備する際のインセンティブとして、公園、地


下コンコース、歩道橋等の整備や既存道路の拡
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幅などの協力に見合った容積率の割増などの


容積率ボーナスの付与、日影・斜線制限の緩和


等を行うなど、当該公共貢献に見合った誘導方


策について、更なる活用が図られるよう地方公


共団体に対して周知を徹底すべきである。ま


た、それらの誘導策の具体的事例を収集し、情


報提供を充実させるべきである。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・  地方公共団体によっては誘導方策等の制度


の活用に消極的であったり、理解が不十分なと


ころもあるため、その制度が活用されない理由


等の実態を調査・検証した上で、民間事業者が


開発事業に併せて行う公園、地下コンコース、


歩道橋等の整備や既存道路の拡幅への協力等


の公共貢献に見合った容積率の割増、日影・斜


線制限の緩和等の誘導方策について、更なる活


用が図られるよう地方公共団体に対して周知


を徹底するとともに、それらの誘導策の具体的


な事例を収集し、情報提供を充実させるべきで


ある。 


【平成 23 年度早期に措置】 
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【その他（住宅･土地）５】 


事項名 


 


都市開発事業を対象とした道路空間への建築制限


の緩和 


規制・制度の概要 


 


・  現行制度では、道路上空又は路面下に建築物


や工作物等を建築できるのは、地区計画区域内


の自動車専用道又は特定高架道路で特定行政


庁が認めるものなどに限られている。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 44 条 


改革の方向性（当初案） ・  街区の面積が比較的小さい中心市街地等で


複数街区をまとめて一定規模の敷地として開


発することが求められる場合などに、既存の道


路用地の所有権・通行機能を残しつつ、一般道


路、細街路等の道路上空を活用した大街区によ


る建築空間とするなど道路空間と建築物の立


体的利用を可能とすべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  一般道路における道路空間と建築物の立体


的利用については、道路区域内に建築すること


ができる建築物の範囲の拡大等、所要の措置を


講ずることとしている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  「上記規制改革の方向性への考え方」のとお


り。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  道路の通行機能を残した上で、道路上空を活


用した大街区による建築空間とすることで、複


数街区にまたがる一体的な土地利用が図られ、


快適で賑わいのある連続した都市空間を形成


することが可能となる。  


・ 歴史のある古い街並みを持つ地区など細街路


が多い地区の都市再生の手法として効果を発


揮するものと考えられる。 


・ このため、一定の良質な都市空間づくりに資す
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る開発などについては、細街路等の道路と敷地


の柔軟な再編を実施できるよう、道路区域内に


建築することができる建築物の範囲の拡大等


規制の緩和を行い、道路空間と建築物の立体的


利用による大街区化の都市開発事業を可能と


するべきである。 


具体例、経済効果等 ・  複数街区にまたがる一体的な土地利用が可


能となり、快適で賑わいのある連続した都市空


間が形成できる。 


改革案 ・  街区の面積が比較的小さい中心市街地等で


複数街区をまとめて一定規模の敷地として開


発することが求められる場合などに、既存の一


般道路の通行機能を残しつつ、一般道路、細街


路等の道路上空を活用し、道路空間と建築物の


立体的利用による大街区化の都市開発事業を


可能とする方策について検討を行い、所要の措


置を講ずる。【平成 23 年度検討・措置】 
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【その他（住宅･土地）６】 


事項名 


 


老朽再開発ビルの再々開発事業に向けた環境整備


規制・制度の概要 


 


・  都市再開発法では「当該区域内の土地利用が


細分化されていること等により、当該区域内の


土地利用が著しく不健全であること」などが、


再開発事業の施行区域の要件とされている。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市再開発法第 3条 


改革の方向性（当初案） ・  都市再開発法の「再開発事業の施行区域の要


件」を満たせない等の理由により、法定再開発


で建築された再開発ビルは、再々開発（建替え）


することが難しいと言われている。 


・  このため、中心市街地活性化法に基づき認定


を受けた区域等のまちづくり上重要なものに


ついては、再々開発事業地区として現行の再開


発法に制度的な位置づけを行なうなど、スムー


ズな事業展開を可能とするための方策につい


て検討を行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  上記「再々開発」については、個別の状況に


よるが、都市再開発法上の要件に必ずしも当て


はまらないものではないため、その旨、会議等


の機会を利用して関係者に周知するとともに、


相談にも応じているところ。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・ 上記の通り現行制度で対応可能。 


 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  初期の都市再開発法の市街地再開発事業等


として建設された駅前の再開発ビル（以下「再


開発ビル」という。）において、老朽化や核テ


ナントの撤退等によるビル全体の管理運営の


困難などにより、建替えを検討している地区が
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みられるが、都市再開発法第３条第３項に規定


されている「当該区域内の土地利用が細分化さ


れていること等により、当該区域内の土地利用


が著しく不健全であること」という要件が満た


せず都市再開発法による建替えを行うことが


困難とされている事例が見受けられる。 


・  また、再開発ビルは従前の細分化された土地


に関係した権利者を収容していることなどか


ら区分所有者等の権利者が多いため、都市再開


発法の権利変換手法を活用しないと建替えが


実質的に困難である事例が多いとの指摘もあ


る。 


・  都市再開発法制定から 40 年を経過し、今後、


再開発ビルの建替えを円滑に進めることは都


市再生の観点からも重要であると考えられる


ため、過去に市街地再開発事業等により施行さ


れた地区の実態調査を行い、再開発ビルの建替


えに関する法制度上等の問題点について検討


を行うべきである。 


・  少なくとも、都市再開発法第３条第３項の


「当該区域内に十分な公共施設がないこと、当


該区域内の土地の利用が細分されていること


等」の規定は「当該区域内の土地の利用状況が


著しく不健全であること」の例示であることを


踏まえ、それ以外の当該区域内の土地の利用状


況が著しく不健全であることの具体例を明示


するなど技術的助言を行うべきである。  


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  都市再開発法（1969 年制定）に基づく都市


開発事業でできた再開発ビルのうち、30 年以


上前に事業完了した初期再開発事業のなかに


はリニューアル・耐震補強の費用がかさみ、建


替えを選択しなければならない老朽再開発ビ


ルが各地に見られ始めている（初期再開発事業


等は全国で約 300 地区、ビル数で約 860）。 


・  しかし、現行の都市再開発法では、再開発事
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業の施行区域の要件として、「当該区域内の土


地利用が細分化されていること等により、当該


区域内の土地利用が著しく不健全であること」


とされているため、都市再開発法を活用した


再々開発事業は困難であり、中心市街地の重要


な地区に老体をさらすことになっている。元々


そのような再開発ビルは都市計画で位置づけ


られ、まちづくりにとって重要な場所にあり都


市のシンボルともなったビルであり、当該位置


の重要性は変らない。 


・  かかる地区で、まちづくり上重要なもの（中


心市街地活性化法に基づき認定を受けた区域、


都市再生特別措置法に定める緊急整備地域や


密集市街地における防災街区の整備の促進に


関する法律に基づく防災再開発促進地区など）


を再々開発事業地区として現行の再開発法に


制度的な位置づけを行なうなど、スムーズな事


業展開が図れるようにする必要がある。 


改革案 ・  過去に市街地再開発事業等により施行され


た地区の実態調査を行い、法制定当時とは土地


利用、建物利用の形態が著しく変化したことを


踏まえ、再開発ビルの建替えに関する法制度上


等の問題点、とりわけ当該区域内の土地の利用


状況が著しく不健全であることの要件の是非


について検討を行う。 


【平成 23 年度検討開始】 
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【その他（住宅･土地）７】 


事項名 


 


特例容積率適用地区の拡大 


規制・制度の概要 


 


・  特例容積率適用地区は、第一種・第二種低層


住居専用地域および工業専用地域を除く９つ


の用途地域内において、適正な配置及び規模の


公共施設を備え、かつ、用途地域で指定された


容積率の限度からみて未利用となっている建


築物の容積の活用を促進することにより、土地


の有効利用を図ることを目的とする地域地区


である。 


・  この区域内においては、土地所有者等の申請


に基づき、特定行政庁が複数の敷地について、


これらの敷地に係る容積の限度の和が、基準容


積率による容積の限度の和を超えない範囲内


において、それぞれの敷地に適用される特別の


容積率の限度を指定することにより、敷地間の


容積の移転が可能となる。 


＜根拠法令＞ 


・ 都市計画法第９条、建築基準法第 57 条の 2 


改革の方向性（当初案） ・  老朽マンションの建替えや密集市街地の建


物の共同化の促進等の都市再生の観点から、未


利用容積を移転することにより土地の高度利


用を可能とする本制度の活用を促進すべきで


あるが、現在、全国で１地区しか指定されてい


ないところである。本制度の活用の促進に向け


地方公共団体に助言・周知を行うほか必要に応


じて指定要件を見直すことも検討すべきであ


る。 


担


当


府


省


の


回


答


上記改革の方向性への 


考え方 


・  特例容積率適用地区制度については、その運


用について都市計画運用指針（平成 12 年 12 月


28 日 建設省 都計発 第 92 号 建設省都市局


長通知）において周知しているところであり、


地方公共団体の判断により活用が可能な制度


である。 


・  また、容積率特例制度の活用等について（技
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術的助言）（国都計第 105 号、国住街第 177 号


平成 20 年 12 月 25 日 国土交通省 都市・地域


整備局 都市計画課長 住宅局 市街地建築課長


通知）において、都市の枢要な位置にあり土地


の高度利用が期待される地区における未利用


容積の活用については特例容積率適用地区等


の活用が考えられる旨周知を図っているとこ


ろ。 


・  なお、指定要件としては、適正な配置及び規


模の公共施設を備えた土地の区域で、かつ、建


築物の容積率の限度からみて未利用となって


いる建築物の容積の活用を促進して土地の高


度利用を図る必要のある区域としているが、当


該地区の指定にあたっては、インフラ負荷上支


障のない範囲で指定を行う必要があることか


ら、上記要件を変更することは考えていない。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  上記の通り、既に特例容積率適用地区制度の


活用について周知を行っているところ。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  老朽マンションの建替えや密集市街地の建


物の共同化の促進等の都市再生の観点から、未


利用容積を移転することにより土地の高度利


用を可能とする本制度の活用を促進すべきで


あるが、現在、全国で１地区しか指定されてい


ないところである。本制度の積極的な活用を図


るため、「適正な配置及び規模の公共施設を備


えた土地の区域」等の指定基準の考え方につい


て、当該区域内の一部に公共施設の整備水準が


高くない地区があっても当該地区が容積率移


転を受けないことが担保できる措置が講じら


れている場合や将来、適正な配置及び規模の公


共施設の整備が確実と見込まれる場合であれ
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ば、指定可能であることを示すなど地方公共団


体に技術的助言を行うべきである。 


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  容積率緩和の制度として、地区単位で敷地間


の容積の移転を可能とする「特例容積率適用地


区」には、現在は大手町、丸の内、有楽町地区


のみが指定されている。これらの地区以外にも


水辺再生や通り・路地の再生など、地元発意に


より官民協働で公共空間・公共財を創り出し、


街を再生する意義が認められる地区が存在し、


その実現のためには政策的支援が必須である。


これら再生事業は、広範囲にわたる地区内の再


開発に併せて、当該地区における事業者や居住


者の生活再建・再構築を図るものである。 


・  国は、このような事業の推進に向け、都市計


画において特例容積率適用地区を拡大するよ


う、自治体に助言・指導をすべきである。 


改革案 ・  特例容積率適用地区制度は土地の有効利用


を図る上で効果的な制度であるが、現在、全国


で１地区しか指定されていない。このため、他


の地区で活用されない理由を調査・検証すると


ともに、「適正な配置及び規模の公共施設を備


えた土地の区域」等の指定基準の考え方につい


て、当該区域内の一部に公共施設の整備水準が


高くない地区があっても当該地区が容積率移


転を受けないことが担保できる措置が講じら


れている場合や将来、適正な配置及び規模の公


共施設の整備が確実と見込まれる場合であれ


ば指定可能であることを示すなど、その積極的


な活用を図るため、地方公共団体に技術的助言


を行うべきである。 


【平成 23 年度早期に措置】 
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【その他（住宅･土地）８】 


事項名 


 


構造計算適合性判定の対象範囲の見直し 


規制・制度の概要 


 


・  建築確認手続きにおいて、高度な構造計算を


要する高さ 20ｍを超える鉄筋コンクリート造


の建築物など一定規模以上の建築物について


は、都道府県知事又は指定構造計算適合性判定


機関による構造計算適合性判定が義務付けら


れている。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 6 条第 5 項、第 20 条第 1 項第 2


号、3号 


改革の方向性（当初案） ・  高さ 13ｍまたは軒高９ｍを超える木造また


は鉄骨造の建築物についても、構造計算適合性


判定の対象となっているところであるが、低層


の小規模建築物については、高さ、軒高等に関


わらず、構造計算適合性判定の対象から除外す


べきである。少なくとも、３階建以下の建物の


場合、軒高さ９ｍを超えると構造計算適合性判


定の対象とする規制については見直すべきで


ある。 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  「建築基準法の見直しに関する検討会」にお


いて、「構造計算適合性判定の対象範囲につい


ては、構造計算ルート毎の審査の難易度を検証


し、対象外とすることが可能な範囲等について


精査を行うため、技術的検討を行う委員会を設


置し、当該委員会における検討結果を踏まえ、


制度見直しを検討する必要がある」と指摘され


ている。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  「建築基準法の見直しに関する検討会」にお


ける指摘を受け、「構造計算適合性判定制度関


連技術検討委員会」を設置し、第一回委員会を


本年 11 月 15 日に開催したところであり、当該


委員会における検討結果を踏まえ、制度見直し


を検討することとしている。 
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【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  小規模建築物については、予算や工期面で余


裕がないため、構造計算適合性判定を避ける計


画を採用する作用が働き、３階建の建物につい


ては、基礎高さや室内天井高を低くし、軒高を


抑え、構造計算適合性判定を回避している場合


も多いとの指摘もある。基礎高さの短縮はメン


テナンスや床下の通風上の問題があり、建物の


長期使用を阻害する。また、天井高さについて


も、長期優良住宅の認定基準では躯体天井高さ


2.65ｍ以上とされているが、３階建住宅につい


ては 2.2～2.4ｍ程度にせざるをえず、快適な


住空間を確保することができないなどの問題


が生じている。 


・  安全安心の確保が第一ではあるが、構造上の


取扱い・判断が難しい鉄筋コンクリート造につ


いて高さ 20ｍまで構造適合性判定の対象とな


らないことを踏まえれば、木造又は鉄骨造の小


規模建築物で軒下９ｍを超えるとその対象と


なることは過重な規制との指摘は相当である


と考えられるため、耐震安全性や構造上の観点


から技術的に検討を行った上で、制度の見直し


を行うべきである。 


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  建築確認に要する期間は通常数日ですむも


のが、構造計算適合性判定の対象になると最大


70 日に増加するとともに、構造計算書作成な


ど構造計算適合性判定に係る費用が余計にか


かることになる。 


・  そもそも、構造計算適合性判定の具体的な判


定内容に照らせば、小規模な建物の構造安全性


については、建築確認審査において建築主事等


が具備すべき能力において確認可能な範囲に
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ある。また、軒高９ｍの制限は、建築基準法制


定以来、建物が小規模であるかの構造上の目安


として用いられているが、耐震安全性や構造上


の根拠に基づいた数値ではない。 


改革案 ・  ３階建て以下の小規模建築物を構造計算適


合性判定の対象範囲から除外することなどに


ついて、国土交通省に設置された「構造計算適


合性判定制度関連技術検討委員会」における検


討結果を踏まえ、制度の見直しを検討し、結論


を得る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【その他（住宅･土地）９】 


事項名 


 


自動車整備工場に対する建築基準法の用途地域ご


との面積制限の緩和 


規制・制度の概要 


 


・  自動車整備工場は商業地域、近隣商業地域で


は 300 ㎡以下、準住居地域では 150 ㎡以下、第


１種・第２種住居地域では 50 ㎡以下のものし


か建築できない。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 48 条、別表第二 


改革の方向性（当初案） ・  自動車整備工場に対する建築基準法の用途


地域ごとの面積制限については、周辺環境に与


える影響等にも配慮しつつ、機器等の振動・騒


音レベルの低下や遮音性能等技術の進歩を踏


まえ、公聴会や建築審査会の同意等の手続きを


経ずとも建築可能な面積を拡大することにつ


いて検討し、結論を得た上で、平成 23 年に国


会提出予定の建築基準法改正案に盛り込む。


【平成 22 年度検討開始、可能な限り速やかに


措置】 


担


当


府


省


の


回


答


 


上記改革の方向性への 


考え方 


・  住居系地域及び商業系地域においては、それ


ぞれの用途地域の目的に照らし、良好な住居の


環境又は商業その他の業務の利便を害するお


それのある工場等の建築物について立地を規


制しており、それぞれの用途地域の目的に応


じ、工場の規模等による規制を行っている。 


・  規制値を超えた床面積の自動車整備工場の


建築にあたっては、個別の計画について、周辺


の状況や個別の振動・騒音、交通発生量等への


配慮をふまえ、特定行政庁が当該用途地域の良


好な住居の環境又は商業その他の業務の利便


を害するおそれがないと認め、又は公益上やむ


を得ないと認めて個別に許可を受けることに


より、建築することが可能である。 


・  自動車整備工場における機器等の技術の進


歩により、振動・騒音の低減を行うことが可能


であるとの御主張であるが、このような振動・
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騒音の低減は、個々の建築主が工場の周辺の状


況・計画をふまえ、個別に対応することにより


実現可能なものであり、個別の許可により対応


することが妥当であると考えられる。 


・  個別の許可については、これらの振動・騒音、


さらには交通発生量等をふまえた良好な住居


の環境等への総合的な影響についての判断が


必要であり、公開による意見の聴取や建築審査


会の同意の手続きを経なければならない。 


・  ご要望の自動車整備工場の作業場の床面積


の拡大にあたっては、自動車整備工場の立地状


況や市街地環境への影響、要望等を再調査し、


その結果を踏まえ、検討を進めることとする。


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  「建築基準法の見直しに関する検討会」のと


りまとめ（H22 年 12 月 17 日公表）を受け、大


臣より、建築基本法の制定及び建築基準法等の


見直しについて、検討を行うよう指示を受けて


おり、自動車整備工場の作業場の床面積の拡大


についても、実態調査の結果を踏まえ、必要に


応じて検討を行う。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  自動車整備工場は、第１種・第２種住居地域


では 50 ㎡以下、準住居地域では 150 ㎡以下、


商業地域、近隣商業地域では 300 ㎡以下などの


面積による規制がなされているが、そもそも、


単純に床面積だけで規制することの合理性は


低いものと考えられる。 


・  自動車整備工場は現行規制が制定された当


時と比べ、使用する機器・設備等の振動や騒音


レベルは相当低下していることに加え、建物自


体に遮音措置を講じているので、そもそも工場


として取り扱うことは適当ではなく、幹線道路


沿いであれば住居地域においても面積制限を
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設けることなく建築を認めても支障はない地


域も多いものと考えられる。 


・  本規制は、工場の騒音等から周辺環境を守る


という趣旨と理解するが、そうであるならば、


自動車整備工場の機器等の振動・騒音レベルの


低下や遮音性能等技術の進歩を踏まえ周辺環


境に与える影響等にも配慮しつつ総合的に検


討を行い、適時適切に見直しを行うことが必要


である。 


・  少なくとも本規制の改正時に発出された「自


動車整備工場に係る建築基準法第４８条第 5


項から第 7 項までの規定に関する許可の運用


について（平成５年６月 25 日付、建設省住街


発第 95 号）」の通達による運用で建築可能とし


ている面積程度までは、公聴会や建築審査会の


同意等の手続きを経ずともその地域の実情を


熟知している特定行政庁の判断で許可を可能


とするなど見直しを行うべきである。 


具体例、経済効果等 【要望具体例】 


・  自動車ディーラーが整備工場を新設・増設す


る際、現状、工業地域以外では十分な面積の工


場を建設することは実質不可能であり、交通量


が多く騒音の大きい一級国道に面する土地で


あっても、住居地域であるケースが多いことか


ら新規出店・移転・増設を諦めざるを得ない状


況にある。十分な面積を確保し、自動車利用者


への安全・安心の提供のためにも要件を緩和す


べきである。 


・  住居地域でも公聴会等を開催し、近隣住民の


理解を得られれば、工場新設・増設の可能性は


あるといわれるが、実際のところ公聴会等はな


かなか実現しない。 


改革案 ・  自動車整備工場の立地状況や市街地環境へ


の影響、事業者等の要望等に係る実態調査を行


い、その結果を踏まえ、自動車整備工場の作業


場の床面積の拡大について検討し、所要の措置
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を講じる。 


【平成 23 年度検討開始、可能な限り速やかに


措置】 
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【その他（住宅･土地）10】 


事項名 


 


建築物の仮使用承認手続及び完了検査制度の見直


し 


規制・制度の概要 


 


・  建築物を新築する場合又は建築物の増築等


の工事で、避難施設、消火設備、排煙設備等に


関する工事をする場合において、一定の条件を


満たした場合には、検査済証の交付を受ける前


においても、当該建築物又は建築物の部分を仮


に使用することができる旨が規定されている。


・  上記の一定の条件の例としては、特定行政庁


が、安全上、防火上及び避難上支障がないと認


めて仮使用の承認をしたときが挙げられる。 


＜根拠法令＞ 


・ 建築基準法第 7条の 6 


改革の方向性（当初案） ・  建築物の仮使用承認手続の迅速化を図るた


め、民間の確認検査機関も仮使用承認手続をで


きるようにすべきである。また、未済部分が貸


ビル等のテナント貸室内に限られ、避難施設等


に未済部分がなく、安全上、防火上、避難上特


に支障のない場合は、完了検査制度とは別にス


ケルトン状態でも完了検査を可能とする「一部


完了検査制度」を新たに創設すべきである。 


担


当


府


省


の


回


答


 
上記改革の方向性への 


考え方 


・  建築物を使用しながら増築等の工事を施工


していて火災が発生し、100 名以上の死者を出


す等の重大な事故が発生したことにかんがみ、


検査済証の交付前の建築物の使用制限規制と、


仮使用承認制度を創設。 


・  仮使用承認にあたっては、工事中の建築物に


ついて想定される危険要因を具体的に検討し、


個々の危険要因に対応した安全上、防火上又は


避難上の対策が適切に講ぜられているか否か


を建築物の使用状況等を勘案して総合的な見


地から個別に判断することが必要であり、裁量


のない羈束行為である建築確認・検査とは異な


り、確認検査機関に行わせることはできない。


・  完了検査は工事を完了した際に建築基準法
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令への適合を検査するものであり、工事完了前


に部分的に検査を行ったとしても、全体の工事


を完了した際に再度検査を行う必要がある。ま


た、工事が完了していない段階では、工事に伴


う火気の使用等により、火災の発生する可能性


が高く、工事中の建築物を使用することにより


災害発生の際の被害が拡大することが想定さ


れ、防火管理の体制など安全上、防火上及び避


難上支障がないことを特定行政庁が総合的に


判断する必要がある。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・   


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  同一行政区域内であっても、機関により、新


築工事中の一定規模の建築物等を使用する場


合に安全上、防火上及び避難上講ずる措置が適


切であるか否かに関し、バラバラの判断がなさ


れ、結果として、工事中に使用される部分の安


全性が確保されなくなる可能性がある。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  そもそも現状では、建築確認申請は民間の確


認検査機関に開放されており、中間検査、完了


検査を含めて実施できるが、仮使用承認手続に


ついては特定行政庁しか行うことができない。


・  それにより、民間の確認検査機関が建築確認


審査、中間検査、完了検査を行う建築物につい


て、その途中段階にあたる仮使用承認のみ、特


定行政庁が行わなければならないことは、審査


の効率化、迅速化の面からみて不合理であり、


建築物の仮使用承認手続の迅速化を図るため、


民間の確認検査機関も仮使用承認手続をでき


るように検討を行うべきである。 


・  建築物仮使用承認の審査内容についても、オ


フィスビルなど用途によっては、工事中の建築


物について想定される危険要因、個々の危険要


因に対応した安全上、防火上又は避難上の対策


について建築確認や完了検査と同様に詳細に
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チェックリスト化することも可能な物件もあ


るものと考えられ、必ずしも特定行政庁のみが


その主体となる必要はないのではないか。 


・  例えば、賃貸用オフィスビルについては、一


部未入居のまま使用を開始するケースも多い。


しかし、仮使用承認手続は煩雑で通常１～３カ


月を要するため、未入居部分に本来必要のない


暫定的な内装仕上げを施して完了検査を受け


るという無駄を余儀なくされるとの指摘も踏


まえ、消防設備や避難経路等についてはすべて


完了し、テナント部分の一部の入居者が決まっ


ていないことにより、壁や床などの内装のみ未


完了である場合に限定するなどすれば、審査す


る項目も限定されることから、確認検査機関に


仮使用承認を行わせることに大きな支障はな


いものと考えられる。 


具体例、経済効果等 ・  


改革案 ・  賃貸用オフィスビルなどで、未入居部分に本


来必要のない暫定的な内装仕上げを施して完


了検査を受けるという無駄を余儀なくされる


との指摘も踏まえ、消防設備や避難経路等につ


いてはすべて工事が完了し、安全上、防火上及


び避難上支障がないことが合理的に判断でき


る場合であって、テナント未入居部分のみが、


壁や床などの内装工事を残し工事完了してい


る場合に限り、確認検査機関に仮使用承認を行


わせることなどについて検討を行い、結論を得


る。 


【平成 23 年度検討・結論】 
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【その他（住宅･土地）11】 


事項名 


 


環境に配慮した開発を阻害する鉱業法の見直し 


規制・制度の概要 


 


・  温泉から発生するメタンガスは CO2 の 20 倍


を超える温室効果を持つといわれているため、


温泉付マンション等を建設する際には、コージ


ェネレーションシステムで燃焼させ有効活用


して環境に配慮すべきところであるが、その当


該敷地のメタンガスに鉱業権の試掘権が出願


されている場合、先に出願された試掘権に優先


権が生じ、鉱業権の侵害となるため当該温泉の


メタンガスの活用ができないこととなる。 


・  このため、メタンガスを自然放出せざるを得


ないなど環境へ悪影響を及ぼす事態を惹起し


たり、その鉱業権の出願にあたっても土地所有


者の同意が不要であるなど理不尽な制度とな


っている。 


・  また、試掘権の出願者の情報は経済産業局で


は教えてはもらえないため、鉱業権の取扱いに


ついて出願者と協議をしようとしても事実上


不可能であり、環境配慮型の良質な住宅等開発


に支障が生じているなど土地所有者等の権利


を害する制度となっている。 


＜根拠法令＞ 


・ 鉱業法第 27 条 


改革の方向性（当初案） ・  温泉付マンション等の開発の際に地球環境


や土地所有者の権利を害する可能性のある鉱


業法第 27 条の優先権や出願について、土地所


有者等関係者との合理的な調整が可能となる


よう、見直しを行うべきである。 


担


当


府


省


の


回


上記改革の方向性への 


考え方 


・  鉱業法は、鉱物資源を合理的に開発すること


によつて公共の福祉の増進に寄与するため、鉱


業に関する基本的制度（鉱業権制度）を定める


ことを目的とする（鉱業法第 1条）。 


・  鉱業権制度は、細分化した土地所有権では鉱


物の合理的な開発が期待し得ないことから、鉱
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物資源を掘採する権限を土地所有権から分離


し、これを鉱業権として、国が鉱業を行おうと


する者に賦与するもの。その方法は先願主義に


基づいている（鉱業法第 27 条）。 


・  先願主義は、鉱業権設定の出願が同一地域に


おいて競合した場合、いずれを優先するかにつ


いて、国の自由裁量ではなく、また出願人の資


力、能力等その他主観的要件に関係なく、出願


日時の先後による形式的要件によって定めよ


うとするもの。もっとも優先権は、必ず許可さ


れる権利ではなく、他の出願に優先して処分を


受けることを意味する。すなわち、先願につい


て許可又は不許可処分を行った後、後願を順次


処分することになる。 


・  鉱業権は、鉱区内において登録を受けた鉱物


及びこれと同種の鉱床中の鉱物を掘採し、取得


する権利であり（鉱業法第 5 条）、まだ掘採さ


れない鉱物は、鉱業権によらなければ、掘採し


てはならないとされる（鉱業法第 7条）。 


・  なお、温泉採掘に伴うメタンガス（可燃性天


然ガス）の漏出であって、有効利用を行う場合


は、鉱物の取得を目的としており、営利目的を


持って土地から分離しているので鉱業法第 7


条にいう「掘採」に該当。このため、この場合


は鉱業権を設定することが必要である。 


・  一方、鉱業権設定の審査に際しては、鉱業権


と地上の諸権益（環境への配慮等）と調整を図


るため、出願地に係る都道府県知事との協議を


要する（鉱業法第 24 条）。同協議の結果、都道


府県から「支障あり」との回答があった場合、


鉱害防止の観点から事業の設備に関する設計


書を鉱業出願人から提出させている（鉱業法第


26 条）。また、許可基準として、一般公益やそ


の他の産業の利益を損じ、公共の福祉に反する


ときは不許可とされる（鉱業法第 35 条）等、


現行の鉱業法は、鉱業実施に伴う公益への影響
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に配慮した法体系となっている。 


・  なお、出願者の情報は、個人情報に該当し公


開することができないが、鉱業権設定が許可さ


れた場合は、鉱業原簿の登録事項（鉱業法第


59 条）となるため、所用の手続きを経て閲覧


することが可能である。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


・  


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  仮に先願主義をとらないこととした場合、国


民が平等に鉱業に参加する機会が失われるこ


と、鉱物発見者が保護されなくなること等か


ら、鉱物資源の合理的開発が図られない可能性


がある。また、鉱業の実施にあたり、土地所有


者の同意を義務づけた場合、土地所有権は細分


化されており、地下の鉱床に対応した合理的な


開発を期待することが困難となる。 


・  鉱業実施に伴う一般公益やその他産業への


影響については、現行鉱業法体系の下で適切に


措置されている。 


改革事項に対する 


基本的考え方 


・  通常は温泉水のみを利用し、メタンガスは大


気放散されている例が多いが、CO2 の 20 倍を


超える温室効果があるため、環境対応の観点か


らコージェネレーション設備により有効利用


すべきものである。 


・  温泉を掘削し、温泉付きマンションを開発す


る際の「温泉採掘に伴うメタンガス（可燃性天


然ガス）の漏出であって、有効利用を行う場合


は、鉱物の取得を目的としており、営利目的を


持って土地から分離しているので鉱業法第 7


条にいう「掘採」に該当。このため、この場合


は鉱業権を設定することが必要である。」とい


う解釈であるならば、本件のように鉱業権の設


定が鉱業出願の運用により事実上困難な場合


には、温泉採掘に伴う温室効果の高いメタンガ


スの漏出分を大気放散することを経済産業省
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が誘導していることにもなりかねず、地球温暖


化対策の観点からも有効利用することを阻害


するものとなっており、環境政策的にも問題で


ある。 


・  石炭や鉄鉱石などの個体の鉱物と違い温泉


という別の利用目的を持つ財産に付随して漏


出されるメタンガス等の可燃性天然ガスの鉱


業法上の取り扱いについては、地球温暖化対策


の観点も踏まえ、より合理的に行うべきであ


る。 


・  現状では鉱業権設定が許可されないと出願


者の情報が公開されないため出願中の鉱業権


の取扱いについて、出願者と調整もできないこ


ととなっている。出願から許可までが短期間で


行われるのであればまだしも、現状では、鉱業


権（試掘権）の出願から鉱業権の設定までの処


理期間に関する規定がないため、申請後数年経


過しても利用目的が確定していないなどの理


由で申請中のまま放置されているのが通例で


ある。 


・  そのような長期間にわたり、鉱業権設定の出


願中においても鉱業法第２７条の優先権でそ


の権利が保護されるということであれば、他者


が所有する土地の合理的利用を制限する以上、


その出願者に係る情報は、最低限、土地所有者


等の利害関係者には、公開されるべきものであ


り、土地所有者において出願者と鉱業権の取扱


いについて調整を可能とすべきである。 


具体例、経済効果等 ・ － 


改革案 ・  鉱業出願については、鉱業権（試掘権）の出


願から鉱業権の設定までの処理期間に関する


規定がないため、申請後数年経過しても利用目


的が確定していないなどの理由で申請中のま


ま放置されているのが通例である。このため、
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出願から設定許可までの処理期間のあり方に


ついて検討を行うとともに、鉱業権の出願者に


係る情報については、鉱業法第 27 条により優


先権が付与され他者が所有する土地の合理的


利用を制限する以上、出願者と鉱業権の取扱い


について調整を行うことに合理性が認められ


る土地所有者等の利害関係人に開示すること


について検討し、速やかに措置する。 


【平成 23 年度早期に措置】 


 








 


1 


規制・制度改革検討シート（案） 


 


【その他】 


事項名 食品添加物の承認手続の簡素化・迅速化 


規制・制度の概要 


 


・ 食品添加物は、食品安全委員会の行う食品健康


影響評価（リスク評価）によってその安全性を


審議され、各食品添加物毎に許容一日摂取量


（ADI）が設定される。 


・ この結果を受け、厚生労働省の薬事・食品衛生


審議会において審議・評価され、WTO 通報やパ


ブリックコメント、消費者庁協議を経て告示が


改正される。 


＜根拠法令＞ 


・ 食品安全基本法第 11 条、第 12 条、第 24 条第


1項第 1号 


・ 食品衛生法第 10 条、第 11 条第１項及び第２項


改革の方向性（当初案） ・ 平成 14 年、日本政府は、以下①・②の要件を


満たすもののうち、我が国では未指定の国際汎


用添加物 46 品目（※注：１項目重複により現


在では「45 品目」とされる）については、企


業の申請がなくとも、国が主体的に指定に向け


た検討を進めることを決定した。  


① 国際的に安全性評価が終了し、一定の範


囲で安全性が確認されているもの 


② 欧米で広く使用が認められており国際的


必要性が高いもの 


・ 当該 45 品目のうち、30 品目は指定済であるが、


残り 15 品目は未だに指定がなされておらず、


国内では使用ができないことに加え、EU から


は指定までのスピードの遅さについて改めて


指摘されているところである。 


・ したがって、食品添加物の承認手続きの簡素


化・迅速化に向けたルール整備を行うべきであ


る。特に EU にとって関心の高い品目のうち、


未だリスク評価を開始していない９品目につ


いて、早急に評価を開始すべきである。 


参考資料９ 
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担


当


府


省


の


回


答 


上記改革の方向性への 


考え方 


（内閣府（食品安全委員会）） 


・ 食品安全委員会は、国際汎用添加物 45 品目の


うち、まだ厚生労働省から意見を聴かれてい


ない９品目について意見を聴かれた場合及び


厚生労働省に対して食品健康影響評価に必要


な科学的知見の提出を要請している６品目に


ついて厚生労働省から所要の資料が提出され


た場合、可能な限り迅速に食品健康影響評価


を行う。 


（厚生労働省） 


・ 食品安全委員会との相互協力のもと、食品添加


物の承認手続きの簡素化・迅速化を図る必要が


ある。具体的には、食品安全委員会にリスク評


価依頼を行うための資料及び同委員会からの


補足資料請求に対する資料の整備の迅速化を


図るために、厚生労働省と食品安全委員会の相


互において、より一層、共通の理解を深めるこ


ととする。 


・ 一方、リスク評価結果の通知以降の厚生労働省


における手続（薬事・食品衛生審議会における


審議、WTO 通報、パブリックコメント、消費者


庁協議）は、食品衛生法、WTO 協定、行政手続


法に基づくものであり、これら手続の省略は困


難であるが、手続を並行して実施することによ


り、既に可能な範囲での迅速化を図っている。


・ また、リスク評価が開始されていない９品目に


ついては、正式な評価依頼に向けて、現在、食


品安全委員会と評価依頼資料の整備のための


調整を進めているところ。準備が整い次第、食


品安全委員会に評価依頼を行う。 


【対応可能性のある場合】


見直し予定及びその内容 


（内閣府（食品安全委員会）） 


・ 食品安全基本法第 21 条第１項に規定する基本


的事項（平成 16 年１月 16 日閣議決定）第１


の３（1）①に基づき、食品安全委員会と厚生


労働省の相互において食品健康影響評価の対


象及び作業内容について、事前に、より一層、
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共通の理解を得ることとする。 


（厚生労働省） 


・ 上記のとおり。 


【対応困難とする場合】 


要望へ対応した場合に生


じる問題点及び問題点に


対する補完措置の有無等 


・  


改革事項に対する 


基本的考え方 


・ 我が国が国際汎用添加物 45 品目の承認に向け


た取組を開始してから既に８年が経過してい


るものの、未だ 30 品目の承認にとどまってお


り、EU からは国際汎用添加物の承認までのス


ピードの遅さについて改めて指摘されている


ところである。 


・ このため、国際汎用添加物の承認手続きの簡素


化・迅速化に向けたルール整備を行うべきであ


る。 


・ 未承認の 15 品目が承認されることによって、


輸入加工食品が多様化するとともに、我が国の


食品メーカーにおいても使用可能添加物の選


択肢の増加に資することとなる。 


具体例、経済効果等  


改革案 ・ 厚生労働省は未だ食品健康影響評価の依頼を


行っていない９品目の食品添加物について、


早急に評価依頼資料を取りまとめ、食品安全


委員会に正式に評価依頼を行うべきである。


食品安全委員会はこれを正式に受理し、専門


調査会での審議を速やかに開始すべきであ


る。【平成 22 年度中措置】 


・ 食品安全委員会は以下①・②の要件を満たす


食品添加物の安全性評価を行うに際しては、


食品の安全性を確保することを前提として、


「JECFA の安全性評価が終了し、欧米諸国で長


期間使用が認められているいわゆる国際汎用


添加物（国際汎用香料を除く。）については、
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最新の科学的知見も調査した上で、原則とし


て JECFA 及び欧米諸国で行われた評価書に基


づく評価（評価書評価）を行う。」という『添


加物に関する食品健康影響評価指針（平成 22


年 5 月食品安全委員会策定）』に記載する原則


を徹底すべきである。【平成 23 年度中措置】 


① 国際的に安全性評価が終了し、一定の範


囲で安全性が確認されているもの 


② 欧米で広く使用が認められており国際的


必要性が高いもの 


・ 食品安全委員会に正式な評価依頼をするため


に必要となる資料について、より具体的な基


準を策定するなど、早期に食品安全委員会の


評価プロセスに移行するためのルール整備を


行うべきである。【平成 23 年度中措置】 


・ 食品安全委員会事務局と厚生労働省の連携を


強化するための具体的なルール整備を行うべ


きである。【平成 23 年度中措置】 


 


 





